
平成 29 年 10 月 10 日 

独立行政法人自動車技術総合機構 

審査事務規程の一部改正について（第 13次改正） 

 

１．改正概要 

（１）自動車の検査等関係 

① 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等

の一部改正に伴う改正 

○ 排気ガス等の車室内への侵入により乗車人員に傷害を与えるおそれが少ないよ

う排気管の取付位置について規定するとともに、車体から突出した排気管の取扱

いを規定します。［7-60］ 

② 道路運送車両法施行規則（昭和 26年運輸省令第 74号）の一部改正に伴う改正 

○ 審査の実施方法について、自動車の種類に応じた書面審査の取扱いを明確化す

ることとします。［4-7、4-12］ 

③ 第 8 章の構成の見直し等 

○ 審査事務規程において、「改造等による変更のない使用過程車」の継続検査等の

場合には、第 8章を適用して審査するという規定の構成になっているところです。 

このため、第 8 章から構造等の要件を極力削除し、劣化や磨耗の確認等に関す

る事項のみを残すこととします。［第 8章］ 

○ 検査コースにおいて審査することのない小型特殊自動車及び検査対象外軽自動

車に関する規定を削除します。［全体］ 

④ 新規検査等における提出書面関係［別添 2］ 

○ 別添 2中の附則の構成を見直します。 

○ 提出書面の記載方法等について更なる明確化を図るとともに届出書様式の一部

を変更します。また、事前審査管理番号を有する自動車の活用方法の明確化及び

活用期限を規定します。 

○ 細目告示別添 114 対象トラクタについて、当該基準への適合性を改めて審査す

る必要がない場合には事前審査対象から除外します。 

⑤ 特種用途自動車に適用する基準の判断方法を規定します。［4-16］ 

⑥ 並行輸入自動車の区分について「指定自動車等と関連」と「不明」の 2 種類に変更す

るとともに届出書様式の一部を変更します。［別添 3］ 

⑦ その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

（２）自動車の型式の指定等関係 

今回は該当なし 

 

２．関係する省令等 

・道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令（平成 29 年 7月 19 日国土交通省令第 46 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示（平成 29 年 10 月 10 日国土交通省告

示第 906 号） 

 

３．施行日 

平成 29 年 10 月 10 日 
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「審査事務規程」（平成 28 年 4月 1日規程第 2号）第 13 次改正新旧対照表 

平成 29 年 10 月 10 日改正 

新 旧 

独立行政法人自動車技術総合機構審査事務規程 

目 次 

第 1章～第 5 章（略） 

第 6章 新規検査又は予備検査（指定自動車等の新車） 

第 7章 新規検査、予備検査、継続検査又は構造等変更検査 

第 8章 新規検査、予備検査、継続検査又は構造等変更検査（改造等による変更のない

使用過程車） 

第 9章 立入検査又は街頭検査 

第 10 章～第 11 章（略） 

 

独立行政法人自動車技術総合機構審査事務規程 

目 次 

章～第 5章（第 1略） 

第 6章 新規検査及び予備検査（指定自動車等） 

第 7章 新規検査及び予備検査（指定自動車等以外の自動車） 

第 8章 継続検査及び構造等変更検査等（使用の過程にある自動車） 

 

第 9章 立入検査及び街頭検査 

第 10 章～第 11 章（略） 

 

第 1 章 総則 

1-1～1-2（略） 

1-3 用語の定義 

この規程における用語の定義は、次に定めるところによる。 

分類 用語 内容 

（略） （略） （略） 

か （略） （略） 

 型式認定自動

車 

施行規則第 62 条の 3 第 1 項の規定によりその型式

について認定を受けた自動車をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） （略） 

き （略） （略） 

 共通構造部型

式指定自動車 

法第 75 条の 2 第 1 項の規定によりその型式につい

て指定を受けた特定共通構造部を有する自動車（共

通構造部型式指定規則第4条第1項の規定による申

請に基づく指定を受けた自動車にあっては、当該自

動車の型式と重要でない部分のみが異なる型式に

ついて同規則第3条第1項の規定による申請に基づ

く指定を受けた日と同一の日に指定を受けたもの

とみなす。）をいう。（当該指定を受けた後に法第

第 1 章 総則 

1-1～1-2（略） 

1-3 用語の定義 

この規程における用語の定義は、次に定めるところによる。 

分類 用語 内容 

（略） （略） （略） 

か （略） （略） 

 型式認定自動

車 

施行規則第 62 条の 3 第 1 項の規定によりその型式

について認定を受けた自動車をいう。 

なお、規程においては、適用関係告示又は大臣定め

通達上の表記に対し次の例により表記する。 

＜適用関係告示又は大臣定め通達上の表記＞ 

平成●年■月▲日以前に施行規則第 62 条の 3

第 1 項の規定によりその型式について認定を

受けた自動車 

＜規程上の表記＞ 

平成●年■月▲日以前の型式認定自動車 

 （略） （略） 

き （略） （略） 

 共通構造部型

式指定自動車 

法第 75 条の 2 第 1 項の規定によりその型式につい

て指定を受けた特定共通構造部を有する自動車（共

通構造部型式指定規則第4条第1項の規定による申

請に基づく指定を受けた自動車にあっては、当該自

動車の型式と重要でない部分のみが異なる型式に

ついて同規則第3条第1項の規定による申請に基づ

く指定を受けた日と同一の日に指定を受けたもの

とみなす。）をいう。（当該指定を受けた後に法第

別 添 
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75 条第 1 項の規定によりその型式について指定を

受けるものを除く。） 

なお、規程においては、大臣定め通達上の表記に対

し次の例により表記する。 

＜大臣定め通達上の表記＞ 

平成●年■月▲日以前に多仕様自動車型式指

定による取扱いを受けた自動車 

＜規程上の表記＞ 

平成●年■月▲日以前の共通構造部型式指定

自動車 

 （略） （略） 

 協定規則 車両並びに車両への取付け又は車両における使用

が可能な装置及び部品に係る調和された技術上の

国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合

の諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のた

めの条件に関する協定に附属する規則をいう。 

なお、規程においては、細目告示又は適用関係告示

上の表記に対し次の例により表記する。 

＜細目告示又は適用関係告示上の表記＞ 

協定規則第●号の技術的な要件（同規則第■改

訂版補足第▲改訂版の規則○、□及び△に限

る。） 

＜規程上の表記＞ 

UN R●-■-S▲の○、□及び△ 

 （略） （略） 

く （略） （略） 

 組立車 改造自動車以外の自動車であって、自動車の製作を

業とする者以外の者が自動車部品等を使用して組

立てたもの（当該自動車の製作者又は当該自動車の

製作者から委任を受けた者が研究・開発等のために

改造した自動車を含む。）をいう。 

（略） （略） （略） 

し （略） （略） 

 試作車 改造自動車以外の自動車であって、自動車の製作を

業とする者が研究、開発等の用に供するため製作し

た年間の生産台数が少数のもの（当該自動車の製作

者又は当該自動車の製作者から委任を受けた者が

研究・開発等のために改造した自動車を含む。）を

いう。 

75 条第 1 項の規定によりその型式について指定を

受けるものを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） （略） 

 協定規則 車両並びに車両への取付け又は車両における使用

が可能な装置及び部品に係る統一的な技術上の要

件の採択並びにこれらの要件に基づいて行われる

認定の相互承認のための条件に関する協定に附属

する規則をいう。 

なお、規程においては、細目告示又は適用関係告示

上の表記に対し次の例により表記する。 

＜細目告示又は適用関係告示上の表記＞ 

協定規則第●号の技術的な要件（同規則第■改

訂版補足第▲改訂版の規則○、□及び△に限

る。） 

＜規程上の表記＞ 

UN R●-■-S▲の○、□及び△ 

 （略） （略） 

く （略） （略） 

 組立車 改造自動車以外の自動車であって、自動車の製作を

業とする者以外の者が自動車の部品等を使用して

組立てたものをいう。 

 

 

（略） （略） （略） 

し （略） （略） 

 試作車 改造自動車以外の自動車であって、自動車の製作を

業とする者が研究、開発等の用に供するため製作し

た年間の生産台数が少量のものをいう。 
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 （略） （略） 

 事前届出対象

自動車 

別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.に掲げる

自動車をいう。 

 （略） （略） 

 諸元表 自動車型式認証実施要領別添 1から別添 4の別表、

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の別

表又は輸入自動車特別取扱制度別紙の別表に掲げ

る書面をいう。 

（略） （略） （略） 

た （略） （略） 

 タンク自動車 爆発性液体、高圧ガスその他の物品を運送するた

め、車台にタンク又はガス容器を固定した自動車を

いう。 

（略） （略） （略） 

と （略） （略） 

 土砂等 次の物をいう。 

① 土、砂利（砂及び玉石を含む。）及び砕石 

② 砂利（砂及び玉石を含む。）又は砕石をアスフ

ァルト又はセメントにより安定処理した物及び

アスファルト・コンクリート 

③ 鉱さい、廃鉱及び石炭がら 

④ コンクリート、れんが、モルタル、しつくいそ

の他これらに類する物のくず 

⑤ 砂利状又は砕石状の石灰石及びけい砂 

（土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の

防止等に関する特別措置法（昭和 42 年法律第 131

号）第 2 条第 1 項及び同法施行令（昭和 42 年政令

第 363 号）第 1条） 

 土砂等運搬大

型自動車 

土砂等の運搬の用に供する自動車であって、車両総

重量が8t以上のもの及び最大積載量が5t以上のも

のをいう。 

（土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の

防止等に関する特別措置法（昭和 42 年法律第 131

号）第2条第2項及び第4条並びに同法施行規則（昭

和 42 年運輸省令第 86 号）第 1条） 

（略） （略） （略） 

よ （略） （略） 

 幼児専用車 専ら幼児の運送の用に供する自動車であって、次に

掲げる全ての要件を満たすものをいう。 

 （略） （略） 

 事前届出対象

自動車 

別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.に掲げる

自動車をいう。 

 （略） （略） 

 諸元表等 自動車型式認証実施要領別添 1から別添 4の別表、

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の別

表又は輸入自動車特別取扱制度別紙の別表に掲げ

る書面をいう。 

（略） （略） （略） 

た （略） （略） 

 （新設） （新設） 

 

 

（略） （略） （略） 

と （略） （略） 

 （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） 

よ （略） （略） 

 幼児専用車 専ら幼児の運送の用に供する自動車をいう。 
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① 大人の乗車設備（運転者席及びこれと並列の座

席を含む全ての乗車設備をいう。以下本欄におい

て同じ。）を最大に利用した場合において、残さ

れた幼児の乗車設備の床面積（座席の床面への投

影面積とする。以下本欄において同じ。）が、大

人の乗車設備の床面積より大きいこと。 

② 大人の乗車設備を最大に利用した場合におい

て、残された幼児の乗車設備に乗車し得る人員の

重量が、大人の乗車設備に乗車し得る人員の重量

より大きいこと。 

（略） （略） （略） 

Ｌ L カテゴリ 四輪未満の自動車をいう。 

 L3カテゴリ 二輪の自動車であって、内燃機関を原動機とする場

合にはその排気量が50cm3超のもの又は推進手段を

問わず設計最高速度が 50km/h 超のものをいう。 

 L4カテゴリ 三輪の車輪配列が車両中心線に対して非対称の自

動車であって、内燃機関を原動機とする場合には

50cm3 超のもの又は推進手段を問わず設計最高速度

が 50km/h 超のものをいう。 

 L5カテゴリ 三輪の車輪配列が車両中心線に対して対称の自動

車であって、内燃機関を原動機とする場合には

50cm3 超のもの又は推進手段を問わず設計最高速度

が 50km/h 超のものをいう。 

（略） （略） （略） 

1-3-1（略） 

1-4～1-6（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） 

Ｌ L カテゴリ 4 輪未満の自動車をいう。 

 L3カテゴリ 2 輪の自動車であって、内燃機関を原動機とする場

合にはその排気量が 50cm3超のもの又は推進手段を

問わず設計最高速度が 50km/h 超のものをいう。 

 L4カテゴリ 3輪の車輪配列が車両中心線に対して非対称の自動

車であって、内燃機関を原動機とする場合には

50cm3 超のもの又は推進手段を問わず設計最高速度

が 50km/h 超のものをいう。 

 L5カテゴリ 3輪の車輪配列が車両中心線に対して対称の自動車

であって、内燃機関を原動機とする場合には 50cm3

超のもの又は推進手段を問わず設計最高速度が

50km/h 超のものをいう。 

（略） （略） （略） 

1-3-1（略） 

1-4～1-6（略） 

 

第 2 章～第 3 章（略） 

 

第 2 章～第 3 章（略） 

 

第 4 章 自動車の検査等に係る審査の実施方法 

4-1（略） 

4-2 自動車検査場における掲示等 

（1）～（2）（略） 

（3）（2）②のその他必要な事項は、原則として次に掲げる事項とする。 

ただし、設置されている検査機器等により変更することができる。 

①～②（略） 

③ 大小兼用コース又は小型在来コースの受検時の注意事項 

ア～ウ（略） 

エ パートタイム 4WD 車は二輪駆動に切り替えて受検して下さい。 

第 4 章 自動車の検査等に係る審査の実施方法 

4-1（略） 

4-2 自動車検査場における掲示等 

（1）～（2）（略） 

（3）（2）②のその他必要な事項は、原則として次に掲げる事項とする。 

ただし、設置されている検査機器等により変更することができる。 

①～②（略） 

③ 大小兼用コース又は小型在来コースの受検時の注意事項 

ア～ウ（略） 

エ パートタイム 4WD 車は 2輪駆動に切り替えて受検して下さい。 
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オ～ケ（略） 

④～⑥（略） 

（4）（略） 

4-3～4-6（略） 

4-7 審査の実施方法等 

4-7-1 審査の実施方法 

（1）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）第 6章及び第 7章における書面等による審査は、次に掲げる自動車の種類に応じて、

それぞれに定めるとおり取扱うものとする。（施行規則第 36 条第 5項、第 6項、第 12

項、第 37 条の 2 第 1 項、第 37 条の 2 の 2 第 3 項及び第 42 条第 1 項並びに「道路運

送車両法施行規則第三十六条第十二項等に基づき国土交通大臣が指定する自動車及

び基準」（平成 19 年国土交通省告示第 857 号）関係） 

① 指定自動車等（④の自動車を除く。） 

ア 新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付

を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は

法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査

又は予備検査を除く。）に係る審査を行う場合には、4-12 及び 4-13 の規定に

よるものとする。 

イ ア以外の検査に係る審査を行う場合であって、自動車又はその部品の改

造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又

は性能に係る変更が行われていると認められる場合には、当該変更に係る部

分に適用される技術基準等に対し、4-12 に規定する書面の提出又は提示を求

め審査するものとする。 

② 試作車又は組立車（④の自動車を除く。） 

ア 新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付

を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は

法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査

又は予備検査を除く。）に係る審査を行う場合には、4-12-2（6）の規定によ

るものとする。 

イ ア以外の検査に係る審査を行う場合であって、自動車又はその部品の改

オ～ケ（略） 

④～⑥（略） 

（4）（略） 

4-3～4-6（略） 

4-7 審査の実施方法等 

4-7-1 審査の実施方法 

（1）（略） 

（2）第 6 章及び第 7 章における書面等による審査は、別に定める場合を除き、次の書面

により行うものとする。 

① 当該自動車又は当該装置の試験成績書（写しをもって代えることができる。） 

② 同一構造を有する自動車の試験成績書（写しをもって代えることができる。） 

③ 自動車製作者が発行した適合証明書 

④ 協定規則に基づく認定証（写しをもって代えることができる。） 

⑤ 当該自動車と変更前の自動車の比較による適合説明書 

⑥ 当該自動車と他の自動車の比較による適合説明書 

⑦ 計算による適合説明書 

⑧ 基準適合性について判断できるその他適切な書面 

（新設） 
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造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又

は性能に係る変更が行われていると認められる場合には、当該変更に係る部

分に適用される技術基準等に対し、4-12 に規定する書面の提出又は提示を求

め審査するものとする。 

③ 並行輸入自動車（使用の過程にある④の自動車を除く。） 

ア 新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付

を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は

法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査

又は予備検査を除く。）に係る審査を行う場合には、4-12 及び 4-14 の規定に

よるものとする。 

イ ア以外の検査に係る審査を行う場合であって、自動車又はその部品の改

造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又

は性能に係る変更が行われていると認められる場合には、当該変更に係る部

分に適用される技術基準等に対し、4-12 に規定する書面の提出又は提示を求

め審査するものとする。 

④ 牽引自動車及び被牽引自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（3）

及び（4）の自動車に限る。） 

ア 新規検査、予備検査又は構造等変更検査に係る審査を行う場合には、4-12

及び 4-13 の規定によるものとする。 

イ ア以外の検査に係る審査を行う場合であって、自動車又はその部品の改

造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又

は性能に係る変更が行われていると認められる場合には、当該変更に係る部

分に適用される技術基準等に対し、4-12 に規定する書面の提出又は提示を求

め審査するものとする。 

（3）有効な限定自動車検査証の提示がある自動車については、当該限定自動車検査証に

記載された保安基準に適合しない部分を整備した場合における当該整備に係る部分

を審査するものとする。 

（4）（1）において、視認等による方法で判定することが困難な場合は、当該自動車にか

かる点検整備記録簿又は分解整備記録簿の提示を求め、当該記録簿の記載事項を検討

する等の方法により確認することができる。 

（5）（略） 

4-7-2 総合判定 

（1）～（2）（略） 

（3）審査中断 

① 審査途中において、4-1（3）又は 4-1（6）の措置を講じた場合並びに 4-7-1（5）、

4-8-2（6）、4-9（2）、4-12-2（6）③、4-12-2（8）①、4-13-1（3）、4-13-2（7）、

4-14（5）、4-15（5）又は 4-21（1）の規定に基づき受検者に対し審査できないた

め審査を中断する旨を通告した場合には、「審査中断」と判定するものとする。

②（略） 

4-7-3（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（3）（1）において、別表 3「審査の実施の方法」に定める視認等の方法で判定することが

困難な場合は、当該自動車にかかる点検整備記録簿又は分解整備記録簿の提示を求

め、当該記録簿の記載事項を検討する等の方法により確認することができる。 

（4）（略） 

4-7-2 総合判定 

（1）～（2）（略） 

（3）審査中断 

① 審査途中において、4-1（3）又は 4-1（6）の措置を講じた場合並びに 4-7-1（4）、

4-8-2（6）、4-9（2）、4-12-6（3）、4-12-11①、4-13-1（3）、4-13-2（6）、4-14

（5）、4-15（5）又は 4-21（1）の規定に基づき受検者に対し審査できないため審

査を中断する旨を通告した場合には、「審査中断」と判定するものとする。 

②（略） 

4-7-3（略） 
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4-8（略） 

4-9 受検車両と書面の同一性確認 

（1）自動車の審査にあたっては、審査依頼があった自動車に打刻されている車台番号及

び原動機の型式について、次に掲げる検査の種別毎に定める書面に記載されている車

台番号及び原動機の型式と同一であることを確認するものとする。 

 

 

 

 

なお、型式の異なる原動機に変更する改造自動車の場合には、当該自動車の原動機

の型式については、改造自動車審査結果通知書等及び自動車検査票に記載されている

原動機の型式と同一であることを確認するものとする。 

 

① 新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受

けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条

第4項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査を

除く。）の場合 

ア 指定自動車等 

完成検査終了証、出荷検査証、排出ガス検査終了証、輸入自動車特別

取扱届出済書又は譲渡証明書及び自動車検査票 

イ 並行輸入自動車 

自動車通関証明書、輸入申告書又は打刻届出書及び自動車検査票 

ウ 試作車又は組立車 

試作車・組立車審査結果通知書等（写しをもって代えることができ

る。）及び自動車検査票 

② 新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受

けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条

第4項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査に

限る。）の場合 

登録識別情報等通知書、自動車検査証返納証明書又は限定自動車検査証（法

第 71 条の 2の規定により交付を受けた場合に限る。）及び自動車検査票 

③ 構造等変更検査の場合 

自動車検査証及び自動車検査票 

④ 継続検査の場合 

自動車検査証又は限定自動車検査証及び自動車検査票 

（2）審査依頼があった自動車に打刻されている車台番号及び原動機の型式について、（1）

の書面に記載されている車台番号及び原動機の型式と相違する場合又は相違するお

それがある場合には、受検者に対し審査できないため審査を中断する旨を口頭で通告

する。 

 

4-8（略） 

4-9 車台番号及び原動機の型式の確認 

（1）自動車の審査にあたっては、審査依頼があった自動車に打刻されている車台番号及

び原動機の型式について、次に掲げる検査の種別毎に定める確認書面に記載されてい

る車台番号及び原動機の型式と同一であることを確認するものとする。 

ただし、①の規定の適用にあたって、並行輸入自動車、試作車及び組立車であって

車台番号又は原動機の型式が特定されないものについては、当該自動車に表示された

シリアル番号又は製造番号と確認書面に記載されたシリアル番号又は製造番号が同

一であることを確認するものとする。 

また、①から③までの規定の適用にあたって、改造自動車であって別添 4「改造自

動車審査要領」別表第 1（2）①に該当する改造を行ったものについては、当該自動車

の原動機の型式と改造自動車審査結果通知書等の原本並びに自動車検査票に記載さ

れている原動機の型式が同一であることを確認するものとする。 

① 新規検査及び予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車

又は法第 69 条第 4項の規定により自動車検査証が返納された自動車を除く。）の

場合には、指定自動車等にあっては完成検査終了証、排出ガス検査終了証、輸入

自動車特別取扱届出済書又は譲渡証明書、並行輸入自動車にあっては自動車通関

証明書、輸入申告書又は打刻届出書、試作車及び組立車にあっては試作車・組立

車審査結果通知書等（写しをもって代えることができる。）並びに自動車検査票 

 

 

 

 

 

 

② 法第 16条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69条第 4項の規

定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査及び予備検査の場合には、

登録識別情報等通知書若しくは自動車検査証返納証明書及び限定自動車検査証

（法第 71 条の 2の規定により交付を受けた場合に限る。）並びに自動車検査票 

 

 

③ 構造等変更検査の場合には、自動車検査証又は自動車予備検査証並びに自動車

検査票 

④ 継続検査の場合には、自動車検査証又は限定自動車検査証及び自動車検査票 1 

 

（2）（1）に規定する確認において、当該自動車に打刻又は表示がされている車台番号又

はシリアル番号若しくは製造番号及び原動機の型式について、確認書面（自動車検査

票を除く。）に記載されている車台番号又はシリアル番号若しくは製造番号及び原動

機の型式と相違する場合又は相違するおそれがある場合には、受検者に対し審査でき

ないため審査を中断する旨を口頭で通告する。 
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（3）検査コース移動後の入場時及び再入場時には、その都度、審査依頼があった自動車

に打刻されている車台番号について、自動車検査票に記載されている車台番号と同一

であることを確認するものとする。 

 

 

 

（4）並行輸入自動車、試作車又は組立車であって車台番号が特定されていないものにつ

いては、（1）から（3）において、「打刻されている車台番号」を「表示されているシ

リアル番号又は製造番号」に、「記載されている車台番号」を「記載されているシリ

アル番号又は製造番号」に読み替えるものとする。 

4-10～4-11（略） 

4-12 書面の提出又は提示 

4-12-1 保安基準への適合性を証する書面 

（1）技術基準等への適合性を証する書面 

（3）再入場の場合には、その都度提示のあった自動車に打刻されている車台番号が自動

車検査票に記載されている車台番号と同一であることを確認するものとする。 

ただし、（1）に規定する並行輸入自動車、試作車及び組立車であって車台番号が特

定されないものについては、当該自動車に表示されたシリアル番号又は製造番号と確

認書面に記載されたシリアル番号又は製造番号が同一であることを確認するものと

する。 

（新設） 

 

 

 

4-10～4-11（略） 

4-12 書面の提示等 

（新設） 

 

 

次のいずれかの書面とする。 

 

① 当該自動車又は当該装置の試験成績書（写しをもって代えることができる。）

② 同一構造を有する自動車の試験成績書（写しをもって代えることができる。）

③ 自動車製作者が発行した適合証明書 

④ 協定規則に基づく認定証（写しをもって代えることができる。） 

⑤ 当該自動車と変更前の自動車の比較による適合説明書 

⑥ 当該自動車と他の自動車の比較による適合説明書 

⑦ 計算による適合説明書 

⑧ 基準適合性について判断できるその他適切な書面 

 

（新設）※4-7-1（2）から移動 

（2）第 6 章及び第 7 章における書面等による審査は、別に定める場合を除き、次の書

面により行うものとする。 

① 当該自動車又は当該装置の試験成績書（写しをもって代えることができる。） 

② 同一構造を有する自動車の試験成績書（写しをもって代えることができる。） 

③ 自動車製作者が発行した適合証明書 

④ 協定規則に基づく認定証（写しをもって代えることができる。） 

⑤ 当該自動車と変更前の自動車の比較による適合説明書 

⑥ 当該自動車と他の自動車の比較による適合説明書 

⑦ 計算による適合説明書 

⑧ 基準適合性について判断できるその他適切な書面 

  

 

（2）速度抑制装置の試験成績書又は装着証明書 

保安基準第 8 条第 4項の規定により速度抑制装置を装着した自動車であって、平成 15

年 8 月 31 日以前に製作されたものについては、次の資料を参考として審査するものと

する。 

① 技術基準通達附則別紙「使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の技術基

準」に基づき速度抑制装置を装着したものについては、公的試験機関が発行した様

式 12 による試験成績書 

② 自動車検査証又は登録識別情報等通知書の備考欄に「速度抑制装置付」の記載が

ないものであって、装着要領書に基づき速度抑制装置を装着した自動車にあって

は、装着証明書 

 

（新設）※4-12-10 から移動 

4-12-10 速度抑制装置の試験成績書又は装着証明書 

保安基準第 8 条第 4項の規定により速度抑制装置を装着した自動車であって、平成

15 年 8 月 31 日以前に製作されたものについては、次の資料を参考として審査するも

のとする。 

① 技術基準通達附則別紙「使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の技術

基準」に基づき速度抑制装置を装着したものについては、公的試験機関が発行し

た様式 12 による試験成績書 

② 自動車検査証又は登録識別情報等通知書の備考欄に「速度抑制装置付」の記載

がないものであって、装着要領書に基づき速度抑制装置を装着した自動車にあっ

ては、装着証明書 

  

 （新設）※4-12-12 から移動 
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（3）自主防犯活動用自動車の証明書 

① 自主防犯活動用自動車の証明書の提示があった自動車について、新規検査又は

構造等変更検査を行う場合には、当該証明書により自主防犯活動用自動車である

ことの確認を行うものとする。 

② 青色防犯灯を備えた自主防犯活動用自動車について、継続検査を行う場合に

は、当該自動車の自動車検査証備考欄の記載事項により自主防犯活動用自動車で

あることの確認を行うものとする。 

この場合において、自主防犯活動用自動車であって、保安基準第 55 条の規定

により青色防犯灯に係る基準緩和の認定を受け、自動車検査証備考欄にその旨の

記載があるものは、5-3-16（1）27.の記載があるものとして取扱う。 

 

4-12-12 自主防犯活動用自動車の証明書 

（1）自主防犯活動用自動車の証明書の提示があった自動車について、新規検査又は構

造等変更検査を行う場合には、当該証明書により自主防犯活動用自動車であること

の確認を行うものとする。 

（2）青色防犯灯を備えた自主防犯活動用自動車について、継続検査を行う場合には、

当該自動車の自動車検査証備考欄の記載事項により自主防犯活動用自動車である

ことの確認を行うものとする。 

この場合において、自主防犯活動用自動車であって、保安基準第 55 条の規定に

より青色防犯灯に係る基準緩和の認定を受け、自動車検査証備考欄にその旨の記載

があるものは、5-3-15（1）27.の記載があるものとして取扱う。 

  

 

（4）タンク証明書 

爆発性液体を運送するタンク自動車にあっては、そのタンクについてタンク証明書を

参考として審査するものとする。 

 

（新設）※4-12-8 から移動 

4-12-8 タンク証明書 

爆発性液体を運送するタンク自動車にあっては、そのタンクについてタンク証明書

を参考として審査するものとする。 

  

 

（5）乗車定員を定めた旨を証する書面 

保安基準第 54 条の規定により臨時乗車定員が定められたことを事由とする新規検査

の申請がある場合には、「自動車運送事業等運輸規則の一部を改正する省令及び道路運

送車両の保安基準の一部を改正する省令の施行について（依命通達）」（昭和 36 年 4 月

10 日付け自総第 246 号）により地方運輸局長が交付した「臨時乗車定員を定めた旨を証

する書面」又はその写しを参考として審査するものとする。 

 

（新設）※4-12-9 から移動 

4-12-9 乗車定員を定めた旨を証する書面 

保安基準第 54 条の規定により臨時乗車定員が定められたことを事由とする新規検

査の申請がある場合には、「自動車運送事業等運輸規則の一部を改正する省令及び道

路運送車両の保安基準の一部を改正する省令の施行について（依命通達）」（昭和 36

年 4 月 10 日付け自総第 246 号）により地方運輸局長が交付した「臨時乗車定員を定

めた旨を証する書面」又はその写しを参考として審査するものとする。 

  

4-12-2 審査に必要な書面 

（1）登録識別情報等通知書 

①～②（略） 

（2）完成検査終了証 

① 完成検査終了証の発行後 9月を経過した型式指定自動車については、期間が満

了した完成検査終了証を確認のうえ、諸元表を参考として審査するものとする。

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、

諸元表と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

基準に適合しているものとして取扱う。 

② ①の場合において、法第 59条第 4項又は施行規則第 42条第 2項の規定により、

完成検査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供

され、新規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、

完成検査終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から完成検査終了証に記載す

べき事項が記載された書面の提示を受け、当該書面により確認するものとする。

（3）出荷検査証 

（新設） 

4-12-1 登録識別情報等通知書 

（1）～（2）（略） 

4-12-2 完成検査終了証 

（1）完成検査終了証の発行後 9 月を経過した型式指定自動車については、期間が満了し

た完成検査終了証を確認のうえ、諸元表等を参考として審査するものとする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、諸元

表等と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、基準に

適合しているものとして取扱う。 

（2）（1）の場合において、法第 59 条第 4 項又は施行規則第 42 条第 2 項の規定により、

完成検査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、

新規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、完成検査終

了証の提出に替えるときは、運輸支局等から完成検査終了証に記載すべき事項が記載

された書面の提示を受け、当該書面により確認するものとする。 

4-12-3 出荷検査証 
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① 共通構造部型式指定自動車の新規検査又は予備検査は、当該自動車の出荷検査

証の提出がある場合は確認のうえ、諸元表を参考として審査するものとする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、

諸元表と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

基準に適合しているものとして取扱う。 

なお当分の間、出荷検査証に類別区分番号が記載できないものにあっては、次

に掲げるものが備考欄に記載されている。 

ア～イ（略） 

② ①の場合において、出荷検査証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報

処理機関に提供され、新規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をする

ことをもって、出荷検査証の提出に代えられたときは、運輸支局等から出荷検査

証に記載すべき事項が記載された書面の提示を受け、当該書面により確認するも

のとする。 

（4）新型届出資料 

① 新型届出自動車の新規検査及び予備検査は、諸元表を参考として審査するもの

とする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、

諸元表と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

基準に適合しているものとして取扱う。 

② 提示された自動車に適用される技術基準等のうち、技術基準等に係る部位につ

いて、当該自動車の構造・装置と技術基準等に適合している新型届出自動車（諸

元表に記載されている新型届出年月日（変更届出年月日）が、当該新型届出自動

車に適用される技術基準等の適用年月日以降のものをいう。）の構造・装置が同

一である場合には、当該技術基準等に適合しているものとして取扱うものとす

る。 

（5）輸入自動車特別取扱届出済書 

① 輸入自動車特別取扱自動車の新規検査及び予備検査は、提示された自動車と輸

入自動車特別取扱届出済書に記載されている型式の自動車との同一性を確認の

うえ、諸元表を参考として審査するものとする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、

諸元表と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

基準に適合しているものとして取扱う。 

② 提示された自動車に適用される技術基準等のうち、技術基準等に係る部位につ

いて、当該自動車の構造・装置と技術基準等に適合している輸入自動車特別取扱

自動車（輸入自動車特別取扱届出済書又は諸元表に記載されている届出年月日

（変更届出年月日）が、当該輸入自動車特別取扱自動車に適用される技術基準等

の適用年月日以降のものをいう。）の構造・装置が同一である場合には、当該技

術基準等に適合しているものとして取扱うものとする。 

③ 輸入自動車特別取扱届出済書について、表面の内容に疑義が生じた場合には審

査依頼のあった運輸支局等に確認するものとし、裏面の内容は次の点に注意する

（1）共通構造部型式指定自動車の新規検査又は予備検査は、当該自動車の出荷検査証の

提出がある場合は確認のうえ、諸元表等を参考として審査するものとする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、諸元

表等と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、基準に

適合しているものとして取扱う。 

なお当分の間、出荷検査証に類別区分番号が記載できないものにあっては、次に掲

げるものが備考欄に記載されている。 

①～②（略） 

（2）（1）の場合において、出荷検査証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処

理機関に提供され、新規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることを

もって、出荷検査証の提出に代えられたときは、運輸支局等から出荷検査証に記載す

べき事項が記載された書面の提示を受け、当該書面により確認するものとする。 

 

4-12-4 新型届出資料 

（1）新型届出自動車の新規検査及び予備検査は、諸元表等を参考として審査するものと

する。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、諸元

表等と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、基準に

適合しているものとして取扱う。 

（2）提示された自動車に適用される技術基準等のうち、技術基準等に係る部位について、

当該自動車の構造・装置と技術基準等に適合している新型届出自動車（諸元表等に記

載されている新型届出年月日（変更届出年月日）が、当該新型届出自動車に適用され

る技術基準等の適用年月日以降のものをいう。）の構造・装置が同一である場合には、

当該技術基準等に適合しているものとして取扱うものとする。 

 

4-12-5 輸入自動車特別取扱届出済書 

（1）輸入自動車特別取扱自動車の新規検査及び予備検査は、提示された自動車と輸入自

動車特別取扱届出済書に記載されている型式の自動車との同一性を確認のうえ、諸元

表等を参考として審査するものとする。 

この場合において、書面等その他適切な方法により審査する項目については、諸元

表等と同一であり、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、基準に

適合しているものとして取扱う。 

（2）提示された自動車に適用される技術基準等のうち、技術基準等に係る部位について、

当該自動車の構造・装置と技術基準等に適合している輸入自動車特別取扱自動車（輸

入自動車特別取扱届出済書又は諸元表等に記載されている届出年月日（変更届出年月

日）が、当該輸入自動車特別取扱自動車に適用される技術基準等の適用年月日以降の

ものをいう。）の構造・装置が同一である場合には、当該技術基準等に適合している

ものとして取扱うものとする。 

（3）輸入自動車特別取扱届出済書について、表面の内容に疑義が生じた場合には審査依

頼のあった運輸支局等に確認するものとし、裏面の内容は次の点に注意すること。 
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こと。 

ア 「取扱要領第 9第 2項の確認結果」欄 

当該自動車の構造・装置の仕様（自動車製作者が製作工場から出荷した

状態をいい、検査コースに持ち込まれた状態ではない。）と諸元表に記載

されている仕様に相違があるときには、記載及び押印されていること。 

イ（略） 

（6）試作車・組立車審査結果通知書等 

①～③（略） 

（7）基準緩和認定書 

（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）試験自動車の認定書等 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「取扱要領第 9第 2項の確認結果」欄 

当該自動車の構造・装置の仕様（自動車製作者が製作工場から出荷した

状態をいい、検査コースに持ち込まれた状態ではない。）と諸元表等に記

載されている仕様に相違があるときには、記載及び押印されていること。 

②（略） 

4-12-6 試作車・組立車審査結果通知書等 

（1）～（3）（略） 

4-12-7 基準緩和認定書 

（略） 

4-12-8 タンク証明書 

爆発性液体を運送するタンク自動車にあっては、そのタンクについてタンク証明書を

参考として審査するものとする。 

4-12-9 乗車定員を定めた旨を証する書面 

保安基準第 54 条の規定により臨時乗車定員が定められたことを事由とする新規検査

の申請がある場合には、「自動車運送事業等運輸規則の一部を改正する省令及び道路運

送車両の保安基準の一部を改正する省令の施行について（依命通達）」（昭和 36 年 4 月

10 日付け自総第 246 号）により地方運輸局長が交付した「臨時乗車定員を定めた旨を証

する書面」又はその写しを参考として審査するものとする。 

4-12-10 速度抑制装置の試験成績書又は装着証明書 

保安基準第 8 条第 4項の規定により速度抑制装置を装着した自動車であって、平成 15

年 8 月 31 日以前に製作されたものについては、次の資料を参考として審査するものと

する。 

① 技術基準通達附則別紙「使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の技術基

準」に基づき速度抑制装置を装着したものについては、公的試験機関が発行した様

式 12 による試験成績書 

② 自動車検査証又は登録識別情報等通知書の備考欄に「速度抑制装置付」の記載が

ないものであって、装着要領書に基づき速度抑制装置を装着した自動車にあって

は、装着証明書 

4-12-11 試験自動車の認定書等 

（略） 

4-12-12 自主防犯活動用自動車の証明書 

（1）自主防犯活動用自動車の証明書の提示があった自動車について、新規検査又は構造

等変更検査を行う場合には、当該証明書により自主防犯活動用自動車であることの確

認を行うものとする。 

（2）青色防犯灯を備えた自主防犯活動用自動車について、継続検査を行う場合には、当

該自動車の自動車検査証備考欄の記載事項により自主防犯活動用自動車であること

の確認を行うものとする。 

この場合において、自主防犯活動用自動車であって、保安基準第 55 条の規定によ

り青色防犯灯に係る基準緩和の認定を受け、自動車検査証備考欄にその旨の記載があ
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

4-13 新規検査等の提出書面審査 

4-13-1 当日提出書面審査 

（1）指定自動車等（事前届出対象自動車を除く。）の新規検査又は予備検査（法第 71 条

の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時

抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納され

た自動車の新規検査又は予備検査を除く。以下 4-13-1 において「新規検査等」とい

う。）に係る審査は、本則によるほか、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」附則 1

により実施するものとする。 

（2）指定自動車等（事前届出対象自動車を除く。）の新規検査等の申請を行おうとする者

に対しては、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」附則 1 に定める新規検査等届出

書、自動車を特定する書面及び添付資料を提出することを求めるものとする。 

ただし、自動車を特定する書面については、「提出」を「提示」に代えることがで

きる。 

（3）（略） 

4-13-2 事前提出書面審査 

（1）事前届出対象自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（1）又は（2）の自

動車に限る。）の新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の

交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第

69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査

を除く。以下 4-13-2 において「新規検査等」という。）に係る審査は、本則によるほ

か、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」附則 2により実施するものとする。 

 

 

 

（2）事前届出対象自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（3）の自動車に限

る。）の新規検査、予備検査又は構造等変更検査（以下 4-13-2 において「新規検査等」

という。）に係る審査は、本則によるほか、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」附

則 3により実施するものとする。 

（3）事前届出対象自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（4）の自動車に限

る。）の新規検査、予備検査又は構造等変更検査（以下 4-13-2 において「新規検査等」

という。）に係る審査は、本則によるほか、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」附

るものは、5-3-15（1）27.の記載があるものとして取扱う。 

4-12-13 保安基準への適合性を証する書面 

指定自動車等以外の自動車について、新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定によ

る自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録を受

けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規

検査又は予備検査を除く。）を行う場合には、当該自動車に適用される技術基準等への

適合性を証する書面の提出を求め審査するものとする。 

ただし、試作車及び組立車にあっては、4-12-6 の規定によるものとする。（施行規則

第 36 条第 12 項関係、平成 19 年国土交通省告示第 857 号） 

4-13 新規検査等の提出書面審査及び事前提出書面審査 

4-13-1 提出書面審査 

（1）指定自動車等（事前届出対象自動車を除く。）の新規検査又は予備検査（法第 71 条

の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時

抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納され

た自動車の新規検査又は予備検査を除く。以下 4-13-1 において「新規検査等」とい

う。）に係る審査は、本則によるほか、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」により

実施するものとする。 

（2）指定自動車等の新規検査等の申請を行おうとする者に対しては、別添 2「新規検査等

提出書面審査要領」に定める新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料

を提出することを求めるものとする。 

ただし、自動車を特定する書面については、「提出」を「提示」に代えることがで

きる。 

（3）（略） 

4-13-2 事前提出書面審査 

（1）事前届出対象自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（1）又は（2）の自

動車に限る。また、別添 2 の附則 1「事前提出書面審査要領（技術基準等の審査を要

する自動車）」9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する自動車と自動車の型式及

び構造・装置が同一の自動車を除く。）の新規検査又は予備検査（法第 71 条の規定に

よる自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消登録

を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車

の新規検査又は予備検査を除く。以下 4-13-2 において「新規検査等」という。）に係

る審査は、本則によるほか、別添 2 の附則 1「事前提出書面審査要領（技術基準等の

審査を要する自動車）」により実施するものとする。 

（新設） 

 

 

 

（2）事前届出対象自動車（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（3）の自動車に限

る。）の新規検査、予備検査又は構造等変更検査（法第 71 条の規定による自動車予備

検査証の交付を受けた自動車又は法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動
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則 4により実施するものとする。 

 

 

 

（4）事前届出対象自動車の新規検査等の申請を行おうとする者に対しては、新規検査等

に先立って、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」に定める新規検査等届出書、自

動車を特定する書面及び添付資料を、新規検査等を申請する運輸支局等と同一敷地内

にある事務所等（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（2）の自動車にあっては

地方検査部）に提出することを求めるものとする。 

 

 

（5）事前届出対象自動車の新規検査等の申請を行おうとする者から、提出した新規検査

等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を取下げる旨の申告があった場合に

は、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」に定める取下願出書を、当該届出書等を

提出した事務所等に提出することを求めるものとする。 

 

 

（6）～（7）（略） 

4-14～4-15（略） 

車の新規検査又は予備検査であって、当該自動車に係る構造・装置について変更がな

いものを除く。以下 4-13-2 において「新規検査等」という。）に係る審査は、本則に

よるほか、別添 2 の附則 2「事前提出書面審査要領（特定の牽引自動車及び被牽引自

動車）」により実施するものとする。 

（3）事前届出対象自動車の新規検査等の申請を行おうとする者に対しては、新規検査等

に先立って、別添 2 の附則 1「事前提出書面審査要領（技術基準等の審査を要する自

動車）」又は別添 2の附則 2「事前提出書面審査要領（特定の牽引自動車及び被牽引自

動車）」に定める新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を、新規検

査等を申請する運輸支局等と同一敷地内にある事務所等（別添 2「新規検査等提出書

面審査要領」3.（2）の代表届出自動車に係る届出にあっては地方検査部）に提出す

ることを求めるものとする。 

（4）事前届出対象自動車の新規検査等の申請を行おうとする者から、提出した新規検査

等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を取下げる旨の申告があった場合に

は、別添 2の附則 1「事前提出書面審査要領（技術基準等の審査を要する自動車）」又

は別添 2の附則 2「事前提出書面審査要領（特定の牽引自動車及び被牽引自動車）」に

定める取下願出書を、当該届出書等を提出した事務所等に提出することを求めるもの

とする。 

（5）～（6）（略） 

4-14～4-15（略） 

4-16 特種用途自動車の審査 

4-16-1 規定の適用 

（1）特種用途自動車に適用する規定については、審査時車両状態における各々の要素を

用いて判断するものとする。 

この場合において、次のいずれかに該当する特種用途自動車については、それぞれ

の規定において、「貨物の運送の用に供する自動車」とみなして取扱うものとする。

① 用途区分通達 4-1-3（1）「特種な物品を運搬するための特種な物品積載設備を

有する自動車」に規定する特種用途自動車 

車体の形状：「粉粒体運搬車」「タンク車」「現金輸送車」「アスファルト運搬

車」「コンクリートミキサー車」「冷蔵冷凍車」「活魚運搬車」「保

温車」「販売車」「散水車」「塵芥車」「糞尿車」「ボートトレー

ラ」「オートバイトレーラ」「スノーモービルトレーラ」「粉粒

体運搬車（トラクタ）」「冷蔵冷凍車（トラクタ）」 

※セミトレーラ、フルトレーラ又はドリー付トレーラにあっては、車

体の形状を次例のとおり読み替える。 

例：「粉粒体運搬車」→粉粒体運搬セミトレーラ、粉粒体運搬フル

トレーラ、ドリー付粉粒体運搬トレーラ 

② 最大積載量が 500kg 超の特種用途自動車（乗車定員が 10 人以下の消防車及び

職務遂行に必要な放水装置を備えた警察車を除く。） 

③ 指定自動車等を架装した特種用途自動車（①及び②の自動車を除く。）であっ

て、次のいずれかに該当するもの 

4-16 特種用途自動車の審査 

（新設） 
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ア 受検車両の諸元表に記載された類別区分番号に対応する用途が「乗用」、

「乗合」、「幼児専用」又は「特種」以外のもの 

イ 受検車両の諸元表に記載された類別区分番号に対応する用途が「特種」で

あって、型式の頭部に付与されている排出ガス規制の識別記号が「乗用車」

又は「二輪車」以外のもの 

④ 指定自動車等以外の自動車を架装した特種用途自動車（①及び②の自動車を除

く。）であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 車両型式認可を受けた時点のカテゴリーが「M1」、「M2」、「M3」、「L3」、「L4」

又は「L5」以外のもの 

イ FMVSSラベル又はCMVSSラベルに表示されたTYPEが「Passenger Vehicle」、

「Multipurpose Passenger Vehicle」又は「BUS」以外のもの 

ウ 当該自動車に装備されている特種用途の設備を除いた状態において用途

区分通達における貨物自動車等に分類されるもの 

（2）次の①に掲げるいずれかに該当する特種用途自動車については、（1）の規定にかか

わらず、②に掲げる規定において、「貨物の運送の用に供する自動車」に該当しない

ものとして取扱うことができる。 

① 対象となる特種用途自動車 

ア 用途区分通達 4-1-3（1）に規定する特種用途自動車以外の特種用途自動車

であって、最大積載量が 500kg 以下のもの 

イ 消防車 

ウ 職務遂行に必要な放水装置を備えた警察車 

② 対象となる規定 

ア 4-22 貨物自動車等の燃料タンクの容量等の算定及び確認 

イ 6-10,7-10,8-10 速度抑制装置 

ウ 6-33,7-33,8-33 巻込防止装置 

エ 6-34,7-34,8-34 突入防止装置 

オ 6-35,7-35,8-35 前部潜り込み防止装置 

カ 6-82,7-82,8-82 大型後部反射器 

キ 6-86,7-86,8-86 後退灯 

ク 6-105,7-105,8-105 運行記録計 

4-16-2 車体の形状の判定 

用途区分通達及び用途区分細部取扱い通達によるほか、次により取扱うものとする。

 

（1）型式を「不明」とする並行輸入自動車又は型式が「不明」の自動車であって、当該

自動車に装備されている特種用途の設備を除いた状態において用途区分通達におけ

る乗用自動車等に分類されるものについては、用途区分通達 4-1（3）①における「型

式認証等を受けた自動車の用途が乗用自動車」とみなすものとし、同項中の「車体の

形状」の判断については、別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.2.4.を準用するもの

とする。 

（2）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

新規検査、予備検査又は構造等変更検査に係る特種用途自動車の審査にあっては、用

途区分通達及び用途区分細部取扱い通達によるほか、次により取扱うものとする。 

（1）型式を「不明」とする並行輸入自動車又は型式が「不明」の自動車であって、当該

自動車に装備されている特種用途の設備を除いた状態において用途区分通達におけ

る乗用自動車等に分類されるものについては、用途区分通達 4-1（3）①における「型

式認証等を受けた自動車の用途が乗用自動車」とみなすものとし、同項中の「車体の

形状」の判断については、別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.2.4.（2）を準用する

ものとする。 

（2）（略） 
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4-17 貨物自動車の審査 

（削除） 

 

4-17-1 用途の判定 

用途区分通達によるほか、次により取扱うものとする。 

（1）（略） 

（2）乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等及びこれらの自動車に対し「指定自動車等と

関連」に区分される並行輸入自動車の乗車人員の携帯品の積載箇所は、用途区分通達

における物品積載設備とは判断しない。 

ただし、車体の形状がステーションワゴンのもの（ステーションワゴン以外の自動

車であるが別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.2.4.を準用した場合にステーション

ワゴンと分類できるもの又は幌型の自動車であって座席後方の幌が車両の最後尾附

近まであるものを含む。）に限り、後部座席等の取外し（座席定員の設定が複数ある

状態で認証等を受けたものについて、後部座席等の取外しを行った状態のものと同様

な状態で認証等を受けたものを含む。）又は床面への格納固定を行い、これによって

できた床面及び当該床面と連続した乗車人員の携帯品の積載箇所については物品積

載設備とするものとする。 

なお、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。 

①～③（略） 

（3）（略） 

4-17-2 制動装置の規定の適用 

乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等及びこれらの自動車に対し「指定自動車等と関

連」に区分される並行輸入自動車（乗車定員 10 人未満（平成 15 年 12 月 31 日以前に製

作された自動車にあっては、乗車定員 11 人未満）のものに限る。）の用途を貨物自動車

（車両総重量 3.5t 以下のものに限る。）に変更する場合の制動装置の規定については、

7-15 の規定にかかわらず、7-16 の規定を適用することができる。 

ただし、次に掲げる自動車については、7-16-5 の規定は適用できないものとする。 

①～②（略） 

4-18～4-19（略） 

4-20 架装等により車両重量が増加した乗用自動車等の審査 

乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等（諸元表において許容限度が不明なものに限

る）であって架装等により車両重量が増加したものの審査については、第 6 章及び第 7

章によるほか、次により取扱うものとする。 

（1）次に該当する場合には、それぞれの技術基準等に係る書面等による審査を省略する

ことができる。 

① 7-16-2-3（1）又は 7-15-2-3（2）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

4-17 貨物自動車の審査 

新規検査、予備検査又は構造等変更検査に係る貨物自動車の審査にあっては、次によ

り取扱うものとする。 

4-17-1 用途の判定 

用途区分通達によるほか、次によるものとする。 

（1）（略） 

（2）乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等及び該当する指定自動車等と「同一」又は「類

似」に区分される並行輸入自動車の乗車人員の携帯品の積載箇所は、用途区分通達に

おける物品積載設備とは判断しない。 

ただし、車体の形状がステーションワゴンのもの（ステーションワゴン以外の自動

車であるが別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.2.4.（2）を準用した場合にステーシ

ョンワゴンと分類できるもの又は幌型の自動車であって座席後方の幌が車両の最後

尾附近まであるものを含む。）に限り、後部座席等の取外し（座席定員の設定が複数

ある状態で認証等を受けたものについて、後部座席等の取外しを行った状態のものと

同様な状態で認証等を受けたものを含む。）又は床面への格納固定を行い、これによ

ってできた床面及び当該床面と連続した乗車人員の携帯品の積載箇所については物

品積載設備とするものとする。 

なお、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。 

①～③（略） 

（3）（略） 

4-17-2 制動装置の規定の適用 

乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等及び該当する指定自動車等と「同一」又は「類

似」に区分される並行輸入自動車（乗車定員 10 人未満（平成 15 年 12 月 31 日以前に製

作された自動車にあっては、乗車定員 11 人未満）のものに限る。）の用途を貨物自動車

（車両総重量 3.5t 以下のものに限る。）に変更する場合の制動装置の規定については、

7-15 の規定にかかわらず、7-16 の規定を適用することができる。 

ただし、次に掲げる自動車については、7-16-5 の規定は適用できないものとする。 

①～②（略） 

4-18～4-19（略） 

4-20 架装等により車両重量が増加した乗用自動車等の審査 

乗用自動車（車体の形状が箱型、幌型又はステーションワゴンのものに限る。）とし

て認証を受けた四輪以上の指定自動車等（諸元表等において許容限度が不明なものに限

る）であって架装等により車両重量が増加したものの審査については、第 6 章及び第 7

章によるほか、次により取扱うものとする。 

（1）次に該当する場合には、それぞれの技術基準等に係る書面等による審査を省略する

ことができる。 

① 7-16-2-3（1）又は 7-15-2-3（2）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 
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自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為による制動装置の変更がなく、受検車両の諸元表に記載された類別区

分番号に対応する車両総重量に 1.1 を乗じた値が、受検車両の車両総重量と

同一又は大きいもの 

② 7-22-1-2（3）、7-24-1-2（2）、7-25-1-2（2）①から⑤まで、7-27-1（1）、7-28-1

（1）、7-29-1（1）及び 7-30-1（1）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為によるそれぞれの技術基準等に係る部位の変更がなく、受検車両の諸

元表に記載された類別区分番号に対応する車両重量に 1.1 を乗じた値が、受

検車両の車両重量と同一又は大きいもの 

（2）それぞれの技術基準等に係る書面等による審査にあたり、提出された書面により次

に該当することが確認できる場合には、当該技術基準等に適合するものとする。 

① 7-16-2-3（1）又は 7-15-2-3（2）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為による制動装置の変更がなく、アからウまでのいずれかに該当するも

の 

ア 制動装置について同一構造を有する自動車の諸元表に記載された

類別区分番号に対応する車両総重量に 1.1 を乗じた値が、受検車両の

車両総重量と同一又は大きいもの 

イ 特種用途自動車、緊急自動車又は道路維持作業用自動車であって、

（ｱ）から（ｴ）までのいずれかを満たすもの 

（ｱ）6.43ሺm/sଶሻ ≦平均飽和減速度ሺm/sଶሻ ൈ
諸元表に記載された車両総重量ሺkgሻ

受検車両の車両総重量ሺkgሻ
 

（ｲ）70ሺmሻ ≧制動停止距離ሺmሻ ൈ
受検車両の車両総重量ሺkgሻ

諸元表に記載された車両総重量ሺkgሻ
 

（ｳ）5.0ሺm/sଶሻ ≦平均飽和減速度ሺm/sଶሻ ൈ
諸元表に記載された車両総重量ሺkgሻ

受検車両の車両総重量ሺkgሻ
 

（ｴ）36.72ሺmሻ ≧制動停止距離ሺmሻ ൈ
受検車両の車両総重量ሺkgሻ

諸元表に記載された車両総重量ሺkgሻ
 

 

注 1 「平均飽和減速度」「制動停止距離」「諸元表に記載された

車両総重量」は、受検車両の諸元表に記載された類別区分番

号に対応する数値を用いること。 

注 2（略） 

注 3 （ｱ）及び（ｲ）の計算式は、諸元表に記載された制動初速

度が 100km/h の自動車に適用する。 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為による制動装置の変更がなく、受検車両の諸元表等に記載された類別

区分番号に対応する車両総重量に 1.1 を乗じた値が、受検車両の車両総重量

と同一又は大きいもの 

② 7-22-1-2（3）、7-24-1-2（2）、7-25-1-2（2）①から⑤まで、7-27-1（1）、7-28-1

（1）、7-29-1（1）及び 7-30-1（1）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為によるそれぞれの技術基準等に係る部位の変更がなく、受検車両の諸

元表等に記載された類別区分番号に対応する車両重量に 1.1 を乗じた値が、

受検車両の車両重量と同一又は大きいもの 

（2）それぞれの技術基準等に係る書面等による審査にあたり、提出された書面により次

に該当することが確認できる場合には、当該技術基準等に適合するものとする。 

① 7-16-2-3（1）又は 7-15-2-3（2）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為による制動装置の変更がなく、アからウまでのいずれかに該当するも

の 

ア 制動装置について同一構造を有する自動車の諸元表等に記載され

た類別区分番号に対応する車両総重量に 1.1 を乗じた値が、受検車両

の車両総重量と同一又は大きいもの 

イ 特種用途自動車、緊急自動車又は道路維持作業用自動車であって、

（ｱ）から（ｴ）までのいずれかを満たすもの 

（ｱ）6.43ሺm/sଶሻ ≦平均飽和減速度ሺm/sଶሻ ൈ
諸元表等に記載された車両総重量ሺkgሻ

受検車両の車両総重量ሺkgሻ
 

（ｲ）70ሺmሻ ≧制動停止距離ሺmሻ ൈ
受検車両の車両総重量ሺkgሻ

諸元表等に記載された車両総重量ሺkgሻ
 

（ｳ）5.0ሺm/sଶሻ ≦平均飽和減速度ሺm/sଶሻ ൈ
諸元表等に記載された車両総重量ሺkgሻ

受検車両の車両総重量ሺkgሻ
 

（ｴ）36.72ሺmሻ ≧制動停止距離ሺmሻ ൈ
受検車両の車両総重量ሺkgሻ

諸元表等に記載された車両総重量ሺkgሻ
 

 

注 1 「平均飽和減速度」「制動停止距離」「諸元表等に記載され

た車両総重量」は、受検車両の諸元表等に記載された類別区

分番号に対応する数値を用いること。 

注 2（略） 

注 3 （ｱ）及び（ｲ）の計算式は、諸元表等に記載された制動初

速度が 100km/h の自動車に適用する。 
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注 4 （ｳ）及び（ｴ）の計算式は、諸元表に記載された制動初速

度が 60km/h の自動車に適用する。 

ウ（略） 

② 7-22-1-2（3）、7-24-1-2（2）、7-25-1-2（2）①から⑤まで、7-27-1（1）、7-28-1

（1）、7-29-1（1）及び 7-30-1（1）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為によるそれぞれの技術基準等に係る部位の変更がなく、アに該当する

もの 

ア それぞれの技術基準等に係る部位について同一構造を有する自動

車の諸元表に記載された類別区分番号に対応する車両重量に1.1を乗

じた値が、受検車両の車両重量と同一又は大きいもの 

4-21（略） 

4-22 貨物自動車等の燃料タンクの容量等の算定及び確認 

（1）普通自動車であって、貨物の運送の用に供する車両総重量 7t 以上のもの（高圧ガス

のみを燃料とする自動車を除く。）について、新規検査、予備検査又は構造等変更検

査を行う場合には、燃料タンクの個数を確認するとともに、燃料タンクの容量を

5-3-16（5）に規定する方法により算定するものとする。 

ただし、燃料タンクの個数及びそれぞれの容量が視認その他適切な方法により自動

車検査証又は登録識別情報等通知書に記載されている事項と同一であると判断でき

る場合には、この限りでない。 

（2）（略） 

4-23 基準適合性審査時におけるその他確認事項 

次表左欄に掲げる自動車については、同表中央欄の内容を確認し、同表右欄の処理を

行うものとする。 

確認対象自動車 確認事項 対応 

① 自動車登録番号標又は

車両番号標を取付けてい

る自動車 

ア 番号の識別に支障

が生じないように見

やすい位置に表示さ

れていること 

イ ナンバープレート

カバーが装着されて

いないこと 

ウ フレーム、ステッ

カー等で被覆されて

いないこと 

エ 回転して表示され

ていないこと 

不適切表示を確認した場

合には、自動車検査票 1

の「番号標板」を○で囲

み、不適切表示である旨

を記入 

 

② 自動車登録番号標を取 自動車の後面に取付け 封印がない場合には、自

注 4 （ｳ）及び（ｴ）の計算式は、諸元表等に記載された制動初

速度が 60km/h の自動車に適用する。 

ウ（略） 

② 7-22-1-2（3）、7-24-1-2（2）、7-25-1-2（2）①から⑤まで、7-27-1（1）、7-28-1

（1）、7-29-1（1）及び 7-30-1（1）に規定する技術基準等若しくは「従前規定の

適用」においてこれらに代えて適用する技術基準等 

自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類す

る行為によるそれぞれの技術基準等に係る部位の変更がなく、アに該当する

もの 

ア それぞれの技術基準等に係る部位について同一構造を有する自動

車の諸元表等に記載された類別区分番号に対応する車両重量に1.1を

乗じた値が、受検車両の車両重量と同一又は大きいもの 

4-21（略） 

4-22 貨物自動車等の燃料タンクの容量等の算定及び確認 

（1）普通自動車であって、貨物の運送の用に供する車両総重量 7t 以上のもの（高圧ガス

のみを燃料とする自動車を除く。）について、新規検査、予備検査又は構造等変更検

査を行う場合には、燃料タンクの個数を確認するとともに、燃料タンクの容量を

5-3-15（5）に規定する方法により算定するものとする。 

ただし、燃料タンクの個数及びそれぞれの容量が視認その他適切な方法により自動

車検査証又は登録識別情報等通知書に記載されている事項と同一であると判断でき

る場合には、この限りでない。 

（2）（略） 

（新設） 
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付けている自動車 た自動車登録番号標の

左側の取付箇所の封印

の有無 

動車検査票 1 の「封印」

を○で囲み、ない旨を記

入 

③ 自動車登録番号標又は

車両番号標の交付を受け

ている自動車 

取付けの有無 取付けがない場合には、

自動車検査票 1 の「番号

標板」を○で囲み、ない

旨を記入 

④ 土砂等運搬大型自動車 自重計の取付けの有無 自重計がない場合には、

自動車検査票 1 の「自重

計」を○で囲み、ない旨

を記入 

⑤ 保安基準第 55 条の規

定により基準緩和の認定

を受けた自動車であっ

て、制限事項が付されて

いるもの 

施行規則第54条の規定

による標識（制限を受

けた自動車の標識）の

有無 

標識がない場合には、自

動車検査票 1 の「制限車

両」を○で囲み、標識が

ない旨を記入 

⑥ 保安基準第 55 条の規

定により基準緩和の認定

を受けた自動車であっ

て、基準緩和項目の一部

又は全部の諸元及び制限

事項を表示するよう制限

を付されたもの 

表示の有無 表示がない場合には、自

動車検査票 1 の「制限車

両」を○で囲み、表示が

ない旨を記入 

  

4-24（略） 

4-25 出張検査場における審査 

出張検査場における審査にあっては、本則によるほか、別添 5「出張検査実施要領」

により実施するものとする。 

（削除） 

 

4-23（略） 

4-24 出張検査 

出張検査にあっては、本則によるほか、別添 5「出張検査実施要領」により実施する

ものとする。 

4-25 街頭検査等 

街頭検査及び整備命令に係る審査にあっては、本則によるほか、別添 6「街頭検査等

実施要領」により実施するものとする。 

 

第 5 章 自動車の検査等に係る審査結果の通知方法 

5-1 審査結果の通知方法 

審査結果の通知方法は、下表によるものとする。 

この場合において、電磁的方法以外の方法による通知を行う場合は、下表に掲げる審

査結果を記載した書面を受検者に対し交付し、運輸支局等の窓口へ提出することを指示

するものとする。 

なお、自動車審査高度化施設において総合判定又は諸元確定を行った場合には、自動

第 5 章 自動車の検査等に係る審査結果の通知方法 

5-1 審査結果の通知方法 

審査結果の通知方法は、下表によるものとする。 

この場合において、電磁的方法以外の方法による通知を行う場合は、下表に掲げる審

査結果を記載した書面を受検者に対し交付し、運輸支局等の窓口へ提出することを指示

するものとする。 

なお、自動車審査高度化施設において総合判定又は諸元確定を行った場合には、自動
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車審査高度化施設から出力された書面を用いること。 

また、出張検査場における審査にあっては、当分の間、自動車審査高度化施設の障害

欄の方法に準じて行うものとする。 

表（略） 

備考（略） 

5-2（略） 

5-3 審査結果通知情報 

審査結果として通知を行う審査結果通知情報は次のとおりとし、各々の規定に従って

自動車審査高度化施設への入力又は自動車検査票の所定の欄への記載等を行うものと

する。 

5-3-1 車台番号 

4-9 により受検車両と書面の同一性確認をしたときは、自動車検査票の所定の欄に検

査官印の押印を行うとともに、自動車審査高度化施設へ確認した旨の入力を行うものと

する。 

また、カーボン紙等を用いずに自動車検査票に直接ボールペン等により車台番号が記

入されている場合には、自動車検査票の欄外等に車台番号の下三桁をボールペン等で記

載する。 

なお、運輸支局等において予約確認時に同様の措置を講じた場合は、この限りでない。

 

5-3-2（略） 

5-3-3 初度登録年月 

初度登録年月は、必要に応じて、自動車検査票 2に次により記載するものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車にあっては、初度検査年（初めて自動車検査証の交付された日の属す

る年及び月の数）を初度登録年月欄に記載し、不明のものは「－」とする。 

ただし、初めて自動車検査証の交付された日の属する年及び月の数のうち月の数

の不明のものは年のみとする。 

また、初めて検査を受けるものにあっては、当該欄に「／」を記入する。 

5-3-4 車名及び型式 

車名及び型式は、次によるものとする。 

なお、MOTAS においてコード設定されている車名については、その表記とすること。

① 共通構造部型式指定自動車、製造過程自動車及び新型届出自動車にあっては、諸

元表に記載された車名及び型式 

②～⑦（略） 

5-3-5 原動機の型式 

原動機の型式は、次によるものとする。 

なお、4-9 により受検車両と書面の同一性確認をしたときは、自動車検査票の所定の

欄に検査官印の押印を行うとともに、自動車審査高度化施設へ確認した旨の入力を行う

ものとする。 

① 原動機に表示された打刻等（鋳造浮出しを含む。）により原動機の型式が判明す

車審査高度化施設から出力された書面を用いること。 

また、出張検査にあっては、当分の間、自動車審査高度化施設の障害欄の方法に準じ

て行うものとする。 

表（略） 

備考（略） 

5-2（略） 

5-3 審査結果通知情報 

審査結果として通知を行う審査結果通知情報は次のとおりとし、各々の規定に従って

自動車審査高度化施設への入力又は自動車検査票の所定の欄への記載等を行うものと

する。 

5-3-1 車台番号及び原動機の型式 

4-9 により同一であることを確認したときは、自動車検査票の所定の欄に検査官印の

押印を行うとともに、自動車審査高度化施設へ確認した旨の入力を行うものとする。 

 

また、カーボン紙等を用いずに自動車検査票に直接ボールペン等により車台番号が記

入されている場合には、自動車検査票の欄外等に車台番号の下三桁をボールペン等で記

載する。 

なお、運輸支局等において予約確認時に同様の措置を講じた場合はこの限りではな

い。 

5-3-2（略） 

5-3-3 初度登録年月 

初度登録年月は、必要に応じて、自動車検査票 2に次により記載するものとする。 

①（略） 

② 二輪の小型自動車にあっては、初度検査年（初めて自動車検査証の交付された日

の属する年及び月の数）を初度登録年月欄に記載し、不明のものは「－」とする。 

ただし、初めて自動車検査証の交付された日の属する年及び月の数のうち月の数

の不明のものは年のみとする。 

また、初めて検査を受けるものにあっては、当該欄に「／」を記入する。 

5-3-4 車名及び型式 

車名及び型式は、次によるものとする。 

なお、MOTAS においてコード設定されている車名については、その表記とすること。 

① 共通構造部型式指定自動車、製造過程自動車及び新型届出自動車にあっては、諸

元表等に記載された車名及び型式 

②～⑦（略） 

（新設） 
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るものにあっては、その型式 

② 職権により原動機の型式の打刻をしたものにあっては、その型式 

③ 並行輸入自動車にあっては、別添 3「並行輸入自動車審査要領」6.2.7.により判

定した原動機の型式 

④ ハイブリッド自動車等複数の原動機により駆動する自動車にあっては、①から③

までによるほか、それぞれの原動機の型式を「－」でつなぐものとする。 

5-3-6～5-3-9（略） 

5-3-10 乗車定員、最大積載量及び車両総重量 

（1）～（11）（略） 

（12）自動車の最大積載量は、7-115（7-115（5）から（9）までを除く。）により算定し

た値を次の数値により通知する。 

ただし、国際海上コンテナを輸送する被牽引自動車であって、かつ、最大積載量が

30,480kg のものに限り、これによらず 30,480kg として通知する。 

①～②（略） 

5-3-11（略） 

5-3-12 長さ、幅及び高さ 

（1）長さ、幅及び高さは、7-2-1（2）により計測した数値（脱着式スタンション型のセ

ミトレーラにあっては、必要本数のスタンションを装着した状態で計測した数値とす

る。）とするものとする。 

ただし、セミトレーラの長さにあっては、当該セミトレーラの最も前方及び後方の

部分について 7-2-1（2）①の規定に基づき測定した数値とするものとする。 

 

また、7-2-1（2）①の規定に基づき測定を行った場合であって、自動車の最も前方

及び後方に当たる部分が自動車登録番号標、車両番号標又は字光式自動車登録番号標

用照明用具等番号標に係る部品であるときは、当該部分を除いた状態で 7-2-1（2）①

の規定に基づき測定した数値とするものとする。 

（2）（略） 

5-3-13 燃料の種類 

燃料の種類は、「ガソリン」、「軽油」、「LPG」、「灯油」、「電気」、「ガソリン／LPG」、「ガ

ソリン／灯油」、「メタノール」、「CNG」、「LNG」、「ANG」、「圧縮水素」、「ガソリン・電気」、

「LPG・電気」、「軽油・電気」又は「その他」のいずれかとするものとする。 

この場合において、それぞれの燃料の種類の間を「／」でつないでいるものは切替式

を示し、「・」でつないでいるものは併用式を示す。 

また、「その他」とは、当該自動車に用いている燃料の種類が上記に掲げられていな

い場合に選択するものとし、その際には 5-3-16（1）の規定により自動車検査証の備考

欄に記載するよう通知するものとする。 

5-3-14（略） 

5-3-15 軸重 

軸重は、7-5-1（5）により計測した数値を通知するものとする。 

作業用附属装置、除雪装置、道路清掃装置等を随時取外し、又は取替えて使用できる

 

 

 

 

 

 

5-3-5～5-3-8（略） 

5-3-9 乗車定員、最大積載量及び車両総重量 

（1）～（11）（略） 

（12）自動車の最大積載量は、7-115（7-115（5）から（9）までを除く。）又は 8-115（8-115

（5）から（9）までを除く。）により算定した値を次の数値により通知する。 

ただし、国際海上コンテナを輸送する被牽引自動車であって、かつ、最大積載量が

30,480kg のものに限り、これによらず 30,480kg として通知する。 

①～②（略） 

5-3-10（略） 

5-3-11 長さ、幅及び高さ 

（1）長さ、幅及び高さは、7-2-1（2）又は 8-2-1（2）により計測した数値（脱着式スタ

ンション型のセミトレーラにあっては、必要本数のスタンションを装着した状態で計

測した数値とする。）とするものとする。 

ただし、セミトレーラの長さにあっては、当該セミトレーラの最も前方及び後方の

部分について 7-2-1（2）①又は 8-2-1（2）①の規定に基づき測定した数値とするも

のとする。 

また、7-2-1（2）①又は 8-2-1（2）①の規定に基づき測定を行った場合であって、

自動車の最も前方及び後方に当たる部分が自動車登録番号標、車両番号標又は字光式

自動車登録番号標用照明用具等番号標に係る部品であるときは、当該部分を除いた状

態で 7-2-1（2）①又は 8-2-1（2）①の規定に基づき測定した数値とするものとする。 

（2）（略） 

5-3-12 燃料の種類 

燃料の種類は、「ガソリン」、「軽油」、「LPG」、「灯油」、「電気」、「ガソリン／LPG」、「ガ

ソリン／灯油」、「メタノール」、「CNG」、「LNG」、「ANG」、「圧縮水素」、「ガソリン・電気」、

「LPG・電気」、「軽油・電気」又は「その他」のいずれかとするものとする。 

この場合において、それぞれの燃料の種類の間を「／」でつないでいるものは切替式

を示し、「・」でつないでいるものは併用式を示す。 

また、「その他」とは、当該自動車に用いている燃料の種類が上記に掲げられていな

い場合に選択するものとし、その際には 5-3-15（1）の規定により自動車検査証の備考

欄に記載するよう通知するものとする。 

5-3-13（略） 

5-3-14 軸重 

軸重は、7-5-1（5）又は 8-5-1（4）により計測した数値を通知するものとする。 

作業用附属装置、除雪装置、道路清掃装置等を随時取外し、又は取替えて使用できる
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自動車については、例 1により当該附属装置等を装着した状態のうちの最も重い車両重

量のときの数値とする。 

車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、上昇している車軸を強制的に下降させた状

態の軸重についても例 2により備考欄記載事項として通知するものとする。 

4 軸を超える自動車にあっては、例 3 により、第 5 軸以降の軸重は備考欄記載事項と

して通知するものとする。 

（例 1）～（例 3）（略） 

5-3-16 備考欄 

（1）自動車検査証の備考欄への記載が必要な次表左欄に掲げる自動車について、同表中

央欄の記載内容を同表右欄の例により通知するものとする。 

また、その他必要な事項についても必要に応じて通知することができる。 

記載を要する自動車 （略） 

1.（略） （略） 

2. 7-62-2-1（細目告示第 42 条第 2項、第 3項、第 120 条第 2項）、

7-62-3（細目告示第42条第2項、第3項、第120条第3項）、7-63-2-1

（細目告示第 42 条第 6 項、第 120 条第 6 項）、7-63-3（細目告示

第 42 条第 6項、第 120 条第 7項）、7-67-3（細目告示第 121 条第 3

項）の規定により、地方運輸局長の指定を受けた自動車 

 

 

 

（略） 

3.～16.（略） （略） 

17. 土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプ車 

 

 

（略） 

18. 熱害対策装置等を有する自動車であって、次の各号に掲げるも

の（並行輸入自動車等、諸元表等による識別が困難なものに限る。）

（1）～（3）（略） 

（4）公的試験機関の試験結果により 7-56-1-2（1）②ただし書中「異

常温度以上に上昇することを防止する装置」に該当することが

確認されたもの 

（略） 

19.～38.（略） （略） 

備考 

※1 20-1.の内容は、新たに運行の用に供しようとする自動車の初めての検査の

際に確認したものを記載する。 

なお、近接排気騒音値は、それぞれに掲げる書面等に記載された騒音値と

する。 

①（略） 

② 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自

自動車については、例 1により当該附属装置等を装着した状態のうちの最も重い車両重

量のときの数値とする。 

車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、上昇している車軸を強制的に下降させた状

態の軸重についても例 2により備考欄記載事項として通知するものとする。 

4 軸を超える自動車にあっては、例 3 により、第 5 軸以降の軸重は備考欄記載事項と

して通知するものとする。 

（例 1）～（例 3）（略） 

5-3-15 備考欄 

（1）自動車検査証の備考欄への記載が必要な次表左欄に掲げる自動車について、同表中

央欄の記載内容を同表右欄の例により通知するものとする。 

また、その他必要な事項についても必要に応じて通知することができる。 

記載を要する自動車 （略） 

1.（略） （略） 

2. 7-62-2-1（細目告示第 42 条第 2項、第 3項、第 120 条第 2項）、

7-62-3（細目告示第42条第2項、第3項、第120条第3項）、7-63-2-1

（細目告示第 42 条第 6 項、第 120 条第 6 項）、7-63-3（細目告示

第 42 条第 6項、第 120 条第 7項）、7-67-3（細目告示第 121 条第 3

項）、8-62-2-1（細目告示第 198 条第 2 項）、8-62-3（細目告示第

198 条第 3項）、8-63-2-1（細目告示第 198 条第 6項）、8-63-3（細

目告示第 198 条第 7項）、8-67-3（細目告示第 199 条第 3項）の規

定により、地方運輸局長の指定を受けた自動車 

（略） 

3.～16.（略） （略） 

17. 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関す

る特別措置法（昭和 42 年法律第 131 号）」に定める土砂等以外の

物品を専用に運搬するダンプ車 

（略） 

18. 熱害対策装置等を有する自動車であって、次の各号に掲げるも

の（並行輸入自動車等、諸元表等による識別が困難なものに限る。）

（1）～（3）（略） 

（4）公的試験機関の試験結果により 7-56-1-2（1）②又は 8-56-1（1）

②ただし書中「異常温度以上に上昇することを防止する装置」

に該当することが確認されたもの 

（略） 

19.～38.（略） （略） 

備考 

※1 20-1.の内容は、新たに運行の用に供しようとする自動車の初めての検査の

際に確認したものを記載する。 

なお、近接排気騒音値は、それぞれに掲げる書面等に記載された騒音値と

する。 

①（略） 

② 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及び
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動車を除く。） 

ア 指定自動車等 

（ｱ）諸元表 

（ｲ）（略） 

イ（略） 

※2～※3（略） 

（2）～（5）（略） 

5-3-17 許容荷重 

許容荷重は、指定自動車等にあっては諸元表に記載された許容限度とし、指定自動車

等以外の自動車にあっては、自動車製作者等が定めた値とする。 

また、改造等により当該諸元表の構造及び装置と受検車両の構造及び装置が相違する

ことにより許容限度に影響を与えるおそれがある場合には、提示のあった書面等を審査

し、適当と認められる許容限度とすることができる。 

5-4 審査結果等の通知 

5-4-1（略） 

5-4-2 審査結果以外の通知 

（1）4-7-3 の「審査継続」として処理した場合には、5-4-1 の規定にかかわらず、審査依

頼のあった運輸支局等へその旨を口頭で通知することにより、審査結果の通知を猶予

することができる。 

（2）4-23 表中の対応欄の処理をしている場合には、5-4-1 の審査結果通知と同時に自動

車検査票 1により通知するものとする。 

5-4-3～5-4-4（略） 

 

そりを有する軽自動車並びに大型特殊自動車を除く。） 

ア 指定自動車等 

（ｱ）諸元表等 

（ｲ）（略） 

イ（略） 

※2～※3（略） 

（2）～（5）（略） 

5-3-16 許容荷重 

許容荷重は、指定自動車等にあっては諸元表等に記載された許容限度とし、指定自動

車等以外の自動車にあっては、自動車製作者等が定めた値とする。 

また、改造等により当該諸元表等の構造及び装置と受検車両の構造及び装置が相違す

ることにより許容限度に影響を与えるおそれがある場合には、提示のあった書面等を審

査し、適当と認められる許容限度とすることができる。 

5-4 審査結果等の通知 

5-4-1（略） 

5-4-2 審査結果以外の通知 

4-7-3 の「審査継続」として処理した場合には、5-4-1 の規定にかかわらず、審査依

頼のあった運輸支局等へその旨を口頭で通知することにより、審査結果の通知を猶予す

ることができる。 

（新設） 

 

5-4-3～5-4-4（略） 

 

第 6 章 新規検査又は予備検査（指定自動車等の新車） 

6-1 適用 

この章の規定は、指定自動車等について、法第 59 条第 1 項の規定による新規検査又

は法第 71 条第 1項の規定による予備検査に係る審査を行う場合（法第 16 条の規定によ

る一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納

された自動車の新規検査又は予備検査に係る審査を行う場合を除く。）に適用する。 

 

第 6 章 新規検査及び予備検査（指定自動車等） 

6-1 適用 

この章の規定は、指定自動車等について、法第 59 条の規定による新規検査又は法第

71 条の規定による予備検査に係る審査を行う場合（法第 16 条の規定による一時抹消登

録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車

の新規検査又は予備検査に係る審査を行う場合を除く。）に適用する。 

 

6-2 長さ、幅及び高さ 

7-2 の規定を適用する。 

 

6-2 審査項目等 

指定自動車等は、第 7章の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するものでなければならない。 

 

6-3 最低地上高 

7-3 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-4 車両総重量 

7-4 の規定を適用する。 

 

（新設） 
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6-5 軸重等 

7-5 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-6 安定性 

7-6 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-7 最小回転半径 

7-7 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-8 接地部及び接地圧 

7-8 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-9 原動機及び動力伝達装置 

7-9 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-10 速度抑制装置 

7-10 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-11 走行装置 

7-11 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）自動車に備えるものとして設計された空気入ゴムタイヤは、下表に掲げる自動車の

区分に応じて適用される基準。 

この場合において、表中（1）及び（2）に掲げる自動車に備える空気入ゴムタイヤ

であって、UN R117-02-S9 に基づく「S2WR2」の添字が表示されているものは、これら

の基準に適合するものとする。 

ただし、次の①から④に掲げる自動車にあっては、細目告示別添 3「乗用車用空気

入タイヤの技術基準」、細目告示別添 4「トラック、バス及びトレーラ用空気入タイヤ

の技術基準」及び細目告示別添 5「二輪車用空気入タイヤの技術基準」に定める基準

に適合するものであればよいものとし、諸元表に記載されているタイヤと異なるもの

（タイヤの呼び、タイヤ製作者の商号又は商標及びトレッドパターンを表す記号等が

異なるものをいう。）が装着されている場合であって、当該装着されているタイヤが

7-11-1（3）①の空気入ゴムタイヤに加わる荷重に係る規定に適合しているときは、

これらの基準への適合性審査を省略することができる。 

①～④（略） 

 

（3）専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被

牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用に供する

［細目告示第 11 条（走行装置）］ 

 

 

（1）（略） 

［細目告示第 11 条（走行装置）］ 

（2）自動車に備えるものとして設計された空気入ゴムタイヤは、下表に掲げる自動車の

区分に応じて適用される基準。 

この場合において、表中（1）及び（2）に掲げる自動車に備える空気入ゴムタイヤ

であって、UN R117-02-S9 に基づく「S2WR2」の添字が表示されているものは、これら

の基準に適合するものとする。 

ただし、次の①から④に掲げる自動車にあっては、細目告示別添 3「乗用車用空気

入タイヤの技術基準」、細目告示別添 4「トラック、バス及びトレーラ用空気入タイヤ

の技術基準」及び細目告示別添 5「二輪車用空気入タイヤの技術基準」に定める基準

に適合するものであればよいものとし、諸元表等に記載されているタイヤと異なるも

の（タイヤの呼び、タイヤ製作者の商号又は商標及びトレッドパターンを表す記号等

が異なるものをいう。）が装着されている場合であって、当該装着されているタイヤ

が 7-11-1（3）①の空気入ゴムタイヤに加わる荷重に係る規定に適合しているときは、

これらの基準への適合性審査を省略することができる。 

①～④（略） 

［細目告示第 11 条（走行装置）］ 

（3）専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタ

ピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人
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自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のもの

に備える応急用予備走行装置については、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に定める基準。

 

ただし、平成 30 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、適用しない。（適

用関係告示第 5条第 3項関係） 

 

未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有

する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものに備

える応急用予備走行装置については、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に定める基準。 

ただし、平成 30 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、適用しない。（適

用関係告示第 5条第 3項関係） 

 

6-12 操縦装置 

7-12 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-13 かじ取装置 

7-13 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）

に備えるかじ取装置については、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に定

める基準。 

ただし、次に掲げる自動車については、この限りでない。 

①～②（略） 

 

［細目告示第 13 条（かじ取装置）］ 

 

 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する

軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）に備えるかじ取装置につ

いては、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に定める基準。 

ただし、次に掲げる自動車については、この限りでない。 

①～②（略） 

 

6-14 施錠装置等 

7-14 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 14 条（施錠装置等）］ 

 

 

（5）（略） 

 

6-15 トラック・バスの制動装置 

7-15 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-16 乗用車の制動装置 

7-16 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-17 二輪車の制動装置 

7-17 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-18 大型特殊自動車等の制動装置 

7-18 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-19 被牽引自動車の制動装置 

7-19 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-20 牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置 

7-20 の規定を適用する。 

（新設） 
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6-21 緩衝装置 

7-21 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-22 燃料装置 

7-22 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）

の燃料タンク及び配管については、UN R34-03 の 5.及び 6.又は 13.に定める基準。 

 

ただし、次に掲げる自動車には適用しない。（適用関係告示第 12 条第 3号関係） 

①～②（略） 

 

［細目告示第 18 条（燃料装置）］ 

 

 

（6）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する

軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）の燃料タンク及び配管に

ついては、UN R34-03 の 5.及び 6.又は 13.に定める基準。 

ただし、次に掲げる自動車には適用しない。（適用関係告示第 12 条第 3号関係） 

①～②（略） 

 

6-23 発生炉ガスの燃料装置 

7-23 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-24 高圧ガスの燃料装置 

7-24 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 20 条（高圧ガスを燃料とする自動車の燃料装置）］ 

 

 

（7）（略） 

 

6-25 電気装置 

7-25 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える電気装置については、

UN R100-02-S3 の 5.及び 6.（7-25-1-1（4）の自動車にあっては、UN R100-02-S3 の

5.及び 6.若しくは UN R136-00 の 5.及び 6.）に定める基準。 

 

なお、UN R100-02-S3 の 6.4.については、原動機用蓄電池を備えた自動車に限り適

用する。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～②（略） 

 

（2）（略） 

 

［細目告示第 21 条（電気装置）］ 

 

 

（8）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）に備える電気装置については、UN R100-02-S3 の 5.及び 6.

（7-25-1-1（4）の自動車にあっては、UN R100-02-S3 の 5.及び 6.若しくは UN R136-00

の 5.及び 6.）に定める基準。 

なお、UN R100-02-S3 の 6.4.については、原動機用蓄電池を備えた自動車に限り適

用する。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～②（略） 

［細目告示第 21 条（電気装置）］ 

（9）（略） 

 

6-26 車枠及び車体 

7-26 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-27 フルラップ前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 （新設） 
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7-27 の規定を適用する。 

 

 

6-28 オフセット前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-28 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-29 自動車との側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-29 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-30 ポールとの側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-30 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-31 車枠及び車体の歩行者保護性能 

7-31 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-32 車体表示 

7-32 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-33 巻込防止装置 

7-33 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-34 突入防止装置 

7-34 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及

びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引さ

れる後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、大型特殊自動車、牽

引自動車を除く。）の後面に備える突入防止装置は、UN R58-03 の 2.3.（a）又は（b）、

若しくは 7-34-1（1）①から③に定める基準。 

 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（適用関係告示第 17 条第

10 項関係） 

①～②（略） 

 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪

が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレ

ーラを除く。）、牽引自動車を除く。）の後面に備える突入防止装置は、UN R58-03 の

16.又は 25.1.から 25.4.まで及び 25.7.に定める基準。 

 

［細目告示第 24 条（突入防止装置）］ 

 

 

（10）（略） 

［細目告示第 24 条（突入防止装置）］ 

（11）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの

及びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引

される後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）の後面

に備える突入防止装置は、UN R58-03 の 2.3.（a）又は（b）、若しくは 7-34-1（1）①

から③に定める基準。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（適用関係告示第 17 条第

10 項関係） 

①～②（略） 

［細目告示第 24 条（突入防止装置）］ 

（12）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪

が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車、牽引自動車を

除く。）の後面に備える突入防止装置は、UN R58-03 の 16.又は 25.1.から 25.4.まで

及び 25.7.に定める基準。 
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ただし、UN R58-03 の 16.4.及び 25.7.中「2m」とあるのは「1.5m」と読み替えるも

のとする。 

この場合において、突入防止装置の平面部から車体後面までの水平距離及び下縁の

高さにあっては、次の基準に適合するものであればよい。 

①～③（略） 

 

ただし、UN R58-03 の 16.4.及び 25.7.中「2m」とあるのは「1.5m」と読み替えるも

のとする。 

この場合において、突入防止装置の平面部から車体後面までの水平距離及び下縁の

高さにあっては、次の基準に適合するものであればよい。 

①～③（略） 

 

6-35 前部潜り込み防止装置 

7-35 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 24 条の 2（前部潜り込み防止装置）］ 

 

 

（13）（略） 

 

6-36 連結装置 

7-36 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-37 乗車装置 

7-37 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-38 運転者席 

7-38 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える運転者席については、

UN R125-01-S1 の 5.及び 6.に定める基準。 

ただし、平成 30 年 10 月 31 日以前に製作された自動車（平成 28 年 11 月 1 日以降

の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 28 年 10 月

31 日以前の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種

別、用途、原動機の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並

びに適合する排出ガス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、

型式を区別する事項に変更がないものを除く。）を除く。）については、細目告示別添

29「直接前方視界の技術基準」に定める基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 18 条第 2項関係） 

 

（2）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人のもの（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動

車であって車両総重量が 3.5t 以下のもの（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に

備える運転者席については、細目告示別添 29「直接前方視界の技術基準」に掲げる基

準。 

 

［細目告示第 27 条（運転者席）］ 

 

 

（14）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側

車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動

車を除く。）に備える運転者席については、UN R125-01-S1 の 5.及び 6.に定める基準。 

ただし、平成 30 年 10 月 31 日以前に製作された自動車（平成 28 年 11 月 1 日以降

の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 28 年 10 月

31 日以前の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種

別、用途、原動機の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並

びに適合する排出ガス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、

型式を区別する事項に変更がないものを除く。）を除く。）については、細目告示別添

29「直接前方視界の技術基準」に定める基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 18 条第 2項関係） 

［細目告示第 27 条（運転者席）］ 

（15）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人のもの（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を

除く。）及び貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が3.5t以下のもの（三

輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える運転者席については、細目告示別添 29

「直接前方視界の技術基準」に掲げる基準。 

 

6-39 座席 

7-39 の規定を適用する。 

（新設） 
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6-40 補助座席定員 

7-40 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-41 座席ベルト等 

7-41 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

[細目告示第 30 条（座席ベルト等）] 

 

 

（16）（略） 

 

6-42 座席ベルト非装着時警報装置 

7-42 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 30 条（座席ベルト等）］ 

 

 

（17）（略） 

 

6-43 頭部後傾抑止装置等 

7-43 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-44 年少者用補助乗車装置等 

7-44 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-45 通路 

7-45 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-46 立席 

7-46 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-47 乗降口 

7-47 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-48 非常口 

7-48 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-49 物品積載装置 

7-49 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-50 高圧ガス運送装置 

7-50 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-51 窓ガラス 

7-51 の規定を適用する。 

（新設） 
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6-52 窓ガラス貼付物等 

7-52 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-53 騒音防止装置 

7-53 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）については、細目告

示別添 39「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を

dB で表した値及び細目告示別添 40｢加速走行騒音の測定方法｣に定める方法により測

定した加速走行騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の定常走行騒音及び加速走行騒

音の欄に掲げる値を超えない構造であること。 

（略） （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以下の自動車を除く。） 

 

（略） （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車に限

る。） 
（略） 

側車付二輪自動車 （略） 

（削除） （削除） 

 

（2）二輪自動車（平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1 月 1

日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）を除く。）は、UN 

R41-04-S5（平成 33 年 1月 20 日以降の型式指定自動車以外の二輪自動車にあっては、

試験路は ISO 10844:1994 に規定された路面であってもよい。）の 6.（6.2.及び 6.3.

の規定にかかわらず、8.2.及び 8.3.の規定に適合する構造であってもよい。）に適合

する構造であること。 

なお、検査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等によ

り基準適合性を確認した時点の車両重量の±20kg の範囲にあればよい。 

 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）

は、UN R51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.を除き、6.2.2.にあってはフェーズ 2 に係る要件

に限る。）に定める基準に適合する構造であること。ただし、UN R51-03-S1 の 6.2.1.1.

及び 6.2.2.の規定にかかわらず、8.1.2.の規定に適合する構造であればよいものとす

る。 

なお、自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の運送

の用に供する自動車のうち車両総重量が 3.5t を超える自動車を除く。）の検査コース

において重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等により基準適合性を確認

した時点の車両重量の±10％の範囲にあればよい。 

［細目告示第 40 条（自動車の騒音防止装置）］ 

 

 

（18）次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）については、細目

告示別添 39「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を

dB で表した値及び細目告示別添 40｢加速走行騒音の測定方法｣に定める方法により測

定した加速走行騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の定常走行騒音及び加速走行騒

音の欄に掲げる値を超えない構造であること。 

（略） （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以下の自動車を除く。） 

（略） （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車（専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人以下の自動車に限る。） 
（略） 

小型自動車（側車付二輪自動車に限る。） （略） 

軽自動車（側車付二輪自動車に限る。） （略） 

［細目告示第 40 条（自動車の騒音防止装置）］ 

（19）二輪自動車（平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1 月 1

日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）を

除く。）は、UN R41-04-S5（平成 33 年 1 月 20 日以降の型式指定自動車以外の二輪自

動車にあっては、試験路は ISO 10844:1994 に規定された路面であってもよい。）の 6.

（6.2.及び 6.3.の規定にかかわらず、8.2.及び 8.3.の規定に適合する構造であって

もよい。）に適合する構造であること。 

なお、検査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等によ

り基準適合性を確認した時点の車両重量の±20kg の範囲になければならない。 

［細目告示第 40 条（自動車の騒音防止装置）］ 

（20）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する

軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）は、UN R51-03-S1 の 6.

（6.2.1.2.を除き、6.2.2.にあってはフェーズ 2 に係る要件に限る。）に定める基準

に適合する構造であること。ただし、UN R51-03-S1 の 6.2.1.1.及び 6.2.2.の規定に

かかわらず、8.1.2.の規定に適合する構造であればよいものとする。 

なお、自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の運送

の用に供する自動車のうち車両総重量が 3.5t を超える自動車、二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並び

に小型特殊自動車を除く。）は、検査コースにおいて重量計を用いて計測したときの
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ただし、次に掲げる自動車については、この限りでない。（適用関係告示第 27 条第

28 項関係） 

①～③（略） 

 

（4）（略） 

 

車両重量は、書面等により基準適合性を確認した時点の車両重量の±10％の範囲にな

ければならない。 

ただし、次に掲げる自動車については、この限りでない。（適用関係告示第 27 条第

28 項関係） 

①～③（略） 

［細目告示第 40 条（自動車の騒音防止装置）］ 

（21）（略） 

 

6-54 排出ガス等発散防止装置 

7-54 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-55 排気管からの排出ガス発散防止性能 

7-55 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）（略） 

 

［細目告示第 41 条（自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散防止装置）］ 

 

 

（23）（略） 

［細目告示第 41 条（自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散防止装置）］ 

（24）（略） 

 

6-56 排気管からの排出ガス発散防止装置の機能維持 

7-56 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 41 条（自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散防止装置）］ 

 

 

（22）（略） 

 

6-57 ブローバイ・ガス還元装置 

7-57 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-58 燃料蒸発ガス発散防止装置 

7-58 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-59 冷房装置の導管等 

7-59 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-60 排気管 

7-60 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-61 窒素酸化物排出自動車等の特例 

7-61 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-62 走行用前照灯 

7-62 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

［細目告示第 42 条、第 43 条、第 44 条、第 44 条の 2、第 45 条、第 46 条、第 46 条の 2、

第 47 条、第 48 条、第 49 条、第 50 条、第 51 条、第 52 条、第 53 条、第 54 条、第 55 条、
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合するものでなければならない。 

 

（1）細目告示別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」（二輪自

動車及び側車付二輪自動車にあっては細目告示別添 53「二輪自動車等の灯火器及び反

射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」）に定める基準。 

 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～⑮（略） 

 

（2）最高速度 20km/h 未満の自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動

車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車以外の

自動車に備える前照灯については、UN R98-01-S8 の 5.、6.及び 7.に定める基準又は

UN R112-01-S7 の 5.、6.、7.及び 8.に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自

動車にあっては UN R98-01-S8 の 5.、6.及び 7.に定める基準、UN R112-01-S7 の 5.、

6.、7.及び 8.に定める基準又は UN R113-01-S6 の 5.、6.、及び 7.に定める基準。 

 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R98-01-S8 の 6.にかかわら

ず 9.3.、UN R112-01-S7 の 6.にかかわらず 10.2.並びに UN R113-01-S6 の 6.にかかわ

らず 9.2.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R98-01-S8 の 5.8.1.及び 5.8.2.、UN R112-01-S7 の

5.3.1.及び 5.3.1.3.並びに UN R113-01-S6 の 5.3.1.及び 5.4.1.は適用しないことと

し、交換式電球の受金形状は、UN R98-01-S8 の 5.8.4.、UN R112-01-S7 の 5.3.1.2.

並びに UN R113-01-S6 の 5.3.2.及び 5.4.2.にかかわらず、定格電球を使用する場合

にあっては JIS C 7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあ

ってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①（略） 

② 次に掲げる自動車については、「UN R98-01-S8」を「UN R98-00-S11」と、「UN 

R112-01-S7」を「UN R112-00-S10」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 11 項関係） 

ア～ウ（略） 

③ 次に掲げる自動車については「UN R98-01-S8」を「UN R98-00-S12」と、「UN 

R112-01-S7」を「UN R112-00-S11」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 14 項関係） 

ア（略） 

イ 平成 22 年 8月 18 日以前の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動

車特別取扱自動車であって平成 22年 8月 19日以降に前照灯に係る性能につ

いて変更がないもの 

ウ 平成 22 年 8 月 18 日以前に法第 75 条の 3 の規定に基づく装置の指定を受

けた前照灯であって平成 22年 8月 19日以降にその性能について変更がない

第 55 条の 2、第 56 条、第 57 条、第 58 条、第 59 条、第 60 条、第 61 条、第 61 条の 2、

第 61 条の 3、第 62 条（灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置）］ 

（25）細目告示別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」（二輪

自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっては細目

告示別添 53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基

準」）に定める基準。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～⑮（略） 

［細目告示第 42 条（前照灯等）］ 

（26）最高速度 20km/h 未満の自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自

動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動車に備

える前照灯については、UN R98-01-S7の 5.、6.及び 7.に定める基準又はUN R112-01-S6

の 5.、6.、7.及び 8.に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあって

は UN R98-01-S7 の 5.、6.及び 7.に定める基準、UN R112-01-S6 の 5.、6.、7.及び 8.

に定める基準又は UN R113-01-S6 の 5.、6.、及び 7.に定める基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R98-01-S7 の 6.にかかわら

ず 9.3.、UN R112-01-S6 の 6.にかかわらず 10.2.並びに UN R113-01-S6 の 6.にかかわ

らず 9.2.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R98-01-S7 の 5.8.1.及び 5.8.2.、UN R112-01-S6 の

5.3.1.及び 5.3.1.3.並びに UN R113-01-S6 の 5.3.1.及び 5.4.1.は適用しないことと

し、交換式電球の受金形状は、UN R98-01-S7 の 5.8.4.、UN R112-01-S6 の 5.3.1.2.

並びに UN R113-01-S6 の 5.3.2.及び 5.4.2.にかかわらず、定格電球を使用する場合

にあっては JIS C 7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあ

ってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①（略） 

② 次に掲げる自動車については、「UN R98-01-S7」を「UN R98-00-S11」と、「UN 

R112-01-S6」を「UN R112-00-S10」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 11 項関係） 

ア～ウ（略） 

③ 次に掲げる自動車については「UN R98-01-S7」を「UN R98-00-S12」と、「UN 

R112-01-S6」を「UN R112-00-S11」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 14 項関係） 

ア（略） 

イ 平成 22 年 8月 18 日以前の型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動

車特別取扱自動車であって平成 21 年 10 月 24 日以降に前照灯に係る性能に

ついて変更がないもの 

ウ 平成 22 年 8 月 18 日以前に法第 75 条の 3 の規定に基づく装置の指定を受

けた前照灯であって平成 22年 8月 18日以降にその性能について変更がない
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ものを備えた自動車 

④ 次に掲げる自動車については「UN R98-01-S8」を「UN R98-00-S13」と、「UN 

R112-01-S7」を「UN R112-00-S12」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 16 項関係） 

ア～ウ（略） 

⑤～⑥（略） 

 

ものを備えた自動車 

④ 次に掲げる自動車については「UN R98-01-S7」を「UN R98-00-S13」と、「UN 

R112-01-S6」を「UN R112-00-S12」と読み替えることができる。（適用関係告示

第 29 条第 16 項関係） 

ア～ウ（略） 

⑤～⑥（略） 

 

6-63 すれ違い用前照灯 

7-63 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）6-62（2）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-64 配光可変型前照灯 

7-64 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-65 前照灯照射方向調節装置 

7-65 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-66 前照灯洗浄器 

7-66 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）（略） 

 

［細目告示第 42 条（前照灯等）］ 

 

 

（27）（略） 

［細目告示第 42 条（前照灯等）］ 

（28）（略） 

 

6-67 前部霧灯 

7-67 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）自動車に備える前部霧灯については、UN R19-04-S9 の 5.、6.、7.及び 8.に定める基

準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R19-04-S9 の 6.にかかわら

ず、10.3.5.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R19-04-S9 の 5.6.（b）及び 5.7.1.は適用しないこと

とし、5.5.（a）にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合

［細目告示第 43 条（前部霧灯）］ 

 

 

 

（29）自動車に備える前部霧灯については、UN R19-04-S8 の 5.、6.、7.及び 8.に定める

基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R19-04-S7 の 6.にかかわら

ず、10.3.5.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R19-04-S8 の 5.6.（b）及び 5.7.1.は適用しないこと

とし、5.5.（a）にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合
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にあっては JIS C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあっ

てはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～②（略） 

③ 次に掲げる自動車については、「UN R19-04-S9」を「UN R19-03-S1」と読み替

えることができる。（適用関係告示第 30 条第 13 項関係） 

ア～ウ（略） 

④ 次に掲げる自動車については「UN R19-04-S9」を「UN R19-03-S2」と読み替え

ることができる。（適用関係告示第 29 条第 14 項関係） 

ア～ウ（略） 

 

にあっては JIS C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあっ

てはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するものについては、この限りでない。 

①～②（略） 

③ 次に掲げる自動車については、「UN R19-04-S8」を「UN R19-03-S1」と読み替

えることができる。（適用関係告示第 30 条第 13 項関係） 

ア～ウ（略） 

④ 次に掲げる自動車については「UN R19-04-S8」を「UN R19-03-S2」と読み替え

ることができる。（適用関係告示第 29 条第 14 項関係） 

ア～ウ（略） 

 

6-68 前部霧灯照射方向調節装置 

7-68 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-69 側方照射灯 

7-69 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）自動車に備える側方照射灯については、UN R119-01-S5 の 5.（5.4.1.を除く。）、6.、

7.及び 8.に定める基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R119-01-S5 の 6.にかかわら

ず 10.3.5.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R119-01-S5 の 5.4.1.を適用しないこととし、5.4.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するもの（7-69-6 が適用されるものを除く。）については、

この限りでない。 

① 平成 18 年 1 月 1 日から平成 21 年 7 月 10 日までに製作された自動車について

は、UN R119-01-S5 の 5.4.の規定は、適用しない。（適用関係告示第 31 条第 4項

関係） 

② 平成 17年 4月 6日から平成 21年 10 月 14 日までに製作された自動車について

は、細目告示別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」

2.13.及び UN R119-01-S5 の 5.3.の規定にかかわらず、平成 20 年 10 月 15 日付け

国土交通省告示第 1217 号による改正前の細目告示別添 52「灯火器及び反射器並

びに指示装置の取付装置の技術基準」2.13.及び細目告示別添 102「側方照射灯の

灯光の色、明るさ等に関する技術基準」3.2.の規定に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 31 条第 5 項関係） 

［細目告示第 44 条（側方照射灯）］ 

 

 

 

（30）自動車に備える側方照射灯については、UN R119-01-S4 の 5.（5.4.1.を除く。）、6.、

7.及び 8.に定める基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R119-01-S4 の 6.にかかわら

ず 10.3.5.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R119-01-S4 の 5.4.1.を適用しないこととし、5.4.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、次の規定に適合するもの（7-69-6 が適用されるものを除く。）については、

この限りでない。 

① 平成 18 年 1 月 1 日から平成 21 年 7 月 10 日までに製作された自動車について

は、UN R119-01-S4 の 5.4.の規定は、適用しない。（適用関係告示第 31 条第 4項

関係） 

② 平成 17年 4月 6日から平成 21年 10 月 14 日までに製作された自動車について

は、細目告示別添 52「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」

2.13.及び UN R119-01-S4 の 5.3.の規定にかかわらず、平成 20 年 10 月 15 日付け

国土交通省告示第 1217 号による改正前の細目告示別添 52「灯火器及び反射器並

びに指示装置の取付装置の技術基準」2.13.及び細目告示別添 102「側方照射灯の

灯光の色、明るさ等に関する技術基準」3.2.の規定に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 31 条第 5 項関係） 



新旧対照表 

34 / 521 

新 旧 

③ 次に掲げる自動車については UN R119-01-S5 の 6.3.及び 7.1.の規定にかかわ

らず、平成 23 年 6月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示

別添 102「側方照射灯の灯光の色、明るさ等に関する技術基準」4.1.及び 5.3.の

規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第 31 条第 9項関係） 

ア～ウ（略） 

 

③ 次に掲げる自動車については UN R119-01-S4 の 6.3.及び 7.1.の規定にかかわ

らず、平成 23 年 6月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示

別添 102「側方照射灯の灯光の色、明るさ等に関する技術基準」4.1.及び 5.3.の

規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第 31 条第 9項関係） 

ア～ウ（略） 

 

6-70 低速走行時側方照射灯 

7-70 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 44 条の 2（低速走行時側方照射灯）］ 

 

 

 

（31）（略） 

 

6-71 車幅灯 

7-71 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 58「車幅灯の

技術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S19 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 58「車幅灯の技術基準」4.1.1.1.の規定中「適合

すること。」とあるのは「適合すること。ただし、当該車幅灯の最小光度については

表 1の配光表の最小光度要件の 80％値、最大光度については表 1の配光表の最大光度

要件の 120％値まであればよい。」と、4.1.2.1.の規定中「適合すること。」とあるの

は「適合すること。ただし、当該車幅灯の最小光度については表 2 の配光表の最小光

度要件の 80％値、最大光度については表 2の配光表の最大光度要件の 120％値まであ

ればよい。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S19 の 7.にかかわらず最小光度及び

最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S19 の 6.5.1.を適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示

別添 58「車幅灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第

32 条第 13 項関係）。 

 

［細目告示第 45 条（車幅灯）］ 

 

 

 

（32）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 58「車幅灯の

技術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S18 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 58「車幅灯の技術基準」4.1.1.1.の規定中「適合

すること。」とあるのは「適合すること。ただし、当該車幅灯の最小光度については

表 1の配光表の最小光度要件の 80％値、最大光度については表 1の配光表の最大光度

要件の 120％値まであればよい。」と、4.1.2.1.の規定中「適合すること。」とあるの

は「適合すること。ただし、当該車幅灯の最小光度については表 2 の配光表の最小光

度要件の 80％値、最大光度については表 2の配光表の最大光度要件の 120％値まであ

ればよい。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S18 の 7.にかかわらず最小光度及び

最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S18 の 6.5.1.を適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示

別添 58「車幅灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第

32 条第 13 項関係）。 

 

6-72 前部上側端灯 

7-72 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

［細目告示第 46 条（前部上側端灯）］ 
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（2）（略） 

 

（33）（略） 

 

6-72 の 2 昼間走行灯 

7-72 の 2 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準

に適合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）UN R87-00-S19（6.、7.、8.、9.、10.及び 11.に限る。）に定める基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R87-00-S19 の 7.にかかわら

ず 13.2.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R87-00-S19 の 6.5.（6.5.2.及び 6.5.3.を除く。）は

適用しないこととし、6.5.3.にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使

用する場合にあっては JIS C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する

場合にあってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

 

［細目告示第 46 条の 2（昼間走行灯）］ 

 

 

 

（34）UN R87-00-S18（6.、7.、8.、9.、10.及び 11.に限る。）に定める基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R87-00-S18 の 7.にかかわら

ず 13.2.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R87-00-S18 の 6.5.（6.5.2.及び 6.5.3.を除く。）は

適用しないこととし、6.5.3.にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使

用する場合にあっては JIS C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する

場合にあってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であればよい。 

 

6-73 前部反射器 

7-73 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 47 条（前部反射器）］ 

 

 

 

（35）（略） 

 

6-74 側方灯 

7-74 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 48 条（側方灯及び側方反射器）］ 

 

 

 

（36）（略） 

 

6-75 側方反射器 

7-75 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 48 条（側方灯及び側方反射器）］ 

 

 

 

（37）（略） 

 

6-76 番号灯 

7-76 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）次に掲げる自動車の区分に応じた基準。 

この場合において、光度特性に関し、UN R4-00-S18 の 5.、6.及び 9.にかかわらず

10.2.並びに R50-00-S19 の 7.にかかわらず 10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R4-00-S18 の 5.6.1.並びに UN R50-00-S19 の 6.5.1.

［細目告示第 49 条（番号灯）］ 

 

 

 

（38）次に掲げる自動車の区分に応じた基準。 

この場合において、光度特性に関し、UN R4-00-S17 の 5.、6.及び 9.にかかわらず

10.2.並びに R50-00-S18 の 7.にかかわらず 10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R4-00-S17 の 5.6.1.並びに UN R50-00-S18 の 6.5.1.
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は適用しないこととし、交換式電球の受金形状は、UN R4-00-S18 の 5.6.3.並びに UN 

R50-00-S19 の 6.5.3.にかかわらず、定格電球を使用する場合にあっては JIS C7709

に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防

止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された自動車については、平成 27 年 6 月

15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示別添 63「番号灯の技術基

準」に定める基準に適合するものであればよい。 

なお、施行規則第 11 条第 3 項に適合すると認められた後面に備えられた字光式自

動車登録番号標であって、その機能が正常であるものにあっては、この限りでない。

（細目告示第 49 条第 1項関係、適用関係告示第 36 条第 8 項関係） 

① 普通自動車であって、車両総重量が 8t 以上のもの、最大積載量が 5t 以上のも

の又は乗車定員が 30 人以上のものに備える番号灯にあっては UN R4-00-S18 の

5.、6.、7.、8.及び 9.（種別 2b に係るものに限る。）に定める基準 

② 自動車（①、③及び④に掲げるもの並びに最高速度 20km/h 未満の軽自動車を

除く。）に備える番号灯にあっては UN R4-00-S18 の 5.、6.、7.、8.及び 9.（種

別 2a に係るものに限る。）に定める基準 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える番号灯にあっては UN R50-00-S19 の

6.、7.、8.及び 9.（種別 2 に係るものに限る。）に定める基準 

（削除） 

 

は適用しないこととし、交換式電球の受金形状は、UN R4-00-S17 の 5.6.3.並びに UN 

R50-00-S18 の 6.5.3.にかかわらず、定格電球を使用する場合にあっては JIS C7709

に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防

止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された自動車については、平成 27 年 6 月

15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示別添 63「番号灯の技術基

準」に定める基準に適合するものであればよい。 

なお、施行規則第 11 条第 3 項に適合すると認められた後面に備えられた字光式自

動車登録番号標であって、その機能が正常であるものにあっては、この限りでない。

（細目告示第 49 条第 1項関係、適用関係告示第 36 条第 8 項関係） 

① 普通自動車であって、車両総重量が 8t 以上のもの、最大積載量が 5t 以上のも

の又は乗車定員が30人以上のものに備える番号灯にあってはUN R4-00-S17の5.、

6.、7.、8.及び 9.（種別 2b に係るものに限る。）に定める基準 

② 自動車（①、③及び④に掲げるもの並びに最高速度 20km/h 未満の軽自動車及

び小型特殊自動車を除く。）に備える番号灯にあっては UN R4-00-S17 の 5.、6.、

7.、8.及び 9.（種別 2a に係るものに限る。）に定める基準 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える番号灯にあっては UN R50-00-S18 の

6.、7.、8.及び 9.（種別 2 に係るものに限る。）に定める基準 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車である軽自動車（二輪

の軽自動車又は小型特殊自動車により牽引されるものに限る。）に備える番号灯

にあっては細目告示別添 63「番号灯の技術基準」に定める基準 

 

6-77 尾灯 

7-77 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 64「尾灯の技

術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S19 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 64「尾灯の技術基準」4.1.の規定中「適合するこ

と。」とあるのは「適合すること。ただし、当該尾灯の最小光度は次表の配光表の最

小光度要件の 80％値までとし、最大光度は次表の配光表の最大光度要件の 120％値ま

でとする。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S19 の 7.にかかわらず最小光度及び

最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S19 の 6.5.1.は適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示

［細目告示第 50 条（尾灯）］ 

 

 

 

（39）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 64「尾灯の技

術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S18 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 64「尾灯の技術基準」4.1.の規定中「適合するこ

と。」とあるのは「適合すること。ただし、当該尾灯の最小光度は次表の配光表の最

小光度要件の 80％値までとし、最大光度は次表の配光表の最大光度要件の 120％値ま

でとする。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S18 の 7.にかかわらず最小光度及び

最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S18 の 6.5.1.は適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示
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別添 64「尾灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第 37

条第 14 項関係） 

 

別添 64「尾灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第 37

条第 14 項関係） 

 

6-78 後部霧灯 

7-78 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 51 条（後部霧灯）］ 

 

 

 

（40）（略） 

 

6-79 駐車灯 

7-79 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 52 条（駐車灯）］ 

 

 

 

（41）（略） 

 

6-80 後部上側端灯 

7-80 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 53 条（後部上側端灯）］ 

 

 

 

（42）（略） 

 

6-81 後部反射器 

7-81 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 54 条（後部反射器）］ 

 

 

 

（43）（略） 

 

6-82 大型後部反射器 

7-82 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）自動車に備える大型後部反射器については、UN R70-01-S10 の 6.及び 7.に定める基

準。 

ただし、平成 23 年 8 月 31 日以前に製作された自動車については、細目告示別添 52

「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」4.19.及び細目告示別添

53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」5.14.

並びに UN R70-01-S5 又は UN R70-01-S6 の 6.及び 7.の規定にかかわらず、平成 19 年

1月 30 日付け国土交通省告示第 89 号による改正前の細目告示別添 52「灯火器及び反

射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」4.19.及び細目告示別添 53「二輪自動車

等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」5.14.並びに細目告示

［細目告示第 55 条（大型後部反射器）］ 

 

 

 

（44）自動車に備える大型後部反射器については、UN R70-01-S8 の 6.及び 7.に定める基

準。 

ただし、平成 23 年 8 月 31 日以前に製作された自動車については、細目告示別添 52

「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」4.19.及び細目告示別添

53「二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」5.14.

並びに UN R70-01-S5 又は UN R70-01-S6 の 6.及び 7.の規定にかかわらず、平成 19 年

1月 30 日付け国土交通省告示第 89 号による改正前の細目告示別添 52「灯火器及び反

射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」4.19.及び細目告示別添 53「二輪自動車

等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」5.14.並びに細目告示
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別添 69「大型後部反射器の技術基準」に定める基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 41 条の 2 第 1項） 

また、次に掲げる自動車については、「UN R70-01-S10」を「UN R70-01-S6」と読み

替えることができる。（適用関係告示第 41 条の 2第 6項） 

①～③（略） 

 

別添 69「大型後部反射器の技術基準」に定める基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 41 条の 2 第 1項） 

また、次に掲げる自動車については、「UN R70-01-S8」を「UN R70-01-S6」と読み

替えることができる。（適用関係告示第 41 条の 2第 6項） 

①～③（略） 

 

6-83 再帰反射材 

7-83 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 55 条の 2（再帰反射材）］ 

 

 

 

（45）（略） 

 

6-84 制動灯 

7-84 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 70「制動灯の

技術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S19 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 70「制動灯の技術基準」4.1.の規定中「適合する

こと。」とあるのは「適合すること。ただし、当該制動灯の最小光度は次表の配光表

の最小光度要件の 80％値までとし、最大光度は次表の配光表の最大光度要件の 120％

値までとする。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S19 の 7.にかかわらず最小光度

及び最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S19 の 6.5.1.は適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示

別添 70「制動灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第

42 条第 16 項関係） 

 

［細目告示第 56 条（制動灯）］ 

 

 

 

（46）二輪自動車及び側車付二輪自動車以外のものにあっては細目告示別添 70「制動灯の

技術基準」に定める基準とし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては UN 

R50-00-S18 の 6.、7.、8.及び 9.に定める基準。 

この場合において、細目告示別添 70「制動灯の技術基準」4.1.の規定中「適合する

こと。」とあるのは「適合すること。ただし、当該制動灯の最小光度は次表の配光表

の最小光度要件の 80％値までとし、最大光度は次表の配光表の最大光度要件の 120％

値までとする。」と読み替えるものとし、UN R50-00-S18 の 7.にかかわらず最小光度

及び最大光度は、10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R50-00-S18 の 6.5.1.は適用しないこととし、6.5.3.

にかかわらず、交換式電球の受金形状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS 

C7709 に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤

組付防止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車に

ついては、平成 27 年 6月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示

別添 70「制動灯の技術基準」の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第

42 条第 16 項関係） 

 

6-85 補助制動灯 

7-85 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

［細目告示第 57 条（補助制動灯）］ 

 

 

 

（47）（略） 

 

6-86 後退灯 ［細目告示第 58 条（後退灯）］ 
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7-86 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）（略） 

 

 

 

 

（48）（略） 

 

6-87 方向指示器 

7-87 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

（2）次に掲げる自動車の区分に応じた基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R6-01-S27 の 6.にかかわら

ず10.2.並びに UN R50-00-S19の 7.にかかわらず10.1.に適合するものであればよい。

また、交換式光源に関し、UN R6-01-S27 の 5.5.1.並びに UN R50-00-S19 の 6.5.1.

は適用しないこととし、交換式電球の受金形状は、UN R6-01-S27 の 5.5.3.並びに UN 

R50-00-S19 の 6.5.3.にかかわらず、定格電球を使用する場合にあっては JIS C7709

に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防

止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車の

前面又は後面に備える方向指示器以外の方向指示器にあっては、この限りでない。（適

用関係告示第 45 条第 21 項関係） 

① 自動車（②及び③に掲げるもの並びに三輪自動車を除く。）に備える方向指示

器にあっては UN R6-01-S27 の 5.、6.、7.及び 8.に定める基準 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車の前面及び後面に備える方向指示器にあっ

ては UN R6-01-S27 の 5.、6.、7.及び 8.に又は UN R50-00-S19 の 6.、7.、8.及び

9.に定める基準 

③（略） 

 

［細目告示第 59 条（方向指示器）］ 

 

 

 

（49）次に掲げる自動車の区分に応じた基準。 

この場合において、最小光度及び最大光度に関し、UN R6-01-S26 の 6.にかかわら

ず 10.2.並びに UN R50-00-S18 の 7.にかかわらず 10.1.に適合するものであればよい。 

また、交換式光源に関し、UN R6-01-S26 の 5.5.1.並びに UN R50-00-S18 の 6.5.1.

は適用しないこととし、交換式電球の受金形状は、UN R6-01-S26 の 5.5.3.並びに UN 

R50-00-S18 の 6.5.3.にかかわらず、定格電球を使用する場合にあっては JIS C7709

に定められた形状、定格電球以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防

止措置が図られた形状であればよい。 

ただし、平成 32 年 6 月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車の

前面又は後面に備える方向指示器以外の方向指示器にあっては、この限りでない。（適

用関係告示第 45 条第 21 項関係） 

① 自動車（②及び③に掲げるもの、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車を除く。）に備える方向指示器にあっては UN R6-01-S26 の 5.、6.、7.

及び 8.に定める基準 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車の前面及び後面に備える方向指示器にあっ

ては UN R6-01-S26 の 5.、6.、7.及び 8.に又は UN R50-00-S18 の 6.、7.、8.及び

9.に定める基準 

③（略） 

 

6-88 補助方向指示器 

7-88 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-89 非常点滅表示灯 

7-89 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-90 緊急制動表示灯 

7-90 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

（新設） 
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合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

6-91 後面衝突警告表示灯 

7-91 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）6-62（1）に同じ。 

 

（新設） 

 

6-92 その他の灯火等の制限 

7-92 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-93 警音器 

7-93 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）自動車に備える警報音発生装置については、UN R28-00-S5 の 6.に定める基準。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、細目告示別添 74「警音器の警報音発生装置の

技術基準」に定める基準とする。 

 

（2）自動車に備える警音器については、UN R28-00-S5 の 14.に定める基準。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、細目告示別添 75「警音器の技術基準」に定め

る基準とする。 

 

［細目告示第 63 条（警音器）］ 

 

 

（50）細目告示別添 74「警音器の警報音発生装置の技術基準」に定める基準 

 

 

［細目告示第 63 条（警音器）］ 

（51）細目告示別添 75「警音器の技術基準」に定める基準 

 

6-94 非常信号用具 

7-94 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-95 警告反射板 

7-95 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 65 条（警告反射板）］ 

 

 

（52）（略） 

 

6-96 停止表示器材 

7-96 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）自動車に備える停止表示器材については、UN R27-04-S1 の 6.、7.及び 8.に定める基

準。 

ただし、平成 29 年 10 月 8 日以前に製作された停止表示器材及び平成 29 年 10 月 9

日以降に製作されたもののうち平成 29年 10月 8日以前に指定を受けたものについて

は、平成 26 年 10 月 9 日付け国土交通省告示第 975 号による改正前の細目告示別添 77

「停止表示器材の技術基準」に定める基準。（適用関係告示第 50 条第 2項関係） 

 

［細目告示第 66 条（停止表示器材）］ 

 

 

（53）自動車に備える停止表示器材については、UN R27-04 の 6.、7.及び 8.に定める基準。 

 

ただし、平成 29 年 10 月 8 日以前に製作された停止表示器材及び平成 29 年 10 月 9

日以降に製作されたもののうち平成 29年 10月 8日以前に指定を受けたものについて

は、平成 26 年 10 月 9 日付け国土交通省告示第 975 号による改正前の細目告示別添 77

「停止表示器材の技術基準」に定める基準。（適用関係告示第 50 条第 2項関係） 
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6-97 盗難発生警報装置 

7-97 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-98 車線逸脱警報装置 

7-98 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-99 後写鏡 

7-99 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）次に掲げる自動車はそれぞれに掲げる基準 

①（略） 

② 7-99-2-1（1）の自動車（大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を

除く。）に備える後写鏡にあっては次に掲げる基準 

 

ア～イ（略） 

 

（3）（略） 

 

［細目告示第 68 条（後写鏡等）］ 

 

 

（54）（略） 

［細目告示第 68 条（後写鏡等）］ 

（56）次に掲げる自動車はそれぞれに掲げる基準 

①（略） 

② 7-99-2-1（1）の自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動

車、農耕作業用小型特殊自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）に

備える後写鏡にあっては次に掲げる基準 

ア～イ（略） 

［細目告示第 68 条（後写鏡等）］ 

（57）（略） 

 

6-100 直前及び側方の視界 

7-100 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 68 条（後写鏡等）］ 

 

 

（55）（略） 

 

6-101 窓ふき器等 

7-101 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）（略） 

 

（3）（略） 

 

［細目告示第 69 条（窓ふき器等）］ 

 

 

（58）（略） 

［細目告示第 69 条（窓ふき器等）］ 

（59）（略） 

［細目告示第 69 条（窓ふき器等）］ 

（60）（略） 

 

6-102 速度計等 

7-102 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

（2）自動車に備える走行距離計については、UN R39-01-S1 の 5.5.に定める基準 

［細目告示第 70 条（速度計等）］ 

 

 

（61）（略） 

［細目告示第 70 条（速度計等）］ 

（62）自動車に備える走行距離計については、UN R39-01 の 5.5.に定める基準 
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6-103 消火器 

7-103 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-104 内圧容器及びその附属装置 

7-104 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-105 運行記録計 

7-105 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 73 条（運行記録計）］ 

 

 

（63）（略） 

 

6-106 速度表示装置 

7-106 の規定によるほか、書面その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。 

（1）（略） 

 

［細目告示第 74 条（速度表示装置）］ 

 

 

（64）（略） 

 

6-107 緊急自動車 

7-107 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-108 道路維持作業用自動車 

7-108 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-109 自主防犯活動用自動車 

7-109 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-110 旅客自動車運送事業用自動車 

7-110 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-111 ガス運送容器を備える自動車等 

7-111 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-112 火薬類を運送する自動車 

7-112 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-113 危険物を運送する自動車 

7-113 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-114 乗車定員 

7-114 の規定を適用する。 

（新設） 
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6-115 最大積載量 

7-115 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

6-116 臨時乗車定員 

7-116 の規定を適用する。 

 

（新設） 

 

第 7 章 新規検査、予備検査、継続検査又は構造等変更検査 

7-1 適用 

（1）この章の規定は、次に掲げるいずれかの場合に適用する。 

① 指定自動車等以外の自動車について、法第 59 条第 1 項の規定による新規検査

又は法第 71 条第 1項の規定による予備検査に係る審査を行う場合（法第 16 条の

規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動

車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査に係る審査を行う場合を

除く。） 

② 法第 16条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69条第 4項の規

定により自動車検査証が返納された自動車について、法第 59 条第 1 項の規定に

よる新規検査又は法第 71 条第 1項の規定による予備検査に係る審査を行う場合

③ 法第 62 条第 1項の規定による継続検査に係る審査を行う場合 

④ 法第 67 条第 3項の規定による構造等変更検査に係る審査を行う場合 

（2）（1）②、③又は④の場合において、次に掲げる全てを満たすと認められる部分につ

いては、（1）の規定にかかわらず、第 8 章の規定を適用するものとする。 

① 自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行

為により、構造、装置又は性能に係る変更が行われていない部分 

② 構造又は取付に関する定量要件に影響を及ぼす損傷等が生じていない部分 

③ 用途、車体の形状又は使用方法等の変更があった自動車においては、その前後

で適用される基準に相違がない部分 

（3）次に掲げる部分については、（2）の規定は適用しない。 

① 保安基準第 56 条第 4 項の規定により認定を受けた自動車について、当該認定

が効力を失った後の初めての（1）②の審査を行う場合には、当該認定の対象と

なっていた構造、装置又は性能に関する部分 

② 自動車 NOx･PM 総量削減法第 12条第 1項に規定する窒素酸化物排出自動車及び

粒子状物質排出自動車について、窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準の

特定検査を行う場合には、窒素酸化物排出自動車等の特例に関する部分 

 

第 7 章 新規検査及び予備検査（指定自動車等以外の自動車） 

7-1 適用 

この章の規定は、法第 59 条の規定による新規検査又は法第 71 条の規定による予備検

査に係る審査を行う場合（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法

第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査

に係る審査を行う場合を除く。）に適用する。 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

7-2 長さ、幅及び高さ 

7-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

7-2 長さ、幅及び高さ 

7-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）



新旧対照表 

44 / 521 

新 旧 

とする。（細目告示第 6条第 2項関係、細目告示第 84 条第 2項関係） 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分〔大型特殊自動車以外の自動車に

備えられる回転するタイヤ、ディスクホイール及びこれに付随して回転する部分

並びに 7-87 に規定される装置のうち自動車の両側面に備える方向指示器（大型

貨物自動車等の両側面の中央部に備えるものを除く。）を除く。〕を基準面に投影

した場合において、車両中心線と直交する直線に平行な方向の距離 

 

③（略） 

（3）（略） 

7-2-2～7-2-4（略） 

7-2-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 1条第 1 項関係） 

7-2-5-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

とする。 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分（大型特殊自動車以外の自動車に

備えられる回転するタイヤ及びディスクホイール並びにこれに付随して回転す

る部分を除く。）を基準面に投影した場合において、車両中心線と直交する直線

に平行な方向の距離 

③（略） 

（3）（略） 

7-2-5-2～7-2-5-3（略） 

7-2-6 従前規定の適用② 

平成 22 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 1条第 2項関係） 

7-2-6-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

とする。 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分（大型特殊自動車以外の自動車に

備えられる回転するタイヤ及びディスクホイール並びにこれに付随して回転す

る部分を除く。）を基準面に投影した場合において、車両中心線と直交する直線

に平行な方向の距離 

とする。（細目告示第 6条第 2項関係、細目告示第 84 条第 2項関係） 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分〔大型特殊自動車又は小型特殊自

動車以外の自動車に備えられる回転するタイヤ、ディスクホイール及びこれに付

随して回転する部分並びに 7-87 に規定される装置のうち自動車の両側面に備え

る方向指示器（大型貨物自動車等の両側面の中央部に備えるものを除く。）を除

く。〕を基準面に投影した場合において、車両中心線と直交する直線に平行な方

向の距離 

③（略） 

（3）（略） 

7-2-2～7-2-4（略） 

7-2-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 1条第 1 項関係） 

7-2-5-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

とする。 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分（大型特殊自動車又は小型特殊自

動車以外の自動車に備えられる回転するタイヤ及びディスクホイール並びにこ

れに付随して回転する部分を除く。）を基準面に投影した場合において、車両中

心線と直交する直線に平行な方向の距離 

③（略） 

（3）（略） 

7-2-5-2～7-2-5-3（略） 

7-2-6 従前規定の適用② 

平成 22 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 1条第 2項関係） 

7-2-6-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

とする。 

①（略） 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分（大型特殊自動車又は小型特殊自

動車以外の自動車に備えられる回転するタイヤ及びディスクホイール並びにこ

れに付随して回転する部分を除く。）を基準面に投影した場合において、車両中

心線と直交する直線に平行な方向の距離 
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③（略） 

（3）（略） 

7-2-6-2～7-2-6-3（略） 

 

③（略） 

（3）（略） 

7-2-6-2～7-2-6-3（略） 

 

7-3 最低地上高 

7-3-1 テスタ等による審査 

自動車の最低地上高は、巻尺等その他適切な方法により審査したときに、自動車の接

地部以外の部分が、安全な運行を確保できるように地面との間に適当な間げきを有する

ものでなければならない。 

この場合において、地上高が次のいずれかに該当するものはこの基準に適合するもの

とする。（保安基準第 3条関係、細目告示第 7条関係、細目告示第 85 条関係） 

①（略） 

② 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車を除く。）

であって車両総重量が 2.8t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員

11 人以上の自動車、二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 2.8t を超えるもの

及び軽自動車であって、最低地上高が低くなるような改造がされた自動車について

は、アの測定条件で測定した場合において、測定値がイの基準を満たす自動車 

 

ア～イ（略） 

 

7-3 最低地上高 

7-3-1 テスタ等による審査 

自動車の最低地上高は、巻尺等その他適切な方法により審査したときに、自動車の接

地部以外の部分が、安全な運行を確保できるように地面との間に適当な間げきを有する

ものでなければならない。 

この場合において、地上高が次のいずれかに該当するものはこの基準に適合するもの

とする。（保安基準第 3条関係、細目告示第 7条関係、細目告示第 85 条関係） 

①（略） 

② 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪の自動車を除く。）

であって車両総重量が 2.8t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員

11 人以上の自動車、二輪の自動車を除く。）であって車両総重量が 2.8t を超えるも

の及び軽自動車（二輪の自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）で

あって、最低地上高が低くなるような改造がされた自動車については、アの測定条

件で測定した場合において、測定値がイの基準を満たす自動車 

ア～イ（略） 

 

7-4～7-5（略） 

 

7-4～7-5（略） 

 

7-6 安定性 

7-6-1 テスタ等による審査 

（1）～（2） 

（3）（1）④の規定は、最大安定傾斜角度を、次のいずれかにより計測し、又は算出若し

くは算定した値で審査するものとする。 

ただし、理事長が指定する自動車にあっては、次のいずれかのうち理事長が定める

審査方法に限るものとする。 

①～②（略） 

③ 最大安定傾斜角度実測書により算定する場合 

ア 適切な計測ができるよう維持管理された傾斜角度測定機を有し、かつ、計

測能力を有する者が①の測定条件及び測定方法（①イ（ｱ）ただし書を除く。）

により計測したときの値を記載した最大安定傾斜角度実測書により算定し

た値を最大安定傾斜角度とする。 

この場合において、イ（ｱ）の車両重量と当該検査申請に係る自動車を重

量計を用いて測定したときの車両重量が±50kg（普通自動車及び大型特殊自

動車にあっては±100kg）の範囲を超えて相違するときは、当該最大安定傾

斜角度実測書により算定した値を無効とする。 

イ 最大安定傾斜角度実測書は、次に掲げる事項が記載されたものであるこ

7-6 安定性 

7-6-1 テスタ等による審査 

（1）～（2） 

（3）（1）④の規定は、最大安定傾斜角度を、次のいずれかにより計測し、又は算出若し

くは算定した値で審査するものとする。 

ただし、理事長が指定する自動車にあっては、次のいずれかのうち理事長が定める

審査方法に限るものとする。 

①～②（略） 

③ 最大安定傾斜角度実測書により算定する場合 

ア 傾斜角度測定機を有し、かつ、能力を有する者として理事長が定める者が

①の測定条件及び測定方法（①イ（ｱ）ただし書を除く。）により計測したと

きの値を記載した書面（最大安定傾斜角度実測書）により算定した値を最大

安定傾斜角度とする。 

この場合において、イ（ｱ）の車両重量と当該検査申請に係る自動車を重

量計を用いて測定したときの車両重量が±50kg（普通自動車及び大型特殊自

動車にあっては±100kg）の範囲を超えて相違するときは、当該最大安定傾

斜角度実測書により算定した値を無効とする。 

イ アの場合において、最大安定傾斜角度実測書には、次に掲げる事項が記載



新旧対照表 

46 / 521 

新 旧 

と。 

（ｱ）計測を行った自動車の車名、型式、車台番号又はシリアル番号、車

両重量、最大安定傾斜角度計測値、計測場所及び計測日 

（ｲ）最大安定傾斜角度の計測を行った者の氏名又は名称、住所、最大安

定傾斜角度実測書の発行責任者の氏名、所属、電話番号及び FAX 番号

（Eメールでも可） 

ウ 自動車製作者又は別表 2「外国の試験機関」に定める外国の試験機関が、

他者が有する適切な計測ができるよう維持管理された傾斜角度測定機を借

り受けて計測する場合には、アの「適切な計測ができるよう維持管理された

傾斜角度測定機を有し、かつ、計測能力を有する者」に該当するものとして

取扱うものとする。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）（略） 

（5）次に掲げる自動車（理事長が指定する自動車を除く。）にあっては、（1）④の規定に

関し、（3）の規定にかかわらず、視認その他適切な方法により審査することができる。

ただし、②に掲げる自動車にあっては、同一の受検者により同一の事務所等に申請

された場合に限る。 

① 次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、別添

2「新規検査等提出書面審査要領」附則 1 の 4.1.（3）②に該当するものに限る。）

ア～ウ（略） 

②（略） 

 

されたものであること。 

（ｱ）計測を行った自動車の車名、型式、車台番号又はシリアル番号、車

両重量及び最大安定傾斜角度計測値 

（ｲ）最大安定傾斜角度の測定を行った者の氏名又は名称、測定場所及び

測定日 

 

ウ 自動車製作者又は別表2「外国の試験機関」に定める外国の試験機関が日

本国外において①の測定条件及び測定方法（①イ（ｱ）ただし書を除く。）に

より計測したときの値を記載した書面（最大安定傾斜角度実測書）により算

定した値を最大安定傾斜角度とする。 

この場合において、エ（ｲ）の車両重量と当該検査申請に係る自動車を重

量計を用いて測定したときの車両重量が±50kg（普通自動車及び大型特殊自

動車にあっては±100kg）の範囲を超えて相違するときは、当該最大安定傾

斜角度実測書により算定した値を無効とする。 

エ ウの場合において、最大安定傾斜角度実測書は、次に掲げる事項が記載さ

れた原本又は当該書面の写しであって照合済である旨の表示を事務所等で

行ったものであり、かつ、和訳が添付されたものであること。 

（ｱ）①の測定条件及び測定方法で計測した旨 

（ｲ）計測を行った自動車の車名、型式、車台番号又はシリアル番号、車

両重量及び最大安定傾斜角度計測値 

（ｳ）最大安定傾斜角度の測定を行った者の氏名又は名称、測定場所及び

測定日 

（ｴ）最大安定傾斜角度実測書を発行した日付、発行者の氏名、所属、職

名、電話番号、FAX 番号（E メールでも可）及び発行者のサイン 

（4）（略） 

（5）次に掲げる自動車（理事長が指定する自動車を除く。）にあっては、（1）④の規定に

関し、（3）の規定にかかわらず、視認その他適切な方法により審査することができる。 

ただし、②に掲げる自動車にあっては、同一の受検者により同一の事務所等に申請

された場合に限る。 

① 次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、別添

2の 5.1.（3）③に該当するものに限る。） 

ア～ウ（略） 

②（略） 

 

7-7～7-8（略） 7-7～7-8（略） 

 

7-9 原動機及び動力伝達装置 

7-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）

7-9 原動機及び動力伝達装置 

7-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型
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の原動機は、運転者席において始動できるものでなければならない。（保安基準第 8

条第 2項） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満

の自動車を除く。）の加速装置は、運転者が操作を行わない場合に、当該装置の作動

を自動的に解除するための独立に作用する2個以上のばねその他の装置を備えなけれ

ばならない。（保安基準第 8 条第 3項） 

 

7-9-2～7-9-3（略） 

7-9-4 適用関係の整理 

（1）～（2）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（3）次に掲げる自動車にあっては、7-9-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 4条第 4項、第 5項、第 6 項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供す

る自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

7-9-5（略） 

7-9-6 従前規定の適用② 

平成 6 年 3 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 4条第 1項第 4号関係） 

7-9-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）

の原動機は、運転者席において始動できるものでなければならない。（保安基準第 8

条第 2項） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-9-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 4条第 4 項、第 5項、第 6項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自

動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

特殊自動車を除く。）の原動機は、運転者席において始動できるものでなければなら

ない。（保安基準第 8条第 2 項） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車を除

く。）の加速装置は、運転者が操作を行わない場合に、当該装置の作動を自動的に解

除するための独立に作用する 2 個以上のばねその他の装置を備えなければならない。

（保安基準第 8条第 3項） 

7-9-2～7-9-3（略） 

7-9-4 適用関係の整理 

（1）～（2）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（3）次に掲げる自動車にあっては、7-9-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 4条第 4項、第 5項、第 6 項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供す

る自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特

殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

7-9-5（略） 

7-9-6 従前規定の適用② 

平成 6 年 3 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 4条第 1項第 4号関係） 

7-9-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型

特殊自動車を除く。）の原動機は、運転者席において始動できるものでなければなら

ない。（保安基準第 8条第 2 項） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-9-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 4条第 4 項、第 5項、第 6項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自

動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車

並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 
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7-9-7-1（略） 

 

7-9-7-1（略） 

 

7-10（略） 

 

7-10（略） 

 

7-11 走行装置 

7-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 9 条第 1 項関係、細目告示第 11 条第 2 項関係、細目告示第 89 条第 1 項及び第 2

項関係） 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、検査用ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが

混入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）（略） 

（3）自動車の空気入ゴムタイヤは、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、

滑り止めに係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 9 条第 2 項関係、細目告示第

11 条第 3項関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用

に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のものに備えるタイヤ空気圧監視装置は、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に適合

するものでなければならない。 

 

この場合において、次に掲げるタイヤ空気圧監視装置であってその機能を損な

うおそれのある改造、損傷等のないものは、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に適合す

るものとする。 

なお、視認等によりタイヤ空気圧監視装置が備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（細目告示第 11 条第 5項、第 89 条第 5項）

ア～ウ（略） 

（4）～（5）（略） 

7-11-2～7-11-4（略） 

7-11-5 従前規定の適用① 

平成 16 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 5条関係） 

7-11 走行装置 

7-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 9 条第 1 項関係、細目告示第 11 条第 2 項関係、細目告示第 89 条第 1 項及び第 2

項関係） 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、点検ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが混

入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）（略） 

（3）自動車の空気入ゴムタイヤは、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、

滑り止めに係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 9 条第 2 項関係、細目告示第

11 条第 3項関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、

カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車

定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のものに備えるタイヤ空気圧監視装置は、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に

適合するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるタイヤ空気圧監視装置であってその機能を損な

うおそれのある改造、損傷等のないものは、UN R64-02-S2 の 5.及び 6.に適合す

るものとする。 

なお、視認等によりタイヤ空気圧監視装置が備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（細目告示第 11 条第 5項、第 89 条第 5項） 

ア～ウ（略） 

（4）～（5）（略） 

7-11-2～7-11-4（略） 

7-11-5 従前規定の適用① 

平成 16 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 5条関係） 
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7-11-5-1 性能要件 

（1）自動車の走行装置は、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければならない。

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合しないものとする。 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、検査用ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが

混入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）～（6）（略） 

7-11-6 従前規定の適用② 

平成 30 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-11-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、検査用ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが

混入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）～（4）（略） 

 

7-11-5-1 性能要件 

（1）自動車の走行装置は、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合しないものとする。 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、点検ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが混

入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）～（6）（略） 

7-11-6 従前規定の適用② 

平成 30 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-11-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、点検ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが混

入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）～（4）（略） 

 

7-12 操縦装置 

7-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車の運転に際して操作を必要とす

る次に掲げる装置は、運転者が定位置において容易に識別でき、かつ、操作できるも

のとして、配置、識別表示等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

（2）の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 10 条関係） 

 

①～③（略） 

（2）～（5）（略） 

7-12-2～7-12-3（略） 

7-12-4 適用関係の整理 

（1）～（3）（略） 

（4）次に掲げる自動車については、7-12-8（従前規定の適用④）を適用する。 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供

7-12 操縦装置 

7-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車並びに小型特殊自動車の運転に際して操作を必要とする次に掲げる装置は、運転

者が定位置において容易に識別でき、かつ、操作できるものとして、配置、識別表示

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、（2）の基準に適合するも

のでなければならない。（保安基準第 10 条関係） 

①～③（略） 

（2）～（5）（略） 

7-12-2～7-12-3（略） 

7-12-4 適用関係の整理 

（1）～（3）（略） 

（4）次に掲げる自動車については、7-12-8（従前規定の適用④）を適用する。 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供
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する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自

動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）（適用関係告示第 6条第 4項関係）

 

③（略） 

（5）次に掲げる自動車にあっては、7-12-9（従前規定の適用⑤）を適用する。（適用関係

告示第 6条第 6項及び第 7項関係） 

①（略） 

② 次に掲げる自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車であっ

て車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自動車であって車両

総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型

特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

ア～イ（略） 

7-12-5～7-12-7（略） 

7-12-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する

自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）（適用関係告示第 6条第 4 項関係） 

 

③（略） 

7-12-8-1（略） 

7-12-9 従前規定の適用⑤ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 6条第 6 項及び第 7項関係） 

①（略） 

② 次に掲げる自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車であって

車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重

量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自

動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

ア～イ（略） 

7-12-9-1（略） 

 

する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自

動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに

小型特殊自動車を除く。）（適用関係告示第 6条第 4項関係） 

③（略） 

（5）次に掲げる自動車にあっては、7-12-9（従前規定の適用⑤）を適用する。（適用関係

告示第 6条第 6項及び第 7項関係） 

①（略） 

② 次に掲げる自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車であっ

て車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自動車であって車両

総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタ

ピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引

自動車を除く。） 

ア～イ（略） 

7-12-5～7-12-7（略） 

7-12-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する

自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊

自動車を除く。）（適用関係告示第 6条第 4 項関係） 

③（略） 

7-12-8-1（略） 

7-12-9 従前規定の適用⑤ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 6条第 6 項及び第 7項関係） 

①（略） 

② 次に掲げる自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車であって

車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重

量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及

びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を

除く。） 

ア～イ（略） 

7-12-9-1（略） 

 

7-13 かじ取装置 

7-13-1 性能要件 

7-13-1-1 テスタ等による審査 

四輪以上の自動車（諸元表等により審査した際に、UN R79-02 の 5.及び 6.に適合する

7-13 かじ取装置 

7-13-1 性能要件 

7-13-1-1 テスタ等による審査 

四輪以上の自動車（諸元表等により審査した際に、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を
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ことが明らかなものを除く。）のかじ取装置は、かじ取車輪の横滑り量に関し、テスタ

等その他適切な方法により審査したときに、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用

いて計測した場合の横滑り量が、走行 1m について 5mm を超えてはならない。 

 

ただし、その輪数が四輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用い

て計測した場合に、指定自動車等の自動車製作者等がかじ取装置について安全な運行を

確保できるものとして指定する横滑り量の範囲内にある場合にあっては、この限りでな

い。（保安基準第 11 条第 1 項関係、細目告示第 13 条第 1 項第 1 号リ関係、細目告示第

91 条第 1項第 1号ル関係） 

7-13-1-2（略） 

7-13-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）

のかじ取装置は、UN R79-02 の 5.及び 6.に適合するものでなければならない。 

 

ただし、UN R79-02 に定める自動命令型操舵機能（2.3.4.1.1.及び 2.3.4.1.2.を除

く。）については、5.6.の規定は適用しない。 

この場合において、次に掲げるかじ取装置であって、その機能を損なうおそれのあ

る改造、損傷等のないものは、UN R79-02 の 5.及び 6.に適合するものとみなす。（細

目告示第 13 条第 2項関係、細目告示第 91 条第 2項関係） 

①～③（略） 

（2）（略） 

（3）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R12-04-S4

の 5.（5.5.を除く。）及び 6.に適合するものでなければならない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人の自動車及びその形状が専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人の自動車の形状に類する自動車について、UN R12-04-S4 の

5.1.及び 5.3.の規定は適用しないものとする。（保安基準第 11 条第 2 項関係、細目告

示第 13 条第 2 項関係、細目告示第 91 条第 2項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（4）～（5）（略） 

7-13-2～7-13-3（略） 

7-13-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）昭和 48 年 10 月 1 日から平成 21 年 8 月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供す

る自動車（次に掲げるものを除く。）については、7-13-6（従前規定の適用②）の規

除く。）及び 6.に適合することが明らかなものを除く。）のかじ取装置は、かじ取車輪の

横すべり量に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、かじ取車輪をサ

イドスリップ・テスタを用いて計測した場合の横すべり量が、走行 1m について 5mm を

超えてはならない。 

ただし、その輪数が四輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用い

て計測した場合に、指定自動車等の自動車製作者等がかじ取装置について安全な運行を

確保できるものとして指定する横すべり量の範囲内にある場合にあっては、この限りで

ない。（保安基準第 11 条第 1 項関係、細目告示第 13 条第 1 項第 1 号リ関係、細目告示

第 91 条第 1項第 1号ル関係） 

7-13-1-2（略） 

7-13-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する

軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）のかじ取装置は、UN 

R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に適合するものでなければならない。 

 

 

この場合において、次に掲げるかじ取装置であって、その機能を損なうおそれのあ

る改造、損傷等のないものは、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に適合

するものとみなす。（細目告示第 13 条第 2 項関係、細目告示第 91 条第 2項関係） 

①～③（略） 

（2）（略） 

（3）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R12-04-S4

の 5.（5.5.を除く。）及び 6.に適合するものでなければならない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人の自動車及びその形状が専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人の自動車の形状に類する自動車について、UN R12-04-S4 の

5.1.及び 5.3.の規定は適用しないものとする。（保安基準第 11 条第 2 項関係、細目告

示第 13 条第 2 項関係、細目告示第 91 条第 2項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（4）～（5）（略） 

7-13-2～7-13-3（略） 

7-13-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）昭和 48 年 10 月 1 日から平成 21 年 8 月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供す

る自動車（次に掲げるものを除く。）については、7-13-6（従前規定の適用②）の規
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定を適用する。（適用関係告示第 7条第 2 項関係） 

①～③（略） 

（削除） 

④～⑥（略） 

（3）～（7）（略） 

（8）次の自動車については、7-13-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用する。（適用関

係告示第 7条第 10 項関係） 

① 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 3 月 31 日）以前に製作された自動車 

② 平成 30 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日まで（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31

日まで）に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

型式指定自動車 

イ 平成 30 年 4 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 4月 1日）以降の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

型式指定自動車であって、平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定

自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る

指定を受けた共通構造部型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補

正操舵機能のいずれをも有しないものを除く。）の性能が同一のもの 

ウ 指定自動車等以外の自動車 

③ 平成 31 年 10 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 4 月 1 日）以降に製作された自動車であって、平成 31 年 10

月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車にあっては平成 32

年 4月 1日）以降の型式指定自動車にあっては平成 31 年 9月 30 日（赤色の光学

警報装置を表示することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前

の型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補正操舵機能のいずれをも有

しないものに限る。）の性能が同一のもの 

④ 新たに運行の用に供しようとする共通構造部型式指定自動車であって、出荷検

査証（審査当日において、発行後 11 月を経過していないものに限る。）の発行日

が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のもの 

⑤ 使用の過程にある共通構造部型式指定自動車であって、自動車検査証等の備考

欄に記載されている保安基準適用年月日が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報

信号を表示することができない自動車にあっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のも

の 

定を適用する。（適用関係告示第 7条第 2 項関係） 

①～③（略） 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑤～⑦（略） 

（3）～（7）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

53 / 521 

新 旧 

7-13-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 7条第 1項関係） 

7-13-5-1 性能要件 

（1）四輪以上の自動車は、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測した場合

の横滑り量が、走行 1m について 5mm を超えてはならない。 

（2）（略） 

7-13-6 従前規定の適用② 

昭和 48年 10月 1日から平成 21年 8月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供する

自動車（次に掲げるものを除く。）については、7-13-6-1 の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 7 条第 2項関係） 

①～③（略） 

（削除） 

④～⑥（略） 

7-13-6-1 性能要件 

7-13-6-1-1～7-13-6-1-2（略） 

7-13-6-1-3 書面等による審査 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び最高速

度 50km/h 未満の自動車を除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等において衝撃

を受けた場合において運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の保

護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 17 年 12

月 21 日付け国土交通省告示第 1437 号による改正前の細目告示別添 6「衝撃吸収式か

じ取装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

 

（2）（略） 

7-13-7～7-13-8（略） 

7-13-9 従前規定の適用⑤ 

次の自動車については、7-13-9-1 の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 7条第 5 項、第 6項関係） 

①～②（略） 

7-13-9-1 性能要件 

7-13-9-1-1～7-13-9-1-2（略） 

7-13-9-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6

月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 6「衝撃吸収式かじ

取装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑥（略） 

（削除） 

7-13-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 7条第 1項関係） 

7-13-5-1 性能要件 

（1）四輪以上の自動車は、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測した場合

の横すべり量が、走行 1m について 5mm を超えてはならない。 

（2）（略） 

7-13-6 従前規定の適用② 

昭和 48年 10 月 1日から平成 21年 8月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供する

自動車（次に掲げるものを除く。）については、7-13-6-1 の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 7 条第 2項関係） 

①～③（略） 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑤～⑦（略） 

7-13-6-1 性能要件 

7-13-6-1-1～7-13-6-1-2（略） 

7-13-6-1-3 書面等による審査 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、カタピラ

及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 50km/h 未満の自動車を除く。）のかじ取装

置は、当該自動車が衝突等において衝撃を受けた場合において運転者に傷害を与える

おそれの少ないものとして、運転者の保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、平成 17 年 12 月 21 日付け国土交通省告示第 1437 号による

改正前の細目告示別添 6「衝撃吸収式かじ取装置の技術基準」に定める基準に適合す

るものでなければならない。 

（2）（略） 

7-13-7～7-13-8（略） 

7-13-9 従前規定の適用⑤ 

次の自動車については、7-13-9-1 の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 7条第 5 項、第 6項関係） 

①～②（略） 

7-13-9-1 性能要件 

7-13-9-1-1～7-13-9-1-2（略） 

7-13-9-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6

月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 6「衝撃吸収式かじ

取装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 
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⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（2）～（3）（略） 

7-13-10 従前規定の適用⑥ 

次の自動車については、7-13-10-1 の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 7条第 7 項、第 8項関係） 

①～②（略） 

7-13-10-1 性能要件 

7-13-10-1-1～7-13-10-1-2（略） 

7-13-10-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R12-04-S1

の 5.（5.5.を除く。）及び 6.に適合するものでなければならない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人の自動車及びその形状が専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人の自動車の形状に類する自動車について、UN R12-04-S1 の

5.1.及び 5.3.の規定は適用しないものとする。 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（2）～（3）（略） 

7-13-11（略） 

7-13-12 従前規定の適用⑧ 

次の自動車については、次の規定に適合するものであればよい。（適用関係告示第 7

条第 10 項関係） 

① 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 3 月 31 日）以前に製作された自動車 

② 平成 30 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日まで（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31

日まで）に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

型式指定自動車 

イ 平成 30 年 4 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 4月 1日）以降の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（2）～（3）（略） 

7-13-10 従前規定の適用⑥ 

次の自動車については、7-13-10-1 の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 7条第 7 項、第 8項関係） 

①～②（略） 

7-13-10-1 性能要件 

7-13-10-1-1～7-13-10-1-2（略） 

7-13-10-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、当該自動車が衝突等による衝撃

を受けた場合において、運転者に傷害を与えるおそれの少ないものとして、運転者の

保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R12-04-S1

の 5.（5.5.を除く。）及び 6.に適合するものでなければならない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人の自動車及びその形状が専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人の自動車の形状に類する自動車について、UN R12-04-S1 の

5.1.及び 5.3.の規定は適用しないものとする。 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（2）～（3）（略） 

7-13-11（略） 

（新設） 

 



新旧対照表 

55 / 521 

新 旧 

型式指定自動車であって、平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定

自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る

指定を受けた共通構造部型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補

正操舵機能のいずれをも有しないものを除く。）の性能が同一のもの 

ウ 指定自動車等以外の自動車 

③ 平成 31 年 10 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 4 月 1 日）以降に製作された自動車であって、平成 31 年 10

月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車にあっては平成 32

年 4月 1日）以降の型式指定自動車にあっては平成 31 年 9月 30 日（赤色の光学

警報装置を表示することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前

の型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補正操舵機能のいずれをも有

しないものに限る。）の性能が同一のもの 

④ 新たに運行の用に供しようとする共通構造部型式指定自動車であって、出荷検

査証（審査当日において、発行後 11 月を経過していないものに限る。）の発行日

が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のもの 

⑤ 使用の過程にある共通構造部型式指定自動車であって、自動車検査証等の備考

欄に記載されている保安基準適用年月日が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報

信号を表示することができない自動車にあっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のも

の 

7-13-12-1 性能要件 

7-13-12-1-1 テスタ等による審査 

四輪以上の自動車（諸元表等により審査した際に、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を

除く。）及び 6.に適合することが明らかなものを除く。）のかじ取装置は、かじ取車輪の

横滑り量に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、かじ取車輪をサイ

ドスリップ・テスタを用いて計測した場合の横滑り量が、走行 1m について 5mm を超え

てはならない。 

ただし、その輪数が四輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用い

て計測した場合に、指定自動車等の自動車製作者等がかじ取装置について安全な運行を

確保できるものとして指定する横滑り量の範囲内にある場合にあっては、この限りでな

い。 

7-13-12-1-2 視認等による審査 

7-13-1-2 に同じ。 

7-13-12-1-3 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）

のかじ取装置は、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に適合するものでな

ければならない。 

この場合において、次に掲げるかじ取装置であって、その機能を損なうおそれのあ

る改造、損傷等のないものは、UN R79-01-S5 の 5.（5.1.6.1.を除く。）及び 6.に適合
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するものとみなす。 

① 7-13-1-3（1）①に同じ。 

② 7-13-1-3（1）②に同じ。 

③ 7-13-1-3（1）③に同じ。 

（2）7-13-1-3（2）に同じ。 

（3）7-13-1-3（3）に同じ。 

（4）7-13-1-3（4）に同じ。 

（5）7-13-1-3（5）に同じ。 

 

7-14 施錠装置等 

7-14-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員11人以上の自動車及び被牽引自動車を除く。）

及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車及び被牽引自

動車を除く。）の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装

置（二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車に備える制動装置を除く。）には、

施錠装置を備えなければならない。（保安基準第 11 条の 2第 1項） 

 

7-14-2 性能要件 

7-14-2-1 視認等による審査 

（1）自動車の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装置に

備える施錠装置は、その作動により施錠装置を備えた装置の機能を確実に停止させ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①イ及び③の規定は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には、適用しない。

（保安基準第 11 条の 2 第 2 項関係、細目告示第 14 条第 1 項関係、細目告示第 92 条

第 1項関係） 

①～⑤（略） 

（2）（略） 

7-14-2-2 書面等による審査 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動

車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備え

るイモビライザは、その作動により原動機その他運行に必要な装置の機能を確実に停

止させ、かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、書面その

他適切な方法により審査したときに細目告示別添 9「イモビライザの技術基準」

（5.3.8.及び別紙 1 の規定を除く。）に定める基準に適合するものでなければならな

い。 

この場合において、視認等によりイモビライザが備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（保安基準第 11 条の 2第 3項関係、細目告示第

14 条第 2項関係、細目告示第 92 条第 3項関係） 

7-14 施錠装置等 

7-14-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員11人以上の自動車及び被牽引自動車を除く。）

及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車及び被牽引自

動車を除く。）の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装

置（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車に備える制動装置を除く。）には、施錠装置を備えなければならない。（保安基準第

11 条の 2 第 1 項） 

7-14-2 性能要件 

7-14-2-1 視認等による審査 

（1）自動車の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装置に

備える施錠装置は、その作動により施錠装置を備えた装置の機能を確実に停止させ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①イ及び③の規定は、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車には、適用しない。（保安基準第 11 条の 2 第 2項関係、細目告

示第 14 条第 1 項関係、細目告示第 92 条第 1項関係） 

①～⑤（略） 

（2）（略） 

7-14-2-2 書面等による審査 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除

く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自

動車及び被牽引自動車を除く。）に備えるイモビライザは、その作動により原動機そ

の他運行に必要な装置の機能を確実に停止させ、かつ、安全な運行を妨げないものと

して構造、施錠性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに細目告示

別添 9「イモビライザの技術基準」（5.3.8.及び別紙 1 の規定を除く。）に定める基準

に適合するものでなければならない。 

この場合において、視認等によりイモビライザが備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（保安基準第 11 条の 2第 3項関係、細目告示第

14 条第 2項関係、細目告示第 92 条第 3項関係） 
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（2）（略） 

7-14-3～7-14-5（略） 

7-14-6 従前規定の適用② 

平成 18 年 6月 30 日（軽自動車にあっては平成 20 年 6月 30 日）以前に製作された自

動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 8条第 1項、

第 2項及び第 3項関係） 

7-14-6-1（略） 

7-14-6-2 性能要件 

自動車の施錠装置は、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、③の規定は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には、適用しない。 

 

①～⑤（略） 

 

（2）（略） 

7-14-3～7-14-5（略） 

7-14-6 従前規定の適用② 

平成 18 年 6月 30 日（軽自動車にあっては平成 20 年 6月 30 日）以前に製作された自

動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 8条第 1項、

第 2項及び第 3項関係） 

7-14-6-1（略） 

7-14-6-2 性能要件 

自動車の施錠装置は、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、③の規定は二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車には、適用しない。 

①～⑤（略） 

 

7-15 トラック・バスの制動装置 

7-15-1～7-15-3（略） 

7-15-4 適用関係の整理 

（1）～（12）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（13）次に掲げる自動車については、7-15-17（従前規定の適用⑬）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

7-15-5～7-15-10（略） 

7-15-11 従前規定の適用⑦ 

次の表に掲げる区分に応じた「最終適用年月日」以前に製作された自動車（被牽引自

動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 9

条第 18 項、第 19 項、第 20 項、第 21 項、第 22 項、第 23 項、第 39 項及び第 42 項関係）

表（略） 

7-15-11-1（略） 

7-15-11-2 性能要件 

7-15-11-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）①の状態で計測した制動力が（2）②に掲げる基準

に適合している制動装置は、次の基準に適合するものとする。 

① 制動装置は、かじ取性能を損なわないで作用する構造及び性能を有するもので

あり、ブレーキの片ぎき等による横滑りをおこすものでないこと。 

②（略） 

7-15-11-2-2～7-15-11-2-3（略） 

7-15 トラック・バスの制動装置 

7-15-1～7-15-3（略） 

7-15-4 適用関係の整理 

（1）～（12）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（13）次に掲げる自動車については、7-15-17（従前規定の適用⑬）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

7-15-5～7-15-10（略） 

7-15-11 従前規定の適用⑦ 

次の表に掲げる区分に応じた「最終適用年月日」以前に製作された自動車（被牽引自

動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 9

条第 18 項、第 19 項、第 20 項、第 21 項、第 22 項、第 23 項、第 39 項及び第 42 項関係） 

表（略） 

7-15-11-1（略） 

7-15-11-2 性能要件 

7-15-11-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）①の状態で計測した制動力が（2）②に掲げる基準

に適合している制動装置は、次の基準に適合するものとする。 

① 制動装置は、かじ取性能を損なわないで作用する構造及び性能を有するもので

あり、ブレーキの片ぎき等による横すべりをおこすものでないこと。 

②（略） 

7-15-11-2-2～7-15-11-2-3（略） 
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7-15-12～7-15-16（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-15-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

7-15-17-1～7-15-17-2（略） 

 

7-15-12～7-15-16（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-15-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

7-15-17-1～7-15-17-2（略） 

 

7-16（略） 

 

7-16（略） 

 

7-17 二輪車の制動装置 

7-17-1（略） 

7-17-2 性能要件 

7-17-2-1～7-17-2-2（略） 

7-17-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、UN R78-04 の 5.及び 6.に定める基準に適合するものでなければならな

い。 

この場合において、指定自動車等（使用の過程にある自動車を除く。）以外の二輪

自動車及び側車付二輪自動車であって、UN R78-04 附則 3 の「3.乾燥状態での停止テ

スト－単一のサービスブレーキコントロールを作動」及び「4.乾燥状態での停止テス

ト－全てのサービスブレーキコントロールを作動」の基準に適合するものは、「5.高

速テスト」の基準に適合するものとして取扱うものとする。 

 

（3）走行中の自動車の制動に著しい支障を及ぼす車輪の回転運動の停止を有効に防止す

ることができる装置は、UN R78-04 附則 3 の 9.に適合するものであること。 

（4）（略） 

7-17-4 適用関係の整理 

（1）平成 11 年 6月 30 日以前に製作された自動車（平成 9年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車を除く。）については、7-17-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関

係告示第 9条第 5項第 6号関係） 

（2）（略） 

（3）次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車については、7-17-7（従前規定の適用

③）の規定を適用する。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車であって、平成 23 年 6 月 17 日以前

に製作された自動車（平成 19 年 6 月 28 日以前の型式指定自動車と種別、車体の

7-17 二輪車の制動装置 

7-17-1（略） 

7-17-2 性能要件 

7-17-2-1～7-17-2-2（略） 

7-17-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、UN R78-03-S3 の 5.及び 6.に定める基準に適合するものでなければなら

ない。 

この場合において、指定自動車等（8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する

自動車を除く。）以外の二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、UN R78-03-S1 附

則 3の「3.乾燥状態での停止テスト－単一のサービスブレーキコントロールを作動」

及び「4.乾燥状態での停止テスト－全てのサービスブレーキコントロールを作動」の

基準に適合するものは、「5.高速テスト」の基準に適合するものとして取扱うものと

する。 

（3）走行中の自動車の制動に著しい支障を及ぼす車輪の回転運動の停止を有効に防止す

ることができる装置は、UN R78-03-S3 附則 3の 9.に適合するものであること。 

（4）（略） 

7-17-4 適用関係の整理 

（1）平成 11 年 6月 30 日以前に製作された自動車（平成 9年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車及び型式認定自動車を除く。）については、7-17-5（従前規定の適用①）の規定

を適用する。（適用関係告示第 9条第 5項第 6号関係） 

（2）（略） 

（3）次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車については、7-17-7（従前規定の適用

③）の規定を適用する。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車であって、平成

23 年 6 月 17 日以前に製作された自動車（平成 19 年 6 月 28 日以前の型式指定自
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外形、燃料の種類、動力用電源装置の種類、動力伝達装置の種類及び主要構造、

走行装置の種類及び主要構造、操縦装置の種類及び主要構造、懸架装置の種類及

び主要構造、車枠並びに主制動装置の構造が同一である自動車に限る。） 

 

（4）～（5）（略） 

7-17-5 従前規定の適用① 

平成 11 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 9 年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車を除く。）については、7-18「大型特殊自動車等の制動装置」の基準（二輪自動車

にあっては 7-18-14-2-1（2）④、7-18-14-2-2②、7-18-14-2-3（2）①及び②に係る部

分を除き、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては7-18-14-2-2②及び7-18-14-2-3

（2）①に係る部分を除く。）に適合するものであればよい。（適用関係告示第 9 条第 5

項第 6号関係） 

7-17-6 従前規定の適用② 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 3号関係） 

7-17-6-1（略） 

7-17-6-2 性能要件 

7-17-6-2-1～7-17-6-2-2（略） 

7-17-6-2-3 書面等による審査 

（1）制動装置は、平成 19 年 6 月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改正前の細目

告示別添 13「二輪車の制動装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。 

この場合において、指定自動車等（使用の過程にある自動車を除く。）以外の二輪

自動車及び側車付二輪自動車であって、同技術基準の 4.2.1.常温時制動試験の基準に

適合するものは、4.2.2.常温時高速制動試験の基準に適合するものとして取扱うもの

とする。 

（2）～（3）（略） 

7-17-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車は、次の基準に適合するものであればよ

い。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車であって、平成 23 年 6 月 17 日以前に

製作された自動車（平成 19 年 6月 28 日以前の型式指定自動車と種別、車体の外形、

燃料の種類、動力用電源装置の種類、動力伝達装置の種類及び主要構造、走行装置

の種類及び主要構造、操縦装置の種類及び主要構造、懸架装置の種類及び主要構造、

車枠並びに主制動装置の構造が同一である自動車に限る。） 

 

7-17-7-1（略） 

7-17-7-2 性能要件 

7-17-7-2-1～7-17-7-2-2（略） 

動車及び型式認定自動車と種別、車体の外形、燃料の種類、動力用電源装置の種

類、動力伝達装置の種類及び主要構造、走行装置の種類及び主要構造、操縦装置

の種類及び主要構造、懸架装置の種類及び主要構造、車枠並びに主制動装置の構

造が同一である自動車に限る。） 

（4）～（5）（略） 

7-17-5 従前規定の適用① 

平成 11 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 9 年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車及び型式認定自動車を除く。）については、7-18「大型特殊自動車等の制動装置」

の基準（二輪自動車にあっては 7-18-14-2-1（2）④、7-18-14-2-2②、7-18-14-2-3（2）

①及び②に係る部分を除き、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては 7-18-14-2-2

②及び 7-18-14-2-3（2）①に係る部分を除く。）に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 9条第 5項第 6号関係） 

7-17-6 従前規定の適用② 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 3号関係） 

7-17-6-1（略） 

7-17-6-2 性能要件 

7-17-6-2-1～7-17-6-2-2（略） 

7-17-6-2-3 書面等による審査 

（1）制動装置は、平成 19 年 6 月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改正前の細目

告示別添 13「二輪車の制動装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。 

この場合において、指定自動車等（8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する

自動車を除く。）以外の二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、同技術基準の

4.2.1.常温時制動試験の基準に適合するものは、4.2.2.常温時高速制動試験の基準に

適合するものとして取扱うものとする。 

（2）～（3）（略） 

7-17-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車は、次の基準に適合するものであればよ

い。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車であって、平成 23

年 6 月 17 日以前に製作された自動車（平成 19 年 6 月 28 日以前の型式指定自動車

及び型式認定自動車と種別、車体の外形、燃料の種類、動力用電源装置の種類、動

力伝達装置の種類及び主要構造、走行装置の種類及び主要構造、操縦装置の種類及

び主要構造、懸架装置の種類及び主要構造、車枠並びに主制動装置の構造が同一で

ある自動車に限る。） 

7-17-7-1（略） 

7-17-7-2 性能要件 

7-17-7-2-1～7-17-7-2-2（略） 
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7-17-7-2-3 書面等による審査 

（1）制動装置は、平成 19 年 6 月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改正前の細目

告示別添 13「二輪車の制動装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。 

この場合において、指定自動車等（使用の過程にある自動車を除く。）以外の二輪

自動車及び側車付二輪自動車であって、同技術基準の 4.2.1.常温時制動試験の基準に

適合するものは、4.2.2.常温時高速制動試験の基準に適合するものとして取扱うもの

とする。 

（2）～（3）（略） 

7-17-8 従前規定の適用④ 

平成 33 年 9月 30 日以前に製作された自動車（平成 30 年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 9条第 46 項、第 50 項関係） 

7-17-8-1（略） 

7-17-8-2 性能要件 

7-17-8-2-1～7-17-8-2-2（略） 

7-17-8-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、UN R78-03-S1、S2 又は S3 の 5.及び 6.に定める基準に適合するもので

なければならない。 

この場合において、指定自動車等（使用の過程にある自動車を除く。）以外の二輪

自動車及び側車付二輪自動車であって、UN R78-03-S1、S2 又は S3 の附則 3 の「3.乾

燥状態での停止テスト－単一のサービスブレーキコントロールを作動」及び「4.乾燥

状態での停止テスト－全てのサービスブレーキコントロールを作動」の基準に適合す

るものは、「5.高速テスト」の基準に適合するものとして取扱うものとする。 

 

（3）走行中の自動車の制動に著しい支障を及ぼす車輪の回転運動の停止を有効に防止す

ることができる装置は、UN R78-03-S1、S2 又は S3 の附則 3の 9.に適合するものであ

ること。 

（4）（略） 

7-17-9（略） 

 

7-17-7-2-3 書面等による審査 

（1）制動装置は、平成 19 年 6 月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改正前の細目

告示別添 13「二輪車の制動装置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。 

この場合において、指定自動車等（8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する

自動車を除く。）以外の二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、同技術基準の

4.2.1.常温時制動試験の基準に適合するものは、4.2.2.常温時高速制動試験の基準に

適合するものとして取扱うものとする。 

（2）～（3）（略） 

7-17-8 従前規定の適用④ 

平成 33 年 9月 30 日以前に製作された自動車（平成 30 年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 9条第 46 項関係） 

7-17-8-1（略） 

7-17-8-2 性能要件 

7-17-8-2-1～7-17-8-2-2（略） 

7-17-8-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、UN R78-03-S1 の 5.及び 6.に定める基準に適合するものでなければなら

ない。 

この場合において、指定自動車等（8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する

自動車を除く。）以外の二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、UN R78-03-S1 附

則 3の「3.乾燥状態での停止テスト－単一のサービスブレーキコントロールを作動」

及び「4.乾燥状態での停止テスト－全てのサービスブレーキコントロールを作動」の

基準に適合するものは、「5.高速テスト」の基準に適合するものとして取扱うものと

する。 

（3）走行中の自動車の制動に著しい支障を及ぼす車輪の回転運動の停止を有効に防止す

ることができる装置は、UN R78-03-S1 附則 3の 9.に適合するものであること。 

 

（4）（略） 

7-17-9（略） 

 

7-18 大型特殊自動車等の制動装置 

7-18-1 装備要件 

大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車（7-19 に規定する自動車を除く。）

には、走行中の自動車が確実かつ安全に減速及び停止を行うことができ、かつ、平坦な

舗装路面等で確実に当該自動車を停止状態に保持できるものとして、制動性能に関し、

7-18-2 の基準に適合する独立に作用する 2 系統以上の制動装置を備えなければならな

い。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車に

7-18 大型特殊自動車等の制動装置 

7-18-1 装備要件 

大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並

びに最高速度 25km/h 以下の自動車（7-19 に規定する自動車を除く。）には、走行中の自

動車が確実かつ安全に減速及び停止を行うことができ、かつ、平坦な舗装路面等で確実

に当該自動車を停止状態に保持できるものとして、制動性能に関し、7-18-2 の基準に適

合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最
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あっては、7-18-2 の基準に適合する 1系統の制動装置を備えればよい。（保安基準第 12

条第 1項関係） 

7-18-2 性能要件 

7-18-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし②の規定は最高速度35km/h未満の大型特殊自動車及び最高速度25km/h未満

の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①、③及び⑤の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速

度 25km/h 以下の自動車については適用しない。（細目告示第 15 条第 5 項関係、細目

告示第 93 条第 5項関係） 

①～⑤（略） 

7-18-2-3 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）主制動装置は、その配管（2 以上の車輪への共用部分を除く。）の一部が損傷した場

合においても 2以上の車輪を制動することができる構造であること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、最高速度 25km/h 未満の自動車及

び非常用制動装置を備えた自動車にあっては、この限りでない。（細目告示第 93 条第

5項第 5号関係） 

（4）～（5）（略） 

7-18-3～7-18-4（略） 

7-18-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 3項第 1号、第 4 項関係） 

7-18-5-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあってはこれを 1 系統

とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②の基準に適合することを要しない。 

 

また、車両総重量 2t 未満の自動車（乗車定員 10 人未満の旅客自動車運送事業用自動

車を除く。）にあっては、これを 1系統とすることができる。 

7-18-5-2 性能要件 

7-18-5-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

高速度 25km/h 未満の自動車にあっては、7-18-2 の基準に適合する 1 系統の制動装置を

備えればよい。（保安基準第 12 条第 1項関係） 

7-18-2 性能要件 

7-18-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①、③及び⑤の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業

用小型特殊自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車については適用しない。（細目告

示第 15 条第 5 項関係、細目告示第 93 条第 5項関係） 

①～⑤（略） 

7-18-2-3 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）主制動装置は、その配管（2 以上の車輪への共用部分を除く。）の一部が損傷した場

合においても 2以上の車輪を制動することができる構造であること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、最

高速度 25km/h 未満の自動車及び非常用制動装置を備えた自動車にあっては、この限

りでない。（細目告示第 93 条第 5項第 5号関係） 

（4）～（5）（略） 

7-18-3～7-18-4（略） 

7-18-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 3項第 1号、第 4 項関係） 

7-18-5-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未満の自

動車にあってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②の基準に適

合することを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車（乗車定員 10 人未満の旅客自動車運送事業用自動

車を除く。）にあっては、これを 1系統とすることができる。 

7-18-5-2 性能要件 

7-18-5-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 
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（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未

満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-5-2-2～7-18-5-2-3（略） 

7-18-6 従前規定の適用② 

昭和 38 年 10 月 14 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 3 項第 2号関係） 

7-18-6-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車にあってはこれを 1 系統

とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②の基準に適合することを要しない。 

 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。

7-18-6-2（略） 

7-18-7 従前規定の適用③ 

昭和 43 年 7月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 2項第 2号関係） 

7-18-7-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に

あってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②の基準に適合する

ことを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。

7-18-7-2（略） 

7-18-8（略） 

7-18-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 46 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 3 項第 3号、第 4号関係） 

7-18-9-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に

あってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②及び 7-18-10-2-3

（1）①の基準に適合することを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。

7-18-9-2 性能要件 

（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊

自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-5-2-2～7-18-5-2-3（略） 

7-18-6 従前規定の適用② 

昭和 38 年 10 月 14 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 3 項第 2号関係） 

7-18-6-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車にあってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、7-18-9-2-1（2）②の基準に適

合することを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。 

7-18-6-2（略） 

7-18-7 従前規定の適用③ 

昭和 43 年 7月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 2項第 2号関係） 

7-18-7-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車にあってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、

7-18-9-2-1（2）②の基準に適合することを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。 

7-18-7-2（略） 

7-18-8（略） 

7-18-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 46 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 3 項第 3号、第 4号関係） 

7-18-9-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車にあってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、

7-18-9-2-1（2）②及び 7-18-10-2-3（1）①の基準に適合することを要しない。 

また、車両総重量 2t 未満の自動車にあっては、これを 1系統とすることができる。 

7-18-9-2 性能要件 
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7-18-9-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未

満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-9-2-2～7-18-9-2-3（略） 

7-18-10～7-18-13（略） 

7-18-14 従前規定の適用⑩ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 4号関係） 

7-18-14-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に

あってはこれを 1系統とすることができ、かつ、7-18-14-2-1（2）②、7-18-14-2-3（2）

①、7-18-14-2-2②及び④の基準に適合することを要しない。 

 

7-18-14-2 性能要件 

7-18-14-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未

満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-14-2-2（略） 

7-18-14-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）主制動装置は、その配管（2 以上の車輪への共用部分を除く。）の一部が損傷した場

合においても 2以上の車輪を制動することができる構造であること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、最高速度 25km/h 未満の自動車及

び非常用制動装置を備えた自動車にあっては、この限りでない。 

 

（3）～（4）（略） 

 

7-18-9-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊

自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-9-2-2～7-18-9-2-3（略） 

7-18-10～7-18-13（略） 

7-18-14 従前規定の適用⑩ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 4号関係） 

7-18-14-1 装備要件 

自動車には、次の基準に適合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車にあってはこれを 1 系統とすることができ、かつ、

7-18-14-2-1（2）②、7-18-14-2-3（2）①、7-18-14-2-2②及び④の基準に適合するこ

とを要しない。 

7-18-14-2 性能要件 

7-18-14-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）ブレーキ・テスタを用いて（1）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。 

ただし、②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊

自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

7-18-14-2-2（略） 

7-18-14-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）主制動装置は、その配管（2 以上の車輪への共用部分を除く。）の一部が損傷した場

合においても 2以上の車輪を制動することができる構造であること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、最

高速度 25km/h 未満の自動車及び非常用制動装置を備えた自動車にあっては、この限

りでない。 

（3）～（4）（略） 

 

7-19 被牽引自動車の制動装置 

7-19-1 装備要件 

（1）～（2）（略） 

7-19 被牽引自動車の制動装置 

7-19-1 装備要件 

（1）～（2）（略） 
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（3）次の①から③のいずれかに該当する被牽引自動車は、（1）の規定にかかわらず主制

動装置を省略することができる。（保安基準第 12 条第 2 項関係、細目告示第 15 条の 2

第 2項、第 3 項関係、細目告示第 16 条第 3項関係、細目告示第 93 条の 2第 2項、第

3項関係、細目告示第 94 条第 3項関係） 

① 当該被牽引自動車の車両総重量が 750kg 以下であり、かつ、当該被牽引自動車

と連結した状態において次のいずれかの基準に適合する制動装置を備えた牽引

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び最高

速度 25km/h 以下の自動車を除く。）により牽引されるもの 

 

ア～イ（略） 

② 当該被牽引自動車の車両総重量が 750kg 以下であり、かつ、二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車又は最高速度 25km/h 以下の自動車

により牽引されるもの 

 

③（略） 

7-19-2～7-19-3（略） 

7-19-4 適用関係の整理 

（1）～（5） 

（6）次に掲げる自動車については、7-19-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。 

①（略） 

② 指定自動車等以外の被牽引自動車であって車両総重量が 10t 以下のもの（適用

関係告示第 9 条第 1項第 45 号関係） 

7-19-5～7-19-7（略） 

7-19-8 従前規定の適用④ 

①から③に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用

関係告示第 9 条第 2項第 10 号、第 11 号及び第 3項第 8 号、第 9号関係） 

①～③（略） 

7-19-8-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）次に掲げる被牽引自動車の主制動装置は、7-19-8-2-1（2）①の基準にかかわらず、

慣性制動装置とすることができる。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車により牽引される被牽引自動車で車両

総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを除く。） 

 

7-19-8-2（略） 

7-19-9 従前規定の適用⑤ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 5号、第 6号及び第 7号関係） 

7-19-9-1 装備要件 

（3）次の①から③のいずれかに該当する被牽引自動車は、（1）の規定にかかわらず主制

動装置を省略することができる。（保安基準第 12 条第 2 項関係、細目告示第 15 条の 2

第 2項、第 3 項関係、細目告示第 16 条第 3項関係、細目告示第 93 条の 2第 2項、第

3項関係、細目告示第 94 条第 3項関係） 

① 当該被牽引自動車の車両総重量が 750kg 以下であり、かつ、当該被牽引自動車

と連結した状態において次のいずれかの基準に適合する制動装置を備えた牽引

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車、農耕作

業用小型特殊自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 25km/h

以下の自動車を除く。）により牽引されるもの 

ア～イ（略） 

② 当該被牽引自動車の車両総重量が 750kg 以下であり、かつ、二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、カタ

ピラ及びそりを有する軽自動車又は最高速度 25km/h 以下の自動車により牽引さ

れるもの 

③（略） 

7-19-2～7-19-3（略） 

7-19-4 適用関係の整理 

（1）～（5） 

（6）次に掲げる自動車については、7-19-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。 

①（略） 

② 指定自動車等以外の被牽引自動車であって車両総重量が 3.5t 以下のもの（適

用関係告示第 9条第 1項第 45 号関係） 

7-19-5～7-19-7（略） 

7-19-8 従前規定の適用④ 

①から③に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用

関係告示第 9 条第 2項第 10 号、第 11 号及び第 3項第 8 号、第 9号関係） 

①～③（略） 

7-19-8-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）次に掲げる被牽引自動車の主制動装置は、7-19-8-2-1（2）①の基準にかかわらず、

慣性制動装置とすることができる。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車により

牽引される被牽引自動車で車両総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを

除く。） 

7-19-8-2（略） 

7-19-9 従前規定の適用⑤ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 9条第 1 項第 5号、第 6号及び第 7号関係） 

7-19-9-1 装備要件 
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（1）（略） 

（2）次に掲げる自動車の主制動装置は、7-19-9-2-1（2）②の基準にかかわらず、慣性制

動装置とすることができる。 

この場合においては、7-15-7-2-3（2）②及び 7-19-9-2-1（2）③の基準に適合する

ことを要しない。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車により牽引される被牽引自動車で車両

総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを除く。） 

 

（3）（略） 

7-19-9-2（略） 

7-19-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 指定自動車等以外の被牽引自動車であって車両総重量が 10t 以下のもの（適用関

係告示第 9条第 1項第 45 号関係） 

7-19-10-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車にあっては、当該被牽引自動車を牽引する牽

引自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自

動車、側車付二輪自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車を除く。）を除く。）の車

両重量の 2分の 1を当該被牽引自動車の車両総重量が超えない場合には、（1）の規定

にかかわらず、主制動装置を省略することができる。 

 

7-19-10-2 性能要件 

7-19-10-2-1（略） 

7-19-10-2-2 視認等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）次に掲げる被牽引自動車の主制動装置は、7-19-10-2-1（3）②の基準にかかわらず、

慣性制動装置とすることができる。 

この場合において、平成 25 年 8月 30 日付け国土交通省告示第 826 号による改正前

の細目告示別添15「トレーラの制動装置の技術基準」に定める基準並びに7-19-10-2-1

（3）③及び 7-19-10-2-3（3）②の基準は適用しない。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車により牽引される被牽引自動車で車両

総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを除く。） 

 

7-19-10-2-3（略） 

 

（1）（略） 

（2）次に掲げる自動車の主制動装置は、7-19-9-2-1（2）②の基準にかかわらず、慣性制

動装置とすることができる。 

この場合においては、7-15-7-2-3（2）②及び 7-19-9-2-1（2）③の基準に適合する

ことを要しない。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車により

牽引される被牽引自動車で車両総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを

除く。） 

（3）（略） 

7-19-9-2（略） 

7-19-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 指定自動車等以外の被牽引自動車であって車両総重量が 3.5t 以下のもの（適用

関係告示第 9 条第 1項第 45 号関係） 

7-19-10-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車にあっては、当該被牽引自動車を牽引する牽

引自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自

動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 25km/h

未満の自動車を除く。）を除く。）の車両重量の 2分の 1 を当該被牽引自動車の車両総

重量が超えない場合には、（1）の規定にかかわらず、主制動装置を省略することがで

きる。 

7-19-10-2 性能要件 

7-19-10-2-1（略） 

7-19-10-2-2 視認等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）次に掲げる被牽引自動車の主制動装置は、7-19-10-2-1（3）②の基準にかかわらず、

慣性制動装置とすることができる。 

この場合において、平成 25 年 8月 30 日付け国土交通省告示第 826 号による改正前

の細目告示別添15「トレーラの制動装置の技術基準」に定める基準並びに7-19-10-2-1

（3）③及び 7-19-10-2-3（3）②の基準は適用しない。 

①～②（略） 

③ 最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車により

牽引される被牽引自動車で車両総重量 2t 未満のもの（①及び②に掲げるものを

除く。） 

7-19-10-2-3（略） 

 

7-20 牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置 7-20 牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置 
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7-20-1～7-20-3（略） 

7-20-4 適用関係の整理 

（1）～（13）（略） 

（14）牽引自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合に

おける牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-18（従前規定の適用⑭）の規

定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 9号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（15）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 47 年 1月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-19（従前規定

の適用⑮）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（16）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 50 年 4月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-20（従前規定

の適用⑯）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（17）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引

自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合におけ

る牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-21（従前規定の適用⑰）の規定を

適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 8 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（18）（略） 

（19）次に掲げる自動車については、7-20-23（従前規定の適用⑲）の規定を適用する。（適

用関係告示第 10 条第 4項、第 5項関係） 

①（略） 

② 牽引自動車と車両総重量が10t以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連結

した場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（20）次に掲げる自動車については、7-20-24（従前規定の適用⑳）の規定を適用する。（適

7-20-1～7-20-3（略） 

7-20-4 適用関係の整理 

（1）～（13）（略） 

（14）牽引自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合に

おける牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-18（従前規定の適用⑭）の規

定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 9号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（15）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 47 年 1月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-19（従前規定

の適用⑮）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（16）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 50 年 4月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-20（従前規定

の適用⑯）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（17）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引

自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合におけ

る牽引自動車及び被牽引自動車については、7-20-21（従前規定の適用⑰）の規定を

適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 8 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（18）（略） 

（19）次に掲げる自動車については、7-20-23（従前規定の適用⑲）の規定を適用する。（適

用関係告示第 10 条第 4項、第 5項関係） 

①（略） 

② 牽引自動車と車両総重量が 3.5t 以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連

結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（20）次に掲げる自動車については、7-20-24（従前規定の適用⑳）の規定を適用する。（適
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用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

7-20-5～7-20-8（略） 

7-20-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 45年 5月 31日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又は

牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車

及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示

第 10 条第 3項第 2号関係） 

7-20-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-10 従前規定の適用⑥ 

牽引自動車と昭和 35年 4月 1日から昭和 46年 12 月 31 日までに製作された被牽引自

動車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合

するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 3 号関係） 

7-20-10-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

7-20-5～7-20-8（略） 

7-20-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 45年 5月 31日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又は

牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車

及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示

第 10 条第 3項第 2号関係） 

7-20-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-10 従前規定の適用⑥ 

牽引自動車と昭和 35年 4月 1日から昭和 46年 12 月 31 日までに製作された被牽引自

動車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合

するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 3 号関係） 

7-20-10-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装
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動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-11 従前規定の適用⑦ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又

は牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動

車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 10 条第 3 項第 4号関係） 

7-20-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-12 従前規定の適用⑧ 

昭和 45 年 6 月 1 日から昭和 50 年 3 月 31 日までに製作された牽引自動車と被牽引自

動車を連結した場合又は牽引自動車と当該期間に製作された被牽引自動車を連結した

場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 5 号関係） 

7-20-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-11 従前規定の適用⑦ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又

は牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動

車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 10 条第 3 項第 4号関係） 

7-20-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-12 従前規定の適用⑧ 

昭和 45 年 6 月 1 日から昭和 50 年 3 月 31 日までに製作された牽引自動車と被牽引自

動車を連結した場合又は牽引自動車と当該期間に製作された被牽引自動車を連結した

場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 5 号関係） 

7-20-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 
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①（略） 

（6）（略） 

7-20-13 従前規定の適用⑨ 

昭和 50年 3月 31日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又は

牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車

及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示

第 10 条第 2項第 4号関係） 

7-20-13-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-14 従前規定の適用⑩ 

昭和 50 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 5号関係） 

7-20-14-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-15 従前規定の適用⑪ 

平成 3 年 9 月 30 日（専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超え

るもの（高速自動車国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運

送事業用自動車以外のもの）にあっては、平成 4 年 3 月 31 日）以前に製作された自動

車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第

6号関係） 

7-20-15-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-13 従前規定の適用⑨ 

昭和 50年 3月 31日以前に製作された牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合又は

牽引自動車と同日以前に製作された被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車

及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示

第 10 条第 2項第 4号関係） 

7-20-13-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-14 従前規定の適用⑩ 

昭和 50 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 5号関係） 

7-20-14-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-15 従前規定の適用⑪ 

平成 3 年 9 月 30 日（専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超え

るもの（高速自動車国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運

送事業用自動車以外のもの）にあっては、平成 4 年 3 月 31 日）以前に製作された自動

車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第

6号関係） 

7-20-15-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 
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（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-16 従前規定の適用⑫ 

平成 7 年 8 月 31 日以前に製作された次に掲げる被牽引自動車以外の被牽引自動車に

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 2項第 7 号

関係） 

①～⑤（略） 

7-20-16-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-17 従前規定の適用⑬ 

牽引自動車と 7-19-4（4）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引自

動車であって次に掲げる自動車であるもの（三輪自動車を除く。）と被牽引自動車を連

結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 8号関係） 

①～⑤（略） 

7-20-17-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）（略） 

（6）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（7）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-16 従前規定の適用⑫ 

平成 7 年 8 月 31 日以前に製作された次に掲げる被牽引自動車以外の被牽引自動車に

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 2項第 7 号

関係） 

①～⑤（略） 

7-20-16-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）～（6）（略） 

7-20-17 従前規定の適用⑬ 

牽引自動車と 7-19-4（4）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引自

動車であって次に掲げる自動車であるもの（三輪自動車を除く。）と被牽引自動車を連

結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 8号関係） 

①～⑤（略） 

7-20-17-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）（略） 

（6）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（7）（略） 
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7-20-18 従前規定の適用⑭ 

牽引自動車であって①及び②に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した

場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 10 条第 2項第 9 号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

7-20-18-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（4）（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-19 従前規定の適用⑮ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1 月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって①から⑥までに掲げ

る自動車であるもの（昭和 47 年 1 月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自

動車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合

するものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

7-20-19-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車並びに

7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び 7-18-14-2-3（2）①の

基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車又は最高速度 20km/h

未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適

7-20-18 従前規定の適用⑭ 

牽引自動車であって①及び②に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した

場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 10 条第 2項第 9 号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

7-20-18-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（4）（略） 

（5）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（6）（略） 

7-20-19 従前規定の適用⑮ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1 月 1 日

以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって①から⑥までに掲げる

自動車であるもの（昭和 47 年 1月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動

車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合す

るものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

7-20-19-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下

の被牽引自動車並びに 7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制

動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び

7-18-14-2-3（2）①の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項

第 4号関係） 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特

殊自動車又は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）

の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適
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用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

① 7-15 の自動車に牽引される場合にあっては、7-15-7-2-2④及び 7-15-7-2-3（1）

⑦の基準 

（7）（略） 

7-20-20 従前規定の適用⑯ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4 月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって①から⑥に掲げる自

動車であるもの（昭和 50 年 4月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車

を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合する

ものであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

7-20-20-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車並びに

7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び 7-18-14-2-3（2）①の

基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車又は最高速度 20km/h

未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適

用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

①（略） 

（7）（略） 

7-20-21 従前規定の適用⑰ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引自

動車であって①から⑥までに掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合

における牽引自動車及び被牽引自動車については、①から⑥までの基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 3 項第 8号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

7-20-21-1 性能要件（視認等による審査） 

合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

① 7-15 の自動車に牽引される場合にあっては、7-15-7-2-2④及び 7-15-7-2-3（1）

⑦の基準 

（7）（略） 

7-20-20 従前規定の適用⑯ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4 月 1 日

以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって①から⑥に掲げる自動

車であるもの（昭和 50 年 4 月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するも

のであればよい。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

7-20-20-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下

の被牽引自動車並びに 7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制

動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び

7-18-14-2-3（2）①の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項

第 4号関係） 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特

殊自動車又は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）

の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適

合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

①（略） 

（7）（略） 

7-20-21 従前規定の適用⑰ 

牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引自

動車であって①から⑥までに掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合

における牽引自動車及び被牽引自動車については、①から⑥までの基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 10 条第 3 項第 8号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたもの

（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

7-20-21-1 性能要件（視認等による審査） 
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（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車並びに

7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び 7-18-14-2-3（2）①の

基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車又は最高速度 20km/h

未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車

と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適

用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

① 7-15 の自動車に牽引される場合にあっては、7-15-7-2-2④及び 7-15-7-2-3（1）

⑦の基準 

（7）（略） 

7-20-22 従前規定の適用⑱ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。 

7-20-22-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）（略） 

（6）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度20km/h未満の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示

第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（7）（略） 

7-20-23 従前規定の適用⑲ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 10 条第 4 項、第 5項関係） 

①（略） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（車両総重量 750kg 以下

の被牽引自動車並びに 7-19-9-1（2）②及び③に掲げる被牽引自動車を除く。）の主制

動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、7-18-14-2-2②及び

7-18-14-2-3（2）①の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項

第 4号関係） 

（5）（略） 

（6）専ら乗用の用に供する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの（高速自動車

国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車

を除く。）及び車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t

以下の被牽引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特

殊自動車又は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）

の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適

合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6 号関係） 

① 7-15 の自動車に牽引される場合にあっては、7-15-7-2-2④及び 7-15-7-2-3（1）

⑦の基準 

（7）（略） 

7-20-22 従前規定の適用⑱ 

平成 15 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。 

7-20-22-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次の基準に適合しなければならない。（適用関係告示第 10 条第 1 項第 4号関係） 

①～③（略） 

（5）（略） 

（6）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 20km/h 未満の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次の基準に適合しなけれ

ばならない。（適用関係告示第 10 条第 1項第 6号関係） 

①（略） 

（7）（略） 

7-20-23 従前規定の適用⑲ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 10 条第 4 項、第 5項関係） 

①（略） 
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② 牽引自動車と車両総重量が10t以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連結し

た場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

7-20-23-1 性能要件 

7-20-23-1-1 視認等による審査 

（1）～（4）（略） 

（5）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 以下の自

動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次に掲げる基準に適合し

なければならない。 

①～③（略） 

（6）（略） 

（7）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度35km/h未満の大型特殊自動車又は最高速度25km/h以下の自動

車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態において、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

 

①～②（略） 

（8）（略） 

7-20-23-1-2 書面等による審査 

牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状

態において、連結状態における制動性能に関し、書面により審査したときに、細目告示

別添 93「連結車両の制動作動おくれ防止の技術基準」に定める基準に適合しなければな

らない。 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-20-24 従前規定の適用⑳ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

7-20-24-1（略） 

 

② 牽引自動車と車両総重量が 3.5t 以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連結

した場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

7-20-23-1 性能要件 

7-20-23-1-1 視認等による審査 

（1）～（4）（略） 

（5）牽引自動車（最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動装置を備える

自動車を除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態におい

て、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

①～③（略） 

（6）（略） 

（7）車両総重量が 7t を超える牽引自動車及び被牽引自動車（車両総重量 10t 以下の被牽

引自動車及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車又

は最高速度 25km/h 以下の自動車により牽引される被牽引自動車を除く。）の主制動装

置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において、次に掲げる基準に適合し

なければならない。 

①～②（略） 

（8）（略） 

7-20-23-1-2 書面等による審査 

牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状

態において、連結状態における制動性能に関し、書面により審査したときに、細目告示

別添 93「連結車両の制動作動おくれ防止の技術基準」に定める基準に適合しなければな

らない。 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

7-20-24 従前規定の適用⑳ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

7-20-24-1（略） 

 

7-21 緩衝装置 

7-21-1 装備要件 

自動車には、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行を確保でき

るものとして強度、緩衝性能等に関し、7-21-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置

を備えなければならない。 

ただし、大型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未

7-21 緩衝装置 

7-21-1 装備要件 

自動車には、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行を確保でき

るものとして強度、緩衝性能等に関し、7-21-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置

を備えなければならない。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の被牽引
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満の自動車（爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車を除く。）にあ

っては、これを省略することができる。（保安基準第 14 条関係） 

7-21-2～7-21-4（略） 

7-21-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 11 条第 1項第 1号関係） 

7-21-5-1 装備要件 

自動車には、7-21-5-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置を備えなければならな

い。 

ただし、大型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の自動車及び最高速度 25km/h 未満の自

動車（爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車を除く。）にあっては、

これを省略することができる。 

なお、緩衝装置に係る改造を行った自動車については、本文中「車両総重量 2t 未満

の自動車」を「車両総重量 2t 未満の被牽引自動車」に読み替えて適用する。（保安基準

第 14 条関係） 

7-21-5-2（略） 

7-21-6 従前規定の適用② 

昭和 58 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 11 条第 1 項第 2号関係） 

7-21-6-1 装備要件 

自動車には、7-21-6-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置を備えなければならな

い。 

ただし、大型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車（爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車を除く。）にあっては、

これを省略することができる。 

なお、緩衝装置に係る改造を行った自動車については、本文中「車両総重量 2t 未満

の自動車」を「車両総重量 2t 未満の被牽引自動車」に読み替えて適用する。（保安基準

第 14 条関係） 

7-21-6-2（略） 

 

自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車で、7-113-1（4）の自動車以外のものにあっ

ては、これを省略することができる。（保安基準第 14 条関係） 

7-21-2～7-21-4（略） 

7-21-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 11 条第 1項第 1号関係） 

7-21-5-1 装備要件 

自動車には、7-21-5-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置を備えなければならな

い。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の自動車

及び最高速度 25km/h 未満の自動車で、7-113-1（4）の自動車以外のものにあっては、

これを省略することができる。 

なお、緩衝装置に係る改造を行った自動車については、本文中「車両総重量 2t 未満

の自動車」を「車両総重量 2t 未満の被牽引自動車」に読み替えて適用する。（保安基準

第 14 条関係） 

7-21-5-2（略） 

7-21-6 従前規定の適用② 

昭和 58 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 11 条第 1 項第 2号関係） 

7-21-6-1 装備要件 

自動車には、7-21-6-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置を備えなければならな

い。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車で、7-113-1（4）の自動車以外のものにあっては、

これを省略することができる。 

なお、緩衝装置に係る改造を行った自動車については、本文中「車両総重量 2t 未満

の自動車」を「車両総重量 2t 未満の被牽引自動車」に読み替えて適用する。（保安基準

第 14 条関係） 

7-21-6-2（略） 

 

7-22 燃料装置 

7-22-1 性能要件 

7-22-1-1（略） 

7-22-1-2 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

（乗車定員 11 人以上の自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車、側

車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の燃料タンク及び配管

は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料

が著しく漏れるおそれの少ないものとして燃料漏れ防止に係る性能等に関し、書面そ

7-22 燃料装置 

7-22-1 性能要件 

7-22-1-1（略） 

7-22-1-2 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

（乗車定員 11 人以上の自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車、側

車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自

動車並びに被牽引自動車を除く。）の燃料タンク及び配管は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少
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の他適切な方法により審査したときに、次に掲げる基準に適合するものでなければな

らない。 

ただし、燃料タンク及び配管が UN R34-03 の 5.及び 6.又は 13.に適合するものであ

るときは、UN R34-03 の 8.1.1.は適用しない。（保安基準第 15 条第 2項関係、細目告

示第 18 条第 2 項関係、細目告示第 96 条第 3項関係） 

①～②（略） 

（4）～（5）（略） 

7-22-2～7-22-5（略） 

7-22-6 従前規定の適用② 

昭和 62 年 8 月 31 日（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であって輸

入自動車以外の自動車にあっては、昭和 62 年 2 月 28 日、輸入自動車にあっては昭和 63

年 3 月 31 日）以前に製作された自動車については、次の基準に適合するものであれば

よい。（適用関係告示第 12 条第 1項関係） 

7-22-6-1 性能要件 

（1）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

の燃料装置は、次の基準に適合しなければならない。 

①（略） 

② 専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）の燃料タンク及び配管は、当該自動車が衝突等を受

けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少ない構造であること。 

 

③～⑥（略） 

（2）～（3）（略） 

7-22-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 12 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-22-7-1 性能要件 

7-22-7-1-1（略） 

7-22-7-1-2 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする専ら乗

用の用に供する普通自動車又は小型自動車若しくは軽自動車（乗車定員 11 人以上の

自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除

く。）の燃料タンク及び配管は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃

を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少ないものとして燃料漏れ防止

に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 17

「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った結

果、同別添 4.の基準に適合するものでなければならない。 

 

ないものとして燃料漏れ防止に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査

したときに、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、燃料タンク及び配管が UN R34-03 の 5.及び 6.又は 13.に適合するものであ

るときは、UN R34-03 の 8.1.1.は適用しない。（保安基準第 15 条第 2項関係、細目告

示第 18 条第 2 項関係、細目告示第 96 条第 3項関係） 

①～②（略） 

（4）～（5）（略） 

7-22-2～7-22-5（略） 

7-22-6 従前規定の適用② 

昭和 62 年 8 月 31 日（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であって輸

入自動車以外の自動車にあっては、昭和 62 年 2 月 28 日、輸入自動車にあっては昭和 63

年 3 月 31 日）以前に製作された自動車については、次の基準に適合するものであれば

よい。（適用関係告示第 12 条第 1項関係） 

7-22-6-1 性能要件 

（1）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

の燃料装置は、次の基準に適合しなければならない。 

①（略） 

② 専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側

車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）の燃料タン

ク及び配管は、当該自動車が衝突等を受けた場合において、燃料が著しく漏れる

おそれの少ない構造であること。 

③～⑥（略） 

（2）～（3）（略） 

7-22-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 12 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-22-7-1 性能要件 

7-22-7-1-1（略） 

7-22-7-1-2 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする専ら乗

用の用に供する普通自動車又は小型自動車若しくは軽自動車（乗車定員 11 人以上の

自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びに

カタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）の燃料タンク及び配管は、当該自動車

が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れる

おそれの少ないものとして燃料漏れ防止に係る性能等に関し、書面その他適切な方法

により審査したときに、細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」

3.に定める方法により試験を行った結果、同別添 4.の基準に適合するものでなければ

ならない。 
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（4）～（5）（略） 

 

（4）～（5）（略） 

 

7-23（略） 

 

7-23（略） 

 

7-24 高圧ガスの燃料装置 

7-24-1 性能要件 

7-24-1-1 視認等による審査 

（1）高圧ガスを燃料とする自動車（（4）に掲げる自動車を除く。）の燃料装置は、爆発等

のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②から⑭までの規定は、圧縮天然ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）には適

用しない。（保安基準第 17 条第 1 項関係、細目告示第 20 条第 1 項関係、細目告示第

98 条第 1項関係） 

①～⑭（略） 

⑮ 圧縮天然ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）は、UN R110-01 の 17.に適合す

ること。 

ただし、圧縮天然ガスを燃料とする燃料装置が UN R110-01 の 6.4.から 6.11.

までに適合するときは、UN R110-01 の 17.1.2.は適用しない。 

（2）～（4）（略） 

7-24-1-2 書面等による審査 

（1）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に

定める基準に適合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられている燃料装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷の

ないものは①及び②の基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 1項関係、細

目告示第 20 条第 3項関係、細目告示第 98 条第 3項関係） 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える燃料装置にあっては、

次に掲げる基準に適合すること。 

 

ただし、7-24-1-1（4）①ア（ｴ）又は 7-24-1-1（4）①イ（ｴ）のガス容器を備

える自動車にあっては、イに掲げるものを除く。 

ア～イ（略） 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車に限る。）にあっては、燃料装置が細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料と

する自動車の燃料装置の技術基準」に定める基準に適合すること。 

 

7-24 高圧ガスの燃料装置 

7-24-1 性能要件 

7-24-1-1 視認等による審査 

（1）高圧ガスを燃料とする自動車（（4）に掲げる自動車を除く。）の燃料装置は、爆発等

のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②から⑭までの規定は、圧縮天然ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動

車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）には適用しない。（保安基準第 17

条第 1項関係、細目告示第 20 条第 1項関係、細目告示第 98 条第 1項関係） 

①～⑭（略） 

⑮ 圧縮天然ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）は、UN R110-01 の 17.に適合すること。 

ただし、圧縮天然ガスを燃料とする燃料装置が UN R110-01 の 6.4.から 6.11.

までに適合するときは、UN R110-01 の 17.1.2.は適用しない。 

（2）～（4）（略） 

7-24-1-2 書面等による審査 

（1）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に

定める基準に適合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられている燃料装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷の

ないものは①及び②の基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 1項関係、細

目告示第 20 条第 3項関係、細目告示第 98 条第 3項関係） 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）に備える燃料装置にあっては、次に掲げる基準に適合

すること。 

ただし、7-24-1-1（4）①ア（ｴ）又は 7-24-1-1（4）①イ（ｴ）のガス容器を備

える自動車にあっては、イに掲げるものを除く。 

ア～イ（略） 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車に限る。）にあっ

ては、燃料装置が細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装

置の技術基準」に定める基準に適合すること。 
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③～⑤（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 3項関係、

細目告示第 20 条第 4項関係、第 98 条第 4 項関係） 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（乗車定員 11 人以上の自動車及びその形状

が当該自動車の形状に類する自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車及びそ

の形状が当該自動車の形状に類する自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大

型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R137-00（附則 3 に限

る。）に定める方法及び細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術

基準」3.1.2.4.及び 3.1.2.6.から 3.1.2.8.に定める方法により試験を行った結

果、UN R134-00-S2（7.2.1.から 7.2.3.に限る。）に適合すること。 

 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（乗車定員 11 人以上の自動車及びその形状

が当該自動車の形状に類する自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車及びそ

の形状が当該自動車の形状に類する自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大

型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R34-03-S1（附則 4

（2.7.2.を除く。）に限る。）又は細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防

止の技術基準」3.2.に定める方法により試験を行った結果、UN R134-00-S2（7.2.1.

から 7.2.3.に限る。）に適合すること。 

 

この場合において、同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁の上流に

おいてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」

とあるのは「この場合において、測定方法は UN R134-00-S2（附則 5 の 1.及び 2.

に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものとする。 

③ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R134-00-S2（7.2.

に限る。）に適合すること。 

 

④（略） 

⑤ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（次の（a）から（i）までに掲げるものを除

く。）にあっては、UN R135-01（5.5.2.に限る。）に適合すること。 

③～⑤（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 3項関係、

細目告示第 20 条第 4項関係、第 98 条第 4 項関係） 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（乗車定員 11 人以上の自動車及びその形状

が当該自動車の形状に類する自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車及びそ

の形状が当該自動車の形状に類する自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽

引自動車を除く。）にあっては、UN R137-00（附則 3に限る。）に定める方法及び

細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.1.2.4.及び

3.1.2.6.から 3.1.2.8.に定める方法により試験を行った結果、UN R134-00-S2

（7.2.1.から 7.2.3.に限る。）に適合すること。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（乗車定員 11 人以上の自動車及びその形状

が当該自動車の形状に類する自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車及びそ

の形状が当該自動車の形状に類する自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽

引自動車を除く。）にあっては、UN R34-03-S1（附則 4（2.7.2.を除く。）に限る。）

又は細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.2.に定める

方法により試験を行った結果、UN R134-00-S2（7.2.1.から 7.2.3.に限る。）に適

合すること。 

この場合において、同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁の上流に

おいてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」

とあるのは「この場合において、測定方法は UN R134-00-S2（附則 5 の 1.及び 2.

に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものとする。 

③ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R134-00-S2（7.2.に限る。）に適合す

ること。 

④（略） 

⑤ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（次の（a）から（k）までに掲げるものを除

く。）にあっては、UN R135-01（5.5.2.に限る。）に適合すること。 
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（a）～（g）（略） 

（削除） 

（h）（略） 

（削除） 

（i）（略） 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、UN R135-00-S1 に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 13 条第 12 項関係） 

ア～イ（略） 

（3）（略） 

7-24-2～7-24-3（略） 

7-24-4 適用関係の整理 

（1）～（4）（略） 

（5）次の表に掲げる区分に応じた圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって、次の各号

のいずれかに該当する自動車については、7-24-9（従前規定の適用⑤）の規定を適用

する。（適用関係告示第 13 条第 9項関係） 

① 「製作年月日」以前に製作された自動車 

② 「製作年月日」以降に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア～ウ（略） 

表（略） 

（6）次の表に掲げる区分に応じた圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって、次の各号

のいずれかに該当する自動車については、7-24-10（従前規定の適用⑥）の規定を適

用する。（適用関係告示第 13 条第 10 項関係） 

① 「製作年月日」以前に製作された自動車 

② 「製作年月日」以降に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア～ウ（略） 

表（略） 

7-24-5～7-24-6（略） 

7-24-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 13 条第 5 項、第 6項関係） 

①～②（略） 

7-24-7-1 性能要件 

7-24-7-1-1 視認等による審査 

圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の燃

料装置は、爆発等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等そ

の他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。

①（略） 

7-24-7-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（a）～（g）（略） 

（h）カタピラ及びそりを有する軽自動車 

（i）（略） 

（j）小型特殊自動車 

（k）（略） 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、UN R135-00-S1 に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 13 条第 12 項関係） 

ア～イ（略） 

（3）（略） 

7-24-2～7-24-3（略） 

7-24-4 適用関係の整理 

（1）～（4）（略） 

（5）次の表に掲げる区分に応じた「製作年月日」以前に製作された圧縮水素ガスを燃料

とする自動車であって、次の各号のいずれかに該当する自動車については、7-24-9（従

前規定の適用⑤）の規定を適用する。（適用関係告示第 13 条第 9項関係） 

（新設） 

（新設） 

①～③（略） 

表（略） 

（6）次の表に掲げる区分に応じた「製作年月日」以前に製作された圧縮水素ガスを燃料

とする自動車であって、次の各号のいずれかに該当する自動車については、7-24-10

（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用関係告示第 13 条第 10 項関係） 

（新設） 

（新設） 

①～③（略） 

表（略） 

7-24-5～7-24-6（略） 

7-24-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 13 条第 5 項、第 6項関係） 

①～②（略） 

7-24-7-1 性能要件 

7-24-7-1-1 視認等による審査 

圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の燃

料装置は、爆発等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等そ

の他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

7-24-7-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 
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（2）圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動

車及び被牽引自動車を除く。）のガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある

装置は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、

燃料が著しく漏れるおそれの少ないものとして、書面その他適切な方法により審査し

たときに、細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める

方法により試験を行った結果、同別添 4.の基準に適合するものであること。 

 

（3）～（4）（略） 

7-24-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 13 条第 7 項、第 8項、第 11 項関係） 

①～②（略） 

7-24-8-1 性能要件 

7-24-8-1-1（略） 

7-24-8-1-2 書面等による審査 

（1）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に

定める基準に適合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられている燃料装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷の

ないものは①及び②の基準に適合するものとする。 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量

4.54t 未満のもの（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動

車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、その燃料装置が次に掲げる基準に適

合するものであること。 

ア～ウ（略） 

エ 保安基準第 17 条第 3 項の規定が適用される自動車以外の圧縮水素ガスを

燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量4.54t未満のも

の（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽

引自動車を除く。）のガス容器及び容器附属品は、細目告示別添 100「圧縮水

素ガスを燃料とする自動車の燃料装置の技術基準」3.5.4.に定める基準に適

合すること。 

オ 座席の地上面からの高さが700mm以下の圧縮水素ガスを燃料とする自動車

であって専ら乗用の用に供する車両総重量 4.54t 未満のもの（乗車定員 10

人以上のもの、その形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、

二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）は、細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃

料装置の技術基準」3.5.5.に定める基準に適合すること。 

 

この場合において「3.5.5.1.及び 3.5.5.2.の方法」とあるのは「世界統一

（2）圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除

く。）のガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝

突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそ

れの少ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添

17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った

結果、同別添 4.の基準に適合するものであること。 

（3）～（4）（略） 

7-24-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 13 条第 7 項、第 8項、第 11 項関係） 

①～②（略） 

7-24-8-1 性能要件 

7-24-8-1-1（略） 

7-24-8-1-2 書面等による審査 

（1）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に

定める基準に適合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられている燃料装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷の

ないものは①及び②の基準に適合するものとする。 

① 圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量

4.54t 未満のもの（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を

除く。）にあっては、その燃料装置が次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア～ウ（略） 

エ 保安基準第 17 条第 3 項の規定が適用される自動車以外の圧縮水素ガスを

燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量4.54t未満のも

の（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有す

る軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）

のガス容器及び容器附属品は、細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とす

る自動車の燃料装置の技術基準」3.5.4.に定める基準に適合すること。 

オ 座席の地上面からの高さが700mm以下の圧縮水素ガスを燃料とする自動車

であって専ら乗用の用に供する車両総重量 4.54t 未満のもの（乗車定員 10

人以上のもの、その形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、

二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）は、

細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置の技術基準」

3.5.5.に定める基準に適合すること。 

この場合において「3.5.5.1.及び 3.5.5.2.の方法」とあるのは「世界統一
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技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）

に定める方法」と「3.5.5.3.の基準」とあるのは「世界統一技術規則第 13

号の技術的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に定める基準」と読み替

えるものとする。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量

4.54t 未満のもの（三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）以外

の圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）

にあっては、燃料装置が細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の

燃料装置の技術基準」に定める基準に適合すること。 

 

③（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 

① 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上

のもの、車両総重量が 2.8t を超えるもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を

除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基

準」3.に定める方法により試験を行った結果、世界統一技術規則第 13 号の技術

的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に定める基準に適合すること。 

 

この場合において、同別添 3.1.3.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流にお

いてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」と

あり、及び同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部より車外に

流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料とする自動

車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流においてガスの

圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」とあるのは「こ

の場合において、測定方法は世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則

の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものと

する。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類

技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）

に定める方法」と「3.5.5.3.の基準」とあるのは「世界統一技術規則第 13

号の技術的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に定める基準」と読み替

えるものとする。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって専ら乗用の用に供する車両総重量

4.54t 未満のもの（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）以外の圧縮水素ガスを燃

料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）にあっては、燃料

装置が細目告示別添 100「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置の技術基

準」に定める基準に適合すること。 

③（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 

① 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上

のもの、車両総重量が 2.8t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車並び

にカタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝

突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った結

果、世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に

定める基準に適合すること。 

この場合において、同別添 3.1.3.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流にお

いてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」と

あり、及び同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部より車外に

流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料とする自動

車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流においてガスの

圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」とあるのは「こ

の場合において、測定方法は世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則

の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものと

する。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類
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するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）にあって

は、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び

6.1.2.に定める方法により試験を行った結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合する

こと。 

③ ①及び②に掲げる自動車以外の圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、

細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法に

より試験を行った結果、同別添 4.の基準に適合すること。 

 

④ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（次の（a）から（i）までに掲げるものを除

く。）にあっては、UN R135-01（5.5.2.に限る。）に適合すること。 

（a）～（g）（略） 

（削除） 

（h）（略） 

（削除） 

（i）（略） 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この規定は適用しない。 

ア～イ（略） 

（3）（略） 

7-24-9 従前規定の適用⑤ 

次の表に掲げる区分に応じた圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって、次の各号の

いずれかに該当する自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用

関係告示第 13 条第 9項関係） 

① 「製作年月日」以前に製作された自動車 

② 「製作年月日」以降に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア～ウ（略） 

表（略） 

7-24-9-1 性能要件 

7-24-9-1-1（略） 

7-24-9-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 

するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.

に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び 6.1.2.に定める方法により試験を行った

結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合すること。 

③ ①及び②に掲げる自動車以外の圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、

小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝

突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った結

果、同別添 4.の基準に適合すること。 

④ 圧縮水素ガスを燃料とする自動車（次の（a）から（k）までに掲げるものを除

く。）にあっては、UN R135-01（5.5.2.に限る。）に適合すること。 

（a）～（g）（略） 

（h）カタピラ及びそりを有する軽自動車 

（i）（略） 

（j）小型特殊自動車 

（k）（略） 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この規定は適用しない。 

ア～イ（略） 

（3）（略） 

7-24-9 従前規定の適用⑤ 

次の表に掲げる区分に応じた「製作年月日」以前に製作された圧縮水素ガスを燃料と

する自動車であって、次の各号のいずれかに該当する自動車については、次の基準に適

合するものであればよい。（適用関係告示第 13 条第 9項関係） 

（新設） 

（新設） 

①～③（略） 

表（略） 

7-24-9-1 性能要件 

7-24-9-1-1（略） 

7-24-9-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 
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① 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上

のもの、車両総重量が 2.8t を超えるもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を

除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基

準」3.に定める方法により試験を行った結果、世界統一技術規則第 13 号の技術

的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に定める基準に適合すること。 

 

この場合において、同別添 3.1.3.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流にお

いてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」と

あり、及び同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部より車外に

流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料とする自動

車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流においてガスの

圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」とあるのは「こ

の場合において、測定方法は世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則

の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものと

する。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類

するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）にあって

は、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び

6.1.2.に定める方法により試験を行った結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合する

こと。 

③ ①及び②に掲げる自動車以外の圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、

細目告示別添 17「衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法に

より試験を行った結果、同別添 4.の基準に適合すること。 

 

（3）（略） 

7-24-10 従前規定の適用⑥ 

次の表に掲げる区分に応じた圧縮水素ガスを燃料とする自動車であって、次の各号の

いずれかに該当する自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用

関係告示第 13 条第 10 項関係） 

① 「製作年月日」以前に製作された自動車 

② 「製作年月日」以降に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア～ウ（略） 

表（略） 

7-24-10-1 性能要件 

7-24-10-1-1（略） 

① 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上

のもの、車両総重量が 2.8t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車並び

にカタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝

突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った結

果、世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則の規則 5.2.2.に限る。）に

定める基準に適合すること。 

この場合において、同別添 3.1.3.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部

より車外に流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料

とする自動車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流にお

いてガスの圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」と

あり、及び同別添 3.2.4.中「また、衝突後、できるだけ速やかに各部より車外に

流出又は滴下する燃料の量を、5 分間測定する。圧縮水素ガスを燃料とする自動

車においては、ガス容器内又はガス容器下流の最初の減圧弁上流においてガスの

圧力及び温度を、衝突を実施する直前と衝突 60 分後に測定する。」とあるのは「こ

の場合において、測定方法は世界統一技術規則第 13 号の技術的な要件（同規則

の規則 6.1.1.及び 6.1.2.に限る。）に定める方法とする。」と読み替えるものと

する。 

② 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類

するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.

に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び 6.1.2.に定める方法により試験を行った

結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合すること。 

③ ①及び②に掲げる自動車以外の圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、

小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）にあっては、細目告示別添 17「衝

突時等における燃料漏れ防止の技術基準」3.に定める方法により試験を行った結

果、同別添 4.の基準に適合すること。 

（3）（略） 

7-24-10 従前規定の適用⑥ 

次の表に掲げる区分に応じた「製作年月日」以前に製作された圧縮水素ガスを燃料と

する自動車であって、次の各号のいずれかに該当する自動車については、次の基準に適

合するものであればよい。（適用関係告示第 13 条第 10 項関係） 

（新設） 

（新設） 

①～③（略） 

表（略） 

7-24-10-1 性能要件 

7-24-10-1-1（略） 
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7-24-10-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 

①～③（略） 

④ 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類

するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）にあって

は、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び

6.1.2.に定める方法により試験を行った結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合する

もの 

⑤（略） 

（3）（略） 

 

7-24-10-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）ガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置は、当該自動車が衝突、他

の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少

ないものとして、書面その他適切な方法により審査したときに、次に定める基準に適

合するものであること。 

この場合において、指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水

素ガスの流路にある装置又は 4-18-2（1）③の書面により次に定める基準に適合する

ことが明らかなガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある装置と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた装置であって、その機能を損なうおそれがあ

る損傷のないものは、この基準に適合するものとする。 

①～③（略） 

④ 圧縮水素ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上

のもの及びその形状が乗車定員 10 人以上のものの形状に類するもの、車両総重

量が2.5tを超えるもの及びその形状が車両総重量2.5tを超えるものの形状に類

するもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに被牽引自動車を除く。）にあっては、UN R94-02-S5 附則 3 の 1.、3.及び 4.

に定める方法及び GTR13 の 6.1.1.及び 6.1.2.に定める方法により試験を行った

結果、GTR13 の 5.2.2.の基準に適合するもの 

⑤（略） 

（3）（略） 

 

7-25 電気装置 

7-25-1 性能要件 

7-25-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の電気装置は、高電圧による乗

車人員への傷害等を生ずるおそれがないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び

構造に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の要件に適合するも

のであること。 

ただし、（4）の自動車にあってはこの限りでない。（保安基準第 17 条の 2第 3項関

係、細目告示第 21 条第 3項第 1号関係、細目告示第 99 条第 3項第 1 号関係） 

①～⑫（略） 

（3）～（6）（略） 

7-25-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（大型特殊自動車及び被牽引自動車を除

く。）の電気装置は、高電圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがないものと

して、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、書面その他適切な方法により審査

したときに、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条

7-25 電気装置 

7-25-1 性能要件 

7-25-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の電気装置は、高電圧による乗車人員への傷害等を生ずる

おそれがないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、視認等その他

適切な方法により審査したときに、次の要件に適合するものあること。 

ただし、（4）の自動車にあってはこの限りでない。（保安基準第 17 条の 2第 3項関

係、細目告示第 21 条第 3項第 1号関係、細目告示第 99 条第 3項第 1 号関係） 

①～⑫（略） 

（3）～（6）（略） 

7-25-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の電気装置は、高電

圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがないものとして、乗車人員の保護に係

る性能及び構造に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に掲げる基
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の 2第 3項関係） 

①～②（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝

突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員へ

の傷害等を生ずるおそれが少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に

関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 17 条の 2 第 4 項関係、細目告示第 99 条第 4 項関

係、適用関係告示第 14 条第 12 項、第 13 項関係） 

 

①～⑧（略） 

（3）～（4）（略） 

7-25-2～7-25-3（略） 

7-25-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）次に掲げる自動車にあっては、7-25-6（従前規定の適用②）の規定を適用する。（適

用関係告示第 14 条第 3項関係） 

① 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車、被牽引自動

車及び燃料電池自動車を除く。） 

 

② 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（燃料電池自動車を除く。）以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部

分の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により、電力によ

り作動する原動機を有する自動車（燃料電池自動車を除く。）としたものであっ

て、当該改造等が行われた後、平成 24 年 6月 30 日までに初めて新規検査、予備

検査又は構造等変更検査を受けるもの 

 

③（略） 

（3）次に掲げる自動車にあっては、7-25-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 14 条第 4項、第 5項及び第 6項関係） 

① 平成 28年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（平成 26 年 6月 23 日以降の型式指定自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

② 平成 26年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車

及び被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は

取外しその他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有する自

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条の 2第 3項関係） 

①～②（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等に

よる衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれが

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 17 条の 2 第 4 項関係、細目告示第 99 条第 4 項関係、適用関係告示第 14 条

第 12 項、第 13 項関係） 

①～⑧（略） 

（3）～（4）（略） 

7-25-2～7-25-3（略） 

7-25-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）次に掲げる自動車にあっては、7-25-6（従前規定の適用②）の規定を適用する。（適

用関係告示第 14 条第 3項関係） 

① 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、被牽引自動車並びに燃料電池自動車

を除く。） 

② 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（燃料電池自動車を除く。）以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自

動車並びに被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付

け又は取外しその他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有

する自動車（燃料電池自動車を除く。）としたものであって、当該改造等が行わ

れた後、平成 24 年 6 月 30 日までに初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検

査を受けるもの 

③（略） 

（3）次に掲げる自動車にあっては、7-25-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 14 条第 4項、第 5項及び第 6項関係） 

① 平成 28年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車（平成 26 年 6月 23 日以降の型式指定自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自

動車並びに被牽引自動車を除く。） 

② 平成 26年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動

車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除

く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに
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動車としたものであって、当該改造等が行われた後、平成 24 年 7 月 1 日から平

成 26 年 6月 22 日までに初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受ける

もの 

③（略） 

（4）次に掲げる自動車にあっては 7-25-8（従前規定の適用④）の規定を適用する。（適用

関係告示第 14 条第 11 項関係） 

① 平成 28 年 7月 14 日以前に製作された自動車（電力により作動する原動機を有

する自動車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特

殊自動車及び被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取

付け又は取外しその他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を

有する自動車としたものであって、当該改造等が行われた後、平成 28 年 7 月 15

日以降に初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるものを除く。）

 

②～③（略） 

④ 次のいずれかに該当することが書面等により確認できる自動車であって、感電

防止装置に係る性能について変更のないもの 

ア～ウ（略） 

エ 諸元表により UN R100-01 に適合していることが確認できる自動車と同一

の構造を有するもの 

⑤ 平成 28年 7月 15日以降に製作された自動車又は電力により作動する原動機を

有する自動車以外の自動車を、改造等により電力により作動する原動機を有する

自動車としたものであって、平成 28 年 7 月 14 日以前に新規検査、予備検査又は

構造等変更検査を受けた自動車（7-25-7 又は 7-25-8 に適合している自動車に限

る。）と感電防止装置に係る性能が同一であることが書面等により確認できるも

の 

7-25-5（略） 

7-25-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 3 項関係） 

① 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車、被牽引自動車及

び燃料電池自動車を除く。） 

② 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（燃料電池自動車を除く。）以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改

造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行為により、電力により作動す

る原動機を有する自動車（燃料電池自動車を除く。）としたものであって、当該改

造等が行われた後、平成 24 年 6月 30 日までに初めて新規検査、予備検査又は構造

等変更検査を受けるもの 

③（略） 

類する行為により、電力により作動する原動機を有する自動車としたものであっ

て、当該改造等が行われた後、平成 24 年 7 月 1 日から平成 26 年 6 月 22 日まで

に初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるもの 

③（略） 

（4）次に掲げる自動車にあっては 7-25-8（従前規定の適用④）の規定を適用する。（適用

関係告示第 14 条第 11 項関係） 

① 平成 28 年 7月 14 日以前に製作された自動車（電力により作動する原動機を有

する自動車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自

動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取外しその他

これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有する自動車としたも

のであって、当該改造等が行われた後、平成 28 年 7月 15 日以降に初めて新規検

査、予備検査又は構造等変更検査を受けるものを除く。） 

②～③（略） 

④ 次のいずれかに該当することが書面等により確認できる自動車であって、感電

防止装置に係る性能について変更のないもの 

ア～ウ（略） 

エ 諸元表等により UN R100-01 に適合していることが確認できる自動車と同

一の構造を有するもの 

⑤ 平成 28 年 7月 15 日以降に製作された自動車であって、平成 28 年 7月 14 日以

前に新規検査又は予備検査を受けた自動車（7-25-7 又は 7-25-8 に適合している

自動車に限る。）と感電防止装置に係る性能が同一であることが書面等により確

認できるもの 

 

 

7-25-5（略） 

7-25-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 3 項関係） 

① 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動

車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、被牽引自動車並びに燃料電池自動車を除く。） 

② 平成 24年 6月 30日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（燃料電池自動車を除く。）以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並

びに被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取

外しその他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有する自動車

（燃料電池自動車を除く。）としたものであって、当該改造等が行われた後、平成

24 年 6 月 30 日までに初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるもの 

③（略） 
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7-25-6-1（略） 

7-25-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 4 項、第 5項及び第 6項関係） 

① 平成 28年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（平成 26 年 6 月 23 日以降の型式指定自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

② 平成 26年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び

被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取外し

その他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有する自動車とし

たものであって、当該改造等が行われた後、平成 24 年 7月 1日から平成 26 年 6月

22 日までに初めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるもの 

 

③（略） 

7-25-7-1 性能要件 

7-25-7-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車、被牽引自動車及び燃料電池自動車を除く。）の電気装置は、

高電圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがないものとして、乗車人員の保護

に係る性能及び構造に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。 

 

この場合において、指定自動車等に備えられている電気装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた電気装置であって、その機能を損なうおそれのある緩

み又は損傷のないもの及び活電部が視認等により確認できる範囲にないものは、この

基準に適合するものとする。 

①～⑩（略） 

（3）（略） 

7-25-7-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車、被牽引自動車及び燃料電池自動車を除く。）の電気装置は、

当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、高電圧に

よる乗車人員への傷害等を生ずるおそれが少ないものとして、乗車人員の保護に係る

性能及び構造に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6 月

23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 111「電気自動車及び

電気式ハイブリッド自動車の衝突後の高電圧からの乗車人員の保護に関する技術基

準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

7-25-6-1（略） 

7-25-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 4 項、第 5項及び第 6項関係） 

① 平成 28年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

（平成 26 年 6 月 23 日以降の型式指定自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車

並びに被牽引自動車を除く。） 

② 平成 26年 6月 22日以前に製作された電力により作動する原動機を有する自動車

以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）

を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行

為により、電力により作動する原動機を有する自動車としたものであって、当該改

造等が行われた後、平成 24 年 7 月 1 日から平成 26 年 6 月 22 日までに初めて新規

検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるもの 

③（略） 

7-25-7-1 性能要件 

7-25-7-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、被

牽引自動車並びに燃料電池自動車を除く。）の電気装置は、高電圧による乗車人員へ

の傷害等を生ずるおそれがないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなけ

ればならない。 

この場合において、指定自動車等に備えられている電気装置と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた電気装置であって、その機能を損なうおそれのある緩

み又は損傷のないもの及び活電部が視認等により確認できる範囲にないものは、この

基準に適合するものとする。 

①～⑩（略） 

（3）（略） 

7-25-7-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、被

牽引自動車並びに燃料電池自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝突、他の

自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員への傷害等

を生ずるおそれが少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、書

面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6月 23 日付け国土交通省告示

第 670 号による改正前の細目告示別添 111「電気自動車及び電気式ハイブリッド自動

車の衝突後の高電圧からの乗車人員の保護に関する技術基準」に定める基準に適合す
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（2）～（4）（略） 

7-25-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 11 項関係） 

① 平成 28 年 7月 14 日以前に製作された自動車（電力により作動する原動機を有す

る自動車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自

動車及び被牽引自動車を除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又

は取外しその他これらに類する行為により、電力により作動する原動機を有する自

動車としたものであって、当該改造等が行われた後、平成 28 年 7月 15 日以降に初

めて新規検査、予備検査又は構造等変更検査を受けるものを除く。） 

 

②～③（略） 

④ 次のいずれかに該当することが書面等により確認できる自動車であって、感電防

止装置に係る性能について変更のないもの 

ア～ウ（略） 

エ 諸元表により UN R100-01 に適合していることが確認できる自動車と同一の

構造を有するもの 

⑤ 平成 28年 7月 15日以降に製作された自動車又は電力により作動する原動機を有

する自動車以外の自動車を改造等により電力により作動する原動機を有する自動

車としたものであって、平成 28 年 7月 14 日以前に新規検査、予備検査又は構造等

変更検査を受けた自動車（7-25-7 又は 7-25-8 に適合している自動車に限る。）と感

電防止装置に係る性能が同一であることが書面等により確認できるもの 

7-25-8-1 性能要件 

7-25-8-1-1（略） 

7-25-8-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝

突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員へ

の傷害等を生ずるおそれが少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に

関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次の各号に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

 

①～⑦（略） 

（2）～（3）（略） 

 

るものでなければならない。 

（2）～（4）（略） 

7-25-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 14 条第 11 項関係） 

① 平成 28 年 7月 14 日以前に製作された自動車（電力により作動する原動機を有す

る自動車以外の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及

びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を

除く。）を、自動車又はその部分の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに

類する行為により、電力により作動する原動機を有する自動車としたものであっ

て、当該改造等が行われた後、平成 28 年 7月 15 日以降に初めて新規検査、予備検

査又は構造等変更検査を受けるものを除く。） 

②～③（略） 

④ 次のいずれかに該当することが書面等により確認できる自動車であって、感電防

止装置に係る性能について変更のないもの 

ア～ウ（略） 

エ 諸元表等により UN R100-01 に適合していることが確認できる自動車と同一

の構造を有するもの 

⑤ 平成 28 年 7月 15 日以降に製作された自動車であって、平成 28 年 7月 14 日以前

に新規検査又は予備検査を受けた自動車（7-25-7 又は 7-25-8 に適合している自動

車に限る。）と感電防止装置に係る性能が同一であることが書面等により確認でき

るもの 

 

7-25-8-1 性能要件 

7-25-8-1-1（略） 

7-25-8-1-2 書面等による審査 

（1）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等に

よる衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれが

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、次の各号に掲げる基準に適合するものでなければならな

い。 

①～⑦（略） 

（2）～（3）（略） 

 

7-26 車枠及び車体 

7-26-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、視認等その他適切な方法により審査したときに、

7-26 車枠及び車体 

7-26-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、視認等その他適切な方法により審査したときに、
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鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他の交通の安全を妨げるおそれのあるも

のでないこと。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。（保安基準第 18 条第 1項第 2 号関係、細目告示第 22 条第 2

項関係、細目告示第 100 条第 2項関係） 

（例）（略） 

（3）次に該当する車枠及び車体は、（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 22

条第 3項関係、細目告示第 100 条第 2項関係） 

① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）で

あって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を通りそれぞれ前方30°及び後方50°

に交わる 2平面によりはさまれる範囲の最外側がタイヤとなる部分については、

外側方向への突出量が 10mm 未満の場合には「外側方向に突出していないもの」

とみなす。 

（参考図）（略） 

②（略） 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に備えるもの並びに自動車の最前部の車軸と最後部の車軸との間

における下面及び側面の部分に備えるものを除く。）であって、次の要件に適合

するもの 

ア～オ（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車が直進姿勢をとった場合におい

て、車輪の左右両端が緩衝装置により挟まれているもの 

 

⑤（略） 

（4）（略） 

（5）自動車の窓、乗降口等のとびらを閉鎖した状態において、次のいずれかに該当する

車枠及び車体は、（2）の基準に適合しないものとする。 

なお、平成 22 年 3 月 31 日以前に製作された自動車であって、7-2-5 及び 7-2-6 の

基準を適用したものにあっては、⑩の規定は適用しない。（細目告示第 22 条第 4項関

係、細目告示第 100 条第 4 項関係、適用関係告示第 15 条第 12 項関係） 

①（略） 

② 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備えられているアンテナ（高

鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他の交通の安全を妨げるおそれのあるも

のでないこと。 

ただし、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。（保安基準第 18 条第 1項第 2 号関係、細目告示第 22 条第 2

項関係、細目告示第 100 条第 2項関係） 

（例）（略） 

（3）次に該当する車枠及び車体は、（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 22

条第 3項関係、細目告示第 100 条第 2項関係） 

① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中

心を通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる範囲

の最外側がタイヤとなる部分については、外側方向への突出量が 10mm 未満の場

合には「外側方向に突出していないもの」とみなす。 

（参考図）（略） 

②（略） 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車、側車付

二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるもの並びに自動車の最

前部の車軸と最後部の車軸との間における下面及び側面の部分に備えるものを

除く。）であって、次の要件に適合するもの 

ア～オ（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車が直進姿勢をとった場合において、車輪の左右両端が緩衝装置により挟

まれているもの 

⑤（略） 

（4）（略） 

（5）自動車の窓、乗降口等のとびらを閉鎖した状態において、次のいずれかに該当する

車枠及び車体は、（2）の基準に適合しないものとする。 

なお、平成 22 年 3 月 31 日以前に製作された自動車であって、7-2-5 及び 7-2-6 の

基準を適用したものにあっては、⑩の規定は適用しない。（細目告示第 22 条第 4項関

係、細目告示第 100 条第 4 項関係、適用関係告示第 15 条第 12 項関係） 

①（略） 

② 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車
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さ 2.0m 以下に備えられているものに限る。）であって、その一部又は全部が自動

車の最外側から突出しているもの 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備えられているホイール、

ホイールナット、ハブキャップ及びホイール・キャップであって、ホイールのリ

ムの最外側を超えて突出する鋭利な突起を有するもの 

 

④ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える外開き式窓（高さ 2.0m

以下に備えられているものに限る。）であって、その一部又は全部が自動車の最

外側から突出しているもの又はその端部が自動車の進行方向に向いているもの 

 

⑤～⑩（略） 

（6）乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（UN R26-03-S3 の 5.及び 6.に

適合している自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車

を除く。）及び乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側

車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）以外の自動車であって、次

に掲げるものは、（2）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 22 条第 5項関係、

細目告示第 100 条第 5項関係） 

 

①～②（略） 

（7）自動車（ポール・トレーラを除く。）の最後部の車軸中心から車体の後面までの水平

距離は、視認等その他適切な方法により審査したときに、最後部の車軸中心から車体

の後面までの水平距離が最遠軸距の 2 分の 1（物品を車体の後方へ突出して積載する

おそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他の自動車のうち小型自動車に

あっては 20 分の 11）以下でなければならない。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のものにあっては、この限りでない。（保安基準第 18 条第 1項第 3

号関係、細目告示第 22 条第 6項関係、細目告示第 100 条第 6項関係） 

 

（8）～（9）（略） 

7-26-2～7-26-4（略） 

7-26-5 従前規定の適用① 

昭和 34 年 9月 15 日以前に製作された自動車（最後部の車軸中心から車体後面までの

水平距離が長くなる改造を行う場合を除く。）については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 2項第 1号関係） 

7-26-5-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 

を除く。）に備えられているアンテナ（高さ 2.0m 以下に備えられているものに限

る。）であって、その一部又は全部が自動車の最外側から突出しているもの 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）に備えられているホイール、ホイールナット、ハブキャップ及びホイ

ール・キャップであって、ホイールのリムの最外側を超えて突出する鋭利な突起

を有するもの 

④ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）に備える外開き式窓（高さ 2.0m 以下に備えられているものに限る。）

であって、その一部又は全部が自動車の最外側から突出しているもの又はその端

部が自動車の進行方向に向いているもの 

⑤～⑩（略） 

（6）乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（UN R26-03-S3 の 5.及び 6.に

適合している自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）及び乗車定員が 10 人未満の専ら乗

用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）以外の自動車であって、次に掲

げるものは、（2）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 22 条第 5項関係、細

目告示第 100 条第 5項関係） 

①～②（略） 

（7）自動車（ポール・トレーラを除く。）の最後部の車軸中心から車体の後面までの水平

距離は、視認等その他適切な方法により審査したときに、最後部の車軸中心から車体

の後面までの水平距離が最遠軸距の 2 分の 1（物品を車体の後方へ突出して積載する

おそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他の自動車のうち小型自動車に

あっては 20 分の 11）以下でなければならない。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のもの及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。（保安基

準第 18 条第 1 項第 3号関係、細目告示第 22 条第 6項関係、細目告示第 100 条第 6 項

関係） 

（8）～（9）（略） 

7-26-2～7-26-4（略） 

7-26-5 従前規定の適用① 

昭和 34 年 9月 15 日以前に製作された自動車（最後部の車軸中心から車体後面までの

水平距離が長くなる改造を行う場合を除く。）については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 2項第 1号関係） 

7-26-5-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 
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ただし、大型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次の各号に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」と

されないものとする。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に備えるもの並びに自動車の最前部の車軸と最後部の車軸との間

における下面及び側面の部分に備えるものを除く。）であって、次の要件に適合

するもの 

ア～オ（略） 

②（略） 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって、車体の外形その他

自動車の形状が指定自動車等と同一の構造を有し、かつ、その機能を損なうおそ

れのある損傷のないもの。 

④～⑥（略） 

（4）～（6）（略） 

7-26-6 従前規定の適用② 

昭和 49 年 6月 30 日以前に製作された自動車（回転部分が突出する改造を行ったもの

を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 15 条

第 2項第 2号関係） 

7-26-6-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次の各号に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」と

されないものとする。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に備えるもの並びに自動車の最前部の車軸と最後部の車軸との間

における下面及び側面の部分に備えるものを除く。）であって、次の要件に適合

するもの 

ア～オ（略） 

②（略） 

ただし、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次の各号に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」と

されないものとする。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車、側車付

二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるもの並びに自動車の最

前部の車軸と最後部の車軸との間における下面及び側面の部分に備えるものを

除く。）であって、次の要件に適合するもの 

ア～オ（略） 

②（略） 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）であって、車体の外形その他自動車の形状が指定自動車等と同一の構

造を有し、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの。 

④～⑥（略） 

（4）～（6）（略） 

7-26-6 従前規定の適用② 

昭和 49 年 6月 30 日以前に製作された自動車（回転部分が突出する改造を行ったもの

を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 15 条

第 2項第 2号関係） 

7-26-6-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 

ただし、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次の各号に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」と

されないものとする。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車、側車付

二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるもの並びに自動車の最

前部の車軸と最後部の車軸との間における下面及び側面の部分に備えるものを

除く。）であって、次の要件に適合するもの 

ア～オ（略） 

②（略） 



新旧対照表 

92 / 521 

新 旧 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって、車体の外形その他

自動車の形状が指定自動車等と同一の構造を有し、かつ、その機能を損なうおそ

れのある損傷のないもの。 

④～⑥（略） 

（4）～（5）（略） 

（6）最後部の車軸中心から車体の後面までの水平距離は、最遠軸距の 2分の 1（物品を車

体の後方へ突出して積載するおそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他

の自動車のうち小型自動車にあっては 20 分の 11）以下であること。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のものにあっては、この限りでない。 

（7）～（8）（略） 

7-26-7 従前規定の適用③ 

平成 20 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 15 条第 1 項第 1号関係） 

7-26-7-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」とされな

いものとする。 

① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30゜及び後方 50゜に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）で

あって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を通りそれぞれ前方30°及び後方50°

に交わる 2平面によりはさまれる範囲の最外側がタイヤとなる部分については、

外側方向への突出量が 10mm 未満の場合には「外側方向に突出していないもの」

とみなす。 

（参考図）（略） 

②（略） 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に備えるもの並びに自動車の最前部の車軸と最後部の車軸との間

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）であって、車体の外形その他自動車の形状が指定自動車等と同一の構

造を有し、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの。 

④～⑥（略） 

（4）～（5）（略） 

（6）最後部の車軸中心から車体の後面までの水平距離は、最遠軸距の 2分の 1（物品を車

体の後方へ突出して積載するおそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他

の自動車のうち小型自動車にあっては 20 分の 11）以下であること。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のもの及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

（7）～（8）（略） 

7-26-7 従前規定の適用③ 

平成 20 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 15 条第 1 項第 1号関係） 

7-26-7-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他

の交通の安全を妨げるおそれのあるものでないこと。 

ただし、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。 

（例）（略） 

（3）次に掲げるものは、（2）の「他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの」とされな

いものとする。 

① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30゜及び後方 50゜に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中

心を通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる範囲

の最外側がタイヤとなる部分については、外側方向への突出量が 10mm 未満の場

合には「外側方向に突出していないもの」とみなす。 

（参考図）（略） 

②（略） 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車、側車付

二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるもの並びに自動車の最
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における下面及び側面の部分に備えるものを除く。）であって、次の要件に適合

するもの 

ア～オ（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車が直進姿勢をとった場合におい

て、車輪の左右両端が緩衝装置により挟まれているもの 

 

⑤～⑥（略） 

⑦ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって、車体の外形その他

自動車の形状が指定自動車等と同一の構造を有し、かつ、その機能を損なうおそ

れのある損傷のないもの。 

⑧～⑨（略） 

（4）（略） 

（5）最後部の車軸中心から車体の後面までの水平距離は、最遠軸距の 2分の 1（物品を車

体の後方へ突出して積載するおそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他

の自動車のうち小型自動車にあっては 20 分の 11）以下であること。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のものにあっては、この限りでない。 

（6）～（7）（略） 

 

前部の車軸と最後部の車軸との間における下面及び側面の部分に備えるものを

除く。）であって、次の要件に適合するもの 

ア～オ（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車が直進姿勢をとった場合において、車輪の左右両端が緩衝装置により挟

まれているもの 

⑤～⑥（略） 

⑦ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）であって、車体の外形その他自動車の形状が指定自動車等と同一の構

造を有し、かつ、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの。 

⑧～⑨（略） 

（4）（略） 

（5）最後部の車軸中心から車体の後面までの水平距離は、最遠軸距の 2分の 1（物品を車

体の後方へ突出して積載するおそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他

の自動車のうち小型自動車にあっては 20 分の 11）以下であること。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のもの及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

（6）～（7）（略） 

 

7-27 フルラップ前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-27-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面

に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人

員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 18 条第 2 項関係、細目告示第 22 条第 8 項関係、細目告示第

100 条第 8項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-27-2～7-27-5（略） 

［フルラップ前面衝突の旧基準適用］ 

7-27-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 23 項関係） 

7-27 フルラップ前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-27-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面

に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人

員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 18 条第 2 項関係、細目告示第 22 条第 8 項関係、細目告示第

100 条第 8項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-27-2～7-27-5（略） 

［フルラップ前面衝突の旧基準適用］ 

7-27-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 23 項関係） 
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①～②（略） 

7-27-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面

に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人

員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 27

年 6 月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示別添 23「前面衝突

時の乗員保護の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-27-7（略） 

 

①～②（略） 

7-27-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面

に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人

員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 27

年 6 月 15 日付け国土交通省告示第 723 号による改正前の細目告示別添 23「前面衝突

時の乗員保護の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-27-7（略） 

 

7-28 オフセット前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-28-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面のうち運転

者席側の一部が衝突等により変形を生じた場合において、運転者席及びこれと並列の

座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれが

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、UN R94-02-S5 の 5.（5.2.8.を除く。）及び 6.に適合するものでなけ

ればならない。 

この場合において、貨物の運送の用に供する軽自動車にあっては、ダミーの搭載時

における座席の前後方向の位置及びダミーの骨盤骨の角度の調整について、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める方法によることができる。（保

安基準第 18 条第 3 項関係、細目告示第 22 条第 9 項関係、細目告示第 100 条第 10 項

関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（2）～（3）（略） 

7-28-2～7-28-6（略） 

［UN R94-01-S3 適用］ 

7-28-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 15 項及び第 16 項関係） 

7-28 オフセット前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-28-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面のうち運転

者席側の一部が衝突等により変形を生じた場合において、運転者席及びこれと並列の

座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれが

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、UN R94-02-S5 の 5.（5.2.8.を除く。）及び 6.に適合するものでなけ

ればならない。 

この場合において、貨物の運送の用に供する軽自動車にあっては、ダミーの搭載時

における座席の前後方向の位置及びダミーの骨盤骨の角度の調整について、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める方法によることができる。（保

安基準第 18 条第 3 項関係、細目告示第 22 条第 9 項関係、細目告示第 100 条第 10 項

関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（2）～（3）（略） 

7-28-2～7-28-6（略） 

［UN R94-01-S3 適用］ 

7-28-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 15 項及び第 16 項関係） 
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①～②（略） 

7-28-7-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面のうち運転

者席側の一部が衝突等により変形を生じた場合において、運転者席及びこれと並列の

座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、UN R94-01-S3 の 5.及び 6.に適合するものでなければならない。 

この場合において、貨物の運送の用に供する軽自動車にあっては、ダミーの搭載時

における座席の前後方向の位置及びダミーの骨盤骨の角度の調整について、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める方法によることができる。 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（2）～（3）（略） 

7-28-8（略） 

 

①～②（略） 

7-28-7-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面のうち運転

者席側の一部が衝突等により変形を生じた場合において、運転者席及びこれと並列の

座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの

少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、UN R94-01-S3 の 5.及び 6.に適合するものでなければならない。 

この場合において、貨物の運送の用に供する軽自動車にあっては、ダミーの搭載時

における座席の前後方向の位置及びダミーの骨盤骨の角度の調整について、細目告示

別添 23「前面衝突時の乗員保護の技術基準」に定める方法によることができる。 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（2）～（3）（略） 

7-28-8（略） 

 

7-29 自動車との側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-29-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R95-03-S6 の 5.

（5.3.6.及び 5.3.7.を除く。）に適合するものでなければならない。（保安基準第 18

条第 4項関係、細目告示第 22 条第 10 項関係、細目告示第 100 条第 12 項関係） 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-29-2～7-29-5（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用①］ 

7-29-6 従前規定の適用② 

平成 15 年 9 月 30 日以前に製作された自動車（輸入自動車を除く。）については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 15 条第 3項第 1 号及び第 6項関

係） 

7-29-6-1 性能要件（書面等による審査） 

7-29 自動車との側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-29-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN R95-03-S6 の 5.

（5.3.6.及び 5.3.7.を除く。）に適合するものでなければならない。（保安基準第 18

条第 4項関係、細目告示第 22 条第 10 項関係、細目告示第 100 条第 12 項関係） 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-29-2～7-29-5（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用①］ 

7-29-6 従前規定の適用② 

平成 15 年 9 月 30 日以前に製作された自動車（輸入自動車を除く。）については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 15 条第 3項第 1 号及び第 6項関

係） 

7-29-6-1 性能要件（書面等による審査） 
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（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 16 年 4 月 23 日付

け国土交通省告示第 499 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装

置の技術基準」、平成 17 年 11 月 9 日付け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細

目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け

国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置

の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨～⑩（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用②］ 

7-29-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 6 項関係） 

①～③（略） 

7-29-7-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が衝突等による衝撃を受けた場合において、運転者席又

はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座席の乗車人

員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関

し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 16 年 4月 23 日付け国土交通

省告示第 499 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基

準」、平成 17 年 11 月 9 日付け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細目告示別添

24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け国土交通省

告示第 670 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基

準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用③］ 

7-29-8 従前規定の適用④ 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 16 年 4 月 23 日付

け国土交通省告示第 499 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装

置の技術基準」、平成 17 年 11 月 9 日付け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細

目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け

国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置

の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪～⑫（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用②］ 

7-29-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 6 項関係） 

①～③（略） 

7-29-7-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が衝突等による衝撃を受けた場合において、運転者席又

はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座席の乗車人

員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に関

し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 16 年 4月 23 日付け国土交通

省告示第 499 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基

準」、平成 17 年 11 月 9 日付け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細目告示別添

24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け国土交通省

告示第670号による改正前の細目告示別添24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」

に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用③］ 

7-29-8 従前規定の適用④ 
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次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 8 項関係） 

①～②（略） 

7-29-8-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 17 年 11 月 9 日付

け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護

装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前

の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」に定める基準に適合する

ものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用④］ 

7-29-9 従前規定の適用⑤ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 17 項及び第 18 項関係） 

①～②（略） 

7-29-9-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6 月 23 日付

け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装

置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-29-10（略） 

 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 8 項関係） 

①～②（略） 

7-29-8-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 17 年 11 月 9 日付

け国土交通省告示第 1337 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護

装置の技術基準」又は平成 23 年 6 月 23 日付け国土交通省告示第 670 号による改正前

の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装置の技術基準」に定める基準に適合する

ものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

［自動車との側面衝突の旧基準適用④］ 

7-29-9 従前規定の適用⑤ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 17 項及び第 18 項関係） 

①～②（略） 

7-29-9-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、当該自動車の側面が自動車との衝突等による衝撃を受けた場合において、

運転者席又はこれと並列の座席のうち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座

席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係

る性能に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成 23 年 6 月 23 日付

け国土交通省告示第 670 号による改正前の細目告示別添 24「側面衝突時の乗員保護装

置の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-29-10（略） 
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7-30 ポールとの側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-30-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に

関し書面その他適切な方法により審査したときに、UN R135-01-S1 の 5.（5.5.を除く。）

に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条第 5 項関係、細目告示第 22

条第 11 項及び第 12 項関係、細目告示第 100 条第 14 項及び第 15 項関係） 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-30-2～7-30-5（略） 

7-30-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 25 項関係） 

7-30-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に

関し書面その他適切な方法により審査したときに、UN R135 の 5. （5.5.を除く。）に

適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）～（3）（略） 

7-30-7（略） 

 

7-30 ポールとの側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

7-30-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に

関し書面その他適切な方法により審査したときに、UN R135-01-S1 の 5.（5.5.を除く。）

に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条第 5 項関係、細目告示第 22

条第 11 項及び第 12 項関係、細目告示第 100 条第 14 項及び第 15 項関係） 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-30-2～7-30-5（略） 

7-30-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 25 項関係） 

7-30-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護に係る性能に

関し書面その他適切な方法により審査したときに、UN R135 の 5. （5.5.を除く。）に

適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-30-7（略） 

 

7-31 車枠及び車体の歩行者保護性能 

7-31-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少

ないものとして、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条

第 6項関係） 

①～⑥（略） 

7-31 車枠及び車体の歩行者保護性能 

7-31-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少

ないものとして、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条

第 6項関係） 

①～⑥（略） 
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（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（使用の過程にある自動車にあっては、①に掲げ

る基準）に適合するものでなければならない。（細目告示第 22 条第 13 項関係、細目

告示第 100 条第 17 項関係） 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

7-31-2～7-31-5（略） 

［歩行者脚部保護の適用除外］ 

7-31-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 14 項関係） 

①～③（略） 

7-31-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部に過度の傷害を与えるおそれの少ないもの

として、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査した

ときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（適用関係告示第 15 条第 14

項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（使用の過程にある自動車にあっては、①に掲げ

る基準）に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

［歩行者保護の旧基準適用］ 

7-31-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 22 項関係） 

①～②（略） 

7-31-7-1 歩行者保護性能 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少

ないものとして、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（適用関係告示第

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（8-1（2）の規定により第 7 章の規定を適用する

自動車にあっては、①に掲げる基準）に適合するものでなければならない。（細目告

示第 22 条第 13 項関係、細目告示第 100 条第 17 項関係） 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

7-31-2～7-31-5（略） 

［歩行者脚部保護の適用除外］ 

7-31-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 14 項関係） 

①～③（略） 

7-31-6-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部に過度の傷害を与えるおそれの少ないもの

として、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により審査した

ときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（適用関係告示第 15 条第 14

項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（8-1（2）の規定により第 7 章の規定を適用する

自動車にあっては、①に掲げる基準）に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

［歩行者保護の旧基準適用］ 

7-31-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 15 条第 22 項関係） 

①～②（略） 

7-31-7-1 歩行者保護性能 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の前面が歩行者に

衝突した場合において、当該歩行者の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少

ないものとして、当該歩行者の保護に係る性能に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、（2）の基準に適合するものでなければならない。（適用関係告示第
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15 条第 22 項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（使用の過程にある自動車にあっては、①に掲げ

る基準）に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

 

15 条第 22 項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）車枠及び車体は、次に掲げる基準（8-1（2）の規定により第 7 章の規定を適用する

自動車にあっては、①に掲げる基準）に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

（3）～（4）（略） 

 

7-32～7-33（略） 

 

7-32～7-33（略） 

 

7-34 突入防止装置 

7-34-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪が

1 個の被牽引自動車、後車輪が 1 個の三輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラ

を除く。）、牽引自動車を除く。）の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自

動車の車体前部が突入することを有効に防止することができるものとして、強度、形状

等に関し、7-34-2 の基準に適合する突入防止装置を 7-34-3 の基準に適合するよう備え

なければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 18 条

の 2第 3項関係、細目告示第 24 条第 2項関係、細目告示第 102 条第 2項関係） 

（1）（略） 

（2）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及

びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引さ

れる後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、大型特殊自動車、牽

引自動車を除く。）にあっては、モノコック構造の車体の後面、リヤリフトゲート後

面、塵芥車の荷箱後面その他の後面の構造部が①から⑤又は（1）①から③までに掲

げる要件に適合するものであること。 

 

①～⑤（略） 

（3）～（4）（略） 

7-34-2 性能要件 

7-34-2-1（略） 

7-34-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪

が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、大型特殊自動車、牽引自動車を

7-34 突入防止装置 

7-34-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪が

1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）

の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自動車の車体前部が突入することを

有効に防止することができるものとして、強度、形状等に関し、7-34-2 の基準に適合す

る突入防止装置を 7-34-3 の基準に適合するよう備えなければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 18 条

の 2第 3項関係、細目告示第 24 条第 2項関係、細目告示第 102 条第 2項関係） 

（1）（略） 

（2）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及

びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引さ

れる後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）にあって

は、モノコック構造の車体の後面、リヤリフトゲート後面、塵芥車の荷箱後面その他

の後面の構造部が①から⑤又は（1）①から③までに掲げる要件に適合するものであ

ること。 

①～⑤（略） 

（3）～（4）（略） 

7-34-2 性能要件 

7-34-2-1（略） 

7-34-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪

が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自
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除く。）の後面に備える突入防止装置は、強度、形状等に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、次に掲げる基準にそれぞれ適合するものでなければならな

い。（細目告示第 24 条第 1項第 2号関係、細目告示第 102 条第 1項第 1 号関係） 

 

①～②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-34-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除

く。）及び牽引自動車を除く。）に備える突入防止装置は、その性能を損なわないよう

に、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するように取付けられなければならない。（保安基準第 18 条の

2第 4項関係、細目告示第 24 条第 3項及び第 4項関係、細目告示第 102 条第 3項関係）

 

①～⑥（略） 

（2）突入防止装置の取付位置、取付方法等に関し、次の基準に適合するものは、（1）の

基準に適合するものとする。 

① 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラ

を除く。）及び牽引自動車を除く。）にあっては、UN R58-03 の 16.又は 25.1.から

25.4.まで及び 25.7.に定める基準。 

 

ただし、UN R58-03 の 16.4.及び 25.7.中「2m」とあるのは「1.5m」と読み替え

るものとする。 

7-34-4～7-34-9（略） 

7-34-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 17 条第 10 項関係） 

①～②（略） 

7-34-10-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）

及び牽引自動車を除く。）の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自動車の

車体前部が突入することを有効に防止することができるものとして、強度、形状等に関

し、7-34-10-2 の基準に適合する突入防止装置を 7-34-10-3 の基準に適合するよう備え

なければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。 

（1）～（2）（略） 

7-34-10-2 性能要件 

7-34-10-2-1（略） 

7-34-10-2-2 書面等による審査 

動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）の後面に備える突入

防止装置は、強度、形状等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、次

に掲げる基準にそれぞれ適合するものでなければならない。（細目告示第 24 条第 1 項

第 2号関係、細目告示第 102 条第 1項第 1 号関係） 

①～②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-34-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車並びに牽引自動車を除く。）

に備える突入防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するよう

に取付けられなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 4 項関係、細目告示第 24

条第 3項及び第 4項関係、細目告示第 102 条第 3項関係） 

①～⑥（略） 

（2）突入防止装置の取付位置、取付方法等に関し、次の基準に適合するものは、（1）の

基準に適合するものとする。 

① 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車並びに牽引自動車

を除く。）にあっては、UN R58-03 の 16.又は 25.1.から 25.4.まで及び 25.7.に定

める基準。 

ただし、UN R58-03 の 16.4.及び 25.7.中「2m」とあるのは「1.5m」と読み替え

るものとする。 

7-34-4～7-34-9（略） 

7-34-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 17 条第 10 項関係） 

①～②（略） 

7-34-10-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型

特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車並びに牽引自動車を除く。）

の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自動車の車体前部が突入することを

有効に防止することができるものとして、強度、形状等に関し、7-34-10-2 の基準に適

合する突入防止装置を 7-34-10-3 の基準に適合するよう備えなければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。 

（1）～（2）（略） 

7-34-10-2 性能要件 

7-34-10-2-1（略） 

7-34-10-2-2 書面等による審査 
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（1）自動車の後面に備える突入防止装置は、強度、形状等に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、次に掲げる基準にそれぞれ適合するものでなければならな

い。 

① 自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超える

もの、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び牽引自動車を除く。）

に備える突入防止装置は、UN R58-02-S3 の 2.に適合すること。 

 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-34-10-3（略） 

 

（1）自動車の後面に備える突入防止装置は、強度、形状等に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、次に掲げる基準にそれぞれ適合するものでなければならな

い。 

① 自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超える

もの、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車、小型特殊自動車並びに牽引自動車を除く。）に備える突入防止装

置は、UN R58-02-S3 の 2.に適合すること。 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-34-10-3（略） 

 

7-35～7-36（略） 

 

7-35～7-36（略） 

 

7-37 乗車装置 

7-37-1 性能要件 

7-37-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び緊急自動車にあっては、この限りでな

い。（保安基準第 20 条第 2項） 

（3）（略） 

7-37-1-2 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）の座席、座席

ベルト、7-43 に規定する頭部後傾抑止装置、年少者用補助乗車装置、天井張り、内張

りその他の運転者室及び客室の内装は、書面その他適切な方法により審査したとき

に、細目告示別添 27「内装材料の難燃性の技術基準」に定める基準に適合する難燃性

の材料が使用されたものでなければならない。 

 

ただし、年少者用補助乗車装置にあっては、UN R129-01 の 6.3.1.2.又は UN 

R44-04-S12 の 6.1.6.に適合するものであればよい。（保安基準第 20 条第 4 項関係、

細目告示第 26 条第 2項及び第 104 条第 2 項関係、適用関係告示第 18 条第 4項関係）

（2）～（3）（略） 

（4）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）のインストルメントパネルは、

当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に過度の衝

撃を与えるおそれの少ないものとして乗車人員の保護に係る性能等に関し、書面その

他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 28「インストルメントパネルの衝

撃吸収の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

 

7-37 乗車装置 

7-37-1 性能要件 

7-37-1-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に緊急自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 20 条第 2項） 

（3）（略） 

7-37-1-2 書面等による審査 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）の座席、座席ベルト、7-43 に規定する

頭部後傾抑止装置、年少者用補助乗車装置、天井張り、内張りその他の運転者室及び

客室の内装は、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 27「内装

材料の難燃性の技術基準」に定める基準に適合する難燃性の材料が使用されたもので

なければならない。 

ただし、年少者用補助乗車装置にあっては、UN R129-01 の 6.3.1.2.又は UN 

R44-04-S12 の 6.1.6.に適合するものであればよい。（保安基準第 20 条第 4 項関係、

細目告示第 26 条第 2項及び第 104 条第 2 項関係、適用関係告示第 18 条第 4項関係） 

（2）～（3）（略） 

（4）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車

を除く。）のインストルメントパネルは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場

合において、乗車人員の頭部等に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものとして乗車

人員の保護に係る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、細目

告示別添 28「インストルメントパネルの衝撃吸収の技術基準」に定める基準に適合す

るものでなければならない。 
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ただし、（1）に掲げる内装のうち UN R21-01-S3 の 1.1.から 1.5.に定める内部突起

が、UN R21-01-S3 の 5.に適合する場合にあっては、この限りでない。（保安基準第 20

条第 5項関係、細目告示第 26 条第 3項及び第 104 条第 4 項関係） 

（5）（略） 

（6）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合にお

いて、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護

に係る性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添

87「サンバイザの衝撃吸収の技術基準」に適合するものでなければならない。（保安

基準第 20 条第 6項関係、細目告示第 26 条第 6項及び第 104 条第 6項関係） 

 

（7）～（8）（略） 

7-37-2～7-37-4（略） 

7-37-5 従前規定の適用① 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 18 条第 2項関係） 

7-37-5-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び緊急自動車にあっては、この限りでな

い。 

（3）（略） 

7-37-6 従前規定の適用② 

平成 6年 3月 31 日〔輸入自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 11 人以上の自動車

を除く。）にあっては平成 7 年 3月 31 日〕以前に製作された自動車については、次の基

準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 18 条第 1項及び第 53 条第 1項関係）

7-37-6-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び緊急自動車にあっては、この限りでな

い。 

（3）（略） 

（4）専ら乗用の用に供する自動車のインストルメントパネルは、当該自動車が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に過度の衝撃を与えるおそれの少

ない構造でなければならない。 

ただし、乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速

度 20km/h 未満の自動車にあっては、この限りでない。 

 

ただし、（1）に掲げる内装のうち UN R21-01-S3 の 1.1.から 1.5.に定める内部突起

が、UN R21-01-S3 の 5.に適合する場合にあっては、この限りでない。（保安基準第 20

条第 5項関係、細目告示第 26 条第 3項及び第 104 条第 4 項関係） 

（5）（略） 

（6）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ないも

のとして、乗車人員の保護に係る性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査

したときに、細目告示別添 87「サンバイザの衝撃吸収の技術基準」に適合するもので

なければならない。（保安基準第 20 条第 6 項関係、細目告示第 26 条第 6 項及び第 104

条第 6項関係） 

（7）～（8）（略） 

7-37-2～7-37-4（略） 

7-37-5 従前規定の適用① 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 18 条第 2項関係） 

7-37-5-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に緊急自動車にあっては、この限りでない。 

（3）（略） 

7-37-6 従前規定の適用② 

平成 6年 3月 31 日〔輸入自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 11 人以上の自動車

を除く。）にあっては平成 7 年 3月 31 日〕以前に製作された自動車については、次の基

準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 18 条第 1項及び第 53 条第 1項関係） 

7-37-6-1 性能要件 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に緊急自動車にあっては、この限りでない。 

（3）（略） 

（4）専ら乗用の用に供する自動車のインストルメントパネルは、当該自動車が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に過度の衝撃を与えるおそれの少

ない構造でなければならない。 

ただし、乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ

及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車にあっては、この限

りでない。 
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（5）（略） 

（6）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合にお

いて、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ない構造のものでなければならな

い。この場合において、衝撃を吸収する材料で被われているサンバイザであって、内

部構造物に局部的に硬い接触感のないものは、この基準に適合するものとする。 

 

（7）（略） 

 

（5）（略） 

（6）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ない構

造のものでなければならない。この場合において、衝撃を吸収する材料で被われてい

るサンバイザであって、内部構造物に局部的に硬い接触感のないものは、この基準に

適合するものとする。 

（7）（略） 

 

7-38 運転者席 

7-38-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 21 条関係、細目告示第 27 条関係、細目告示第 105

条第 1項関係） 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車の運転者席は、運転者が運転

者席において、次に掲げる鉛直面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m

直径 30cm の円柱をいう。）の少なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるも

のであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

②～⑤（略） 

（2）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）は、運転者席における運転者

のアイポイントを通る水平面のうち当該アイポイントを通る鉛直面より前方の部分

には、運転視野を妨げるもの（A ピラー、室外アンテナ、ドアバイザ（他の自動車及

び歩行者等が確認できる透明であるものに限る。）、側面ガラス分割バー、後写鏡、後

方等確認装置、窓ふき器、固定型及び可動型のベント並びに 7-52-1-1（1）に掲げる

ものを除く。）があってはならない。 

この場合において、スライド機構等を有する運転者席にあっては、運転者席を最後

端の位置に調整した状態とし、リクライニング機構を有する運転者席の背もたれにあ

っては、背もたれを鉛直線から後方に 25°にできるだけ近くなるような角度の位置に

調整した状態とし、かつ、（1）③エ（（ｲ）に限る。）及びオの状態とする。 

（3）（略） 

7-38 運転者席 

7-38-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 21 条関係、細目告示第 27 条関係、細目告示第 105

条第 1項関係） 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車（カタピラ及びそりを有する

軽自動車を除く。）の運転者席は、運転者が運転者席において、次に掲げる鉛直

面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m 直径 30cm の円柱をいう。）の少

なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるものであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

②～⑤（略） 

（2）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）は、運転者席における運転者のアイポイントを通る水平面のうち当該アイ

ポイントを通る鉛直面より前方の部分には、運転視野を妨げるもの（A ピラー、室外

アンテナ、ドアバイザ（他の自動車及び歩行者等が確認できる透明であるものに限

る。）、側面ガラス分割バー、後写鏡、後方等確認装置、窓ふき器、固定型及び可動型

のベント並びに 7-52-1-1（1）に掲げるものを除く。）があってはならない。 

この場合において、スライド機構等を有する運転者席にあっては、運転者席を最後

端の位置に調整した状態とし、リクライニング機構を有する運転者席の背もたれにあ

っては、背もたれを鉛直線から後方に 25°にできるだけ近くなるような角度の位置に

調整した状態とし、かつ、（1）③エ（（ｲ）に限る。）及びオの状態とする。 

（3）（略） 
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7-38-2～7-38-4（略） 

7-38-5 従前規定の適用① 

平成 30 年 10 月 31 日以前に製作された自動車（平成 28 年 11 月 1 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 28 年 10 月 31 日以前の

型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原

動機の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排

出ガス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事

項に変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合する運転者席であ

ればよい。（適用関係告示第 18 条の 2関係） 

7-38-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車の運転者席は、運転者が運転

者席において、次に掲げる鉛直面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m

直径 30cm の円柱をいう。）の少なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるも

のであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

②～⑤（略） 

（2）（略） 

 

7-38-2～7-38-4（略） 

7-38-5 従前規定の適用① 

平成 30 年 10 月 31 日以前に製作された自動車（平成 28 年 11 月 1 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 28 年 10 月 31 日以前の

型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原

動機の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排

出ガス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事

項に変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合する運転者席であ

ればよい。（適用関係告示第 18 条の 2関係） 

7-38-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車（カタピラ及びそりを有する

軽自動車を除く。）の運転者席は、運転者が運転者席において、次に掲げる鉛直

面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m 直径 30cm の円柱をいう。）の少

なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるものであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

②～⑤（略） 

（2）（略） 

 

7-39 座席 

7-39-1 性能要件 

7-39-1-1 視認等による審査 

（1）座席は、安全に着席できるものとして、着席するに必要な空間及び当該座席の向き

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように

設けられていなければならない。 

この場合において、座席の向きは次に定めるものとする。（保安基準第 22 条第 1項

関係、細目告示第 28 条第 1 項関係、細目告示第 106 条第 1項関係） 

ア～ウ（略） 

①～②（略） 

③ 自動車に備える座席は、次に掲げる自動車に備える座席を除き、横向きに設け

られたものでないこと。 

7-39 座席 

7-39-1 性能要件 

7-39-1-1 視認等による審査 

（1）座席は、安全に着席できるものとして、着席するに必要な空間及び当該座席の向き

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように

設けられていなければならない。 

この場合において、座席の向きは次に定めるものとする。（保安基準第 22 条第 1項

関係、細目告示第 28 条第 1 項関係、細目告示第 106 条第 1項関係） 

ア～ウ（略） 

①～②（略） 

③ 自動車に備える座席は、次に掲げる自動車に備える座席を除き、横向きに設け

られたものでないこと。 
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ア～エ（略） 

オ 大型特殊自動車 

カ～ク（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（5）（略） 

7-39-1-2（略） 

7-39-2～7-39-3（略） 

7-39-4 適用関係の整理 

（1）～（7）（略） 

（8）平成 29 年 7 月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7 月 26 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 26 年 7月 25 日以前の

型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から座席ベルト及び

座席ベルト取付装置に変更がないものを除く。）を除く。）については、7-39-12（従

前規定の適用⑧）の規定を適用する。（適用関係告示第 19 条第 7項関係） 

7-39-5～7-39-11（略） 

7-39-12 従前規定の適用⑧ 

平成 29 年 7月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7月 26 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 26 年 7 月 25 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から座席ベルト及び座席ベ

ルト取付装置に変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するも

のであればよい。（適用関係告示第 19 条第 7項関係） 

7-39-12-1 性能要件 

7-39-12-1-1 視認等による審査 

（1）座席は、安全に着席できるものとして、着席するに必要な空間及び当該座席の向き

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように

設けられていなければならない。 

この場合において、座席の向きは次に定めるものとする。 

ア～ウ（略） 

①～②（略） 

③ 自動車に備える座席は、前向き又は後向きに設けられたものであること。 

ただし、次に掲げる自動車に備える座席は除く。 

ア～エ（略） 

オ 大型特殊自動車 

④～⑤（略） 

（2）～（5）（略） 

7-39-12-1-2（略） 

 

ア～エ（略） 

オ 大型特殊自動車及び小型特殊自動車 

カ～ク（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（5）（略） 

7-39-1-2（略） 

7-39-2～7-39-3（略） 

7-39-4 適用関係の整理 

（1）～（7）（略） 

（8）平成 29 年 7 月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7 月 26 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、7-39-12

（従前規定の適用⑧）の規定を適用する。（適用関係告示第 19 条第 7 項関係） 

 

 

7-39-5～7-39-11（略） 

7-39-12 従前規定の適用⑧ 

平成 29 年 7月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7月 26 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 19 条第 7項関係） 

 

 

7-39-12-1 性能要件 

7-39-12-1-1 視認等による審査 

（1）座席は、安全に着席できるものとして、着席するに必要な空間及び当該座席の向き

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように

設けられていなければならない。 

この場合において、座席の向きは次に定めるものとする。 

ア～ウ（略） 

①～②（略） 

③ 自動車に備える座席は、前向き又は後向きに設けられたものであること。 

ただし、次に掲げる自動車に備える座席は除く。 

ア～エ（略） 

オ 大型特殊自動車及び小型特殊自動車 

④～⑤（略） 

（2）～（5）（略） 

7-39-12-1-2（略） 

 

7-40（略） 

 

7-40（略） 

 

7-41 座席ベルト等 7-41 座席ベルト等 
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7-41-1（略） 

7-41-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）7-41-1 に規定する座席ベルトの取付装置（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有す

るものに限る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t

を超える貨物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又は

キャンピング車である自動車及び大型特殊自動車に設ける横向き座席に備える座席

ベルトの取付装置を除く。）は、座席ベルトから受ける荷重等に十分耐え、かつ、取

付けられる座席ベルトが有効に作用し、かつ、乗降の支障とならないものとして強度、

取付位置等に関し、書面その他適切な方法により審査した場合に、UN R14-07-S7 の

5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げる座席ベルトの取付装置であって損傷のないものは、

この基準に適合するものとする。（保安基準第 22 条の 3 第 2 項関係、細目告示第 30

条第 2項関係、細目告示第 108 条第 4項関係） 

①～③（略） 

（2）（略） 

（3）7-41-1 に規定する座席ベルト（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するものに限

る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t を超える貨

物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又はキャンピン

グ車である自動車及び大型特殊自動車に設ける横向き座席に備える座席ベルトを除

く。）は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において当該座席ベルトを装

着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操作等を行うことができるも

のとして構造、操作性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、UN 

R16-06-S7 の 6.、7.及び 8.1.から 8.3.6.まで（補助座席のうち通路に設けられるも

のにあっては 6.及び 7.に限る。）に適合するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれの

ある損傷、擦過痕等のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 22

条の 3第 3項関係、細目告示第 30 条第 4 項関係、細目告示第 108 条第 6項関係） 

①～③（略） 

（4）～（10）（略） 

7-41-3（略） 

7-41-4 適用関係の整理 

（1）～（6）（略） 

（7）平成 29 年 7 月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7 月 26 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 26 年 7月 25 日以前の

型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から座席ベルト及び

座席ベルト取付装置に変更がないものを除く。）を除く。）については、7-41-11（従

前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 20 条第 13 項関係） 

（8）次に掲げる自動車については、7-41-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用する。 

（適用関係告示第 20 条第 15 項関係） 

① 平成 33 年 11 月 14 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供する自動車

7-41-1（略） 

7-41-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）7-41-1 に規定する座席ベルトの取付装置（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有す

るものに限る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t

を超える貨物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又は

キャンピング車である自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車に設ける横向き座

席に備える座席ベルトの取付装置を除く。）は、座席ベルトから受ける荷重等に十分

耐え、かつ、取付けられる座席ベルトが有効に作用し、かつ、乗降の支障とならない

ものとして強度、取付位置等に関し、書面その他適切な方法により審査した場合に、

UN R14-07-S7 の 5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げる座席ベルトの取付装置であって損傷のないものは、

この基準に適合するものとする。（保安基準第 22 条の 3 第 2 項関係、細目告示第 30

条第 2項関係、細目告示第 108 条第 4項関係） 

①～③（略） 

（2）（略） 

（3）7-41-1 に規定する座席ベルト（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するものに限

る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t を超える貨

物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又はキャンピン

グ車である自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車に設ける横向き座席に備える

座席ベルトを除く。）は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において当該

座席ベルトを装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操作等を行う

ことができるものとして構造、操作性能等に関し、書面その他適切な方法により審査

したときに、UN R16-06-S7 の 6.、7.及び 8.1.から 8.3.6.まで（補助座席のうち通路

に設けられるものにあっては6.及び7.に限る。）に適合するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれの

ある損傷、擦過痕等のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 22

条の 3第 3項関係、細目告示第 30 条第 4 項関係、細目告示第 108 条第 6項関係） 

①～③（略） 

（4）～（10）（略） 

7-41-3（略） 

7-41-4 適用関係の整理 

（1）～（6）（略） 

（7）平成 29 年 7 月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7 月 26 日以降の型式指定

自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、7-41-11

（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 20 条第 13 項関係） 

 

 

（8）次に掲げる自動車については、7-41-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用する。 

（適用関係告示第 20 条第 15 項関係） 

① 平成 33 年 11 月 14 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供する自動車
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であって、乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 30 年 11 月 14 日）以前に製

作された自動車（平成 31 年 11 月 15 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用

に供する自動車であって乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 29 年 11 月 15

日）以降の型式指定自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車並びに

座席ベルト及び座席ベルト取付装置に係る指定を受けた共通構造部型式指定自

動車を除く。） 

②～③（略） 

（9）（略） 

7-41-5 

7-41-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車（昭和 44 年 9月 30 日以前に製作された

自動車にあっては、専ら乗用の用に供するもの（軽自動車を除く。）に限る。）について

は、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 20 条第 4項から第 6項関

係） 

7-41-6-1 装備要件 

（1）当該自動車の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに掲げる座席及び自動車の側

面に隣接しない座席を除く。）には、第一種座席ベルトの取付装置を備えなければな

らない。 

ただし、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の

自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満

の自動車にあっては、この限りでない。 

（2）（略） 

7-41-6-2（略） 

7-41-7～7-41-10（略） 

7-41-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 7月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7月 26 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 26 年 7 月 25 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から座席ベルト及び座席ベ

ルト取付装置に変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するも

のであればよい。（適用関係告示第 20 条第 13 項関係） 

7-41-11-1～7-41-11-2（略） 

7-41-12 従前規定の適用⑧ 

次に掲げる自動車については、次の規定に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 20 条第 15 項関係） 

① 平成 33 年 11 月 14 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供する自動車で

あって、乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 30 年 11 月 14 日）以前に製作さ

れた自動車（平成 31 年 11 月 15 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供す

る自動車であって乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 29 年 11 月 15 日）以降

の型式指定自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車並びに座席ベルト

及び座席ベルト取付装置に係る指定を受けた共通構造部型式指定自動車を除く。）

であって、乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 30 年 11 月 14 日）以前に製

作された自動車（平成 31 年 11 月 15 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用

に供する自動車であって乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 29 年 11 月 15

日）以降の指定自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車を除く。） 

 

 

②～③（略） 

（9）（略） 

7-41-5 

7-41-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車（昭和 44 年 9月 30 日以前に製作された

自動車にあっては、専ら乗用の用に供するもの（軽自動車を除く。）に限る。）について

は、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 20 条第 4項から第 6項関

係） 

7-41-6-1 装備要件 

（1）当該自動車の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに掲げる座席及び自動車の側

面に隣接しない座席を除く。）には、第一種座席ベルトの取付装置を備えなければな

らない。 

ただし、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の

自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動

車及び最高速度 20km/h 未満の自動車にあっては、この限りでない。 

（2）（略） 

7-41-6-2（略） 

7-41-7～7-41-10（略） 

7-41-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 7月 25 日以前に製作された自動車（平成 26 年 7月 26 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 20 条第 13 項関係） 

 

 

7-41-11-1～7-41-11-2（略） 

7-41-12 従前規定の適用⑧ 

次に掲げる自動車については、次の規定に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 20 条第 15 項関係） 

① 平成 33 年 11 月 14 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供する自動車で

あって、乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 30 年 11 月 14 日）以前に製作さ

れた自動車（平成 31 年 11 月 15 日（車両総重量 12t を超える専ら乗用の用に供す

る自動車であって乗車定員 10 人以上のものにあっては平成 29 年 11 月 15 日）以降

の指定自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車を除く。） 
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②～③（略） 

7-41-12-1（略） 

7-41-12-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）7-41-12-1 に規定する座席ベルト（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するもの

に限る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t を超え

る貨物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又はキャン

ピング車である自動車及び大型特殊自動車に設ける横向き座席に備える座席ベルト

を除く。）は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において当該座席ベルト

を装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操作等を行うことができ

るものとして構造、操作性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、

UN R16-06-S7 の 6.、7.及び 8.1.から 8.3.6.までに適合するものでなければならない。

 

この場合において、次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれの

ある損傷、擦過痕等のないものは、この基準に適合するものとする。 

①～③（略） 

（4）～（10）（略） 

7-41-13（略） 

 

②～③（略） 

7-41-12-1（略） 

7-41-12-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）7-41-12-1 に規定する座席ベルト（乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するもの

に限る。）、幼児専用車、乗車定員 10 人の福祉タクシー車両、車両総重量 3.5t を超え

る貨物の運送の用に供する自動車、緊急自動車、車体の形状が患者輸送車又はキャン

ピング車である自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車に設ける横向き座席に備

える座席ベルトを除く。）は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において

当該座席ベルトを装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操作等を

行うことができるものとして構造、操作性能等に関し、書面その他適切な方法により

審査したときに、UN R16-06-S7 の 6.、7.及び 8.1.から 8.3.6.までに適合するもので

なければならない。 

この場合において、次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれの

ある損傷、擦過痕等のないものは、この基準に適合するものとする。 

①～③（略） 

（4）～（10）（略） 

7-41-13（略） 

 

7-42（略） 

 

7-42（略） 

 

7-43 頭部後傾抑止装置等 

7-43-1 装備要件 

自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって

乗車定員 10 人以下のものを除く。）、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまで

に掲げる座席及び自動車の側面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席及びこれと

並列の座席には、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭

部の過度の後傾を有効に抑止し、かつ、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少な

いものとして、構造等に関し、7-43-2 の基準に適合する頭部後傾抑止装置を備えなけれ

ばならない。 

ただし、当該座席自体が当該装置と同等の性能を有するものであるときは、この限り

でない。（保安基準第 22 条の 4関係） 

7-43-2～7-43-6（略） 

7-43-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車及び昭和 45 年 3 月 31 日以前に製作さ

れた自動車であって、専ら乗用の用に供するものについては、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 21 条 3項関係） 

7-43-7-1 装備要件 

自動車（普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の自

7-43 頭部後傾抑止装置等 

7-43-1 装備要件 

自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって

乗車定員 10 人以下のものを除く。）、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、

農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席

（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに掲げる座席及び自動車の側面に隣接しない座席を

除く。）のうち運転者席及びこれと並列の座席には、他の自動車の追突等による衝撃を

受けた場合において、乗車人員の頭部の過度の後傾を有効に抑止し、かつ、乗車人員の

頭部等に傷害を与えるおそれの少ないものとして、構造等に関し、7-43-2 の基準に適合

する頭部後傾抑止装置を備えなければならない。 

ただし、当該座席自体が当該装置と同等の性能を有するものであるときは、この限り

でない。（保安基準第 22 条の 4関係） 

7-43-2～7-43-6（略） 

7-43-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車及び昭和 45 年 3 月 31 日以前に製作さ

れた自動車であって、専ら乗用の用に供するものについては、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 21 条 3項関係） 

7-43-7-1 装備要件 

自動車（普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の自
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動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに掲げる座席及び自動車の側

面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席には、次の基準に適合する装置を備えな

ければならない。 

ただし、当該座席が 7-43-8-2（1）①及び②の基準に適合するものであるときは、こ

の限りでない。 

7-43-7-2（略） 

7-43-8 従前規定の適用④ 

平成 24 年 6月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 21 条第 1項関係） 

7-43-8-1 装備要件 

自動車（普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の自

動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに掲げる座席及び自動車の側

面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席及びこれと並列の座席には、次の基準に

適合する装置を備えなければならない。 

ただし、当該座席が 7-43-8-2（1）①及び②の基準に適合するものであるときは、こ

の限りでない。 

7-43-8-2（略） 

 

動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに

掲げる座席及び自動車の側面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席には、次の基

準に適合する装置を備えなければならない。 

ただし、当該座席が 7-43-8-2（1）①及び②の基準に適合するものであるときは、こ

の限りでない。 

7-43-7-2（略） 

7-43-8 従前規定の適用④ 

平成 24 年 6月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 21 条第 1項関係） 

7-43-8-1 装備要件 

自動車（普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）、乗車定員 11 人以上の自

動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及

び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席（7-39-11-1-2（1）③アからエまでに

掲げる座席及び自動車の側面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席及びこれと並

列の座席には、次の基準に適合する装置を備えなければならない。 

ただし、当該座席が 7-43-8-2（1）①及び②の基準に適合するものであるときは、こ

の限りでない。 

7-43-8-2（略） 

 

7-44 年少者用補助乗車装置等 

7-44-1 装備要件 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、緊急自動車、特種用途

自動車、幼児専用車、運転者席及びこれと並列の座席以外の座席を有しない自動車、

二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被

牽引自動車を除く。）には、年少者用補助乗車装置取付具を 2 個以上備えなければな

らない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条の 5第

1項関係） 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-44-2～7-44-7（略） 

 

7-44 年少者用補助乗車装置等 

7-44-1 装備要件 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、特種用途自動車、幼児

専用車、運転者席及びこれと並列の座席以外の座席を有しない自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h

未満の自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、年少者用補助乗車装置取付具を 2

個以上備えなければならない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条の 5第

1項関係） 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-44-2～7-44-7（略） 

 

7-45～7-46（略） 

 

7-45～7-46（略） 

 

7-47 乗降口 

7-47-1（略） 

7-47-2 性能要件 

7-47-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

7-47 乗降口 

7-47-1（略） 

7-47-2 性能要件 

7-47-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車
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自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、閉鎖している状態を保持するための装置を

備えているものであること。（保安基準第 25 条第 4 項関係、細目告示第 35 条第 1 項

関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（3）（略） 

7-47-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合におい

て、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、UN R11-04-S1 の 5.、6.及

び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、扉の構造上、UN R11-04-S1 に定めるヒンジ又はラッチシステム

を取付けることができない扉であって、油圧、電気等の動力により運転者席において

開閉動作を行うことができ、かつ、原動機の操作装置が作動の位置にある場合に運転

者席の運転者に扉が開放していることを視覚的に警告する装置及び走行中の扉の開

放を防止できる装置を備えたものにあっては、UN R11-03-S3 の 6.2.3.、6.2.4.及び

7.2.2.に定める基準に適合するものであればよい。 

ただし、UN R11-03-S3 附則 6 に定める加圧プレートの配置は、試験条件が最も不利

になる扉の端部及びそれと対をなす端部の組合せであること。（保安基準第 25 条第 4

項関係、細目告示第 35 条第 1項関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（4）（略） 

7-47-3～7-47-8（略） 

7-47-9 従前規定の適用⑤ 

平成 24 年 6月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 24 条第 1項関係） 

7-47-9-1（略） 

7-47-9-2 性能要件 

7-47-9-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場

合において、容易に開放するおそれがない構造でなければならない。 

 

（2）～（3）（略） 

7-47-9-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそ

れがないものとして構造に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、技術

基準通達別添 29「とびらの開放防止の技術基準」に定める基準に適合するものでなけ

ればならない。 

（2）～（3）（略） 

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、閉鎖している状

態を保持するための装置を備えているものであること。（保安基準第25条第 4項関係、

細目告示第 35 条第 1項関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（3）（略） 

7-47-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等

による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関

し、UN R11-04-S1 の 5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、扉の構造上、UN R11-04-S1 に定めるヒンジ又はラッチシステム

を取付けることができない扉であって、油圧、電気等の動力により運転者席において

開閉動作を行うことができ、かつ、原動機の操作装置が作動の位置にある場合に運転

者席の運転者に扉が開放していることを視覚的に警告する装置及び走行中の扉の開

放を防止できる装置を備えたものにあっては、UN R11-03-S3 の 6.2.3.、6.2.4.及び

7.2.2.に定める基準に適合するものであればよい。 

ただし、UN R11-03-S3 附則 6 に定める加圧プレートの配置は、試験条件が最も不利

になる扉の端部及びそれと対をなす端部の組合せであること。（保安基準第 25 条第 4

項関係、細目告示第 35 条第 1項関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（4）（略） 

7-47-3～7-47-8（略） 

7-47-9 従前規定の適用⑤ 

平成 24 年 6月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 24 条第 1項関係） 

7-47-9-1（略） 

7-47-9-2 性能要件 

7-47-9-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、当該自動車が衝

突等による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそれがない構造でなければ

ならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-9-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合

において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、技術基準通達別添 29「とびらの開放防止の技術基準」に定

める基準に適合するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 
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7-47-10 従前規定の適用⑥ 

平成 24 年 8月 11 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 24 条第 3項関係） 

7-47-10-1（略） 

7-47-10-2 性能要件 

7-47-10-2-1（略） 

7-47-10-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそ

れがないものとして構造に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、平成

19 年 6 月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改正前の細目告示別添 36「とびら

の開放防止の技術基準」に定める基準に適合するものでなければならない。 

 

（2）～（3）（略） 

7-47-11 従前規定の適用⑦ 

平成 26 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-47-11-1（略） 

7-47-11-2 性能要件 

7-47-11-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、閉鎖している状態を保持するための装置を

備えているものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-47-11-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合におい

て、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、UN R11-03-S2 の 5.、6.及

び 7.に適合するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-12 従前規定の適用⑧ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 24 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-47-12-1（略） 

7-47-12-2 性能要件 

7-47-12-2-1 視認等による審査 

（1）自動車の乗降口に備える扉は、確実に閉じることができるものであり、かつ、自動

7-47-10 従前規定の適用⑥ 

平成 24 年 8月 11 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 24 条第 3項関係） 

7-47-10-1（略） 

7-47-10-2 性能要件 

7-47-10-2-1（略） 

7-47-10-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉は、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合

において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、書面その他適切な方

法により審査したときに、平成 19 年 6月 29 日付け国土交通省告示第 854 号による改

正前の細目告示別添 36「とびらの開放防止の技術基準」に定める基準に適合するもの

でなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-11 従前規定の適用⑦ 

平成 26 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-47-11-1（略） 

7-47-11-2 性能要件 

7-47-11-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、閉鎖している状

態を保持するための装置を備えているものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-47-11-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等

による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関

し、UN R11-03-S2 の 5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-12 従前規定の適用⑧ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 24 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-47-12-1（略） 

7-47-12-2 性能要件 

7-47-12-2-1 視認等による審査 

（1）自動車の乗降口に備える扉は、確実に閉じることができるものであり、かつ、自動
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車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車

を除く。）に備えるものにあっては、閉鎖している状態を保持するための装置を備え

ているものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-47-12-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合におい

て、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、UN R11-03-S2 の 5.、6.及

び 7.に適合するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-13 従前規定の適用⑨ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 24 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-47-13-1（略） 

7-47-13-2 性能要件 

7-47-13-2-1（略） 

7-47-13-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備え

る扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合におい

て、容易に開放するおそれがないものとして構造に関し、UN R11-03-S3 の 5.、6.及

び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、扉の構造上、UN R11-03-S3 に定めるヒンジ又はラッチシステム

を取付けることができない扉であって、油圧、電気等の動力により運転者席において

開閉動作を行うことができ、かつ、原動機の操作装置が作動の位置にある場合に運転

者席の運転者に扉が開放していることを視覚的に警告する装置及び走行中の扉の開

放を防止できる装置を備えたものにあっては、UN R11-03-S3 の 6.2.3.、6.2.4.及び

7.2.2.に定める基準に適合するものであればよい。 

ただし、UN R11-03-S3 附則 6 に定める加圧プレートの配置は、試験条件が最も不利

になる扉の端部及びそれと対をなす端部の組合せであること。（保安基準第 25 条第 4

項関係、細目告示第 35 条第 1項関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（4）（略） 

 

車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び

最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）に備えるものにあっては、閉鎖している状態

を保持するための装置を備えているものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-47-12-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等

による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関

し、UN R11-03-S2 の 5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-47-13 従前規定の適用⑨ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 24 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

7-47-13-1（略） 

7-47-13-2 性能要件 

7-47-13-2-1（略） 

7-47-13-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、乗車定員 11 人以上の自動車の形状に類する

自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自

動車を除く。）の乗降口に備える扉のうち特殊扉以外のものは、当該自動車が衝突等

による衝撃を受けた場合において、容易に開放するおそれがないものとして構造に関

し、UN R11-03-S3 の 5.、6.及び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、扉の構造上、UN R11-03-S3 に定めるヒンジ又はラッチシステム

を取付けることができない扉であって、油圧、電気等の動力により運転者席において

開閉動作を行うことができ、かつ、原動機の操作装置が作動の位置にある場合に運転

者席の運転者に扉が開放していることを視覚的に警告する装置及び走行中の扉の開

放を防止できる装置を備えたものにあっては、UN R11-03-S3 の 6.2.3.、6.2.4.及び

7.2.2.に定める基準に適合するものであればよい。 

ただし、UN R11-03-S3 附則 6 に定める加圧プレートの配置は、試験条件が最も不利

になる扉の端部及びそれと対をなす端部の組合せであること。（保安基準第 25 条第 4

項関係、細目告示第 35 条第 1項関係、細目告示第 113 条第 1項関係） 

（2）～（4）（略） 

 

7-48 非常口 

7-48-1（略） 

7-48-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）7-48-1 の非常口は、設置位置、大きさ等に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 36 条第 1

7-48 非常口 

7-48-1（略） 

7-48-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）7-48-1 の非常口は、設置位置、大きさ等に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 36 条第 1
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項関係、細目告示第 114 条第 1項関係） 

①～⑧（略） 

⑨ 幼児専用車の非常口は保護者用座席（運転者席を除く。）の付近に設けられて

いること。 

ただし、保護者用座席（運転者席を除く。）から非常口へ至ることができる通

路が設けられている場合にあっては、この限りでない。 

（2）～（3）（略） 

7-48-3～7-48-5（略） 

7-48-6 従前規定の適用② 

昭和 31 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 25 条第 1 項関係） 

7-48-6-1（略） 

7-48-6-2 性能要件 

（1）7-48-6-1 の非常口は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～⑧（略） 

⑨ 幼児専用車の非常口は保護者用座席（運転者席を除く。）の付近に設けられて

いること。 

ただし、保護者用座席（運転者席を除く。）から非常口へ至ることができる通

路が設けられている場合にあっては、この限りでない。 

（2）～（3）（略） 

7-48-7 従前規定の適用③ 

昭和 35 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（幼児専用車を除く。）については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 25 条第 2項第 1 号関係） 

7-48-7-1（略） 

7-48-7-2 性能要件 

（1）7-48-7-1 の非常口は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

⑧ 幼児専用車の非常口は保護者用座席（運転者席を除く。）の付近に設けられて

いること。 

ただし、保護者用座席（運転者席を除く。）から非常口へ至ることができる通

路が設けられている場合にあっては、この限りでない。 

（2）（略） 

7-48-8（略） 

 

項関係、細目告示第 114 条第 1項関係） 

①～⑧（略） 

（新設） 

 

 

 

（2）～（3）（略） 

7-48-3～7-48-5（略） 

7-48-6 従前規定の適用② 

昭和 31 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 25 条第 1 項関係） 

7-48-6-1（略） 

7-48-6-2 性能要件 

（1）7-48-6-1 の非常口は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～⑧（略） 

（新設） 

 

 

 

（2）～（3）（略） 

7-48-7 従前規定の適用③ 

昭和 35 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（幼児専用車を除く。）については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 25 条第 2項第 1 号関係） 

7-48-7-1（略） 

7-48-7-2 性能要件 

（1）7-48-7-1 の非常口は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～⑦（略） 

（新設） 

 

 

 

（2）（略） 

7-48-8（略） 

 

7-49 物品積載装置 

7-49-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該

自動車の最大積載量を超えて土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当す

る物品積載装置を備えてはならない。（保安基準第 27 条第 2 項関係、細目告示第 37

7-49 物品積載装置 

7-49-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42

年法律第 131 号）第 4条に規定する土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な

方法により審査したときに、当該自動車の最大積載量を超えて同法第 2条第 1項に規
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条第 2項関係、細目告示第 115 条第 2項関係） 

 

 

①～③（略） 

7-49-2～7-49-4（略） 

7-49-5 従前規定の適用① 

平成 27 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。 

7-49-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の荷台その他の物品積載装置は、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載

できるものとして強度、構造等に関し、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載できる構造でなければならない。この

場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

 

①～④（略） 

（2）土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該

自動車の最大積載量を超えて土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当す

る物品積載装置を備えてはならない。 

 

 

 

①～③（略） 

7-49-6 従前規定の適用② 

平成 29 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-49-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該

自動車の最大積載量を超えて土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当す

る物品積載装置を備えてはならない。 

 

 

①～③（略） 

 

定する土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当する物品積載装置を備え

てはならない。（保安基準第 27 条第 2 項関係、細目告示第 37 条第 2 項関係、細目告

示第 115 条第 2項関係） 

①～③（略） 

7-49-2～7-49-4（略） 

7-49-5 従前規定の適用① 

平成 27 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。 

7-49-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の荷台その他の物品積載装置は、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載

できるものとして強度、構造等に関し、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載できる構造でなければならない。この

場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基準第 27

条第 1項関係、細目告示第 37 条第 1項関係、細目告示第 115 条第 1項関係） 

①～④（略） 

（2）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42

年法律第 131 号）第 4条に規定する土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な

方法により審査したときに、当該自動車の最大積載量を超えて同法第 2条第 1項に規

定する土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当する物品積載装置を備え

てはならない。（保安基準第 27 条第 2 項関係、細目告示第 37 条第 2 項関係、細目告

示第 115 条第 2項関係） 

①～③（略） 

7-49-6 従前規定の適用② 

平成 29 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。 

7-49-6-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42

年法律第 131 号）第 4条に規定する土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な

方法により審査したときに、当該自動車の最大積載量を超えて同法第 2条第 1項に規

定する土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当する物品積載装置を備え

てはならない。 

①～③（略） 

 

7-50（略） 7-50（略） 

 

7-51 窓ガラス 

7-51-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）

の窓ガラスは、書面等その他適切な方法により審査したときに、UN R43-01-S5 の 6.、

7-51 窓ガラス 

7-51-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）

の窓ガラスは、書面等その他適切な方法により審査したときに、UN R43-01-S4 の 6.、
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7.、8.及び附則 24（（4）及び（5）の窓ガラスに適用される規定並びに追加記号の表

示に係る規定を除く。）に適合する安全ガラスでなければならない。 

ただし、次に掲げる窓ガラスにあっては、この限りでない。（保安基準第 29 条第 1

項関係、細目告示第 39 条第 1項関係、細目告示第 117 条第 1項関係） 

①～④（略） 

（2）～（3）（略） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 40km/h 未満の自動車を除く。）

の前面ガラスは、損傷した場合においても運転者の視野を確保できるものであり、か

つ、容易に貫通されないものとして、強度等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、UN R43-01-S5 の 6.、7.、8.及び附則 24（ウィンドスクリーンの強

度に係る規定に限り、追加記号の表示に係る規定を除く。）に適合するものでなけれ

ばならない。 

ただし、（1）②及び③の窓ガラスにあってはこの限りでない。（保安基準第 29 条第

2項関係、細目告示第 39 条第 1項関係、細目告示第 117 条第 1項関係） 

（5）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及

び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）は、運転者の視野を妨げないもの

として、ひずみ、可視光線の透過率等に関し、書面等その他適切な方法により審査し

たときに、UN R43-01-S5 の 6.、7.、8.及び附則 24（運転者の視野確保に係る規定に

限り、追加記号の表示に係る規定を除く。）に適合するものでなければならない。（保

安基準第 29 条第 3 項関係、細目告示第 39 条第 1 項及び第 3 項関係、細目告示第 117

条第 1項及び第 3項関係） 

ただし、（1）②、③及び④の窓ガラスにあってはこの限りでない。 

（6）～（7）（略） 

（8）次の表の左欄に掲げる窓ガラスの部位のうち同表右欄に掲げる記号又はこれらと同

程度以上の規格に基づく記号が付されたものであって、その性能を損なう損傷のない

ものは、（1）、（4）及び（5）の基準に適合するものとする。（細目告示第 117 条第 8

項関係） 

窓ガラスの部位 
付される記号 

（略） UN R43-01-S5 に基づくもの （略）

（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（3）側面ガラス（運転者

席より後方の部分を

除く。）のうち運転者

が交通状況を確認す

るために必要な視野

の範囲に係る部分 

（略） （略） 
ⅩⅢ 

Ⓔ43R-01 

（略）

（4）（1）、（2）及び（3）

以外の窓ガラス 

（略） （略） 
ⅩⅢ 

Ⓔ43R-01  , 

（略）

7.、8.及び附則 24（（4）及び（5）の窓ガラスに適用される規定並びに追加記号の表

示に係る規定を除く。）に適合する安全ガラスでなければならない。 

ただし、次に掲げる窓ガラスにあっては、この限りでない。（保安基準第 29 条第 1

項関係、細目告示第 39 条第 1項関係、細目告示第 117 条第 1項関係） 

①～④（略） 

（2）～（3）（略） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 40km/h 未満の自動車を除く。）

の前面ガラスは、損傷した場合においても運転者の視野を確保できるものであり、か

つ、容易に貫通されないものとして、強度等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、UN R43-01-S4 の 6.、7.、8.及び附則 24（ウィンドスクリーンの強

度に係る規定に限り、追加記号の表示に係る規定を除く。）に適合するものでなけれ

ばならない。 

ただし、（1）②及び③の窓ガラスにあってはこの限りでない。（保安基準第 29 条第

2項関係、細目告示第 39 条第 1項関係、細目告示第 117 条第 1項関係） 

（5）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及

び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）は、運転者の視野を妨げないもの

として、ひずみ、可視光線の透過率等に関し、書面等その他適切な方法により審査し

たときに、UN R43-01-S4 の 6.、7.、8.及び附則 24（運転者の視野確保に係る規定に

限り、追加記号の表示に係る規定を除く。）に適合するものでなければならない。（保

安基準第 29 条第 3 項関係、細目告示第 39 条第 1 項及び第 3 項関係、細目告示第 117

条第 1項及び第 3項関係） 

ただし、（1）②、③及び④の窓ガラスにあってはこの限りでない。 

（6）～（7）（略） 

（8）次の表の左欄に掲げる窓ガラスの部位のうち同表右欄に掲げる記号又はこれらと同

程度以上の規格に基づく記号が付されたものであって、その性能を損なう損傷のない

ものは、（1）、（4）及び（5）の基準に適合するものとする。（細目告示第 117 条第 8

項関係） 

窓ガラスの部位 
付される記号 

（略） UN R43-01-S2 に基づくもの （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（3）側面ガラス（運転者

席より後方の部分を

除く。）のうち運転者

が交通状況を確認す

るために必要な視野

の範囲に係る部分 

（略） （略） 

 
（新設） 
 

（略） 

（4）（1）、（2）及び（3）

以外の窓ガラス 

（略） （略） 

 
（新設） 

（略） 
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ⅩⅣ

Ⓔ43R-01  , 
ⅩⅤ 

Ⓔ43R-01 

注 1：UN R43-01-S5 に基づくものには、表中に記載のあるガラスの種類を示すⅠ

からⅩⅤまでの追加記号のほか、用途により/A、/B、/C、/L、/M、/P の追加

記号が付される。 

注 2～4（略） 

7-51-2～7-51-10（略） 

7-51-11 従前規定の適用⑦ 

昭和 62 年 8 月 31 日（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であって輸

入自動車以外のものにあっては昭和 62 年 2月 28 日、輸入自動車にあっては昭和 63 年 3

月 31 日）以前に製作された自動車については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 2 項第 4号及び第 3項第 3号関係） 

7-51-11-1 性能要件 

（1）自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の窓ガラス（最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車（幼児専用車及び旅客自動

車運送事業用自動車を除く。）にあっては、前面ガラス）は、安全ガラスでなければ

ならない。 

ただし、衝突等により窓ガラスが損傷した場合において、当該ガラスの破片により

乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所に備えられたものにあっては、この限り

でない。 

（2）～（6）（略） 

7-51-12（略） 

7-51-13 従前規定の適用⑨ 

平成 31 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 29 年 7 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 29 年 6 月 30 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原動機

の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排出ガ

ス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事項に

変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 4 項関係） 

7-51-13-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の窓ガラス（最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車（幼児専用車及び旅客自動

車運送事業用自動車を除く。）にあっては、前面ガラス）は、書面等その他適切な方

法により審査したときに、細目告示別添 37「窓ガラスの技術基準」に適合する安全ガ

ラスでなければならない。 

ただし、衝突等により窓ガラスが損傷した場合において、当該ガラスの破片により

乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所に備えられたものにあっては、この限り

 
 
 

注 1：UN R43-01-S2 に基づくものには、表中に記載のあるガラスの種類を示すⅠ

からⅫまでの追加記号のほか、用途により/A、/B、/C、/L、/M、/P の追加記

号が付される。 

注 2～4（略） 

7-51-2～7-51-10（略） 

7-51-11 従前規定の適用⑦ 

昭和 62 年 8 月 31 日（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であって輸

入自動車以外のものにあっては昭和 62 年 2月 28 日、輸入自動車にあっては昭和 63 年 3

月 31 日）以前に製作された自動車については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 2 項第 4号及び第 3項第 3号関係） 

7-51-11-1 性能要件 

（1）自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の窓ガラス（最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動

車（幼児専用車及び旅客自動車運送事業用自動車を除く。）にあっては、前面ガラス）

は、安全ガラスでなければならない。 

ただし、衝突等により窓ガラスが損傷した場合において、当該ガラスの破片により

乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所に備えられたものにあっては、この限り

でない。 

（2）～（6）（略） 

7-51-12（略） 

7-51-13 従前規定の適用⑨ 

平成 31 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 29 年 7 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 29 年 6 月 30 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原動機

の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排出ガ

ス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事項に

変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 4 項関係） 

7-51-13-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の窓ガラス（最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動

車（幼児専用車及び旅客自動車運送事業用自動車を除く。）にあっては、前面ガラス）

は、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 37「窓ガラスの技

術基準」に適合する安全ガラスでなければならない。 

ただし、衝突等により窓ガラスが損傷した場合において、当該ガラスの破片により

乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所に備えられたものにあっては、この限り
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でない。 

（2）～（3）（略） 

（4）自動車（大型特殊自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）

の前面ガラスは、損傷した場合においても運転者の視野を確保できるものであり、か

つ、容易に貫通されないものとして、強度等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、細目告示別添 37「窓ガラスの技術基準」に適合するものでなければ

ならない。 

（5）～（8）（略） 

 

でない。 

（2）～（3）（略） 

（4）自動車（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、最高速度 20km/h 未満の自動

車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスは、損傷した場合においても運転者の視

野を確保できるものであり、かつ、容易に貫通されないものとして、強度等に関し、

書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 37「窓ガラスの技術基

準」に適合するものでなければならない。 

（5）～（8）（略） 

 

7-52 窓ガラス貼付物等 

7-52-1 性能要件 

7-52-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（7-51-1（6）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、

この限りでない。（保安基準第 29 条第 4 項関係、細目告示第 39 条第 3 項関係、細目

告示第 117 条第 4項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備える貼り付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、道路及び交通状況に係る

情報の入手のためのカメラ、運行中の運転者の状況に係る情報の入手のためのカ

メラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える車内を撮影するための防犯

カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨滴等を検知して窓ふき器を自動

的に作動させるための感知器、車室内の温度若しくは湿度を検知して空調装置等

を自動的に制御するための感知器又は受光量を感知して前照灯、車幅灯等を自動

的に作動させるための感知器であって、次に掲げる要件に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車にあっては、（ｱ）、

（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる

範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスに貼り付けられ、又は埋め込まれたアン

テナであって次に掲げる要件を満足するもの。 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員9人以下の自動車の前面ガラスに貼り付け

7-52 窓ガラス貼付物等 

7-52-1 性能要件 

7-52-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（7-51-1（6）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、はり付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、

この限りでない。（保安基準第 29 条第 4 項関係、細目告示第 39 条第 3 項関係、細目

告示第 117 条第 4項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備えるはり付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、ドライブレコーダーの前

方用カメラ若しくは運転者用カメラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備

える車内を撮影するための防犯カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨

滴等を検知して窓ふき器を自動的に作動させるための感知器、車室内の温度若し

くは湿度を検知して空調装置等を自動的に制御するための感知器又は受光量を

感知して前照灯、車幅灯等を自動的に作動させるための感知器であって、次に掲

げる要件に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車にあっては、（ｱ）、

（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる

範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスにはり付けられ、又は埋め込まれたアン

テナであって次に掲げる要件を満足するもの。 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員9人以下の自動車の前面ガラスにはり付け
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られ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合するもので

あること。 

（ｱ）試験領域 A に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）に貼り付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車の前面ガラスに貼

り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合する

ものであること。 

（ｱ）試験領域 A に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）に貼り付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。

（ｳ）試験領域 I に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車の前面ガラスのうち、試験領域 Iに貼り付

けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ガラスの曇り及び窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件

に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車に備える場合にあって

は、次の（ｱ）及び（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲に

貼り付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車に備える場合にあ

っては、次の（ｱ）から（ｴ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

（ｴ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲又

は試験領域I及び試験領域Iを前面ガラスの水平方向に拡大した領域

の下端より下方の範囲に貼り付けられ、又は埋め込まれたものである

こと。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車に備える場合にあっては、次の（ｱ）及び

（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領

域Ⅰを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲

に貼り付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

られ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合するもので

あること。 

（ｱ）試験領域 A にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）にはり付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車の前面ガラスには

り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合する

ものであること。 

（ｱ）試験領域 A にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）にはり付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。 

（ｳ）試験領域 I にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車の前面ガラスのうち、試験領域 Iにはり付

けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ガラスの曇り及び窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件

に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車に備える場合にあって

は、次の（ｱ）及び（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲に

はり付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車に備える場合にあ

っては、次の（ｱ）から（ｴ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

（ｴ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲又

は試験領域I及び試験領域Iを前面ガラスの水平方向に拡大した領域

の下端より下方の範囲にはり付けられ、又は埋め込まれたものである

こと。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車に備える場合にあっては、次の（ｱ）及び

（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領

域Ⅰを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲

にはり付けられ、又は埋め込まれたものであること。 
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⑪（略） 

⑫ 装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

貼り付けられ、又は塗装された状態において、透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬（略） 

⑭ 大型特殊自動車の窓ガラスに取付けるワイパーモータ、扉の開閉取手（ガラス

削り込みを含む。）及びガラス取付用金具等であって、次に掲げる要件に該当す

るもの。 

ア 前面ガラスにあっては、当該ガラスの上縁であって、車両中心面と平行な

面上のガラス開口部の実長の 20％以内の範囲又はガラス開口部周囲から各

100mm 以内の範囲に貼り付けられたものであること。 

イ 側面ガラスにあっては、ガラス開口部周囲から各 150mm 以内の範囲に貼り

付けられたものであること。 

（参考図）（略） 

⑮ 法第 75 条の 4 第 1 項の特別な表示、再資源化の適正かつ円滑な実施のために

必要となる窓ガラスの分類についての表示及びその他の窓ガラスにかかる情報

の表示であって、運転者の視野の確保に支障がない位置に装着（窓ガラスに一部

又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、塗装され、

又は刻印されているもの。 

⑯ 指定自動車等に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を

含む。）され、貼り付けられ又は塗装されているものと同一の構造を有し、かつ

同一の位置に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含

む。）され、貼り付けられ又は塗装されているもの。 

⑰ ①から⑯までに掲げるもののほか、国土交通大臣又は地方運輸局長が指定した

もの 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、貼り付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。（細目告示第 39 条第 5項

関係、細目告示第 117 条第 6項関係） 

①～③（略） 

7-52-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

貼り付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは

⑪（略） 

⑫ 装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

はり付けられ、又は塗装された状態において、透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬（略） 

⑭ 大型特殊自動車及び小型特殊自動車の窓ガラスに取付けるワイパーモータ、扉

の開閉取手（ガラス削り込みを含む。）及びガラス取付用金具等であって、次に

掲げる要件に該当するもの。 

ア 前面ガラスにあっては、当該ガラスの上縁であって、車両中心面と平行な

面上のガラス開口部の実長の 20％以内の範囲又はガラス開口部周囲から各

100mm 以内の範囲にはり付けられたものであること。 

イ 側面ガラスにあっては、ガラス開口部周囲から各 150mm 以内の範囲にはり

付けられたものであること。 

（参考図）（略） 

⑮ 法第 75 条の 4 第 1 項の特別な表示、再資源化の適正かつ円滑な実施のために

必要となる窓ガラスの分類についての表示及びその他の窓ガラスにかかる情報

の表示であって、運転者の視野の確保に支障がない位置に装着（窓ガラスに一部

又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、はり付けられ、塗装され、

又は刻印されているもの。 

⑯ 指定自動車等に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を

含む。）され、はり付けられ又は塗装されているものと同一の構造を有し、かつ

同一の位置に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含

む。）され、はり付けられ又は塗装されているもの。 

⑰ ①から⑯までに掲げるもののほか、国土交通大臣又は地方運輸局長が指定した

もの 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、はり付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。（細目告示第 39 条第 5項

関係、細目告示第 117 条第 6項関係） 

①～③（略） 

7-52-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

はり付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは
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ない。 

7-52-2～7-52-4（略） 

7-52-5 従前規定の適用① 

平成 31 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 29 年 7 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 29 年 6 月 30 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原動機

の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排出ガ

ス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事項に

変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 4 項関係） 

7-52-5-1 性能要件 

7-52-5-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（7-51-1（6）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、

この限りでない。 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備える貼り付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、道路及び交通状況に係る

情報の入手のためのカメラ、運行中の運転者の状況に係る情報の入手のためのカ

メラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える車内を撮影するための防犯

カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨滴等を検知して窓ふき器を自動

的に作動させるための感知器、車室内の温度若しくは湿度を検知して空調装置等

を自動的に制御するための感知器又は受光量を感知して前照灯、車幅灯等を自動

的に作動させるための感知器であって、次に掲げる要件に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ アの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲に

貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスに貼り付けるアンテナ。 

この場合において、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であっ

て試験領域 A 又は試験領域 Bに貼り付ける場合にあっては、次のア又はイに掲げ

る要件、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車以外であって試験領

域Ⅰに貼り付ける場合にあっては、ウに掲げる要件を満足しなければならない。

ア 試験領域 Aに貼り付ける場合にあっては、機器の幅が 0.5mm 以下であり、

かつ、3本以下であること。 

ない。 

7-52-2～7-52-4（略） 

7-52-5 従前規定の適用① 

平成 31 年 6 月 30 日以前に製作された自動車（平成 29 年 7 月 1 日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車（平成 29 年 6 月 30 日以前の型式

指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車から、種別、用途、原動機

の種類及び主要構造、燃料の種類、動力用電源装置の種類、軸距並びに適合する排出ガ

ス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を区別する事項に

変更がないものを除く。）を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 26 条第 4 項関係） 

7-52-5-1 性能要件 

7-52-5-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（7-51-1（6）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、はり付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、

この限りでない。 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備えるはり付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、道路及び交通状況に係る

情報の入手のためのカメラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える車内

を撮影するための防犯カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨滴等を検

知して窓ふき器を自動的に作動させるための感知器、車室内の温度若しくは湿度

を検知して空調装置等を自動的に制御するための感知器又は受光量を感知して

前照灯、車幅灯等を自動的に作動させるための感知器であって、次に掲げる要件

に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ アの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲に

はり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスにはり付けるアンテナ。 

この場合において、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車であっ

て試験領域 A 又は試験領域 Bにはり付ける場合にあっては、次のア又はイに掲げ

る要件、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車以外であって試験領

域Ⅰにはり付ける場合にあっては、ウに掲げる要件を満足しなければならない。 

ア 試験領域 Aにはり付ける場合にあっては、機器の幅が 0.5mm 以下であり、

かつ、3本以下であること。 
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イ 試験領域 B（試験領域 Aと重複する領域を除く。）に貼り付ける場合にあっ

ては、機器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ 試験領域Ⅰに貼り付ける場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車にあっては、試験領域 B

及び試験領域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範

囲に貼り付けられたものであること。 

イ アの自動車以外の自動車にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領域Ⅰを前面ガ

ラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲に貼り付けられたも

のであること。 

⑪（略） 

⑫ ①から⑪までに掲げるもののほか、装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は

密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、又は塗装された状態において、

透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬～⑮（略） 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、貼り付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。 

①～③（略） 

7-52-5-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

貼り付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは

ない。 

 

イ 試験領域 B（試験領域 Aと重複する領域を除く。）にはり付ける場合にあっ

ては、機器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ 試験領域Ⅰにはり付ける場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車にあっては、試験領域 B

及び試験領域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範

囲にはり付けられたものであること。 

イ アの自動車以外の自動車にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領域Ⅰを前面ガ

ラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲にはり付けられたも

のであること。 

⑪（略） 

⑫ ①から⑪までに掲げるもののほか、装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は

密着している状態を含む。）され、はり付けられ、又は塗装された状態において、

透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬～⑮（略） 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、はり付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。 

①～③（略） 

7-52-5-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

はり付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは

ない。 

 

7-53 騒音防止装置 

7-53-1（略） 

7-53-2 性能要件 

7-53-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 40 条第 1

7-53 騒音防止装置 

7-53-1（略） 

7-53-2 性能要件 

7-53-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 40 条第 1
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項関係、細目告示第 118 条第 1項関係） 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、使用の過程にある二輪

自動車を改造した側車付二輪自動車、排気管を有しない自動車及び排気管を有す

る自動車であって停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）

は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により

測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲

げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ

大型特殊自動車 （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車

定員 10 人以下の自動車を除く。） 

 

（略） （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車

定員 10 人以下の自動車に限る。） 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

② 使用の過程にある自動車であって次に掲げるもの（排気管を有しない自動車及

び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものを

除く。）は、それぞれに定める構造であること。 

 

ア 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車のうち、当該自動車の消音器につ

いて改造又は交換を行ったもの 

別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」により測定した

近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲げ

る値を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器の基準に適合する消音器に交換した自動車のう

ち、二輪自動車及び使用の過程にある二輪自動車を改造した側車付二輪自

動車にあってはイに定める基準、二輪自動車以外のものにあってはウに定

める基準を適用するものとする。 

自動車の種別 騒音の大きさ

乗車定員 11 人以上の専ら乗用の用に供

する自動車及び貨物の運送の用に供す

る自動車（三輪自動車を除く。） 

 

（略） （略） 

専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以

下の自動車（三輪自動車を除く。） 

 

（略） （略） 

二輪自動車及び二輪自動車から側車付二輪自動車に （略） 

項関係、細目告示第 118 条第 1項関係） 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、使用の過程にある二輪

自動車を改造した側車付二輪自動車、排気管を有しない自動車及び排気管を有す

る自動車であって停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）

は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により

測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲

げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

大型特殊自動車及び小型特殊自動車 （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車（専ら乗用の用に供する乗

車定員 10 人以下の自動車を除く。） 

（略） （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車（専ら乗用の用に供する乗

車定員 10 人以下の自動車に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） 

② 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車又は使用の過程にある自

動車であって次に掲げるもの（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動

車であって停止状態において原動機が作動しないものを除く。）は、それぞれに

定める構造であること。 

ア 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車のうち、当該自動車の消音器につ

いて改造又は交換を行ったもの 

別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」により測定した

近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲げ

る値を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器の基準に適合する消音器に交換した自動車のう

ち、二輪自動車及び使用の過程にある二輪自動車を改造した側車付二輪自

動車にあってはイに定める基準、二輪自動車以外のものにあってはウに定

める基準を適用するものとする。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

乗車定員 11 人以上の専ら乗用の用に供

する自動車及び貨物の運送の用に供す

る自動車（三輪自動車並びにカタピラ及

びそりを有する軽自動車を除く。） 

（略） （略） 

専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以

下の自動車（三輪自動車並びにカタピラ

及びそりを有する軽自動車を除く。） 

（略） （略） 

小型自動車及び軽自動車（二輪自動車及び二輪自動 （略） 
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改造を行ったもの 

 

イ（略） 

ウ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。） 

 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）（1）①及び②の表中「車両の後部に原動機を有するもの」とあるのは、原動機本体

の前端を通り、車両中心線に垂直な平面と車両中心線との交点が、最も前方の車軸中

心又は最も後方の車軸中心を含み、車両中心線に垂直な二つの平面と車両中心線との

それぞれの交点の中心より後方にある自動車をいう。 

この場合、原動機本体とは、原動機ファン、充電発電器、空気清浄器等の機関に必

要な附属装置は取付け、放熱器、消音器、クラッチ、変速機等は取除いた状態をいう。

ただし、ファン、充電発電機、空気清浄器等が原動機から切り離されて別に装着さ

れているものにあっては、それらを除いた状態とする。 

（参考図）（略） 

（3）（略） 

7-53-2-2（略） 

7-53-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 40 条第 1 項

関係、細目告示第 118 条第 1項関係） 

① 自動車（側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車に限る。）は、細

目告示別添 39「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行

騒音を dB で表した値が 85dB を超える騒音を発しない構造であること。 

 

② 新たに運行の用に供しようとする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）は、UN R51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.、6.2.3.

及び 6.3.を除き、6.2.2.にあってはフェーズ 2 に係る要件に限る。）に定める基

準に適合する構造であること。 

 

なお、自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の

運送の用に供する自動車のうち車両総重量が 3.5t を超える自動車を除く。）の検

車から側車付二輪自動車に改造を行ったものに限

る。） 

イ（略） 

ウ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車並びに小型特殊自動車を除く。） 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）（1）①の表中「車両の後部に原動機を有するもの」とあるのは、原動機本体の前端

を通り、車両中心線に垂直な平面と車両中心線との交点が、最も前方の車軸中心又は

最も後方の車軸中心を含み、車両中心線に垂直な二つの平面と車両中心線とのそれぞ

れの交点の中心より後方にある自動車をいう。 

この場合、原動機本体とは、原動機ファン、充電発電器、空気清浄器等の機関に必

要な附属装置は取付け、放熱器、消音器、クラッチ、変速機等は取除いた状態をいう。 

ただし、ファン、充電発電機、空気清浄器等が原動機から切り離されて別に装着さ

れているものにあっては、それらを除いた状態とする。 

（参考図）（略） 

（3）（略） 

7-53-2-2（略） 

7-53-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 40 条第 1 項

関係、細目告示第 118 条第 1項関係） 

① 自動車（側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車並びに小型特殊自動車に限る。）は、細目告示別添 39「定常走行

騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を dB で表した値が

85dB を超える騒音を発しない構造であること。 

② 新たに運行の用に供しようとする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊

自動車を除く。）は、UN 51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.、6.2.3.及び 6.3.を除き、6.2.2.

にあってはフェーズ 2 に係る要件に限る。）に定める基準に適合する構造である

こと。 

なお、自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の

運送の用に供する自動車のうち車両総重量が 3.5t を超える自動車、二輪自動車、
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査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等により基準

適合性を確認した時点の車両重量の±10％の範囲にあればよい。 

 

 

③ 新たに運行の用に供しようとする二輪自動車は、UN R41-04-S5（平成 33 年 1

月 20 日以降の型式指定自動車以外の二輪自動車にあっては、試験路は ISO 

10844:1994 に規定された路面であってもよい。）の 6.（6.3.及び 6.4.を除く。）

に適合する構造であること。 

なお、検査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等

により基準適合性を確認した時点の車両重量の±20kg の範囲にあればよい。 

 

（2）（略） 

（3）次に掲げる騒音防止装置（二輪自動車に備えるものにあっては、騒音ラベルを含む。）

であって、その機能を損なう損傷等がなく、かつ、車両重量が（1）②又は③のなお

書きに定める範囲にあるものは、（1）②又は③の前段の基準に適合するものとする。

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた騒音防止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている騒音防止装置又はこれに準ずる性能を有する騒音防止装置 

 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置又はこ

れに準ずる性能を有する騒音防止装置 

 

（4）内燃機関を原動機とする側車付二輪自動車、三輪自動車及び使用の過程にある自動

車に備える消音器（大型特殊自動車に備える消音器を除く。）は、騒音の発生を有効

に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものとして、（5）から（8）までに

掲げる自動車に応じ、それぞれに掲げる消音器に該当するものでなければならない。

（細目告示第 118 条第 2項及び第 3項関係） 

 

（5）使用の過程にある自動車のうち、乗車定員が 11 人以上又は車両総重量が 3.5t を超

える自動車（側車付二輪自動車及び三輪自動車を除く。）以外の自動車であって、当

該自動車に備える消音器について改造又は交換を行ったもの 

 

① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。（DPF と構造上一体となって

いる消音器を除く。） 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車並びに小型特殊自動車を除く。）は、検査コースにおいて重量計を用いて

計測したときの車両重量は、書面等により基準適合性を確認した時点の車両重量

の±10％の範囲になければならない。 

③ 新たに運行の用に供しようとする二輪自動車は、UN R41-04-S5（平成 33 年 1

月 20 日以降の型式指定自動車以外の二輪自動車にあっては、試験路は ISO 

10844:1994 に規定された路面であってもよい。）の 6.（6.3.及び 6.4.を除く。）

に適合する構造であること。 

なお、検査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等

により基準適合性を確認した時点の車両重量の±20kg の範囲になければならな

い。 

（2）（略） 

（3）次に掲げる騒音防止装置（二輪自動車に備えるものに限る。）であって、その機能を

損なう損傷等のないものは、（1）②の基準に適合するものとする。 

 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた騒音防止装置（騒音ラベルを含む。） 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている騒音防止装置（騒音ラベルを含む。）又はこれに準ずる性能を有する騒音

防止装置（騒音ラベルを含む。） 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置（騒音

ラベルを含む。）又はこれに準ずる性能を有する騒音防止装置（騒音ラベルを含

む。） 

（4）内燃機関を原動機とする側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを

有する軽自動車、使用の過程にある自動車に備える消音器（大型特殊自動車及び小型

特殊自動車に備える消音器を除く。）は、騒音の発生を有効に抑止するものとして構

造、騒音防止性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、加速走

行騒音を有効に防止するものとして、（5）から（8）までに掲げる自動車に応じ、そ

れぞれに掲げる消音器に該当するものでなければならない。（細目告示第 118 条第 2

項及び第 3項関係） 

（5）8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車のうち、乗車定員が 11 人以上

又は車両総重量が 3.5t を超える自動車（側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタ

ピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）以外の自動車であって、当該自動車に備え

る消音器について改造又は交換を行ったもの 

① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。 

 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと
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する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 

イ～カ（略） 

②（略） 

（6）使用の過程にある自動車のうち、乗車定員が 11 人以上又は車両総重量が 3.5t を超

える自動車（側車付二輪自動車及び三輪自動車を除く。）であって、当該自動車に備

える消音器について改造又は交換を行ったもの 

 

①～②（略） 

（7）（8）の自動車以外の自動車であって、当該自動車に備える消音器について改造又は

交換を行っていないもの 

①（略） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（新たに運行の用に供しようとする自動車の

初めての検査及び使用の過程にある自動車の改造等が行われた後の初めて

の検査の際には原本の提示とし、その後は写しをもって代えることができ

る。）を運行の際に携行することにより、細目告示別添 40「加速走行騒音の

測定方法」に定める方法により測定した加速走行騒音を dB で表した値が

82dB 以下であることが明らかである自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

ただし、使用の過程にある自動車については、改造等が行われた後の初め

ての検査以外の場合にあっては、（ｱ）（ｲ）（ｵ）（ｷ）が同一であることを確認

すればよい。 

なお、騒音防止性能確認標章が発行されている場合には、当該加速走行騒

音試験結果成績表が初めて提示された際、加速走行騒音試験結果成績表に記

載された騒音防止性能確認標章確認番号と受検車両の消音器に貼付されて

いる騒音防止性能確認標章の確認番号が一致していることを確認するもの

とする。 

（ｱ）～（ｸ）（略） 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車（使用の過程に

ある自動車であって、改造等が行われた後の初めての検査以外の場合に限

る。） 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（新たに運行の用に供しよ

うとする自動車の初めての検査及び使用の過程にある自動車の改造等が行

われた後の初めての検査の際には原本の提示とし、その後は写しをもって代

えることができる。）又は表示を運行の際に携行することにより、（7）①オ

に掲げる規定に適合することが明らかである自動車。 

する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 

イ～カ（略） 

②（略） 

（6）8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車のうち、乗車定員が 11 人以上

又は車両総重量が 3.5t を超える自動車（側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタ

ピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）であって、当該自動車に備える消音器につ

いて改造又は交換を行ったもの 

①～②（略） 

（7）（8）の自動車以外の自動車であって、当該自動車に備える消音器について改造又は

交換を行っていないもの 

①（略） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（新たに運行の用に供しようとする自動車の

初めての検査及び 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車の改

造等が行われた後の初めての検査の際には原本の提示とし、その後は写しを

もって代えることができる。）を運行の際に携行することにより、細目告示

別添 40「加速走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した加速走行騒

音を dB で表した値が 82dB 以下であることが明らかである自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

ただし、8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車については、

改造等が行われた後の初めての検査以外の場合にあっては、（ｱ）（ｲ）（ｵ）（ｷ）

が同一であることを確認すればよい。 

なお、騒音防止性能確認標章が発行されている場合には、当該加速走行騒

音試験結果成績表が初めて提示された際、加速走行騒音試験結果成績表に記

載された騒音防止性能確認標章確認番号と受検車両の消音器に貼付されて

いる騒音防止性能確認標章の確認番号が一致していることを確認するもの

とする。 

（ｱ）～（ｸ）（略） 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車（8-1（2）の規

定により第 7 章の規定を適用する自動車であって、改造等が行われた後の初

めての検査以外の場合に限る。） 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（新たに運行の用に供しよ

うとする自動車の初めての検査及び 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適

用する自動車の改造等が行われた後の初めての検査の際には原本の提示と

し、その後は写しをもって代えることができる。）又は表示を運行の際に携

行することにより、（7）①オに掲げる規定に適合することが明らかである自
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ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）～（ｵ）（略） 

（8）使用の過程にある自動車（二輪自動車又は使用の過程にある二輪自動車を改造した

側車付二輪自動車に限る。）であって、当該自動車に備える消音器について改造又は

交換を行っていないもの 

①～②（略） 

（9）（略） 

（10）使用の過程にある自動車における異型式の原動機への換装（指定自動車等に備えら

れた消音器等であって、換装後の原動機用の（4）の基準に適合した消音器等とセッ

トで換装した場合を除く。）は、（4）の基準に適合しなくなるおそれのある改造とし

て取扱う。 

なお、この場合における適合性確認については、公的試験機関又は自動車製作者等

において実施された加速走行騒音試験結果成績表の原本又は写しの提示により、（6）

②ア又は（7）②アに準じて確認するものとする。 

7-53-3（略） 

7-53-4 適用関係の整理 

（1）次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、7-53-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第

9項、第 11 項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車 昭和 46 年 3月 31 日（同日以前の型

式指定自動車にあっては、同年 12

月 31 日） 

（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の

二輪自動車及び側車付二輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（2）次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 12 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成

10 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び騒音防止装置認

定自動車を除く。）については、7-53-6（従前規定の適用②）の規定を適用する。（適

用関係告示第 27 条第 13 項関係） 

（略） 

動車。 

ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）～（ｵ）（略） 

（8）8-1（2）の規定により第 7 章の規定を適用する自動車（二輪自動車又は使用の過程

にある二輪自動車を改造した側車付二輪自動車に限る。）であって、当該自動車に備

える消音器について改造又は交換を行っていないもの 

①～②（略） 

（9）（略） 

（10）8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車における異型式の原動機への

換装（指定自動車等に備えられた消音器等であって、換装後の原動機用の（4）の基

準に適合した消音器等とセットで換装した場合を除く。）は、（4）の基準に適合しな

くなるおそれのある改造として取扱う。 

なお、この場合における適合性確認については、公的試験機関又は自動車製作者等

において実施された加速走行騒音試験結果成績表の原本又は写しの提示により、（6）

②ア又は（7）②アに準じて確認するものとする。 

7-53-3（略） 

7-53-4 適用関係の整理 

（1）次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、7-53-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第

9項、第 11 項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車及び型式認定自動車 昭和 46 年 3月 31 日（同日以前の型

式指定自動車及び型式認定自動車

にあっては、同年 12 月 31 日） 

（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の

小型自動車及び軽自動車（二輪自動車

及び側車付二輪自動車に限る。） 

（略） 

（略） （略） 

（2）次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 12 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成

10 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車、型式認定自動車及

び騒音防止装置認定自動車を除く。）については、7-53-6（従前規定の適用②）の規

定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 13 項関係） 

（略） 



新旧対照表 

128 / 521 

新 旧 

（削除） 

（3）普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並び

に軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）であって運

転者室の前方に原動機を有するもののうち、平成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっ

ては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であっ

て、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）

については、7-53-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条

第 15 項関係） 

（4）（略） 

（5）次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防

止装置指定自動車を除く。）については、7-53-9（従前規定の適用⑤）の規定を適用

する。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）で

あって、運転者室の前方に原動機を有するもの以外のもの 

 

（6）車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に

供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であ

って、平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）に

ついては、7-53-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条

第 19 項関係） 

（7）車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、

乗車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備

えたもの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14

年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、

7-53-11（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係）

 

（8）次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防

止装置指定自動車を除く。）については、7-53-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用

する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車 

（9）（略） 

ウ 軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

（3）普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並び

に軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車を除く。）であって運転者室の前方に原動機を有するもののうち、平

成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 13 年 3 月 31 日）以前に製作された

もの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、

騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、7-53-7（従前規

定の適用③）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 15 項関係） 

（4）（略） 

（5）次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止

装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、7-53-9（従前規定の適用

⑤）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車

及び側車付二輪自動車を除く。）であって、運転者室の前方に原動機を有する

もの以外のもの 

（6）車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に

供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であ

って、平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自

動車を除く。）については、7-53-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用

関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（7）車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、

乗車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備

えたもの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14

年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）

については、7-53-11（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 27

条第 21 項関係） 

（8）次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止

装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、7-53-12（従前規定の適用

⑧）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

（9）（略） 
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（10）次に掲げる二輪自動車にあっては、7-53-14（従前規定の適用⑩）の規定を適用す

る。（適用関係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の

型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。） 

②（略） 

（11）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動

車を除く。）にあっては、7-53-15（従前規定の適用⑪）の規定を適用する。（適用関

係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

（12）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動

車を除く。）にあっては、7-53-16（従前規定の適用⑫）の規定を適用する。（適用関

係告示第 27 条第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車

のうち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成

35 年 8 月 31 日）までに製作された自動車であって次に掲げるもの 

ア～イ（略） 

③（略） 

（13）（略） 

7-53-5 従前規定の適用① 

次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 9項、第 11

項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車 昭和 46 年 3月 31 日（同日以前の型

式指定自動車にあっては、同年 12

月 31 日） 

（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の

二輪自動車及び側車付二輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

7-53-5-1～7-53-5-2（略） 

7-53-6 従前規定の適用② 

次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成

12 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 10

年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び騒音防止装置認定自

動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27

条第 13 項関係） 

（略） 

（10）次に掲げる二輪自動車にあっては、7-53-14（従前規定の適用⑩）の規定を適用す

る。（適用関係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の

型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

②（略） 

（11）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、

7-53-15（従前規定の適用⑪）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

（12）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、

7-53-16（従前規定の適用⑫）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車

のうち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成

35 年 8 月 31 日）までに製作された自動車 

ア～イ（略） 

③（略） 

（13）（略） 

7-53-5 従前規定の適用① 

次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 9項、第 11

項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車及び型式認定自動車 昭和 46 年 3月 31 日（同日以前の型

式指定自動車及び型式認定自動車

にあっては、同年 12 月 31 日） 

（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の

小型自動車及び軽自動車（二輪自動車

及び側車付二輪自動車に限る。） 

（略） 

（略） （略） 

7-53-5-1～7-53-5-2（略） 

7-53-6 従前規定の適用② 

次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成

12 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 10 年

10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車、型式認定自動車及び騒音防

止装置認定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用

関係告示第 27 条第 13 項関係） 

（略） 
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（削除） 

7-53-6-1（略） 

7-53-6-2 性能要件 

7-53-6-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ

（略） （略） 

（削除） （削除） 

（2）（略） 

7-53-6-2-2～7-53-6-2-3（略） 

7-53-7 従前規定の適用③ 

普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並びに

軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）であって運転者

室の前方に原動機を有するもののうち、平成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、

平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成

11年10月1日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 15 項関係） 

 

7-53-7-1～7-53-7-2（略） 

7-53-8 従前規定の適用④ 

専ら乗用の用に供する乗車定員 7 人以上 10 人以下の自動車（二輪自動車及び側車付

二輪自動車を除く。）であって、平成 13 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 14

年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 11 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 16 項関係） 

7-53-8-1（略） 

7-53-8-2 性能要件 

7-53-8-2-1～7-53-8-2-2（略） 

7-53-8-2-3 書面等による審査 

7-53-10-2-3 に同じ。 

7-53-9 従前規定の適用⑤ 

次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自

ウ 軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

7-53-6-1（略） 

7-53-6-2 性能要件 

7-53-6-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

（略） （略） 

ウ 軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） （略） 

（2）（略） 

7-53-6-2-2～7-53-6-2-3（略） 

7-53-7 従前規定の適用③ 

普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並びに

軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付

二輪自動車を除く。）であって運転者室の前方に原動機を有するもののうち、平成 12 年

8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 13 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装

置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであ

ればよい。（適用関係告示第 27 条第 15 項関係） 

7-53-7-1～7-53-7-2（略） 

7-53-8 従前規定の適用④ 

専ら乗用の用に供する乗車定員 7 人以上 10 人以下の自動車（二輪自動車及び側車付

二輪自動車を除く。）であって、平成 13 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 14

年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 11 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 16 項関係） 

7-53-8-1（略） 

7-53-8-2 性能要件 

7-53-8-2-1～7-53-8-2-2（略） 

7-53-8-2-3 書面等による審査 

7-53-10-2-2 に同じ。 

7-53-9 従前規定の適用⑤ 

次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自
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動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装

置指定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係

告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）で

あって、運転者室の前方に原動機を有するもの以外のもの 

 

7-53-9-1（略） 

7-53-9-2 性能要件 

7-53-9-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ

（略） （略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の

自動車を除く。）であって、運転者室の前方に原動機を有

するもの以外のもの 

（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-9-2-2～7-53-9-2-3（略） 

7-53-10 従前規定の適用⑥ 

車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供

する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、

平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 12

年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

 

7-53-10-1～7-53-10-2（略） 

7-53-11 従前規定の適用⑦ 

車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、乗

車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備えた

もの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14 年 8月

31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以

降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、次の基準に適

動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置

指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車

及び側車付二輪自動車を除く。）であって、運転者室の前方に原動機を有する

もの以外のもの 

7-53-9-1（略） 

7-53-9-2 性能要件 

7-53-9-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

（略） （略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の

自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であ

って、運転者室の前方に原動機を有するもの以外のもの

（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-9-2-2～7-53-9-2-3（略） 

7-53-10 従前規定の適用⑥ 

車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供

する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、

平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 12

年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除

く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 19

項関係） 

7-53-10-1～7-53-10-2（略） 

7-53-11 従前規定の適用⑦ 

車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、乗

車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備えた

もの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14 年 8月

31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以

降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）について
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合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

7-53-11-1～7-53-11-2（略） 

7-53-12 従前規定の適用⑧ 

次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自

動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装

置指定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係

告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車 

7-53-12-1（略） 

7-53-12-2 性能要件 

7-53-12-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ

（略） （略） 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車 

 
（略） 

（2）（略） 

7-53-12-2-2～7-53-12-2-3（略） 

7-53-13 従前規定の適用⑨ 

平成 22 年 3月 31 日以前に製作された内燃機関を原動機とする自動車については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 24 項関係） 

7-53-13-1（略） 

7-53-13-2 性能要件 

7-53-13-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ

は、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

7-53-11-1～7-53-11-2（略） 

7-53-12 従前規定の適用⑧ 

次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自

動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置

指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであれ

ばよい。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

7-53-12-1（略） 

7-53-12-2 性能要件 

7-53-12-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

（略） （略） 

イ 小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限

る。） 
（略） 

（2）（略） 

7-53-12-2-2～7-53-12-2-3（略） 

7-53-13 従前規定の適用⑨ 

平成 22 年 3月 31 日以前に製作された内燃機関を原動機とする自動車については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 24 項関係） 

7-53-13-1（略） 

7-53-13-2 性能要件 

7-53-13-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次表の自動車の

種別の欄に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）は、別添 9「近接排気

騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により測定した近接排気騒音を

dB で表した値がそれぞれ次の表の騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発し

ない構造でなければならない。 

自動車の種別 騒音の大きさ 
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大型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

二輪自動車及び側車付二輪自動車 

 
（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-13-2-2～7-53-13-2-3（略） 

7-53-14 従前規定の適用⑩ 

次に掲げる二輪自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の型

式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。） 

②（略） 

7-53-14-1～7-53-14-2（略） 

7-53-15 従前規定の適用⑪ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車

を除く。）にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条

第 28 項関係） 

①～③（略） 

7-53-15-1（略） 

7-53-15-2 性能要件 

7-53-15-2-1～7-53-15-2-2（略） 

7-53-15-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）7-53-15-2-1（1）の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を

有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）

の基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11 人以上の自動車、車両総重量が 3.5t

を超える自動車及び大型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、騒音の発生を有効

に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものでなければならない。 

 

（4）～（6）（略） 

7-53-16 従前規定の適用⑫ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車

を除く。）にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条

第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車の

うち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成 35 年

大型特殊自動車及び小型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

小型自動車及び軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動

車に限る。） 
（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-13-2-2～7-53-13-2-3（略） 

7-53-14 従前規定の適用⑩ 

次に掲げる二輪自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の型

式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

②（略） 

7-53-14-1～7-53-14-2（略） 

7-53-15 従前規定の適用⑪ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

7-53-15-1（略） 

7-53-15-2 性能要件 

7-53-15-2-1～7-53-15-2-2（略） 

7-53-15-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）7-53-15-2-1（1）基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を有

する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）の

基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11 人以上の自動車、車両総重量が 3.5t

を超える自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、

騒音の発生を有効に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他

適切な方法により審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものでなければな

らない。 

（4）～（6）（略） 

7-53-16 従前規定の適用⑫ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車の

うち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成 35 年
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8 月 31 日）までに製作された自動車であって次に掲げるもの 

ア～イ（略） 

③（略） 

7-53-16-1（略） 

7-53-16-2 性能要件 

7-53-16-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 使用の過程にある自動車であって次に掲げるもの（排気管を有しない自動車及

び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものを

除く。）は、それぞれに定める構造であること。 

ア 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車のうち、当該自動車の消音器につ

いて改造又は交換を行ったもの 

別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」により測定した

近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲げ

る値を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器の基準に適合する消音器に交換した自動車にあ

ってはイに定める基準を適用するものとする。 

自動車の種別 騒音の大きさ

乗車定員 11 人以上の専

ら乗用の用に供する自

動車及び貨物の運送の

用に供する自動車（三輪

自動車を除く。） 

車両総重量が 3.5t を超

え、原動機の最高出力が

150kW を超えるもの 

99 

車両総重量が 3.5t を超

え、原動機の最高出力が

150kW 以下のもの 

98 

車両総重量が3.5t以下の

もの 
97 

専ら乗用の用に供する

乗車定員 10 人以下の自

動車（三輪自動車を除

く。） 

車両の後部に原動機を有

するもの 
100 

車両の後部に原動機を有

するもの以外のもの 
96 

イ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

8月 31 日）までに製作された自動車 

ア～イ（略） 

③（略） 

7-53-16-1（略） 

7-53-16-2 性能要件 

7-53-16-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 7-53-17-2-1（1）①に同じ。 
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る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）～（3）（略） 

7-53-16-2-2（略） 

7-53-16-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。 

 

① 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除

く。）は、UN R51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.、6.2.3.及び 6.3.を除き、6.2.2.にあっ

てはフェーズ 1に係る要件に限る。）に定める基準に適合する構造であること。

ただし、技術的最大許容質量が 2.5t 以下の貨物の運送の用に供する自動車及

び当該自動車の形状に類する乗車定員9人以下の専ら乗用の用に供する自動車の

うち、総排気量が 660cm3を超え 1495cm3未満であり、原動機の重心が前軸中心か

ら後方に水平距離で 0.3m から 1.5m の間に位置し、地面からの Rポイントの高さ

が 0.8m 以上あるものであって、後輪駆動であるものにあっては、UN R51-03-S1

の 6.2.1.1.に定める方法により測定した加速走行騒音の値が 74dB を超えない構

造であればよい。 

なお、自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の

運送の用に供する自動車のうち車両総重量が 3.5t を超える自動車を除く。）の検

査コースにおいて重量計を用いて計測したときの車両重量は、書面等により基準

適合性を確認した時点の車両重量の±10％の範囲にあればよい。 

（2）（略） 

（3）次に掲げる騒音防止装置であって、その機能を損なう損傷等がなく、かつ、車両重

量が（1）①のなお書きに定める範囲にあるものは、（1）①の前段の基準に適合する

ものとする。 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた騒音防止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている騒音防止装置又はこれに準ずる性能を有する騒音防止装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置又はこ

れに準ずる性能を有する騒音防止装置 

 

 

 

（4）内燃機関を原動機とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び

大型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、騒音の発生を有効に抑止するものとし

て構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、加

速走行騒音を有効に防止するものでなければならない。 

（2）～（3）（略） 

7-53-16-2-2（略） 

7-53-16-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 39

「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を dB で表し

た値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）（略） 

（3）新たに運行の用に供しようとする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自

動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を

除く。）は、次に定める基準に適合すること。 

UN R51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.、6.2.3.及び 6.3.を除き、6.2.2.にあってはフ

ェーズ 1に係る要件に限る。）に定める基準に適合する構造であること。 

ただし、技術的最大許容質量が 2.5t 以下の貨物の運送の用に供する自動車及

び当該自動車の形状に類する乗車定員9人以下の専ら乗用の用に供する自動車の

うち、総排気量が 660cm3を超え 1495cm3未満であり、原動機の重心が前軸中心か

ら後方に水平距離で 0.3m から 1.5m の間に位置し、地面からの Rポイントの高さ

が 0.8m 以上あるものであって、後輪駆動であるものにあっては、UN R51-03-S1

の 6.2.1.1.に定める方法により測定した加速走行騒音の値が 74dB を超えない構

造であればよい。 

（4）内燃機関を原動機とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）

に備える消音器は、騒音の発生を有効に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に

関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、加速走行騒音を有効に防止す
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（5）次に掲げる消音器は、（4）の基準に適合するものとする。 

①（略） 

② 7-53-17-2-3（5）②に同じ。 

 

③ （1）①の規定に適合する自動車が現に備えている消音器 

（6）使用の過程にある自動車のうち、乗車定員が 11 人以上又は車両総重量が 3.5t を超

える自動車（側車付二輪自動車及び三輪自動車を除く。）であって、当該自動車に備

える消音器について改造又は交換を行ったもの 

① 次に掲げるいずれかの消音器であって、その機能を損なう損傷等のない消音器

ア UN R51-03-S1 の 6.（6.2.1.2.を除き、6.2.2.にあってはフェーズ 1 に係

る要件に限る。ただし、6.2.1.1.及び 6.2.2.にあっては 8.1.2.の規定に適

合するものであればよい。）の基準に適合する自動車に備えられているもの

と同一の構造を有し､かつ､同一の位置に備えられた消音器 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備え

られている騒音防止装置の消音器又はこれに準ずる性能を有する消音器 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき指定を受けた騒音防止装置の消音器

又はこれに準ずる性能を有する消音器 

エ 別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行騒音有効防

止後付消音器の基準に適合する消音器 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（改造等が行われた後の初めての検査の際に

は原本の提示とし、その後は写しをもって代えることができる。）を運行の

際に携行することにより、UN R51-03-S1 の 6.2.2（フェーズ 1に係る要件に

限る。）に定める基準に適合することが明らかである自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

ただし、改造等が行われた後の初めての検査以外の場合にあっては、（ｱ）

（ｲ）（ｵ）（ｷ）が同一であることを確認すればよい。 

なお、騒音防止性能確認標章が発行されている場合には、当該加速走行騒

音試験結果成績表が初めて提示された際、加速走行騒音試験結果成績表に記

載された騒音防止性能確認標章確認番号と受検車両の消音器に貼付されて

いる騒音防止性能確認標章の確認番号が一致していることを確認するもの

とする。 

（ｱ）車名及び型式（原動機の改造により「改」を付した型式以外の型式

にあっては、「改」を除く型式） 

（ｲ）原動機の型式 

（ｳ）最高出力 

（ｴ）変速機の種類 

るものでなければならない。 

（5）次に掲げる消音器は、（4）の基準に適合するものとする。 

①（略） 

② 7-53-17-2-3（5）②に同じ。 

なお、文中において、（5）は（4）に読み替えるものとする。 

（新設） 

（6）7-53-17-2-3（6）に同じ。 

なお、文中において、（4）は（3）に読み替えるものとする。 
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（ｵ）消音器の個数 

（ｶ）消音器内蔵式の触媒の有無 

（ｷ）添付資料中の消音器外観写真 

（ｸ）車両総重量（受検車両の車両総重量が加速走行騒音試験結果成績表

の試験自動車の車両総重量より重い場合若しくは軽い場合であって

その差が試験自動車の車両総重量の-5％以内又は-20kg 以内の場合は

同一とみなすものとする。） 

（参考） 

受検車両の車両総重量：S1（kg） 

試験自動車の車両総重量：S（kg） 

0.95S（又は、S-20）≦S1 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車（改造等が行わ

れた後の初めての検査以外の場合に限る。） 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（改造等が行われた後の初

めての検査の際には原本の提示とし、その後は写しをもって代えることがで

きる。）又は表示を運行の際に携行することにより、UN R51-03 に適合するこ

とが明らかである自動車。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）UN R51、70/157/EEC に基づく認定証 

・写しをもって代えることができる。 

・当該認定証に記載された車両型式の自動車と受検車両は同一と認

められるものであること。この場合において、当該認定証の車両

型式と同型の自動車であって、受検車両に備える消音器が、当該

認定証に係る消音器と同一の構造であり、かつ、同一の位置に備

えられていることが明らかであるものは、当該認定証に記載され

た車両型式の自動車と同一と認められるものとする。 

（ｲ）車両データプレート内又はその近くに表示されている UN R51 に基づ

くⒺマーク（UN R51-03 以降のものに限る。） 

（7）次に掲げるものは、（4）の基準に影響しない消音器の改造とする。 

① 指定自動車等に備えられている消音器本体と同一であって、消音器本体と消音

器出口側の排気管との接合部の内径が拡大されていないもの 

② 消音器出口側の排気管に装着する意匠部品（騒音を増大等させるためのものを

除く。）の取付け又は取外し 

③ 予めその基準適合性が確認されている消音器（指定自動車等に備えられている

消音器を含む。）であって、排気管部分への DPF 又は触媒の取付け 

（8）使用の過程にある自動車における異型式の原動機への換装（指定自動車等に備えら

れた消音器等であって、換装後の原動機用の（4）の基準に適合した消音器等とセッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）7-53-17-2-3（7）に同じ。 

なお、文中において、（4）は（3）に、（5）は（4）に読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

（新設) 
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トで換装した場合を除く。）は、（4）の基準に適合しなくなるおそれのある改造とし

て取扱う。 

なお、この場合における適合性確認については、公的試験機関又は自動車製作者等

において実施された加速走行騒音試験結果成績表の原本又は写しの提示により、（5）

②アに準じて確認するものとする。 

7-53-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 27 条第 30 項及び第 31 項関係） 

①～②（略） 

7-53-17-1（略） 

7-53-17-2 性能要件 

7-53-17-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、排気管を有しない自動

車及び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動すること

がないものを除く。）は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」

に定める方法により測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次の表の

騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ

大型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

側車付二輪自動車 （略） 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-17-2-2（略） 

7-53-17-2-3 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）次に掲げる騒音防止装置（二輪自動車に備えるものに限る。）であって、その機能を

損なう損傷等がなく、かつ、車両重量が（1）②のなお書きに定める範囲にあるもの

は、（1）②の前段の基準に適合するものとする。 

①～③（略） 

（4）内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11 人以上の自動車、車両総重量が 3.5t

を超える自動車及び大型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、騒音の発生を有効

に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他適切な方法により

審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものでなければならない。 

 

（5）次に掲げる消音器は、（4）の基準に適合するものとする。 

 

 

 

 

 

7-53-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 27 条第 30 項及び第 31 項関係） 

①～②（略） 

7-53-17-1（略） 

7-53-17-2 性能要件 

7-53-17-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、排気管を有しない自動

車及び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動すること

がないものを除く。）は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」

に定める方法により測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次の表の

騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

大型特殊自動車及び小型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

小型自動車及び軽自動車（側車付二輪自動車に限る。） （略） 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-53-17-2-2（略） 

7-53-17-2-3 書面等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）次に掲げる騒音防止装置（二輪自動車に備えるものに限る。）であって、その機能を

損なう損傷等のないものは、（1）②の基準に適合するものとする。 

 

①～③（略） 

（4）内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11 人以上の自動車、車両総重量が 3.5t

を超える自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、

騒音の発生を有効に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他

適切な方法により審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものでなければな

らない。 

（5）次に掲げる消音器は、（4）の基準に適合するものとする。 
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① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。（DPF と構造上一体となって

いる消音器を除く。） 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと

する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 

イ～カ（略） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（新たに運行の用に供しようとする自動車の

初めての検査及び使用の過程にある自動車の改造等が行われた後の初めて

の検査の際には原本とし、その後は写しをもって代えることができる。）の

提示により、細目告示別添 40「加速走行騒音の測定方法」に定める方法によ

り測定した加速走行騒音をdBで表した値が82dB以下であることが明らかで

ある自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

ただし、使用の過程にある自動車については、改造等が行われた後の初め

ての検査以外の場合にあっては、（ｱ）（ｲ）（ｵ）（ｷ）が同一であることを確認

すればよい。 

なお、騒音防止性能確認標章が発行されている場合には、当該加速走行騒

音試験結果成績表が初めて提示された際、加速走行騒音試験結果成績表に記

載された騒音防止性能確認標章確認番号と受検車両の消音器に貼付されて

いる騒音防止性能確認標章の確認番号が一致していることを確認するもの

とする。 

（ｱ）～（ｸ）（略） 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車（使用の過程に

ある自動車であって、改造等が行われた後の初めての検査以外の場合に限

る。） 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（新たに運行の用に供しよ

うとする自動車の初めての検査及び使用の過程にある自動車の改造等が行

われた後の初めての検査の際には原本とし、その後は写しをもって代えるこ

とができる。）の提示又は表示により、（5）①オに掲げる規定に適合するこ

とが明らかである自動車。 

ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。 

 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと

する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 

イ～カ（略） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（新たに運行の用に供しようとする自動車の

初めての検査及び 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車の改

造等が行われた後の初めての検査の際には原本とし、その後は写しをもって

代えることができる。）の提示により、細目告示別添 40「加速走行騒音の測

定方法」に定める方法により測定した加速走行騒音を dB で表した値が 82dB

以下であることが明らかである自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

ただし、8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用する自動車については、

改造等が行われた後の初めての検査以外の場合にあっては、（ｱ）（ｲ）（ｵ）（ｷ）

が同一であることを確認すればよい。 

なお、騒音防止性能確認標章が発行されている場合には、当該加速走行騒

音試験結果成績表が初めて提示された際、加速走行騒音試験結果成績表に記

載された騒音防止性能確認標章確認番号と受検車両の消音器に貼付されて

いる騒音防止性能確認標章の確認番号が一致していることを確認するもの

とする。 

（ｱ）～（ｸ）（略） 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車（8-1（2）の規

定により第 7 章の規定を適用する自動車であって、改造等が行われた後の初

めての検査以外の場合に限る。） 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（新たに運行の用に供しよ

うとする自動車の初めての検査及び 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適

用する自動車の改造等が行われた後の初めての検査の際には原本とし、その

後は写しをもって代えることができる。）の提示又は表示により、（5）①オ

に掲げる規定に適合することが明らかである自動車。 

ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又
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は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）～（ｵ）（略） 

③（略） 

（6）（略） 

（7）使用の過程にある自動車における異型式の原動機への換装（指定自動車等に備えら

れた消音器等であって、換装後の原動機用の（4）の基準に適合した消音器等とセッ

トで換装した場合を除く。）は、（4）の基準に適合しなくなるおそれのある改造とし

て取扱う。 

なお、この場合における適合性確認については、公的試験機関又は自動車製作者等

において実施された加速走行騒音試験結果成績表の原本又は写しの提示により、（5）

②アに準じて確認するものとする。 

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）～（ｵ）（略） 

③（略） 

（6）（略） 

（7）8-1（2）の規定により第 7 章の規定を適用する自動車における異型式の原動機への

換装（指定自動車等に備えられた消音器等であって、換装後の原動機用の（4）の基

準に適合した消音器等とセットで換装した場合を除く。）は、（4）の基準に適合しな

くなるおそれのある改造として取扱う。 

なお、この場合における適合性確認については、公的試験機関又は自動車製作者等

において実施された加速走行騒音試験結果成績表の原本又は写しの提示により、（5）

②アに準じて確認するものとする。 

7-54（略） 

 

7-54（略） 

 

7-55 排気管からの排出ガス発散防止性能 

7-55-1 性能要件 

7-55-1-1 テスタ等による審査 

自動車は、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素、炭化水素及

び黒煙の発散防止性能に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②及び③の基準は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には適用しない。（保

安基準第 31 条第 2項関係、細目告示第 41 条第 1項関係、細目告示第 119 条第 1項関係）

[ガソリン・液化石油ガス、アイドリング規制] 

① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車は、原動機を無負荷運転している状

態で発生し、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素の容量比で

表した測定値〔暖機状態の自動車の排気管内にプローブ（一酸化炭素又は炭化水素の

測定器の排出ガス採取部）を 60cm 程度挿入して測定したものとする。 

ただし、プローブを 60cm 程度挿入して測定することが困難な自動車については、

外気の混入を防止する措置を講じて測定するものとする。〕及び同排出物に含まれる

炭化水素のノルマルヘキサン当量による容量比で表した測定値が、次表の左欄に掲げ

る自動車の種別に応じ、それぞれ同表の一酸化炭素及び炭化水素の欄に掲げる値を超

えないものであること。 

なお、一酸化炭素又は炭化水素の測定器は、使用開始前に十分暖機し、1 日 1 回校

正を行ったうえで使用することとする。 

また、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が明らかである場合は、当該識別記号

に係る規制値に基づき判定するものとする。（細目告示第 41 条第 1 項第 19 号関係、

細目告示第 119 条第 1項第 10 号関係） 

自動車の種別 （略） 

（略） （略） 

7-55 排気管からの排出ガス発散防止性能 

7-55-1 性能要件 

7-55-1-1 テスタ等による審査 

自動車は、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素、炭化水素及

び黒煙の発散防止性能に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②及び③の基準は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には適用しない。（保

安基準第 31 条第 2項関係、細目告示第 41 条第 1項関係、細目告示第 119 条第 1項関係） 

[ガソリン・液化石油ガス、アイドリング規制] 

① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車は、原動機を無負荷運転している状

態で発生し、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素の容量比で

表した測定値〔暖機状態の自動車の排気管内にプローブ（一酸化炭素又は炭化水素の

測定器の排出ガス採取部）を 60cm 程度挿入して測定したものとする。 

ただし、プローブを 60cm 程度挿入して測定することが困難な自動車については、

外気の混入を防止する措置を講じて測定するものとする。〕及び同排出物に含まれる

炭化水素のノルマルヘキサン当量による容量比で表した測定値が、次表の左欄に掲げ

る自動車の種別に応じ、それぞれ同表の一酸化炭素及び炭化水素の欄に掲げる値を超

えないものであること。 

なお、一酸化炭素又は炭化水素の測定器は、使用開始前に十分暖機し、1 日 1 回校

正を行ったうえで使用することとする。 

また、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が明らかである場合は、当該識別記号

に係る規制値に基づき判定するものとする。（細目告示第 41 条第 1 項第 19 号関係、

細目告示第 119 条第 1項第 10 号関係） 

自動車の種別 （略） 

（略） （略） 
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ウ 4 サイクルの原動機を備える軽自動車 

 
（略） 

エ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備えた大型

特殊自動車 
（略） 

（略） （略） 

 

[軽油、光吸収係数規制] 

② 軽油を燃料とする自動車であって次に掲げるものは、光吸収係数が 0.50m-1 を超え

ないものであること。 

この場合において、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が明らかである場合は、

当該識別記号に係る規制値に基づき判定するものとする。（細目告示第 41 条第 1項第

20 号関係、細目告示第 119 条第 1項第 11 号関係） 

ア（略） 

イ 普通自動車及び小型自動車のうち車両総重量 3.5t を超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）であって使用の過程にあるもの

又は 7-55-1-2（3）の規定の適用を受ける排出ガス非認証車（適用関係告示第 28

条第 84 項関係） 

ウ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備えた大型特殊自動車であっ

て使用の過程にあるもの又は 7-55-1-2（4）の規定の適用を受ける排出ガス非認

証車（適用関係告示第 28 条第 84 項関係） 

③（略） 

7-55-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）排出ガス試験結果成績表に記載されている等価慣性重量は、受検車両の車両重量が

該当する次表の車両重量の範囲に係る等価慣性重量と同一でなければならない。 

なお、平成 30 年規制（WLTC モード）に適合するものにあっては、受検車両の車両

重量が排出ガス試験結果成績表に記載されている車両重量に次表に掲げる区分に応

じた値を加えた重量以下でなければならない。 

ただし、機械式慣性のシャシダイナモメータを使用して JE05 測定モード又は WHTC

測定モードを実施した自動車にあっては、「次表の車両重量」を「次表の試験自動車

重量（空車状態の自動車に次に掲げる状態の重量を加えたものとする。）」と読み替え

て適用するものとし、機械式慣性以外のシャシダイナモメータを使用して JE05 測定

モード又は WHTC 測定モードを実施した自動車にあっては、試験自動車重量により近

く、かつ、試験自動車重量より重いものでなければならない。 

① 最大積載量が指定されている自動車にあっては、1 人の人員（55kg とする。）

が乗車し、かつ、最大積載量の 2分の 1（WHTC 測定モードの場合は最大積載量分）

の重量を積載した状態 

② 乗車定員が 11 人以上の自動車にあっては、乗車定員の 2 分の 1（WHTC 測定モ

ードの場合は乗車定員分）の人員（1人あたり 55kg とする。）が乗車した状態 

ウ 4 サイクルの原動機を備える軽自動車（二輪自動車及び側車

付二輪自動車を除く。） 
（略） 

エ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備えた大型

特殊自動車又は小型特殊自動車 
（略） 

（略） （略） 

 

[軽油、光吸収係数規制] 

② 軽油を燃料とする自動車であって次に掲げるものは、光吸収係数が 0.50m-1 を超え

ないものであること。 

この場合において、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が明らかである場合は、

当該識別記号に係る規制値に基づき判定するものとする。（細目告示第 41 条第 1項第

20 号関係、細目告示第 119 条第 1項第 11 号関係） 

ア（略） 

イ 普通自動車及び小型自動車のうち車両総重量 3.5t を超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）であって 8-1（2）の規定により

第 7 章の規定を適用するもの又は 7-55-1-2（3）の規定の適用を受ける排出ガス

非認証車（適用関係告示第 28 条第 84 項関係） 

ウ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備えた大型特殊自動車であっ

て 8-1（2）の規定により第 7章の規定を適用するもの又は 7-55-1-2（4）の規定

の適用を受ける排出ガス非認証車（適用関係告示第 28 条第 84 項関係） 

③（略） 

7-55-1-2 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）排出ガス試験結果成績表に記載されている等価慣性重量は、受検車両の車両重量が

該当する次表の車両重量の範囲に係る等価慣性重量と同一でなければならない。 

 

 

 

ただし、機械式慣性のシャシダイナモメータを使用して JE05 測定モードを実施し

た自動車にあっては、「次表の車両重量」を「次表の試験自動車重量（空車状態の自

動車に次に掲げる状態の重量を加えたものとする。）」と読み替えて適用するものと

し、機械式慣性以外のシャシダイナモメータを使用して JE05 測定モードを実施した

自動車にあっては、試験自動車重量により近く、かつ、試験自動車重量より重いもの

でなければならない。 

① 最大積載量が指定されている自動車にあっては、1 人の人員（55kg とする。）

が乗車し、かつ、最大積載量の 2分の 1 の重量を積載した状態 

 

② 乗車定員が 11 人以上の自動車にあっては、乗車定員の 2分の 1の人員（1人あ

たり 55kg とする。）が乗車した状態 
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③ セミトレーラを牽引する牽引自動車にあっては、1 人の人員（55kg とする。）

が乗車し、かつ、空車状態のセミトレーラの重量に相当する重量及び当該セミト

レーラの最大積載量の 2分の 1（WHTC 測定モードの場合は最大積載量分）の重量

を積載した状態（ただし、「空車状態のセミトレーラの重量に相当する重量及び

当該セミトレーラの最大積載量の 2分の 1（WHTC 測定モードの場合は最大積載量

分）の重量を積載した状態」とあるのを、第五輪荷重が 8000kg 未満の牽引自動

車にあっては「第五輪荷重の 1.5 倍の重量を積載した状態」、第五輪荷重が 8000kg

以上の牽引自動車にあっては「17726kg を積載した状態」と読み替えて適用する

ことができるものとする。） 

排出ガス試験結果成績表の等価慣性重量 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JC08H＋JC08C 及び

JE05 測定モード以外の測定モードを用いた場合） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について WLTC モードを用いた

場合） 

用途及び種別（改造前） 重量（kg） 

乗用自動車 

普通自動車 60 

小型自動車 50 

軽自動車 40 

貨物自動車 

普通自動車 100 

小型自動車 60 

軽自動車 40 

  

③ セミトレーラを牽引する牽引自動車にあっては、1 人の人員（55kg とする。）

が乗車し、かつ、空車状態のセミトレーラの重量に相当する重量及び当該セミト

レーラの最大積載量の 2 分の 1 の重量を積載した状態（ただし、「空車状態のセ

ミトレーラの重量に相当する重量及び当該セミトレーラの最大積載量の 2 分の 1

の重量を積載した状態」とあるのを、第五輪荷重が 8000kg 未満の牽引自動車に

あっては「第五輪荷重の 1.5 倍の重量を積載した状態」、第五輪荷重が 8000kg 以

上の牽引自動車にあっては「17726kg を積載した状態」と読み替えて適用するこ

とができるものとする。） 

 

排出ガス試験結果成績表の等価慣性重量 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JC08H＋JC08C 及び

JE05 測定モード以外の測定モードを用いた場合） 

表（略） 

（新設） 

 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JC08H＋JC08C を用い

た場合） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JE05 測定モード又は

WHTC 測定モード（機械式慣性のシャシダイナモメータに限る。）を用いた場合）

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車（WMTC モード以外）） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車（WMTC モード）） 

表（略） 

（3）～（4）（略） 

7-55-2～7-55-3（略） 

7-55-4 適用関係の整理 

次の表の自動車の種別の欄に掲げる自動車であって、同表の最終適用時期の欄に掲げ

る年月日以前に製作されたものについては、同表の従前規定の欄に掲げる規定を適用す

る。（適用関係告示第 28 条関係） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JC08H＋JC08C を用い

た場合） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車について JE05 測定モード（機

械式慣性のシャシダイナモメータに限る。）を用いた場合） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車（WMTC モード以外）） 

表（略） 

（二輪自動車及び側車付二輪自動車（WMTC モード）） 

表（略） 

（3）～（4）（略） 

7-55-2～7-55-3（略） 

7-55-4 適用関係の整理 

次の表の自動車の種別の欄に掲げる自動車であって、同表の最終適用時期の欄に掲げ

る年月日以前に製作されたものについては、同表の従前規定の欄に掲げる規定を適用す

る。（適用関係告示第 28 条関係） 
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自動車の種別 最終適用時期 従前規定 

（略） （略） （略） 

ガソリンを燃料

とする二輪自動

車及び側車付二

輪自動車 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 平成 29 年 8月 31 日 7-55-30 

（従前規定の適用㉖）

7-55-5 従前規定の適用① 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の

普通自動車、小型自動車及び軽自動車（2 サイクルの原動機を有する軽自動車、二輪自

動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作された

もの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及

び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表①の区分の

欄に掲げる規制年等の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリ

ング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規

制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする乗車定員が 10 人以下である乗用自

動車（2サイクルの原動機を有する軽自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自動車、新型届出自動

車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 3 年 11 月 1 日以降に製作され

たものにあっては、当該規制を適用しないことを示す。 

 

6（略） 

7-55-6 従前規定の適用② 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする2サイクルの原動機を有し専ら乗用の用に供

する軽自動車であって、平成 25 年 2月 28 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の

自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止

装置指定自動車を除く。）については、次の適用表②の区分の欄に掲げる規制年の区分

に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げる

値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規制値の欄に掲げる値をそ

れぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

自動車の種別 最終適用時期 従前規定 

（略） （略） （略） 

ガソリンを燃料

とする二輪自動

車及び側車付二

輪自動車 

軽自動車 平成 29 年 8月 31 日 7-55-30 

（従前規定の適用㉖） 

小型自動車 平成 29 年 8月 31 日 7-55-31 

（従前規定の適用㉗） 

7-55-5 従前規定の適用① 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の

普通自動車、小型自動車及び軽自動車（2 サイクルの原動機を有する軽自動車、二輪自

動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作された

もの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及

び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表①の区分の

欄に掲げる規制年等の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリ

ング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規

制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする乗車定員が 10 人以下である乗用自

動車（2サイクルの原動機を有する軽自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車並びに国土

交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認

定自動車を除く。）であって平成 3年 11 月 1日以降に製作されたものにあって

は、当該規制を適用しないことを示す。 

6（略） 

7-55-6 従前規定の適用② 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする2サイクルの原動機を有し専ら乗用の用に供

する軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28

日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降

の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、次

の適用表②の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあって

は同表のアイドリング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあって

は同表のモード規制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 
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適用表② ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする2サイクル原動機を有する軽乗用自

動車 

表（略） 

注 1（略） 

2 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自動車、新型届出自動

車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 3 年 11 月 1 日以降に製作され

たものにあっては、当該規制を適用しないことを示す。 

 

7-55-7 従前規定の適用③ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が 1.7t 以下の普通自動車及び小

型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自動車を除

く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車

であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指

定自動車を除く。）については、次の適用表③の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、

7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げる値、

7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規制値の欄に掲げる値をそれぞ

れ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表③ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が 1.7t 以下である自動

車（乗車定員が 10 人以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自動車、新型届出自動

車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 3 年 11 月 1 日以降に製作され

たものにあっては、当該規制を適用しないことを示す。 

 

5（略） 

7-55-8 従前規定の適用④ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が1.7tを超え2.5t以下の普通自

動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型

自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作されたもの（輸入自動車以

外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表④の区分の欄に掲げる規制年の

区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げ

る値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規制値の欄に掲げる値を

適用表② ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする2サイクル原動機を有する軽乗用自

動車 

表（略） 

注 1（略） 

2 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車並びに国土

交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認

定自動車を除く。）であって平成 3年 11 月 1日以降に製作されたものにあって

は、当該規制を適用しないことを示す。 

7-55-7 従前規定の適用③ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が 1.7t 以下の普通自動車及び小

型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自動車を除

く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車

であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指

定自動車を除く。）については、次の適用表③の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、

7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げる値、

7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規制値の欄に掲げる値をそれぞ

れ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表③ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が 1.7t 以下である自動

車（乗車定員が 10 人以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車並びに国土

交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認

定自動車を除く。）であって平成 3年 11 月 1日以降に製作されたものにあって

は、当該規制を適用しないことを示す。 

5（略） 

7-55-8 従前規定の適用④ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が1.7tを超え 2.5t以下の普通自

動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型

自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作されたもの（輸入自動車以

外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表④の区分の欄に掲げる規制年の

区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げ

る値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規制値の欄に掲げる値を
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それぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表④ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が1.7tを超えて2.5t以

下である自動車（乗車定員が 10 人以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自動車、新型届出自動

車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 3 年 11 月 1 日以降に製作され

たものにあっては、当該規制を適用しないことを示す。 

 

5（略） 

7-55-9～7-55-10（略） 

7-55-11 従前規定の適用⑦ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする軽自動車（専ら乗用の用に供するもの、二輪

自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作され

たもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車

及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表⑦の区分

の欄に掲げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリ

ング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規

制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表⑦ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする軽自動車（乗用自動車を除く。） 

規制年 識別記号 （略） 

（略） （略） （略） 

19 EAD 

EBD 

GAD 

GBD 

HAD 

HBD 

（略） 

（略） （略） （略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自動車、新型届出自動

それぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表④ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする車両総重量が1.7tを超えて2.5t以

下である自動車（乗車定員が 10 人以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車並びに国土

交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認

定自動車を除く。）であって平成 3年 11 月 1日以降に製作されたものにあって

は、当該規制を適用しないことを示す。 

5（略） 

7-55-9～7-55-10（略） 

7-55-11 従前規定の適用⑦ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする軽自動車（専ら乗用の用に供するもの、二輪

自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 25 年 2 月 28 日以前に製作され

たもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 23 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車

及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表⑦の区分

の欄に掲げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあっては同表のアイドリ

ング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）②の規定の適用にあっては同表のモード規

制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

ただし、7-55-1-2（1）②の規定のうち粒子状物質に関する基準は、ガソリンを燃料

とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動車以外

のものには適用しない。 

適用表⑦ ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする軽自動車（乗用自動車を除く。） 

規制年 識別記号 （略） 

（略） （略） （略） 

19 AAD 

ABD 

CAD 

CBD 

DAD 

DBD 

（略） 

（略） （略） （略） 

注 1～3（略） 

4 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車並びに国土
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車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 3 年 11 月 1 日以降に製作され

たものにあっては、当該規制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条

第 30 項関係） 

7-55-12（略） 

7-55-13 従前規定の適用⑨ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自

動車（車両重量が 1,265kg 以下のものに限る。）であって、平成 22 年 8 月 31 日以前に

製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10 月 1 日以降の型式指

定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、適用表⑨-1

の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規定する欄に掲げる値

をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑨-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑨-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

〔適用表⑨-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑨-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑨-1 軽油を燃料とする車両重量が 1,265kg 以下の乗車定員が 10 人以下である

乗用自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 7 年 8月 31

日（輸入自動車にあっては、平成 8 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあ

っては、当該規制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関

係） 

6～8（略） 

適用表⑨-2（略） 

7-55-14 従前規定の適用⑩ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自

動車（車両重量が 1,265kg を超えるものに限る。）であって、平成 22 年 8 月 31 日以前

に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10 月 1 日以降の型式

指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、適用表⑩

交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認

定自動車を除く。）であって平成 3年 11 月 1日以降に製作されたものにあって

は、当該規制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関係） 

7-55-12（略） 

7-55-13 従前規定の適用⑨ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自

動車（車両重量が 1,265kg 以下のものに限る。）であって、平成 22 年 8 月 31 日以前に

製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10 月 1 日以降の型式指

定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、適用表⑨-1

の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規定する欄に掲げる値

をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑨-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑨-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

〔適用表⑨-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑨-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑨-1 軽油を燃料とする車両重量が 1,265kg 以下の乗車定員が 10 人以下である

乗用自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定

自動車並びに国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素

等発散防止装置認定自動車を除く。）であって平成 7年 8月 31 日（輸入自動車

にあっては、平成 8 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあっては、当該規

制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関係） 

6～8（略） 

適用表⑨-2（略） 

7-55-14 従前規定の適用⑩ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自

動車（車両重量が 1,265kg を超えるものに限る。）であって、平成 22 年 8 月 31 日以前

に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10 月 1 日以降の型式

指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、適用表⑩
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-1 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規定する欄に掲げる

値をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑩-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑩-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

〔適用表⑩-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑩-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑩-1 軽油を燃料とする車両重量が 1,265kg を超える乗車定員 10 人以下である

乗用自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 5 年 8月 31

日（輸入自動車にあっては、平成 6 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあ

っては、当該規制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関

係） 

6～8（略） 

適用表⑩-2（略） 

7-55-15 従前規定の適用⑪ 

軽油を燃料とする車両総重量が 1.7t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自動車を除く。）であって、平成 22

年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）につ

いては、適用表⑪-1 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規

定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑪-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑪-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

-1 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規定する欄に掲げる

値をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑩-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑩-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

〔適用表⑩-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑩-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑩-1 軽油を燃料とする車両重量が 1,265kg を超える乗車定員 10 人以下である

乗用自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定

自動車並びに国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素

等発散防止装置認定自動車を除く。）であって平成 5年 8月 31 日（輸入自動車

にあっては、平成 6 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあっては、当該規

制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関係） 

6～8（略） 

適用表⑩-2（略） 

7-55-15 従前規定の適用⑪ 

軽油を燃料とする車両総重量が 1.7t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の

用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車及び小型自動車を除く。）であって、平成 22

年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 21 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）につ

いては、適用表⑪-1 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（1）から（4）に規

定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

なお、適用表⑪-1 における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度

の測定の前に光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光吸収係数

規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

また、平成 22 年 9月 1日以降に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 21年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を

含む。）については、適用表⑪-2 の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、次の（5）及

び（6）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 
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〔適用表⑪-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑪-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑪-1 軽油を燃料とする車両総重量が 1.7t 以下である自動車（乗車定員が 10 人

以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～2（略） 

3 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置認定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車であって平成 6 年 8月 31

日（輸入自動車にあっては、平成 7 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあ

っては、当該規制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関

係） 

4～6（略） 

適用表⑪-2（略） 

7-55-16～7-55-17（略） 

7-55-18 従前規定の適用⑭ 

次に掲げる自動車にあっては、それぞれに掲げる基準に適合するものであればよい。

①～④（略） 

〔適用表⑭-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑭-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑭-1（略） 

適用表⑭-2 軽油を燃料とする車両総重量が 3.5t を超える自動車（乗車定員が 10 人以

下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注 4】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（7-55-1-2（3）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

7-55-19～7-55-24（略） 

7-55-25 従前規定の適用㉑ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 19kW 以上 37kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉑の区分の欄に掲げる規制年の区

〔適用表⑪-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑪-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑪-1 軽油を燃料とする車両総重量が 1.7t 以下である自動車（乗車定員が 10 人

以下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～2（略） 

3 ※印は、平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 5年 3 月 31 日）

以前に製作されたもの並びに平成 3年 10 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 5 年 3 月 31 日）以前の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定

自動車並びに国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車及び一酸化炭素

等発散防止装置認定自動車を除く。）であって平成 6年 8月 31 日（輸入自動車

にあっては、平成 7 年 3 月 31 日）以降に製作されたものにあっては、当該規

制を適用しないことを示す。（適用関係告示第 28 条第 30 項関係） 

4～6（略） 

適用表⑪-2（略） 

7-55-16～7-55-17（略） 

7-55-18 従前規定の適用⑭ 

次に掲げる自動車にあっては、それぞれに掲げる基準に適合するものであればよい。 

①～④（略） 

〔適用表⑭-1〕 

（1）～（4）（略） 

〔適用表⑭-2〕 

（5）～（6）（略） 

適用表⑭-1（略） 

適用表⑭-2 軽油を燃料とする車両総重量が 3.5t を超える自動車（乗車定員が 10 人以

下である乗用自動車を除く。） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注 4】は、平成 28 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の

適用について、7-55-1-2（3）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合に

限ることを示す。 

7-55-19～7-55-24（略） 

7-55-25 従前規定の適用㉑ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 19kW 以上 37kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉑の区分の欄に掲げる規制年の区
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分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれ

ばよい。 

なお、適用表㉑における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉑ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 19kW 以上 37kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（7-55-1-2（4）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

7-55-26 従前規定の適用㉒ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 37kW 以上 56kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉒の区分の欄に掲げる規制年の区

分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれ

ばよい。 

なお、適用表㉒における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉒ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 37kW 以上 56kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（7-55-1-2（4）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

7-55-27 従前規定の適用㉓ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 56kW 以上 75kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平成 27 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉓の区分の欄に掲げる規制年の区

分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれ

ばよい。 

なお、適用表㉓における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれ

ばよい。 

なお、適用表㉑における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉑ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 19kW 以上 37kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、平成 26 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の

適用については、7-55-1-2（4）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合

に限ることを示す。 

7-55-26 従前規定の適用㉒ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 37kW 以上 56kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉒の区分の欄に掲げる規制年の区

分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれ

ばよい。 

なお、適用表㉒における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉒ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 37kW 以上 56kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、平成 26 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の

適用について、7-55-1-2（4）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合に

限る。 

7-55-27 従前規定の適用㉓ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 56kW 以上 75kW 未満である原動

機を備えたものであって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外

の自動車であって、平 27 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止

装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉓の区分の欄に掲げる規制年の区分

に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであれば

よい。 

なお、適用表㉓における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 
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（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉓ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 56kW 以上 75kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（7-55-1-2（4）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

7-55-28 従前規定の適用㉔ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 75kW 以上 130kW 未満である原

動機を備えた自動車であって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車

以外の自動車であって、平成 27 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発

散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉔の区分の欄に掲げる規制年

の区分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないもので

あればよい。 

なお、適用表㉔における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉔ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 75kW 以上 130kW 未満のもの）

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（7-55-1-2（4）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

7-55-29 従前規定の適用㉕ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 130kW 以上 560kW 未満である原

動機を備えたものであって、平成 28 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以

外の自動車であって、平成 26 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉕の区分の欄に掲げる規制年の

区分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであ

ればよい。 

なお、適用表㉕における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉕ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 130kW 以上 560kW 未満のもの）

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、新たに運行の用に供しようとする自動車

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉓ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 56kW 以上 75kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、平成 26 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の

適用について、7-55-1-2（4）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合に

限ることを示す。 

7-55-28 従前規定の適用㉔ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 75kW 以上 130kW 未満である原

動機を備えた自動車であって、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車

以外の自動車であって、平成 27 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発

散防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉔の区分の欄に掲げる規制年

の区分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないもので

あればよい。 

なお、適用表㉔における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉔ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 75kW 以上 130kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、平成 26 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の

適用について、7-55-1-2（4）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合に

限ることを示す。 

7-55-29 従前規定の適用㉕ 

軽油を燃料とする大型特殊自動車のうち、定格出力が 130kW 以上 560kW 未満である原

動機を備えたものであって、平成 28 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以

外の自動車であって、平成 26 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）については、次の適用表㉕の区分の欄に掲げる規制年の

区分に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）に規定する欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであ

ればよい。 

なお、適用表㉕における黒煙汚染度規制値の規定の適用にあたっては、黒煙汚染度の

測定の前に排出ガスの光吸収係数を測定した場合において、当該光吸収係数が同表の光

吸収係数規制値欄に掲げる値を超えないものであればよい。 

（ｱ）～（ｴ）（略） 

適用表㉕ 軽油を燃料とする大型特殊自動車（定格出力 130kW 以上 560kW 未満のもの） 

表（略） 

注 1～4（略） 

5 光吸収係数規制値欄の【注②】は、平成 26 年規制以降の 7-55-1-1②の規定の
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（7-55-1-2（4）を適用するものを除く。）については適用しないことを示す。

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7-55-30 従前規定の適用㉖ 

ガソリンを燃料とする二輪自動車及び側車付二輪自動車のうち、小型自動車であっ

て、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって平成

28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除

く。）については、次の適用表㉖の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①

の規定の適用にあたっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）

⑨の規定の適用にあたっては同表のモード規制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えない

ものであればよい。 

適用表㉖ ガソリンを燃料とする小型二輪自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

  

適用について、7-55-1-2（4）、8-1（2）又は 8-55-1②の規定を適用する場合に

限ることを示す。 

7-55-30 従前規定の適用㉖ 

ガソリンを燃料とする二輪自動車及び側車付二輪自動車のうち、軽自動車であって、

平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 28

年 10 月 1 日以降の型式認定自動車を除く。）については、次の適用表㉖の区分の欄に掲

げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①の規定の適用にあたっては同表のアイドリング規

制値の欄に掲げる値、細目告示第 41 条第 1項第 17 号の規定の適用にあたっては同表の

モード規制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えないものであればよい。 

適用表㉖ ガソリンを燃料とする軽二輪自動車 

表（略） 

注 1 平成 28 年規制のモード規制値欄中備考に記載する車種は下表のものを示す。 

表（略） 

7-55-31 従前規定の適用㉗ 

ガソリンを燃料とする二輪自動車及び側車付二輪自動車のうち、小型自動車であっ

て、平成 29 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって平成

28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除

く。）については、次の適用表㉗の区分の欄に掲げる規制年の区分に応じ、7-55-1-1①

の規定の適用にあたっては同表のアイドリング規制値の欄に掲げる値、7-55-1-2（1）

⑨の規定の適用にあたっては同表のモード規制値の欄に掲げる値をそれぞれ超えない

ものであればよい。 

適用表㉗ ガソリンを燃料とする小型二輪自動車 

表（略） 

注 1～4（略） 

  

7-56 排気管からの排出ガス発散防止装置の機能維持 

7-56-1 性能要件 

7-56-1-1（略） 

7-56-1-2 書面等による審査 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、軽油を燃料とする車両総重量が 3.5t 以下の自動車のうち普通自動車及び

小型自動車並びに軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通

自動車及び小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）については④の

規定は適用せず、二輪自動車及び側車付二輪自動車については①、②及び④の規定は

適用せず、大型特殊自動車についてはこの項の規定は適用しない。（保安基準第 31 条

第 3項関係、細目告示第 41 条第 2項関係、細目告示第 119 条第 2項関係） 

7-56 排気管からの排出ガス発散防止装置の機能維持 

7-56-1 性能要件 

7-56-1-1（略） 

7-56-1-2 書面等による審査 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、軽油を燃料とする車両総重量が 3.5t 以下の自動車のうち普通自動車及び

小型自動車並びに軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通

自動車及び小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）については④の

規定は適用せず、二輪自動車及び側車付二輪自動車については①、②及び④の規定は

適用せず、大型特殊自動車及び小型特殊自動車についてはこの項の規定は適用しな

い。（保安基準第 31 条第 3 項関係、細目告示第 41 条第 2 項関係、細目告示第 119 条
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①～②（略） 

③ 当該装置の機能に支障が生じたときにその旨を運転者席の運転者に警報する

装置を備えたものであること。 

この場合において、自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）にあ

っては、細目告示別添 48「自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発

散防止装置に係る車載式故障診断装置の技術基準」に、二輪自動車及び側車付二

輪自動車にあっては、細目告示別添 115「二輪車のばい煙、悪臭のあるガス、有

害なガス等の発散防止装置に係る車載式故障診断装置の技術基準」に適合するも

のであること。 

 

なお、次のいずれかに該当するものはこの基準に適合しないものとする。（細

目告示第 41 条第 2項第 4号関係、細目告示第 119 条第 2項第 4号関係） 

ア～ウ（略） 

④（略） 

（2）～（4）（略） 

7-56-2～7-56-3（略） 

7-56-4 適用関係の整理 

（1）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車のうち次に掲げる自動車以外のものについ

ては、7-56-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関係告示第 28 条第 78

項及び第 79 項関係） 

①～⑧（略） 

（2）次に掲げるガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車については、7-56-6（従

前規定の適用②）の規定を適用する。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、平成 12 年 8 月 31 日（輸入自動車

にあっては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自

動車であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告

示第 28 条第 1 項第 4号関係） 

 

 

 

 

 

（3）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって、次に掲げるものについて

は、7-56-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。 

① 平成 14 年 8 月 31 日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以

下の普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び

軽自動車並びに車両総重量 1.7t 以下の普通自動車及び小型自動車（輸入自動車

第 2項関係） 

①～②（略） 

③ 当該装置の機能に支障が生じたときにその旨を運転者席の運転者に警報する

装置を備えたものであること。 

この場合において、自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）にあ

っては、細目告示別添 48「自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発

散防止装置に係る車載式故障診断装置の技術基準」に、二輪自動車及び側車付二

輪自動車であって小型自動車であるもの及び軽自動車（型式認定自動車に限る。）

であるものにあっては、細目告示別添 115「二輪車のばい煙、悪臭のあるガス、

有害なガス等の発散防止装置に係る車載式故障診断装置の技術基準」に適合する

ものであること。 

なお、次のいずれかに該当するものはこの基準に適合しないものとする。（細

目告示第 41 条第 2項第 4号関係、細目告示第 119 条第 2項第 4号関係） 

ア～ウ（略） 

④（略） 

（2）～（4）（略） 

7-56-2～7-56-3（略） 

7-56-4 適用関係の整理 

（1）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車（二輪自動車を除く。）のうち次に掲げる自

動車以外のものについては、7-56-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用

関係告示第 28 条第 78 項及び第 79 項関係） 

①～⑧（略） 

（2）次に掲げるガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車については、7-56-6（従

前規定の適用②）の規定を適用する。 

①（略） 

② 次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車 

ア 軽自動車であって、平成 11 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 12

年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 10 年 10 月 1 日以降の型式認定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条

第 1項第 4号関係） 

イ 小型自動車であって、平成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成

13 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条

第 1項第 4号関係） 

（3）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって、次に掲げるものについて

は、7-56-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。 

① 平成 14 年 8 月 31 日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以

下の普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び

軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）並びに車両総重量 1.7t 以
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以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭

素等発散防止装置指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1項第 5号関係）

 

②～③（略） 

（4）～（5）（略） 

（6）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動車を

除く。）であって専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のもの又は車両総重量 3.5t

以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のものを除く。）並びに軽自動

車のうち、平成 22 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であ

って平成 20年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自

動車を除く。）については、7-56-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用

関係告示第 28 条第 114 項関係） 

（7）平成 29 年 8 月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動

車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素

等発散防止装置指定自動車並びに平成 28 年 9 月 30 日以前に平成 28 年排出ガス規制

に適合している型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）

については、7-56-11（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 28

条第 1項表第 15 号関係） 

（8）（略） 

7-56-5 従前規定の適用① 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側

車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車のうち次に掲げる自動車以外のものには、点火

時期制御方式、触媒反応方式又は国土交通大臣が指定する方式の排出ガス減少装置であ

って国土交通大臣の定めるものを備えなければならない。 

 

この場合において、⑦及び⑧の自動車は、国土交通大臣が指示することにより、排気

管から大気中に排出される排出物に含まれる炭化水素又は窒素酸化物を減少させるよ

うに点火装置を調整しなければならない。（適用関係告示第 28 条第 78 項及び第 79 項）

①～⑧（略） 

7-56-5-1（略） 

7-56-6 従前規定の適用② 

①及び②に掲げるガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車については、次の基

準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、平成 12 年 8 月 31 日（輸入自動車に

あっては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車

であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28

条第 1項第 4 号関係） 

 

 

下の普通自動車及び小型自動車（輸入自動車以外の自動車であって、平成 12 年

10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除

く。）（適用関係告示第 28 条第 1項第 5号関係） 

②～③（略） 

（4）～（5）（略） 

（6）ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動車を

除く。）であって専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のもの又は車両総重量 3.5t

以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のものを除く。）並びに軽自動

車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）のうち、平成 22 年 8 月 31 日以前に

製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって平成 20 年 10 月 1 日以降の型式指

定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、7-56-10（従

前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用関係告示第 28 条第 114 項関係） 

（7）平成 29 年 8 月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動

車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、一酸化炭素等

発散防止装置指定自動車及び型式認定自動車並びに平成28年9月 30日以前に平成28

年排出ガス規制に適合している型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動

車及び型式認定自動車を除く。）については、7-56-11（従前規定の適用⑦）の規定を

適用する。（適用関係告示第 28 条第 1項表第 15 号関係） 

（8）（略） 

7-56-5 従前規定の適用① 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側

車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の

うち次に掲げる自動車以外のものには、点火時期制御方式、触媒反応方式又は国土交通

大臣が指定する方式の排出ガス減少装置であって国土交通大臣の定めるものを備えな

ければならない。 

この場合において、⑦及び⑧の自動車は、国土交通大臣が指示することにより、排気

管から大気中に排出される排出物に含まれる炭化水素又は窒素酸化物を減少させるよ

うに点火装置を調整しなければならない。（適用関係告示第 28 条第 78 項及び第 79 項） 

①～⑧（略） 

7-56-5-1（略） 

7-56-6 従前規定の適用② 

①及び②に掲げるガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車については、次の基

準に適合するものであればよい。 

①（略） 

② 次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車 

ア 軽自動車であって、平成 11 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 12

年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平

成 10 年 10 月 1 日以降の型式認定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1

項第 4号関係） 

イ 小型自動車であって、平成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 13
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7-56-6-1（略） 

7-56-7 従前規定の適用③ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって①、②及び③に掲げるものに

ついては、次の基準に適合するものであればよい。 

① 平成 14 年 8 月 31 日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下

の普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び軽自

動車並びに車両総重量 1.7t 以下の普通自動車又は小型自動車（輸入自動車以外の

自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1 項第 5号関係） 

 

②～③（略） 

7-56-7-1（略） 

7-56-8～7-56-9（略） 

7-56-10 従前規定の適用⑥ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）であって専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のもの又

は車両総重量 3.5t 以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のものを除

く。）並びに軽自動車のうち、平成 22 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車

以外の自動車であって平成 20年 10月 1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 28 条第 114 項関係） 

7-56-10-1 性能要件 

7-56-10-1-1（略） 

7-56-10-1-2 書面等による審査 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び大型特殊自動車にあっては、この限り

でない。 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-56-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動車

以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発

散防止装置指定自動車並びに平成 28 年 9 月 30 日以前に平成 28 年排出ガス規制に適合

している型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）について

年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平

成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1

項第 4号関係） 

7-56-6-1（略） 

7-56-7 従前規定の適用③ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって①、②及び③に掲げるものに

ついては、次の基準に適合するものであればよい。 

① 平成 14 年 8 月 31 日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下

の普通自動車、小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び軽自

動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）並びに車両総重量 1.7t 以下の普

通自動車又は小型自動車（輸入自動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日

以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）（適用関

係告示第 28 条第 1項第 5号関係） 

②～③（略） 

7-56-7-1（略） 

7-56-8～7-56-9（略） 

7-56-10 従前規定の適用⑥ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）であって専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のもの又

は車両総重量 3.5t 以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下のものを除

く。）並びに軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）のうち、平成 22 年 8

月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって平成 20 年 10 月 1 日

以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車を除く。）については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 28 条第 114 項関係） 

7-56-10-1 性能要件 

7-56-10-1-1（略） 

7-56-10-1-2 書面等による審査 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあ

っては、この限りでない。 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-56-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動車

以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、一酸化炭素等発散

防止装置指定自動車及び型式認定自動車並びに平成 28 年 9 月 30 日以前に平成 28 年排

出ガス規制に適合している型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車及び
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は、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 28 条第 1 項表第 15 号関

係） 

7-56-11-1（略） 

7-56-12（略） 

 

型式認定自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 28 条第 1項表第 15 号関係） 

7-56-11-1（略） 

7-56-12（略） 

 

7-57 ブローバイ・ガス還元装置 

7-57-1～7-57-3（略） 

7-57-4 適用関係の整理 

次に掲げる自動車については、7-57-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。 

① 昭和 45 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（同年 9 月 1 日以降の型式指定自

動車を除く｡）（適用関係告示第 28 条第 1 項第 1号関係） 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、平成 12 年 8 月 31 日（輸入自動車に

あっては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車

であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28

条第 1項第 4 号ロ） 

 

 

 

 

 

③～⑤（略） 

7-57-5 従前規定の適用① 

①から⑤までに掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

① 昭和 45 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（同年 9 月 1 日以降の型式指定自

動車を除く｡）（適用関係告示第 28 条第 1 項第 1号関係） 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、平成 12 年 8 月 31 日（輸入自動車に

あっては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車

であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28

条第 1項第 4 号ロ） 

 

 

 

 

 

③～⑤（略） 

7-57-5-1～7-57-5-2（略） 

 

7-57 ブローバイ・ガス還元装置 

7-57-1～7-57-3（略） 

7-57-4 適用関係の整理 

次に掲げる自動車については、7-57-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。 

① 昭和 45 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（同年 9 月 1 日以降の型式指定自

動車及び型式認定自動車である軽自動車を除く｡）（適用関係告示第 28 条第 1項第 1

号関係） 

② 次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車 

ア 軽自動車であって、平成 11 年 8月 31 日（輸入されたものにあっては、平成

12 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 10 年 10 月 1 日以降の型式認定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1

項第 4号イ） 

イ 小型自動車であって、平成 12 年 8月 31 日（輸入車されたものにあっては、

平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であっ

て、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28

条第 1項第 4 号ロ） 

③～⑤（略） 

7-57-5 従前規定の適用① 

①から⑤までに掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。 

① 昭和 45 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（同年 9 月 1 日以降の型式指定自

動車及び型式認定自動車である軽自動車を除く｡）（適用関係告示第 28 条第 1項第 1

号関係） 

② 次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車 

ア 軽自動車であって、平成 11 年 8月 31 日（輸入されたものにあっては、平成

12 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 10 年 10 月 1 日以降の型式認定自動車を除く。）（適用関係告示第 28 条第 1

項第 4号イ） 

イ 小型自動車であって、平成 12 年 8月 31 日（輸入車されたものにあっては、

平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であっ

て、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）（適用関係告示第 28

条第 1項第 4 号ロ） 

③～⑤（略） 

7-57-5-1～7-57-5-2（略） 

 

7-58 燃料蒸発ガス発散防止装置 7-58 燃料蒸発ガス発散防止装置 
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7-58-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）普通自動車、小型自動車及び軽自動車であって、ガソリンを燃料とするものは、炭

化水素の発散を有効に防止するものとして当該自動車及びその燃料から蒸発する炭

化水素の排出量に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、普通自動車、

小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車にあっては、

細目告示別添 49「燃料蒸発ガスの測定方法」に、二輪自動車及び側車付二輪自動車に

あっては、細目告示別添 117「二輪車の燃料蒸発ガスの測定方法」に規定する運転条

件及び測定条件により測定した燃料から蒸発する炭化水素の排出量を g で表した値

（炭素数当量による容量比で表した値を gに換算した値）が 2.0 を超えないものでな

ければならない。 

なお、炭化水素の排出を抑制する装置の取付けが確実でないもの又は損傷があるも

のはこの基準に適合しないものとする。（保安基準第 31 条第 5項関係、細目告示第 41

条第 4項関係、細目告示第 119 条第 4項関係） 

（2）（略） 

7-58-2～7-58-3（略） 

7-58-4 適用関係の整理 

（1）次に掲げる自動車については、7-58-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適

用関係告示第 28 条第 1項第 2 号及び第 15 号関係） 

① 昭和 48 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（昭和 47 年 7 月 1 日以降の型式

指定自動車を除く。） 

② 平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一

酸化炭素等発散防止装置指定自動車並びに平成 28 年 9 月 30 日以前に平成 28 年

排出ガス規制に適合している型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指

定自動車を除く。） 

（2）～（3）（略） 

7-58-5 従前規定の適用① 

ガソリンを燃料とする自動車であって次に掲げるものは、炭化水素の発散を有効に防

止する性能に係る基準は適用しない。（適用関係告示第 28 条第 1 項第 2 号及び第 15 号

関係） 

① 昭和 48 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（昭和 47 年 7 月 1 日以降の型式指

定自動車を除く。） 

② 平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自

動車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化

炭素等発散防止装置指定自動車並びに平成 28 年 9 月 30 日以前に平成 28 年排出ガ

ス規制に適合している型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置指定自動車

を除く。） 

7-58-6～7-58-7（略） 

 

7-58-1 性能要件（書面等による審査） 

（1）普通自動車、小型自動車及び軽自動車であって、ガソリンを燃料とするものは、炭

化水素の発散を有効に防止するものとして当該自動車及びその燃料から蒸発する炭

化水素の排出量に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、普通自動車、

小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）及び軽自動車（二輪自動車

及び側車付二輪自動車を除く。）にあっては、細目告示別添 49「燃料蒸発ガスの測定

方法」に、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、細目告示別添 117「二輪車

の燃料蒸発ガスの測定方法」に規定する運転条件及び測定条件により測定した燃料か

ら蒸発する炭化水素の排出量を gで表した値（炭素数当量による容量比で表した値を

gに換算した値）が 2.0 を超えないものでなければならない。 

なお、炭化水素の排出を抑制する装置の取付けが確実でないもの又は損傷があるも

のはこの基準に適合しないものとする。（保安基準第 31 条第 5項関係、細目告示第 41

条第 4項関係、細目告示第 119 条第 4項関係） 

（2）（略） 

7-58-2～7-58-3（略） 

7-58-4 適用関係の整理 

（1）次に掲げる自動車については、7-58-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適

用関係告示第 28 条第 1項第 2 号及び第 15 号関係） 

① 昭和 48 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（昭和 47 年 7 月 1 日以降の型式

指定自動車及び型式認定自動車である軽自動車を除く。） 

② 平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、一酸

化炭素等発散防止装置指定自動車及び型式認定自動車並びに平成 28年 9月 30日

以前に平成 28 年排出ガス規制に適合している型式指定自動車、一酸化炭素等発

散防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（2）～（3）（略） 

7-58-5 従前規定の適用① 

ガソリンを燃料とする自動車であって次に掲げるものは、炭化水素の発散を有効に防

止する性能に係る基準は適用しない。（適用関係告示第 28 条第 1 項第 2 号及び第 15 号

関係） 

① 昭和 48 年 3 月 31 日以前に製作された自動車（昭和 47 年 7 月 1 日以降の型式指

定自動車及び型式認定自動車である軽自動車を除く。） 

② 平成 29 年 8月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自

動車以外の自動車であって、平成 28 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、一酸化炭

素等発散防止装置指定自動車及び型式認定自動車並びに平成 28年 9月 30日以前に

平成 28 年排出ガス規制に適合している型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装

置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

7-58-6～7-58-7（略） 

 

7-59（略） 7-59（略） 
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7-60 排気管 

7-60-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の排気管は、発散する排気ガス等により、乗車人員等に傷害を与えるおそれが

少なく、かつ、制動装置等の機能を阻害しないものとして取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければな

らない。（保安基準第 31 条第 7 項関係、細目告示第 41 条第 6 項関係、細目告示第 119

条第 6項関係） 

① 排気管は、発散する排気ガス等により法第 11 条第 1 項の自動車登録番号標又は

法第 73 条第 1 項（法第 97 条の 3 第 2 項において準用する場合を含む。）の車両番

号標の数字等の表示を妨げる位置に開口していないこと。（細目告示第 41 条第 6項

第 1号、第 119 条第 6項第 1 号関係） 

② 排気管は、車室内に配管されていない等、排気ガス等の車室内への侵入により乗

車人員に傷害を与えるおそれが少ないよう配管されていること。 

この場合において、次のいずれかに該当する排気管であって排気ガス等を大気に

拡散できるものは、この基準に適合するものとする。（細目告示第 41 条第 6 項第 2

号、第 119 条第 6項第 2号関係） 

ア 運転者室及び客室並びにこれらと連続した空間の延長又は新設がない自動

車に備える排気管であって、指定自動車等に備えられた排気管と同一の構造を

有し、かつ、同一の位置に備えられているもの 

イ 排気管の開口部の全てが最後部の車軸の中心よりも後方の位置にある排気

管 

ウ 排気管の開口部の全てが自動車の前輪タイヤの最内縁と後輪タイヤの最内

縁を結ぶ直線よりも外側の位置にある排気管 

エ 貨物の運送の用に供する自動車又は大型特殊自動車に備える排気管であっ

て、排気管の開口部の全てが運転者室及び客室並びにこれらと連続した空間の

下部以外の位置にあるもの 

オ 排気管の開口部の周辺構造が運転者室及び客室並びにこれらと連続した空

間と確実に遮断されている自動車に備える排気管 

カ 運転者室及び客室並びにこれらと連続した空間を有していない自動車に備

える排気管 

③ 排気管は、接触、発散する排気ガス等により自動車（当該自動車が牽引する被牽

引自動車を含む。）若しくはその積載物品が発火し又は制動装置、電気装置等の装

置の機能を阻害するおそれのないものであること。（細目告示第 41条第 6項第 3号、

第 119 条第 6 項第 3号関係） 

④ 自動車（大型特殊自動車を除く。）に備える排気管は、他の交通の安全を妨げる

おそれのないものであること。 

この場合において、次のいずれかに該当する排気管にあっては、この基準に適合

するものとする。（保安基準第 18 条第 1 項第 2 号、細目告示第 22 条第 2 項、細目

告示第 100 条第 2項関係） 

7-60 排気管 

7-60-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の排気管は、発散する排気ガス等により、乗車人員等に傷害を与えるおそれが

少なく、かつ、制動装置等の機能を阻害しないものとして取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければな

らない。（保安基準第 31 条第 7 項関係、細目告示第 41 条第 6 項関係、細目告示第 119

条第 6項関係） 

① 排気管は、発散する排気ガス等により法第 11 条第 1 項の自動車登録番号標又は

法第 73 条第 1 項（法第 97 条の 3 第 2 項において準用する場合を含む。）の車両番

号標の数字等の表示を妨げる位置に開口していないこと。（細目告示第 119 条第 6

項第 1号） 

② 排気管は、車室内に配管されていないこと。（細目告示第 119 条第 6項第 2号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 排気管は、接触、発散する排気ガス等により自動車（当該自動車が牽引する被牽

引自動車を含む。）若しくはその積載物品が発火し又は制動装置、電気装置等の装

置の機能を阻害するおそれのないものであること。（細目告示第 119 条第 6 項第 3

号関係） 

（新設） 
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ア 指定自動車等に備えられた排気管と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられている排気管 

イ 次に掲げる位置に備えられている排気管 

（ｱ）長さ方向 

自動車の最後端にならない位置であること。 

ただし、排気管部分を除いた場合の自動車の最後端からの突出量が

水平距離で 50mm 以内の排気管については、この限りでない。 

（ｲ）幅方向 

自動車の最外側にならない位置であること。 

⑤ 排気管は確実に取付けられており、かつ、損傷していないこと。（細目告示第 41

条第 6項第 3 号、第 119 条第 6項第 3号関係） 

7-60-2～7-60-3（略） 

7-60-4 適用関係の整理 

（1）平成 29 年 10 月 9 日以前に製作された自動車については、7-60-5（従前規定の適用

①）の規定を適用する｡（適用関係告示第 28 条第 171 項関係） 

7-60-5 従前規定の適用① 

平成 29 年 10 月 9 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい｡（適用関係告示第 28 条第 171 項関係） 

7-60-5-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の排気管は、発散する排気ガス等により、乗車人員等に傷害を与えるおそれが

少なく、かつ、制動装置等の機能を阻害しないものとして取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければな

らない。 

① 排気管は、発散する排気ガス等により法第 11 条第 1 項の自動車登録番号標又は

法第 73 条第 1 項（法第 97 条の 3 第 2 項において準用する場合を含む。）の車両番

号標の数字等の表示を妨げる位置に開口していないこと。 

② 排気管は、車室内に配管されていないこと。 

③ 排気管は、接触、発散する排気ガス等により自動車（当該自動車が牽引する被牽

引自動車を含む。）若しくはその積載物品が発火し又は制動装置、電気装置等の装

置の機能を阻害するおそれのないものであること。 

④ 大型特殊自動車以外の自動車に備える排気管は、他の交通の安全を妨げるおそれ

のないものであること。 

この場合において、次のいずれかに該当する排気管にあっては、この基準に適合

するものとする。 

ア 指定自動車等に備えられた排気管と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられている排気管 

イ 歩行者等の通行を妨げるおそれのない排気管 

⑤ 排気管は確実に取付けられており、かつ、損傷していないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 排気管は確実に取付けられており、かつ、損傷していないこと。（細目告示第 119

条第 6項第 3 号関係） 

7-60-2～7-60-3（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

7-61 窒素酸化物排出自動車等の特例 7-61 窒素酸化物排出自動車等の特例 
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7-61-1 性能要件（書面による審査） 

自動車 NOx･PM 総量削減法第 12条第 1項に規定する窒素酸化物排出自動車及び粒子状

物質排出自動車は、次に掲げる窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合する

ものでなければならない。 

（1）窒素酸化物等排出自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx･

PM 法の対策地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物排出自動車及び粒子

状物質排出自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車及び

被牽引自動車を除く。）であり、貨物の運送の用に供する自動車及び専ら乗用の用に

供する自動車又はこれらを基本とするもので自動車 NOx･PM 総量削減法施行令第 4 条

第 6号に規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩車、医療防疫車、タ

ンク車、警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、クレーン車、身体障

害者輸送車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コンクリートミキサ車、

移動販売車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車をいう。）のうち、ガ

ソリン、液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別表 7「排出ガス規制

区分別排出基準の適否」に適合しているものを除いたもの〕は、次のアからエまでに

掲げる検査であって初めて受けるものの際、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素

酸化物及び粒子状物質の排出基準」の車両重量・車両総重量の区分の欄に掲げる自動

車に応じ、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる窒素酸化物（NOx）及び

粒子状物質（PM）の排出量について、排出ガス測定モード欄に掲げる方法により測定

した値が、NOx･PM 法の欄に掲げる数値を超えないものでなければならない。 

 

ア～エ（略） 

（2）窒素酸化物特定自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx

法の特定地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物特定自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）であ

り、貨物の運送の用に供する自動車、専ら乗用の用に供する乗車定員 11 人以上の自

動車及びこれらを基本とするもので自動車 NOx･PM 総量削減法施行令第 4 条第 6 号に

規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩車、医療防疫車、タンク車、

警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、クレーン車、身体障害者輸送

車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コンクリートミキサ車、移動販売

車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車をいう。）のうち、ガソリン、

液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別表 7「排出ガス規制区分別排

出基準の適否」に適合しているものを除く。〕（イに掲げるものを除く。）は、次のア

からウに掲げる検査であって初めて受けるものの際、排気管から大気中に排出される

排出物に含まれる窒素酸化物の排出量について、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の

窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の排出ガス測定モード欄に掲げる方法により

測定した値が、NOx 法の欄に掲げる値を超えないものでなければならない。 

 

ア～ウ（略） 

（3）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る

7-61-1 性能要件（書面による審査） 

自動車 NOx･PM 総量削減法第 12条第 1項に規定する窒素酸化物排出自動車及び粒子状

物質排出自動車は、次に掲げる窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合する

ものでなければならない。 

（1）窒素酸化物等排出自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx･

PM 法の対策地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物排出自動車及び粒子

状物質排出自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車、小

型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）であり、貨物の運送の用に供する自動車

及び専ら乗用の用に供する自動車又はこれらを基本とするもので自動車 NOx･PM 総量

削減法施行令第 4条第 6号に規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩

車、医療防疫車、タンク車、警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、

クレーン車、身体障害者輸送車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コン

クリートミキサ車、移動販売車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車を

いう。）のうち、ガソリン、液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別

表 7「排出ガス規制区分別排出基準の適否」に適合しているものを除いたもの〕は、

次のアからエまでに掲げる検査であって初めて受けるものの際、別表 8「窒素酸化物

等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の車両重量・車両総重量の区

分の欄に掲げる自動車に応じ、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる窒素

酸化物（NOx）及び粒子状物質（PM）の排出量について、排出ガス測定モード欄に掲

げる方法により測定した値が、NOx･PM 法の欄に掲げる数値を超えないものでなければ

ならない。 

ア～エ（略） 

（2）窒素酸化物特定自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx

法の特定地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物特定自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自

動車を除く。）であり、貨物の運送の用に供する自動車、専ら乗用の用に供する乗車

定員11人以上の自動車及びこれらを基本とするもので自動車NOx･PM総量削減法施行

令第 4条第 6 号に規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩車、医療防

疫車、タンク車、警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、クレーン車、

身体障害者輸送車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コンクリートミキ

サ車、移動販売車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車をいう。）のう

ち、ガソリン、液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別表 7「排出ガ

ス規制区分別排出基準の適否」に適合しているものを除く。〕（イに掲げるものを除

く。）は、次のアからウに掲げる検査であって初めて受けるものの際、排気管から大

気中に排出される排出物に含まれる窒素酸化物の排出量について、別表 8「窒素酸化

物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の排出ガス測定モード欄に

掲げる方法により測定した値が、NOx 法の欄に掲げる値を超えないものでなければな

らない。 

ア～ウ（略） 

（3）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る
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ものを除く。）における（1）又は（2）への適合性については、以下の諸元値又は排

出ガス値により判定する。 

① 型式指定自動車であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改

造若しくは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、完成

検査終了証（法第 59 条第 4 項又は施行規則第 42 条第 2 項の規定により、完成検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、完成検査

終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された完成検査終了証に記載

すべき事項が記載された書面）に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸

元値又は諸元表に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造若し

くは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、排出ガス検

査終了証（施行規則第 36 条第 9項又は第 42 条第 2項の規定により、排出ガス検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、排出ガス

検査終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された排出ガス検査終了

証に記載すべき事項が記載された書面）等に記載された窒素酸化物及び粒子状物

質に係る諸元値又は諸元表に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元

値 

③～⑤（略） 

（4）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る

ものに限る。）及び継続検査又は構造等変更検査における（1）の基準への適合性の判

定については以下による。 

なお、記載文中「○年○月○日」は窒素酸化物等排出自動車の特定期日、「△年△

月△日」は窒素酸化物特定自動車の特定期日を示す。 

①～②（略） 

③ 車両総重量の変更（当該変更により別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸

化物及び粒子状物質の排出基準」に規定する車両総重量の区分が変更となるもの

に限る。）が行われた自動車であって当該検査が変更後初めての検査であるもの

及び自動車検査証等の備考欄に指定自動車であって保安基準第 31 条の 2 に係る

適合性等について記載のないもの並びに次の記載があるものについては、諸元表

に記載された当該自動車の窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値により判定

する。 

ア～エ（略） 

（5）別表 7「排出ガス規制区分別排出基準の適否」に掲げる自動車であって適合しないも

のとなっているもののうち次に掲げる自動車は（1）の基準に適合しているものとす

る。 

① 型式指定自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表に記載され

た窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）

ものを除く。）における（1）又は（2）への適合性については、以下の諸元値又は排

出ガス値により判定する。 

① 型式指定自動車であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改

造若しくは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、完成

検査終了証（法第 59 条第 4 項又は施行規則第 42 条第 2 項の規定により、完成検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、完成検査

終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された完成検査終了証に記載

すべき事項が記載された書面）に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸

元値又は諸元表等に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造若し

くは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、排出ガス検

査終了証（施行規則第 36 条第 9項又は第 42 条第 2項の規定により、排出ガス検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、排出ガス

検査終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された排出ガス検査終了

証に記載すべき事項が記載された書面）等に記載された窒素酸化物及び粒子状物

質に係る諸元値又は諸元表等に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸

元値 

③～⑤（略） 

（4）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る

ものに限る。）及び継続検査又は構造等変更検査における（1）の基準への適合性の判

定については以下による。 

なお、記載文中「○年○月○日」は窒素酸化物等排出自動車の特定期日、「△年△

月△日」は窒素酸化物特定自動車の特定期日を示す。 

①～②（略） 

③ 車両総重量の変更（当該変更により別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸

化物及び粒子状物質の排出基準」に規定する車両総重量の区分が変更となるもの

に限る。）が行われた自動車であって当該検査が変更後初めての検査であるもの

及び自動車検査証等の備考欄に指定自動車であって保安基準第 31 条の 2 に係る

適合性等について記載のないもの並びに次の記載があるものについては、諸元表

等に記載された当該自動車の窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値により判

定する。 

ア～エ（略） 

（5）別表 7「排出ガス規制区分別排出基準の適否」に掲げる自動車であって適合しないも

のとなっているもののうち次に掲げる自動車は（1）の基準に適合しているものとす

る。 

① 型式指定自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表等に記載さ

れた窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物
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に係る諸元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質

の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表に記載された窒素酸

化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）に係る諸

元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基

準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表

に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒

子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒

子状物質の排出基準」の第 31 条の 2告示の基準の欄に掲げる値以下であるもの。

 

④～⑤（略） 

⑥ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。）であって、諸元表

に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は粒

子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒

子状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱

自動車にあっては第 31 条の 2告示の基準の欄に掲げる値）を超えているもの（諸

元値を持たないものを含む。）に低減装置評価実施要領の規定に基づき窒素酸化

物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減する

優良低減装置として評価・公表された装置を、当該実施要領に基づき装着したも

の。 

⑦ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と

する自動車に限る。）であって、諸元表に記載された窒素酸化物に係る諸元値が

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の平

均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31 条

の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、粒子状物質に係る諸元値が

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の平

均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31 条

の 2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるもの（諸元値を持たないものを含む。）

に低減装置評価実施要領の規定に基づき粒子状物質を低減する優良低減装置と

して評価・公表された装置（第 2 種粒子状物質低減装置を除く。）を、当該実施

要領に基づき装着したもの。 

⑧ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と

質）に係る諸元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状

物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表等に記載された窒素

酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）に係る

諸元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出

基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表

等に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び

粒子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び

粒子状物質の排出基準」の第 31 条の 2 告示の基準の欄に掲げる値以下であるも

の。 

④～⑤（略） 

⑥ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。）であって、諸元表

等に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は

粒子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び

粒子状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取

扱自動車にあっては第 31 条の 2 告示の基準の欄に掲げる値）を超えているもの

（諸元値を持たないものを含む。）に低減装置評価実施要領の規定に基づき窒素

酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減

する優良低減装置として評価・公表された装置を、当該実施要領に基づき装着し

たもの。 

⑦ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と

する自動車に限る。）であって、諸元表等に記載された窒素酸化物に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、粒子状物質に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるもの（諸元値を持たないものを含む。）

に低減装置評価実施要領の規定に基づき粒子状物質を低減する優良低減装置と

して評価・公表された装置（第 2 種粒子状物質低減装置を除く。）を、当該実施

要領に基づき装着したもの。 

⑧ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と
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する自動車に限る。）であって、諸元表に記載された粒子状物質に係る諸元値が

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の平

均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31 条

の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、窒素酸化物に係る諸元値が

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の平

均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31 条

の 2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるものに低減装置評価実施要領の規定に

基づき窒素酸化物を低減する優良低減装置として評価・公表された装置を、当該

実施要領に基づき装着したもの。 

⑨ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車であって、諸元表に

記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は粒子

状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子

状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値を超えるもの（諸元値が

ないものを含む。）に低減改造認定実施要領の規定に基づき窒素酸化物（軽油を

燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減する優良低減改

造として認定・公表がされた改造を当該実施要領に基づき行い、第 4号様式の「優

良低減改造証明書」の提示のあるもの。 

⑩（略） 

（6）次に掲げる自動車は（2）の基準に適合していないものとする。 

①（略） 

② ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動

車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量 2.5t 以下のもの及び専ら

乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車並びに軽自動車のうち、昭和 50 年

11 月 30 日〔2 サイクルの原動機を有する軽自動車（専ら乗用の用に供する自動

車に限る。）及び輸入自動車にあっては昭和 51 年 3 月 31 日〕以前に製作された

もの。 

ただし、昭和 50 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止

装置認定自動車を除く。 

③（略） 

（7）～（11）（略） 

（12）自動車 NOx･PM 総量削減法第 13 条第 1 項の指定自動車を出張登録検査用端末設備が

設置されていない出張検査場で審査を実施する場合には、事前に再出力された当該自

動車の自動車検査証の備考欄の記載により検査を行う。 

また、この方法によらない場合には、当該自動車の諸元値等により（1）の基準へ

の適合性について判定を行う。 

（13）（1）の基準に適合していない自動車を同基準に適合させるため原動機又は一酸化炭

素等発散防止装置の交換及び改造を行った自動車等については、（4）②等によるほか、

以下により取扱う。 

①～②（略） 

する自動車に限る。）であって、諸元表等に記載された粒子状物質に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、窒素酸化物に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるものに低減装置評価実施要領の規定

に基づき窒素酸化物を低減する優良低減装置として評価・公表された装置を、当

該実施要領に基づき装着したもの。 

⑨ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車であって、諸元表等

に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は粒

子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒

子状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値を超えるもの（諸元値

がないものを含む。）に低減改造認定実施要領の規定に基づき窒素酸化物（軽油

を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減する優良低減

改造として認定・公表がされた改造を当該実施要領に基づき行い、第 4号様式の

「優良低減改造証明書」の提示のあるもの。 

⑩（略） 

（6）次に掲げる自動車は（2）の基準に適合していないものとする。 

①（略） 

② ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動

車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量 2.5t 以下のもの及び専ら

乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車並びに軽自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）のうち、昭和 50 年 11 月 30 日〔2 サイクルの原動機

を有する軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車に限る。）及び輸入自動車にあ

っては昭和 51 年 3月 31 日〕以前に製作されたもの。 

ただし、昭和 50 年 4 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止

装置認定自動車を除く。 

③（略） 

（7）～（11）（略） 

（12）自動車 NOx･PM 総量削減法第 13 条第 1 項の指定自動車を出張登録検査用端末設備が

設置されていない出張検査場で検査を実施する場合には、事前に再出力された当該自

動車の自動車検査証の備考欄の記載により検査を行う。 

また、この方法によらない場合には、当該自動車の諸元値等により（1）の基準へ

の適合性について判定を行う。 

（13）（1）の基準に適合していない自動車を同基準に適合させるため原動機又は一酸化炭

素等発散防止装置の交換及び改造を行った自動車等については、（4）②等によるほか、

以下により取扱う。 

①～②（略） 
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③ ①の書面により、検査等を受ける自動車については、次により取扱う。 

ア（略） 

イ （1）（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）の

基準に適合しているものと認められるものにあっては「NOx･PM 適合」、（2）

に適合し、（1）に適合していないものにあっては「NOx･PM 不適合」と 5-3-16

（4）の規定に基づき検査表 2の備考欄に記載する。 

④～⑤（略） 

7-61-2（略） 

 

③ ①の書面により、検査等を受ける自動車については、次により取扱う。 

ア（略） 

イ （1）（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）の

基準に適合しているものと認められるものにあっては「NOx･PM 適合」、（2）

に適合し、（1）に適合していないものにあっては「NOx･PM 不適合」と 5-3-15

（4）の規定に基づき検査表 2の備考欄に記載する。 

④～⑤（略） 

7-61-2（略） 

 

7-62 走行用前照灯 

7-62-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、走行用前照灯を備えなければならない。

ただし、配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S8 の 6.3.

及び 7.に適合するものを備える自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32

条第 1項関係、細目告示第 42 条第 1項関係、細目告示第 120 条第 1項関係） 

7-62-2 性能要件等 

7-62-2-1 テスタ等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2 項関係、細目告示第 42

条第 2項及び第 3項関係、細目告示第 120 条第 2項関係） 

① 走行用前照灯（最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯を除く。）は、

その全てを照射したときに、夜間にその前方 100m（除雪、土木作業その他特別な用

途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の

大型特殊自動車にあっては、50m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能

を有するものであること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未

満の大型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行用）を用いてアの計測の条件

により計測（前照灯試験機を用いて検査することが困難である場合にあっては、そ

の他適切な方法により計測）し、イの計測値の判定に掲げる基準に適合するものは、

この基準に適合するものとする。（細目告示第 120 条第 2項第 1号） 

 

ア（略） 

イ 計測値の判定 

（ｱ）（略） 

（ｲ）除雪、土木作業、その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車に備える

走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）は、その最高光度

点が、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

7-62 走行用前照灯 

7-62-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、走行用前照灯を備えなければならない。 

ただし、配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S6 の 6.3.

及び 7.に適合するものを備える自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条

第 1項関係、細目告示第 42 条第 1項関係、細目告示第 120 条第 1項関係） 

7-62-2 性能要件等 

7-62-2-1 テスタ等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2 項関係、細目告示第 42

条第 2項及び第 3項関係、細目告示第 120 条第 2項関係） 

① 走行用前照灯（最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯を除く。）は、

その全てを照射したときに、夜間にその前方 100m（除雪、土木作業その他特別な用

途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大

型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、50m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有するものであること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満

の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行

用）を用いてアの計測の条件により計測（前照灯試験機を用いて検査することが困

難である場合にあっては、その他適切な方法により計測）し、イの計測値の判定に

掲げる基準に適合するものは、この基準に適合するものとする。（細目告示第 120

条第 2項第 1 号） 

ア（略） 

イ 計測値の判定 

（ｱ）（略） 

（ｲ）除雪、土木作業、その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業

用小型特殊自動車に備える走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用

ビーム）は、その最高光度点が、前方 10m の位置において、走行用前照
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平面より 100mm 上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

10 分の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最

高光度点における光度が、1灯につき 10,000cd 以上であること。 

 

②（略） 

③ 走行用前照灯の照射光線は、自動車の進行方向を正射するものであること。 

ただし、曲線道路用配光可変型走行用前照灯にあっては、その照射光線は、直進

姿勢において自動車の進行方向を正射するものであればよい。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行用）を用いて①アの

各号により自動車を計測したとき（前照灯試験機を用いて検査することが困難であ

る場合にあっては、その他適切な方法により計測したとき）に、走行用前照灯（四

灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点が、前方 10m の位置において、走

行用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と平行な鉛直面より左右にそ

れぞれ 270mm の鉛直面の範囲内にあるものは、この基準に適合するものとする。（細

目告示第 120 条第 3項第 4 号関係） 

（参考図）（略） 

7-62-2-2（略） 

7-62-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）走行用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準（最高速度 20km/h 未

満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が 10,000cd 未満のものにあって

は①、最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が

10,000cd 以上のものにあっては①、④から⑩まで及び 7-62-2-1③）に適合するよう

に取付けられなければならない。 

この場合において、走行用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準

第 32 条第 3項関係、細目告示第 42 条第 4 項関係、細目告示第 120 条第 3項関係） 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては 1 個又は 2 個、幅 0.8m

以下の自動車（二輪自動車を除く。）及び最高速度 20km/h 未満の自動車（二輪自

動車及び側車付二輪自動車を除く。）にあっては 1個、2 個又は 4個であること。

 

この場合において、被牽引自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車、除雪、土

木作業その他特別な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定する

もの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動

車以外の自動車にあっては、車両の左右各側において 1個を曲線道路用配光可変

型走行用前照灯として使用してもよい。 

 

灯の照明部の中心を含む水平面より100mm上方の平面及び当該水平面よ

り当該照明部中心高さの10分の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、

かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度が、1灯につき 10,000cd

以上であること。 

②（略） 

③ 走行用前照灯の照射光線は、自動車の進行方向を正射するものであること。 

ただし、曲線道路用配光可変型走行用前照灯にあっては、その照射光線は、直進

姿勢において自動車の進行方向を正射するものであればよい。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、前照灯試験機

（走行用）を用いて①アの各号により自動車を計測したとき（前照灯試験機を用い

て検査することが困難である場合にあっては、その他適切な方法により計測したと

き）に、走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点が、前

方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と

平行な鉛直面より左右にそれぞれ 270mm の鉛直面の範囲内にあるものは、この基準

に適合するものとする。（細目告示第 120 条第 3項第 4 号関係） 

（参考図）（略） 

7-62-2-2（略） 

7-62-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）走行用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準（最高速度 20km/h 未

満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が 10,000cd 未満のものにあって

は①、最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が

10,000cd 以上のものにあっては①、④から⑩まで及び 7-62-2-1③）に適合するよう

に取付けられなければならない。 

この場合において、走行用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準

第 32 条第 3項関係、細目告示第 42 条第 4 項関係、細目告示第 120 条第 3項関係） 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、1 個又は 2 個、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）並び

に最高速度 20km/h 未満の自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に

あっては、1個、2個又は 4個であること。 

この場合において、ⓐ被牽引自動車、ⓑ最高速度 20km/h 未満の自動車、ⓒ除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定

するもの、ⓓ最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、ⓔ二輪自動車、ⓕ側車付

二輪自動車、ⓖ農耕作業用小型特殊自動車並びにⓗカタピラ及びそりを有する軽

自動車以外の自動車にあっては、車両の左右各側において 1個を曲線道路用配光

可変型走行用前照灯として使用してもよい。 
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②（略） 

③ 走行用前照灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えるこ

と。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、二輪自動車及び側車付二輪

自動車にあっては、この限りでない。 

 

④～⑪（略） 

（2）（略） 

7-62-4～7-62-5（略） 

7-62-6 従前規定の適用② 

昭和 38 年 10 月 14 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 3 項第 2号関係） 

7-62-6-1（略） 

7-62-6-2 性能要件 

（1）7-62-6-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の及び大型特殊自動車に備えるものにあっては、50m）の距離にある交通上の障

害物を確認できる性能を有し、かつ、その最高光度の合計は 430,000cd を超えな

いこと。 

②（略） 

③ ①の性能及び②の正射について、前照灯試験機（走行用）を用いて次の各号に

より計測し、判定するものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動

車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車の走行

用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点は、前

方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水平面よ

り 100mm 上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの 10 分

の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高

②（略） 

③ 走行用前照灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えるこ

と。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、

二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっ

ては、この限りでない。 

④～⑪（略） 

（2）（略） 

7-62-4～7-62-5（略） 

7-62-6 従前規定の適用② 

昭和 38 年 10 月 14 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 3 項第 2号関係） 

7-62-6-1（略） 

7-62-6-2 性能要件 

（1）7-62-6-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の、大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備えるものにあっては、

50m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有し、かつ、その最高光

度の合計は 430,000cd を超えないこと。 

②（略） 

③ ①の性能及び②の正射について、前照灯試験機（走行用）を用いて次の各号に

より計測し、判定するものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車

及び農耕作業用小型特殊自動車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕

作業用小型特殊自動車の走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用

ビーム）の最高光度点は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の

照明部の中心を含む水平面より100mm上方の平面及び当該水平面より

当該照明部中心高さの10分の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、
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光度点における光度は 1灯につき 10,000cd 以上であること。 

 

ウ（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-6-3（略） 

7-62-7 従前規定の適用③ 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 3号関係） 

7-62-7-1（略） 

7-62-7-2 性能要件 

（1）7-62-7-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、50m）の

距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有し、かつ、その最高光度の合計

は 430,000cd を超えないこと。 

②（略） 

③ ①の性能及び②の正射について、前照灯試験機（走行用）を用いて次の各号に

より計測し、判定するものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動

車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車の走行

用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点は、前

方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水平面よ

り 100mm 上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの 10 分

の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高

光度点における光度は 1灯につき 10,000cd 以上であること。 

 

ウ（略） 

かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度は 1灯につき 10,000cd

以上であること。 

ウ（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-6-3（略） 

7-62-7 従前規定の適用③ 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 3号関係） 

7-62-7-1（略） 

7-62-7-2 性能要件 

（1）7-62-7-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備

えるものにあっては、50m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有

し、かつ、その最高光度の合計は 430,000cd を超えないこと。 

②（略） 

③ ①の性能及び②の正射について、前照灯試験機（走行用）を用いて次の各号に

より計測し、判定するものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車

及び農耕作業用小型特殊自動車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕

作業用小型特殊自動車の走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用

ビーム）の最高光度点は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の

照明部の中心を含む水平面より100mm上方の平面及び当該水平面より

当該照明部中心高さの10分の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、

かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度は 1灯につき 10,000cd

以上であること。 

ウ（略） 
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④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-7-3 取付要件 

（1）7-62-7-1（1）の走行用前照灯は、7-62-7-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては 1個又は 2個、三輪自動

車及び幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）にあっては 1 個、2 個又は 4

個であること。 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-62-8 従前規定の適用④ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 1 項第 1 号、第 2 号、第 5 号、第 6 号及び第 2

項第 3号関係） 

7-62-8-1（略） 

7-62-8-2 性能要件 

（1）7-62-8-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、50m）の

距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有し、かつ、その最高光度の合計

は 430,000cd を超えないこと。 

②（略） 

③ 平成 10 年 8 月 31 日以前に製作された自動車並びに平成 10 年 9 月 1 日以降に

製作された二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に

使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大

型特殊自動車にあっては、①の性能及び②の正射について、前照灯試験機（走行

用）を用いて次の各号により計測（二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木

作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び

最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車であって、前照灯試験機を用いて検査す

ることが困難である場合にあっては、その他適切な方法により計測）し、判定す

るものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの

④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-7-3 取付要件 

（1）7-62-7-1（1）の走行用前照灯は、7-62-7-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、1 個又は 2 個、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、三輪自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車（二輪自

動車を除く。）にあっては、1個、2個又は 4 個であること。 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-62-8 従前規定の適用④ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 1 項第 1 号、第 2 号、第 5 号、第 6 号及び第 2

項第 3号関係） 

7-62-8-1（略） 

7-62-8-2 性能要件 

（1）7-62-8-1（1）の走行用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 走行用前照灯は、その全てを同時に照射したときは、夜間にその前方 100m（除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するも

の、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備

えるものにあっては、50m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有

し、かつ、その最高光度の合計は 430,000cd を超えないこと。 

②（略） 

③ 平成 10 年 8 月 31 日以前に製作された自動車並びに平成 10 年 9 月 1 日以降に

製作された二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に

使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型

特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、①の性能及び②の正射に

ついて、前照灯試験機（走行用）を用いて次の各号により計測（二輪自動車、側

車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運

輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用

小型特殊自動車であって、前照灯試験機を用いて検査することが困難である場合

にあっては、その他適切な方法により計測）し、判定するものとする。 

ア（略） 

イ 計測値の判定（①の性能） 

（ｱ）走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点

は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水

平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの
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5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動

車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車の走行

用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点は、前

方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含む水平面よ

り 100mm 上方の平面及び当該水平面より当該照明部中心高さの 10 分

の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高

光度点における光度は 1灯につき 10,000cd 以上であること。 

 

ウ（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-8-3 取付要件 

（1）7-62-8-1（1）の走行用前照灯は、7-62-8-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては 1 個又は 2 個、幅 0.8m

以下の自動車（二輪自動車を除く。）にあっては 1個、2 個又は 4個であること。

 

②～③（略） 

（2）（略） 

 

5 分の 1 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の

最高光度点における光度は次に掲げるもの以上であること。 

ただし、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車

及び農耕作業用小型特殊自動車に備えられた走行用前照灯を除く。 

a～c（略） 

（ｲ）除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕

作業用小型特殊自動車の走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用

ビーム）の最高光度点は、前方 10m の位置において、走行用前照灯の

照明部の中心を含む水平面より100mm上方の平面及び当該水平面より

当該照明部中心高さの10分の 3下方の平面に挟まれた範囲内にあり、

かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度は 1灯につき 10,000cd

以上であること。 

ウ（略） 

④～⑤（略） 

（2）～（3）（略） 

7-62-8-3 取付要件 

（1）7-62-8-1（1）の走行用前照灯は、7-62-8-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、1 個又は 2 個、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）

にあっては、1個、2個又は 4 個であること。 

②～③（略） 

（2）（略） 

 

7-63 すれ違い用前照灯 

7-63-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、すれ違い用前照灯を備えなければなら

ない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条第 4項関

係、細目告示第 42 条第 5項関係、細目告示第 120 条第 5項関係） 

① 配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S8 に適合するも

のを備える自動車 

②（略） 

7-63-2 性能要件 

7-63-2-1 テスタ等による審査 

7-63 すれ違い用前照灯 

7-63-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、すれ違い用前照灯を備えなければなら

ない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条第 4項関

係、細目告示第 42 条第 5項関係、細目告示第 120 条第 5項関係） 

① 配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S6 に適合するも

のを備える自動車 

②（略） 

7-63-2 性能要件 

7-63-2-1 テスタ等による審査 
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すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①アにより計測することが困難な自動車であって、7-62-2-1①後段及び③後

段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車にあっては、視認等

その他適切な方法により審査することができる。（保安基準第 32 条第 5項関係、細目告

示第 42 条第 6 項関係、細目告示第 120 条第 6項関係） 

① すれ違い用前照灯（その光度が 10,000cd 以上である走行用前照灯を備える最高

速度 20km/h 未満の自動車に備えるものを除く。）は、その照射光線が他の交通を妨

げないものであり、かつ、その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m

（除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定する

もの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の

距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未

満の大型特殊自動車以外の自動車にあっては、前照灯試験機（すれ違い用）を用い

てア（ｱ）により計測し、イ（ｱ）に掲げる基準に適合するものは、この基準に適合

するものとする。 

また、前照灯試験機（すれ違い用）による計測を行うことができない場合にあっ

ては、前照灯試験機（走行用）、スクリーン、壁等を用いてア（ｲ）により計測し、

イ（ｲ）に掲げる基準に適合するものは、当分の間、この基準に適合するものとす

る。（細目告示第 120 条第 6 項関係） 

ア～イ（略） 

7-63-2-2（略） 

7-63-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）すれ違い用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 6項関係） 

この場合において、すれ違い用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目

告示第 42 条第 7項関係、細目告示第 120 条第 7項） 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び

幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作

業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備え

るすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることがで

すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①アにより計測することが困難な自動車であって、7-62-2-1①後段及び③後

段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車にあっては、視認等

その他適切な方法により審査することができる。（保安基準第 32 条第 5項関係、細目告

示第 42 条第 6 項関係、細目告示第 120 条第 6項関係） 

① すれ違い用前照灯（その光度が 10,000cd 以上である走行用前照灯を備える最高

速度 20km/h 未満の自動車に備えるものを除く。）は、その照射光線が他の交通を妨

げないものであり、かつ、その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m

（除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定する

もの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備

えるものにあっては、15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有す

ること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満

の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車以外の自動車にあっては、前照灯

試験機（すれ違い用）を用いてア（ｱ）により計測し、イ（ｱ）に掲げる基準に適合

するものは、この基準に適合するものとする。 

また、前照灯試験機（すれ違い用）による計測を行うことができない場合にあっ

ては、前照灯試験機（走行用）、スクリーン、壁等を用いてア（ｲ）により計測し、

イ（ｲ）に掲げる基準に適合するものは、当分の間、この基準に適合するものとす

る。（細目告示第 120 条第 6 項関係） 

ア～イ（略） 

7-63-2-2（略） 

7-63-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）すれ違い用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 6項関係） 

この場合において、すれ違い用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目

告示第 42 条第 7項関係、細目告示第 120 条第 7項） 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

最高速度 20km/h 未満の自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1 個又は

2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車（最高速度 20km/h 未満の自

動車にあっては、小型特殊自動車）及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用
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きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、下縁の高さが地上

500mm 以上（大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される

自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車

の構造上地上 500mm 以上に取付けることができないものにあっては、取付けるこ

とができる最高の高さ）となるように取付けられていること。 

 

 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の

中心が地上 1,200mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運

輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車の構造上自動車

の最外側から 400mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けるこ

とができる最外側の位置）となるように取付けられていること。 

 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び

幅 0.8m 以下の自動車に備えるすれ違い用前照灯にあっては、この限りでない。

 

⑤～⑬（略） 

（2）（略） 

7-63-4 適用関係の整理 

（1）～（3）（略） 

（4）平成 10 年 3 月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動

車以外の自動車であって平成 9年 10 月 1 日以降の型式指定自動車を除く。）について

は、7-63-8（従前規定の適用④）の規定を適用する。（適用関係告示第 29 条第 2項第

2号関係） 

（5）（略） 

7-63-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 1号関係） 

7-63-5-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-5-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-5-2

（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をその前面に備えればよい。 

 

（2）（略） 

7-63-5-2（略） 

される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその

自動車の構造上地上 1,200mm 以下に取付けることができないものにあっては、取

付けることができる最低の高さ）、下縁の高さが地上 500mm 以上（大型特殊自動

車、農耕作業用小型特殊自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車にあっては、小

型特殊自動車）及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方

運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上

500mm 以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最

高の高さ）となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途

に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯

でその自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最外側の位置）となるように取付けられ

ていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

最高速度20km/h未満の自動車並びに幅0.8m以下の自動車に備えるすれ違い用前

照灯にあっては、この限りでない。 

⑤～⑬（略） 

（2）（略） 

7-63-4 適用関係の整理 

（1）～（3）（略） 

（4）平成 10 年 3 月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動

車以外の自動車であって平成 9 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び型式認定自動

車を除く。）については、7-63-8（従前規定の適用④）の規定を適用する。（適用関係

告示第 29 条第 2項第 2号関係） 

（5）（略） 

7-63-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 1号関係） 

7-63-5-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-5-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-5-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をそ

の前面に備えればよい。 

（2）（略） 

7-63-5-2（略） 
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7-63-5-3 取付要件 

（1）7-63-5-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-5-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動

車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照射光線の主光軸は、前方 25m における地面からの高さが 1,200mm を超えないこ

と。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯の照射光線の主

光軸は、前方 25m における地面からの高さが 1,200mm を超えないこと。 

 

（2）7-63-5-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-5-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

 

 

（3）～（4）（略） 

7-63-6 従前規定の適用② 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 3号関係） 

7-63-6-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-6-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-6-2

（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をその前面に備えればよい。 

 

（2）（略） 

7-63-6-2 性能要件 

（1）7-63-6-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 30m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-6-3 取付要件 

（1）7-63-6-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-6-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

7-63-5-3 取付要件 

（1）7-63-5-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-5-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

三輪自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯の照射光線の主光軸は、前方 25m における地

面からの高さが 1,200mm を超えないこと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯の照射光線の主光軸は、前方 25m における地面からの高さ

が 1,200mm を超えないこと。 

（2）7-63-5-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-5-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、②中「農耕作業用小型特殊自動車」とあるのは「小型特殊自動

車」と読み替えるものとする。 

（3）～（4）（略） 

7-63-6 従前規定の適用② 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 29 条第 3項第 3号関係） 

7-63-6-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-6-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-6-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をそ

の前面に備えればよい。 

（2）（略） 

7-63-6-2 性能要件 

（1）7-63-6-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 30m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備えるものにあっては、

15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-6-3 取付要件 

（1）7-63-6-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-6-2（1）に掲げる性能を損なわないよ
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うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動

車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の中心の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作

業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備え

るすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付け

られていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の

中心が地上 1,200mm 以下となるように取付けられていること。 

 

（2）7-63-6-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-6-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

 

 

（3）～（4）（略） 

7-63-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 2 項第 1号及び第 3項第 4号関係） 

7-63-7-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-7-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-7-2

（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をその前面に備えればよい。 

 

（2）（略） 

7-63-7-2 性能要件 

（1）7-63-7-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 30m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

三輪自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い

用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることができないもの

にあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付けられている

こと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

（2）7-63-6-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-6-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、②中「農耕作業用小型特殊自動車」とあるのは「小型特殊自動

車」と読み替えるものとする。 

（3）～（4）（略） 

7-63-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 2 項第 1号及び第 3項第 4号関係） 

7-63-7-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-7-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-7-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をそ

の前面に備えればよい。 

（2）（略） 

7-63-7-2 性能要件 

（1）7-63-7-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 30m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備えるものにあっては、

15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 
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7-63-7-3 取付要件 

（1）7-63-7-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-7-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車にあっては、

1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の中心の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作

業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備え

るすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付け

られていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の

中心が地上 1,200mm 以下となるように取付けられていること。 

 

（2）7-63-7-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-7-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

 

 

（3）～（4）（略） 

7-63-8 従前規定の適用④ 

平成 10 年 3月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動車

以外の自動車であって平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。）については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 29 条第 2項第 2号関係） 

 

7-63-8-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-8-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-8-2

（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をその前面に備えればよい。 

 

（2）（略） 

7-63-8-2 性能要件 

（1）7-63-8-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

7-63-7-3 取付要件 

（1）7-63-7-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-7-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い

用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることができないもの

にあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付けられている

こと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

（2）7-63-7-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-7-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、②中「農耕作業用小型特殊自動車」とあるのは「小型特殊自動

車」と読み替えるものとする。 

（3）～（4）（略） 

7-63-8 従前規定の適用④ 

平成 10 年 3月 31 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車（輸入自動車

以外の自動車であって平成 9 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を

除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 29 条第 2

項第 2号関係） 

7-63-8-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-8-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-8-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をそ

の前面に備えればよい。 

（2）（略） 

7-63-8-2 性能要件 

（1）7-63-8-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h
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35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-8-3 取付要件 

（1）7-63-8-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-8-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車にあっては、

1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の中心の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作

業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備え

るすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付け

られていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の

中心が地上 1,200mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運

輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車の構造上自動車

の最外側から 400mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けるこ

とができる最外側の位置）となるように取付けられていること。 

 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車に備えるす

れ違い用前照灯にあってはこの限りでない。 

 

（2）7-63-8-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-8-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、④中「二輪自動車」とあるのは「最高速度 20km/h 未満の自動

車、二輪自動車」と読み替えるものとする。 

 

（3）～（4）（略） 

7-63-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 1 項第 3号から第 7号まで及び第 3項第 5 号関

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備えるものにあっては、

15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-8-3 取付要件 

（1）7-63-8-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-8-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い

用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることができないもの

にあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付けられている

こと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途

に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯

でその自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最外側の位置）となるように取付けられ

ていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに幅 0.8m 以下の自動車に備えるすれ違い用前照灯にあってはこの限りでな

い。 

（2）7-63-8-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-8-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、②中「農耕作業用小型特殊自動車」とあるのは「小型特殊自動

車」と、④中「二輪自動車」とあるのは「最高速度 20km/h 未満の自動車、二輪自動

車」と読み替えるものとする。 

（3）～（4）（略） 

7-63-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 29 条第 1 項第 3号から第 7号まで及び第 3項第 5 号関
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係） 

7-63-9-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-9-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-9-2

（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をその前面に備えればよい。 

 

（2）（略） 

7-63-9-2 性能要件 

（1）7-63-9-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有すること。 

この場合において、平成 10 年 9月 1日以降に製作された自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方

運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車を除く。）に

あっては、次に掲げるいずれかの方法により、判定するものとする。 

 

ただし、ア及びイにより計測することが困難な自動車であって、7-62-2-1①後

段及び③後段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車に

あっては、視認等その他適切な方法により審査することができる。 

ア～イ（略） 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-9-3 取付要件 

（1）7-63-9-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-9-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車にあっては、

1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の中心の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作

業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備え

るすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付け

られていること。 

係） 

7-63-9-1 装備要件 

（1）自動車（被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の前面の両側に

は、7-63-9-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に幅 0.8m 以下の自動車には、7-63-9-2（1）の基準に適合するすれ違い用前照灯をそ

の前面に備えればよい。 

（2）（略） 

7-63-9-2 性能要件 

（1）7-63-9-1（1）のすれ違い用前照灯は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① すれ違い用前照灯は、その照射光線が他の交通を妨げないものであり、かつ、

その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m（除雪、土木作業その他

特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備えるものにあっては、

15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

この場合において、平成 10 年 9月 1日以降に製作された自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方

運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業

用小型特殊自動車を除く。）にあっては、次に掲げるいずれかの方法により、判

定するものとする。 

ただし、ア及びイにより計測することが困難な自動車であって、7-62-2-1①後

段及び③後段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車に

あっては、視認等その他適切な方法により審査することができる。 

ア～イ（略） 

②～③（略） 

（2）～（3）（略） 

7-63-9-3 取付要件 

（1）7-63-9-1（1）のすれ違い用前照灯は、7-63-9-2（1）に掲げる性能を損なわないよ

うに、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い

用前照灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に取付けることができないもの

にあっては、取付けることができる最低の高さ）となるように取付けられている



新旧対照表 

176 / 521 

新 旧 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の

中心が地上 1,200mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運

輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車の構造上自動車

の最外側から 400mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けるこ

とができる最外側の位置）となるように取付けられていること。 

 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車に備えるす

れ違い用前照灯にあってはこの限りでない。 

 

（2）7-63-9-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-9-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、④中「二輪自動車」とあるのは「最高速度 20km/h 未満の自動

車、二輪自動車」と読み替えるものとする。 

 

（3）～（5）（略） 

 

こと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途

に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯

でその自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最外側の位置）となるように取付けられ

ていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車

並びに幅 0.8m 以下の自動車に備えるすれ違い用前照灯にあってはこの限りでな

い。 

（2）7-63-9-1（2）のすれ違い用前照灯は、7-63-9-3（1）（①を除く。）の規定を準用す

る。 

この場合において、②中「農耕作業用小型特殊自動車」とあるのは「小型特殊自動

車」と、④中「二輪自動車」とあるのは「最高速度 20km/h 未満の自動車、二輪自動

車」と読み替えるものとする。 

（3）～（5）（略） 

 

7-64 配光可変型前照灯 

7-64-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の前面には、配光可変型前照灯を備えることができる。（保安基準第 32

条第 7項関係） 

7-64-2 性能要件 

7-64-2-1 テスタ等による審査 

配光可変型前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 32 条第 8項関係、細目告示第 42 条第 8項関係、細目告示第 120 条第 9項関係）

① 配光可変型前照灯であって、UN R123-01-S8 の 6.3.及び 7.に適合する走行用ビー

ムを発するものは、夜間に当該走行用ビームを照射した場合において、当該自動車

の前方 100m の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有するものであるこ

と。（細目告示第 120 条第 9 項第 1号） 

②（略） 

7-64-2-2（略） 

7-64-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）配光可変型前照灯は、UN R123-01-S8 の 5.（5.3.3、5.3.4 及び 5.8.を除く。）、6.及

7-64 配光可変型前照灯 

7-64-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の前面には、

配光可変型前照灯を備えることができる。（保安基準第 32 条第 7項関係） 

7-64-2 性能要件 

7-64-2-1 テスタ等による審査 

配光可変型前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 32 条第 8項関係、細目告示第 42 条第 8項関係、細目告示第 120 条第 9項関係） 

① 配光可変型前照灯であって、UN R123-01-S7 の 6.3.及び 7.に適合する走行用ビー

ムを発するものは、夜間に当該走行用ビームを照射した場合において、当該自動車

の前方 100m の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有するものであるこ

と。（細目告示第 120 条第 9 項第 1号） 

②（略） 

7-64-2-2（略） 

7-64-2-3 書面等による審査 

（1）（略） 

（2）配光可変型前照灯は、UN R123-01-S7 の 5.（5.3.3、5.3.4 及び 5.8.を除く。）、6.及
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び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、UN R123-01-S8 の 5.3.2.1.にかかわらず、交換式電球の受金形

状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS C 7709 に定められた形状、定格電球

以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であ

ればよいものとし、また、UN R123-01-S8 の 6.にかかわらず、最小光度及び最大光度

は、UN R123-01-S8 の 9.2.に適合すればよいものとする。 

ただし、平成 21 年 7 月 10 日以前に製作された自動車については、UN R123-01-S8

の 5.3.1.は適用しない。（細目告示第 42 条第 8項関係、細目告示第 120 条第 9項関係、

適用関係告示第 29 条第 7項関係） 

（3）（略） 

7-64-3～7-64-4（略） 

7-64-5 従前規定の適用① 

次に掲げる自動車については、7-64-2-1①及び 7-64-2-3（2）において、「UN R123-01-S8」

を「UN R123-01-S3」と読み替えることができる。（適用関係告示第 29 条第 15 項関係） 

①～③（略） 

7-64-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、7-64-2-1①及び 7-64-2-3（2）において、「UN R123-01-S8」

を「UN R123-01-S4」と読み替えることができる。（適用関係告示第 29 条第 17 項関係） 

①～③（略） 

 

び 7.に適合するものでなければならない。 

この場合において、UN R123-01-S7 の 5.3.2.1.にかかわらず、交換式電球の受金形

状は、定格電球を使用する場合にあっては JIS C 7709 に定められた形状、定格電球

以外の電球を使用する場合にあってはその他の誤組付防止措置が図られた形状であ

ればよいものとし、また、UN R123-01-S7 の 6.にかかわらず、最小光度及び最大光度

は、UN R123-01-S7 の 9.2.に適合すればよいものとする。 

ただし、平成 21 年 7 月 10 日以前に製作された自動車については、UN R123-01-S7

の 5.3.1.は適用しない。（細目告示第 42 条第 8項関係、細目告示第 120 条第 9項関係、

適用関係告示第 29 条第 7項関係） 

（3）（略） 

7-64-3～7-64-4（略） 

7-64-5 従前規定の適用① 

次に掲げる自動車については、7-64-2-1①及び 7-64-2-3（2）において、「UN R123-01-S7」

を「UN R123-01-S3」と読み替えることができる。（適用関係告示第 29 条第 15 項関係） 

①～③（略） 

7-64-6 従前規定の適用② 

次に掲げる自動車については、7-64-2-1①及び 7-64-2-3（2）において、「UN R123-01-S7」

を「UN R123-01-S4」と読み替えることができる。（適用関係告示第 29 条第 17 項関係） 

①～③（略） 

 

7-65～7-66（略） 

 

7-65～7-66（略） 

 

7-67 前部霧灯 

7-67-1～7-67-2（略） 

7-67-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 33 条第 3項） 

この場合において、前部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

43 条第 2項関係、細目告示第 121 条第 3 項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前部霧灯は、その照明

部の上縁の高さが地上 800mm 以下であって、すれ違い用前照灯の照明部の上縁を

含む水平面以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用さ

れる自動車で地方運輸局長の指定するものに備える前部霧灯でその自動車の構

造上地上 1,200mm 以下に取付けることができないものにあっては、その照明部の

上縁がすれ違い用前照灯の照明部の上縁を含む水平面以下となるように取付け

ることができる最低の高さ）、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付け

られていること。 

7-67 前部霧灯 

7-67-1～7-67-2（略） 

7-67-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 33 条第 3項） 

この場合において、前部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

43 条第 2項関係、細目告示第 121 条第 3 項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前部霧灯は、その照明部の上縁の高さが地上 800mm 以下であっ

て、すれ違い用前照灯の照明部の上縁を含む水平面以下（大型特殊自動車、小型

特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸

局長の指定するものに備える前部霧灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に

取付けることができないものにあっては、その照明部の上縁がすれ違い用前照灯

の照明部の上縁を含む水平面以下となるように取付けることができる最低の高

さ）、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 
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この場合において、次に掲げる自動車にあっては、照明部の上縁の高さを地上

1,200mm 以下と読み替えて適用する。 

ア～ウ（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える前部霧灯は、その照明部の中心がす

れ違い用前照灯の照明部の中心を含む水平面以下となるように取付けられてい

ること。 

④ 前部霧灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内（大型特殊自動

車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指

定するものに備える前部霧灯でその自動車の構造上自動車の最外側から400mm以

内に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最外側の位

置）となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車

を除く。）及び最高速度 20km/h 未満の自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車

を除く。）に備える前部霧灯にあっては、この限りでない。 

 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車に備える前部霧灯

の照明部は、前部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、

水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに前部霧灯の中心を含む、自

動車の進行方向に平行な鉛直面より前部霧灯の内側方向 10°の平面及び前部霧

灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すこ

とができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-67-2（1）に規定する性能を損なわない

部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑬（略） 

（2）（略） 

7-67-4（略） 

7-67-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 30 条第 3項第 1号関係） 

7-67-5-1～7-67-5-2（略） 

7-67-5-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-5-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

この場合において、次に掲げる自動車にあっては、照明部の上縁の高さを地上

1,200mm 以下と読み替えて適用する。 

ア～ウ（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水

平面以下となるように取付けられていること。 

④ 前部霧灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内（大型特殊自動

車、小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で

地方運輸局長の指定するものに備える前部霧灯でその自動車の構造上自動車の

最外側から 400mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けること

ができる最外側の位置）となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）並びに最高速度 20km/h 未満の自動

車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える前部霧灯にあっては、

この限りでない。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える前部霧灯の照明部は、前部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに前部霧

灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より前部霧灯の内側方向 10°

の平面及び前部霧灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての

位置から見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-67-2（1）に規定する性能を損なわない

部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑬（略） 

（2）（略） 

7-67-4（略） 

7-67-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 30 条第 3項第 1号関係） 

7-67-5-1～7-67-5-2（略） 

7-67-5-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-5-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置
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等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前部霧灯の照射光線

の主光軸は、前方 25m における地面からの高さが 1.2m を超えないこと。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える前部霧灯の照射光線の主光軸は、前

方 25m における地面からの高さが 1.2m を超えないこと。 

 

④（略） 

（2）（略） 

7-67-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 30 条第 3項第 2号関係） 

7-67-6-1～7-67-6-2（略） 

7-67-6-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-6-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前部霧灯は、その照明

部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水平面以下となるように取

付けられていること。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える前部霧灯は、その照明部の中心がす

れ違い用前照灯の照明部の中心を含む水平面以下となるように取付けられてい

ること。 

④（略） 

（2）（略） 

7-67-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 30 条第 1 項、第 2項第 1号、第 3項第 3号、第 4 項関

係） 

7-67-7-1～7-67-7-2（略） 

7-67-7-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前部霧灯は、その照明

等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前部霧灯の照射光線の主光軸は、前方 25m における地面からの

高さが 1.2m を超えないこと。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える前部霧灯の照射光線の主光軸は、前方 25m における地面からの高さが 1.2m

を超えないこと。 

④（略） 

（2）（略） 

7-67-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 30 条第 3項第 2号関係） 

7-67-6-1～7-67-6-2（略） 

7-67-6-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-6-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の

中心を含む水平面以下となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水

平面以下となるように取付けられていること。 

④（略） 

（2）（略） 

7-67-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 30 条第 1 項、第 2項第 1号、第 3項第 3号、第 4 項関

係） 

7-67-7-1～7-67-7-2（略） 

7-67-7-3 取付要件 

（1）前部霧灯は、7-67-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外
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部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水平面以下となるように取

付けられていること。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える前部霧灯は、その照明部の中心がす

れ違い用前照灯の照明部の中心を含む水平面以下となるように取付けられてい

ること。 

④（略） 

（2）（略） 

 

の自動車に備える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の

中心を含む水平面以下となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水

平面以下となるように取付けられていること。 

④（略） 

（2）（略） 

 

7-68～7-69（略） 

 

7-68～7-69（略） 

 

7-70 低速走行時側方照射灯 

7-70-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の側面には、低速走行時側方照射灯を備えることができる。（保安基準第

33 条の 3 第 1 項関係） 

7-70-2～7-70-3（略） 

 

7-70 低速走行時側方照射灯 

7-70-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の側面には、

低速走行時側方照射灯を備えることができる。（保安基準第 33 条の 3 第 1項関係） 

7-70-2～7-70-3（略） 

 

7-71 車幅灯 

7-71-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。（保安基準第 34 条第 1 項関係） 

7-71-2 性能要件 

7-71-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 34 条第 2 項関係、細目告示第 45 条第 1 項関係、細目告示第

123 条第 1項関係） 

①（略） 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯若しくは側方灯と構造上一体となってい

るもの又は兼用のもの並びに二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるものに

あっては、橙色であってもよい。 

③ 車幅灯の照明部は、車幅灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を

含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに車幅灯の中心を含

7-71 車幅灯 

7-71-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。（保安基準第 34 条第 1 項関係） 

7-71-2 性能要件 

7-71-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 34 条第 2 項関係、細目告示第 45 条第 1 項関係、細目告示第

123 条第 1項関係） 

①（略） 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯又は側方灯と構造上一体となっているも

の又は兼用のもの及び二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを

有する軽自動車に備えるものにあっては、橙色であってもよい。 

③ 車幅灯の照明部は、車幅灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を

含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに車幅灯の中心を含
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む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より車幅灯の内側方向 45°の平面（二輪自

動車及び側車付二輪自動車の左右それぞれに備えるものについては、内側方向

20°の平面）及び車幅灯の外側方向 80°の平面により囲まれる範囲において全て

の位置から見通すことができるものであること。 

 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④（略） 

（2）（略） 

7-71-2-2（略） 

7-71-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 34 条第 3 項関係） 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 45 条

第 2項関係、細目告示第 123 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取

付けられていること。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える車幅灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑤（略） 

⑥ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車並びに車幅灯と連動して点灯

する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類を備える自動車

にあっては、この限りでない。 

⑦ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内にすれ違い用前照灯を取付けることができないもの 

 

イ 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内に前部霧灯を取付けることができないもの 

む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より車幅灯の内側方向 45°の平面（二輪自

動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車の左右それぞ

れに備えるものについては、内側方向 20°の平面）及び車幅灯の外側方向 80°

の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるもので

あること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④（略） 

（2）（略） 

7-71-2-2（略） 

7-71-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 34 条第 3 項関係） 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 45 条

第 2項関係、細目告示第 123 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑤（略） 

⑥ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに車幅

灯と連動して点灯する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器

類を備える自動車にあっては、この限りでない。 

⑦ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その

自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内にすれ違い用前照灯を取付け

ることができないもの 

イ 大型特殊自動車、小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に

使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構

造上自動車の最外側から400mm以内に前部霧灯を取付けることができないも
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⑧～⑫（略） 

⑬ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-71-2-1（1）

〔大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-71-2-1（1）③に

係る部分を除く。〕に掲げる性能〔車幅灯の H 面の高さが地上 750mm 未満となる

ように取付けられている場合にあっては 7-71-2-1（1）③の基準中「下方 15°」

とあるのは「下方 5°」、被牽引自動車に取付けられている場合にあっては

7-71-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 5°」、専ら乗

用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引

自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供す

る自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下

のものの前部に取付けられた側方灯が 7-71-2-1（1）③に規定する性能を補完す

る性能を有する場合にあっては 7-71-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」とあ

るのは「外側方向 45°」とし、車幅灯の H面の高さが地上 750mm 未満となるよう

に取付けられている場合にあっては当該車幅灯の基準軸（当該車幅灯の基準軸が

明確でない場合は、照明部中心とすることができる。）を含む水平面より下方に

限り 7-71-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」と

する。〕を損なわないように取付けられていること。 

 

ただし、自動車の構造上、7-71-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）（略） 

7-71-4 適用関係の整理 

（1）～（5）（略） 

（6）次に掲げる自動車については、7-71-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適

用関係告示第 32 条第 12 項関係） 

①～③（略） 

④ ②又は③に掲げる自動車と車幅灯に係る性能について変更がないもの 

7-71-5（略） 

7-71-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 32 条第 3項第 1号関係） 

7-71-6-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、すれ違い用前照灯の照明部の最外縁が自動車の最外側から 650mm となるよう

の 

⑧～⑫（略） 

⑬ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-71-2-1（1）

〔大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

7-71-2-1（1）③に係る部分を除く。〕に掲げる性能〔車幅灯の H面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては 7-71-2-1（1）③の基

準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」、被牽引自動車に取付けられている場

合にあっては 7-71-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向

5°」、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって

乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部に取付けら

れた側方灯が 7-71-2-1（1）③に規定する性能を補完する性能を有する場合にあ

っては 7-71-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」

とし、車幅灯の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合

にあっては当該車幅灯の基準軸（当該車幅灯の基準軸が明確でない場合は、照明

部中心とすることができる。）を含む水平面より下方に限り 7-71-2-1（1）③の基

準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。〕を損なわないよう

に取付けられていること。 

ただし、自動車の構造上、7-71-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）（略） 

7-71-4 適用関係の整理 

（1）～（5）（略） 

（6）次に掲げる自動車については、7-71-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適

用関係告示第 32 条第 12 項関係） 

①～③（略） 

（新設） 

7-71-5（略） 

7-71-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 32 条第 3項第 1号関係） 

7-71-6-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、すれ違い用前照灯の照明部の最外縁が自動車の最外側から 650mm となるよう
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に取付けられている場合には、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-6-2～7-71-6-3（略） 

7-71-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 32 条第 2 項第 2号、第 3項第 2号及び第 3号関係） 

7-71-7-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、すれ違い用前照灯の照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内となる

ように取付けられている場合には、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-7-2（略） 

7-71-7-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える車幅灯はその照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

7-71-8 従前規定の適用④ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 32 条第 3項第 4号関係） 

7-71-8-1～7-71-8-2（略） 

7-71-8-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-9-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える車幅灯はその照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～④（略） 

⑤ 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外側から

に取付けられている場合には、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-6-2～7-71-6-3（略） 

7-71-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 32 条第 2 項第 2号、第 3項第 2号及び第 3号関係） 

7-71-7-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、すれ違い用前照灯の照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内となる

ように取付けられている場合には、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-7-2（略） 

7-71-7-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる

ように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯はその照明部の中心が地上2,000mm以下となるように取付けられてい

ること。 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

7-71-8 従前規定の適用④ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 32 条第 3項第 4号関係） 

7-71-8-1～7-71-8-2（略） 

7-71-8-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-9-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる

ように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯はその照明部の中心が地上2,000mm以下となるように取付けられてい

ること。 

③～④（略） 

⑤ 大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な

用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の
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400mm 以内にすれ違い用前照灯を取付けることができないものに備える車幅灯

は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯できない構造でなければなら

ない。 

⑥（略） 

（2）（略） 

7-71-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 32 条第 1 項、第 2項第 3号、第 3項第 5号及び第 6号

関係） 

7-71-9-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-9-2（略） 

7-71-9-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-9-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える車幅灯はその照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～④（略） 

⑤ 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地

方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外側から

400mm 以内にすれ違い用前照灯を取付けることができないものに備える車幅灯

は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯できない構造でなければなら

ない。 

⑥（略） 

（2）（略） 

7-71-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 32 条第 12 項関係） 

①～③（略） 

④ ②又は③に掲げる自動車と車幅灯に係る性能について変更がないもの 

構造上自動車の最外側から400mm以内にすれ違い用前照灯を取付けることができ

ないものに備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯でき

ない構造でなければならない。 

⑥（略） 

（2）  

7-71-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 32 条第 1 項、第 2項第 3号、第 3項第 5号及び第 6 号

関係） 

7-71-9-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-9-2（略） 

7-71-9-3 取付要件 

（1）車幅灯は、7-71-9-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となる

ように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯はその照明部の中心が地上2,000mm以下となるように取付けられてい

ること。 

③～④（略） 

⑤ 大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な

用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の

構造上自動車の最外側から400mm以内にすれ違い用前照灯を取付けることができ

ないものに備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯でき

ない構造でなければならない。 

⑥（略） 

（2）（略） 

7-71-10 従前規定の適用⑥ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 32 条第 12 項関係） 

①～③（略） 

（新設） 
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7-71-10-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-10-2 性能要件 

7-71-10-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。 

①（略） 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯若しくは側方灯と構造上一体となってい

るもの又は兼用のもの並びに二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるものに

あっては、橙色であってもよい。 

③～④（略） 

（2）（略） 

7-71-10-2-2（略） 

7-71-10-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取

付けられていること。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える車幅灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑤（略） 

⑥ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車並びに車幅灯と連動して点灯

する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類を備える自動車

にあっては、この限りでない。 

7-71-10-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

は、その側の車幅灯を備えないことができる。 

7-71-10-2 性能要件 

7-71-10-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。 

①（略） 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯又は側方灯と構造上一体となっているも

の又は兼用のもの及び二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを

有する軽自動車に備えるものにあっては、橙色であってもよい。 

③～④（略） 

（2）（略） 

7-71-10-2-2（略） 

7-71-10-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑤（略） 

⑥ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに車幅

灯と連動して点灯する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器

類を備える自動車にあっては、この限りでない。 
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⑦ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内にすれ違い用前照灯を取付けることができないもの 

 

イ 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内に前部霧灯を取付けることができないもの 

 

⑧～⑫（略） 

⑬ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-71-10-2-1

（1）〔大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-71-10-2-1（1）

③に係る部分を除く。〕に掲げる性能〔車幅灯の照明部の上縁の高さが地上 750mm

未満となるように取付けられている場合にあっては 7-71-10-2-1（1）③の基準中

「下方 15°」とあるのは「下方 5°」、被牽引自動車に取付けられている場合に

あっては 7-71-10-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 5°」、

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び

被牽引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用

に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のものの前部に取付けられた側方灯が 7-71-10-2-1（1）③に規定する性能を

補完する性能を有する場合にあっては 7-71-10-2-1（1）③の基準中「外側方向

80°」とあるのは「外側方向 45°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自

動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって乗車

定員 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽

引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの車幅灯の照明部の下縁

の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあっては当該車幅

灯の基準軸（当該車幅灯の基準軸が明確でない場合は、照明部中心とすることが

できる。）を含む水平面より下方に限り 7-71-10-2-1（1）③の基準中「内側方向

45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。〕を損なわないように取付けられて

いること。 

 

ただし、自動車の構造上、7-71-10-2-1（1）③に規定する範囲において、全て

の位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査

したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）（略） 

 

⑦ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その

自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内にすれ違い用前照灯を取付け

ることができないもの 

イ 大型特殊自動車、小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に

使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構

造上自動車の最外側から400mm以内に前部霧灯を取付けることができないも

の 

⑧～⑫（略） 

⑬ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-71-10-2-1

（1）〔大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっ

ては、7-71-10-2-1（1）③に係る部分を除く。〕に掲げる性能〔車幅灯の照明部

の上縁の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては

7-71-10-2-1（1）③の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」、被牽引自動

車に取付けられている場合にあっては 7-71-10-2-1（1）③の基準中「内側方向

45°」とあるのは「内側方向 5°」、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽

引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供

する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以

下のものの前部に取付けられた側方灯が 7-71-10-2-1（1）③に規定する性能を補

完する性能を有する場合にあっては 7-71-10-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」

とあるのは「外側方向 45°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽

引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供す

る自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下

のものの車幅灯の照明部の下縁の高さが地上750mm未満となるように取付けられ

ている場合にあっては当該車幅灯の基準軸（当該車幅灯の基準軸が明確でない場

合は、照明部中心とすることができる。）を含む水平面より下方に限り

7-71-10-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」と

する。〕を損なわないように取付けられていること。 

ただし、自動車の構造上、7-71-10-2-1（1）③に規定する範囲において、全て

の位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査

したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）（略） 

 

7-72（略） 

 

7-72（略） 
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7-72 の 2 昼間走行灯 

7-72 の 2-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の前面には、昼間走行灯を備えることができる。（保安基準第 34 条の 3

第 1項） 

7-72 の 2-2（略） 

 

7-72 の 2 昼間走行灯 

7-72 の 2-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の前面には、

昼間走行灯を備えることができる。（保安基準第 34 条の 3第 1項） 

7-72 の 2-2（略） 

 

7-73 前部反射器 

7-73-1～7-73-2（略） 

7-73-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条第 3項関係） 

この場合において、前部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

47 条第 2項関係、細目告示第 125 条第 3 項関係） 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車に備える前部反射

器の反射部は、前部反射器の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含

む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の平面（前部反射器の H 面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、下方 5°の平

面）並びに前部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より前部

反射器の内側方向 30°の平面（被牽引自動車に備える前部反射器にあっては、内

側方向 10°の平面）及び外側方向 30°の平面により囲まれる範囲において全て

の位置から見通すことができるように取付けられていること。 

 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-73-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-73-4～7-73-6（略） 

 

7-73 前部反射器 

7-73-1～7-73-2（略） 

7-73-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条第 3項関係） 

この場合において、前部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

47 条第 2項関係、細目告示第 125 条第 3 項関係） 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える前部反射器の反射部は、前部反射器の中心を通り自動車の進行方向に

直交する水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の平面（前部

反射器のH面の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあっ

ては、下方 5°の平面）並びに前部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に平

行な鉛直面より前部反射器の内側方向 30°の平面（被牽引自動車に備える前部反

射器にあっては、内側方向 10°の平面）及び外側方向 30°の平面により囲まれ

る範囲において全ての位置から見通すことができるように取付けられているこ

と。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-73-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-73-4～7-73-6（略） 

 

7-74 側方灯 

7-74-1～7-74-2（略） 

7-74 側方灯 

7-74-1～7-74-2（略） 
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7-74-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 35 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、側方灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 48 条

第 2項関係、細目告示第 126 条第 3項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取

付けられていること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える側方灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～⑧（略） 

⑨ 側方灯は、運転者席において消灯できない構造又は前照灯、前部霧灯若しくは

車幅灯のいずれかが点灯している場合に消灯できない構造であること。 

ただし、道路交通法第 52 条第 1 項の規定により前照灯を点灯しなければなら

ない場合以外の場合において、前照灯又は前部霧灯を点灯させる場合に側方灯が

点灯しない装置を備えることができる。 

また、方向指示器又は補助方向指示器と兼用の側方灯にあっては方向指示器又

は補助方向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方

向指示器と兼用の側方灯が消灯する構造であり、前面又は後面に備える方向指示

器の性能を補完する側方灯（二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるものを除

く。）にあっては方向指示器又は補助方向指示器を作動させている場合に当該作

動中の方向指示器又は補助方向指示器と同時に点滅する構造でなければならな

い。 

⑩～⑫（略） 

⑬ 側方灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-74-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-74-2-1（1）③及

び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（側方灯の H 面の高さが地上 750mm 未満

となるように取付けられている場合にあっては、7-74-2-1（1）③及び④の基準

中「下方 10°」とあるのは「下方 5°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二

輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって

乗車定員が 10 人未満のもの若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動

車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又は後

部に取付けられる側方灯（灯光の色が橙色であるものに限る。）が前面又は後面

に備える方向指示器の性能を補完する性能を有する場合にあっては 7-87-2-1（1）

③表アの基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とする。）を損な

わないように取付けられなければならない。 

 

7-74-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 35 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、側方灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 48 条

第 2項関係、細目告示第 126 条第 3項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

③～⑧（略） 

⑨ 側方灯は、運転者席において消灯できない構造又は前照灯、前部霧灯若しくは

車幅灯のいずれかが点灯している場合に消灯できない構造であること。 

ただし、道路交通法第 52 条第 1 項の規定により前照灯を点灯しなければなら

ない場合以外の場合において、前照灯又は前部霧灯を点灯させる場合に側方灯が

点灯しない装置を備えることができる。 

また、方向指示器又は補助方向指示器と兼用の側方灯にあっては方向指示器又

は補助方向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方

向指示器と兼用の側方灯が消灯する構造であり、前面又は後面に備える方向指示

器の性能を補完する側方灯（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車に備えるものを除く。）にあっては方向指示器又は補助方

向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方向指示器

と同時に点滅する構造でなければならない。 

⑩～⑫（略） 

⑬ 側方灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-74-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

7-74-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（側方灯の H面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、7-74-2-1（1）

③及び④の基準中「下方 10°」とあるのは「下方 5°」とし、専ら乗用の用に供

する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のも

の若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除

く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又は後部に取付けられる側方灯

（灯光の色が橙色であるものに限る。）が前面又は後面に備える方向指示器の性

能を補完する性能を有する場合にあっては 7-87-2-1（1）③表アの基準中「外側

方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とする。）を損なわないように取付けら

れなければならない。 
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ただし、自動車の構造上、7-74-2-1（1）③及び④に規定する範囲において、

全ての位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっ

ては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定によ

り審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられているこ

と。 

（2）（略） 

7-74-4～7-74-5（略） 

7-74-6 従前規定の適用② 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 35 条第 3項第 1号関係） 

7-74-6-1～7-74-6-2（略） 

7-74-6-3 取付要件 

（1）側方灯は、7-74-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える側方灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

7-74-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 35 条第 1 項第 1号、第 2号、第 3号、第 4号、第 3 項

第 3号及び第 4項関係） 

7-74-7-1～7-74-7-2（略） 

7-74-7-3 取付要件 

（1）側方灯は、7-74-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える側方灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

 

ただし、自動車の構造上、7-74-2-1（1）③及び④に規定する範囲において、

全ての位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっ

ては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定によ

り審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられているこ

と。 

（2）（略） 

7-74-4～7-74-5（略） 

7-74-6 従前規定の適用② 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 35 条第 3項第 1号関係） 

7-74-6-1～7-74-6-2（略） 

7-74-6-3 取付要件 

（1）側方灯は、7-74-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる

ように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

7-74-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 35 条第 1 項第 1号、第 2号、第 3号、第 4号、第 3 項

第 3号及び第 4項関係） 

7-74-7-1～7-74-7-2（略） 

7-74-7-3 取付要件 

（1）側方灯は、7-74-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となる

ように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

③～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-75 側方反射器 7-75 側方反射器 
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7-75-1～7-75-2（略） 

7-75-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条の 2第 5項関係） 

この場合において、側方反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

48 条第 4項関係、細目告示第 126 条第 7 項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方反射器は、その反

射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるよう

に取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車に備える側方反射

器の反射部は、側方反射器の中心を通り自動車の進行方向に平行な水平線を含

む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の平面（側方反射器の H 面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、下方 5°の平

面）並びに側方反射器の中心を含む、自動車の進行方向に直交する鉛直面より側

方反射器の前方向 45°の平面及び後方向 45°の平面により囲まれる範囲におい

て全ての位置から見通すことができるように取付けられていること。 

 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-75-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える側方反射器は、その反射部の中心が

地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ 長さ 6m を超える自動車〔⑨に規定する自動車、専ら乗用の用に供する自動車

（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であ

って乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車

及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量が 3.5t 以下のもの並びにその形

状がこれらの自動車の形状に類する自動車を除く。〕に備える側方反射器は、そ

の反射部の間隔が 3,000mm 以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車に備える側方反射器でその自動車の形状、構造、デザイン及び操作性に

より側方反射器の反射部の間隔が3,000mm以内に取付けることができないものに

あっては、取付けることができる 4,000mm 以内の位置）となるよう取付けられて

いること。 

7-75-1～7-75-2（略） 

7-75-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条の 2第 5項関係） 

この場合において、側方反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

48 条第 4項関係、細目告示第 126 条第 7 項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方反射器は、その反射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、

下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車以外の自動車に備える側方反射器の反射部は、側方反射器の中心を通り

自動車の進行方向に平行な水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方

10°の平面（側方反射器の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられ

ている場合にあっては、下方 5°の平面）並びに側方反射器の中心を含む、自動

車の進行方向に直交する鉛直面より側方反射器の前方向 45°の平面及び後方向

45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるよ

うに取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-75-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方反射器は、その反射部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けら

れていること。 

④ 長さ 6m を超える自動車〔⑨に規定する自動車、専ら乗用の用に供する自動車

（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の

運送の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両

総重量が 3.5t 以下のもの並びにその形状がこれらの自動車の形状に類する自動

車を除く。〕に備える側方反射器は、その反射部の間隔が 3,000mm 以内（除雪及

び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方反射器でその自

動車の形状、構造、デザイン及び操作性により側方反射器の反射部の間隔が

3,000mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けることができる

4,000mm 以内の位置）となるよう取付けられていること。 
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⑤～⑪（略） 

（2）（略） 

7-75-4～7-75-6（略） 

7-75-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 35 条第 1 項第 1号、第 5号、第 6号、第 2項第 2号、

第 3項第 2号及び第 4号関係） 

7-75-7-1～7-75-7-2（略） 

7-75-7-3 取付要件 

（1）側方反射器は、7-75-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方反射器は、その反

射部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③（略） 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える側方反射器は、その反射部の中心が

地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

 

⑤～⑪（略） 

（2）（略） 

7-75-4～7-75-6（略） 

7-75-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 35 条第 1 項第 1号、第 5号、第 6号、第 2項第 2号、

第 3項第 2号及び第 4号関係） 

7-75-7-1～7-75-7-2（略） 

7-75-7-3 取付要件 

（1）側方反射器は、7-75-7-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方反射器は、その反射部の中心の高さが地上 2,000mm 以下と

なるように取付けられていること。 

③（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方反射器は、その反射部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けら

れていること。 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-76 番号灯 

7-76-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面には、番号灯を備えなけれ

ばならない。（保安基準第 36 条第 1項関係） 

 

7-76-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）番号灯は、夜間に自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又

は車両番号標の番号等を確認できるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなればならな

い。（保安基準第 36 条第 2 項関係、細目告示第 49 条第 1 項関係、細目告示第 127 条

第 1項関係） 

① 番号灯は、夜間後方 20m の距離から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、

回送運行許可番号標又は車両番号標の数字等の表示を確認できるものであるこ

と。 

この場合において、次のいずれかに該当する番号灯は、この基準に適合するも

のとする。 

ア 自動車（イに掲げるものを除く。）に備える番号灯にあっては、番号灯試

験器を用いて計測した番号標板面の照度が 8ルクス（lx）以上のもの又は UN 

7-76 番号灯 

7-76-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面には、番号灯を備えなければならない。（保安基準第 36 条第 1 項関係） 

7-76-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）番号灯は、夜間に自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又

は車両番号標の番号等を確認できるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなればならな

い。（保安基準第 36 条第 2 項関係、細目告示第 49 条第 1 項関係、細目告示第 127 条

第 1項関係） 

① 番号灯は、夜間後方 20m の距離から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、

回送運行許可番号標又は車両番号標の数字等の表示を確認できるものであるこ

と。 

この場合において、次のいずれかに該当する番号灯は、この基準に適合するも

のとする。 

ア 自動車（イ及びウに掲げるものを除く。）に備える番号灯にあっては、番

号灯試験器を用いて計測した番号標板面の照度が 8ルクス（lx）以上のもの
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R4-00-S18 の 9.（種別 2 に係るものに限る。）に基づく番号標板面の輝度が

2cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える番号灯にあっては、番号灯試験

器を用いて計測した番号標板面の照度が 15 ルクス（lx）以上のもの又は UN 

R50-00-S19 の附則 5（種別 2 に係るものに限る。）に基づく番号標板面の輝

度が 1.6cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

（削除） 

 

 

 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-76-3～7-76-5（略） 

7-76-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 36 条第 1項関係） 

7-76-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面には、夜間後方 20m の距離

から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又は車両番号標の数

字等の表示を確認できる灯光の色が白色の番号灯を備えなければならない。 

 

 

7-76-6-2 性能要件 

（1）次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、7-76-6-1 の基準に適合す

るものとする。 

① 番号灯試験機を用いて計測した番号標板面の照度が二輪自動車に備える番号

灯にあっては 15 ルクス以上のもの、その他の自動車に備える番号灯にあっては 8

ルクス以上のもの 

 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-76-6-3（略） 

 

又は UN R4-00-S17 の 9.（種別 2に係るものに限る。）に基づく番号標板面の

輝度が 2cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える番号灯にあっては、番号灯試験

器を用いて計測した番号標板面の照度が 15 ルクス（lx）以上のもの又は UN 

R50-00-S18 の附則 5（種別 2 に係るものに限る。）に基づく番号標板面の輝

度が 1.6cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

ウ カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車である軽自動車

（二輪の軽自動車又は小型特殊自動車により牽引されるものに限る。）に備

える番号灯にあっては、番号灯試験器を用いて計測した番号標板面の照度が

15 ルクス（lx）以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-76-3～7-76-5（略） 

7-76-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 36 条第 1項関係） 

7-76-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面には、夜間後方 20m の距離から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運

行許可番号標又は車両番号標の数字等の表示を確認できる灯光の色が白色の番号灯を

備えなければならない。 

7-76-6-2 性能要件 

（1）次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、7-76-6-1 の基準に適合す

るものとする。 

① 番号灯試験機を用いて計測した番号標板面の照度が二輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車並びに被牽引自動車である軽自動車（二輪の軽自動車又は

小型特殊自動車により牽引されるものに限る。）に備える番号灯にあっては 15 ル

クス以上のもの、その他の自動車に備える番号灯にあっては 8ルクス以上のもの 

②（略） 

（2）～（3）（略） 

7-76-6-3（略） 

 

7-77 尾灯 

7-77-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、尾灯を備えな

ければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。

（保安基準第 37 条第 1項） 

7-77 尾灯 

7-77-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、尾灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。（保安基準第 37 条第 1項） 
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7-77-2（略） 

7-77-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）尾灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられな

ければならない。（保安基準第 37 条第 3項関係） 

この場合において、尾灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯火

等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 50 条第

2項関係、細目告示第 128 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラで

その自動車の構造上地上 350mm 以上に取付けることができないものにあっては、

取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑤（略） 

⑥ 尾灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車並びに尾灯と連動して点灯す

る運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類を備える自動車に

あっては、この限りでない。 

⑦～⑨（略） 

⑩ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える方向指示器又は非常

点滅表示灯と兼用の尾灯は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場

合においては、①及び⑦の基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又

は両側のものが消灯する構造であってもよい。 

 

⑪ 尾灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-77-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-77-2-1（1）③に

係る部分を除く。）に掲げる性能（尾灯の H 面の高さが地上 750mm 未満となるよ

うに取付けられている場合にあっては、7-77-2-1（1）③の基準中「下方 15°」

とあるのは「下方 5°」とし、「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」と

し、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車

及び被牽引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送

の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重

量 3.5t 以下のものの後部に取付けられている側方灯が 7-77-2-1（1）③に規定す

る性能を補完する性能を有する場合にあっては 7-77-2-1（1）③の基準中「外側

方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とする。）を損なわないように取付けら

れなければならない。 

7-77-2（略） 

7-77-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）尾灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられな

ければならない。（保安基準第 37 条第 3項関係） 

この場合において、尾灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯火

等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 50 条第

2項関係、細目告示第 128 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の

高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に取

付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）とな

るように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④～⑤（略） 

⑥ 尾灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに尾灯

と連動して点灯する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類

を備える自動車にあっては、この限りでない。 

⑦～⑨（略） 

⑩ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の尾灯は、方向指示器又

は非常点滅表示灯を作動させている場合においては、①及び⑦の基準にかかわら

ず、方向の指示をしている側のもの又は両側のものが消灯する構造であってもよ

い。 

⑪ 尾灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-77-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

7-77-2-1（1）③に係る部分を除く。）に掲げる性能（尾灯の H面の高さが地上 750mm

未満となるように取付けられている場合にあっては、7-77-2-1（1）③の基準中

「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とし、「内側方向 45°」とあるのは「内側

方向 20°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）

であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪

自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの後部に

取付けられている側方灯が 7-77-2-1（1）③に規定する性能を補完する性能を有

する場合にあっては 7-77-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」とあるのは「外

側方向 45°」とする。）を損なわないように取付けられなければならない。 
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ただし、自動車の構造上、7-77-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える尾灯には、（1）の規定のうち②

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及び車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車

に備える尾灯を除く。 

この場合において、尾灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けられ

た尾灯に係る 7-77-2-1（1）③の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」と

あるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア～イ（略） 

ウ 後面の両側下部に尾灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地上

1,500mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、照明部の最外縁が自動

車の最外側から 400mm 以内となるようにそれぞれ取付けられていること。 

 

エ（略） 

（3）（略） 

7-77-4～7-77-5（略） 

7-77-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 2項第 1号及び第 3項第 1号関係） 

7-77-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面には、尾灯を備えなければ

ならない。 

 

7-77-6-2（略） 

7-77-6-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-8-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③～④（略） 

ただし、自動車の構造上、7-77-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える尾灯には、（1）の規定のうち②

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車に備える尾灯を除く。 

この場合において、尾灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けられ

た尾灯に係る 7-77-2-1（1）③の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」と

あるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア～イ（略） 

ウ 後面の両側下部に尾灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地上

1,500mm 以下（大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに除雪及び土木作業その他

特別な用途に使用される自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるようにそれぞれ取付けら

れていること。 

エ（略） 

（3）（略） 

7-77-4～7-77-5（略） 

7-77-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 2項第 1号及び第 3項第 1号関係） 

7-77-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面には、尾灯を備えなければならない。 

7-77-6-2（略） 

7-77-6-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-8-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるよ

うに取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

③～④（略） 
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（2）（略） 

7-77-7 従前規定の適用③ 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 3項第 2号及び第 3号関係） 

7-77-7-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、尾灯を備えな

ければならない。 

 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 2m 未満の自動車（旅客自動車運送事

業用自動車を除く。）には、尾灯を後面に 1個備えればよい。 

 

7-77-7-2（略） 

7-77-7-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-8 従前規定の適用④ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 37 条第 3 項第 4号、第 5号及び第 4項関係） 

7-77-8-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、尾灯を備えな

ければならない。 

 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、尾灯を後面

に 1個備えればよい。 

7-77-8-2（略） 

7-77-8-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-8-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

（2）（略） 

7-77-7 従前規定の適用③ 

昭和 44 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 3項第 2号及び第 3号関係） 

7-77-7-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、尾灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに

幅 2m 未満の自動車（旅客自動車運送事業用自動車を除く。）には、尾灯を後面に 1 個備

えればよい。 

7-77-7-2（略） 

7-77-7-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-7-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるよ

うに取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-8 従前規定の適用④ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 37 条第 3 項第 4号、第 5号及び第 4項関係） 

7-77-8-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、尾灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに

幅 0.8m 以下の自動車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。 

7-77-8-2（略） 

7-77-8-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-8-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるよ
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③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-9 従前規定の適用⑤ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 3項第 6号関係） 

7-77-9-1～7-77-9-2（略） 

7-77-9-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-9-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-10 従前規定の適用⑥ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 37 条第 1 項、第 2項第 3号、第 3項第 7号及び第 8号

関係） 

7-77-10-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、尾灯を備えな

ければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。

 

7-77-10-2（略） 

7-77-10-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-10-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

上縁の高さが地上 2,100mm 以下となるように取付けられていること。 

 

うに取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-9 従前規定の適用⑤ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 37 条第 3項第 6号関係） 

7-77-9-1～7-77-9-2（略） 

7-77-9-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-9-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるよ

うに取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-77-10 従前規定の適用⑥ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 37 条第 1 項、第 2項第 3号、第 3項第 7号及び第 8 号

関係） 

7-77-10-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、尾灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。 

7-77-10-2（略） 

7-77-10-3 取付要件 

（1）尾灯は、7-77-10-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合する

ように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となるよ

うに取付けられていること。 
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③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える尾灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-78 後部霧灯 

7-78-1～7-78-2（略） 

7-78-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 37 条の 2第 3項関係） 

この場合において、後部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

51 条第 2項関係、細目告示第 129 条第 3 項関係） 

①～③（略） 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部霧灯は、その照明

部の上縁の高さが地上 1,000mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように

取付けられていること。 

⑤ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部霧灯は、その照明部の中心が地

上 1,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑥（略） 

⑦ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車に備える後部霧灯

の照明部は、後部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、

水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに後部霧灯の中心を含む、自

動車の進行方向に平行な鉛直面より後部霧灯の内側方向 25°平面及び後部霧灯

の外側方向 25°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すこと

ができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-78-2-1（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑧～⑭（略） 

（2）（略） 

7-78-4（略） 

7-78 後部霧灯 

7-78-1～7-78-2（略） 

7-78-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 37 条の 2第 3項関係） 

この場合において、後部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

51 条第 2項関係、細目告示第 129 条第 3 項関係） 

①～③（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部霧灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,000mm 以下、下

縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

⑤ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部霧灯は、その照明部の中心が地上 1,000mm 以下となるように取付けられ

ていること。 

⑥（略） 

⑦ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える後部霧灯の照明部は、後部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに後部霧

灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後部霧灯の内側方向 25°

平面及び後部霧灯の外側方向 25°の平面により囲まれる範囲において全ての位

置から見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-78-2-1（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑧～⑭（略） 

（2）（略） 

7-78-4（略） 
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7-78-5 従前規定の適用① 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 38 条第 3項第 1号関係） 

7-78-5-1～7-78-5-2（略） 

7-78-5-3 取付要件 

（1）後部霧灯は、7-78-5-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部霧灯は、その照明

部の中心の高さが地上 1,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部霧灯は、その照明部の中心が地

上 1,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

7-78-6 従前規定の適用② 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 38 条第 1 項、第 2項、第 3項第 2号、第 4項関係） 

7-78-6-1～7-78-6-2（略） 

7-78-6-3 取付要件 

（1）後部霧灯は、7-78-6-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部霧灯は、その照明

部の上縁の高さが地上 1,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部霧灯は、その照明部の中心が地

上 1,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-78-5 従前規定の適用① 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 38 条第 3項第 1号関係） 

7-78-5-1～7-78-5-2（略） 

7-78-5-3 取付要件 

（1）後部霧灯は、7-78-5-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部霧灯は、その照明部の中心の高さが地上 1,000mm 以下とな

るように取付けられていること。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部霧灯は、その照明部の中心が地上 1,000mm 以下となるように取付けられ

ていること。 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

7-78-6 従前規定の適用② 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 38 条第 1 項、第 2項、第 3項第 2号、第 4項関係） 

7-78-6-1～7-78-6-2（略） 

7-78-6-3 取付要件 

（1）後部霧灯は、7-78-6-2-1 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

この場合において、照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置

等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部霧灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,000mm 以下とな

るように取付けられていること。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部霧灯は、その照明部の中心が地上 1,000mm 以下となるように取付けられ

ていること。 

⑤～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-79 駐車灯 

7-79-1 装備要件 

自動車の前面及び後面の両側（幅 0.8m 以下の自動車にあっては、前面及び後面又は

7-79 駐車灯 

7-79-1 装備要件 

自動車の前面及び後面の両側（カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以
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後面）又はその両側面には、駐車灯を備えることができる。（保安基準第 37 条の 3 第 1

項） 

7-79-2（略） 

7-79-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）駐車灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 37 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、駐車灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 52 条

第 2項関係、細目告示第 130 条第 3項関係） 

①～⑧（略） 

⑨ 駐車灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-79-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-79-2-1（1）③及

び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐車灯の H 面の高さが地上 750mm 未満

となるように取付けられている場合にあっては、7-79-2-1（1）③及び④の基準

中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とする。）を損なわないように取付けら

れなければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-79-2-1（1）③及び④に規定する範囲において、

全ての位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっ

ては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定によ

り審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられているこ

と。 

⑩（略） 

（2）（略） 

7-79-4～7-79-5（略） 

7-79-6 従前規定の適用② 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 39 条第 2 項第 2号関係） 

7-79-6-1～7-79-6-2（略） 

7-79-6-3 取付要件 

（1）駐車灯は、7-79-6-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

7-79-6-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐車灯の照明部の上縁

の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、7-79-6-2-1

（1）③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とする。）を損なわない

ように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付けること

ができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」

3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられ

ていること。 

下の自動車にあっては、前面及び後面又は後面）又はその両側面には、駐車灯を備える

ことができる。（保安基準第 37 条の 3 第 1項） 

7-79-2（略） 

7-79-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）駐車灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 37 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、駐車灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 52 条

第 2項関係、細目告示第 130 条第 3項関係） 

①～⑧（略） 

⑨ 駐車灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-79-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

7-79-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐車灯の H面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、7-79-2-1（1）

③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とする。）を損なわない

ように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-79-2-1（1）③及び④に規定する範囲において、

全ての位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっ

ては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定によ

り審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられているこ

と。 

⑩（略） 

（2）（略） 

7-79-4～7-79-5（略） 

7-79-6 従前規定の適用② 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 39 条第 2 項第 2号関係） 

7-79-6-1～7-79-6-2（略） 

7-79-6-3 取付要件 

（1）駐車灯は、7-79-6-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、7-79-6-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐

車灯の照明部の上縁の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあ

っては、7-79-6-2-1（1）③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」と

する。）を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければ

ならない。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付けること

ができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」

3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられ

ていること。 
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①～⑤（略） 

（2）（略） 

7-79-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 39 条第 1 項、第 3項及び第 4項関係） 

7-79-7-1 装備要件 

（1）自動車の前面及び後面の両側（幅 0.8m 以下の自動車にあっては、前面及び後面又は

後面）又はその両側面には、駐車灯を備えることができる。 

 

（2）（略） 

7-79-7-2（略） 

7-79-7-3 取付要件 

（1）駐車灯は、7-79-7-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

7-79-7-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐車灯の照明部の上縁

の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、7-79-7-2-1

（1）③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とする。）を損なわない

ように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付けること

ができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」

3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられ

ていること。 

①～④（略） 

（2）（略） 

 

①～⑤（略） 

（2）（略） 

7-79-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 39 条第 1 項、第 3項及び第 4項関係） 

7-79-7-1 装備要件 

（1）自動車の前面及び後面の両側（カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以

下の自動車にあっては、前面及び後面又は後面）又はその両側面には、駐車灯を備え

ることができる。 

（2）（略） 

7-79-7-2（略） 

7-79-7-3 取付要件 

（1）駐車灯は、7-79-7-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、7-79-7-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐

車灯の照明部の上縁の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあ

っては、7-79-7-2-1（1）③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」と

する。）を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければ

ならない。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付けること

ができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」

3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられ

ていること。 

①～④（略） 

（2）（略） 

 

7-80（略） 

 

7-80（略） 

 

7-81 後部反射器 

7-81-1～7-81-2（略） 

7-81-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条第 3項関係） 

この場合において、後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

54 条第 2項関係、細目告示第 132 条第 3 項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部反射器は、その反

射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、下縁の高さが地上 250mm 以上となるよう

に取付けられていること。 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部反射器は、その反射部の中心が

7-81 後部反射器 

7-81-1～7-81-2（略） 

7-81-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条第 3項関係） 

この場合において、後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

54 条第 2項関係、細目告示第 132 条第 3 項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部反射器は、その反射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、

下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備
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地上 1,500mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車に備えるものにあってはその中心が車両中心面上、側車付

二輪自動車の二輪自動車部分に備えるものにあってはその中心が二輪自動車部

分の中心面上となるように取付けられていればよい。 

 

④ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び被牽引自動車以外の自動車

に備える後部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車の進行方向に直

交する水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の平面（後部反

射器のH面の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあって

は、下方 5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に平行

な鉛直面より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器の外側方向 30°

の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるように

取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の被牽引自動車に備える後

部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平

線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面（後部反射器の H 面

の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、下方

5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面

より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器の外側方向 30°の平面に

より囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるように取付けら

れていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

える後部反射器は、その反射部の中心が地上 1,500mm 以下となるように取付けら

れていること。 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるものに

あってはその中心が車両中心面上、側車付二輪自動車の二輪自動車部分に備える

ものにあってはその中心が二輪自動車部分の中心面上となるように取付けられ

ていればよい。 

④ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車及び被牽引自動

車以外の自動車に備える後部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車

の進行方向に直交する水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°

の平面（後部反射器の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられてい

る場合にあっては、下方 5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の

進行方向に平行な鉛直面より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器

の外側方向 30°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すこと

ができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車以外の被牽引自

動車に備える後部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車の進行方向

に直交する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面（後

部反射器のH面の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあ

っては、下方 5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に

平行な鉛直面より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器の外側方向

30°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるよ

うに取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 7-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 
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⑥～⑧（略） 

（2）（略） 

7-81-4（略） 

7-81-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条第 3 項第 1号関係） 

7-81-5-1～7-81-5-2（略） 

7-81-5-3 取付要件 

（1）後部反射器は、7-81-5-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部反射器は、その反

射部の中心の高さが地上 1,500mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部反射器は、その反射部の中心が

地上 1,500mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車に備えるものにあってはその中心が車両中心面上、側車付

二輪自動車の二輪自動車部分に備えるものにあってはその中心が二輪自動車部

分の中心面上となるように取付けられていればよい。 

 

（2）（略） 

7-81-6 従前規定の適用② 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条第 1 項、第 2項、第 3項第 2号及び第 3号関係）

7-81-6-1～7-81-6-2（略） 

7-81-6-3 取付要件 

（1）後部反射器は、7-81-6-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部反射器は、その反

射部の中心の高さが地上 1,500mm 以下となるように取付けられていること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後部反射器は、その反射部の中心が

地上 1,500mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車に備えるものにあってはその中心が車両中心面上、側車付

二輪自動車の二輪自動車部分に備えるものにあってはその中心が二輪自動車部

⑥～⑧（略） 

（2）（略） 

7-81-4（略） 

7-81-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条第 3 項第 1号関係） 

7-81-5-1～7-81-5-2（略） 

7-81-5-3 取付要件 

（1）後部反射器は、7-81-5-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部反射器は、その反射部の中心の高さが地上 1,500mm 以下と

なるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部反射器は、その反射部の中心が地上 1,500mm 以下となるように取付けら

れていること。 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるものに

あってはその中心が車両中心面上、側車付二輪自動車の二輪自動車部分に備える

ものにあってはその中心が二輪自動車部分の中心面上となるように取付けられ

ていればよい。 

（2）（略） 

7-81-6 従前規定の適用② 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条第 1 項、第 2項、第 3項第 2号及び第 3号関係） 

7-81-6-1～7-81-6-2（略） 

7-81-6-3 取付要件 

（1）後部反射器は、7-81-6-2 に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合

するように取付けられなければならない。 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部反射器は、その反射部の中心の高さが地上 1,500mm 以下と

なるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部反射器は、その反射部の中心が地上 1,500mm 以下となるように取付けら

れていること。 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるものに

あってはその中心が車両中心面上、側車付二輪自動車の二輪自動車部分に備える
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分の中心面上となるように取付けられていればよい。 

 

（2）（略） 

 

ものにあってはその中心が二輪自動車部分の中心面上となるように取付けられ

ていればよい。 

（2）（略） 

 

7-82 大型後部反射器 

7-82-1～7-82-2（略） 

7-82-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 38 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、大型後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 55 条第 2 項関係、細目告示第 133 条第 3項関係） 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及びセミトレーラを牽引する牽

引自動車以外の自動車に備える大型後部反射器の反射部及び蛍光部は、当該大型

後部反射器の中心を含む自動車の進行方向に直交する水平面より上方 15°の平

面及び下方 15°の平面（当該大型後部反射器の上縁の高さが地上 750mm 未満の位

置に取付けられている場合には、下方 5°の平面）並びに当該大型後部反射器の

中心を含む自動車の進行方向に平行な鉛直面より左方 30°及び右方 30°の平面

により囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことができるように取付け

られていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部及び蛍光部のうち、少なくとも 7-82-2（1）に規定する性能を

損なわない部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-82-4～7-82-5（略） 

 

7-82 大型後部反射器 

7-82-1～7-82-2（略） 

7-82-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 38 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、大型後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 55 条第 2 項関係、細目告示第 133 条第 3項関係） 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車及びセミトレー

ラを牽引する牽引自動車以外の自動車に備える大型後部反射器の反射部及び蛍

光部は、当該大型後部反射器の中心を含む自動車の進行方向に直交する水平面よ

り上方 15°の平面及び下方 15°の平面（当該大型後部反射器の上縁の高さが地

上 750mm 未満の位置に取付けられている場合には、下方 5°の平面）並びに当該

大型後部反射器の中心を含む自動車の進行方向に平行な鉛直面より左方 30°及

び右方 30°の平面により囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことがで

きるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部及び蛍光部のうち、少なくとも 7-82-2（1）に規定する性能を

損なわない部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-82-4～7-82-5（略） 

 

7-83 再帰反射材 

7-83-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

（削除） 

7-83 再帰反射材 

7-83-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

⑤ カタピラ及びそりを有する軽自動車 
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7-83-2～7-83-5（略） 

7-83-6 従前規定の適用② 

平成 23 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条の 2 第 3項関係） 

7-83-6-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

（削除） 

7-83-6-2～7-83-6-3（略） 

 

7-83-2～7-83-5（略） 

7-83-6 従前規定の適用② 

平成 23 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 41 条の 2 第 3項関係） 

7-83-6-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

⑤ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

7-83-6-2～7-83-6-3（略） 

 

7-84 制動灯 

7-84-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く｡）の後面の両側には、制動灯を備え

なければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、制動灯を後面に 1 個備えればよ

い。（保安基準第 39 条第 1項） 

7-84-2（略） 

7-84-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 39 条第 3 項関係） 

この場合において、制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 56 条

第 2項関係、細目告示第 134 条第 3項関係、適用関係告示第 42 条第 15 号） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラ

でその自動車の構造上地上 350mm 以上に取付けることができないものにあって

は、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える制動灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑧（略） 

⑨ 制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-84-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、7-84-2-1（1）④に

係る部分を除く。）に掲げた性能（制動灯の H 面の高さが地上 750mm 未満となる

ように取付けられている場合にあっては、7-84-2-1（1）に掲げた性能のうち

7-84 制動灯 

7-84-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く｡）

の後面の両側には、制動灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、制動灯を後面に 1 個備えればよい。（保安基準第 39 条第 1項） 

7-84-2（略） 

7-84-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 39 条第 3 項関係） 

この場合において、制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 56 条

第 2項関係、細目告示第 134 条第 3項関係、適用関係告示第 42 条第 15 号） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に

取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）と

なるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑧（略） 

⑨ 制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-84-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

7-84-2-1（1）④に係る部分を除く。）に掲げた性能（制動灯の H面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、7-84-2-1（1）に掲げ
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7-84-2-1（1）④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とし、「内側方向

45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。）を損なわないように取付けられな

ければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-84-2-1（1）④に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える制動灯には、（1）の規定のうち

②の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及び車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車

に備える制動灯を除く。 

この場合において、制動灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けら

れた制動灯に係る 7-84-2-1（1）④の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」

とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア～イ（略） 

ウ 後面の両側下部に制動灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地

上 1,500mm 以下（大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用さ

れる自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、照明部の最外縁が自

動車の最外側から 400mm 以内となるようにそれぞれ取付けられていること。 

 

エ（略） 

（3）（略） 

7-84-4～7-84-5（略） 

7-84-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 42 条第 3項第 1号関係） 

7-84-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面には、制動灯を備えなけれ

ばならない。 

 

7-84-6-2（略） 

7-84-6-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-6-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

た性能のうち 7-84-2-1（1）④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」と

し、「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。）を損なわないよう

に取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-84-2-1（1）④に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える制動灯には、（1）の規定のうち

②の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車に備える制動灯を除く。 

この場合において、制動灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けら

れた制動灯に係る 7-84-2-1（1）④の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」

とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア～イ（略） 

ウ 後面の両側下部に制動灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地

上 1,500mm 以下（大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに除雪及び土木作業その

他特別な用途に使用される自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるようにそれぞれ取付けら

れていること。 

エ（略） 

（3）（略） 

7-84-4～7-84-5（略） 

7-84-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 42 条第 3項第 1号関係） 

7-84-6-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面には、制動灯を備えなければならない。 

7-84-6-2（略） 

7-84-6-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-6-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる
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③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える制動灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑤（略） 

（2）（略） 

7-84-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 42 条第 3 項第 2号、第 3号及び第 4項関係） 

7-84-7-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面（幅 2m 以上の自動車及び

旅客自動車運送事業用自動車にあっては、後面の両側）には、制動灯を備えなければな

らない。 

 

7-84-7-2（略） 

7-84-7-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-7-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える制動灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-84-8 従前規定の適用④ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 42 条第 3項第 4号関係） 

7-84-8-1～7-84-8-2（略） 

7-84-8-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-9-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の中心の高さが地上 2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

ように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑤（略） 

（2）（略） 

7-84-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 42 条第 3 項第 2号、第 3号及び第 4項関係） 

7-84-7-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面（幅 2m 以上の自動車及び旅客自動車運送事業用自動車にあっては、後面の両側）

には、制動灯を備えなければならない。 

7-84-7-2（略） 

7-84-7-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-7-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる

ように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-84-8 従前規定の適用④ 

平成 8 年 1 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 42 条第 3項第 4号関係） 

7-84-8-1～7-84-8-2（略） 

7-84-8-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-9-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の中心の高さが地上 2,000mm 以下となる

ように取付けられていること。 
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③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える制動灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-84-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 42 条第 1 項、第 3項第 5号及び第 6号関係） 

7-84-9-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、制動灯を備え

なければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、制動灯を後面に 1 個備えればよ

い。 

7-84-9-2（略） 

7-84-9-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-9-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては、

⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合す

るように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となるように取付けられていること。 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える制動灯は、その照明部の中心が地上

2,000mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-84-9 従前規定の適用⑤ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 42 条第 1 項、第 3項第 5号及び第 6号関係） 

7-84-9-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、制動灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、制動灯を後面に 1 個備えればよい。 

7-84-9-2（略） 

7-84-9-3 取付要件 

（1）制動灯は、7-84-9-2-1（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊

自動車にあっては、⑤に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下となる

ように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

 

7-85 補助制動灯 

7-85-1 装備要件 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を

除く。）の後面には、補助制動灯を備えなければならない。（保安基準第 39 条の 2 第 1

項） 

（1）～（2）（略） 

7-85-2～7-85-6（略） 

 

7-85 補助制動灯 

7-85-1 装備要件 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）の後面には、補助制動灯を備えなけれ

ばならない。（保安基準第 39 条の 2第 1項） 

（1）～（2）（略） 

7-85-2～7-85-6（略） 

 

7-86 後退灯 

7-86-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 

7-86 後退灯 

7-86-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 
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ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらによ

り牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 40 条第 1項） 

 

 

7-86-2（略） 

7-86-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

ただし、②ただし書の後退灯であって⑤の規定に適合するものは、②前段の規定に

適合するものとする。 

また、④ただし書の後退灯であって、独立した操作装置により消灯させることがで

きるものは、当該基準に適合するものとする。（保安基準第 40 条第 3 項関係） 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車に備

える後退灯であって、その自動車の構造上地上 1,200mm 以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、下縁の高さが 250mm

以上となるように取付けられなければならない。 

④（略） 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車の後面に備える後

退灯の照明部は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める平面により囲まれる

範囲において全ての位置から見通すことができるように取付けられていること。

 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-2（1）①に規定する照明部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

また、後退灯を自動車の側面に取付ける場合にあっては、その基準軸が車両中

心線を含む鉛直面と平行な当該灯火の取付部を含む鉛直面に対して 15°以内の

傾斜で側方に水平又は下方に向いているものは前段の基準に適合するものとす

る。 

ア～イ（略） 

⑥～⑨（略） 

（2）（略） 

7-86-4～7-86-9（略） 

7-86-10 従前規定の適用⑥ 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、小型

特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以

下の小型特殊自動車に限る。）並びに幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらにより牽引され

る被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 40 条第 1 項） 

7-86-2（略） 

7-86-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

ただし、②ただし書の後退灯であって⑤の規定に適合するものは、②前段の規定に

適合するものとする。 

また、④ただし書の後退灯であって、独立した操作装置により消灯させることがで

きるものは、当該基準に適合するものとする。（保安基準第 40 条第 3 項関係） 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び

小型特殊自動車に備える後退灯であって、その自動車の構造上地上 1,200mm 以下

に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、

下縁の高さが 250mm 以上となるように取付けられなければならない。 

④（略） 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車の後面に備える後退灯の照明部は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるように取

付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-2（1）①に規定する照明部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

また、後退灯を自動車の側面に取付ける場合にあっては、その基準軸が車両中

心線を含む鉛直面と平行な当該灯火の取付部を含む鉛直面に対して 15°以内の

傾斜で側方に水平又は下方に向いているものは前段の基準に適合するものとす

る。 

ア～イ（略） 

⑥～⑨（略） 

（2）（略） 

7-86-4～7-86-9（略） 

7-86-10 従前規定の適用⑥ 



新旧対照表 

209 / 521 

新 旧 

平成 22 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 44 条第 6 項及び第 7項関係） 

7-86-10-1～7-86-10-2（略） 

7-86-10-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車に備える後退灯の

照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、水平

面より上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中心を含む、自動車の

進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面（後面の両側に後退灯

が取付けられている場合は、後退灯の内側方向 30°の平面）及び後退灯の外側方

向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができる

ように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-11-2（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

また、白色の前部霧灯（指定装置等）が後退灯として取付けられている自動車

にあっては、後退灯の照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交す

る水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の

中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面

（後面の両側に白色の前部霧灯（指定装置等）が後退灯として取付けられている

場合は、後退灯の内側方向 10°の平面）及び後退灯の外側方向 45°の平面によ

り囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことができるように取付けられ

ていればよい。 

④～⑦（略） 

（2）（略） 

7-86-11 従前規定の適用⑦ 

平成 27 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 44 条第 8 項関係） 

7-86-11-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらによ

り牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。 

平成 22 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 44 条第 6 項及び第 7項関係） 

7-86-10-1～7-86-10-2（略） 

7-86-10-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

①～②（略） 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える後退灯の照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する

水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中

心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面

（後面の両側に後退灯が取付けられている場合は、後退灯の内側方向 30°の平

面）及び後退灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置か

ら見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-11-2（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

また、白色の前部霧灯（指定装置等）が後退灯として取付けられている自動車

にあっては、後退灯の照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交す

る水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の

中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面

（後面の両側に白色の前部霧灯（指定装置等）が後退灯として取付けられている

場合は、後退灯の内側方向 10°の平面）及び後退灯の外側方向 45°の平面によ

り囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことができるように取付けられ

ていればよい。 

④～⑦（略） 

（2）（略） 

7-86-11 従前規定の適用⑦ 

平成 27 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 44 条第 8 項関係） 

7-86-11-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、小型

特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以
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7-86-11-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が後退していることを示すこ

とができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。 

① 後退灯は、昼間にその後方 100m の距離から点灯を確認できるものであり、か

つ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 15W 以上 75W 以下で照明部の大きさが 20cm2以

上であり、かつ、その機能が正常である後退灯は、この基準に適合するものとす

る。 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-86-11-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車に備

える後退灯であって、その自動車の構造上地上 1,200mm 以下に取付けることがで

きないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、下縁の高さが 250mm

以上となるように取付けなければならない。 

④（略） 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）以外の自動車に備える後退灯の

照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、水平

面より上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中心を含む、自動車の

進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面（後面の両側に後退灯

が取付けられている場合は、後退灯の内側方向 30°の平面）及び後退灯の外側方

向 45°の平面により囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことができる

ように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-11-2（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑨（略） 

下の小型特殊自動車に限る。）並びに幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらにより牽引され

る被牽引自動車にあっては、この限りでない。 

7-86-11-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が後退していることを示すこ

とができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。 

① 後退灯は、昼間にその後方 100m の距離から点灯を確認できるものであり、か

つ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 15W 以上 75W 以下で照明部の大きさが 20cm3以

上であり、かつ、その機能が正常である後退灯は、この基準に適合するものとす

る。 

②～③（略） 

（2）（略） 

7-86-11-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び

小型特殊自動車に備える後退灯であって、その自動車の構造上地上 1,200mm 以下

に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、

下縁の高さが 250mm 以上となるように取付けなければならない。 

④（略） 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える後退灯の照明部は、後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する

水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中

心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面

（後面の両側に後退灯が取付けられている場合は、後退灯の内側方向 30°の平

面）及び後退灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において、全ての位置

から見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 7-86-11-2（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑨（略） 
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（2）（略） 

 

（2）（略） 

 

7-87 方向指示器 

7-87-1（略） 

7-87-2 性能要件 

7-87-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 41 条第 2 項関係、細目告示第 59 条第 1 項及び第 2 項

関係、細目告示第 137 条第 1項関係） 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 100m〔7-87-3（1）③、④（自動車

の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）、⑤又は⑥（④の規定により自動

車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）の規定により自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、30m〕の位置から昼間において点灯を確認でき

るものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、次の第 1表に掲げる性能を有するものであって、かつ、そ

の機能が正常である方向指示器は、この基準に適合するものとする。 

第 1表 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

ア 方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1（略） 

②～④（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-2-2（略） 

7-87-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準及び（2）の基準に適合す

るように取付けられなければならない。（保安基準第 41 条第 3 項、細目告示第 59 条

第 3項関係、細目告示第 137 条第 3項関係） 

①（略） 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び幅 0.8m 以下の

自動車並びに①ただし書の自動車にあっては、この限りでない。 

7-87 方向指示器 

7-87-1（略） 

7-87-2 性能要件 

7-87-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 41 条第 2 項関係、細目告示第 59 条第 1 項及び第 2 項

関係、細目告示第 137 条第 1項関係） 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 100m〔7-87-3（1）③、④（自動車

の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）、⑤又は⑥（④の規定により自動

車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）の規定により自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、30m〕の位置から昼間において点灯を確認でき

るものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、次の第 1表に掲げる性能を有するものであって、かつ、そ

の機能が正常である方向指示器は、この基準に適合するものとする。 

第 1表 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

ア 方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1（略） 

②～④（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-2-2（略） 

7-87-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準及び（2）の基準に適合す

るように取付けられなければならない。（保安基準第 41 条第 3 項、細目告示第 59 条

第 3項関係、細目告示第 137 条第 3項関係） 

①（略） 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自
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③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下

の自動車並びに①ただし書の自動車を除く。）の両側面には、方向指示器を備え

ること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽

引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等であ

る場合を除く。）においては、その状態において①本文、②本文及び③の規定に

適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合す

るように両側面の中央部に1個ずつ又は両側面に3個ずつ方向指示器を備えるほ

か、牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被

牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等で

ある場合に限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車

に①本文及び②本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備え

ること。 

⑦ ①ただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における

牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）に限る。）又は被牽

引自動車には、①本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

59 条第 3項関係、細目告示第 137 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の照明部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、前方に対して方向の

指示を表示するためのものにあっては、その照明部の最内縁において240mm以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては、その照明部の中心に

おいて 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられ

ている場合の前方に対して方向の指示を表示するためのものの位置は、方向指示

器の照明部の最外縁が最外側の前照灯の照明部の最外縁より外側にあること。 

 

動車にあっては、この限りでない。 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車を除く。）

の両側面には、方向指示器を備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①本文、

②本文及び③の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合す

るように両側面の中央部に1個ずつ又は両側面に3個ずつ方向指示器を備えるほ

か、牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、その状態において牽引自動

車又は被牽引自動車に①本文及び②本文の規定に適合するように、かつ、両側面

に方向指示器を備えること。 

⑦ ①ただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における

牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）

に限る。）又は被牽引自動車には、①本文の規定に準じて方向指示器を備えるこ

と。 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

59 条第 3項関係、細目告示第 137 条第 4 項関係） 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の照明部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては、

その照明部の最内縁において 240mm 以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては、その照明部の中心において 150mm 以上の間隔を有するもの

であり、かつ、前照灯が 2 個以上備えられている場合の前方に対して方向の指示

を表示するためのものの位置は、方向指示器の照明部の最外縁が最外側の前照灯

の照明部の最外縁より外側にあること。 
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⑤ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える方向指示器は、その照

明部の上縁の高さが地上 2,100mm（除雪、土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車で地方運輸局長の指定するもの及び大型特殊自動車に備える方向指示

器並びに自動車の両側面に備える方向指示器にあっては、2,300mm）以下、下縁

の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に

取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）と

なるように取付けられていること。 

 

⑥ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その照明部の中心の

高さが地上 2,300mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑦ （1）③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の照明部の最前縁は、自

動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車にあっては 2,500mm 以内又は自動

車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態

における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車（専ら乗用の用に供する自動

車であって乗車定員が 10 人未満のもの、貨物の運送の用に供する自動車であっ

て車両総重量 3.5t 以下のもの及びその形状がこれらの自動車の形状に類する自

動車を除く。）にあっては、自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結し

た場合にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以内）となるように取付

けられていること。 

⑧～⑫（略） 

⑬ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器にあっては、こ

の限りでない。 

⑭～⑮（略） 

⑯ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-87-2-1

（1）〔二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては 7-87-2-1（1）

③の表ア及びイに係る部分を除き、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）

にあっては同表ア及びウに係る部分を除く。〕に掲げる性能〔専ら乗用の用に供

する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、被牽引自動車及び長

さ 6m 以上の自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの若しくは貨物

の運送の用に供する自動車（三輪自動車、被牽引自動車及び長さ 6m 以上の自動

車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又は後部に取付けられる

側方灯（灯光の色が橙色であるものに限る。）が同表アに規定する前面又は後面

に備える方向指示器の性能を補完する性能を有する場合にあっては同表アの基

準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とする。〕を損なわないよう

に取付けられなければならない。 

 

ただし、自動車の構造上、7-87-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

⑤ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える方向指示器は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm（除雪、

土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、

大型特殊自動車及び小型特殊自動車に備える方向指示器並びに自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、2,300mm）以下、下縁の高さが地上 350mm 以上

（セミトレーラでその自動車の構造上地上350mm以上に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられて

いること。 

⑥ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その照明部の中心の高さが地上 2,300mm 以下となるように取

付けられていること。 

⑦ （1）③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の照明部の最前縁は、自

動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては

2,500mm 以内又は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあ

っては、連結した状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車（専ら

乗用の用に供する自動車であって乗車定員が 10 人未満のもの、貨物の運送の用

に供する自動車であって車両総重量 3.5t 以下のもの及びその形状がこれらの自

動車の形状に類する自動車を除く。）にあっては、自動車の長さ（牽引自動車と

被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以

内）となるように取付けられていること。 

⑧～⑫（略） 

⑬ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車に備える方向指示器にあっては、この限りでない。 

⑭～⑮（略） 

⑯ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 7-87-2-1

（1）〔二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車にあっては 7-87-2-1（1）③の表ア及びイに係る部分を除き、大型

特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては同表ア

及びウに係る部分を除く。〕に掲げる性能〔専ら乗用の用に供する自動車（二輪

自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

被牽引自動車並びに長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未

満のもの若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、被牽引自動車及

び長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又

は後部に取付けられる側方灯（灯光の色が橙色であるものに限る。）が同表アに

規定する前面又は後面に備える方向指示器の性能を補完する性能を有する場合

にあっては同表アの基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とす

る。〕を損なわないように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-87-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての
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位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（3）次のアからウまでの規定に適合する自動車の後面に備える方向指示器には、（2）の

規定のうち⑤及び⑫（被牽引自動車の後面の両側の上側に備える方向指示器に限る。）

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及び車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車

の後面に備える方向指示器を除く。 

この場合において、方向指示器の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付

けられた後面に備える方向指示器に係る 7-87-2-1（1）③の適用に当たっては、同規

定中「上方 15°」とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア（略） 

イ 後面の両側下部に方向指示器を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さ

が地上 1,500mm 以下（大型特殊自動車にあっては地上 2,300mm 以下、除雪及び土

木作業その他特別な用途に使用される自動車にあっては地上 2,100mm 以下）であ

り、かつ、照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内となるようにそれぞ

れ取付けられていること。 

ウ（略） 

（4）（略） 

7-87-4 適用関係の整理 

（1）～（10）（略） 

（11）次に掲げる自動車については、7-87-15（従前規定の適用⑪）の規定を適用する。（適

用関係告示第 45 条第 20 項関係） 

①～④（略） 

（12）（略） 

7-87-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車で運転者席が車室内になく、かつ、かじ

取ハンドルの中心から当該自動車の最外側までの距離が 650mm 未満のものについては、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 45 条第 2項第 2号関係） 

7-87-5-1（略） 

7-87-5-2 性能要件 

7-87-5-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

③ 方向指示器の灯光の色は、黄色又は橙色（7-87-5-3（1）⑤に規定する方向指

示器にあっては、橙色）であること。 

ただし、方向の指示を前方に表示するためのものについては白色又は乳白色、

方向の指示を後方又は後側方に表示するためのもの（7-87-5-3（1）⑤に規定す

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（3）次のアからウまでの規定に適合する自動車の後面に備える方向指示器には、（2）の

規定のうち⑤及び⑫（被牽引自動車の後面の両側の上側に備える方向指示器に限る。）

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車の後面に備える方向指示器を除く。 

この場合において、方向指示器の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付

けられた後面に備える方向指示器に係る 7-87-2-1（1）③の適用に当たっては、同規

定中「上方 15°」とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア（略） 

イ 後面の両側下部に方向指示器を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さ

が地上1,500mm以下（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては地上2,300mm

以下、除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車にあっては地上

2,100mm 以下）であり、かつ、照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内

となるようにそれぞれ取付けられていること。 

ウ（略） 

（4）（略） 

7-87-4 適用関係の整理 

（1）～（10）（略） 

（11）次の①から④に掲げる自動車については、7-87-15（従前規定の適用⑪）の規定を

適用する。（適用関係告示第 45 条第 20 項関係） 

①～④（略） 

（12）（略） 

7-87-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車で運転者席が車室内になく、かつ、かじ

取ハンドルの中心から当該自動車の最外側までの距離が 650mm 未満のものについては、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 45 条第 2項第 2号関係） 

7-87-5-1（略） 

7-87-5-2 性能要件 

7-87-5-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①～②（略） 

③ 方向指示器の灯光の色は、黄色又は橙色（7-87-5-3（1）⑥に規定する方向指

示器にあっては、橙色）であること。 

ただし、方向の指示を前方に表示するためのものについては白色又は乳白色、

方向の指示を後方又は後側方に表示するためのもの（7-87-5-3（1）⑥に規定す
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る方向指示器を除く。）については赤色とすることができる。 

（2）7-87-5 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する灯火

式方向指示器を備えることができる。 

ただし、7-87-5-3（1）⑤の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～②（略） 

（3）7-87-5 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する腕木

式方向指示器を備えればよい。 

ただし、7-87-5-3（1）⑤の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～④（略） 

（4）（略） 

7-87-5-2-2（略） 

7-87-5-3 取付要件 

（1）7-87-5-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑤に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ 前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のう

ちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車

にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレ

ーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための

方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内とな

るように取付けられていること。 

 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

（削除） 

 

 

 

る方向指示器を除く。）については赤色とすることができる。 

（2）7-87-5 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する灯火

式方向指示器を備えることができる。 

ただし、7-87-5-3（1）⑥の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～②（略） 

（3）7-87-5 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する腕木

式方向指示器を備えればよい。 

ただし、7-87-5-3（1）⑥の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～④（略） 

（4）（略） 

7-87-5-2-2（略） 

7-87-5-3 取付要件 

（1）7-87-5-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑥に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ カタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対

して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側に

あるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心

において、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光

源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示する

ためのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2
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④～⑤（略） 

⑥ 自動車の両側面に備える方向指示器（⑤に規定する方向指示器を除く。）の指

示部の最前縁は、牽引自動車の前端から牽引自動車と被牽引自動車を連結した状

態における長さの 60％以内となるように取付けられていること。 

⑦（略） 

⑧ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑤

に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑤に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-5-2-1（2）の灯火式方向指示器は、7-87-5-2-1（2）に掲げる性能を損なわな

いように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑦までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-5-2-1（3）の腕木式方向指示器は、7-87-5-2-1（3）に掲げる性能を損なわな

いように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑤から⑦までの基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された牽引自動車で運転者席が車室内になく、かつ、

かじ取ハンドルの中心から当該牽引自動車の最外側までの距離が650mm未満のものと昭

和 35年 3月 31日以前に製作された被牽引自動車で牽引自動車のかじ取ハンドルの中心

から当該被牽引自動車の最外側までの距離が650mm未満のものを連結した場合における

牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 45 条第 2項第 3 号関係） 

7-87-6-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（幅 0.8m

以下の自動車及び①ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽

引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である

場合に限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の

本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

 

③ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

個以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するための

ものにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

⑤～⑥（略） 

⑦ 自動車の両側面に備える方向指示器（⑥に規定する方向指示器を除く。）の指

示部の最前縁は、牽引自動車の前端から牽引自動車と被牽引自動車を連結した状

態における長さの 60％以内となるように取付けられていること。 

⑧（略） 

⑨ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑥

に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑥に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-5-2-1（2）の灯火式方向指示器は、7-87-5-2-1（2）に掲げる性能を損なわな

いように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑧までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-5-2-1（3）の腕木式方向指示器は、7-87-5-2-1（3）に掲げる性能を損なわな

いように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑥から⑧までの基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-6 従前規定の適用② 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された牽引自動車で運転者席が車室内になく、かつ、

かじ取ハンドルの中心から当該牽引自動車の最外側までの距離が650mm未満のものと昭

和 35年 3月 31日以前に製作された被牽引自動車で牽引自動車のかじ取ハンドルの中心

から当該被牽引自動車の最外側までの距離が650mm未満のものを連結した場合における

牽引自動車及び被牽引自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 45 条第 2項第 3 号関係） 

7-87-6-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車（大

型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場

合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）におい

ては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文の規定に適合する

ように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

③ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽
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引自動車（幅 0.8m 以下の自動車及び①ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）

に限る。）又は被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えるこ

と。 

7-87-6-2（略） 

7-87-6-3 取付要件 

（1）7-87-6-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑤に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ 前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のう

ちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車

にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレ

ーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための

方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内とな

るように取付けられていること。 

 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

④～⑤（略） 

⑥ 7-87-6-1②の自動車の両側面に備える方向指示器（⑤に規定する方向指示器を

除く。）の指示部の最前縁は、牽引自動車の前端から牽引自動車と被牽引自動車

を連結した状態における長さの 60％以内となるように取付けられていること。 

⑦（略） 

⑧ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑤

引自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①た

だし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）に限る。）又は被牽

引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

7-87-6-2（略） 

7-87-6-3 取付要件 

（1）7-87-6-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑥に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ カタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対

して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側に

あるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心

において、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光

源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示する

ためのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2

個以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するための

ものにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

⑤～⑥（略） 

⑦ 7-87-6-1②の自動車の両側面に備える方向指示器（⑥に規定する方向指示器を

除く。）の指示部の最前縁は、牽引自動車の前端から牽引自動車と被牽引自動車

を連結した状態における長さの 60％以内となるように取付けられていること。 

⑧（略） 

⑨ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑥
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に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑤に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-6-2-1（2）の灯火式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑦までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-6-2-1（3）の腕木式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑤から⑦までの基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-7 従前規定の適用③ 

昭和 35年 3月 31 日以前に製作された牽引自動車と昭和 35年 3月 31 日以前に製作さ

れた被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車（7-87-6 の牽引

自動車及び被牽引自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 45 条第 2 項第 4号及び第 3項第 2号関係） 

7-87-7-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 牽引自動車（幅 0.8m 以下の自動車及び①ただし書の自動車（大型特殊自動車を

除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①の本文の

規定に適合するように方向指示器を備えること。 

 

③ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（幅 0.8m

以下の自動車及び①ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽

引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である

場合に限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の

本文の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

 

④ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（幅 0.8m 以下の自動車及び①ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）

に限る。）又は被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えるこ

と。 

7-87-7-2 性能要件 

7-87-7-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑥に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-6-2-1（2）の灯火式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑧までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-6-2-1（3）の腕木式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑥から⑧までの基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-7 従前規定の適用③ 

昭和 35年 3月 31 日以前に製作された牽引自動車と昭和 35年 3月 31 日以前に製作さ

れた被牽引自動車を連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車（7-87-6 の牽引

自動車及び被牽引自動車を除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。

（適用関係告示第 45 条第 2 項第 4号及び第 3項第 2号関係） 

7-87-7-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 牽引自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに

①ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被

牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等であ

る場合を除く。）においては、その状態において①の本文の規定に適合するように

方向指示器を備えること。 

③ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車（大

型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場

合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）におい

ては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文の規定に適合する

ように方向指示器を備えること。 

④ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①た

だし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）に限る。）又は被牽

引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

7-87-7-2 性能要件 

7-87-7-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 
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①～②（略） 

③ 方向指示器の灯光の色は、黄色又は橙色（7-87-7-3（1）⑤に規定する方向指

示器にあっては、橙色）であること。 

ただし、方向の指示を前方に表示するためのものについては白色又は乳白色、

方向の指示を後方又は後側方に表示するためのもの（7-87-7-3（1）⑤に規定す

る方向指示器を除く。）については赤色とすることができる。 

（2）7-87-7 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する灯火

式方向指示器を備えることができる。 

ただし、7-87-7-3（1）⑤の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～②（略） 

（3）7-87-7 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する腕木

式方向指示器を備えればよい。 

ただし、7-87-7-3（1）⑤の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～④（略） 

（4）～（5）（略） 

7-87-7-2-2（略） 

7-87-7-3 取付要件 

（1）7-87-7-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑤に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ 前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のう

ちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車

にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレ

ーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための

方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内とな

るように取付けられていること。 

 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

①～②（略） 

③ 方向指示器の灯光の色は、黄色又は橙色（7-87-7-3（1）⑥に規定する方向指

示器にあっては、橙色）であること。 

ただし、方向の指示を前方に表示するためのものについては白色又は乳白色、

方向の指示を後方又は後側方に表示するためのもの（7-87-7-3（1）⑥に規定す

る方向指示器を除く。）については赤色とすることができる。 

（2）7-87-7 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する灯火

式方向指示器を備えることができる。 

ただし、7-87-7-3（1）⑥の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～②（略） 

（3）7-87-7 に規定する自動車には、（1）の規定にかかわらず、次の基準に適合する腕木

式方向指示器を備えればよい。 

ただし、7-87-7-3（1）⑥の規定により自動車の両側面に備える方向指示器にあっ

ては、この限りでない。 

①～④（略） 

（4）～（5）（略） 

7-87-7-2-2（略） 

7-87-7-3 取付要件 

（1）7-87-7-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

① 方向指示器は、毎分 50 回以上 120 回以下の一定の周期で点滅し、又は光度が

増減するものであること。 

ただし、⑥に規定する方向指示器にあっては、毎分 60 回以上 120 回以下の一

定の周期で点滅するものでなければならない。 

この場合において、連鎖式点灯をする方向指示器については、一つ以上の光源

が点灯を開始した時点で点灯状態と判断するものとし、対を成すものとの点灯の

位相は対称であること。 

また、光度が増減する方向指示器は、次の基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア～イ（略） 

②（略） 

③ カタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対

して方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側に

あるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの
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にあっては、この限りでない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

④～⑥（略） 

⑦ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑤

に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑤に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-7-2-1（2）の灯火式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑥までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-7-2-1（3）の腕木式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑤及び⑥の基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-8（略） 

7-87-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 45 条第 2項第 1号、第 3 項第 1号及び第 4項関係） 

7-87-9-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 牽引自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びに①

ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した

場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合を除く。）にお

いては、その状態において①の本文の規定に適合するように方向指示器を備えるこ

と。 

③ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（二輪自

動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車（大

型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は

被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、その状態にお

いて牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文の規定に適合するように、かつ、両側

にあっては、この限りでない。 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心

において、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光

源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示する

ためのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2

個以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するための

ものにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

⑤～⑦（略） 

⑧ 自動車の両側面に備える方向指示器は、非常点滅表示灯を作動させている場合

においては、当該非常点滅表示灯と同時に点滅し、又は光度が増減する構造（⑥

に規定する方向指示器にあっては、点滅する構造）とすることができる。 

この場合においては、当該方向指示器（⑥に規定するものを除く。）を非常点

滅表示灯とみなして、制動灯が点灯している場合には、その操作装置を操作した

状態においても点滅又は光度の増減を停止する構造とすることができる。 

（2）7-87-7-2-1（2）の灯火式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①（略） 

② 方向指示器は、（1）②、④から⑦までの基準に準じたものであること。 

（3）7-87-7-2-1（3）の腕木式方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなけ

ればならない。 

①～②（略） 

③ 腕木式方向指示器は、（1）⑥及び⑦の基準に準じたものであること。 

（4）（略） 

7-87-8（略） 

7-87-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 45 条第 2項第 1号、第 3 項第 1号及び第 4項関係） 

7-87-9-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 牽引自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動

車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特

殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽

引自動車が大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において

①の本文の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

③ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、牽引自動車（二輪自

動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自

動車並びに①ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を

除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物

自動車等である場合に限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽
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面に方向指示器を備えること。 

 

④ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただ

し書の自動車（大型特殊自動車を除く。）に限る。）又は被牽引自動車には、①の本

文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

 

7-87-9-2（略） 

7-87-9-3 取付要件 

（1）7-87-9-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤～⑨（略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-10 従前規定の適用⑥ 

昭和 39 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 5 項第 2号関係） 

7-87-10-1（略） 

7-87-10-2 性能要件 

7-87-10-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 30m の距離から指示部の形状が確認

できるものであること。 

引自動車に①の本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備える

こと。 

④ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自

動車を除く。）に限る。）又は被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示

器を備えること。 

7-87-9-2（略） 

7-87-9-3 取付要件 

（1）7-87-9-2-1（1）の方向指示器は、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の指示部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その指示部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤～⑨（略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-10 従前規定の適用⑥ 

昭和 39 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 5 項第 2号関係） 

7-87-10-1（略） 

7-87-10-2 性能要件 

7-87-10-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 30m の距離から指示部の形状が確認

できるものであること。 
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② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～3（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③（略） 

④ 方向指示器の指示部は、次の表の左欄に掲げる方向指示器の種別に応じ、同表

の右欄に掲げる位置から見通すことができるものであること。 

方向指示器の種別 位置 

（略） （略） 

イ ウに掲げる自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車（方向指示器を側面のみに備えるものに限

る。）以外の自動車の両側面に備える方向指示器

（7-87-10-3（1）⑧に規定するものを除く。） 

 

（略） 

（略） （略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-10-2-2（略） 

7-87-10-3 取付要件 

（1）7-87-10-2-1（1）の方向指示器は、7-87-10-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車及び三輪自動車にあっては 7-87-10-2-1（1）④の表アに係る部分を除き、大型特殊

自動車（ポール・トレーラを除く。）にあってはア及びイに係る部分を除く。）に掲げ

る性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～3（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③（略） 

④ 方向指示器の指示部は、次の表の左欄に掲げる方向指示器の種別に応じ、同表

の右欄に掲げる位置から見通すことができるものであること。 

方向指示器の種別 位置 

（略） （略） 

イ ウに掲げる自動車及び二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動

車（方向指示器を側面のみに備えるものに限る。）以外

の自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-10-3（1）

⑧に規定するものを除く。） 

（略） 

（略） （略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-10-2-2（略） 

7-87-10-3 取付要件 

（1）7-87-10-2-1（1）の方向指示器は、7-87-10-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっては 7-87-10-2-1（1）

④の表アに係る部分を除き、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型

特殊自動車にあってはア及びイに係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないよう

に、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の指示部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも
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動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-11（略） 

7-87-12 従前規定の適用⑧ 

昭和 44 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 45 条第 3項第 3号関係） 

7-87-12-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 長さ 6m 以上の自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただ

し書の自動車にあっては、この限りでない。 

③ 長さ 6m 以上の自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び

幅 0.8m 以下の自動車並びに①に掲げるただし書の自動車を除く。）の両側面には、

方向指示器を備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）

と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等

である場合を除く。）においては、その状態において①の本文、②の本文及び③の

規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合する

ように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②に掲げるただし

書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽

引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、

その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文及び②の本文の規定に

適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その指示部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-11（略） 

7-87-12 従前規定の適用⑧ 

昭和 44 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 45 条第 3項第 3号関係） 

7-87-12-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 長さ 6m 以上の自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車にあっては、この限りでない。 

③ 長さ 6m 以上の自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①に掲げるただし

書の自動車を除く。）の両側面には、方向指示器を備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車

を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車

が大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①の本文、

②の本文及び③の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合する

ように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②に掲げるただし

書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動

車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に

限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文及

び②の本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽
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引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）に限る。）又は

被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

 

7-87-12-2 性能要件 

7-87-12-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～3（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③（略） 

④ 方向指示器の指示部は、次の表の左欄に掲げる方向指示器の種別に応じ、同表

の右欄に掲げる位置から見通すことができるものであること。 

方向指示器の種別 位置 

（略） （略） 

イ ウに掲げる自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車（方向指示器を側面のみに備えるものに限

る。）以外の自動車の両側面に備える方向指示器

（7-87-12-3（1）⑧に規定するものを除く。） 

 

（略） 

（略） （略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-12-2-2（略） 

7-87-12-3 取付要件 

（1）7-87-12-2-1（1）の方向指示器は、7-87-12-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車及び三輪自動車にあっては 7-87-12-2-1（1）④の表アに係る部分を除き、大型特殊

自動車（ポール・トレーラを除く。）にあってはア及びイに係る部分を除く。）に掲げ

引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）に限る。）又は被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備え

ること。 

7-87-12-2 性能要件 

7-87-12-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～3（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③（略） 

④ 方向指示器の指示部は、次の表の左欄に掲げる方向指示器の種別に応じ、同表

の右欄に掲げる位置から見通すことができるものであること。 

方向指示器の種別 位置 

（略） （略） 

イ ウに掲げる自動車及び二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動

車（方向指示器を側面のみに備えるものに限る。）以外

の自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-12-3（1）

⑧に規定するものを除く。） 

（略） 

（略） （略） 

（2）～（4）（略） 

7-87-12-2-2（略） 

7-87-12-3 取付要件 

（1）7-87-12-2-1（1）の方向指示器は、7-87-12-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっては 7-87-12-2-1（1）

④の表アに係る部分を除き、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型
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る性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければな

らない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-13 従前規定の適用⑨ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 3 項第 4号、第 3項第 5号、第 5項及び第 6項

関係） 

7-87-13-1（略） 

7-87-13-2 性能要件 

7-87-13-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前 （略） （略） 

特殊自動車にあってはア及びイに係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないよう

に、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の指示部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その指示部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-13 従前規定の適用⑨ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 3 項第 4号、第 3項第 5号、第 5項及び第 6 項

関係） 

7-87-13-1（略） 

7-87-13-2 性能要件 

7-87-13-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前 （略） （略） 
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方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～2（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③～④（略） 

⑤ 自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-13-3（1）⑧に規定するものを除く。）

は、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ア 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m

以下の自動車並びに 7-87-13-1①のただし書の自動車を除く。）の両側面に備

える方向指示器は、自動車の後端（後面の両側に方向指示器を備えた自動車

にあっては、当該方向指示器を結ぶ直線）を含み車両中心面に直交する鉛直

面上で自動車の最外側から外側方1mの距離に相当する点における地上1mか

ら2.5mまでの全ての位置から指示部を見通すことができるものであること。

 

イ（略） 

ウ 牽引自動車（7-87-13-1②のただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）

を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合に限る。）において牽引自動車又は被牽引自動

車の両側面に備える方向指示器は、被牽引自動車の後端（後面の両側に方向

指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結ぶ直線）を含み車両

中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方 1m の距離に相当す

る点における地上1mから 2.5mまでの全ての位置から指示部を見通すことが

できるものであること。 

（2）～（4）（略） 

7-87-13-2-2（略） 

7-87-13-3 取付要件 

（1）7-87-13-2-1（1）の方向指示器は、7-87-13-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車及び大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては

7-87-13-2-1（1）④に係る部分を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～2（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③～④（略） 

⑤ 自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-13-3（1）⑧に規定するものを除く。）

は、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ア 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及

びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに 7-87-13-1①のただし

書の自動車を除く。）の両側面に備える方向指示器は、自動車の後端（後面

の両側に方向指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結ぶ直

線）を含み車両中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方 1m

の距離に相当する点における地上1mから 2.5mまでの全ての位置から指示部

を見通すことができるものであること。 

イ（略） 

ウ 牽引自動車（7-87-13-1②のただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型

特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車

又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）において牽引自

動車又は被牽引自動車の両側面に備える方向指示器は、被牽引自動車の後端

（後面の両側に方向指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結

ぶ直線）を含み車両中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方

1mの距離に相当する点における地上1mから2.5mまでの全ての位置から指示

部を見通すことができるものであること。 

（2）～（4）（略） 

7-87-13-2-2（略） 

7-87-13-3 取付要件 

（1）7-87-13-2-1（1）の方向指示器は、7-87-13-2-1（1）（二輪自動車、側車付二輪自動

車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車（ポール・ト

レーラを除く。）並びに小型特殊自動車にあっては 7-87-13-2-1（1）④に係る部分を

除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付け

られなければならない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の指示部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m
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以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤（略） 

⑥ 7-87-13-1③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の指示部の最前縁

は、自動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車にあっては 2,500mm 以内又

は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結し

た状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車にあっては自動車の長

さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態におけ

る長さ）の 60％以内）となるように取付けられていること。 

⑦～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-14 従前規定の適用⑩ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 1 項、第 2項第 7号、第 3項第 6号及び第 7項

関係） 

7-87-14-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び幅 0.8m 以下の自

動車並びに①ただし書の自動車にあっては、この限りでない。 

 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の

自動車並びに①に掲げるただし書の自動車を除く。）の両側面には、方向指示器を

備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）

と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等

である場合を除く。）においては、その状態において①の本文、②の本文及び③の

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その指示部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤（略） 

⑥ 7-87-13-1③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の指示部の最前縁

は、自動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっ

ては 2,500mm 以内又は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合

にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車に

あっては自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、

連結した状態における長さ）の 60％以内）となるように取付けられていること。 

⑦～⑪（略） 

（2）～（3）（略） 

7-87-14 従前規定の適用⑩ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 45 条第 1 項、第 2項第 7号、第 3項第 6号及び第 7 項

関係） 

7-87-14-1 装備要件 

自動車には、次に掲げるところにより方向指示器を備えなければならない。 

①（略） 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動

車にあっては、この限りでない。 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①に掲げるただし書の自動車を除

く。）の両側面には、方向指示器を備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車

を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車

が大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①の本文、
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規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合する

ように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②に掲げるただし

書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽

引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、

その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文及び②の本文の規定に

適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）に限る。）又は

被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

 

7-87-14-2 性能要件 

7-87-14-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～2（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③～④（略） 

⑤ 自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-14-3（1）⑧に規定するものを除く。）

は、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ア 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m

以下の自動車並びに 7-87-14-1①のただし書の自動車を除く。）の両側面に備

える方向指示器は、自動車の後端（後面の両側に方向指示器を備えた自動車

にあっては、当該方向指示器を結ぶ直線）を含み車両中心面に直交する鉛直

面上で自動車の最外側から外側方1mの距離に相当する点における地上1mか

②の本文及び③の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合する

ように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②に掲げるただし

書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動

車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に

限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①の本文及

び②の本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①のただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における牽

引自動車（②に掲げるただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）に限る。）又は被牽引自動車には、①の本文の規定に準じて方向指示器を備え

ること。 

7-87-14-2 性能要件 

7-87-14-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、次の基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 次に掲げるものであって、その機能が正常であるものは、①の基準に適合する

ものとする。 

この場合において、指示部の取扱いは、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付

位置等の測定方法」によるものとする。 

ア 次表に掲げる要件を備える各方向指示器 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

（ｱ）方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1～2（略） 

注（略） 

イ～エ（略） 

③～④（略） 

⑤ 自動車の両側面に備える方向指示器（7-87-14-3（1）⑧に規定するものを除く。）

は、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ア 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及

びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに 7-87-14-1①のただし

書の自動車を除く。）の両側面に備える方向指示器は、自動車の後端（後面

の両側に方向指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結ぶ直

線）を含み車両中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方 1m
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ら2.5mまでの全ての位置から指示部を見通すことができるものであること。

 

イ（略） 

ウ 牽引自動車（7-87-14-1②のただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）

を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合に限る。）において牽引自動車又は被牽引自動

車の両側面に備える方向指示器は、被牽引自動車の後端（後面の両側に方向

指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結ぶ直線）を含み車両

中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方 1m の距離に相当す

る点における地上1mから 2.5mまでの全ての位置から指示部を見通すことが

できるものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-87-14-2-2（略） 

7-87-14-3 取付要件 

（1）方向指示器は、7-87-14-2-1（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型

特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）にあっては 7-87-14-2-1（1）④に係る部分

を除く。）に掲げる性能を損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の指示部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その指示部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤（略） 

⑥ 7-87-14-1③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の指示部の最前縁

は、自動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車にあっては 2,500mm 以内又

は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結し

た状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車にあっては自動車の長

の距離に相当する点における地上1mから 2.5mまでの全ての位置から指示部

を見通すことができるものであること。 

イ（略） 

ウ 牽引自動車（7-87-14-1②のただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型

特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車

又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）において牽引自

動車又は被牽引自動車の両側面に備える方向指示器は、被牽引自動車の後端

（後面の両側に方向指示器を備えた自動車にあっては、当該方向指示器を結

ぶ直線）を含み車両中心面に直交する鉛直面上で自動車の最外側から外側方

1mの距離に相当する点における地上1mから2.5mまでの全ての位置から指示

部を見通すことができるものであること。 

（2）～（3）（略） 

7-87-14-2-2（略） 

7-87-14-3 取付要件 

（1）方向指示器は、7-87-14-2-1（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）並びに

小型特殊自動車にあっては 7-87-14-2-1（1）④に係る部分を除く。）に掲げる性能を

損なわないように、かつ、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の指示部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の指示部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、方向指示器の指示部の中心の間隔が自動車の幅の 50％以上であるもの

にあっては、この限りでない。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その指示部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤（略） 

⑥ 7-87-14-1③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の指示部の最前縁

は、自動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっ

ては 2,500mm 以内又は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合

にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車に
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さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態におけ

る長さ）の 60％以内）となるように取付けられていること。 

⑦～⑪（略） 

（2）（略） 

7-87-15 従前規定の適用⑪ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 45 条第 20 項関係） 

①～④（略） 

7-87-15-1（略） 

7-87-15-2 性能要件 

7-87-15-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 100m〔7-87-15-3（1）③、④（自動

車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）、⑤又は⑥（④の規定により自

動車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）の規定により自動車の両側

面に備える方向指示器にあっては、30m〕の位置から昼間において点灯を確認で

きるものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。

この場合において、次の第 1表に掲げる性能を有するものであって、かつ、そ

の機能が正常である方向指示器は、この基準に適合するものとする。 

第 1表 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

ア 方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1（略） 

②～④（略） 

（2）（略） 

7-87-15-2-2（略） 

7-87-15-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準及び（2）に適合するよう

に取付けられなければならない。 

①（略） 

あっては自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、

連結した状態における長さ）の 60％以内）となるように取付けられていること。 

⑦～⑪（略） 

（2）（略） 

7-87-15 従前規定の適用⑪ 

次の①から④に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適

用関係告示第 45 条第 20 項関係） 

①～④（略） 

7-87-15-1（略） 

7-87-15-2 性能要件 

7-87-15-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 100m〔7-87-15-3（1）③、④（自動

車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）、⑤又は⑥（④の規定により自

動車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）の規定により自動車の両側

面に備える方向指示器にあっては、30m〕の位置から昼間において点灯を確認で

きるものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、次の第 1表に掲げる性能を有するものであって、かつ、そ

の機能が正常である方向指示器は、この基準に適合するものとする。 

第 1表 

方向指示器の種類 自動車の種類 要件 

ア 方向の指示を前

方又は後方に対し

て表示するための

方向指示器 

（略） （略） 

二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

※1（略） 

②～④（略） 

（2）（略） 

7-87-15-2-2（略） 

7-87-15-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準及び（2）に適合するよう

に取付けられなければならない。 

①（略） 
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② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び幅 0.8m 以下の

自動車並びに①ただし書の自動車にあっては、この限りでない。 

 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下

の自動車並びに①ただし書の自動車を除く。）の両側面には、方向指示器を備え

ること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽

引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等であ

る場合を除く。）においては、その状態において①本文、②本文及び③の規定に

適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合す

るように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②ただし書の

自動車（大型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽

引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、

その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①本文及び②本文の規定に適

合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①ただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における

牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車を除く。）に限る。）又は被牽

引自動車には、①本文の規定に準じて方向指示器を備えること。 

 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前方又は後方に対し

て方向の指示を表示するための方向指示器の照明部のうちそれぞれ最内側にあ

るものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m 未満の自動車にあっては、400mm）

以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるもの（セミトレーラを牽引する牽引自

動車に備える後方に対して方向の指示を表示するための方向指示器を除く。）の

照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられてい

ること。 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その照明部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自

動車にあっては、この限りでない。 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車を除く。）

の両側面には、方向指示器を備えること。 

④（略） 

⑤ 牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①本文、

②本文及び③の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合す

るように両側面の中央部に方向指示器を備えるほか、牽引自動車（②ただし書の

自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）を除く。）と被牽引自動車

を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が大型貨物自動車等である場合に

限る。）においては、その状態において牽引自動車又は被牽引自動車に①本文及

び②本文の規定に適合するように、かつ、両側面に方向指示器を備えること。 

⑦ ①ただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における

牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）

に限る。）又は被牽引自動車には、①本文の規定に準じて方向指示器を備えるこ

と。 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の照明部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その照明部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に
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⑤ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える方向指示器は、その照

明部の上縁の高さが地上 2,100mm（除雪、土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車で地方運輸局長の指定するもの、大型特殊自動車に備える方向指示器並

びに自動車の両側面に備える方向指示器にあっては、2,300mm）以下、下縁の高

さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に取付

けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）となる

ように取付けられていること。 

 

⑥ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その照明部の中心の

高さが地上 2,300mm 以下となるように取付けられていること。 

 

⑦ （1）③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の照明部の最前縁は、自

動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車にあっては 2,500mm 以内又は自動

車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態

における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車（専ら乗用の用に供する自動

車であって乗車定員が 10 人未満のもの、貨物の運送の用に供する自動車であっ

て車両総重量 3.5t 以下のもの及びその形状がこれらの自動車の形状に類する自

動車を除く。）にあっては、自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結し

た場合にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以内）となるように取付

けられていること。 

⑧～⑪（略） 

⑫ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器にあっては、こ

の限りでない。 

⑬～⑭（略） 

⑮ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等

7-87-15-2-1（1）〔二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては

7-87-15-2-1（1）③の表アに係る部分を除き、大型特殊自動車（ポール・トレー

ラを除く。）にあっては同表ア及びイに係る部分を除く。〕に掲げる性能〔方向指

示器の照明部の上縁の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合

にあっては、同表ア及びイの基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とし、

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、被

牽引自動車及び長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満の

もの若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、被牽引自動車及び長

さ 6m 以上の自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又は後

部に取付けられる側方灯（灯光の色が橙色であるものに限る。）が同表アに規定

する前面又は後面に備える方向指示器の性能を補完する性能を有する場合にあ

っては同表アの基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とし、専

あること。 

⑤ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える方向指示器は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm（除雪、

土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、

大型特殊自動車及び小型特殊自動車に備える方向指示器並びに自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、2,300mm）以下、下縁の高さが地上 350mm 以上

（セミトレーラでその自動車の構造上地上350mm以上に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられて

いること。 

⑥ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その照明部の中心の高さが地上 2,300mm 以下となるように取

付けられていること。 

⑦ （1）③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の照明部の最前縁は、自

動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては

2,500mm 以内又は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあ

っては、連結した状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車（専ら

乗用の用に供する自動車であって乗車定員が 10 人未満のもの、貨物の運送の用

に供する自動車であって車両総重量 3.5t 以下のもの及びその形状がこれらの自

動車の形状に類する自動車を除く。）にあっては、自動車の長さ（牽引自動車と

被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以

内）となるように取付けられていること。 

⑧～⑪（略） 

⑫ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車に備える方向指示器にあっては、この限りでない。 

⑬～⑭（略） 

⑮ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等

7-87-15-2-1（1）〔二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ

及びそりを有する軽自動車にあっては 7-87-15-2-1（1）③の表アに係る部分を除

き、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあって

は同表ア及びイに係る部分を除く。〕に掲げる性能〔方向指示器の照明部の上縁

の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、同表ア

及びイの基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とし、専ら乗用の用に供す

る自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有

する軽自動車、被牽引自動車並びに長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって乗車

定員が 10 人未満のもの若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、

被牽引自動車及び長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下

のものの前部又は後部に取付けられる側方灯（灯光の色が橙色であるものに限

る。）が同表アに規定する前面又は後面に備える方向指示器の性能を補完する性
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ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被

牽引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に

供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のものの前面に備える方向指示器の照明部の下縁の高さが地上750mm未満と

なるように取付けられている場合にあっては当該方向指示器の基準軸（当該方向

指示器の基準軸が明確でない場合は、照明部中心とすることができる。）を含む

水平面より下方に限り同表アの基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向

20°」とする。〕を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

ただし、自動車の構造上、7-87-15-2-1（1）③に規定する範囲において、全て

の位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査

したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（3）次のアからウまでの規定に適合する自動車の後面に備える方向指示器には、（2）の

規定のうち⑤及び⑪（被牽引自動車の後面の両側の上側に備える方向指示器に限る。）

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車及び車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車

の後面に備える方向指示器を除く。 

この場合において、上縁の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けられた後面

に備える方向指示器に係る 7-87-15-2-1（1）③の適用に当たっては、同規定中「上方

15°」とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア（略） 

イ 後面の両側下部に方向指示器を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さ

が地上 1,500mm 以下（大型特殊自動車にあっては地上 2,300mm 以下、除雪及び土

木作業その他特別な用途に使用される自動車にあっては地上 2,100mm 以下）であ

り、かつ、照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内となるようにそれぞ

れ取付けられていること。 

ウ（略） 

（4）（略） 

7-87-16 従前規定の適用⑫ 

平成 32 年 6月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 45 条第 21 項関係） 

7-87-16-1～7-87-16-2（略） 

7-87-16-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

能を有する場合にあっては同表アの基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方

向 45°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）

であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪

自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前面に

備える方向指示器の照明部の下縁の高さが地上750mm未満となるように取付けら

れている場合にあっては当該方向指示器の基準軸（当該方向指示器の基準軸が明

確でない場合は、照明部中心とすることができる。）を含む水平面より下方に限

り同表アの基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。〕を損

なわないように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、7-87-15-2-1（1）③に規定する範囲において、全て

の位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査

したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（3）次のアからウまでの規定に適合する自動車の後面に備える方向指示器には、（2）の

規定のうち⑤及び⑪（被牽引自動車の後面の両側の上側に備える方向指示器に限る。）

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車の後面に備える方向指示器を除く。 

この場合において、上縁の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けられた後面

に備える方向指示器に係る 7-87-15-2-1（1）③の適用に当たっては、同規定中「上方

15°」とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア（略） 

イ 後面の両側下部に方向指示器を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さ

が地上1,500mm以下（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては地上2,300mm

以下、除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車にあっては地上

2,100mm 以下）であり、かつ、照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内

となるようにそれぞれ取付けられていること。 

ウ（略） 

（4）（略） 

7-87-16 従前規定の適用⑫ 

平成 32 年 6月 14 日以前に製作された二輪自動車及び側車付二輪自動車については、

次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 45 条第 21 項関係） 

7-87-16-1～7-87-16-2（略） 

7-87-16-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13
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「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①～③（略） 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器は、その照明部の中心に

おいて、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては 300mm（光源

が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては 150mm 以上の間隔を有するものであり、かつ、前照灯が 2個

以上備えられている場合の位置は、前方に対して方向の指示を表示するためのも

のにあっては最外側の前照灯より外側にあること。 

 

⑤～⑪（略） 

（3）～（4）（略） 

 

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

①～③（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その照明部の中心において、前方に対して方向の指示を表示

するためのものにあっては 300mm（光源が 8W 以上のものにあっては 250mm）以上、

後方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては150mm以上の間隔を有

するものであり、かつ、前照灯が 2個以上備えられている場合の位置は、前方に

対して方向の指示を表示するためのものにあっては最外側の前照灯より外側に

あること。 

⑤～⑪（略） 

（3）～（4）（略） 

 

7-88 補助方向指示器 

7-88-1～7-88-2（略） 

7-88-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、補助方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 60 条第 2 項関係、細目告示第 138 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える補助方向指示器は、そ

の照明部の上縁の高さが地上 2,300mm 以下、下縁の高さが地上 350mm 以上（セミ

トレーラでその自動車の構造上地上350mm以上に取付けることができないものに

あっては、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられているこ

と。 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える補助方向指示器は、その照明部の中

心の高さが地上 2,300mm 以下となるように取付けられていること。 

 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-88-4～7-88-6（略） 

 

7-88 補助方向指示器 

7-88-1～7-88-2（略） 

7-88-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、補助方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 60 条第 2 項関係、細目告示第 138 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える補助方向指示器は、その照明部の上縁の高さが地上 2,300mm 以

下、下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm

以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高

さ）となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える補助方向指示器は、その照明部の中心の高さが地上 2,300mm 以下となるよう

に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）（略） 

7-88-4～7-88-6（略） 

 

7-89 非常点滅表示灯 

7-89-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車及

び最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらにより牽引される被牽引自動車にあって

は、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3第 1項） 

7-89 非常点滅表示灯 

7-89-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型

特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらに

より牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3 第 1



新旧対照表 

235 / 521 

新 旧 

 

7-89-2～7-89-6（略） 

7-89-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 47 条第 1 項関係） 

7-89-7-1 装備要件 

（1）自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車

及び最高速度 40 ㎞/h 未満の自動車並びにこれらにより牽引される被牽引自動車にあ

っては、この限りでない。 

（2）（略） 

7-89-7-2～7-89-7-3（略） 

7-89-8（略） 

7-89-9 従前規定の適用⑤ 

平成 26 年 1月 29 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あれば良い。（適用関係告示第 47 号第 7項関係） 

7-89-9-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車及

び最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらにより牽引される被牽引自動車にあって

は、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3第 1項） 

 

7-89-9-2～7-89-9-3（略） 

 

項） 

7-89-2～7-89-6（略） 

7-89-7 従前規定の適用③ 

平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 47 条第 1 項関係） 

7-89-7-1 装備要件 

（1）自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに最高速度 40 ㎞/h 未満の自動車並びにこれ

らにより牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。 

（2）（略） 

7-89-7-2～7-89-7-3（略） 

7-89-8（略） 

7-89-9 従前規定の適用⑤ 

平成 26 年 1月 29 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あれば良い。（適用関係告示第 47 号第 7項関係） 

7-89-9-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型

特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらに

より牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3 第 1

項） 

7-89-9-2～7-89-9-3（略） 

 

7-90 緊急制動表示灯 

7-90-1 装備要件 

自動車（大型特殊自動車を除く。）には、緊急制動表示灯を備えることができる。（保

安基準第 41 条の 4第 1項関係） 

 

7-90-2～7-90-3（略） 

 

7-90 緊急制動表示灯 

7-90-1 装備要件 

自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車

を除く。）には、緊急制動表示灯を備えることができる。（保安基準第 41 条の 4 第 1 項

関係） 

7-90-2～7-90-3（略） 

 

7-91 後面衝突警告表示灯 

7-91-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）には、後面衝突警告表示灯を備

えることができる。（保安基準第 41 条の 5 第 1項関係） 

7-91-2～7-91-3（略） 

 

7-91 後面衝突警告表示灯 

7-91-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）

には、後面衝突警告表示灯を備えることができる。（保安基準第 41 条の 5第 1項関係） 

7-91-2～7-91-3（略） 

 

7-92 その他の灯火等の制限 

7-92-1 装備要件 

自動車には、7-62 から 7-91 までの灯火装置若しくは反射器又は指示装置と類似する

7-92 その他の灯火等の制限 

7-92-1 装備要件 

自動車には、7-62 から 7-91 までの灯火装置若しくは反射器又は指示装置と類似する
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等により他の交通の妨げとなるおそれのある次の灯火又は反射器を備えてはならない。

（保安基準第 42 条関係、細目告示第 62 条第 1項関係、細目告示第 140 条第 1項関係）

（1）～（4）（略） 

（5）自動車には、次に掲げる灯火を除き、点滅する灯火又は光度が増減する灯火を備え

てはならない。（細目告示第 62 条第 6項、細目告示第 140 条第 6項） 

①～⑲（略） 

⑳ 路線を定めて定期に運行する一般乗合旅客自動車運送事業用自動車及び一般

乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える旅客が乗降中であることを後方に表

示する電光表示器 

㉑～㉓（略） 

（6）～（12）（略） 

7-92-2～7-92-7（略） 

 

等により他の交通の妨げとなるおそれのある次の灯火又は反射器を備えてはならない。

（保安基準第 42 条関係、細目告示第 62 条第 1項関係、細目告示第 140 条第 1項関係） 

（1）～（4）（略） 

（5）自動車には、次に掲げる灯火を除き、点滅する灯火又は光度が増減する灯火を備え

てはならない。（細目告示第 62 条第 6項、細目告示第 140 条第 6項） 

①～⑲（略） 

⑳ 路線を定めて定期に運行する一般乗合旅客自動車運送事業用自動車及び一般

乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える乗客が乗降中であることを後方に表

示する電光表示器 

㉑～㉓（略） 

（6）～（12）（略） 

7-92-2～7-92-7（略） 

 

7-93（略） 

 

7-93（略） 

 

7-94 非常信号用具 

7-94-1 装備要件 

自動車には、非常時に灯光を発することにより他の交通に警告することができ、かつ、

安全な運行を妨げないものとして、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、7-94-2

の基準に適合する非常信号用具を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車にあって

は、この限りでない。（保安基準第 43 条の 2関係） 

7-94-2（略） 

 

7-94 非常信号用具 

7-94-1 装備要件 

自動車には、非常時に灯光を発することにより他の交通に警告することができ、かつ、

安全な運行を妨げないものとして、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、7-94-2 の

基準に適合する非常信号用具を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車及び被牽

引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 43 条の 2関係） 

7-94-2（略） 

 

7-95～7-96（略） 

 

7-95～7-96（略） 

 

7-97 盗難発生警報装置 

7-97-1 装備要件 

自動車には、盗難発生警報装置を備えることができる。（保安基準第 43 条の 5第 1項）

7-97-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動

車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備え

る盗難発生警報装置は、安全な運行を妨げないものとして、盗難の検知及び警報に係

る性能等に関し、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 78「盗

難発生警報装置の技術基準」（3.2.、4.1.2.1.（b）及び 5.2.12.並びに別紙 2 の規定

を除く。）に定める基準に適合するものでなければならない。 

 

この場合において、視認等により盗難発生警報装置が備えられていないと認められ

るときは、審査を省略することができる。（保安基準第 43 条の 5 第 2項関係、細目告

7-97 盗難発生警報装置 

7-97-1 装備要件 

自動車には、盗難発生警報装置を備えることができる。（保安基準第 43 条の 5第 1項） 

7-97-2 性能要件（書面等による審査） 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除

く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自

動車及び被牽引自動車を除く。）に備える盗難発生警報装置は、安全な運行を妨げな

いものとして、盗難の検知及び警報に係る性能等に関し、書面その他適切な方法によ

り審査したときに、細目告示別添 78「盗難発生警報装置の技術基準」（3.2.、4.1.2.1.

（b）及び 5.2.12.並びに別紙 2 の規定を除く。）に定める基準に適合するものでなけ

ればならない。 

この場合において、視認等により盗難発生警報装置が備えられていないと認められ

るときは、審査を省略することができる。（保安基準第 43 条の 5 第 2項関係、細目告
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示第 67 条関係、細目告示第 145 条第 1項） 

（2）～（3）（略） 

7-97-3～7-97-5（略） 

 

示第 67 条関係、細目告示第 145 条第 1項） 

（2）～（3）（略） 

7-97-3～7-97-5（略） 

 

7-98 車線逸脱警報装置 

7-98-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽

引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人以上のもの及び貨物の運送の用に供する自動

車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t を超えるものには、

車線逸脱警報装置を備えなければならない。 

 

ただし、高速道路等において運行しないもの及び道路維持作業用自動車又は緊急自動

車であって車両前部に特殊な構造を有するものにあっては、この限りでない。（保安基

準第 43 条の 6 関係） 

7-98-2～7-98-6（略） 

 

7-98 車線逸脱警報装置 

7-98-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人以上

のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t を超えるものには、車線

逸脱警報装置を備えなければならない。 

ただし、高速道路等において運行しないもの及び道路維持作業用自動車又は緊急自動

車であって車両前部に特殊な構造を有するものにあっては、この限りでない。（保安基

準第 43 条の 6 関係） 

7-98-2～7-98-6（略） 

 

7-99 後写鏡 

7-99-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）には、後写鏡を備えなければならない。 

ただし、運転者の視野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し UN R46-04-S4 に適合

する後方等確認装置を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大

型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、この限りではない。（保安基準第

44 条第 1項関係） 

7-99-2 性能要件 

7-99-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者が

運転者席において自動車の外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗車人

員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者の視

野、歩行者等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車に備えるものについては②の規定は、適用しない。（保安基準第 44 条第 2

項関係、細目告示第 68 条第 1項関係、細目告示第 146 条第 1項関係） 

 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-99-2-2 書面等による審査 

（1）（略） 

7-99 後写鏡 

7-99-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）には、後写鏡を備えなければならない。 

ただし、運転者の視野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し UN R46-04-S4 に適合

する後方等確認装置を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動

車を除く。）にあってはこの限りではない。（保安基準第 44 条第 1項関係） 

7-99-2 性能要件 

7-99-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者が

運転者席において自動車の外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗車人

員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者の視

野、歩行者等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備えるものについては②の規定は、適用し

ない。（保安基準第 44 条第 2 項関係、細目告示第 68 条第 1 項関係、細目告示第 146

条第 1項関係） 

①～③（略） 

（2）～（4）（略） 

7-99-2-2 書面等による審査 

（1）（略） 
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（2）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡であって、車

室内に備えるものは、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 80

「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」に定める基準に適合するものでなければなら

ない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、最高速度 20km/h 未満

の自動車、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）及び乗車定員 11 人以上

の自動車に備えるものについては、適用しない。（細目告示第 68 条第 2 項第 3号関係、

細目告示第 146 条第 2項第 3 号関係） 

（3）～（4）（略） 

7-99-3 取付要件 

7-99-3-1 視認等による審査 

（1）7-99-2-1（1）の後写鏡は、7-99-2-1（1）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するように取付けられなければならない。（細目告示第 146 条第 5 項第 2

号関係） 

①（略） 

② 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドルにあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては前

方 75°以下（左ハンドルにあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は通常使用される位置に調節し、固定した状

態とする。 

（2）～（3）（略） 

（2）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡であって、車

室内に備えるものは、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 80

「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」に定める基準に適合するものでなければなら

ない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車、最高速度 20km/h 未満の自動車、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除

く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるものについては、適用しない。（細目

告示第 68 条第 2項第 3号関係、細目告示第 146 条第 2項第 3号関係） 

（3）～（4）（略） 

7-99-3 取付要件 

7-99-3-1 視認等による審査 

（1）7-99-2-1（1）の後写鏡は、7-99-2-1（1）に掲げる性能を損なわないように、かつ、

取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するように取付けられなければならない。（細目告示第 146 条第 5 項第 2

号関係） 

①（略） 

② 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車にあっては自

動車の右外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況を確認できるものであ

ればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方 55°以下（左ハンドルにあっては 75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方75°以下（左ハンドルにあっては55°

以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は通常使用される位置に調節し、固定した状

態とする。 

（2）～（3）（略） 
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（4）大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備える後写鏡であって、指定自

動車等に備えられた後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写

鏡であり、その機能を損なう損傷等のないものは、次に掲げる基準に適合するものと

する。（細目告示第 146 条第 7項第 2号関係） 

 

 

①（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

②～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

7-99-3-2（略） 

7-99-4（略） 

7-99-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車並びに昭和 49 年 3 月 31 日以前に製作

された貨物の運送の用に供する自動車及び乗車定員 11 人以上の自動車については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 52 条第 3項第 1 号、第 2号関係）

7-99-5-1（略） 

7-99-5-2 性能要件 

（1）自動車に備える後写鏡は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

（4）カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備える後写鏡であって、指定自動車等に備えら

れた後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写鏡であり、その

機能を損なう損傷等のないものは、（カタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動

車にあっては②、③を除く。）次に掲げる基準に適合するものとする。（細目告示第 146

条第 7項第 2 号関係） 

①（略） 

② 取付部附近の自動車の最外側より突出している部分の最下部が地上 1.8m 以下

のものは、当該部分が歩行者等に接触した場合に衝撃を緩衝できる構造であるこ

と。（細目告示第 146 条第 2 項第 2号） 

③ 車室内に備えるものは、細目告示別添 80「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」

に定める基準。（細目告示第 146 条第 2項第 3号） 

④～⑤（略） 

⑥ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車にあっては自

動車の右外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況を確認できるものであ

ればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

7-99-3-2（略） 

7-99-4（略） 

7-99-5 従前規定の適用① 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車並びに昭和 49 年 3 月 31 日以前に製作

された貨物の運送の用に供する自動車及び乗車定員 11 人以上の自動車については、次

の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 52 条第 3項第 1 号、第 2号関係） 

7-99-5-1（略） 

7-99-5-2 性能要件 

（1）自動車に備える後写鏡は、次の基準に適合するものでなければならない。 

① 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以
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この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

② 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドル車にあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては

前方 75°以下（左ハンドル車にあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（4）（略） 

（5）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（3）及び 7-99-5-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

① 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

 

7-99-5-3（略） 

7-99-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 52 条第 3 項第 3号関係） 

7-99-6-1（略） 

7-99-6-2 性能要件 

（1）自動車に備える後写鏡は、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車に備えるものについては、②の規定は適用しない。 

①～②（略） 

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

② 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方55°以下（左ハンドル車にあっては75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方 75°以下（左ハンドル車にあっては

55°以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（4）（略） 

（5）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（3）及び 7-99-5-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

① 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

7-99-5-3（略） 

7-99-6 従前規定の適用② 

昭和 50 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 52 条第 3 項第 3号関係） 

7-99-6-1（略） 

7-99-6-2 性能要件 

（1）自動車に備える後写鏡は、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備えるものについては②の規定は、適用し

ない。 
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③ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

④ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドル車にあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては

前方 75°以下（左ハンドル車にあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 

（6）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（4）及び 7-99-6-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後写鏡については、②及び③の

基準は適用しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

①～②（略） 

③ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

④ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方55°以下（左ハンドル車にあっては75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方 75°以下（左ハンドル車にあっては

55°以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 

（6）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（4）及び 7-99-6-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後写鏡については、②及び③の

基準は適用しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通
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7-99-6-3（略） 

7-99-7 従前規定の適用③ 

平成 18 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（平成 17 年 1月 1日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 52 条第 1項、第 2項関係） 

7-99-7-1（略） 

7-99-7-2 性能要件 

（1）自動車〔ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。〕に備える後写鏡は、次の基

準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車に備えるものについては②及び③、普通自動車（専ら乗用の用に供するも

のを除く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるものについては③の規定は適用

しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

⑤ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドル車にあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては

前方 75°以下（左ハンドル車にあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 

状況を確認できるものであればよい。 

7-99-6-3（略） 

7-99-7 従前規定の適用③ 

平成 18 年 12 月 31 日以前に製作された自動車（平成 17 年 1月 1日以降の型式指定自

動車、新型届出自動車及び輸入自動車特別取扱自動車を除く。）については、次の基準

に適合するものであればよい。（適用関係告示第 52 条第 1項、第 2項関係） 

7-99-7-1（略） 

7-99-7-2 性能要件 

（1）自動車〔ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。〕に備える後写鏡は、次の基

準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備えるものについては②及び③、普通自動

車（専ら乗用の用に供するものを除く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるも

のについては③の規定は適用しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れがある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

⑤ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方55°以下（左ハンドル車にあっては75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方 75°以下（左ハンドル車にあっては

55°以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 



新旧対照表 

243 / 521 

新 旧 

（6）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（4）及び 7-99-7-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後写鏡については、②及び③の

基準は適用しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

 

7-99-7-3（略） 

7-99-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 52 条第 5 項） 

①～②（略） 

7-99-8-1（略） 

7-99-8-2 性能要件 

7-99-8-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者

が運転者席において自動車の左外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗

車人員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者

の視野、歩行者等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車に備えるものについては、②の規定は適用しない。 

 

①～②（略） 

③ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

（6）ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自

動車であって、車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通状況を

確認できるものを除く。）を有しないものについては、（4）及び 7-99-7-3 の規定にか

かわらず、次の基準に適合する構造とすることができる。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える後写鏡については、②及び③の

基準は適用しない。 

①～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

7-99-7-3（略） 

7-99-8 従前規定の適用④ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 52 条第 5 項） 

①～②（略） 

7-99-8-1（略） 

7-99-8-2 性能要件 

7-99-8-2-1 視認等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者

が運転者席において自動車の左外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗

車人員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者

の視野、歩行者等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備えるものについては②の規定は、適用し

ない。 

①～②（略） 

③ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線附近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の
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交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れのある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

④ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドル車にあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては

前方 75°以下（左ハンドル車にあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 

7-99-8-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡であって、

車室内に備えるものは、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添

80「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」に定める基準に適合するものでなければな

らない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、最高速度 20km/h 未満

の自動車、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除く。）及び乗車定員 11 人以上

の自動車に備えるものについては、適用しない。 

（2）（略） 

7-99-8-3（略） 

 

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車（長さ 4.7m 以

下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動

車に限る。）にあっては自動車の右外側線上後方 50m までの間にある車両の交通

状況を確認できるものであればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡及び鏡面に著しいひずみ、曇り又

はひび割れのある後写鏡は、この基準に適合しないものとする。 

④ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方55°以下（左ハンドル車にあっては75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方 75°以下（左ハンドル車にあっては

55°以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は、通常使用される位置に調節し、固定した

状態とする。 

（2）～（5）（略） 

7-99-8-2-2 書面等による審査 

（1）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の左外側線附近の交通

状況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡であって、

車室内に備えるものは、書面その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添

80「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」に定める基準に適合するものでなければな

らない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車、最高速度 20km/h 未満の自動車、普通自動車（専ら乗用の用に供するものを除

く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるものについては、適用しない。 

（2）（略） 

7-99-8-3（略） 

 

7-100 直前及び側方の視界 

7-100-1 装備要件 

次表に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）には、運転者が運転者席において、高さ 1m 直径 30cm の円柱であって次

表に掲げる障害物を確認できる鏡その他の装置を備えなければならない。 

 

ただし、運転者が運転者席において当該障害物を直接又は後写鏡により確認できる構

造の自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 44 条第 5項関係、細目告示第 68

7-100 直前及び側方の視界 

7-100-1 装備要件 

次表に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、運転者

が運転者席において、高さ 1m 直径 30cm の円柱であって次表に掲げる障害物を確認でき

る鏡その他の装置を備えなければならない。 

ただし、運転者が運転者席において当該障害物を直接又は後写鏡により確認できる構

造の自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 44 条第 5項関係、細目告示第 68
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条第 5項関係、細目告示第 146 条第 8項関係） 

表（略） 

7-100-2～7-100-7（略） 

 

条第 5項関係、細目告示第 146 条第 8項関係） 

表（略） 

7-100-2～7-100-7（略） 

 

7-101 窓ふき器等 

7-101-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、前面ガラスの直前の視野を確保できるものとして、視野の確保に係る性能等に関

し、7-101-2-1（1）の基準に適合する自動式の窓ふき器を備えなければならない。（保

安基準第 45 条第 1項関係） 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、前面ガラスの外側が汚染された場合又は

前面ガラスに水滴等により著しい曇りが生じた場合において、前面ガラスの直前の視

野を確保でき、かつ、安全な運行を妨げないものとして、視野の確保に係る性能等に

関し、7-101-2-1（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置及びデフロスタを備えなけれ

ばならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。（保安基準第 45 条第 2項関係）

7-101-2～7-101-4（略） 

7-101-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 53 条第 3項第 1号関係） 

7-101-5-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、7-101-5-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

7-101-5-2（略） 

7-101-6 従前規定の適用② 

昭和 46 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 53 条第 2 項第 1号関係） 

7-101-6-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、7-101-6-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

7-101-6-2（略） 

7-101-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 53 条第 2 項第 2号関係） 

7-101-7-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

7-101 窓ふき器等 

7-101-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、前面ガラスの直前の視野を確保できる

ものとして、視野の確保に係る性能等に関し、7-101-2-1（1）の基準に適合する自動

式の窓ふき器を備えなければならない。（保安基準第 45 条第 1項関係） 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、前面ガラス

の外側が汚染された場合又は前面ガラスに水滴等により著しい曇りが生じた場合に

おいて、前面ガラスの直前の視野を確保でき、かつ、安全な運行を妨げないものとし

て、視野の確保に係る性能等に関し、7-101-2-1（3）の基準に適合する洗浄液噴射装

置及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。（保安基準第 45 条第 2項関係） 

7-101-2～7-101-4（略） 

7-101-5 従前規定の適用① 

昭和 35 年 3月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 53 条第 3項第 1号関係） 

7-101-5-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに

被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-5-2（1）の基準に適合する窓ふき器

を備えなければならない。 

7-101-5-2（略） 

7-101-6 従前規定の適用② 

昭和 46 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 53 条第 2 項第 1号関係） 

7-101-6-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに

被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-6-2（1）の基準に適合する窓ふき器

を備えなければならない。 

7-101-6-2（略） 

7-101-7 従前規定の適用③ 

昭和 48 年 11 月 30 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもの

であればよい。（適用関係告示第 53 条第 2 項第 2号関係） 

7-101-7-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び
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は、7-101-7-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、洗浄液噴射装置を備えなければならない。

 

7-101-7-2（略） 

7-101-8 従前規定の適用④ 

昭和 50 年 3月 31 日までに製作された自動車（従前規定の適用⑤に規定する自動車を

除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 53 条第 2

項第 3号及び第 3項第 2号、第 3号関係） 

7-101-8-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、7-101-8-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-8-2（3）の基準に適合する洗浄液

噴射装置を備えなければならない。 

7-101-8-2（略） 

7-101-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 47年 1月 1日から昭和 50年 3月 31 日までに製作された乗車定員 11人以上の旅

客自動車運送事業用自動車で車掌を乗務させないで運行することを目的としたものに

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 53 条第 2項第 3 号

及び第 4項関係） 

7-101-9-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、7-101-9-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-9-2（3）の基準に適合する洗浄液

噴射装置及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。 

7-101-9-2（略） 

7-101-10 従前規定の適用⑥ 

平成 6 年 3 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 53 条第 1項関係） 

7-101-10-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、7-101-10-2（1）の基準に適合する窓ふき器を備えなければならない。 

 

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-7-2（1）の基準に適合する窓ふ

き器を備えなければならない。 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、洗浄液噴射

装置を備えなければならない。 

7-101-7-2（略） 

7-101-8 従前規定の適用④ 

昭和 50 年 3月 31 日までに製作された自動車（従前規定の適用⑤に規定する自動車を

除く。）については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 53 条第 2

項第 3号及び第 3項第 2号、第 3号関係） 

7-101-8-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-8-2（1）の基準に適合する窓ふ

き器を備えなければならない。 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-8-2

（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置を備えなければならない。 

7-101-8-2（略） 

7-101-9 従前規定の適用⑤ 

昭和 47年 1月 1日から昭和 50年 3月 31 日までに製作された乗車定員 11人以上の旅

客自動車運送事業用自動車で車掌を乗務させないで運行することを目的としたものに

ついては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 53 条第 2項第 3 号

及び第 4項関係） 

7-101-9-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-9-2（1）の基準に適合する窓ふ

き器を備えなければならない。 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-9-2

（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。 

7-101-9-2（略） 

7-101-10 従前規定の適用⑥ 

平成 6 年 3 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 53 条第 1項関係） 

7-101-10-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、7-101-10-2（1）の基準に適合する窓ふ

き器を備えなければならない。 
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（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-10-2（3）の基準に適合する洗浄

液噴射装置及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。 

7-101-10-2（略） 

 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、7-101-10-2

（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。 

7-101-10-2（略） 

 

7-102 速度計等 

7-102-1 装備要件 

（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

容易に走行時における速度を確認でき、かつ、平坦な舗装路面での走行時において、

著しい誤差がないものとして取付位置、精度等に関し、7-102-2 の基準に適合する速

度計を運転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機回転計をもっ

て速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 1 項関係） 

 

（2）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

運転者席において容易に走行距離計を確認できるものとして、表示、取付位置等に関

し、7-102-2 の基準に適合する走行距離計を運転者の見やすい箇所に備えなければな

らない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機運転時間計を

もって走行距離計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 2項関係） 

 

7-102-2 性能要件 

7-102-2-1 テスタ等による審査 

7-102-1（1）の速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差が

ないものでなければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速度

計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示した

時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基準に適

合しないものは、この基準に適合しないものとする。（細目告示第 148 条第 1 項第 2 号

関係） 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、計

測した速度が 31.0km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲にあるもの 

 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、計測した速度が

29.1km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲にあるもの 

 

7-102 速度計等 

7-102-1 装備要件 

（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

容易に走行時における速度を確認でき、かつ、平坦な舗装路面での走行時において、

著しい誤差がないものとして取付位置、精度等に関し、7-102-2 の基準に適合する速

度計を運転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機回転計をもって速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条第

1項関係） 

（2）自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被

牽引自動車を除く。）には、運転者が運転者席において容易に走行距離計を確認でき

るものとして、表示、取付位置等に関し、7-102-2 の基準に適合する走行距離計を運

転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機運転時間計をもって走行距離計に代えることができる。（保安基準

第 46 条第 2項関係） 

7-102-2 性能要件 

7-102-2-1 テスタ等による審査 

7-102-1（1）の速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差が

ないものでなければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速度

計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示した

時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基準に適

合しないものは、この基準に適合しないものとする。（細目告示第 148 条第 1 項第 2 号

関係） 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が 31.0km/h 以上 42.5km/h

以下の範囲にあるもの 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車にあっては、計測した速度が 29.1km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲に

あるもの 
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② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、計

測した速度が次式に適合するものであること。 

 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、計測した速度が

次式に適合するものであること。 

（略） 

7-102-2-2（略） 

7-102-3～7-102-4（略） 

7-102-5 従前規定の適用① 

平成 18 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合する構造

とすることができる。（適用関係告示第 54 条第 1項及び第 2項関係） 

7-102-5-1 装備要件 

（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、速度計を

備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機の回転計をも

って速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 1項関係） 

 

（2）自動車（軽自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、

走行距離計を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機運転時間計を

もって走行距離計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 2項関係） 

 

7-102-5-2 性能要件 

速度計は、次の各号の基準に適合するものであること。 

（1）（略） 

（2）速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差のないものでな

ければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速

度計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示

した時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基

準に適合しないものは、速度計の指度の基準に適合しないものとする。 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものである

こと。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、

計測した速度が 31.0km/h 以上 44.4km/h 以下の範囲にあるもの 

 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、計測した速度

② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するものであ

ること。 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するものであること。 

（略） 

7-102-2-2（略） 

7-102-3～7-102-4（略） 

7-102-5 従前規定の適用① 

平成 18 年 12 月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合する構造

とすることができる。（適用関係告示第 54 条第 1項及び第 2項関係） 

7-102-5-1 装備要件 

（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、速度計を

備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機の回転計をもって速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条

第 1項関係） 

（2）自動車（軽自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、

走行距離計を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機運転時間計をもって走行距離計に代えることができる。（保安基準

第 46 条第 2項関係） 

7-102-5-2 性能要件 

速度計は、次の各号の基準に適合するものであること。 

（1）（略） 

（2）速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差のないものでな

ければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速

度計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示

した時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基

準に適合しないものは、速度計の指度の基準に適合しないものとする。 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものである

こと。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が 31.0km/h 以上

44.4km/h 以下の範囲にあるもの 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有
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が 29.1km/h 以上 44.4km/h 以下の範囲にあるもの 

 

② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものである

こと。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、

計測した速度が次式に適合するものであること。 

 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、計測した速度

が次式に適合するものであること。 

（略） 

（3）（略） 

7-102-6 従前規定の適用② 

平成 20 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、7-102-1（2）中の「自動車

（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には」を「自動車（軽自動

車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には」に読み替えて適用

するものとする。（適用関係告示第 54 条第 3項関係） 

7-102-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 54 条第 4 項） 

①～②（略） 

7-102-7-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、走行距離

計を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機運転時間計を

もって走行距離計に代えることができる。 

7-102-7-2（略） 

 

する軽自動車にあっては、計測した速度が 29.1km/h 以上 44.4km/h 以下の範

囲にあるもの 

② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものである

こと。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するもの

であること。 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するものであること。 

（略） 

（3）（略） 

7-102-6 従前規定の適用② 

平成 20 年 9月 30 日以前に製作された自動車については、7-102-1（2）に規定する「カ

タピラ及びそりを有する軽自動車」を「軽自動車」に読み替えて適用するものとする。

（適用関係告示第 54 条第 3 項関係） 

 

7-102-7 従前規定の適用③ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 54 条第 4 項） 

①～②（略） 

7-102-7-1 装備要件 

（1）（略） 

（2）自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被

牽引自動車を除く。）には、走行距離計を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機運転時間計をもって走行距離計に代えることができる。 

7-102-7-2（略） 

 

7-103 消火器 

7-103-1（略） 

7-103-2 性能要件（視認等による審査） 

7-103-1 に掲げる自動車に備える消火器は、運送物品等の消火に適応することができ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして、消火剤の種類及び充填量、構造、取付位置等

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 47 条第 2 項関係、細目告示第 71 条第 2 項関係、細目告

示第 149 条第 2項関係） 

① 7-103-1①から⑤までに掲げる自動車に備える消火器は、次表において対象運送

物品の消火に適応するものとされるものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び軽自動車にあっては、当該適応消火

7-103 消火器 

7-103-1（略） 

7-103-2 性能要件（視認等による審査） 

7-103-1 に掲げる自動車に備える消火器は、運送物品等の消火に適応することができ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして、消火剤の種類及び充填量、構造、取付位置等

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 47 条第 2 項関係、細目告示第 71 条第 2 項関係、細目告

示第 149 条第 2項関係） 

① 7-103-1①から⑤までに掲げる自動車に備える消火器は、次表において対象運送

物品の消火に適応するものとされるものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、軽自動車又は小型特殊自動車にあって
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器の充填量を②アからオまでに掲げる量とすることができる。 

②～④（略） 

7-103-3～7-103-6（略） 

 

は、当該適応消火器の充填量を②アからオまでに掲げる量とすることができる。 

②～④（略） 

7-103-3～7-103-6（略） 

 

7-104～7-113（略） 

 

7-104～7-113（略） 

 

7-114 乗車定員 

7-114-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の乗車定員は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防止

できる範囲内において乗車することができるものとして、次の基準に基づき算出され

る人員のうち最大のものとする。 

ただし、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車にあっては乗車定員なしとする。（保安

基準第 53 条第 1項関係、細目告示第 81 条第 1項関係、細目告示第 159 条第 1項関係）

 

①～⑥（略） 

（2）（略） 

7-114-2～7-114-4（略） 

7-114-5 従前規定の適用 

平成 18年 12月 31日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 11人以上の自

動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 61 条の 2第

1項関係） 

7-114-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の乗車定員は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防止

できる範囲内において乗車することができるものとして、次の基準に基づき算出され

る人員のうち最大のものとする。 

ただし、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車にあっては乗車定員なしとする。 

 

①～⑤（略） 

（2）（略） 

 

7-114 乗車定員 

7-114-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の乗車定員は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防止

できる範囲内において乗車することができるものとして、次の基準に基づき算出され

る人員のうち最大のものとする。 

ただし、二輪の軽自動車（側車付二輪自動車を除く。）にあっては乗車定員 2 人以

下、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車にあっては乗車定員なしとする。（保安基準第

53 条第 1項関係、細目告示第 81 条第 1項関係、細目告示第 159 条第 1項関係） 

①～⑥（略） 

（2）（略） 

7-114-2～7-114-4（略） 

7-114-5 従前規定の適用 

平成 18年 12 月 31日以前に製作された専ら乗用の用に供する乗車定員 11人以上の自

動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 61 条の 2第

1項関係） 

7-114-5-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の乗車定員は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防止

できる範囲内において乗車することができるものとして、次の基準に基づき算出され

る人員のうち最大のものとする。 

ただし、二輪の軽自動車（側車付二輪自動車を除く。）にあっては乗車定員 2 人以

下、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車にあっては乗車定員なしとする。 

①～⑤（略） 

（2）（略） 

 

7-115 最大積載量 

（1）（略） 

（2）最大積載量の算定については、次により行うものとする。（細目告示第 81 条第 2 項

第 1号関係、細目告示第 159 条第 2項第 1 号関係） 

①（略） 

② 乗用自動車又は乗合自動車から貨物自動車に用途の変更を行う場合の最大積

載量の算定（特種用途自動車に最大積載量を指定する場合を含む。）については、

①アによるほか、次により行うものとする。 

ア 指定自動車等のうち、諸元表により車両総重量及び軸重の許容限度が明確

な自動車にあっては、当該許容限度を超えない範囲内で指定する。 

7-115 最大積載量 

（1）（略） 

（2）最大積載量の算定については、次により行うものとする。（細目告示第 81 条第 2 項

第 1号関係、細目告示第 159 条第 2項第 1 号関係） 

①（略） 

② 乗用自動車又は乗合自動車から貨物自動車に用途の変更を行う場合の最大積

載量の算定（特種用途自動車に最大積載量を指定する場合を含む。）については、

①アによるほか、次により行うものとする。 

ア 指定自動車等のうち、諸元表等により車両総重量及び軸重の許容限度が明

確な自動車にあっては、当該許容限度を超えない範囲内で指定する。 
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イ～オ（略） 

③～④（略） 

（3）～（10）（略） 

（11）5-3-10（6）及び（7）の牽引重量は、次の算式により算出するものとする。 

（算式）（略） 

 

イ～オ（略） 

③～④（略） 

（3）～（10）（略） 

（11）5-3-9（6）及び（7）の牽引重量は、次の算式により算出するものとする。 

（算式）（略） 

 

7-116（略） 

 

7-116（略） 

 

第 8 章 新規検査、予備検査、継続検査又は構造等変更検査（改造等による変更のない使

用過程車） 

8-1 適用 

この章の規定は、7-1（2）の規定を適用して審査を行う場合に適用する。 

 

 

 

（削除） 

 

第 8 章 継続検査及び構造等変更検査等（使用の過程にある自動車） 

 

8-1 適用 

（1）この章の規定は、法第 62 条第 1 項の規定による継続検査、法第 67 条第 3 項の規定

による構造等変更検査及び法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は

法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備

検査に係る審査を行う場合に適用する。 

（2）次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる部分について、（1）の規定にかかわ

らず、第 7章の規定を適用する。 

① 法第 67 条第 3項の規定による構造等変更検査を行う場合 

法第 67 条第 3 項に規定する事由に該当する変更により構造、装置又は性

能が第 7章の規定に適合していないおそれがあると認められる部分 

② 自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに類する行

為により構造、装置又は性能に係る変更が行われていると認められる場合（①に

掲げる場合を除く。） 

当該変更に係る部分 

 

8-2 長さ、幅及び高さ 

［審査事項なし］ 

 

8-2 長さ、幅及び高さ 

8-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車は、次に定める状態で巻尺等その他適切な方法により審査したときに、長さ

（セミトレーラにあっては、連結装置中心から当該セミトレーラの後端までの水平距

離）12m（セミトレーラのうち自動車検査証備考欄に「保安基準第 2 条及び第 4 条の

告示で定めるものに適合」と記載されているものにあっては、13m）、幅 2.5m、高さ

3.8m を超えてはならない。（保安基準第 2 条第 1 項関係、細目告示第 162 条第 1 項及

び第 3項関係） 

① 空車状態（細目告示第 162 条第 1項第 1号） 

② はしご自動車のはしご、架線修理自動車のやぐらその他走行中に格納されてい

るものについては、これらの装置を格納した状態（細目告示第 162 条第 1 項第 2

号） 

③ 折畳式のほろ、工作自動車の起重機その他走行中に種々の状態で使用されるも

のについては、走行中使用される全ての状態。 

ただし、外開き式の窓及び換気装置については、これらの装置を閉鎖した状態
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とし、また、故障した自動車を吊り上げて牽引するための装置（格納できるもの

に限る。）については、この装置を格納した状態とする。（細目告示第 162 条第 1

項第 3号） 

④ 車体外に取付けられた後写鏡、後方等確認装置、8-100 に規定する鏡その他の

装置及びたわみ式アンテナについては、これらの装置を取外した状態。 

この場合において、車体外に取付けられた後写鏡、後方等確認装置及び 8-100

に規定する鏡その他の装置は、当該装置に取付けられた灯火器及び反射器を含む

ものとする（細目告示第 162 条第 1項第 4 号） 

⑤ 直進姿勢にある状態（細目告示第 162 条第 2項関係） 

（2）自動車の長さ、幅及び高さは、（1）の状態の自動車を基準面に置き、巻尺等を用い

て次に掲げる寸法を測定した値（単位は cm とし、1cm 未満は切り捨てるものとする。）

とする。（細目告示第 162 条第 2項関係） 

① 長さについては、自動車の最も前方及び後方の部分を基準面に投影した場合に

おいて、車両中心線に平行な方向の距離 

② 幅については、自動車の最も側方にある部分〔大型特殊自動車又は小型特殊自

動車以外の自動車に備えられる回転するタイヤ、ディスクホイール及びこれに付

随して回転する部分並びに 8-87 に規定される装置のうち自動車の両側面に備え

る方向指示器（大型貨物自動車等の両側面の中央部に備えるものを除く。）を除

く。〕を基準面に投影した場合において、車両中心線と直交する直線に平行な方

向の距離 

③ 高さについては、自動車の最も高い部分と基準面との距離 

（3）外開き式の窓及び換気装置、後写鏡、後方等確認装置並びに 8-100 に規定する鏡そ

の他の装置は、次に定める状態で測定した場合において、その自動車の最外側から

250mm 以上、その自動車の高さから 300mm 以上突出していてはならない。 

ただし、その自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する牽引自動車の後写鏡及び

後方等確認装置に限り、被牽引自動車の最外側から250mmまで突出することができる。

（保安基準第 2条第 2項関係、細目告示第 162 条第 4項関係） 

① 外開き式の窓及び換気装置にあっては、開放した状態 

② 後写鏡、後方等確認装置及び 8-100 に規定する鏡その他の装置にあっては、取

付けられた状態 

8-2-2 欠番 

8-2-3 欠番 

8-2-4 適用関係の整理 

7-2-4 の規定を適用する。 

 

8-3 最低地上高 

［審査事項なし］ 

 

8-3 最低地上高 

8-3-1 テスタ等による審査 

自動車の最低地上高は、巻尺等その他適切な方法により審査したときに、自動車の接

地部以外の部分が、安全な運行を確保できるように地面との間に適当な間げきを有する

ものでなければならない。 
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この場合において、地上高が次のいずれかに該当するものはこの基準に適合するもの

とする。（保安基準第 3条関係、細目告示第 163 条関係） 

① 指定自動車等と同一と認められる自動車 

② 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪の自動車を除く。）

であって車両総重量が 2.8t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員

11 人以上の自動車、二輪の自動車を除く。）であって車両総重量が 2.8t を超えるも

の及び軽自動車（二輪の自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）で

あって、最低地上高が低くなるような改造がされた自動車については、アの測定条

件で測定した場合において、測定値がイの基準を満たす自動車 

ア 測定条件 

地上高は、次の方法により求めるものとする。 

（ｱ）測定する自動車は、空車状態とする。 

（ｲ）測定する自動車のタイヤの空気圧は、規定された値とする。 

（ｳ）車高調整装置が装着されている自動車にあっては、標準（中立）の位

置とする。 

ただし、車高を任意の位置に保持することができる車高調整装置にあ

っては、車高が最低となる位置と車高が最高となる位置の中間の位置と

する。 

（ｴ）測定する自動車を舗装された平面に置き、地上高を巻尺等を用いて測

定する。 

（ｵ）測定値は、1cm 未満は切り捨て、cm 単位とする。 

イ 測定値の判定 

アにより求めた地上高は、（ｱ）から（ｳ）の基準をそれぞれ満足しているこ

と。 

ただし、自動車の接地部以外の部分と路面等が接触等した場合に、自動車の

構造及び保安上重要な装置が接触等の衝撃に十分耐える構造のもの、又は自動

車の構造及び保安上重要な装置を保護するための機能を有するアンダーカバ

ー等が装着されている構造のものにあっては、当該部位の地上高は次の（ｱ）

及び（ｲ）の基準を満足していればよいものとする。 

また、判定値は、1cm 未満は切り捨て、cm 単位とする。 

この場合において、上記ただし書の「衝撃に十分耐える構造」及び「アンダ

ーカバー等が装着されている構造」の自動車における当該構造を有する部位の

地上高にあっては、（ｱ）の数値は 5cm 以上と読み替えて適用する。 

なお、地上高を測定する際は、次に掲げる自動車の部分を除くものとする。 

a タイヤと連動して上下するブレーキ・ドラムの下端、緩衝装置のうち

のロア・アーム等の下端 

b 自由度を有するゴム製の部品 

c マッド・ガード、エアダム・スカート、エア・カット・フラップ等で

あって樹脂製のもの 

（ｱ）自動車の地上高（全面）は、9cm 以上であること。 
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（ｲ）軸距間に位置する自動車の地上高は、次式により得られた値以上である

こと。 

H ൌ Wb・1/2・ sin 2° 20ᇱ ൅ 4 
（ｳ）前輪より自動車の前方又は後輪より自動車の後方に位置する自動車の地

上高は、次式により得られた値以上であること。 

H ൌ Ob・ sin 6°20′ ൅ 2 
ただし、各記号の意味は次のとおりとする。 

H
Wb
	
	
Ob

：自動車の地上高（cm） 

：軸距（cm）多軸を有する自動車にあっては、隣接軸距のうち

最大のものとする。 

：前軸（多軸を有する自動車にあっては、一番前方にある軸）

から自動車の前方の地上高を測定しようとする位置と前軸の

中心線との距離又は後軸（多軸を有する自動車にあっては、一

番後方にある軸）から後方の地上高を測定しようとする位置と

後軸の中心線との距離（cm） 

なお、三角関数正弦の数値は、次の値を用いるものとする。 

sin 2°20′ ൌ 0.04 
sin 6°20ᇱ ൌ 0.11 

 

8-4 車両総重量 

［審査事項なし］ 

 

8-4 車両総重量 

8-4-1 テスタ等による審査 

（1）自動車の車両総重量は、重量計等その他適切な方法により審査したときに、次表の

左欄に掲げる自動車の種別に応じ、同表の右欄に掲げる重量を超えてはならない。（保

安基準第 4条関係、細目告示第 163 条の 2関係） 

自動車の種別 
車両総重量（t） 

 最遠軸距（m） 

①セミトレーラ以外の自動車 5.5 未満 20 

5.5 以上 7未満 22（長さが 9m 未満の自

動車にあっては、20） 

7 以上 25（長さが 9m 未満の自

動車にあっては 20、長

さが 9m 以上 11m 未満の

自動車にあっては 22） 

②セミトレーラ（③に掲げるもの

を除く。） 

5 未満 20 

5 以上 7未満 22 

7 以上 8未満 24 

8 以上 9.5 未満 26 

9.5 以上 28 

③セミトレーラのうち自動車検査 － 36 
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証備考欄に「保安基準第 2 条及

び第 4 条の告示で定めるものに

適合」と記載されているもの 

  

8-5 軸重等 

［審査事項なし］ 

 

8-5 軸重等 

8-5-1 テスタ等による審査 

（1）自動車の軸重は、重量計等その他適切な方法により審査したときに、10t（牽引自動

車のうち自動車検査証備考欄に「保安基準第 4条の 2 の告示で定めるものに適合」と

記載されているものの後軸にあっては、11.5t）を超えてはならない。（保安基準第 4

条の 2第 1項関係、細目告示第 163 条の 3関係） 

（2）隣り合う車軸にかかる荷重の和は、その軸距が 1.8m 未満である場合にあっては 18t

（その軸距が 1.3m 以上であり、かつ、1 の車軸にかかる荷重が 9.5t 以下である場合

にあっては、19t）、1.8m 以上である場合にあっては 20t を超えてはならない。（保安

基準第 4条の 2第 2項関係） 

（3）自動車の輪荷重は、5t（牽引自動車のうち自動車検査証備考欄に「保安基準第 4 条

の 2 の告示で定めるものに適合」と記載されているものの後輪にあっては、5.75t）

を超えてはならない。 

ただし、専ら路面の締め固め作業の用に供することを目的とする自動車の車輪のう

ち、当該目的に適合した構造を有し、かつ、接地部が平滑なもの（当該車輪の中心を

含む鉛直面上に他の車輪の中心がないものに限る。）の輪荷重にあっては、この限り

でない。（保安基準第 4条の 2第 3項関係、細目告示第 163 条の 3関係） 

（4）空車状態の自動車の軸重は、重量計等を用いて各軸ごとに計測し又は算出した値

（10kg 未満は切り捨てるものとする。）とし、輪荷重は軸重をその軸にかかわる輪数

で除した値とする。 

この場合において、連結部移動装置付牽引自動車にあっては、最大の第五輪荷重が

算定される連結部の位置において計測するものとし、車軸自動昇降装置付き自動車に

あっては、上昇している車軸を強制的に下降させた状態の軸重についても計測するも

のとする。 

なお、燃料について全量を搭載していない場合には、計算により算出した不足相当

分の重量を各軸に配分して加算すること。 

（5）積車状態の自動車の軸重及び輪荷重は、次により算出した値とする。 

① 積載物品又は乗車人員による荷重の作用位置については、次の例による。 

ア 普通型荷台にあっては荷台床面の中心 

イ 船底型荷台にあっては物品積載装置の容積中心 

ウ コンクリート・ミキサーにあっては積載することのできる最大量を積載し

た場合の当該積載物品の体積中心 

エ タンクを有する物品積載装置にあっては積載することができる最大量を

積載した場合の当該積載物品の体積中心 

オ トラクタの第五輪荷重にあっては連結部の中心 

カ コンテナ専用車であって、一対のコンテナ緊締装置を備えたものにあって
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は、コンテナ緊締装置の作用中心位置。 

ただし、1 個のコンテナを前部及び後部に備えた緊締装置で緊締する方式

にあっては、前後の緊締装置の中心位置。二対以上のコンテナ緊締装置を備

えたものにあっては、次に示す後車軸からの水平距離の位置。 

（二対の場合） 

a ൌ
Aଵaଵ ൅ Aଶaଶ
Aଵ ൅ Aଶ

 

ただし 

A1 ：隣り合う二対のコンテナ緊締装置に囲まれた物品積載装

置床面のうち後方の部分の面積 
A2 ：隣り合う二対のコンテナ緊締装置に囲まれた物品積載装

置床面のうち前方の部分の面積 
a1 ：隣り合う二対のコンテナ緊締装置に囲まれた物品積載装

置床面のうち後方の部分の面積中心から後車軸までの車

両中心線に平行な水平距離 

a2 ：隣り合う二対のコンテナ緊締装置に囲まれた物品積載装

置床面のうち前方の部分の面積中心から後車軸までの車

両中心線に平行な水平距離 
a ：後車軸からの水平距離 

（参考例）（略） 

キ 脱着装置付コンテナ専用車の物品積載装置にあっては、物品積載装置床面

の中心。 

ただし、脱着装置用コンテナを物品積載装置に積載した状態の荷重作用中

心位置が製作者等の設計上明確に定められ、かつ、物品積載装置に明確にラ

ベル等でその位置が示されているものにあっては、その位置とすることがで

きる。 

ク 低床式トレーラの荷台のうち、連結装置又は後車輪の上部の荷台床面（明

らかに物品積載装置と認められるものに限る。）の幅が低床式荷台の床面の

幅の 3分の 2 以上ある場合にあっては、当該床面を低床式荷台の床面と等幅

とみなした場合の床面の中心 

ケ 2 階式荷台にあっては、次の算式により算出した後車軸からの車両中心線

に平行な水平距離の位置 

（算式） 

a ൌ
Aaଵ ൅ Baଶ
A ൅ B  

ただし 

A ：1 階の荷台床面の面積 
B ：2階の荷台床面の面積 

a1 ：1階の荷台床面の面積中心から後車軸までの水平距離 

a2 ：2階の荷台床面の面積中心から後車軸までの水平距離 
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a ：後車軸からの水平距離 

コ 前向座席にあっては座席前縁から水平距離 20cm の位置 

サ 横向座席にあっては座席幅の中心 

シ 前後の座席間隔がほぼ同一の前向座席にあっては、最前部の座席前縁から

最後部の座席後端（最後部座席に背あてを有する場合は背あての前面）まで

に対応する床面の中心 

ス 立席にあっては、立席を設けることができる床面の面積中心 

② 軸重は、次の例により算出した値（整数位までとし、末尾を 2 捨 3入又は 7 捨

8入により 0又は 5とする。）とする。 

ただし、幼児専用車の軸重にあっては整数位とする。 

（例 1）（前軸及び後軸がそれぞれ 1軸を有する自動車の場合） 

（参考図）（略） 

Wf ൌ wf ൅
aଵpଵ ൅ aଶpଶ ൅ aଷpଷ ൅ ･･･････a୬p୬

L 	
Wr ൌ WെWf 

ただし 

W ：車両総重量 

Wf ：積車状態の前軸重 
Wr ：積車状態の後軸重 

wf ：空車状態の前軸重 

p1,p2,p3･･･pn ：積載物品又は乗車人員による荷重（幼児

専用車における幼児一人の荷重は
ହହ
ଵ.ହ
kgとす

る。） 

a1,a2,a3･･･an ：荷重 p1、p2、p3･･･pnの作用位置から後車

軸までの水平距離（荷重の作用位置が、後

車軸に対して前車軸と反対の方向にある場

合は負の値をとる。） 

L ：軸距（直進姿勢にある空車状態の自動車を平坦な

面に置いたときの車両中心線上の前後車軸（3 軸車

等一方の車軸が複軸の場合には、他の一方の車軸と

複軸の中心）間の水平距離） 

（例 2）（各軸独立支持の 3 軸を有する自動車の場合） 

ア （前前軸と前後軸の距離が前後軸と後軸の距離より短い自動車） 

（参考図）（略） 

Wf ൌ wf ൅
ι/2ሺwff െ wfrሻ

L ൅ Pf	
Wr ൌ WെWf	

Pf ൌ
aଵpଵ ൅ aଶpଶ ൅ aଷpଷ ൅ ･･････a୬p୬

L  

ただし 
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W ：車両総重量 

Wf ：積車状態における前 2軸軸重合計 
Wr ：積車状態における後軸重 

wf ：空車状態における前 2軸軸重合計 
wff ：空車状態における前前軸重 

wfr ：空車状態における前後軸重 
wr ：空車状態における後軸重 
l ：空車状態における前 2軸間の水平距離 
L ：前 2軸間の中心と後軸間の水平距離 

p1,p2,p3･･･pn ：積載物品又は乗車人員による荷重 

a1,a2,a3･･･an ：荷重 p1、p2、p3･･･pnの作用位置か

ら後軸までの水平距離 

イ （前記以外の自動車） 

（参考図）（略） 

Wf ൌ Wᇱf ൅ Aଵ ൈ ∆W൅ Bଵ ൈ ∆M	
Wm ൌ Wᇱm ൅ Aଶ ൈ ∆W൅ Bଶ ൈ ∆M	
Wr ൌ WെWf െWm	
ここに ∆W ൌ wെw′ 

∆M ൌ ሺwf െ wᇱfሻι൅ ሺwm െwᇱmሻιଶ ൅ ሺaଵ െ aᇱଵሻpଵ ൅ ሺaଶ െ aᇱଶሻpଶ ൅ ･････ ൅ ሺa୬ െ aᇱ୬ሻp୬ 
ただし 

W ：車両総重量 
Wf ：積車状態の前軸重 

Wm ：積車状態の中軸重 
Wr ：積車状態の後軸重 

w ：車両重量 
wf ：空車状態の前軸重 

wm ：空車状態の中軸重 

p1,p2,p3･･･pn ：積載物品又は乗車人員による荷重 

a1,a2,a3･･･an ：荷重 p1、p2、･･･pnの作用位置から

後軸中心までの水平距離 
l ：前軸中心より後軸中心までの水平距離 
l2 ：中軸中心より後軸中心までの水平距離 
W’f ：標準車の積載物品又は乗車人員による荷重

を p1、p2、･･･pnとしたときの前軸重 
W’m ：標準車の積載物品又は乗車人員による荷重

を p1、p2、･･･pnとしたときの中軸重 
w’ ：標準車の車両重量 

w’f ：標準車の空車状態の前軸重 
w’m ：標準車の空車状態の中軸重 

a’1,a’2･･･a’n ：標準車の積載物品又は乗車人員によ
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る荷重の作用位置から後軸中心まで

の水平距離 
A1,B1,A2,B2 ：懸架装置及び車軸配置による定数と

し次式で算出されたものとする。 

Aଵ ൌ
െιଵιଶKr

ιଶଶKf ൅ ιଶKm ൅ ιଵଶKr
 

Bଵ ൌ
ιKm൅ιଵKr

ιଶଶKf ൅ ιଶKm ൅ ιଵଶKr
 

Aଶ ൌ
ιଵιKr

ιଶଶKf ൅ ιଶKm ൅ ιଵଶKr
 

Bଶ ൌ
ιଶKf െ ιଵKr

ιଶଶKf ൅ ιଶKm ൅ ιଵଶKr
 

ただし 
l1 ：前軸中心より中軸中心までの水平距離 

Kf、Km、Kr ：前軸、中軸、後軸それぞれのタイヤ

を含む懸架系の荷重当り撓み定数 

ウ 車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、上昇している車軸を強制的

に下降させた状態においてア及びイに準じて算出するものとする。 

（例 3）（トラニオン・シャフトを有する自動車の場合） 

（参考図）（略） 
Wf ൌ wf ൅ pf	

Wrଵ ൌ wrଵ ൅ ሺp െ pfሻ
ι/2 ൅ k

ι
	

Wrଶ ൌ Wെ ሺWf ൅Wrଵሻ	

pf ൌ
ሺaଵ െ kሻpଵ ൅ ሺaଶ െ kሻpଶ ൅ ･････ ൅ ሺa୬ െ kሻp୬

L െ k 	

p ൌ pଵ ൅ pଶ ൅ pଷ ൅ ･････p୬ 
ただし 

W ：車両総重量 
Wf ：積車状態における前軸重 

Wr1 ：積車状態における後前軸重 
Wr2 ：積車状態における後後軸重 

wr1 ：空車状態における後前軸重 
wf ：空車状態における前軸重 

p1,p2,p3･･･pn ：積載物品又は乗車人員による荷重 

a1,a2,a3･･･an ：荷重 p1、p2、･･･pn の作用点から複軸の

中心までの水平距離 
k ：トラニオン・シャフトから複軸中心までの水平距

離（トラニオン・シャフトが複軸中心に対して前車

軸と反対方向にある場合は負の値をとる。） 
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l ：複軸間の水平距離 

③ 輪荷重は、②により算出した軸重をその軸にかかわる輪数で除した値とする。 

（6）車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、車軸が上昇している状態において積載し

得る重量を搭載した際、その軸重及び輪荷重は、許容限度、タイヤの負荷能力等を満

足していることを確認するものとする。 

8-5-2 欠番 

8-5-3 欠番 

8-5-4 適用関係の整理 

7-5-4 の規定を適用する。 

 

8-6 安定性 

［審査事項なし］ 

 

8-6 安定性 

8-6-1 テスタ等による審査 

（1）自動車は、安定した走行を確保できるものとして、安定性に関し、視認その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合しなければならない。（保安基準第 5

条関係、細目告示第 8条関係、細目告示第 86 条関係） 

① 空車状態及び積車状態におけるかじ取車輪の接地部にかかる荷重の総和が、そ

れぞれ車両重量及び車両総重量の 20％（三輪自動車にあっては 18％）以上であ

ること。 

ただし、側車付二輪自動車にあっては、この限りでない。 

② 牽引自動車にあっては、被牽引自動車を連結した状態においても、①の基準に

適合すること。 

③ 側車付二輪自動車にあっては、空車状態及び積車状態における側車の車輪（駆

動輪を除く。）の接地部にかかる荷重が、それぞれ車両重量及び車両総重量の 35％

以下であること。 

④ 空車状態において、自動車（二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）を左側及

び右側に、それぞれ 35°（側車付二輪自動車にあっては 25°、最高速度 20km/h

未満の自動車、車両総重量が車両重量の 1.2 倍以下の自動車又は積車状態におけ

る車両の重心の高さが空車状態における車両の重心の高さ以下の自動車にあっ

ては 30°）まで傾けた場合に転覆しないこと。 

この場合において、「左側及び右側に傾ける」とは、自動車の中心線に直角に

左又は右に傾けることではなく、実際の転覆のおこる外側の前後車輪の接地点を

結んだ線を軸として、その側に傾けることをいう。 

⑤ 被牽引自動車（ポール･トレーラを除く。）にあっては、空車状態の牽引自動車

と連結した状態において、④の基準に適合すること。 

⑥ ポール･トレーラにあっては、空車状態において左右最外側の車輪の接地面の

中心の間隔が荷台床面の地面からの高さの 1.3 倍以上であること。 

（2）積車状態における側車付二輪自動車の側車輪の接地部にかかる荷重は、次の例によ

り算出した値とする。 

（参考図）（略） 

（算式） 
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W ൌ w൅ a･p/T 
ただし、 
W	 ：積車状態における側車輪の接地部にかかる荷重 

w	 ：空車状態における側車輪の接地部にかかる荷重 
p	 ：積載物品又は乗車人員による荷重（側車における物品積載装置又

は乗車装置の幅の中心に集中荷重として作用するものとする。） 
a	 ：車両中心線から、荷重 p の作用位置までの最短水平距離 

T	 ：輪距（側車付二輪自動車を平坦な面に置いたときの、車両中心線

から側車輪のタイヤ接地部中心点までの最短水平距離。なお、三輪

以上の自動車にあっては、直進姿勢にある空車状態の自動車を平坦

な面に置いたときの前車輪又は後車輪のそれぞれの左右のタイヤ接

地部中心点間の水平距離を車両中心線に直角に測った長さとする。） 

  

8-7 最小回転半径 

［審査事項なし］ 

 

8-7 最小回転半径 

8-7-1 テスタ等による審査 

（1）自動車の最小回転半径は、巻尺等その他適切な方法により審査したときに、最外側

のわだちについて 12m 以下でなければならない。（保安基準第 6条第 1項関係） 

（2）牽引自動車及び被牽引自動車にあっては、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状

態において、（1）の基準に適合しなければならない。（保安基準第 6条第 2項関係） 

（3）最小回転半径は、次により計測又は算出した値（単位は m とし、小数第 1 位（小数

第 2位切り捨て）までとする。）とする。 

この場合において、車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、車軸が上昇している

状態及び上昇している車軸を強制的に下降させた状態で次により計測又は算出した

値とする。 

ただし、牽引自動車と被牽引自動車を連結した状態において算出する場合にあって

は、その他適切な方法により算出した値とすることができる。 

① かじ取装置を右又は左に最大に操作して低速で旋回させた場合の外側タイヤ

の接地部中心の軌跡の最大半径 

ただし、最外側輪が鉄輪等の場合にあっては、最も外側の鉄輪等の外側の軌跡

とする。 

② ターニングラジアス・ゲージを用いる場合にあっては、空車状態においてかじ

取車輪を右又は左に最大に操作した場合のかじ取角度から次式により算出した

値 

ア かじ取車輪が 1軸の自動車 

（算式） 

R ൌ

L
sin α ൅ ඨLଶ ൅ ൬ L

tan β ൅ Tf൰
ଶ

2  

ただし 
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R ：最小回転半径 

L ：軸距 
Tf ：かじ取車輪の輪距 

α ：外側車輪のかじ取角度 
β ：内側車輪のかじ取角度 

（参考図）（略） 

イ 全輪がかじ取車輪の自動車 

（算式） 

R ൌ

FL
sin αଵ

൅ ඨFLଶ ൅ ൬ FL
tan βଵ

൅ Tf൰
ଶ

2  

ただし 

FL ൌ
L

tan ሺαଵ ൅ βଵሻ
2 ൅ tan ሺαଶ ൅ βଶሻ

2

ൈ tan
ሺαଵ ൅ βଵሻ

2  

また、後輪が逆相の場合は tan（α2＋β2）／2 は正符号と、後

輪が同相の場合は tan（α2＋β2）／2は負符号となる。 

ただし 
R ：最小回転半径 

L ：軸距 
FL ：計算上の軸距 

Tf、Tr ：かじ取車輪の輪距 
α1 ：前軸外側車輪のかじ取角度 

β1 ：前軸内側車輪のかじ取角度 
α2 ：後軸外側車輪のかじ取角度 

β2 ：後軸内側車輪のかじ取角度 

（参考図）（略） 

ウ 前 2軸がかじ取車輪の自動車 

（算式） 

R ൌ
Rଵ ൅ Rଶ ൅ Rଷ ൅ Rସ

4  

ただし 

Rଵ ൌ
Lଵ

sin αଵ
 

Rଶ ൌ ඨLଵଶ ൅ ൬
Lଵ

tan βଵ
൅ Tfଵ൰

ଶ
 

Rଷ ൌ ඨLଵଶ ൅ ൬
Lଶ

tan αଶ
൅
Tfଵ െ Tfଶ

2 ൰
ଶ
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Rସ ൌ ඨLଵଶ ൅ ൬
Lଶ

tan βଶ
൅
Tfଵ ൅ Tfଶ

2 ൰
ଶ

 

ただし 

R ：最小回転半径 
R1 ：前前軸外側車輪の最小回転半径 

R2 ：前前軸内側車輪の最小回転半径 
R3 ：前後軸外側車輪の最小回転半径 

R4 ：前後軸内側車輪の最小回転半径 
L1 ：前前軸と後軸の軸距 

L2 ：前後軸と後軸の軸距 
Tf1 ：前前軸のかじ取車輪の輪距 

Tf2 ：前後軸のかじ取車輪の輪距 
α1 ：前前軸外側車輪のかじ取角度 

β1 ：前前軸内側車輪のかじ取角度 
α2 ：前後軸外側車輪のかじ取角度 

β2 ：前後軸内側車輪のかじ取角度 

（参考図）（略） 

③ ターニングラジアス・ゲージを用いてかじ取角度を測定することができないか

じ取装置を有する自動車にあっては、次式により算出した値 

ア 車台が屈折して走行する自動車 

（算式） 

Rଵ ൌ
Lଶ ൅ Lଵ cos α

sin α ൅
Tf
2  

Rଶ ൌ
Lଵ ൅ Lଶ cos α

sin α ൅
Tr
2  

ただし 

R1 ：前輪の最小回転半径 
R2 ：後輪の最小回転半径 

L1 ：直進姿勢にある自動車を平坦な面に置いたときの車

両中心線上の前軸から屈折部までの水平距離 

L2 ：直進姿勢にある自動車を平坦な面に置いたときの車

両中心線上の屈折部から後軸までの水平距離 

Tf ：前軸外側車輪の輪距 

Tr ：後軸外側車輪の輪距 
α ：かじ取装置を右又は左に最大に操作した場合の前軸

と後軸の延長線が交わってなす角度 

（参考図）（略） 

イ かじ取車輪が鉄輪の自動車 

（算式） 
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R ൌ
L

sin α ൅
B
2 

ただし 

R ：最小回転半径 
L ：軸距 

B ：かじ取車輪の幅 
α ：かじ取装置を右又は左に最大に操作した場合のかじ

取車輪のかじ取角度 

（参考図）（略） 

8-7-2 欠番 

8-7-3 欠番 

8-7-4 適用関係の整理 

7-7-4 の規定を適用する。 

 

8-8 接地部及び接地圧 

［審査事項なし］ 

 

8-8 接地部及び接地圧 

8-8-1 視認等による審査 

（1）自動車の走行装置の接地部及び接地圧は、道路を破損するおそれのないものとして、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合しなければならな

い。（保安基準第 7条関係、細目告示第 165 条関係） 

① 接地部は、道路を破損するおそれのないものであること。 

② ゴム履帯又は平滑履帯を装着したカタピラを有する自動車は、①の基準に適合

するものとする。 

③ 空気入ゴムタイヤ又は接地部の厚さ 25mm 以上の固形ゴムタイヤについては、

その接地圧は、タイヤの接地部の幅 1cm あたり 200kg を超えないこと。 

この場合において、「タイヤの接地部の幅」とは、実際に地面と接している部

分の最大幅をいう。 

④ カタピラについては、その接地圧は、カタピラの接地面積 1cm2あたり 3kg を超

えないこと。 

この場合において、カタピラの接地面積は、見かけ接地面積とし、次式により

算出した値（単位は cm2とし、整数位とする。）とする。 

（算式） 

A ൌ a･b 
ただし 

A：見かけの接地面積 

a：履帯の接地長 

b：履帯の接地幅 

（参考図）（略） 

⑤ ③及び④の接地部及びそり以外の接地部については、その接地圧は、接地部の

幅 1cm 当たり 100kg を超えないこと。 

⑥ 牽引自動車にあっては、被牽引自動車を連結した状態においても、③、④及び
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⑤の基準に適合すること。 

 

8-9 原動機及び動力伝達装置 

8-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機及び動力伝達装置は、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、運行に十分耐える構造及び性能を有するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 8条第 1 項関係、細目告示第 166 条第 1項関係） 

①～⑰（略） 

（削除） 

（削除） 

⑱（略） 

（2）速度制限装置を用いて最高速度を制限することにより、別添 8「連結車両の走行性能

の技術基準」を満たすこととなっている牽引自動車の速度制限装置について、速度計

試験機を用いること等により確認したときに、当該装置が正常に機能していない場合

は、（1）の基準を満足していないものとする。 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

8-9-2～8-9-3（略） 

8-9-4 適用関係の整理 

（1）～（2）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（3）次に掲げる自動車にあっては、8-9-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 4条第 4項、第 5項、第 6 項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供

する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自

動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

8-9-5～8-9-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-9-7 従前規定の適用③ 

8-9 原動機及び動力伝達装置 

8-9-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機及び動力伝達装置は、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、運行に十分耐える構造及び性能を有するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 8条第 1 項関係、細目告示第 166 条第 1項関係） 

①～⑰（略） 

⑱ 別添 7「自動車の走行性能の技術基準」の基準を満足しないもの 

⑲ 別添 8「連結車両の走行性能の技術基準」の基準を満足しないもの 

⑳（略） 

（2）速度制限装置を用いて最高速度を制限することにより、別添 8「連結車両の走行性能

の技術基準」を満たすこととなっている牽引自動車の速度制限装置について、速度計

試験機を用いること等により確認したときに、当該装置が正常に機能していない場合

は、（1）⑲の基準を満足していないものとする。 

（3）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型

特殊自動車を除く。）の原動機は、運転者席において始動できるものでなければなら

ない。（保安基準第 8条第 2 項） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車を除

く。）の加速装置は、運転者が操作を行わない場合に、当該装置の作動を自動的に解

除するための独立に作用する 2 個以上のばねその他の装置を備えなければならない。

（保安基準第 8条第 3項） 

8-9-2～8-9-3（略） 

8-9-4 適用関係の整理 

（1）～（2）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（3）次に掲げる自動車にあっては、8-9-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適

用関係告示第 4条第 4項、第 5項、第 6 項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以上の自動車であって車両総重量が 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供

する自動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自

動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型

特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

8-9-5～8-9-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-9-7 従前規定の適用③ 
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次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい（適用関係告示

第 4条第 4項、第 5項、第 6項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自

動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

8-9-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機及び動力伝達装置は、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、運行に十分耐える構造及び性能を有するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

①～⑰（略） 

（削除） 

（削除） 

（2）（略） 

（削除） 

（削除） 

 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい（適用関係告示

第 4条第 4項、第 5項、第 6項） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以上の自動車であって車両総重量 5t を超えるもの、貨物の運送の用に供する自

動車であって車両総重量が 12t を超えるもの、二輪自動車、側車付二輪自動車、三

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車

並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

8-9-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機及び動力伝達装置は、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、運行に十分耐える構造及び性能を有するものでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

①～⑰（略） 

⑱ 8-9-1（1）⑱に同じ。 

⑲ 8-9-1（1）⑲に同じ。 

（2）（略） 

（3）8-9-1（3）に同じ。 

（4）8-9-1（4）に同じ。 

 

8-10（略） 

 

8-10（略） 

 

8-11 走行装置 

8-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 9条第 1 項関係、細目告示第 167 条第 1項及び第 2項） 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、検査用ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが

混入しているもの 

③～⑧（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

8-11 走行装置 

8-11-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の走行装置（空気入ゴムタイヤを除く。）は、強度等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、堅ろうで、安全な運行を確保できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 9条第 1 項関係、細目告示第 167 条第 1項及び第 2項） 

①（略） 

② 複輪用ホイールを取付けているアウター・ナット及びインナー・ナットについ

て、点検ハンマによる打音を比較したときに、音色の明らかに異なるナットが混

入しているもの 

③～⑧（略） 

（2）軽合金製ディスクホイールであって、次に掲げるマークが鋳出し又は刻印により表

示されており、かつ、損傷がないものは、（1）の「堅ろう」であるものとする。 

① 専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）、二輪自動車、側車付二輪自動車又は車両総重量 3.5t

以下であり、かつ、最大積載量が 500kg 以下の普通自動車、小型自動車及び軽自

動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車
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（2）自動車の空気入ゴムタイヤは、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、

滑り止めに係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 9条第 2項関係） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付二輪自動車を除く。）である場合、細目告示別添 2「軽合金製ディスクホイール

の技術基準」に基づく JWL マーク 

② 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）又

は普通自動車、小型自動車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車、二輪自

動車及び側車付二輪自動車を除く。）である場合、細目告示別添 2「軽合金製ディ

スクホイールの技術基準」に基づく JWL-T マーク 

③ 自動車製作者を表すマーク（自動車製作者が当該自動車を製作する際に設定し

たホイールに限る。） 

④ 専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）又は車両総重量 4.54t 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動

車及び側車付二輪自動車を除く。）である場合、米国自動車技術協会が定める SAE

マーク（SAE J 2530 の鋳出し又は刻印等） 

⑤ 自動車製作者が当該自動車を製作する際に設定したホイールであり資料等に

より自動車製作者が付したことが明らかな記号等 

（3）自動車の空気入ゴムタイヤは、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、

滑り止めに係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 9条第 2項関係） 

① 空気入ゴムタイヤに加わる荷重は、タイヤの負荷能力以下であること。 

この場合において、次に掲げる値がタイヤの負荷能力以下であることを確認す

ること。（細目告示第 167 条第 4項第 1号関係） 

ア 積車状態における軸重を当該車軸に係る輪数で除した値 

イ 空車状態に乗車定員の人員が乗車した状態における軸重を当該車軸に係

る輪数で除した値 

② ①のタイヤの負荷能力は、次により算定した値とする。 

ア 当該タイヤに表示されたロードインデックスに応じ、別表 4「ロードイン

デックスに対応する負荷能力」の負荷能力欄に掲げる値とする。 

イ ロードインデックスが表示されていないタイヤにあっては、アの規定にか

かわらず、当分の間、一般社団法人日本自動車タイヤ協会の「日本自動車タ

イヤ協会規格」（JATMA YEAR BOOK）における「空気圧-負荷能力対応表」に

規定する最大負荷能力等のタイヤ製作者が指定する最大負荷能力とするこ

とができるものとする。 

ウ 大型特殊自動車であって、当該自動車の車両構造上の最高速度がタイヤの

速度記号に対応する最高速度又はタイヤ製作者が定める基準速度を上回っ

ているものにあっては、ア又はイの規定にかかわらず、ア又はイにより算定

した負荷能力に「日本自動車タイヤ協会規格」（JATMA YEAR BOOK）に定める

使用速度に応じた係数を乗じた値等のタイヤ製作者が定める値（端数処理の

方法については、タイヤ製作者が定める方法とする。）とする。 

エ 8-9-1（2）の速度制限装置又は 8-10 の速度抑制装置が備えられている自

動車等、当該自動車の車両構造上の最高速度がタイヤの速度記号に対応する
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①～③（略） 

④ 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用

に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のものに備えるタイヤ空気圧監視装置は、タイヤの空気圧が適正でない旨を

示す警報及び当該装置が正常に作動しないおそれがある旨を示す警報が適正に

作動するものであること。 

 

なお、視認等によりタイヤ空気圧監視装置が備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（細目告示第 167 条第 5項） 

（削除） 

 

 

 

8-11-2～8-11-4（略） 

 

最高速度又はタイヤ製作者が定める基準速度を下回っている自動車（専ら乗

用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満の自動車、車両総重量が

3.5t 以下の被牽引自動車及び二輪自動車、側車付二輪自動車を除く。）にあ

っては、次により算定することができるものとする。 

（ｱ）指定自動車等のうち、トラック、バス及びトレーラ用タイヤを装着

した自動車（大型特殊自動車を除く。）にあっては、アにより負荷能

力を算定するものに限り、アにより算定した負荷能力に別表 5「異な

る速度における負荷能力」のロードインデックスの変化欄に掲げる変

化率を乗じた値を加算した値（整数第 1 位（小数第 1 位四捨五入）を

二捨三入又は七捨八入により 0又は 5に丸める。）とする。 

（ｲ）指定自動車等のうち大型特殊自動車及び指定自動車等以外の自動車

にあっては、ア又はイにより算定した負荷能力に「日本自動車タイヤ

協会規格」（JATMA YEAR BOOK）に定める使用速度に応じた係数を乗じ

た値等のタイヤ製作者が定める値（端数処理の方法については、タイ

ヤ製作者が定める方法とする。）とする。 

オ 乗用車用タイヤを貨物自動車に装着した場合又はトラック、バス及びトレ

ーラ用タイヤを乗用自動車に装着した場合であっても、ア、イ及びエに掲げ

る方法により算定するものとする。 

③～⑤（略） 

⑥ 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、

カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車

定員 10 人未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のものに備えるタイヤ空気圧監視装置は、タイヤの空気圧が適正でない

旨を示す警報及び当該装置が正常に作動しないおそれがある旨を示す警報が適

正に作動するものであること。 

なお、視認等によりタイヤ空気圧監視装置が備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（細目告示第 167 条第 5項） 

（4）タイヤチェーン等は走行装置に確実に取付けることができ、かつ、安全な運行を確

保することができるものでなければならない。 

この場合において、タイヤに装着されていないタイヤチェーンについては、審査を

省略することができる。（保安基準第 9条第 3項関係） 

8-11-2～8-11-4（略） 

 

8-12 操縦装置 

8-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車の運転に際して操作を必要とす

る次に掲げる装置は、運転者が定位置において容易に識別でき、かつ、操作できるも

のとして、配置、識別表示等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

（2）の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 10 条関係） 

8-12 操縦装置 

8-12-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車並びに小型特殊自動車の運転に際して操作を必要とする次に掲げる装置は、運転

者が定位置において容易に識別でき、かつ、操作できるものとして、配置、識別表示

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、（2）の基準に適合するも
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①～③（略） 

（2）（1）に掲げる自動車の運転に際して操作を必要とする（1）の装置は次の基準に適合

するものでなければならない。（細目告示第 168 条関係） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①～③（略） 

④ ①、②及び③の「運転者が運転者席において容易に識別できるような表示」と

は、運転者が運転者席に着席した状態で著しく無理な姿勢をとらずに見える位置

に文字、数字又は記号により、当該装置又は当該装置の操作位置を容易に判別で

きる表示をしたものをいう。 

この場合において、JIS D 0032「自動車用操作・計量・警報装置類の識別記号」

又は ISO（国際標準規格）2575「Road vehicles-Symbols for controls, indicators 

and tell-tales」に掲げられた識別記号は、その表示の例とする。 

（3）自動車（（1）の自動車、二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える操作装置の

配置、識別表示等に関し、（2）で定める基準は、次の基準に適合するものでなければ

ならない。 

① （1）に掲げる装置のうち手動により操作するものは次に掲げる基準に適合し

なければならない。 

（削除） 

 

ア（略） 

（削除） 

 

 

イ（略） 

② （1）に掲げる装置（手動により操作するものを除く。）は、（2）の基準に適合

すること。 

③ 表 2の識別対象装置欄に掲げる装置を備える場合にあっては、①及び②に定め

る操作装置の配置、識別表示等を妨げないものとして、次の基準に適合すること。

 

（削除） 

 

のでなければならない。（保安基準第 10 条関係） 

①～③（略） 

（2）（1）に掲げる自動車の運転に際して操作を必要とする（1）の装置は次の基準に適合

するものでなければならない。（細目告示第 168 条関係） 

① （1）①、②及び③に掲げる装置は、かじ取ハンドルの中心から左右にそれぞ

れ 500mm 以内に配置され、運転者が定位置において容易に操作できるものでなけ

ればならない。 

この場合において、かじ取ハンドル中心との配置に係る距離は、それぞれの装

置の中心位置から、かじ取ハンドルの中心（レバー式のかじ取装置にあっては、

運転者席の中心）を含み車両中心線に平行な鉛直面に下ろした垂線の長さとし、

変速装置の中心位置は、変速レバーを中立の状態の中央に置いたときの握り部中

心の位置とし、レバー式等可動のデフロスタ操作装置の中心位置は可動範囲の中

心位置とする。 

②～④（略） 

⑤ ②、③及び④の「運転者が運転者席において容易に識別できるような表示」と

は、運転者が運転者席に着席した状態で著しく無理な姿勢をとらずに見える位置

に文字、数字又は記号により、当該装置又は当該装置の操作位置を容易に判別で

きる表示をしたものをいう。 

この場合において、JIS D 0032「自動車用操作・計量・警報装置類の識別記号」

又は ISO（国際標準規格）2575「Road vehicles-Symbols for controls, indicators 

and tell-tales」に掲げられた識別記号は、その表示の例とする。 

（3）自動車（（1）の自動車、二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える操作装置の

配置、識別表示等に関し、（2）で定める基準は、次の基準に適合するものでなければ

ならない。 

① （1）に掲げる装置のうち手動により操作するものは次に掲げる基準に適合し

なければならない。 

ア 表 1の識別対象装置欄に掲げる装置の識別表示は、当該装置の表面又は当

該装置と隣接した位置に配置されていること。 

イ（略） 

ウ （1）に掲げる装置のうち手動により操作するものは、運転者が運転者席

に着席し、かつ座席ベルトを装着した状態において容易に操作できる位置に

配置されていること。 

エ（略） 

② （1）に掲げる装置（手動により操作するものを除く。）は、（2）①から⑤まで

の基準に適合すること。 

③ 表 2の識別対象装置欄に掲げる装置を備える場合にあっては、①及び②に定め

る操作装置の配置、識別表示等を妨げないものとして、次のアからクまでの基準

に適合すること。 

ア 表 2の識別対象装置欄に掲げる装置の識別表示は、当該装置の表面又は当

該装置と隣接した位置に配置されていること。 
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ア（略） 

（削除） 

 

 

イ（略） 

（削除） 

 

 

ウ（略） 

（削除） 

 

エ（略） 

表 1 

表（略） 

表 2 

表（略） 

注 1～注 17（略） 

（4）二輪自動車に備える操作装置の配置、識別表示に関し（2）で定める基準は、次の①

及び②に掲げる基準とする。 

① 操作装置は、次に掲げる基準に適合すること。 

ア（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

② 表 4の識別対象装置欄に掲げる装置を備える場合にあっては、①に定める操作

装置の配置、識別表示等を妨げないものとして基準に適合すること。 

 

 

 

表 3 

表（略） 

表 4 

表（略） 

（5）操作装置の機能を損なう損傷等のないものは、（3）及び（4）の基準に適合するもの

とする。 

イ（略） 

ウ 表 2の識別対象装置欄に掲げる操作装置は、運転者が運転者席に着席し、

かつ、座席ベルトを装着した状態において容易に操作できる位置に配置され

ていること。 

エ（略） 

オ 表2の識別対象装置欄に掲げるテルテールの識別表示及びインジケータの

識別表示は、運転者が運転者席に着席し、かつ、座席ベルトを装着した状態

において容易に識別できる位置に配置されていること。 

カ（略） 

キ 表 2の識別対象装置欄に掲げるテルテールの識別表示の照明は、同表の色

欄に掲げる色とすること。 

ク（略） 

表 1 

表（略） 

表 2 

表（略） 

注 1～注 17（略） 

（4）二輪自動車に備える操作装置の配置、識別表示に関し（2）で定める基準は、次の①

及び②に掲げる基準とする。 

① 操作装置は、次に掲げる基準に適合すること。 

ア（略） 

イ 操作装置は、アに掲げる配置のほか、運転者が運転者席に着席した状態に

おいて容易に操作できる位置に配置されていること。 

ウ 表 3の識別対象装置欄に掲げる装置の識別表示は、当該装置の表面又は当

該装置と隣接した位置に配置されていること。 

エ 走行用前照灯、すれ違い用前照灯、方向指示器、停止装置、警音器、制動

装置及びクラッチの操作装置は、運転者がかじ取装置から手を離さずに操作

することができること。 

② 表 4の識別対象装置欄に掲げる装置を備える場合にあっては、①に定める操作

装置の配置、識別表示等を妨げないものとして基準に適合すること。 

この場合、①エの規定中「走行用前照灯、すれ違い用前照灯、方向指示器、停

止装置、警音器、制動装置及びクラッチ」を「非常点滅表示灯」に読み替えるも

のとする。 

表 3 

表（略） 

表 4 

表（略） 

（5）次に掲げる操作装置であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（3）及び（4）

の基準に適合するものとする。 
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（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-12-2～8-12-4（略） 

 

① 指定自動車等に備えられている操作装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられた操作装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている操作装置又はこれに準ずる性能を有する操作装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた操作装置又はこれに

準ずる性能を有する操作装置 

8-12-2～8-12-4（略） 

 

8-13 かじ取装置 

8-13-1 性能要件 

8-13-1-1 テスタ等による審査 

四輪以上の自動車のかじ取車輪は、かじ取車輪の横滑り量に関し、テスタ等その他適

切な方法により審査したときに、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測し

た場合の横滑り量が、走行 1m について 5mm を超えてはならない。 

ただし、その輪数が四輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用い

て計測した場合に、指定自動車等の自動車製作者等がかじ取装置について安全な運行を

確保できるものとして指定する横滑り量の範囲内にある場合にあっては、この限りでな

い。（保安基準第 11 条第 1項関係、細目告示第 169 条第 1項第 1号ル関係） 

8-13-1-2 視認等による審査 

（1）自動車のかじ取装置は、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、操作

性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合する

ものでなければならない。（保安基準第 11 条第 1項関係、細目告示第 169 条第 1項関

係） 

① 自動車のかじ取装置は、堅ろうで安全な運行を確保できるものであること。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（細

目告示第 169 条第 1項第 1 号関係） 

ア～コ（略） 

サ UN R79 に定める自動命令型操舵機能を備える自動車にあっては、当該機能

を損なうおそれのある損傷等のあるもの 

（削除） 

 

 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-13 かじ取装置 

8-13-1 性能要件 

8-13-1-1 テスタ等による審査 

四輪以上の自動車のかじ取車輪は、かじ取車輪の横すべり量に関し、テスタ等その他

適切な方法により審査したときに、かじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用いて計測

した場合の横すべり量が、走行 1m について 5mm を超えてはならない。 

ただし、その輪数が四輪以上の自動車のかじ取車輪をサイドスリップ・テスタを用い

て計測した場合に、指定自動車等の自動車製作者等がかじ取装置について安全な運行を

確保できるものとして指定する横すべり量の範囲内にある場合にあっては、この限りで

ない。（保安基準第 11 条第 1 項関係、細目告示第 169 条第 1項第 1号ル関係） 

8-13-1-2 視認等による審査 

（1）自動車のかじ取装置は、堅ろうで、安全な運行を確保できるものとして強度、操作

性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合する

ものでなければならない。（保安基準第 11 条第 1項関係、細目告示第 169 条第 1項関

係） 

① 自動車のかじ取装置は、堅ろうで安全な運行を確保できるものであること。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（細

目告示第 169 条第 1項第 1 号関係） 

ア～コ（略） 

（新設） 

 

② かじ取装置は、運転者が定位置において容易に、かつ、確実に操作できるもの

であること。 

この場合において、パワ・ステアリングを装着していない自動車（最高速度が

20km/h 未満の自動車を除く。）であって、かじ取車輪の輪荷重の総和が 4,700kg

以上であるものはこの基準に適合しないものとする。（細目告示第 169 条第 1 項

第 2号） 

③（略） 

④ かじ取ハンドルの回転角度とかじ取車輪のかじ取角度との関係は、左右につい

て著しい相異がないこと。（細目告示第 169 条第 1項第 4 号） 

⑤ かじ取ハンドルの操だ力は、左右について著しい相異がないこと。（細目告示

第 169 条第 1 項第 5号） 
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（2）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、視認その他適切な方法により審

査したときに、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において運転者に過度の

傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第11条第 2項関係、

細目告示第 169 条第 2項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（3）かじ取装置の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（2）の基準に適合する

ものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 169 条第 2項関係） 

【表示】（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-13-2～8-13-3（略） 

8-13-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）昭和 48 年 10 月 1 日から平成 21 年 8 月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供す

る自動車（次に掲げるものを除く。）については、8-13-6（従前規定の適用②）の規

定を適用する。（適用関係告示第 7条第 2 項関係） 

①～③（略） 

（削除） 

④～⑥（略） 

（3）～（7）（略） 

（8）次の自動車については、8-13-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用する。（適用関

係告示第 7条第 10 項関係） 

① 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 3 月 31 日）以前に製作された自動車 

（2）自動車（次に掲げるものを除く。）のかじ取装置は、視認その他適切な方法により審

査したときに、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において運転者に過度の

傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第11条第 2項関係、

細目告示第 169 条第 2項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（3）次に掲げるかじ取装置であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（2）の基準に適合するものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 169 条第 2項関係） 

【表示】（略） 

① 指定自動車等に備えられているかじ取装置と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられたもの 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ているかじ取装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられているかじ

取装置又はこれに準ずる性能を有するかじ取装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けたかじ取装置と同一の

構造を有するもの又はこれに準ずる性能を有するもの 

④ 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあったかじ取装置と同一

の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられたもの 

⑤ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

るかじ取装置であって、7-13-1-3（5）の規定によるもの 

8-13-2～8-13-3（略） 

8-13-4 適用関係の整理 

（1）（略） 

（2）昭和 48 年 10 月 1 日から平成 21 年 8 月 31 日までに製作された専ら乗用の用に供す

る自動車（次に掲げるものを除く。）については、8-13-6（従前規定の適用②）の規

定を適用する。（適用関係告示第 7条第 2 項関係） 

①～③（略） 

④ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑤～⑦（略） 

（3）～（7）（略） 

（新設） 

 

 

 



新旧対照表 

273 / 521 

新 旧 

② 平成 30 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日まで（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31

日まで）に製作された自動車であって、次に掲げるもの 

ア 平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

型式指定自動車 

イ 平成 30 年 4 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動

車にあっては平成 32 年 4月 1日）以降の型式指定自動車、新型届出自動車、

輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る指定を受けた共通構造部

型式指定自動車であって、平成 30 年 3月 31 日（赤色の光学警報信号を表示

することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前の型式指定

自動車、新型届出自動車、輸入自動車特別取扱自動車及びかじ取装置に係る

指定を受けた共通構造部型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補

正操舵機能のいずれをも有しないものを除く。）の性能が同一のもの 

ウ 指定自動車等以外の自動車 

③ 平成 31 年 10 月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 32 年 4 月 1 日）以降に製作された自動車であって、平成 31 年 10

月 1 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車にあっては平成 32

年 4月 1日）以降の型式指定自動車にあっては平成 31 年 9月 30 日（赤色の光学

警報装置を表示することができない自動車にあっては平成 32 年 3月 31 日）以前

の型式指定自動車とかじ取装置（自動操舵機能及び補正操舵機能のいずれをも有

しないものに限る。）の性能が同一のもの 

④ 新たに運行の用に供しようとする共通構造部型式指定自動車であって、出荷検

査証（審査当日において、発行後 11 月を経過していないものに限る。）の発行日

が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報信号を表示することができない自動車に

あっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のもの 

⑤ 使用の過程にある共通構造部型式指定自動車であって、自動車検査証等の備考

欄に記載されている保安基準適用年月日が平成 33 年 3 月 31 日（赤色の光学警報

信号を表示することができない自動車にあっては平成 35 年 3 月 31 日）以前のも

の 

8-13-5～8-13-10（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-13-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 7条第 9項関係） 

8-13-11-1 性能要件 

8-13-11-1-1（略） 

8-13-11-1-2 視認等による審査 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-13-5～8-13-10（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-13-11 従前規定の適用⑦ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 7条第 9項関係） 

8-13-11-1 性能要件 

8-13-11-1-1（略） 

8-13-11-1-2 視認等による審査 

8-13-1-2 に同じ。 
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（削除） 

（1）8-13-1-2（1）に同じ。 

（2）8-13-1-2（2）に同じ。 

（3）かじ取装置の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（2）の基準に適合する

ものとする。 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

8-13-12 従前規定の適用⑧ 

7-13-12 の規定を適用する。 

 

8-13-11-1-3 書面等による審査 

（1）8-13-1-3（1）に同じ。 

（2）8-13-1-3（2）に同じ。 

（3）次に掲げるかじ取装置であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（2）の基準に適合するものとする。 

① 8-13-1-3（2）①に同じ。 

② 8-13-1-3（2）②に同じ。 

③ 8-13-1-3（2）③に同じ。 

④ 8-13-1-3（2）④に同じ。 

⑤ 8-13-1-3（2）⑤に同じ。 

（新設） 

 

8-14 施錠装置等 

8-14-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員11人以上の自動車及び被牽引自動車を除く。）

及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車及び被牽引自

動車を除く。）の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装

置（二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車に備える制動装置を除く。）には、

施錠装置を備えなければならない。（保安基準第 11 条の 2第 1項） 

 

8-14-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装置に

備える施錠装置は、その作動により施錠装置を備えた装置の機能を確実に停止させ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 11 条の 2第 2項関係、細目告示第 170 条第 1項関係） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

①（略） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

 

8-14 施錠装置等 

8-14-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員11人以上の自動車及び被牽引自動車を除く。）

及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車及び被牽引自

動車を除く。）の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装

置（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車に備える制動装置を除く。）には、施錠装置を備えなければならない。（保安基準第

11 条の 2 第 1 項） 

8-14-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の原動機、動力伝達装置、走行装置、変速装置、かじ取装置又は制動装置に

備える施錠装置は、その作動により施錠装置を備えた装置の機能を確実に停止させ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①イ及び③の規定は、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車には、適用しない。（保安基準第 11 条の 2 第 2項関係、細目告

示第 170 条第 1項関係） 

① 次に掲げる施錠装置の区分に応じ、それぞれ次に定める構造であること。 

ア 制動装置以外に備える施錠装置にあっては、その作動により、施錠装置を

備えた装置の機能を確実に停止させることができる構造 

イ 制動装置に備える施錠装置にあっては、その作動により、当該自動車の車

輪を確実に停止させることができる構造 

②（略） 

③ その作動中は、始動装置を操作することができないものであること。 

④ 走行中の振動、衝撃等により作動するおそれがないものであること。 

⑤ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える施錠装置であって、当該自動車に固

定されていない構造のものにあっては、走行中の振動、衝撃等により脱落するお

それがなく、かつ、運転操作を妨げられない位置に備えることができるものであ
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（2）施錠装置の機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、（1）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 170 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（3）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動

車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備え

るイモビライザは、その作動により原動機その他運行に必要な装置の機能を確実に停

止させ、かつ、安全な運行を妨げないものとして構造、施錠性能等に関し、視認等そ

の他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。 

この場合において、視認等によりイモビライザが備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（保安基準第 11 条の 2第 3項関係、細目告示第

170 条第 3項関係） 

（削除） 

 

①（略） 

（削除） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

（4）イモビライザの機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、（3）の基準に適合

するものとする。（細目告示第 170 条第 3 項関係） 

 

8-14-3～8-14-4（略） 

 

ること。 

（2）次に掲げる施錠装置であって、その機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 170 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられた施錠装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた施錠装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている施錠装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている施錠装

置又はこれに準ずる性能を有する施錠装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき施錠装置の指定を受けた自動車に備える

施錠装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた施錠装置又はこれ

に準ずる性能を有する施錠装置 

（3）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除

く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自

動車及び被牽引自動車を除く。）に備えるイモビライザは、その作動により原動機そ

の他運行に必要な装置の機能を確実に停止させ、かつ、安全な運行を妨げないものと

して構造、施錠性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

この場合において、視認等によりイモビライザが備えられていないと認められると

きは、審査を省略することができる。（保安基準第 11 条の 2第 3項関係、細目告示第

170 条第 3項関係） 

① その作動により、原動機その他運行に必要な装置の機能を確実に停止させるこ

とができる構造であること。 

②（略） 

③ 走行中の振動、衝撃等により作動するおそれがないものであること。 

④ その作動により、制動装置の解除を妨げるものでないこと。 

ただし、空気圧解除式スプリングブレーキの解除を防止する形式のイモビライ

ザにあっては、この限りでない。 

⑤ イモビライザの作動状態を表示する灯火は、緊急自動車の警光灯と紛らわしい

ものでなく、かつ、方向指示器又は車幅灯と兼用のものであってイモビライザの

作動又は解除の操作を表示するものにあっては、その点灯又は点滅が 3秒を超え

ないものであること。 

（4）指定自動車等に備えられたイモビライザと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられたイモビライザであって、その機能を損なうおそれのある損傷等のないも

のは、（3）の基準に適合するものとする。（細目告示第 170 条第 3項関係） 

8-14-3～8-14-4（略） 

 

8-15 トラック・バスの制動装置 

8-15-1（略） 

8-15-2 性能要件 

8-15 トラック・バスの制動装置 

8-15-1（略） 

8-15-2 性能要件 
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8-15-2-1（略） 

8-15-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、貨物の運送の用に供する自動車であって、車両総重量 3.5t 以下のものに

備える制動装置は、8-16 の基準に適合するものであってもよいものとする。（細目告

示第 171 条第 2項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 液体の圧力により作動する主制動装置は、その配管から制動液が漏れることに

より制動効果に支障が生じたときにその旨を運転者席の運転者に警報する装置

を備えたものであること。（細目告示第 171 条第 2項第 8 号関係） 

 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

8-15-2-1（略） 

8-15-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、貨物の運送の用に供する自動車であって、車両総重量 3.5t 以下のものに

備える制動装置は、8-16 の基準に適合するものであってもよいものとする。（細目告

示第 171 条第 2項関係） 

①（略） 

② 主制動装置は、繰り返して制動を行った後においても、その制動効果に著しい

支障を容易に生じないものであること。（細目告示第 171 条第 2項第 4 号関係） 

③ 主制動装置は、その配管等の一部が損傷した場合においても、その制動効果に

著しい支障を生じないものであること。（細目告示第 171 条第 2項第 5 号関係） 

④ 主制動装置は、回転部分及びしゅう動部分の間のすき間を自動的に調整できる

ものであること。 

ただし、次に掲げる制動装置にあっては、この限りでない。 

ア 車両総重量 3.5t 以下の自動車（専ら乗用の用に供する自動車を除く。）の

後車輪に備える主制動装置（細目告示第 171 条第 2項第 6号関係） 

イ 次に掲げる車両総重量が 3.5t を超え 12t 以下の自動車（専ら乗用の用に

供する自動車を除く。）に備える主制動装置 

（ｱ）全ての車輪に動力を伝達できる構造（1軸への動力伝達を切り離すこ

とができる構造を含む。）の動力伝達装置を備える自動車 

（ｲ）前軸及び後軸のそれぞれ 1軸以上に動力を伝達できる構造（1軸への

動力伝達を切り離すことができる構造を含む。）の動力伝達装置及び 1

個以上の動力伝達装置の差動機の作動を停止又は制限できる装置を

備え、かつ、4分の 1こう配の坂路を登坂する能力を有する自動車 

ウ 次に掲げる車両総重量が 12t を超える自動車（専ら乗用の用に供する自動

車を除く。）に備える主制動装置 

（ｱ）全ての車輪に動力を伝達できる構造（1軸への動力伝達を切り離すこ

とができる構造を含む。）の動力伝達装置を備える自動車 

（ｲ）半数以上の軸に動力を伝達できる構造の動力伝達装置及び 1 個以上

の動力伝達装置の差動機の作動を停止又は制限できる装置を備え、か

つ、4分の 1こう配の坂路を登坂する能力を有する自動車 

⑤ 液体の圧力により作動する主制動装置は、制動液の液量がリザーバ・タンクの

ふたを開けず容易に確認できる次に掲げるいずれかの構造を有するものであり、

かつ、その配管から制動液が漏れることにより制動効果に支障が生じたときにそ

の旨を運転者席の運転者に警報する装置を備えたものであること。（細目告示第

171 条第 2項第 8号関係） 

ア 制動液のリザーバ・タンクが透明又は半透明であるもの 

イ 制動液の液面のレベルを確認できるゲージを備えたもの 

ウ 制動液が減少した場合、運転者席の運転者に警報する液面低下警報装置を
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（削除） 

 

③～⑦（略） 

（3）制動装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）の基準に適

合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-15-3 欠番 

8-15-4 適用関係の整理 

第 8章において、「書面等による審査」に係る規定については、適用しない。 

（1）～（12）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（13）次に掲げる自動車については、8-15-17（従前規定の適用⑬）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

8-15-5～8-15-16（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-15-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

8-15-17-1（略） 

8-15-17-2 性能要件 

8-15-17-2-1（略） 

8-15-17-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

備えたもの 

エ アからウに掲げるもののほか、制動液の液量がリザーバ・タンクのふたを

開けず容易に確認できるもの 

⑥～⑩（略） 

（3）次に掲げる制動装置であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない

ものは、（2）②から④の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等（8-15 に規定する自動車に限る。）に備えられている制動装置と

同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている制動装

置又はこれに準ずる性能を有する制動装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた制動装置と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置又はこれに準ずる性能を有す

る制動装置 

8-15-3 欠番 

8-15-4 適用関係の整理 

第 8章において、「書面等による審査」に係る規定については、適用しない。 

（1）～（12）（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（13）次に掲げる自動車については、8-15-17（従前規定の適用⑬）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

8-15-5～8-15-16（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-15-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

8-15-17-1（略） 

8-15-17-2 性能要件 

8-15-17-2-1（略） 

8-15-17-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 
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ただし、貨物の運送の用に供する自動車であって、車両総重量 3.5t 以下のものに

備える制動装置は、8-16 の基準に適合するものであってもよいものとする。（細目告

示第 171 条第 2項関係） 

①（略） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

② 8-15-2-2（2）②に同じ。 

③ 8-15-2-2（2）③に同じ。 

④ 8-15-2-2（2）④に同じ。 

⑤ 8-15-2-2（2）⑤に同じ。 

⑥ 8-15-2-2（2）⑥に同じ。 

（3）（略） 

 

ただし、貨物の運送の用に供する自動車であって、車両総重量 3.5t 以下のものに

備える制動装置は、8-16 の基準に適合するものであってもよいものとする。（細目告

示第 171 条第 2項関係） 

①（略） 

② 8-15-2-2（2）②に同じ。 

③ 8-15-2-2（2）③に同じ。 

④ 8-15-2-2（2）④に同じ。 

⑤ 8-15-2-2（2）⑤に同じ。 

⑥ 8-15-2-2（2）⑥に同じ。 

⑦ 8-15-2-2（2）⑦に同じ。 

⑧ 8-15-2-2（2）⑧に同じ。 

⑨ 8-15-2-2（2）⑨に同じ。 

（3）（略） 

 

8-16 乗用車の制動装置 

8-16-1（略） 

8-16-2 性能要件 

8-16-2-1（略） 

8-16-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 3項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

② 液体の圧力により作動する主制動装置は、その配管から制動液が漏れることに

より制動効果に支障が生じたときにその旨を運転者席の運転者に警報する装置

を備えたものであること。（細目告示第 171 条第 3項第 1 号関係） 

 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

③（略） 

（削除） 

8-16 乗用車の制動装置 

8-16-1（略） 

8-16-2 性能要件 

8-16-2-1（略） 

8-16-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 3項関係） 

①（略） 

② 主制動装置は、繰り返して制動を行った後においても、その制動効果に著しい

支障を容易に生じないものであること。（細目告示第 171 条第 3項第 1 号関係） 

③ 主制動装置は、その配管等の一部が損傷した場合においても、その制動効果に

著しい支障を生じないものであること。（細目告示第 171 条第 3項第 1 号関係） 

④ 液体の圧力により作動する主制動装置は、制動液の液量がリザーバ・タンクの

ふたを開けず容易に確認できる次に掲げるいずれかの構造を有するものであり、

かつ、その配管から制動液が漏れることにより制動効果に支障が生じたときにそ

の旨を運転者席の運転者に警報する装置を備えたものであること。（細目告示第

171 条第 3項第 1号関係） 

ア 制動液のリザーバ・タンクが透明又は半透明であるもの 

イ 制動液の液面のレベルを確認できるゲージを備えたもの 

ウ 制動液が減少した場合、運転者席の運転者に警報する液面低下警報装置を

備えたもの 

エ アからウに掲げるもののほか、制動液の液量がリザーバ・タンクのふたを

開けず容易に確認できるもの 

⑤（略） 

⑥ 主制動装置は、回転部分及びしゅう動部分の間のすき間を自動的に調整できる
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④（略） 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

⑤ 制動力を制御する電気装置を備えた制動装置は、次に掲げる要件を満たすもの

であること。（細目告示第 171 条第 3項第 7 号関係） 

（削除） 

ア（略） 

（削除） 

 

 

 

 

⑥（略） 

（3）制動装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）の基準に適

合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-16-3～8-16-13（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-16-14 従前規定の適用⑩ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

8-16-14-1（略） 

8-16-14-2 性能要件 

8-16-14-2-1（略） 

ものであること。（細目告示第 171 条第 3 項第 3号関係） 

⑦（略） 

⑧ 主制動装置は、適切な点検孔又はその他の手段を備えることにより、しゅう動

部分の摩耗が容易に確認できる構造であること。 

この場合において、しゅう動部分の交換が必要になった場合に、運転者席の運

転者に警報する装置を備えたものは、この基準に適合するものとする。（細目告

示第 171 条第 3項第 5号関係） 

⑨ 空気圧力、真空圧力又は蓄積された液体の圧力のみにより作動する主制動装置

は、独立に作用する 2系統以上の圧力を蓄積する装置を有するものであること。 

ただし、圧力を蓄積する装置が正常に作動しない場合であっても運転者の操作

力のみで8-16-2-1に定める基準に適合するものにあっては、この限りでない。（細

目告示第 171 条第 3項第 6 号関係） 

⑩ 制動力を制御する電気装置を備えた制動装置は、次に掲げる要件を満たすもの

であること。（細目告示第 171 条第 3項第 7 号関係） 

ア 制動に十分な電気を蓄積する能力を有するものであること。 

イ（略） 

ウ 走行中の自動車の制動に著しい支障を及ぼす車輪の回転運動の停止を有

効に防止することができる装置にあっては、その機能を作動不能とするため

の手動装置を備えないものであること。 

この場合において、その機能を作動不能とするための手動装置を備えてい

ることが明らかな自動車にあっては、この基準に適合しないものとする。 

⑪（略） 

（3）次に掲げる制動装置であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない

ものは、（2）②、③、⑥、⑧、⑨及び⑩ア、イの基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等（8-16 に規定する自動車に限る。）に備えられている制動装置と

同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている制動装

置又はこれに準ずる性能を有する制動装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた制動装置と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置又はこれに準ずる性能を有す

る制動装置 

8-16-3～8-16-13（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-16-14 従前規定の適用⑩ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

8-16-14-1（略） 

8-16-14-2 性能要件 

8-16-14-2-1（略） 
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8-16-14-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 3項関係） 

①（略） 

（削除） 

（削除） 

② 8-16-2-2（2）②に同じ。 

③ 8-16-2-2（2）③に同じ。 

（削除） 

④ 8-16-2-2（2）④に同じ。 

（削除） 

（削除） 

⑤ 8-16-2-2（2）⑤に同じ。 

（3）（略） 

 

8-16-14-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 3項関係） 

①（略） 

② 8-16-2-2（2）②に同じ。 

③ 8-16-2-2（2）③に同じ。 

④ 8-16-2-2（2）④に同じ。 

⑤ 8-16-2-2（2）⑤に同じ。 

⑥ 8-16-2-2（2）⑥に同じ。 

⑦ 8-16-2-2（2）⑦に同じ。 

⑧ 8-16-2-2（2）⑧に同じ。 

⑨ 8-16-2-2（2）⑨に同じ。 

⑩ 8-16-2-2（2）⑩に同じ。 

（3）（略） 

 

8-17 二輪車の制動装置 

8-17-1（略） 

8-17-2 性能要件 

8-17-2-1（略） 

8-17-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 4項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

8-17 二輪車の制動装置 

8-17-1（略） 

8-17-2 性能要件 

8-17-2-1（略） 

8-17-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 4項関係） 

①（略） 

② 主制動装置は、繰り返して制動を行った後においても、その制動効果に著しい

支障を容易に生じないものであること。（細目告示第 171 条第 4項第 1 号関係） 

③（略） 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車（サイドカー型）に備える制動装置は、2 個

の独立した操作装置を有し、前車輪を含む車輪及び後車輪を含む車輪をそれぞれ

独立に制動するものであること。（細目告示第 171 条第 4項第 2号関係） 

⑤ 側車付二輪自動車（トライク型）及び三輪自動車に備える制動装置は、駐車制

動装置並びに全ての車輪を制動する足動式の分配制動機能を有する主制動装置

又は連動制動機能を有する主制動装置及び補助主制動装置を備えたものである

こと。 

ただし、連動制動機能を有する主制動装置にあっては、補助主制動装置に替え

て、駐車制動装置を備えることができる。（細目告示第 171 条第 4項第 2号関係） 

⑥ 主制動装置は、雨水の付着等により、その制動効果に著しい支障を生じないも

のであること。（細目告示第 171 条第 4項第 3号関係） 

⑦ 液体の圧力により作動する主制動装置は、次に掲げるいずれかの構造を有する
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③～④（略） 

（3）制動装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）の基準に適

合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

8-17-3 欠番 

8-17-4 適用関係の整理 

第 8章において、「書面等による審査」に係る規定については、適用しない。 

（1）平成 11 年 6月 30 日以前に製作された自動車（平成 9年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車を除く。）については、8-17-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関

係告示第 9条第 5項第 6号関係） 

（2）（略） 

（3）次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車については、8-17-7（従前規定の適用

③）の規定を適用する。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車であって、平成 23 年 6 月 17 日以前

に製作された自動車（平成 19 年 6 月 28 日以前の型式指定自動車と種別、車体の

外形、燃料の種類、動力用電源装置の種類、動力伝達装置の種類及び主要構造、

走行装置の種類及び主要構造、操縦装置の種類及び主要構造、懸架装置の種類及

び主要構造、車枠並びに主制動装置の構造が同一である自動車に限る。） 

 

（4）～（5）（略） 

8-17-5～8-17-8（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-17-9 従前規定の適用⑤ 

平成 29 年 6月 30 日以前に製作された二輪自動車については、次の基準に適合するも

のであればよい。（適用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

ものであること。（細目告示第 171 条第 4 項第 4号関係） 

ア 制動液の液面のレベルを容易に確認できる透明若しくは半透明なリザー

バ・タンク又はゲージを備えたもの 

イ 制動液が減少したときに、運転者席の運転者に警報する液面低下警報装置

を備えたもの 

ウ その他制動液の液量がリザーバ・タンクのふたを開けないで容易に確認で

きるもの 

⑧～⑨（略） 

（3）次に掲げる制動装置であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない

ものは、（2）②及び⑥の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等（8-17 に規定する自動車に限る。）に備えられている制動装置と

同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている制動装

置又はこれに準ずる性能を有する制動装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた制動装置と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置又はこれに準ずる性能を有す

る制動装置 

8-17-3 欠番 

8-17-4 適用関係の整理 

第 8章において、「書面等による審査」に係る規定については、適用しない。 

（1）平成 11 年 6月 30 日以前に製作された自動車（平成 9年 10 月 1 日以降の型式指定自

動車及び型式認定自動車を除く。）については、8-17-5（従前規定の適用①）の規定

を適用する。（適用関係告示第 9条第 5項第 6号関係） 

（2）（略） 

（3）次に掲げる二輪自動車及び側車付二輪自動車については、8-17-7（従前規定の適用

③）の規定を適用する。（適用関係告示第 9条第 12 項関係） 

①～②（略） 

③ 平成 21 年 6月 18 日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車であって、平成

23 年 6 月 17 日以前に製作された自動車（平成 19 年 6 月 28 日以前の型式指定自

動車及び型式認定自動車と種別、車体の外形、燃料の種類、動力用電源装置の種

類、動力伝達装置の種類及び主要構造、走行装置の種類及び主要構造、操縦装置

の種類及び主要構造、懸架装置の種類及び主要構造、車枠並びに主制動装置の構

造が同一である自動車に限る。） 

（4）～（5）（略） 

8-17-5～8-17-8（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-17-9 従前規定の適用⑤ 

平成 29 年 6月 30 日以前に製作された二輪自動車については、次の基準に適合するも

のであればよい。（適用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 
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8-17-9-1（略） 

8-17-9-2 性能要件 

8-17-9-2-1（略） 

8-17-9-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 4項関係） 

①（略） 

（削除） 

② 8-17-2-2（2）②に同じ。 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

③ 8-17-2-2（2）③に同じ。 

（3）（略） 

 

8-17-9-1（略） 

8-17-9-2 性能要件 

8-17-9-2-1（略） 

8-17-9-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 171

条第 4項関係） 

①（略） 

② 8-17-2-2（2）②に同じ。 

③ 8-17-2-2（2）③に同じ。 

④ 8-17-2-2（2）④に同じ。 

⑤ 8-17-2-2（2）⑤に同じ。 

⑥ 8-17-2-2（2）⑥に同じ。 

⑦ 8-17-2-2（2）⑦に同じ。 

⑧ 8-17-2-2（2）⑧に同じ。 

（3）（略） 

 

8-18 大型特殊自動車等の制動装置 

8-18-1 装備要件 

大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車（8-19 に規定する自動車を除く。）

には、走行中の自動車が確実かつ安全に減速及び停止を行うことができ、かつ、平坦な

舗装路面等で確実に当該自動車を停止状態に保持できるものとして、制動性能に関し、

8-18-2 の基準に適合する独立に作用する 2 系統以上の制動装置を備えなければならな

い。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車に

あっては、8-18-2 の基準に適合する 1系統の制動装置を備えればよい。（保安基準第 12

条第 1項関係） 

8-18-2 性能要件 

8-18-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。ただし②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高

速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

8-18-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②及び④の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び最高速度

25km/h 以下の自動車については適用しない。（細目告示第 171 条第 5 項関係） 

 

8-18 大型特殊自動車等の制動装置 

8-18-1 装備要件 

大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並

びに最高速度 25km/h 以下の自動車（8-19 に規定する自動車を除く。）には、走行中の自

動車が確実かつ安全に減速及び停止を行うことができ、かつ、平坦な舗装路面等で確実

に当該自動車を停止状態に保持できるものとして、制動性能に関し、8-18-2 の基準に適

合する独立に作用する 2系統以上の制動装置を備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び最

高速度 25km/h 未満の自動車にあっては、8-18-2 の基準に適合する 1 系統の制動装置を

備えればよい。（保安基準第 12 条第 1項関係） 

8-18-2 性能要件 

8-18-2-1 テスタ等による審査 

（1）～（2）（略） 

（3）ブレーキ・テスタを用いて（2）の基準に適合している制動装置は、次の基準に適合

するものとする。ただし②の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作

業用小型特殊自動車及び最高速度 25km/h 未満の自動車にあっては適用しない。 

①～④（略） 

8-18-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①、③、④及び⑥の規定は最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車については適用しない。（細

目告示第 171 条第 5項関係） 
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（削除） 

 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

②～④（略） 

（3）制動装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）の基準に適

合するものとする。 

 

 

8-18-3～8-18-4（略） 

 

① 独立に作用する 2 系統以上の制動装置を備えていること。（細目告示第 171 条

第 5項第 1号関係） 

②（略） 

③ 主制動装置は、その配管の一部が損傷した場合においても、2 以上の車輪を制

動することができる構造であること。 

ただし、非常用制動装置を備えた自動車にあっては、この限りでない。（細目

告示第 171 条第 5項第 4号関係） 

④～⑥（略） 

（3）指定自動車等（8-18 に規定する自動車に限る。）に備えられている制動装置と同一の

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置又はこれに準ずる性能を有する

制動装置であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）

③、⑤及び⑥の基準に適合するものとする。 

8-18-3～8-18-4（略） 

 

8-19 被牽引自動車の制動装置 

8-19-1（略） 

8-19-2 性能要件 

8-19-2-1（略） 

8-19-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

②（略） 

（3）制動装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（2）の基準に適

合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

8-19 被牽引自動車の制動装置 

8-19-1（略） 

8-19-2 性能要件 

8-19-2-1（略） 

8-19-2-2 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）制動装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

①（略） 

② 主制動装置は、繰り返して制動を行った後においても、その制動効果に著しい

支障を容易に生じないものであること。 

ただし、慣性制動装置による主制動装置を備える被牽引自動車にあっては、こ

の限りでない。（細目告示第 171 条第 6項第 1号関係） 

③ 主制動装置は、回転部分及びしゅう動部分の間のすき間を自動的に調整できる

ものであること。 

ただし、車両総重量 3.5t 以下の被牽引自動車及び最高速度 25km/h 以下の牽引

自動車により牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（細目告示

第 171 条第 6 項第 4号関係） 

④（略） 

（3）次に掲げる制動装置であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない

ものは、（2）②から④の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等（8-19 に規定する自動車に限る。）に備えられている制動装置と

同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている制動装

置又はこれに準ずる性能を有する制動装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた制動装置と同一の構
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8-19-3～8-19-4（略） 

 

造を有し、かつ、同一の位置に備えられた制動装置又はこれに準ずる性能を有す

る制動装置 

8-19-3～8-19-4（略） 

 

8-20 牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置 

8-20-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した

状態において、8-15-2-1（3）①の基準及び次の基準に適合しなければならない。（細

目告示第 172 条第 2項関係） 

① 8-15 又は 8-16 の自動車に牽引される場合にあっては、8-15-2-2（2）③の基準

② 8-18 の自動車に牽引される場合にあっては、8-18-2-2（2）③の基準 

③（略） 

（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動

装置による主制動装置を備えるものを除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引

自動車を連結した状態において、次に掲げる基準に適合しなければならない。（細目

告示第 172 条第 5項関係） 

① 8-15 又は 8-16 の自動車に牽引される場合にあっては、8-15-2-2（2）②の基準

（削除） 

② 8-18 の自動車に牽引される場合にあっては、8-18-2-2（2）②の基準 

（5）（略） 

8-20-2～8-20-3（略） 

8-20-4 適用関係の整理 

（1）～（13）（略） 

（14）牽引自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合に

おける牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-18（従前規定の適用⑭）の規

定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 9号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（15）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 47 年 1月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-19（従前規定

の適用⑮）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（16）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4月 1

8-20 牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置 

8-20-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）牽引自動車及び被牽引自動車の制動装置は、牽引自動車と被牽引自動車を連結した

状態において、8-15-2-1（3）①の基準及び次の基準に適合しなければならない。（細

目告示第 172 条第 2項関係） 

① 8-15 又は 8-16 の自動車に牽引される場合にあっては、8-15-2-2（2）⑥の基準 

② 8-18 の自動車に牽引される場合にあっては、8-18-2-2（2）⑤の基準 

③（略） 

（3）（略） 

（4）牽引自動車（最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）及び被牽引自動車（慣性制動

装置による主制動装置を備えるものを除く。）の主制動装置は、牽引自動車と被牽引

自動車を連結した状態において、次に掲げる基準に適合しなければならない。（細目

告示第 172 条第 5項関係） 

① 8-15 又は 8-16 の自動車に牽引される場合にあっては、8-15-2-2（2）⑤の基準 

② 8-17 の自動車に牽引される場合にあっては、8-17-2-2（2）⑦の基準 

③ 8-18 の自動車に牽引される場合にあっては、8-18-2-2（2）③及び④の基準 

（5）（略） 

8-20-2～8-20-3（略） 

8-20-4 適用関係の整理 

（1）～（13）（略） 

（14）牽引自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合に

おける牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-18（従前規定の適用⑭）の規

定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 2 項第 9号関係） 

①（略） 

② 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（15）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 47 年 1月 1

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 47 年 1月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-19（従前規定

の適用⑮）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 7号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（16）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車であって昭和 50 年 4月 1
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日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 50 年 4月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-20（従前規定

の適用⑯）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（17）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引

自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合におけ

る牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-21（従前規定の適用⑰）の規定を

適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 8 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

（18）（略） 

（19）次に掲げる自動車については、8-20-23（従前規定の適用⑲）の規定を適用する。（適

用関係告示第 10 条第 4項、第 5項関係） 

①（略） 

② 牽引自動車と車両総重量が10t以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連結

した場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（20）次に掲げる自動車については、8-20-24（従前規定の適用⑳）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

8-20-5～8-20-23（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-20-24 従前規定の適用⑳ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。） 

 

③（略） 

8-20-24-1（略） 

 

日以降に製作されたものを連結した場合又は牽引自動車であって次に掲げる自動車

であるもの（昭和 50 年 4月 1日以降に製作された自動車に限る。）と被牽引自動車を

連結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-20（従前規定

の適用⑯）の規定を適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 6号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（17）牽引自動車と 7-15-4（2）①及び②に掲げる被牽引自動車を連結した場合又は牽引

自動車であって次に掲げる自動車であるものと被牽引自動車を連結した場合におけ

る牽引自動車及び被牽引自動車については、8-20-21（従前規定の適用⑰）の規定を

適用する。（適用関係告示第 10 条第 3項第 8 号関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 7-17の基準を適用する自動車であって平成11年6月 30日以前に製作されたも

の（平成 9年 10 月 1日以降の型式指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

（18）（略） 

（19）次に掲げる自動車については、8-20-23（従前規定の適用⑲）の規定を適用する。（適

用関係告示第 10 条第 4項、第 5項関係） 

①（略） 

② 牽引自動車と車両総重量が 3.5t 以下の指定自動車等以外の被牽引自動車を連

結した場合における牽引自動車及び被牽引自動車 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

（20）次に掲げる自動車については、8-20-24（従前規定の適用⑳）の規定を適用する。（適

用関係告示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊

自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

8-20-5～8-20-23（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-20-24 従前規定の適用⑳ 

次に掲げる自動車については、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 9条第 47 項、第 48 項、第 49 項関係） 

①（略） 

② 平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車（①に掲げる自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。） 

③（略） 

8-20-24-1（略） 

 



新旧対照表 

286 / 521 

新 旧 

8-21 緩衝装置 

8-21-1 装備要件 

自動車には、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行を確保でき

るものとして強度、緩衝性能等に関し、8-21-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置

を備えなければならない。 

ただし、大型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車（爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車を除く。）にあ

っては、これを省略することができる。（保安基準第 14 条関係） 

8-21-2 性能要件（視認等による審査） 

8-21-1 のばねその他の緩衝装置は、強度、緩衝性能等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行

を確保できるものでなければならない。 

この場合において、次の各号に掲げるばねその他の緩衝装置は、この基準に適合しな

いものとする。（細目告示第 173 条第 1項及び第 2項関係） 

①～⑭（略） 

（削除） 

 

 

 

8-21-3～8-21-4（略） 

 

8-21 緩衝装置 

8-21-1 装備要件 

自動車には、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行を確保でき

るものとして強度、緩衝性能等に関し、8-21-2 の基準に適合するばねその他の緩衝装置

を備えなければならない。 

ただし、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、車両総重量 2t 未満の被牽引

自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車で、8-113-1（4）の自動車以外のものにあっ

ては、これを省略することができる。（保安基準第 14 条関係） 

8-21-2 性能要件（視認等による審査） 

8-21-1 のばねその他の緩衝装置は、強度、緩衝性能等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、地面からの衝撃に対し十分な容量を有し、かつ、安全な運行

を確保できるものでなければならない。 

この場合において、次の各号に掲げるばねその他の緩衝装置は、この基準に適合しな

いものとする。（細目告示第 173 条第 1項及び第 2項関係） 

①～⑭（略） 

⑮ 改造を行ったことにより次のいずれかに該当するもの 

ア 切断等によりばねの一部又は全部を除去したもの 

イ ばねの機能を損なうおそれのある締付具を有するもの 

ウ ばねの取付方法がその機能を損なうおそれのあるもの 

8-21-3～8-21-4（略） 

 

8-22 燃料装置 

8-22-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

の燃料装置は、燃料への引火等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 15 条第 1項関係、細目告示第 174 条第 1項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（2）燃料タンク及び配管の機能を損なうおそれがある損傷のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 174 条第 2項関係） 

 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

（乗車定員 11 人以上の自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車、側

8-22 燃料装置 

8-22-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

の燃料装置は、燃料への引火等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 15 条第 1項関係、細目告示第 174 条第 1項関係） 

①（略） 

② 燃料タンクの注入口及びガス抜口は、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 通常の運行において燃料が容易に漏れない構造であること。 

イ 排気管の開口先になく、かつ、排気管の開口部から 300mm 以上離れている

こと。 

ウ 露出した電気端子及び電気開閉器から 200mm 以上離れていること。 

エ 座席又は立席のある車室（隔壁により仕切られた運転者室を除く。）の内

部に開口していないこと。 

（2）指定自動車等に備えられている燃料タンク及び配管と同一の構造を有し、かつ、同

一の位置に備えられた燃料装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷のない

ものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 174 条第 2 項関係） 

（3）ガソリン、灯油、軽油、アルコールその他の引火しやすい液体を燃料とする自動車

（乗車定員 11 人以上の自動車、車両総重量が 2.8t を超える自動車、二輪自動車、側
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車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の燃料タンク及び配管

は、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該自動車が衝突、他の自動車

の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少ない構造

でなければならない。 

この場合において、燃料装置の機能を損なうおそれがある損傷のないものはこの基

準に適合するものとする。（保安基準第 15 条第 2項関係、細目告示第 174 条第 3項関

係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-22-2～8-22-4（略） 

 

車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自

動車並びに被牽引自動車を除く。）の燃料タンク及び配管は、視認等その他適切な方

法により審査したときに、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受け

た場合において、燃料が著しく漏れるおそれの少ない構造でなければならない。 

この場合において、次に掲げる燃料装置であって、その機能を損なうおそれがある

損傷のないものはこの基準に適合するものとする。（保安基準第 15 条第 2項関係、細

目告示第 174 条第 3項関係） 

① 指定自動車等に備えられている燃料タンク及び配管と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた燃料装置 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった燃料タンク及び配

管と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた燃料装置 

③ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る燃料装置であって、7-22-1-2（5）の規定によるもの 

8-22-2～8-22-4（略） 

 

8-23 発生炉ガスの燃料装置 

8-23-1 性能要件（視認等による審査） 

発生炉ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、火災等のおそれのないものとして強

度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 16 条関係、細目告示第 175 条関係）

①（略） 

（削除） 

（削除） 

② 配管のうち高熱の部分は、車体の可燃性の部分と接触していないこと。 

（削除） 

 

 

8-23 発生炉ガスの燃料装置 

8-23-1 性能要件（視認等による審査） 

発生炉ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、火災等のおそれのないものとして強

度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 16 条関係、細目告示第 175 条関係） 

①（略） 

② ガス発生炉の燃焼室に面する車体の部分には、適当な防熱壁を備えること。 

③ ガス発生炉と防熱壁との間隔は、50mm 以上であること。 

④ 配管のうち高熱の部分は、車体の可燃性の部分と接触していないこと。 

⑤ 積載した物品がガス発生炉と接触するおそれのある場合にあっては、ガス発生炉

と物品積載装置との間に適当な隔壁を備えること。 

 

8-24 高圧ガスの燃料装置 

8-24-1 性能要件 

8-24-1-1 視認等による審査 

（1）高圧ガスを燃料とする自動車（（3）に掲げる自動車を除く。）の燃料装置は、爆発等

のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第

17 条第 1項関係、細目告示第 176 条第 1 項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

②～③（略） 

（削除） 

 

8-24 高圧ガスの燃料装置 

8-24-1 性能要件 

8-24-1-1 視認等による審査 

（1）高圧ガスを燃料とする自動車（（4）に掲げる自動車を除く。）の燃料装置は、爆発等

のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第

17 条第 1項関係、細目告示第 176 条第 1 項関係） 

①（略） 

② 液化石油ガスのガス容器及び導管は、取外してガスの充填を行なうものでない

こと。 

③～④（略） 

⑤ 排気管、消音器等によって著しく熱の影響を受けるおそれのあるガス容器及び

導管には、適当な防熱装置が施されていること。 
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（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

（削除） 

 

この場合において、直射日光をうけるものには、覆いその他の適当な日よけを

設けること。 

⑥ 導管は、繊維補強樹脂管又は焼鈍した鋼管若しくは銅管（アセチレン・ガスを

含有する高圧ガスに係るものにあっては、繊維補強樹脂管又は焼鈍した鋼管）で

あること。 

ただし、低圧部に用いるもの及び液化石油ガスに係るものにあっては、耐油性

ゴム管を使用することができる。 

⑦ 両端が固定された導管（耐油性ゴム管を除く。）は、中間の適当な部分が湾曲

しているものであり、かつ、1m 以内の長さごとに支持されていること。 

⑧ アセチレン・ガスを含有する高圧ガスを使用するものにあっては、燃料装置中

のガスと接触する部分に銅製品を使用していないこと。 

⑨ ガス容器から最初の減圧弁までの配管は、ガス容器のガス充填圧力の 1.5 倍の

圧力に耐えること。 

この場合において、この基準に適合しないおそれがあるときは、次のアからウ

までに掲げる方法により気密検査を行うものとし、気密検査の結果エに掲げる基

準に適合する液化石油ガス又は圧縮天然ガスを燃料とする自動車のガス容器か

ら最初の減圧弁までの配管は、この基準に適合するものとする。 

ア 検知液による方法 

ガス容器の液取出しバルブを全開にした状態で、配管及び各継手部に検知

液（石けん水等）を塗布し、発泡によりガス漏れを検査する。 

イ ガス測定器による方法 

ガス容器の液取出しバルブを全開にした状態で、配管及び各継手部にガス

測定器の検出部を当てガス漏れを検査する。 

ウ 圧力計による方法 

配管に圧力計を設置し、配管内に液化石油ガス又は圧縮天然ガスの常用圧

力の不燃性ガスを 1分間封入し、配管に設置した圧力計により圧力の低下状

況を検査する。 

エ アからウにより気密検査を行った結果、発泡等によりガス漏れが認められ

ない又は圧力の低下が認められないものであること。 

⑩ 主止弁を運転者の操作しやすい箇所に、ガス充填弁をガス充填口の近くに備え

ること。 

⑪ 液化石油ガス以外の高圧ガスを燃料とする燃料装置には、最初の減圧弁の入口

圧力を指示する圧力計を備えること。 

⑫ 圧縮天然ガスを燃料とする燃料装置には、低圧側の圧力の著しい上昇を有効に

防止することができる安全装置を備えること。 

ただし、最終の減圧弁の低圧側が大気に開放されているものにあっては、この

限りでない。 

⑬ 安全装置は、車室内にガスを噴出しないように取付けられたものであること。 

⑭ アセチレン・ガスを含有する高圧ガスを燃料とする燃料装置には、逆火防止装

置を最終の減圧弁と原動機の吸入管との間に備えること。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）視認又は図面若しくは写真により UN R110-01 に定める特定構成部品の適合性が確認

できるものであって、その取付けが確実であり、かつ、機能を損なうおそれのある緩

み及び損傷のないものは、（1）②及び③に適合するものとする。 

（3）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次

の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条第 1項関係、細目告示

第 176 条第 3 項関係） 

①（略） 

② ガス容器及び配管等（水素ガスの流路の構成部品であって、燃料電池スタック、

原動機、ガス容器及び容器附属品を除く部分をいう。以下③から⑤において同

じ。）の取付部に緩み及び損傷がないこと。 

③～④（略） 

（削除） 

 

⑤～⑨（略） 

（4）燃料装置の機能を損なうおそれがある損傷のないものは 8-24-1-1（3）③、④、⑦及

び⑨に適合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

（5）圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動

車及び被牽引自動車を除く。）のガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある

部品又は装置は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合に

おいて、燃料が著しく漏れるおそれの少ないものでなければならない。 

 

この場合において、燃料装置の機能を損なうおそれがある損傷のないものは、この

基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 3項関係、細目告示第 176 条第 4 項

関係） 

（削除） 

（2）液化石油ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発、燃料への引火等のおそれの

ないものとして強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査

したときに、（1）の基準及び次に掲げる基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 17 条第 2項関係、細目告示第 176 条第 2項関係） 

① ガス容器の充填口は、排気管の開口方向になく、かつ、排気管の開口部から

300mm 以上離れていること。 

② ガス容器の充填口は、露出した電気端子及び電気開閉器から 200mm 以上離れて

いること。 

③ ガス容器の充填口は、座席又は立席のある車室（隔壁により仕切られた運転者

室を除く。）の内部に開口していないこと。 

（3）視認又は図面若しくは写真により UN R110-01 に定める特定構成部品の適合性が確認

できるものであって、その取付けが確実であり、かつ、機能を損なうおそれのある緩

み及び損傷のないものは、（1）②から⑭に適合するものとする。 

（4）圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置は、爆発等のおそれのないものとして

強度、構造、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次

の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条第 1項関係、細目告示

第 176 条第 3 項関係） 

①（略） 

② ガス容器及び配管等（水素ガスの流路の構成部品であって、燃料電池スタック、

原動機、ガス容器及び容器附属品を除く部分をいう。以下③から⑥において同

じ。）の取付部に緩み及び損傷がないこと。 

③～④（略） 

⑤ ガス容器及び配管等は、運転者室、客室及び荷台その他換気が十分にされない

場所に備えてはならない。 

⑥～⑩（略） 

（5）次に掲げる装置であって、その機能を損なうおそれがある損傷のないものは 8-24-1-1

（4）③から⑤、⑧及び⑩に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられている燃料装置と同一の構造を有し、かつ同一の位置

に備えられたもの。 

② 新規検査、予備検査又は構造変更検査の際に提示のあった燃料装置と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられたもの。 

（6）圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除

く。）のガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路にある部品又は装置は、当該自

動車が衝突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、燃料が著しく漏

れるおそれの少ないものでなければならない。 

この場合において、次に掲げる燃料装置であって、その機能を損なうおそれがある

損傷のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 3項関係、

細目告示第 176 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられているガス容器、ガス配管その他の水素ガスの流路に
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（削除） 

 

 

（削除） 

 

8-24-1-2 書面等による審査 

圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の燃

料装置は、爆発等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、書面その

他適切な方法により審査したときに、公的試験機関等が実施した試験等の結果を記載し

た書面により、次の①から③までの基準に適合することが明らかであるものは、

8-24-1-1（3）⑤及び⑥の規定に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 1 項関係、

細目告示第 176 条第 3項関係） 

①～③（略）（略） 

8-24-2～8-24-4（略） 

 

ある部品及び装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた燃料装置 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあったガス容器、ガス配

管その他の水素ガスの流路にある部品及び装置と同一の構造を有し、かつ、同一

の位置に備えられた燃料装置 

③ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る燃料装置であって、7-24-1-2（3）の各規定に掲げるもの 

8-24-1-2 書面等による審査 

圧縮水素ガスを燃料とする自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）の燃

料装置は、爆発等のおそれのないものとして強度、構造、取付方法等に関し、書面その

他適切な方法により審査したときに、公的試験機関等が実施した試験等の結果を記載し

た書面により、次の①から③までの基準に適合することが明らかであるものは、

8-24-1-1（4）⑥及び⑦の規定に適合するものとする。（保安基準第 17 条第 1 項関係、

細目告示第 176 条第 3項関係） 

①～③（略）（略） 

8-24-2～8-24-4（略） 

 

8-25 電気装置 

8-25-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の電気装置は、火花による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがなく、かつ、

その発する電波が無線設備の機能に継続的かつ重大な障害を与えるおそれのないも

のとして取付位置、取付方法、性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条の 2 第 1

項関係、細目告示第 177 条第 1項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（2）自動車（大型特殊自動車を除く。）の電気装置は、電波による影響により当該装置を

備える自動車の制御に重大な障害を生ずるおそれのないものであること。 

8-25 電気装置 

8-25-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の電気装置は、火花による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがなく、かつ、

その発する電波が無線設備の機能に継続的かつ重大な障害を与えるおそれのないも

のとして取付位置、取付方法、性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条の 2 第 1

項関係、細目告示第 177 条第 1項関係） 

①（略） 

② 車室内等の電気端子、電気開閉器その他火花を生ずるおそれのある電気装置

は、乗車人員及び積載物品によって損傷、短絡等を生じないように、かつ電気火

花等によって乗車人員及び積載物品に危害を与えないように適当におおわれて

いること。この場合において、計器板裏面又は座席下部の密閉された箇所等に設

置されている電気端子及び電気開閉器は、適当におおわれているものとする。 

③ 蓄電池は、自動車の振動、衝撃等により移動し、又は損傷することがないよう

になっていること。この場合において、車室内等の蓄電池は、木箱その他適当な

絶縁物等によりおおわれている（蓄電池端子の部分（蓄電池箱の上側）が適当な

絶縁物で完全におおわれていることをいい、蓄電池箱の横側あるいは下側は、絶

縁物でおおわれていないものであってもよい。）ものとする。 

④ 電気装置の発する電波が、無線設備の機能に継続的かつ重大な障害を与えるお

それのないものであること。この場合において、自動車雑音防止用の高圧抵抗電

線、外付抵抗器等を備え付けていない等電波障害防止のための措置をしていない

ものは、この基準に適合しないものとする。 

（2）自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）の電気装置は、電波による影

響により当該装置を備える自動車の制御に重大な障害を生ずるおそれのないもので
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この場合において、電気装置の機能を損なう損傷のないものはこの基準に適合する

ものとする。（保安基準第 17 条の 2第 2項関係、細目告示第 177 条第 2項） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（3）電力により作動する原動機を有する自動車（大型特殊自動車及び被牽引自動車を除

く。）の電気装置は、高電圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがないものと

して、乗車人員の保護に係る性能及び構造に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条の 2

第 3項関係、細目告示第 177 条第 3項関係） 

 

①～②（略） 

（削除） 

 

 

③～⑥（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

⑦～⑧（略） 

（削除） 

 

 

（4）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝

突、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員へ

の傷害、原動機用蓄電池の移動又は損傷による乗車人員への傷害等を生ずるおそれが

少ない構造でなければならない。 

 

この場合において、電気装置の機能を損なうおそれがある損傷のないものは、この

基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条の 2 第 4項関係、細目告示第 177 条第

4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

あること。 

この場合において、次に掲げる電気装置であって、その機能を損なう損傷のないも

のはこの基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条の 2第 2項関係、細目告示第

177 条第 2項） 

① 指定自動車等に備えられている電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられた電気装置 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった電気装置と同一の

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた電気装置 

（3）電力により作動する原動機を有する自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の電気装置は、高電

圧による乗車人員への傷害等を生ずるおそれがないものとして、乗車人員の保護に係

る性能及び構造に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に

適合するものでなければならない。（保安基準第 17 条の 2第 3項関係、細目告示第 177

条第 3項関係） 

①～②（略） 

③ 高電圧回路に使用する動力系の活電部の配線（エンクロージャ内に設置されて

いる高電圧回路に使用する配線を除く。）は、橙色の被覆を施すことにより、他

の電気配線と識別できるものであること。（細目告示第 177 条第 3項第 3号） 

④～⑦（略） 

⑧ 接地された外部電源と接続するための装置は、電気的シャシが直流電気的に大

地に接続できるものであること。（細目告示第 177 条第 3項第 8号） 

⑨ 水素ガスを発生する開放式原動機用蓄電池を収納する場所は、換気扇又は換気

ダクト等を備える等、水素ガスが滞留しないようにするとともに、客室内に水素

ガスを放出しないものでなければならない。（細目告示第 177 条第 3 項第 9号） 

⑩～⑪（略） 

⑫ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車に限る。）に備える原

動機用蓄電池は、当該自動車の動揺により電解液が漏れない構造であること。（細

目告示第 177 条第 3項第 12 号） 

（4）電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の電気装置は、当該自動車が衝突、他の自動車の追突等に

よる衝撃を受けた場合において、高電圧による乗車人員への傷害、原動機用蓄電池の

移動又は損傷による乗車人員への傷害等を生ずるおそれが少ない構造でなければな

らない。 

この場合において、次に掲げる電気装置であって、その機能を損なうおそれがある

損傷のないものは、この基準に適合するものとする。（保安基準第 17 条の 2第 4項関

係、細目告示第 177 条第 4 項関係） 

① 指定自動車等に備えられている電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられた電気装置（細目告示第 177 条第 4項第 1 号） 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった電気装置と同一の



新旧対照表 

292 / 521 

新 旧 

 

 

（削除） 

 

 

（5）感電防止装置及び原動機用蓄電池の機能を損なうおそれのある緩み又は損傷のない

ものは、（3）の基準に適合するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-25-2～8-25-4（略） 

 

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた電気装置（細目告示第 177 条第 4項

第 2号） 

③ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る装置であって 7-25-1-2（3）の規定によるもの（細目告示第 177 条第 4 項第 3

号） 

（5）次に掲げる電気装置であってその機能を損なうおそれのある緩み又は損傷のないも

のは、それぞれの基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられた電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた電気装置にあっては、（2）の基準 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている感電防

止装置又はこれに準ずる性能を有する感電防止装置にあっては、（3）①から⑩の

基準及び（4）の基準（原動機用蓄電池に係る部分を除く。） 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき感電防止装置の指定を受けた自動車に備

える電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた感電防止装置

又はこれに準ずる性能を有する感電防止装置にあっては、（3）①から⑩の基準及

び（4）の基準（原動機用蓄電池に係る部分を除く。） 

④ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている原動機

用蓄電池又はこれに準ずる性能を有する原動機用蓄電池にあっては、（3）⑪及び

⑫の基準並びに（4）の基準（原動機用蓄電池に係る部分に限る。） 

⑤ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき原動機用蓄電池の指定を受けた自動車に

備える電気装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた原動機用蓄

電池又はこれに準ずる性能を有する原動機用蓄電池にあっては、（3）⑪及び⑫の

基準並びに（4）の基準（原動機用蓄電池に係る部分に限る。） 

8-25-2～8-25-4（略） 

 

8-26 車枠及び車体 

8-26-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、視認等その他適切な方法により審査したときに、

鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他の交通の安全を妨げるおそれのあるも

のでないこと。 

ただし、大型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。（保安基準第 18 条第 1項第 2 号関係、細目告示第 178 条第

2項関係） 

（例）（略） 

（3）次に該当する車枠及び車体は、（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 178

条第 2項関係） 

8-26 車枠及び車体 

8-26-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車体の外形その他自動車の形状は、視認等その他適切な方法により審査したときに、

鋭い突起を有し、又は回転部分が突出する等他の交通の安全を妨げるおそれのあるも

のでないこと。 

ただし、大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。 

なお、次の例に掲げるものにあっては、他の交通の安全を妨げるおそれのあるもの

として取扱うものとする。（保安基準第 18 条第 1項第 2 号関係、細目告示第 178 条第

2項関係） 

（例）（略） 

（3）次に該当する車枠及び車体は、（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 178

条第 2項関係） 
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① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）で

あって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を通りそれぞれ前方30°及び後方50°

に交わる 2平面によりはさまれる範囲の最外側がタイヤとなる部分については、

外側方向への突出量が 10mm 未満の場合には「外側方向に突出していないもの」

とみなす。 

（参考図）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

① 自動車が直進姿勢をとった場合において、車軸中心を含む鉛直面と車軸中心を

通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる走行装置

の回転部分（タイヤ、ホイール・ステップ、ホイール・キャップ等）が当該部分

の直上の車体（フェンダ等）より車両の外側方向に突出していないもの。 

この場合において、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動

車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって、車軸中心を含む鉛直面と車軸中

心を通りそれぞれ前方 30°及び後方 50°に交わる 2 平面によりはさまれる範囲

の最外側がタイヤとなる部分については、外側方向への突出量が 10mm 未満の場

合には「外側方向に突出していないもの」とみなす。 

（参考図）（略） 

② 貨物の運送の用に供する普通自動車の後車輪であって、8-33 の基準に適合する

巻込防止装置等を備えており、かつ、当該巻込防止装置等の平面部が最外側にあ

る前車輪及び後車輪のそれぞれの車軸中心を通る鉛直面における車輪等回転部

分の最外側（車軸中心より下方の部位を除く。）の鉛直線と接地面との交点を結

ぶ直線（前車輪を有しない被牽引自動車にあっては、後車輪の車軸中心を通る鉛

直面における車輪等回転部分の最外側（車軸中心より下方の部位を除く。）の鉛

直線と接地面との交点を通り車両中心線に平行な直線）より外側に取付けられて

いるもの 

（参考図）（略） 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車及び貨物の運送の用に供す

る車両総重量 2.8t 以下の自動車に備えるエア・スポイラ（二輪自動車、側車付

二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるもの並びに自動車の最

前部の車軸と最後部の車軸との間における下面及び側面の部分に備えるものを

除く。）であって、次の要件に適合するもの 

ア エア・スポイラは、自動車の前部及び後部のいずれの部分においても、自

動車の最前端又は最後端とならないものであること。 

ただし、バンパの下端より下方にある部分であって、直径 100mm の球体が

静的に接触することのできる部分（フロアラインより下方の部分を除く。）

の角部が半径 5mm 以上であるもの又は角部の硬さが 60 ショア（A）以下の場

合にあっては、この限りでない。 

イ エア・スポイラ（バンパの下端より下方にある部分及び地上 1.8m を超え

る部分を除く。）は、直径 100mm の球体が静的に接触することのできる部分

に半径 2.5mm 未満の角部を有さないものであること。 

ただし、角部の硬さが 60 ショア（A）以下のとき、又は角部の高さが 5mm

未満の場合若しくは角部の間隔（直径 100mm の球体を 2 つの角部に静的に接

触させたときの接点間の距離をいう。）が 40mm 以下の場合であって角部が次

表に定める角部の形状の要件を満足するときは、この限りでない。 

角部の高さ

（h） 

角部の 

形状 

角部の 

間隔（δ） 

角部の 

形状 
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h＜5mm 角部に外向きの

尖った部分又は

鋭い部分がない

こと。 

25＜δ≦40mm 角 部 の 半 径 が

1.0mm 以上であ

ること。 

δ≦25 角 部 の 半 径 が

0.5mm 以上であ

ること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

ウ エア・スポイラは、その附近における車体の最外側（バンパの上端より下

方にある部分にあっては、当該自動車の最外側）とならないものであること。 

エ エア・スポイラは、側方への翼状のオーバー・ハング部を有していないも

のであること。 

ただし、次に掲げるいずれかの場合にあっては、この限りでない。 

（ｱ）側方への翼状のオーバー・ハング部の側端の部分と車体のすき間が

20mm を超えない場合 

（ｲ）側方への翼状のオーバー・ハング部の側端が当該自動車の最外側か

ら 165mm 以上内側にある場合 

（ｳ）側方への翼状のオーバー・ハング部のうち当該自動車の最外側から

165mm 以上内側にない部分が、歩行者等に接触した場合に衝撃を緩衝

することができる構造である場合。 

この場合において、側方への翼状のオーバー・ハング部の側端附近

に、車両中心線に平行な後向き方向に 245N 以下の力を加えたとき、

当該自動車の最外側から 165mm 以上内側にない部分がたわむ、回転す

る又は脱落するものは、「歩行者等に接触した場合に衝撃を緩衝する

ことができる構造」とする。 

オ エア・スポイラは、溶接、ボルト・ナット、接着剤等により車体に確実に

取付けられている構造であること。 

（例）角部の高さ及び間隔の例（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車が直進姿勢をとった場合において、車輪の左右両端が緩衝装置により挟

まれているもの 

⑤ 二輪自動車が直進姿勢をとった場合において、後車輪の左右両端が運転者の乗

車装置（座席又は足かけ（格納式のものは展開した状態））より車両の外側方向

に突出していないもの 

（4）次に掲げるエア・スポイラであって損傷のないものは、（3）③の基準に適合するも

のとする。（細目告示第 178 条第 3項関係） 

① 指定自動車等に備えられているエア・スポイラと同一の構造を有し、かつ同一

の位置に備えられているエア・スポイラ 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ているエア・スポイラと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている

エア・スポイラ又はこれに準ずる性能を有するエア・スポイラ 
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（4）自動車の窓、乗降口等のとびらを閉鎖した状態において、次のいずれかに該当する

車枠及び車体は、（2）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 178 条第 4 項関

係、適用関係告示第 15 条第 12 項関係） 

 

 

①（略） 

② 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備えられているアンテナ（高

さ 2.0m 以下に備えられているものに限る。）であって、その一部又は全部が自動

車の最外側から突出しているもの 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備えられているホイール、

ホイールナット、ハブキャップ及びホイール・キャップであって、ホイールのリ

ムの最外側を超えて突出する鋭利な突起を有するもの 

 

④ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備える外開き式窓（高さ 2.0m

以下に備えられているものに限る。）であって、その一部又は全部が自動車の最

外側から突出しているもの又はその端部が自動車の進行方向に向いているもの 

 

⑤（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥（略） 

（削除） 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき外装の装置の指定を受けた自動車に備え

られているエア・スポイラと同一の構造を有し、かつ同一の位置に備えられてい

るエア・スポイラ又はこれに準ずる性能を有するエア・スポイラ 

（5）自動車の窓、乗降口等のとびらを閉鎖した状態において、次のいずれかに該当する

車枠及び車体は、（2）の基準に適合しないものとする。 

なお、平成 22 年 3 月 31 日以前に製作された自動車であって、7-2-5 及び 7-2-6 の

基準を適用したものにあっては、⑩の規定は適用しない。（細目告示第 178 条第 4 項

関係、適用関係告示第 15 条第 12 項関係） 

①（略） 

② 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）に備えられているアンテナ（高さ 2.0m 以下に備えられているものに限

る。）であって、その一部又は全部が自動車の最外側から突出しているもの 

③ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）に備えられているホイール、ホイールナット、ハブキャップ及びホイ

ール・キャップであって、ホイールのリムの最外側を超えて突出する鋭利な突起

を有するもの 

④ 乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）に備える外開き式窓（高さ 2.0m 以下に備えられているものに限る。）

であって、その一部又は全部が自動車の最外側から突出しているもの又はその端

部が自動車の進行方向に向いているもの 

⑤（略） 

⑥ ホイールのリムの全周における最外側を超えて突出するスピンナー、ウイング

ナット及び車輪に取付けるプロペラ状の装飾品等を有するもの 

⑦ レバー式のドア・ハンドルで先端が自動車の進行方向を向いているもの（先端

が内側へ曲げてあるもの、保護装置を有するもの等他の交通の安全を妨げるおそ

れの少ないものを除く。） 

⑧ 貨物自動車に備える簡易クレーンのクレーンブームであって、その車両前方へ

の突出量及び前端の取付高さが次に該当するもの 

ア 最前部の車軸中心からクレーンブームの最前端までの水平距離が軸距の 3

分の 2を超えるもの 

イ クレーン部を除く自動車の最前部（後写鏡、バンパその他の自動車前面に

備える附属物を除く。）からクレーンブームの最前端までの水平距離が 1m を

超えるもの 

ウ クレーンブームの最前端の下縁の高さが地上 1.8m 未満のもの 

（参考図）（略） 

⑨（略） 

⑩ 8-87 に規定される装置のうち自動車の両側面に備える方向指示器（大型貨物自
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

動車等の両側面の中央部に備えるものを除く。）が自動車の幅から突出している

ものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 当該装置の最外部に接する車両中心線と平行な鉛直面とその取付部附近

の自動車の最外側との距離が 100mm を超えて突出しているもの 

イ 当該装置が車体に取付けられた状態で直径100mmの球体が接触する範囲で

あってその外部表面の曲率半径が 2.5mm 未満の突起を有するもの。 

ただし、突出量が 5mm 未満であってその外向きの端部に丸みが付けられて

いるもの、突出量が 1.5mm 未満のもの、突起の硬さが 60 ショア（A）以下の

ものにあってはこの限りでない。 

（略） 

（6）乗車定員が 10 人未満の専ら乗用の用に供する自動車（UN R26-03-S3 の 5.及び 6.に

適合している自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）及び乗車定員が 10 人未満の専ら乗

用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及び

そりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）以外の自動車であって、次に掲

げるものは、（2）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 178 条第 5項関係） 

① 乗用自動車及びその形状が乗用自動車の形状に類する自動車（いわゆる貨客兼

用貨物自動車、警察車のパトロール車等）の後部に備えるバンパ（その端部が、

車体後部側面附近にあるものに限る。）であって、次に該当しないもの 

ア 車体の凹部に組み込まれているもの 

イ 車体とのすき間が 20mm を超えず、かつ、直径 100mm の球体を車体及びバ

ンパに接触させた場合において球体に接触することがないものであって、そ

の端部附近の部分が車体側に曲げられているもの 

② 地上 1.8m 以下に備えられているアンテナの取付部であって、その附近の車体

の最外側から突出しているもの 

（7）自動車（ポール・トレーラを除く。）の最後部の車軸中心から車体の後面までの水平

距離は、視認等その他適切な方法により審査したときに、最後部の車軸中心から車体

の後面までの水平距離が最遠軸距の 2 分の 1（物品を車体の後方へ突出して積載する

おそれのない構造の自動車にあっては 3 分の 2、その他の自動車のうち小型自動車に

あっては 20 分の 11）以下でなければならない。 

ただし、大型特殊自動車であって、操向する場合に必ず車台が屈折するもの又は最

高速度 35km/h 未満のもの及び小型特殊自動車にあっては、この限りでない。（保安基

準第 18 条第 1 項第 3号関係、細目告示第 178 条第 6項） 

（8）次に掲げる自動車は、（7）の「物品を車体の後方へ突出して積載するおそれのない

構造の自動車」とする。（細目告示第 178 条第 7項） 

① 物品を積載する装置を有しない自動車 

② 物品を積載する装置が次に該当する自動車 

ア タンク又はこれに類するもの 

イ コンテナを専用に積載するための緊締装置を有するもの 

③ その後面に、折りたたみ式でない煽であってその高さが荷台床面から 155cm 以
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-26-2～8-26-4（略） 

 

上のものを備える自動車 

④ バン型自動車等であって、後面の積卸口の全体に観音開き式、片開き式、上下

開き式又はシャッター式のとびらを備えているもの 

⑤ 専ら車両を運搬する構造の自動車であって、次に掲げる要件を満たすもの 

ア 荷台床面は、中央部が開口形状、穿孔形状その他自動車以外の物品を容易

に積載できない形状であること。 

イ 後煽は、積載した車両の一部が後方に突出しない構造であり、高さが荷台

床面から 45cm 以上のものであること。 

ただし、複数階式の荷台を有する自動車の次に掲げる部分にあっては、こ

の限りでない。 

（ｱ）最後部の車軸中心から床面の後端までの水平距離が最遠軸距の 2 分

の 1以下の床面 

（ｲ）荷台床面の中央部が前端から後端までにわたり開口している部位 

ウ 原動機等の動力を用いて荷台を斜め下方へスライドし、地面に接地させる

機能を有する自動車にあっては、側煽の高さが（煽の固縛金具、金具取付台

及び支柱を除く。）荷台床面（自動車の最前部の車軸中心（セミトレーラに

あっては連結装置中心）から最後部の車軸中心までの間に位置する床面に限

る。）から 15cm 以下のものであること。 

（9）（7）の「最後部の車軸中心から車体の後面までの水平距離」は、空車状態の自動車

を平坦な面に置き、巻尺等を用いて次により車両中心線に平行に計測した長さとす

る。（細目告示第 178 条第 6 項関係） 

① 車体には、クレーン車のクレーンブーム又はスキーバスの車室外に設けられた

物品積載装置を含むものとして計測する。 

② 車体には、バンパ、フック、ヒンジ等の附属物を含まないものとして計測する。 

③ 車軸自動昇降装置付き自動車にあっては、車軸が上昇している状態及び上昇し

ている車軸を強制的に下降させた状態においてそれぞれ計測する。 

④ 故障した自動車を吊り上げて牽引するための装置（格納できるものに限る。）

を備えた自動車にあっては、当該装置を格納した状態で計測する。 

8-26-2～8-26-4（略） 

 

8-27 フルラップ前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-27-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面が衝突等による衝撃を受けた場合において、運

転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度

の傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18 条第 2項関

係、細目告示第 178 条第 8 項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

8-27 フルラップ前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-27-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面が衝突等による衝撃を受けた場合において、運

転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面に隣接する座席の乗車人員に過度

の傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18 条第 2項関

係、細目告示第 178 条第 8 項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 
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（削除） 

⑧～⑨（略） 

（2）車枠及び車体の前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 8項関係） 

【表示】（略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-27-2～8-27-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-27-7 従前規定の適用③ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-27-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車枠及び車体の前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩～⑪（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 8項関係） 

【表示】（略） 

① 運転者席より前方の部分が指定自動車等と同一の構造を有する車枠及び車体 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった車枠及び車体と同

一の構造を有する車枠及び車体 

③ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る車枠及び車体であって、7-27-1（3）の規定によるもの 

8-27-2～8-27-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-27-7 従前規定の適用③ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-27-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 

① 8-27-1（2）①に同じ。 

② 8-27-1（2）②に同じ。 

③ 8-27-1（2）③に同じ。 

 

8-28 オフセット前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-28-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面のうち運転者席側の一部が衝突等により変形を

生じた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面に隣接する

座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれが少ない構造でなければならない。（保

安基準第 18 条第 3項関係、細目告示第 178 条第 9項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（2）車枠及び車体の前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

8-28 オフセット前面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-28-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面のうち運転者席側の一部が衝突等により変形を

生じた場合において、運転者席及びこれと並列の座席のうち自動車の側面に隣接する

座席の乗車人員に過度の傷害を与えるおそれが少ない構造でなければならない。（保

安基準第 18 条第 3項関係、細目告示第 178 条第 9項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 

⑩（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 
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ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 9項関係） 

【表示】（略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-28-2～8-28-7（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-28-8 従前規定の適用④ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-28-8-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車枠及び車体の前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 9項関係） 

【表示】（略） 

① 運転者席より前方の部分が指定自動車等と同一の構造を有する車枠及び車体 

② 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった車枠及び車体と同

一の構造を有する車枠及び車体 

③ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る車枠及び車体であって、7-28-1（3）に規定するもの 

8-28-2～8-28-7（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-28-8 従前規定の適用④ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-28-8-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その前面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 

① 8-28-1（2）①に同じ。 

② 8-28-1（2）②に同じ。 

③ 8-28-1（2）③に同じ。 

 

8-29 自動車との側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-29-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該自動車の側面が自動

車との衝突等による衝撃を受けた場合において、運転者席又はこれと並列の座席のう

ち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与える

おそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18 条第 4項関係、細目告示第

178 条第 10 項関係） 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）車枠及び車体の側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 10 項関係） 

8-29 自動車との側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-29-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）座席の地上面からの高さが 700mm 以下の自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及

び車体は、視認等その他適切な方法により審査したときに、当該自動車の側面が自動

車との衝突等による衝撃を受けた場合において、運転者席又はこれと並列の座席のう

ち衝突等による衝撃を受けた側面に隣接する座席の乗車人員に過度の傷害を与える

おそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18 条第 4項関係、細目告示第

178 条第 10 項関係） 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 10 項関係） 
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【表示】（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-29-2～8-29-9（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-29-10 従前規定の適用⑥ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-29-10-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車枠及び車体の側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 178 条第 10 項関係） 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

【表示】（略） 

① 運転者室及び客室を取囲む部分が指定自動車等と同一の構造を有する車枠及

び車体 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側面衝突時の乗員保護装置と同一の構造を有する車枠及び車体 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた側面衝突時の乗員保

護装置と同一の構造を有する車枠及び車体 

④ 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった車枠及び車体と同

一の構造を有する車枠及び車体 

⑤ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る車枠及び車体であって、7-29-1（3）の規定によるもの 

8-29-2～8-29-9（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-29-10 従前規定の適用⑥ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-29-10-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 178 条第 10

項関係） 

① 8-29-1（2）①に同じ。 

② 8-29-1（2）②に同じ。 

③ 8-29-1（2）③に同じ。 

④ 8-29-1（2）④に同じ。 

⑤ 8-29-1（2）⑤に同じ。 

 

8-30 ポールとの側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-30-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18

条第 5項関係、細目告示第 178 条第 11 項及び第 12 項関係） 

①～⑦（略） 

（削除） 

⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）車枠及び車体の側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

8-30 ポールとの側面衝突時の車枠及び車体の乗員保護性能 

8-30-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、当該自動車の側面のうち運転

者席側の一部がポールとの衝突等により変形を生じた場合において、運転者席の乗車

人員に過度の衝撃を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保安基準第 18

条第 5項関係、細目告示第 178 条第 11 項及び第 12 項関係） 

①～⑦（略） 

⑧ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑨（略） 

⑩ 小型特殊自動車 

⑪（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 
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ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 11 項関係） 

【表示】（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-30-2～8-30-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-30-7 従前規定の適用③ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-30-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）車枠及び車体の側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

ただし、7-12-1（3）が適用される自動車のテルテールの識別表示のうち、次に掲

げる表示が継続して点灯しているものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 178 条第 11 項関係） 

【表示】（略） 

① 運転者室及び客室を取囲む部分（乗員保護装置を含む。）が指定自動車等と同

一の構造を有する車枠及び車体 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ているポールとの側面衝突時の乗員保護装置と同一の構造を有する車枠又は車

体 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けたポールとの側面衝突

時の乗員保護装置と同一の構造を有する車枠及び車体 

④ 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった車枠及び車体と同

一の構造を有する車枠及び車体 

⑤ 4-18-1 ただし書の規定により、破壊試験を行うことが著しく困難であると認め

る車枠及び車体であって、7-30-1（3）の規定によるもの 

8-30-2～8-30-6（略） 

［テルテール：UN R121 又は UN R60 適用前］ 

8-30-7 従前規定の適用③ 

平成 29 年 1月 31 日以前に製作された自動車については、次の基準に適合するもので

あればよい。（適用関係告示第 15 条第 31 項関係） 

8-30-7-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる車枠及び車体であって、その側面からの衝撃吸収性能を損なうおそれの

ある損傷のないものは、（1）の基準に適合するものとする。 

① 8-30-1（2）①に同じ。 

② 8-30-1（2）②に同じ。 

③ 8-30-1（2）③に同じ。 

④ 8-30-1（2）④に同じ。 

⑤ 8-30-1（2）⑤に同じ。 

 

8-31 車枠及び車体の歩行者保護性能 

8-31-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面が歩行者に衝突した場合において、当該歩行者

の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保

安基準第 18 条第 6項関係、細目告示第 178 条第 13 項関係） 

①～⑥（略） 

（削除） 

⑦（略） 

（削除） 

8-31 車枠及び車体の歩行者保護性能 

8-31-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（次に掲げるものを除く。）の車枠及び車体は、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、当該自動車の前面が歩行者に衝突した場合において、当該歩行者

の頭部及び脚部に過度の傷害を与えるおそれの少ない構造でなければならない。（保

安基準第 18 条第 6項関係、細目告示第 178 条第 13 項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

⑧（略） 

⑨ 小型特殊自動車 
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⑧～⑨（略） 

（2）（略） 

8-31-2～8-31-4（略） 

 

⑩～⑪（略） 

（2）（略） 

8-31-2～8-31-4（略） 

 

8-32（略） 

 

8-32（略） 

 

8-33 巻込防止装置 

8-33-1（略） 

8-33-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-33-1 の巻込防止装置は、強度、形状等に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2

第 1項関係、細目告示第 179 条第 1項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

8-33-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）巻込防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 2 項関係、細目告示第 179 条第 4

項関係） 

① 巻込防止装置は、空車状態において、その上縁の高さが地上 650mm 以上となる

ように取付けられていること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-33 巻込防止装置 

8-33-1（略） 

8-33-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-33-1 の巻込防止装置は、強度、形状等に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2

第 1項関係、細目告示第 179 条第 1項関係） 

①（略） 

② 板状その他歩行者、自転車の乗車人員等が当該自動車の後車輪へ巻き込まれる

ことを有効に防止することができる形状であること。 

この場合において、その平面部の形状が、一体板物、すのこ状、網状、棒状（3

本以上）又はこれに準ずる形状を有する巻込防止装置は、この基準に適合するも

のとする。 

（2）貨物の運送の用に供する普通自動車（車両総重量 8t 以上又は最大積載量 5t 以上の

ものを除く。）にあっては（1）②の基準にかかわらず、当分の間、歩行者が当該自動

車の後車輪へ巻き込まれるおそれの少ない構造であればよい。 

この場合において、鋼管一本等の形状を有する巻込防止装置は、この基準に適合す

るものとする。（昭和 54 年運輸省令第 8号附則第 4項関係、細目告示第 179 条第 2 項

関係） 

8-33-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）巻込防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 2 項関係、細目告示第 179 条第 4

項関係） 

① 巻込防止装置は、空車状態において、その下縁の高さが地上 450mm 以下、その

上縁の高さが地上 650mm 以上となるように取付けられていること。 

② 巻込防止装置は、空車状態において、その上縁と荷台等との間隔が歩行者、自

転車の乗車人員等が当該自動車の後車輪へ巻き込まれることを有効に防止する

ことができるものとなるように取付けられていること。 

この場合において、巻込防止装置の平面部の上縁と荷台等との間隔が 550mm 以

下となるように取付けられている巻込防止装置は、この基準に適合するものとす

る。 

（例） 

（1）タンクローリの場合（略） 

（2）バラセメント車の場合（略） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

8-33-4（略） 

 

（3）コンクリート・ミキサー車の場合（略） 

（4）バラセメントセミトレーラの場合（略） 

（5）コンテナセミトレーラの場合（略） 

③ 巻込防止装置は、その平面部（湾曲部を除く。）の前端を含み車両中心面に対

して直角をなす鉛直面と前輪タイヤのうち最後部にあるものの後端を含む車両

中心面に対して直角をなす鉛直面との距離及び平面部（湾曲部を除く。）の後端

を含み車両中心面に対して直角をなす鉛直面と後輪タイヤのうち最前部にある

ものの前端を含む車両中心面に対して直角をなす鉛直面との距離が400mm以下と

なるように取付けられていること。 

ただし、セミトレーラに備える巻込防止装置にあっては、その平面部（湾曲部

を除く。）の前端が補助脚より前方となるように取付けられていなければならな

い。 

（例 1）（普通型貨物自動車の場合の取付例）（略） 

（例 2）（車両総重量 8トン以上又は最大積載量 5トン以上の大型貨物自動車の場

合の取付例）（略） 

④ 巻込防止装置は、その平面部が、最外側にある前車輪及び後車輪の接地部の中

心点を結ぶ直線より外側になり、かつ、その取付部が平面部より 150mm 以上内側

になるように取付けられていること。 

（例）（略） 

⑤（略） 

（2）貨物の運送の用に供する普通自動車（車両総重量 8t 以上又は最大積載量 5t 以上の

ものを除く。）にあっては、（1）①及び②の基準にかかわらず、当分の間、空車状態

において、運転者席乗降口附近を除き、巻込防止装置の下縁の高さが地上 600mm 以下

となるように取付けられていればよい。（昭和 54 年運輸省令第 8号附則第 4項関係、

細目告示第 179 条第 5項関係） 

8-33-4（略） 

 

8-34 突入防止装置 

8-34-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪が

1 個の被牽引自動車、後車輪が 1 個の三輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラ

を除く。）、牽引自動車を除く。）の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自

動車の車体前部が突入することを有効に防止することができるものとして、強度、形状

等に関し、8-34-2 の基準に適合する突入防止装置を 8-34-3 の基準に適合するよう備え

なければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 18 条

の 2第 3項関係、細目告示第 180 条第 2 項関係） 

（1）貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及びポー

8-34 突入防止装置 

8-34-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引される後車輪が

1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）

の後面には、他の自動車が追突した場合に追突した自動車の車体前部が突入することを

有効に防止することができるものとして、強度、形状等に関し、8-34-2 の基準に適合す

る突入防止装置を 8-34-3 の基準に適合するよう備えなければならない。 

ただし、突入防止装置を備えた自動車と同程度以上に他の自動車が追突した場合に追

突した自動車の車体前部が突入することを防止することができる構造を有するものと

して次に掲げる要件に適合する自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 18 条

の 2第 3項関係、細目告示第 180 条第 2 項関係） 

（1）貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及びポー
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ル・トレーラにあっては、モノコック構造の車体の後面、セミトレーラの車枠の後面、

リヤリフトゲート後面、塵芥車の荷箱後面その他の車体後面の構造部が①から③まで

に掲げる要件に適合する平面部を有すること。 

① 車体後面の構造部における平面部の車両中心面に平行な鉛直面による断面の

高さが 120mm（車両総重量が 8t 以下の自動車（被牽引自動車を除く。）、車体後

面に貨物を積卸しする昇降装置を有する自動車並びに専ら車両を運搬する構造

の自動車であって、荷台後方部分が傾斜している構造、アウトリガにより前車軸

を持ち上げ車体後面が接地する構造又は低床荷台の構造を有する車体後面の構

造部にあっては 100mm）以上あって、その平面部の最外縁が後軸の車輪の最外側

の内側 100mm までの間にあること。 

ただし、車両総重量が 8t 以下の自動車にあっては、車体後面の構造部は当該

自動車の幅の 60％以上（最後部の車軸中心から車体後面までの水平距離が

1,500mm 以下のものは、当該自動車の車枠後端の幅以上。）であればよい。 

なお、この場合における断面の高さとは、車体後面の構造部全体としての断面

の高さをいう。 

 

 

 

 

②～③（略） 

（2）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及

びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引さ

れる後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、大型特殊自動車、牽

引自動車を除く。）にあっては、モノコック構造の車体の後面、リヤリフトゲート後

面、塵芥車の荷箱後面その他の後面の構造部が①から⑤又は（1）①から③までに掲

げる要件に適合するものであること。 

 

①～⑤（略） 

（3）～（4）（略） 

8-34-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）突入防止装置は、強度、形状等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 180 条第 1項関係）

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

ル・トレーラにあっては、モノコック構造の車体の後面、セミトレーラの車枠の後面、

リヤリフトゲート後面、塵芥車の荷箱後面その他の車体後面の構造部が①から③まで

に掲げる要件に適合する平面部を有すること。 

① 車体後面の構造部における平面部の車両中心面に平行な鉛直面による断面の

高さが 120mm（車両総重量が 8t 以下の自動車（被牽引自動車を除く。）、車体後

面に貨物を積卸しする昇降装置を有する自動車並びに専ら車両を運搬する構造

の自動車であって、荷台後方部分が傾斜している構造、アウトリガにより前車軸

を持ち上げ車体後面が接地する構造又は低床荷台の構造を有する車体後面の構

造部にあっては 100mm）以上あって、その平面部の最外縁が後軸の車輪の最外側

の内側 100mm までの間にあること。 

ただし、車両総重量が 8t 以下の自動車にあっては、車体後面の構造部は当該

自動車の幅の 60％以上（最後部の車軸中心から車体後面までの水平距離が

1,500mm 以下のものは、当該自動車の車枠後端の幅以上。）であればよい。 

なお、この場合における断面の高さとは、車体後面の構造部全体としての断面

の高さをいう。 

また、車両後部に貨物を積卸しするための昇降装置（道板を兼ねる後あおりを

作動させる装置等を含む）を取付けるため、構造部に切り欠きが設けられる場合

又は分割される場合で、一部の断面の高さが 100mm 以上確保できないものにあっ

ては、8-34-3（1）⑥を適用させる。 

②～③（略） 

（2）自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの及

びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動車に牽引さ

れる後車輪が 1個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、牽引自動車を除く。）にあって

は、モノコック構造の車体の後面、リヤリフトゲート後面、塵芥車の荷箱後面その他

の後面の構造部が①から⑤又は（1）①から③までに掲げる要件に適合するものであ

ること。 

①～⑤（略） 

（3）～（4）（略） 

8-34-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）突入防止装置は、強度、形状等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 180 条第 1項関係） 

① 自動車（貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超える

もの及びポール・トレーラ、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにこれらの自動

車に牽引される後車輪が 1 個の被牽引自動車、後車輪が 1個の三輪自動車、カタ

ピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車、牽引自動車

を除く。）に備える突入防止装置は、堅ろうであり、かつ、板状その他、他の自

動車が追突した場合に追突した自動車の車体前部が突入することを有効に防止

できる形状であること。 

② 貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t を超えるもの（牽
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（削除） 

 

 

①～③（略） 

（2）突入防止装置の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）の基準に適合す

るものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-34-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除

く。）及び牽引自動車を除く。）に備える突入防止装置は、その性能を損なわないよう

に、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、次の基準に適合するように取付けられなければならない。（保安基準第 18 条の

引自動車を除く。）及びポール・トレーラに備える突入防止装置は、他の自動車

が追突した場合に追突した自動車の車体前部が著しく突入することを防止する

ことができる構造であること。 

③ ②に規定する自動車に備える突入防止装置は、平面部の車両中心面に平行な鉛

直面による断面の高さが 120mm（車両総重量が 8t 以下の自動車、車体後面に貨物

を積卸しする昇降装置を有する自動車にあっては 100mm）以上であること。 

④～⑥（略） 

（2）次に掲げる突入防止装置であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの

は、（1）の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられている突入防止装置と同一の構造を有し、かつ、同一

の位置又はそれより後方に備えられた突入防止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている突入防止装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた突入防止装置又はこ

れに準ずる性能を有する突入防止装置 

④ 国土交通大臣が認める識別記号が付されている突入防止装置 

（3）指定自動車等に備えられている突入防止装置又は法第 75 条の 3 第 1項の規定に基づ

く装置の指定を受けた突入防止装置のクロスメンバと取付ステーとの間に構造物（ス

ペーサ）が取付けられた突入防止装置であって、次に掲げる全ての要件を満たすもの

は、（2）③の「これに準ずる性能を有する突入防止装置」とする。 

① 自動車を横から見た際、突入防止装置のクロスメンバとステーの間にスペーサ

を取付けることにより、指定自動車等の突入防止装置の取付位置を水平かつ後方

に移動させるもの。 

② 車両中心線に平行なスペーサの長さが 250mm 以下のもの。 

③ スペーサはスチール製であり、かつ、使用する部材の断面は 3.2mm 以上、両端

のプレート部（ステー、突入防止装置のクロスメンバに取付ける部分）は 4.5mm

以上のものであること。 

④ スペーサの構成部品は強固に溶接されていること。 

⑤ 車両中心面に垂直な位置から見たスペーサ本体の断面は縦150mm以上、横125mm

以上の寸法を有すること。 

⑥ スペーサの断面形状は「コの字型スチール材」を背中合わせに接合し、更に両

端に取付けのためのプレート部を接合したものであること。 

⑦ 両端のプレート部は、縦 150mm 以上、横 125mm 以上の寸法を有すること。 

⑧ 突入防止装置のボルト位置に変更が無いこと。 

（例）（略） 

8-34-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車並びに牽引自動車を除く。）

に備える突入防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するよう
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2 第 4 項関係、細目告示第 180 条第 3項関係） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

に取付けられなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 4 項関係、細目告示第 180

条第 3項関係） 

① 突入防止装置は、空車状態においてその下縁の高さが地上 450mm 以下（油圧・

空気圧式、油圧式若しくは空気圧式の緩衝装置又は自動車の積載状態に対応して

自動的に車高を調節する装置を備えた自動車以外の自動車にあっては地上 500mm

以下）となるように取付けられていること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車にあっては、地上 550mm 以下であれば

よい。 

ア 自動車の最後部の車軸中心から突入防止装置の平面部までの水平距離が

2,550mm（油圧・空気圧式、油圧式若しくは空気圧式の緩衝装置又は自動車

の積載状態に対応して自動的に車高を調節する装置を備える自動車以外の

自動車にあっては 2,260mm）を超えるもの 

イ コンクリート・ミキサー車 

ウ ダンプ車 

エ 2 以上の車軸に動力を伝達することができる動力伝達装置を備える自動車 

オ 突入防止装置を備えることにより本来の性能を損なうこととなる特殊な

装備を有する自動車及び特殊な装備を装着するために突入防止装置を装着

することが困難な自動車 

② 突入防止装置は、その平面部が車両中心面に直交する鉛直面上で車両中心面に

対して対称の位置に取付けられていること。 

③ 突入防止装置は、その平面部の最外縁が後軸の車輪の最外側の内側 100mm まで

の間にあるよう取付けられていること。 

④ 突入防止装置は、その平面部から空車状態において地上 1,500mm 以下にある車

体後面（車体後面からの突出量が 50mm 以上のフック、ヒンジ等の附属物を有す

る自動車にあっては当該付属物の後端から前方 50mm）までの水平距離が 300mm 以

下であって、取付けることができる自動車の後端に近い位置となるよう取付けら

れていること。 

この場合において、次に掲げる自動車にあっては、それぞれに掲げる基準に適

合するように取付けられていること。 

ア 車両総重量が 8t 以下の自動車（被牽引自動車を除く。）にあっては 400mm

以下 

イ 被牽引自動車（コンテナを専用に積載するための緊締装置を有するもの

（荷台が傾斜するものを除く。））にあっては 200mm 以下 

⑤（略） 

⑥ 車両後部に貨物を積卸しする昇降装置が取付けられた自動車であって、次に掲

げる基準を満たす場合は、昇降装置の支柱が可動するため突入防止装置を分割す

ることができる。 

ア 昇降装置の支柱が分割された突入防止装置を通過するために必要な当該

支柱と突入防止装置との隙間は、25mm 未満であること。 

イ 昇降装置の支柱の外側にある分割された突入防止装置の車両中心面に平
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②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-34-4（略） 

 

行な鉛直面による断面の有効面積が 350cm2以上でなければならない。 

ただし、幅が 2,000mm 未満の自動車にあっては、この限りでない。 

⑦（略） 

（2）突入防止装置の取付位置、取付方法等に関し、次の基準に適合するものは、（1）の

基準に適合するものとする。 

① 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車並びに牽引自動車

を除く。）にあっては、UN R58-03 の 16.又は 25.1.から 25.4.まで及び 25.7.に定

める基準。 

ただし、法第 75 条の 3 第 1 項の規定による装置の型式の指定を行う場合以外

の場合にあっては、UN R58-03 の 16.4.及び 25.7.中「2m」とあるのは「1.5m」と

読み替えるものとする。 

8-34-4（略） 

 

8-35 前部潜り込み防止装置 

8-35-1（略） 

8-35-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部潜り込み防止装置であって、車両総重量が 7.5t を超える貨物の運送の用に供す

る自動車に備えるものは、強度、形状等に関し、視認その他適切な方法により審査し

た場合に、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 5

項関係、細目告示第 180 条の 2第 1項関係） 

①（略） 

② 他の自動車が衝突した場合に衝突した自動車の車体前部が著しく潜り込むこ

とを有効に防止することができる構造として、次に掲げる基準に適合すること。

（削除） 

 

 

ア（略） 

（2）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-35-3 取付要件（視認等による審査） 

8-35 前部潜り込み防止装置 

8-35-1（略） 

8-35-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部潜り込み防止装置であって、車両総重量が 7.5t を超える貨物の運送の用に供す

る自動車に備えるものは、強度、形状等に関し、視認その他適切な方法により審査し

た場合に、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 5

項関係、細目告示第 180 条の 2第 1項関係） 

①（略） 

② 他の自動車が衝突した場合に衝突した自動車の車体前部が著しく潜り込むこ

とを有効に防止することができる構造として、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 前部潜り込み防止装置の平面部の高さは、車両中心線に平行な鉛直面にお

いて 100mm 以上（車両総重量が 12t を超える自動車にあっては 120mm 以上）

であること。 

イ（略） 

（2）（略） 

（3）次に掲げる前部潜り込み防止装置は、（1）及び（2）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 180 条の 2 第 2 項関係） 

① 指定自動車等に備えられている前部潜り込み防止装置と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置又はそれより前方に備えられた前部潜り込み防止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部潜り込み防止装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた前部潜り込み防止装

置 

④ 細目告示別添 107「前部潜り込み防止装置の技術基準」に準ずる性能を有する

前部潜り込み防止装置 

8-35-3 取付要件（視認等による審査） 
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前部潜り込み防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法

等に関し、視認等その他適切な方法により審査した場合に、次に掲げる基準に適合する

ように取付けられたものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2 第 6項関係、細目

告示第 180 条の 2第 5項関係） 

（1）車両総重量が 3.5t を超える貨物の運送の用に供する自動車に備える前部潜り込み防

止装置にあっては、次に掲げる基準に適合すること。（細目告示第 180 条の 2 第 5 項

第 1号関係） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

8-35-4（略） 

 

前部潜り込み防止装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法

等に関し、視認等その他適切な方法により審査した場合に、次のいずれかに掲げる基準

に適合するように取付けられたものでなければならない。（保安基準第 18 条の 2第 6項

関係、細目告示第 180 条の 2第 5項関係） 

（1）車両総重量が 7.5t を超える貨物の運送の用に供する自動車に備える前部潜り込み防

止装置にあっては、次に掲げる基準に適合すること。（細目告示第 180 条の 2 第 5 項

第 1号関係） 

① 前部潜り込み防止装置の平面部の下縁の高さが空車状態において地上400mm以

下（コンクリート・ミキサー車及びダンプ車にあっては、地上 450mm 以下）とな

るように取付けられていること。 

② 前部潜り込み防止装置の最外縁は、最前軸の車輪を覆う泥よけの最外側（泥よ

けを有しない自動車にあっては、最前軸の車輪の近傍の自動車の最外側）より車

両中心線に直交する鉛直面において車両の内側方向であり、かつ、最前軸のタイ

ヤ（接地しているタイヤの膨らみを除く。）の最外側から車両中心線に直交する

鉛直面において車両の内側方向に100mm以内又は運転台への乗降口のステップの

最外側から車両中心線に直交する鉛直面において車両の内側方向に200mm以内と

なるように取付けられていること。 

③ 前部潜り込み防止装置の平面部と空車状態における地上 1.8m 以下にある当該

自動車の前端（衝突による車両への衝撃を緩和するためのゴム、窓ふき器及び洗

浄液噴射装置、灯火器、後写鏡、乗降口のステップ、連結装置並びにスノープラ

ウ取付ブラケットを除く部分をいう。）をそれぞれ車両中心線に平行な鉛直面に

投影したときの水平方向の距離は400mm以内であって取付けることができる自動

車の前端に近い位置となるよう取付けられていること。 

④（略） 

（2）車両総重量が 3.5t を超え 7.5t 以下の貨物の運送の用に供する自動車に備える前部

潜り込み防止装置にあっては、次に掲げる基準に適合すること。（細目告示第 180 条

の 2第 5項第 2号関係） 

① 前部潜り込み防止装置の平面部の下縁の高さが空車状態において地上400mm以

下となるように取付けられていること。 

② 衝撃等によりゆるみ等を生じないように確実に取付けられていること。 

（3）（1）の基準に適合する前部潜り込み防止装置は、当該自動車に取付けた状態のまま

で、その位置を変えることができる。 

この場合において、当該前部潜り込み防止装置は取付けられた位置から意図せず移

動しないように確実に取付けられる構造を有し、かつ、その位置を移動させるための

操作は容易に行うことができるものでなければならない。（細目告示第 180 条の 2 第 6

項関係） 

8-35-4（略） 

 

8-36 連結装置 

8-36-1 性能要件（視認等による審査） 

8-36 連結装置 

8-36-1 性能要件（視認等による審査） 
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（1）牽引自動車及び被牽引自動車の連結装置は、堅ろうで運行に十分耐え、かつ、牽引

自動車と被牽引自動車を相互に確実に結合するものとして強度、構造等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければなら

ない。（保安基準第 19 条関係、細目告示第 181 条第 1項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（2）（略） 

 

（1）牽引自動車及び被牽引自動車の連結装置は、堅ろうで運行に十分耐え、かつ、牽引

自動車と被牽引自動車を相互に確実に結合するものとして強度、構造等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければなら

ない。（保安基準第 19 条関係、細目告示第 181 条第 1項関係） 

①（略） 

② 牽引自動車及び被牽引自動車の連結装置は、相互に確実に結合する構造である

こと。 

③ 牽引自動車又は被牽引自動車の連結装置には、走行中振動、衝撃等により分離

しないように適当な安全装置を備えること。 

（2）（略） 

 

8-37 乗車装置 

8-37-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-37 乗車装置 

8-37-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）運転者及び運転者助手以外の者の用に供する乗車装置を備えた自動車には、客室を

備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に緊急自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 20 条第 2項） 

（3）自動車の運転者室及び客室は、必要な換気を得られる構造でなければならない。（保

安基準第 20 条第 3項） 

（4）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大

型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）の座席、座席ベルト、8-43 に規定する

頭部後傾抑止装置、年少者用補助乗車装置、天井張り、内張りその他の運転者室及び

客室の内装は、視認等その他適切な方法により審査したときに、次に掲げるいずれか

の難燃性の材料が使用されたものでなければならない。（保安基準第20条第 4項関係、

細目告示第 182 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられている内装と同一の材料であって、かつ、同一の位置

に使用されているもの 

② 公的試験機関等が実施した試験結果を記載した書面その他により、難燃性であ

ることが明らかである材料 

③ 鉄板、アルミ板、FRP、厚さ 3mm 以上の木製の板（合板を含む。）及び天然皮革 

④ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている年少者用補助乗車装置又はこれに準ずる性能を有する年少者用補助乗車

装置 

⑤ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた年少者用補助乗車装

置又はこれに準ずる性能を有する年少者用補助乗車装置 

（5）（4）において、次に掲げるものは、「内装」とされないものとする。（細目告示第 182

条第 3項関係） 

① 車体に固定されていないもの 

② 表面の寸法が長さ 293mm 又は幅 25mm に満たないもの 
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（2）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）のインストルメントパネルは、

視認等その他適切な方法により審査したときに、当該自動車が衝突等による衝撃を受

けた場合において、乗車人員の頭部等に過度の衝撃を与えるおそれの少ないものでな

ければならない。（保安基準第 20 条第 5項関係、細目告示第 182 条第 4項関係） 

 

（3）インストルメントパネルの衝撃吸収の機能を損なうおそれのある損傷等のないもの

は、（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 182 条第 5項関係） 

 

 

（4）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合にお

いて、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ないものとして、乗車人員の保護

に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、衝撃を吸収す

る材料で被われているものであって、内部構造物に局所的に硬い接触感のないもので

なければならない。（保安基準第 20 条第 6 項関係、細目告示第 182 条第 6項関係） 

 

（5）サンバイザの機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（4）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 182 条第 7項関係） 

 

8-37-2～8-37-4（略） 

 

（6）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに最高速度 20km/h 未満の自動車

を除く。）のインストルメントパネルは、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に過

度の衝撃を与えるおそれの少ないものでなければならない。（保安基準第 20 条第 5 項

関係、細目告示第 182 条第 4項関係） 

（7）指定自動車等に備えられているインストルメントパネルと同一の構造を有し、かつ

同一の位置に備えられているインストルメントパネルであって、その衝撃吸収の機能

を損なうおそれのある損傷等のないものは、（6）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 182 条第 5項関係） 

（8）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）のサンバイザは、当該自動車が衝突等に

よる衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ないも

のとして、乗車人員の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査

したときに、衝撃を吸収する材料で被われているものであって、内部構造物に局所的

に硬い接触感のないものでなければならない。（保安基準第 20 条第 6 項関係、細目告

示第 182 条第 6項関係） 

（9）指定自動車等に備えられたサンバイザと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備

えられたサンバイザであって、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（8）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 182 条第 7 項関係） 

8-37-2～8-37-4（略） 

 

8-38 運転者席 

8-38-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 21 条関係、細目告示第 183 条第 1 項関係） 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車の運転者席は、運転者が運転

者席において、次に掲げる鉛直面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m

直径 30cm の円柱をいう。）の少なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるも

のであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

（参考図）（略） 

8-38 運転者席 

8-38-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の運転者席は、運転に必要な視野を有し、かつ、乗車人員、積載物品等によ

り運転操作を妨げられないものとして運転者の視野、物品積載装置等との隔壁の構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 21 条関係、細目告示第 183 条第 1 項関係） 

① 普通自動車及び小型自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量

3.5t 以下のもの、専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、

二輪自動車及び側車付二輪自動車、三輪自動車並びに被牽引自動車を除く。）で

あって車両総重量 3.5t を超えるもの及び軽自動車（カタピラ及びそりを有する

軽自動車を除く。）の運転者席は、運転者が運転者席において、次に掲げる鉛直

面により囲まれる範囲内にある障害物（高さ 1m 直径 30cm の円柱をいう。）の少

なくとも一部を鏡等を用いずに直接確認できるものであること。 

ただし、A ピラー、窓ふき器、後写鏡又はかじ取ハンドルにより確認が妨げら

れる場合にあっては、この限りでない。 

ア～エ（略） 

（参考図）（略） 
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②～⑤（略） 

（2）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）は、運転者席における運転者

のアイポイントを通る水平面のうち当該アイポイントを通る鉛直面より前方の部分

には、運転視野を妨げるもの（A ピラー、室外アンテナ、ドアバイザ（他の自動車及

び歩行者等が確認できる透明であるものに限る。）、側面ガラス分割バー、後写鏡、後

方等確認装置、窓ふき器、固定型及び可動型のベント並びに 8-52-1-1（1）に掲げる

ものを除く。）があってはならない。 

この場合において、スライド機構等を有する運転者席にあっては、運転者席を最後

端の位置に調整した状態とし、リクライニング機構を有する運転者席の背もたれにあ

っては、背もたれを鉛直線から後方に 25°にできるだけ近くなるような角度の位置に

調整した状態とし、かつ、（1）③エ（（ｲ）に限る。）及びオの状態とする。 

（3）運転者席の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（1）及び（2）の

基準に適合するものとする。（細目告示第 183 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-38-2～8-38-4（略） 

 

②～⑤（略） 

（2）専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人未満のもの（二輪自動車、側車

付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）は、運転者席における運転者のアイポイントを通る水平面のうち当該アイ

ポイントを通る鉛直面より前方の部分には、運転視野を妨げるもの（A ピラー、室外

アンテナ、ドアバイザ（他の自動車及び歩行者等が確認できる透明であるものに限

る。）、側面ガラス分割バー、後写鏡、後方等確認装置、窓ふき器、固定型及び可動型

のベント並びに 8-52-1-1（1）に掲げるものを除く。）があってはならない。 

この場合において、スライド機構等を有する運転者席にあっては、運転者席を最後

端の位置に調整した状態とし、リクライニング機構を有する運転者席の背もたれにあ

っては、背もたれを鉛直線から後方に 25°にできるだけ近くなるような角度の位置に

調整した状態とし、かつ、（1）③エ（（ｲ）に限る。）及びオの状態とする。 

（3）次に掲げる運転者席であって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない

ものは、（1）及び（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 183 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられた運転者席と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた運転者席 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている運転者席と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている運転者

席又はこれに準ずる性能を有する運転者席 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき運転者席について型式指定を受けた自動

車に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた運

転者席又はこれに準ずる性能を有する運転者席 

8-38-2～8-38-4（略） 

 

8-39 座席 

8-39-1 性能要件（視認等による審査） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-39 座席 

8-39-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）座席は、安全に着席できるものとして、着席するに必要な空間及び当該座席の向き

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように

設けられていなければならない。 

この場合において、座席の向きは次に定めるものとする。（保安基準第 22 条第 1項

関係、細目告示第 184 条第 1項関係） 

ア 前向きに備える座席とは、運行中に使用する座席であって、車両中心線に

平行な鉛直面と座席中心面との角度が左右 10 度以内となるよう車両の前方

に向いているもの。 

イ 後向きに備える座席とは、運行中に使用する座席であって、車両中心線に

平行な鉛直面と座席中心面との角度が左右 10 度以内となるよう車両の後方

に向いているもの。 

ウ 横向きに備える座席とは、運行中に使用する座席であって、車両中心線に

直交する鉛直面と座席中心面との角度が左右 10 度以内となるよう車両の側

方に向いているもの。 
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横向き座席（参考図）（略） 

① 自動車の運転者席の幅は、8-12-1（1）に掲げる装置（乗車人員、積載物品等

により操作を妨げられない装置を除く。）のうち最外側のものまでの範囲とする。 

この場合においてその最小範囲は、かじ取ハンドルの中心から左右それぞれ

200mm までとする。 

（図）（略） 

② 自動車の運転者以外の者の用に供する座席（またがり式の座席、8-41-1（1）

及び 8-41-2（2）に規定する座席ベルト及び当該座席ベルトの取付装置を備える

座席（乗車定員 10 人以上の旅客自動車運送事業用自動車に備えるものを除く。）

並びに幼児専用車の幼児用座席を除く。）は、1人につき、幅 400mm 以上の着席す

るに必要な空間を有すること。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。 

ア 3 席以上連続した座席のうち両端の座席以外の座席であってその幅が

400mm 未満のもの 

イ 3 席以上連続した座席のうち両端の座席以外の座席であって当該座席に隣

接する座席に着席するために必要な空間以外の空間に幅が400mm以上となる

空間を車室内に有しないもの 

ウ 3 席以上連続した座席のうち両端の座席であって当該座席に隣接する座席

に着席するために必要な空間以外の空間のうち当該座席面の上方のいずれ

の位置においても車室内に幅 400mm 以上となる空間を有しないもの 

（例）（1）3 席以上連続した座席のうち両端の座席以外の座席であってその幅が

400mm 未満のもの又は当該座席に隣接する座席に着席するために必要な

空間以外の空間の幅（略） 

（2）3 席以上連続した座席のうち両端の座席であって当該座席に隣接する

座席に着席するために必要な空間以外の空間の幅（略） 

③ 自動車に備える座席は、次に掲げる自動車に備える座席を除き、横向きに設け

られたものでないこと。 

ア 乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するものに限る。） 

イ 車両総重量 3.5t を超える貨物の運送の用に供する自動車 

ウ 緊急自動車 

エ 車体の形状が患者輸送車及びキャンピング車である自動車 

オ 大型特殊自動車及び小型特殊自動車 

カ 幼児専用車（幼児用座席は除く。） 

キ 乗車定員 10 人の福祉タクシー車両 

ク 乗車定員 10 人以上の自動車（立席を有するものを除く。）であって車両総

重量 10t を超える自動車（横向きに備えられた座席であって UN R80-03-S2

の 7.4.に適合するものに限る。） 

④ 幼児専用車の幼児用座席は、前向きに設けられたものであること。 

⑤ 座席には、その前方の座席、隔壁等と次に掲げる長さ（前方の座席が当該座席

と向かい合っているものにあっては、その 2 倍の長さとする。）以上の間げきを
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有すること。 

ア 乗車定員 11 人以上の自動車（緊急自動車を除く。）の座席（幼児専用車の

幼児用座席を除く。） 200mm 

イ 幼児専用車の幼児用座席 150mm 

（2）自動車の運転者席以外の用に供する座席（またがり式の座席を除く。）は、安全に着

席できるものとして、その寸法に関し、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、乗車定員 11 人以上の旅客自動車運送事業用自動車の座席及び幼児専用車

の幼児用座席以外の座席であって 8-41-1 に規定する座席ベルト及び当該座席ベルト

の取付装置を備えるものにあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条第 2項関係、

細目告示第 184 条第 2項関係） 

① 自動車の運転者以外の者の用に供する座席（またがり式の座席及び幼児専用車

の幼児用座席を除く。）は、1人につき、大きさが幅 380mm 以上、奥行 400mm 以上

（非常口附近に設けられる座席にあっては幅 380mm 以上、奥行 250mm 以上、次に

掲げる座席にあっては幅 300mm 以上、奥行 250mm 以上）であること。 

ア 補助座席 

イ 乗車定員 11 人以上の自動車に設けられる車掌の用に供する座席、これに

相当する座席及び運転者助手の用に供する座席で、1人用のもの 

ウ かじ取ハンドルの回転角度がかじ取車輪の回転角度の7倍未満である三輪

自動車の運転者席の側方に設けられる 1 人用の座席 

② 幼児専用車の幼児用座席は、1 人につき大きさが幅 270mm 以上、奥行 230mm 以

上 270mm 以下であり、床面からの高さが 250mm 以下でなければならない。 

ただし、自動車の床面に備えることができる年少者用補助乗車装置を幼児専用

車の専ら座席の用に供する床面に幼児用座席として備える場合にあっては、この

限りでない。 

（3）（1）⑤に掲げる間げき並びに（2）に掲げる座席の幅及び奥行は、次に定めるものと

する。（細目告示第 184 条第 3項関係） 

① 間げきは、座席の中央部から左右 190mm の間（補助座席にあっては左右 150mm

の間とし、幼児用座席にあっては左右 135mm の間とする。）における当該座席の

前縁からその前方の座席の背あての後縁、隔壁等（当該座席への着席を妨げない

部分的な突出を除く。）までの最短水平距離とする。 

この場合において、座席の調整機構は次に掲げる状態とする。 

ア リクライニング機構を有する運転者席、運転者席と一体となって作動する

座席及び運転者席と並列な座席にあっては背もたれを当該運転者席等の鉛

直面から後方に 30°（30°の位置に保持できない場合は、30°に最も近い角

度）まで倒した状態 

イ スライド機構を有する運転者席、運転者席と一体となって作動する座席及

び運転者席と並列な座席にあっては、間げきが最小となるように調整した状

態。 

ただし、運転者席と並列な座席の前縁からその前方の隔壁等までの間げき
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（1）専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h

未満の自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）の座席（当該座席の取付装置を含む。）は、当該自動車が衝突等によ

る衝撃を受けた場合において、乗車人員を保護するものとして、構造等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、（3）の基準に適合するものでなければな

らない。 

ただし、次に掲げる座席にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条第 3項関

係） 

ア～キ（略） 

（2）（1）の自動車〔乗車定員 11 人以上の自動車（高速道路等において運行しないものに

限る。）及び貨物の運送の用に供する自動車を除く。〕の座席の後面部分は、当該自動

車が衝突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員を保護するものとして、構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、（3）の基準に適合するも

のでなければならない。 

ただし、（1）アからキに掲げる座席にあっては、この限りでない。（保安基準第 22

条第 4項関係） 

（3）（1）の自動車の座席及び座席取付装置は、その機能、強度を損なうおそれのある損

傷のないもの及び乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれのある損傷のないもので

なければならない。（細目告示第 184 条第 7項関係） 

（削除） 

 

については、当該座席とその後方座席との間げきが最小となるように調整し

た状態とすることができる。 

ウ 運転者席、運転者席と一体となって作動する座席及び運転者席と並列な座

席以外の座席であってリクライニング機構、スライド機構等の調整機構を有

するものにあっては、間げきが最小となるように調整した状態 

（例）座席の間げき（略） 

② 幅は、座席の中央部の前縁から、奥行の方向に 200mm 離れた位置において、奥

行の方向と直角に測った座席の両端縁（肘かけがあるときは肘かけの内縁）の最

短水平距離とする。 

この場合において、分割された部分がそれぞれに位置を調整できる座席であっ

て一体の状態とし得るものについては、その状態とする。 

なお、座席面から100mm以上 300mm以下の高さに設けられた肘かけについては、

座席の内側への張出しは 1 個の肘かけにつき 50mm までは張り出しても差し支え

ないものとして取扱う。 

③ 奥行は、座席の中央部の前縁から後縁（背あてがあるときは背あての前縁）ま

での最短水平距離とする。 

（例） 

（ｲ）座席の幅（略） 

（ﾛ）座席の幅（略） 

（4）専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h

未満の自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）の座席（当該座席の取付装置を含む。）は、当該自動車が衝突等によ

る衝撃を受けた場合において、乗車人員を保護するものとして、構造等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、（6）の基準に適合するものでなければな

らない。 

ただし、次に掲げる座席にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条第 3項関

係） 

ア～キ（略） 

（5）（4）の自動車〔乗車定員 11 人以上の自動車（高速道路等において運行しないものに

限る。）及び貨物の運送の用に供する自動車を除く。〕の座席の後面部分は、当該自動

車が衝突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員を保護するものとして、構造

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、（6）の基準に適合するも

のでなければならない。 

ただし、（4）アからキに掲げる座席にあっては、この限りでない。（保安基準第 22

条第 4項関係） 

（6）（4）の自動車の座席及び座席取付装置は、次に掲げるものであって、その機能、強

度を損なうおそれのある損傷のないもの及び乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそ

れのある損傷のないものでなければならない。（細目告示第 184 条第 7項関係） 

① 指定自動車等に備えられている座席及び座席取付装置と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた座席及び座席取付装置 
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（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

8-39-2～8-39-4（略） 

 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている座席及び座席取付装置又はこれに準ずる性能を有する座席及び座席取付

装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた座席及び座席取付装

置又はこれに準ずる性能を有する座席及び座席取付装置 

（7）乗車定員 11 人以上の自動車には、大部分の窓の開放部が有効幅 500mm 以上、有効高

さ 300mm 以上である場合に限り、その通路に補助座席を設けることができる。 

この場合において、「大部分の窓」とは側窓総数の 3分の 2程度以上のものとする。

（保安基準第 22 条第 5項、細目告示第 184 条第 4項関係） 

（8）幼児専用車には、補助座席を幼児用座席として設けることができない。（保安基準第

22 条第 6項、細目告示第 184 条第 5項） 

8-39-2～8-39-4（略） 

 

8-40 補助座席定員 

［審査事項なし］ 

 

8-40 補助座席定員 

8-39-1（2）①アからウまでに掲げる座席以外の座席の定員は、座席定員の 2 分の 1

以上でなければならない。（保安基準第 22 条の 2関係、細目告示第 185 条関係） 

 

8-41 座席ベルト等 

8-41-1 装備要件 

（1）次の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h

未満の自動車を除く。）には、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、

同表の中欄に掲げるその自動車の座席〔8-39-1（1）アからウまで及びカに掲げる座

席（イに掲げる座席にあっては、座席の後面部分のみが折り畳むことができるもの及

び通路に設けられるものを除く。）及び幼児専用車の幼児用座席を除く。〕の乗車人員

が、座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾することを防止す

るため、それぞれ同表の右欄に掲げる座席ベルト及び当該座席ベルトの取付装置を備

えなければならない。（保安基準第 22 条の 3第 1項関係） 

表（略） 

（2）～（3）（略） 

8-41-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-41-1 に規定する座席ベルトの取付装置は、座席ベルトから受ける荷重等に十分耐

え、かつ、取付けられる座席ベルトが有効に作用し、かつ、乗降の支障とならないも

のとして強度、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 22 条の 3 第 2項関係、細

目告示第 186 条第 4項関係） 

①～②（略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

8-41 座席ベルト等 

8-41-1 装備要件 

（1）次の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20km/h

未満の自動車を除く。）には、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において、

同表の中欄に掲げるその自動車の座席〔8-39-1（4）アからウまで及びカに掲げる座

席（イに掲げる座席にあっては、座席の後面部分のみが折り畳むことができるもの及

び通路に設けられるものを除く。）及び幼児専用車の幼児用座席を除く。〕の乗車人員

が、座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾することを防止す

るため、それぞれ同表の右欄に掲げる座席ベルト及び当該座席ベルトの取付装置を備

えなければならない。（保安基準第 22 条の 3第 1項関係） 

表（略） 

（2）～（3）（略） 

8-41-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-41-1 に規定する座席ベルトの取付装置は、座席ベルトから受ける荷重等に十分耐

え、かつ、取付けられる座席ベルトが有効に作用し、かつ、乗降の支障とならないも

のとして強度、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 22 条の 3 第 2項関係、細

目告示第 186 条第 4項関係） 

①～②（略） 

③ 取付けられる座席ベルトが有効に作用する位置に備えられたものであること。 

④ 乗降に際し損傷を受けるおそれがなく、かつ、乗降の支障とならない位置に備

えられたものであること。 

⑤ 座席ベルトを容易に取付けることができる構造であること。 
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（2）8-41-1（1）の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速

度 20km/h 未満の自動車を除く。）が衝突等による衝撃を受けた場合において、（1）の

規定の適用を受けない座席（8-41-1（1）の座席及び幼児専用車の幼児用座席を除く。）

の乗車人員が座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾すること

を防止するために当該自動車に備える座席ベルトの取付装置は次に掲げる基準に適

合すること。（保安基準第 22 条の 3第 4項関係、細目告示第 186 条第 8項関係） 

①～②（略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

（3）座席ベルトの取付装置であって損傷のないものは、（1）及び（2）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 186 条第 5項、第 9項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（4）8-41-1 に規定する座席ベルトは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合にお

いて、当該座席ベルトを装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操

作等を行うことができるものとして構造、操作性能等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準

第 22 条の 3第 3項関係、細目告示第 186 条第 6項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

（5）8-41-1（1）の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速

度 20km/h 未満の自動車を除く。）が衝突等による衝撃を受けた場合において、（1）の

規定の適用を受けない座席（8-41-1（1）の座席及び幼児専用車の幼児用座席を除く。）

（2）8-41-1（1）の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速

度 20km/h 未満の自動車を除く。）が衝突等による衝撃を受けた場合において、（1）の

規定の適用を受けない座席（8-41-1（1）の座席及び幼児専用車の幼児用座席を除く。）

の乗車人員が座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾すること

を防止するために当該自動車に備える座席ベルトの取付装置は次に掲げる基準に適

合すること。（保安基準第 22 条の 3第 4項関係、細目告示第 186 条第 8項関係） 

①～②（略） 

③ 取付けられる座席ベルトが有効に作用する位置に備えられたものであること。 

④ 乗降に際し損傷を受けるおそれがなく、かつ、乗降の支障とならない位置に備

えられたものであること。 

⑤ 座席ベルトを容易に取付けることができる構造であること。 

（3）次に掲げる座席ベルトの取付装置であって損傷のないものは、（1）及び（2）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 186 条第 5項、第 9項関係） 

① 指定自動車等に備えられている座席ベルトの取付装置と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた座席ベルトの取付装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている座席ベルトの取付装置又はこれに準ずる性能を有する座席ベルトの取付

装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた座席ベルトの取付装

置又はこれに準ずる性能を有する座席ベルトの取付装置 

（4）8-41-1 に規定する座席ベルトは、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合にお

いて、当該座席ベルトを装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易に操

作等を行うことができるものとして構造、操作性能等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準

第 22 条の 3第 3項関係、細目告示第 186 条第 6項関係） 

①（略） 

② 第二種座席ベルトにあっては、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に

おいて、当該座席ベルトを装着した者が、座席の前方に移動しないようにするこ

とができ、かつ、上半身を過度に前傾しないようにすることができるものである

こと。 

③ 第一種座席ベルトにあっては、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に

おいて、当該座席ベルトを装着した者が座席の前方に移動しないようにすること

ができるものであること。 

④（略） 

⑤ 第二種座席ベルト及び運転者席に備える第一種座席ベルトにあっては、通常の

運行において当該座席ベルトを装着した者がその腰部及び上半身を容易に動か

し得る構造のものであること。 

（5）8-41-1（1）の表の左欄に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速

度 20km/h 未満の自動車を除く。）が衝突等による衝撃を受けた場合において、（1）の

規定の適用を受けない座席（8-41-1（1）の座席及び幼児専用車の幼児用座席を除く。）
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の乗車人員が座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾すること

を防止するために当該自動車に備える座席ベルトは次に掲げる基準に適合すること。

（保安基準第 22 条の 3 第 4項関係、細目告示第 186 条第 10 項関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

（6）座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれのある損傷、擦過痕等のないもの

は、（4）及び（5）に掲げる基準に適合するものとする。（細目告示第 186 条第 7項、

第 11 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-41-3～8-41-4（略） 

 

の乗車人員が座席の前方に移動することを防止し、又は上半身を過度に前傾すること

を防止するために当該自動車に備える座席ベルトは次に掲げる基準に適合すること。

（保安基準第 22 条の 3 第 4項関係、細目告示第 186 条第 10 項関係） 

①（略） 

② 第二種座席ベルトにあっては、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に

おいて、当該座席ベルトを装着した者が、座席の前方に移動しないようにするこ

とができ、かつ、上半身を過度に前傾しないようにすることができるものである

こと。 

③ 第一種座席ベルトにあっては、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に

おいて、当該座席ベルトを装着した者が座席の前方に移動しないようにすること

ができるものであること。 

④（略） 

⑤ 第二種座席ベルト及び運転者席に備える第一種座席ベルトにあっては、通常の

運行において当該座席ベルトを装着した者がその腰部及び上半身を容易に動か

し得る構造のものであること。 

（6）次に掲げる座席ベルトであって装着者に傷害を与えるおそれのある損傷、擦過痕等

のないものは、（4）及び（5）に掲げる基準に適合するものとする。（細目告示第 186

条第 7項、第 11 項関係） 

① 指定自動車等に備えられている座席ベルトと同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた座席ベルト 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき型式の指定を受けた特定共通構造部に備

えられている座席ベルト又はこれに準ずる性能を有する座席ベルト 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた座席ベルト又はこれ

に準ずる性能を有する座席ベルト 

8-41-3～8-41-4（略） 

 

8-42（略） 

 

8-42（略） 

 

8-43 頭部後傾抑止装置等 

8-43-1 装備要件 

自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって

乗車定員 10 人以下のものを除く。）、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席（8-39-1（1）アからエまでに掲げ

る座席及び自動車の側面に隣接しない座席を除く。）のうち運転者席及びこれと並列の

座席には、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合において、乗車人員の頭部の過

度の後傾を有効に抑止し、かつ、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれの少ないもの

として、構造等に関し、8-43-2 の基準に適合する頭部後傾抑止装置を備えなければなら

ない。 

ただし、当該座席自体が当該装置と同等の性能を有するものであるときは、この限り

でない。（保安基準第 22 条の 4関係） 

8-43 頭部後傾抑止装置等 

8-43-1 装備要件 

自動車（車両総重量が 3.5t を超える自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって

乗車定員 10 人以下のものを除く。）、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、

農耕作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の座席（8-39-1

（4）アからエまでに掲げる座席及び自動車の側面に隣接しない座席を除く。）のうち運

転者席及びこれと並列の座席には、他の自動車の追突等による衝撃を受けた場合におい

て、乗車人員の頭部の過度の後傾を有効に抑止し、かつ、乗車人員の頭部等に傷害を与

えるおそれの少ないものとして、構造等に関し、8-43-2 の基準に適合する頭部後傾抑止

装置を備えなければならない。 

ただし、当該座席自体が当該装置と同等の性能を有するものであるときは、この限り

でない。（保安基準第 22 条の 4関係） 
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8-43-2 性能要件（視認等による審査） 

頭部後傾抑止装置は、追突等による衝撃を受けた場合における当該座席の乗車人員の

頭部の保護等に係る性能に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、その

機能、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれのある損傷のないものでなければならな

い。（細目告示第 187 条第 2 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

8-43-3～8-43-4（略） 

 

8-43-2 性能要件（視認等による審査） 

頭部後傾抑止装置は、追突等による衝撃を受けた場合における当該座席の乗車人員の

頭部の保護等に係る性能に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次に

掲げるものであって、その機能、乗車人員の頭部等に傷害を与えるおそれのある損傷の

ないものでなければならない。（細目告示第 187 条第 2 項関係） 

① 指定自動車等に備えられた頭部後傾抑止装置と同一の構造を有し、かつ、同一

の位置に備えられた頭部後傾抑止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている頭部後傾抑止装置 

③ 法第 75 条の 3第 1項の規定に基づく装置の指定を受けた頭部後傾抑止装置 

④ JIS D 4606「自動車乗員用ヘッドレストレイント」又はこれと同程度以上の規

格に適合した頭部後傾抑止装置であって、的確に備えられたもの 

8-43-3～8-43-4（略） 

 

8-44 年少者用補助乗車装置等 

8-44-1 装備要件 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、緊急自動車、特種用途

自動車、幼児専用車、運転者席及びこれと並列の座席以外の座席を有しない自動車、

二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被

牽引自動車を除く。）には、年少者用補助乗車装置取付具を 2 個以上備えなければな

らない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条の 5第

1項関係） 

①～③（略） 

（2）～（3）（略） 

（削除） 

 

 

 

8-44-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）年少者用補助乗車装置取付具は、年少者用補助乗車装置から受ける荷重等に十分耐

え、かつ、取付けられる年少者用補助乗車装置が有効に作用し、かつ、乗降の支障と

ならないものとして、強度、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法により審査

したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 22 条の 5 第

1項関係、細目告示第 188 条第 1項関係） 

①～②（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-44 年少者用補助乗車装置等 

8-44-1 装備要件 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、特種用途自動車、幼児

専用車、運転者席及びこれと並列の座席以外の座席を有しない自動車、二輪自動車、

側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h

未満の自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、年少者用補助乗車装置取付具を 2

個以上備えなければならない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 22 条の 5第

1項関係） 

①～③（略） 

（2）～（3）（略） 

（4）（1）に規定する自動車であって、年少者用補助乗車装置取付具が備えられた座席を

取外す改造をした自動車については、当該座席を取外した数だけ備え付けるべき年少

者用補助乗車装置取付具の個数を減じることができる。（細目告示第 188 条第 1 項関

係） 

8-44-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）年少者用補助乗車装置取付具は、年少者用補助乗車装置から受ける荷重等に十分耐

え、かつ、取付けられる年少者用補助乗車装置が有効に作用し、かつ、乗降の支障と

ならないものとして、強度、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法により審査

したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 22 条の 5 第

1項関係、細目告示第 188 条第 1項関係） 

①～②（略） 

③ 乗降に際し損傷を受けるおそれがなく、かつ、乗降の支障とならない位置に備

えられたものであること。 

④ 年少者用補助乗車装置（年少者用補助乗車装置取付具により自動車に固定でき

る構造のものに限る。）を容易に取付けることができる構造であること。 
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③ ISOFIX トップテザー取付装置及び当該装置の後方に備えられた ISOFIX トップ

テザー取付装置以外の取付装置には、次のいずれかの表示を行うこと。 

ただし、7-44-2（5）の自動車には適用しない。 

また、ISOFIX トップテザー取付装置以外の取付装置を有していない場合にあっ

ては、この限りではない。 

ア～イ（略） 

（2）年少者用補助乗車装置取付具の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 188 条第 1 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（3）（略） 

（4）年少者用補助乗車装置の機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（3）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 188 条第 3 項関係） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-44-3～8-44-4（略） 

 

⑤ ISOFIX トップテザー取付装置及び当該装置の後方に備えられた ISOFIX トップ

テザー取付装置以外の取付装置には、次のいずれかの表示を行うこと。 

ただし、7-44-2（5）の自動車には適用しない。 

また、ISOFIX トップテザー取付装置以外の取付装置を有していない場合にあっ

ては、この限りではない。 

ア～イ（略） 

（2）次に掲げる年少者用補助乗車装置取付具であって損傷のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 188 条第 1項関係） 

① 指定自動車等に備えられている年少者用補助乗車装置取付具と同一の構造を

有し、かつ、同一の位置に備えられた年少者用補助乗車装置取付具 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている年少者用補助乗車装置取付具又はこれに準ずる性能を有する年少者用補

助乗車装置取付具 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた年少者用補助乗車装

置取付具又はこれに準ずる性能を有する年少者用補助乗車装置取付具 

（3）（略） 

（4）次に掲げる年少者用補助乗車装置であってその機能を損なうおそれのある改造、損

傷等のないものは、（3）の基準に適合するものとする。（細目告示第 188 条第 3 項関

係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置の

備えられた年少者用補助乗車装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている年少者用補助乗車装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられ

ている年少者用補助乗車装置又はこれに準ずる性能を有する年少者用補助乗車

装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき年少者用補助乗車装置について型式指定

を受けた自動車に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた年少者用補助乗車装置又はこれに準ずる性能を有する年少者用補助

乗車装置 

8-44-3～8-44-4（略） 

 

8-45 通路 

［審査事項なし］ 

 

8-45 通路 

8-45-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）通路は、安全かつ容易に通行できるものでなければならない。（保安基準第 23 条第 1

項） 

（2）乗車定員 11 人以上の自動車（緊急自動車を除く。）及び幼児専用車には、乗降口か

ら座席へ至ることのできる通路を設けなければならない。 

ただし、乗降口から直接着席できる座席については、この限りでない。（保安基準

第 23 条第 2項関係） 

（3）（2）の通路は、視認等その他適切な方法により審査したときに、有効幅（通路に補
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助座席が設けられている場合は、当該補助座席を折り畳んだときの有効幅）300mm 以

上、有効高さ 1,600mm（当該通路に係る全ての座席の前縁と最も近い乗降口との車両

中心線方向の最短距離が 2m 未満である場合は、1,200mm）以上のものでなければなら

ない。 

ただし、乗降口から直接着席できる座席にあっては、この限りでない。（細目告示

第 189 条第 1 項関係） 

（4）（3）の「有効幅」及び「有効高さ」は、通路として有効に利用できる部分の幅及び

高さとする。 

この場合において、座席のスライド等により通路の有効幅が変化するものにあって

は、通路の有効幅が最小となる場合の幅とする。（細目告示第 189 条第 2項関係） 

（例） 

イ 有効幅 

（1）通路と座席床面の高さが異なる場合（略） 

（2）座席の一部が通路上に突出している場合（略） 

ロ 有効高さ（略） 

（5）乗降口から座席へ至るための通路との位置関係が次のいずれかに該当する座席は、

当該座席に関し、（2）の「座席へ至ることのできる」とされるものとする。（細目告

示第 189 条第 3項関係） 

① 座席側面が通路に接している座席又は通路の近傍に位置する座席 

② 最前部の前向き座席（①に係る座席を除く。）であって、当該座席の背あての

床面への正射影が通路に接しているもの又は通路の近傍に位置するもの 

③ 横向き座席、最奥部の座席等であって、当該座席の用に供する床面（座席の前

縁から 250mm 以上の床面を含む。）が通路に接しているもの 

④ ①から③までの座席の側方に隣接して設けられた座席であって、それぞれ定員

2名分までのもの 

（参考図）（略） 

（6）次に掲げる座席にあって乗降口から容易に着席できるものは、（2）及び（3）の「乗

降口から直接着席できる座席」とされるものとする。（細目告示第 189 条第 4項関係） 

① 乗降口に隣接して設けられた座席 

② ①の座席の側方に隣接して設けられた座席であって、定員 2名分までのもの 

（参考図）（略） 

（7）（3）の規定の適用については、座席の前縁から 250mm の床面は、専ら座席の用に供

する床面とする。（細目告示第 189 条第 5 項関係） 

8-45-2 審査の省略 

自動車機構の審査においては、改造が行われていないと認められる自動車について

は、8-45-1 の規定に適合するものとして取扱う。 

8-45-3 欠番 

8-45-4 適用関係の整理 

7-45-4 の規定を適用する。 

 



新旧対照表 

321 / 521 

新 旧 

8-46 立席 

［審査事項なし］ 

 

8-46 立席 

8-46-1 装備要件 

（1）自動車の立席は、客室内の有効幅 300mm 以上、有効高さ 1,800mm 以上の専ら座席の

用に供する床面以外の床面に限り設けることができる。 

この場合において、座席の前縁から 250mm の床面は、専ら座席の用に供する床面と

する。 

ただし、緊急自動車の立席、車掌の用に供する立席、これに相当する立席及び運転

者助手の用に供する立席については、この限りでない。（保安基準第 24 条第 1項関係、

細目告示第 190 条第 1項及び第 2項関係） 

（2）（1）において、「有効幅」及び「有効高さ」は、客室のうち立席として有効に利用で

きる部分の幅及び高さとし、室内高を測定する場合には、車室の天井に設けた握り棒、

つり革、単独の室内灯等は取付けられていないものとみなすことができるものとす

る。 

また、ライン・ライト、通風ダクト等一定の幅と長さを有する突出物であって床面

からその下面までの高さが 1,800mm 未満のものを有する自動車にあっては、通路の面

積から当該構造物の投影面積を差し引くものとする。（細目告示第 190 条第 3項関係） 

（参考図）（略） 

（3）（1）の規定にかかわらず、幼児専用車には、立席を設けることができない。（保安基

準第 24 条第 2 項関係、細目告示第 190 条第 4項関係） 

（4）立席人員 1 人の占める広さは、0.14m2とする。（保安基準第 24 条第 3 項関係、細目

告示第 190 条第 5項関係） 

8-46-2 審査の省略 

自動車機構の審査においては、改造が行われていないと認められる自動車について

は、8-46-1 の規定に適合するものとして取扱う。 

 

8-47 乗降口 

8-47-1（略） 

8-47-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の

自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、視認等その他適切な方法により審査したと

きに、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合において容易に開放するおそれが

ない構造でなければならない。（保安基準第 25 条第 4 項関係、細目告示第 191 条第 1

項関係） 

（2）扉の機能及び強度を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 191 条第 1項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

8-47 乗降口 

8-47-1（略） 

8-47-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（乗車定員 11 人以上の自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）の乗降口に備える扉は、視認等その他適

切な方法により審査したときに、当該自動車が衝突等による衝撃を受けた場合におい

て容易に開放するおそれがない構造でなければならない。（保安基準第 25 条第 4項関

係、細目告示第 191 条第 1 項関係） 

（2）次に掲げる扉であってその機能及び強度を損なうおそれのある損傷のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 191 条第 1項関係） 

① 指定自動車等に備えられている扉と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備

えられた扉 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている扉又はこれに準ずる性能を有するもの 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた扉又はこれに準ずる
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能を有する扉 

（3）乗車定員 11 人以上の自動車（緊急自動車及び幼児専用車を除く。）の乗降口は、安

全な乗降ができるものとして大きさ、構造等に関し、視認等その他適切な方法により

審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、乗降口から直接着席できる座席のためのみの乗降口、運転者室及び客室以

外の車室に設けられた開口部であって、自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に乗

車人員が車外に投げ出されるおそれがあるもの並びに非常口にあっては、この限りで

ない。（保安基準第 25 条第 5 項関係、細目告示第 191 条第 2項関係） 

① 乗降口の有効幅は、600mm 以上であること。 

② 乗降口の有効高さは、1,600mm（8-45-1（3）の規定により通路の有効高さを

1,200mm とすることができる自動車にあっては、1,200mm）以上であること。 

ただし、当該乗降口とは別に設ける乗降口であって、専ら車いすを使用してい

る者の利用に供するものにあっては、この限りでない。 

（参考図）（略） 

③ 空車状態において床面の高さが地上 450mm を超える自動車の乗降口には、次に

掲げる踏段を備えること。 

ア 乗車定員11人以上 23人以下の旅客自動車運送事業用自動車であって車両

総重量 5t 以下のものにあっては、一段の高さが 120mm 以上 250mm（最下段の

踏段にあっては、空車状態において 430mm（車高調節装置を備えた自動車に

あっては、その床面の高さを最も低くした状態であり、かつ、空車状態にお

いて 380mm））以下の踏段。 

イ アに掲げる自動車以外のものにあっては、一段の高さが 400mm（最下段の

踏段にあっては、450mm）以下の踏段。 

④ 乗降口に備える踏段は、すべり止めを施したものであること。 

⑤ ③の乗降口には、安全な乗降ができるように乗降用取手を備えること。 

（4）幼児専用車の乗降口は、幼児による安全な乗降ができるものとして大きさ、構造等

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもので

なければならない。 

ただし、乗降口から直接着席できる座席のためのみの乗降口、運転者室及び客室以

外の車室に設けられた開口部であって、自動車が衝突等による衝撃を受けた場合に乗

車人員が車外に投げ出されるおそれがあるもの並びに非常口にあっては、この限りで

ない。（保安基準第 25 条第 6 項関係、細目告示第 191 条第 3項関係） 

① 空車状態において床面の高さが地上 300mm を超える自動車の乗降口には、一段

の高さが 200mm（最下段の踏段にあっては、300mm）以下であり、有効奥行が 200mm

以上である踏段を備えること。 

ただし、最下段以外の踏段であって乗降口のとびらのためやむをえないもの又

は理事長がやむをえないものとして指定した自動車の踏段にあっては、乗降口の

有効幅のうち、350mm 以上の部分についてその有効奥行が 200mm あればよい。 

（参考図）（略） 

② 乗降口及び踏段は、（3）（③を除く。）の基準に準じたものであること。 
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8-47-3 欠番 

 

 

8-47-4（略） 

 

8-47-3 審査の省略 

自動車機構の審査においては、改造が行われていないと認められる自動車について

は、8-47-2（3）及び（4）の規定に適合するものとして取扱う。 

8-47-4（略） 

 

8-48 非常口 

8-48-1（略） 

8-48-2 性能要件（視認等による審査） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-48 非常口 

8-48-1（略） 

8-48-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-48-1 の非常口は、設置位置、大きさ等に関し、視認等その他適切な方法により審

査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 192 条第 1

項関係） 

① 非常口は、客室の右側面の後部又は後面に設けられていること。 

この場合において、非常口の有効幅の中心が客室の右側面の後部より後方のも

のは、この基準に適合するものとする。 

② 乗車定員 30 人以上の自動車の非常口は、③及び④に掲げる場合を除き、有効

幅 400mm 以上、有効高さ 1,200mm 以上であること。 

③ 客室の右側面の後部に設ける非常口は、これに接して車輪覆いの張り出しがあ

るためやむを得ない場合は、床面からの高さ 450mm までの部分の有効幅が 250mm

以上でその他の部分の有効幅が 400mm 以上であり、かつ、有効高さが 1,200mm 以

上であること。 

④ 客室の右側面の後部に設ける非常口は、③に掲げる場合を除き、これに接して

前向座席があるためやむを得ない場合は、床面からの高さ 650mm までの部分の有

効幅が 300mm 以上でその他の部分の有効幅が 400mm 以上であり、かつ、有効高さ

が 1,300mm 以上であること。 

⑤ 乗車定員 30 人未満の幼児専用車の非常口は、有効幅 300mm 以上、有効高さ

1,000mm 以上であること。 

⑥ 非常口には、常時確実に閉鎖することができ、火災、衝突その他の非常の際に

客室の内外からかぎその他の特別な器具を用いないで開放できる外開きのとび

らを備えること。 

この場合において、とびらは、自重により再び閉鎖することがないものでなけ

ればならない。 

⑦ 非常口の附近には、バンパ、牽引こう、その他の脱出の妨げとなるものが突出

しておらず、非常口の下縁と床面との間には段がついていないこと。 

この場合において、「非常口の下縁と床面との間には段がついていないこと」

とは、脱出の際につまずかないような構造となっていることをいい、次の図に示

す非常口は、この基準に適合するものとする。 

（図）（略） 

⑧ 非常口附近にある座席は、脱出の妨げとならないように、容易に取外し又は折

り畳むことができる構造であること。 

この場合において、「脱出の妨げにならない」とは、座席を取外し又は折り畳
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（1）～（2）（略） 

8-48-3 欠番 

 

 

8-48-4（略） 

 

んだ状態において、通路から非常口までの有効幅及び有効高さが、⑤に掲げる自

動車にあっては⑤、その他の自動車にあっては②、③又は④の基準に適合し、か

つ、その状態が保持できるものをいう。 

（2）～（3）（略） 

8-48-3 審査の省略 

自動車機構の審査においては、改造が行われていないと認められる自動車について

は、8-48-2（1）①から⑤までの規定に適合するものとして取扱う。 

8-48-4（略） 

 

8-49 物品積載装置 

8-49-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の荷台その他の物品積載装置は、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載

できるものとして強度、構造等に関し、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載できる構造でなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 27 条第 1 項関係、細目告示第 193 条第 1項関係） 

① 著しく損傷している荷台その他の物品積載装置 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-49 物品積載装置 

8-49-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の荷台その他の物品積載装置は、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載

できるものとして強度、構造等に関し、視認等その他適切な方法により審査したとき

に、堅ろうで、かつ、安全、確実に物品を積載できる構造でなければならない。 

この場合において、次に掲げるものはこの基準に適合しないものとする。（保安基

準第 27 条第 1 項関係、細目告示第 193 条第 1項関係） 

① 著しく損傷している荷台その他の物品積載装置。 

② 専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車（（2）の自動車を除く。）の荷台（傾斜

するものに限る。）であって、当該自動車の最大積載量を当該荷台の容積（0.1m3

未満は切り捨てるものとする。）で除した数値が普通自動車にあっては 1.5t/m3

未満のもの、小型自動車にあっては 1.3t/m3未満のもの。 

③ ②に該当しない専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車（（2）の自動車を除く。）

の荷台（傾斜するものに限る。）であって、さし枠を取付けるための金具又はこ

れに類する構造・装置を有するもの。 

④ ①、②及び③のいずれにも該当しない専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車

（（2）の自動車を除く。）であって、後煽、側煽等の荷台（傾斜するものに限る。）

の一部が高くなり、かつ、最大積載量を超えて積載することを目的としたもの。 

ただし、次のアからウに掲げるものは、最大積載量を超えて積載することを目

的としたものではないものとする。 

ア ダンプヒンジ及びその基部並びに後煽であって次の（ｱ）から（ｴ）を満足

するもの。 

（ｱ）ダンプヒンジ及びその基部の前端から荷台床面後端までの水平距離

が積荷接触面側で測定（溶接しろを含む。）して 45cm 以下のもの。 

（ｲ）側煽上部からダンプヒンジ及びその基部の上端までの高さが 55cm 以

下のもの。 

（ｳ）後煽両端のダンプヒンジ取付部分であって、側煽と同一の高さの後

煽の中央部よりも高い部分の幅の合計が後煽全体の幅の2分の 1を超

えないもの。 

ただし、後煽の中央部よりも側煽の中央部が高い場合にあっては、

側煽の中央部よりも高い部分の後煽の幅の合計が後煽全体の幅の2分
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の 1 を超えないもの。 

（ｴ）後煽両端のダンプヒンジ取付部分の高さが、後煽、側煽のうち低い

方の上部から 55cm 以下のもの。 

イ 積載物の飛散を防止するための装置であって、次の（ｱ）から（ｵ）の要件

を満足するもの。 

ただし、積載物の飛散を防止するための装置が荷台内側方向に水平になる

ものであって、当該装置を固定するための金具等を備えておらず、かつ、当

該装置を任意の位置で停止させることができないものにあっては、（ｱ）から

（ｳ）の要件を満足するものであればよい。 

（ｱ）金属等の枠組みに布又はビニール製のシートを取付けたものである

こと。 

（ｲ）金属等の枠組みには木製、金属製又はゴム製等の板状のものが取付

けられていないこと。 

（ｳ）積載物の飛散を防止するための装置は、車両中心線と平行方向の回

転軸を備えたものであり、垂直に立てた状態から荷台内側方向に旋回

できる構造であること。（後面煽に備えるものにあっては、「平行」を

「垂直」と読み替える。） 

（ｴ）積載物の飛散を防止するための装置を固定するための金具等を備え

る場合にあっては、工具等を使用することなく、手で容易に解除する

ことができるものであること。 

なお、固定位置については、積載物の飛散を防止するための装置を

垂直に立てた状態から荷台内側方向に傾斜し固定されるものである

こと。（後面煽に備えるものにあっては、「平行」を「垂直」と読み替

える。） 

（ｵ）枠組みは必要以上の強度を有していないものであること。 

この場合において、積載物の飛散を防止するための装置を垂直に立

てた状態で確認したとき、次表に掲げる全てを満たすものは、これに

該当するものとする。 

なお、当該装置を固定するための金具等、手動で操作するための握

り手及び回転軸と枠材を接合する部分であって半径 10cm までの円の

範囲については、この限りでない。 

 部位 参照 条件 

1 枠組みで使用されている枠材の外周、煽上面と

水平方向の中枠及び回転軸 

下図 a 直 径 又 は

幅4cm以下 

2 煽上面から垂直方向及び斜め方向の中枠並びに

補強材 

下図 b 直 径 又 は

幅5cm以下 

3 煽上面から煽上面と水平方向の枠材までの内法

間隔（次に掲げるものを除く。） 

（1）煽上面に備える回転軸と外枠が兼用のもの

下図 c 20cm 以上 
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にあっては、煽上面の直上の回転軸又は外

枠（図 1-1） 

（2）煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用の

ものであって次に掲げるもの。 

① 回転軸と外枠を煽側面に備えるもの

にあっては、回転軸又は外枠（図 1-2）

② 回転軸と外枠を煽上方に備えるもの

にあっては、煽上方の直上の回転軸又

は外枠 

（3）煽上面に備える回転軸と外枠が兼用でない

ものにあっては、煽上面の直上の外枠（図

2-1） 

（4）煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用で

ないものにあっては、煽上方の直上の外枠

（図 2-2） 

4 煽上面から

上方 30cm ま

での間（下図

範囲 A） 

煽上面に垂直な各枠間の内法間

隔（最前部の枠材と隣接する枠

材の間隔及び最後部の枠材と隣

接する枠材の内法間隔を除く。）

（※1） 

下図 d 25cm 以上 

5 煽上面と平行方向幅 25cm までの

断面における枠材及び枠材間を

結ぶ補強材の数 

下図B-B断

面 

3 本以下 

（※2） 

（※3） 

6 煽上面から垂直方向幅 30cm まで

の断面における枠材及び枠間を

結ぶ補強材の数 

下図D-D断

面 

7 回転軸と枠材を接合する部分が半径 10cm まで

の円の範囲にある回転軸取付部位 

下図 E 1 から 6 ま

で に 規 定

す る 条 件

は 適 用 除

外 

※1 後面煽に備える積載物の飛散を防止するための装置にあっては、

「最前部の枠材」及び「最後部の枠材」を「最外部の枠材」に読み

替える。 

※2 近接又は隣接する複数の枠材の直径又は幅の合計が 4cm 以下のも

のにあっては、これを 1本として数える。 

※3 回転軸又は外枠に近接又は隣接するシートを取付けるための枠材

であって直径又は幅が 1cm 以下のものは、これを本数に含めないも

のとする。 
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図 1-1 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面に備える回転軸と外枠が兼用のものの例） 

（略） 

図 1-2 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用のものの例）：側面の例 

（略） 

図 2-1 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面に備える回転軸と外枠が兼用でないものの例） 

（略） 

図 2-2 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用でないものの例）：側面の例 

（略） 

図 3 記号 Eの拡大図の例 

（略） 

回転軸と枠材を接合する部分半径 10cm までの円の範囲 

ウ 積載物の飛散を防止するための布又はビニール製のシートの取付けに付

随して煽上面に取付けられたシート押さえのための木材、鉄板等であって、

その厚さが 1cm 未満であり、かつ、シート接触面からの高さが 1cm 未満のも

の。 

（2）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42

年法律第 131 号）第 4条に規定する土砂等運搬大型自動車には、視認等その他適切な

方法により審査したときに、当該自動車の最大積載量を超えて同法第 2条第 1項に規

定する土砂等を積載できるものとして次のいずれかに該当する物品積載装置を備え

てはならない。（保安基準第 27 条第 2項関係、細目告示第 193 条第 2項関係） 

① 自動車の荷台であって、当該自動車の最大積載量を当該荷台の容積（0.1m3 未

満は切り捨てるものとする。）で除した数値が 1.5t/m3未満のもの。 

② ①に該当しない自動車の荷台であって、さし枠を取付けるための金具又はこれ

に類する構造・装置を有するもの。 

③ ①及び②のいずれにも該当しない自動車の荷台であって、後煽、側煽等荷台の

一部が高くなっており、かつ、最大積載量を超えて積載することを目的としたも

の。 

ただし、次のアからウに掲げるものは、最大積載量を超えて積載することを目

的としたものではないものとする。 

ア ダンプヒンジ及びその基部並びに後煽であって次の（ｱ）から（ｴ）を満足

するもの。 

（ｱ）ダンプヒンジ及びその基部の前端から荷台床面後端までの水平距離

が積荷接触面側で測定（溶接しろを含む。）して 45cm 以下のもの。 

（ｲ）側煽上部からダンプヒンジ及びその基部の上端までの高さが 55cm 以

下のもの。 
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（ｳ）後煽両端のダンプヒンジ取付部分であって、側煽と同一の高さの後

煽の中央部よりも高い部分の幅の合計が後煽全体の幅の2分の 1を超

えないもの。 

ただし、後煽の中央部よりも側煽の中央部が高い場合にあっては、

側煽の中央部よりも高い部分の後煽の幅の合計が後煽全体の幅の2分

の 1を超えないもの。 

（ｴ）後煽両端のダンプヒンジ取付部分の高さが、後煽、側煽のうち低い

方の上部から 55cm 以下のもの。 

イ 積載物の飛散を防止するための装置であって、次の（ｱ）から（ｵ）の要件

を満足するもの。 

ただし、積載物の飛散を防止するための装置が荷台内側方向に水平になる

ものであって、当該装置を固定するための金具等を備えておらず、かつ、当

該装置を任意の位置で停止させることができないものにあっては、（ｱ）から

（ｳ）の要件を満足するものであればよい。 

（ｱ）金属等の枠組みに布又はビニール製のシートを取付けたものである

こと。 

（ｲ）金属等の枠組みには木製、金属製又はゴム製等の板状のものが取付

けられていないこと。 

（ｳ）積載物の飛散を防止するための装置は、車両中心線と平行方向の回

転軸を備えたものであり、垂直に立てた状態から荷台内側方向に旋回

できる構造であること。（後面煽に備えるものにあっては、「平行」を

「垂直」と読み替える。） 

（ｴ）積載物の飛散を防止するための装置を固定するための金具等を備え

る場合にあっては、工具等を使用することなく、手で容易に解除する

ことができるものであること。 

なお、固定位置については、積載物の飛散を防止するための装置を

垂直に立てた状態から荷台内側方向に傾斜し固定されるものである

こと。（後面煽に備えるものにあっては、「平行」を「垂直」と読み替

える。） 

（ｵ）枠組みは必要以上の強度を有していないものであること。 

この場合において、積載物の飛散を防止するための装置を垂直に立

てた状態で確認したとき、次表に掲げる全てを満たすものは、これに

該当するものとする。 

なお、当該装置を固定するための金具等、手動で操作するための握

り手及び回転軸と枠材を接合する部分であって半径 10cm までの円の

範囲については、この限りでない。 

 部位 参照 条件 

1 枠組みで使用されている枠材の外周、煽上面と

水平方向の中枠及び回転軸 

下図 a 直 径 又 は

幅4cm以下 

（※1） 
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2 煽上面から垂直方向及び斜め方向の中枠並びに

補強材 

下図 b 直 径 又 は

幅8cm以下 

3 煽上面から煽上面と水平方向の枠材までの内法

間隔（次に掲げるものを除く。） 

（1）煽上面に備える回転軸と外枠が兼用のもの

にあっては、煽上面の直上の回転軸又は外

枠（図 1-1） 

（2）煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用の

ものであって次に掲げるもの。 

① 回転軸と外枠を煽側面に備えるもの

にあっては、回転軸又は外枠（図 1-2）

② 回転軸と外枠を煽上方に備えるもの

にあっては、煽上方の直上の回転軸又

は外枠 

（3）煽上面に備える回転軸と外枠が兼用でない

ものにあっては、煽上面の直上の外枠（図

2-1） 

（4）煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用で

ないものにあっては、煽上方の直上の外枠

（図 2-2） 

下図 c 40cm 以上 

4 煽上面から

上方 60cm ま

での間（下図

範囲 A） 

煽上面に垂直な各枠間の内法間

隔（最前部の枠材と隣接する枠

材の間隔及び最後部の枠材と隣

接する枠材の内法間隔を除く。）

（※2） 

下図 d 50cm 以上 

5 煽上面と平行方向幅 50cm までの

断面における枠材及び枠材間を

結ぶ補強材の数 

下図B-B断

面 

3 本以下 

（※3） 

（※4） 

6 煽上面から垂直方向幅 60cm まで

の断面における枠材及び枠材間

を結ぶ補強材の数 

下図D-D断

面 

7 回転軸と枠材を接合する部分が半径 10cm まで

の円の範囲にある回転軸取付部位 

下図 E 1 から 6 ま

で に 規 定

す る 条 件

は 適 用 除

外 

※1 煽上面と煽上面直上の枠材下縁の間隔（下図 e）が 20cm を超える

場合にあっては、煽上面の枠材は「直径又は幅 4cm 以下」を「直径

又は幅 8cm 以下」に読み替えることができる。 
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（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

※2 後面煽に備える積載物の飛散を防止するための装置にあっては、

「最前部の枠材」及び「最後部の枠材」を「最外部の枠材」に読み

替える。 

※3 近接又は隣接する複数の枠材の直径又は幅の合計が 4cm 以下のも

のにあっては、これを 1本として数える。 

※4 回転軸又は外枠に近接又は隣接するシートを取付けるための枠材

であって直径又は幅が 1cm 以下のものは、これを本数に含めないも

のとする。 

 

図 1-1 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面に備える回転軸と外枠が兼用のものの例） 

（略） 

図 1-2 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用のものの例）：側面の例 

（略） 

図 2-1 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面に備える回転軸と外枠が兼用でないものの例） 

（略） 

図 2-2 積載物の飛散を防止するための装置 

（煽上面以外に備える回転軸と外枠が兼用でないものの例）：側面の例 

（略） 

図 3 記号 Eの拡大図の例 

（略） 

回転軸と枠材を接合する部分半径 10cm までの円の範囲 

ウ 積載物の飛散を防止するための布又はビニール製のシートの取付けに付

随して煽上面に取付けられたシート押さえのための木材、鉄板等であって、

その厚さが 1cm 未満であり、かつ、シート接触面からの高さが 1cm 未満のも

の。 

（参考図） 

（略） 

後煽の中央部よりも側煽の中央部が高い場合 

（略） 

8-49-2 欠番 

8-49-3 欠番 

8-49-4 従前規定の適用 

7-49-4 の規定を適用する。 

 

8-50 高圧ガス運送装置 

8-50-1 性能要件（視認等による審査） 

高圧ガスを運送する自動車のガス運送装置は、爆発等のおそれのないものとして強

8-50 高圧ガス運送装置 

8-50-1 性能要件（視認等による審査） 

高圧ガスを運送する自動車のガス運送装置は、爆発等のおそれのないものとして強
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度、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 28 条関係、細目告示第 194 条関係） 

① ガス運送容器については、8-24-1-1（1）①の基準を準用する。 

（削除） 

 

（削除） 

 

② ガス運送容器及び配管の取付については、8-24-1-1（1）③の基準を準用する。

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

度、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 28 条関係、細目告示第 194 条関係） 

① ガス運送容器については、8-24-1-1（1）①及び⑤の基準を準用する。 

② ガス運送装置の配管については、8-24-1-1（1）⑤から⑦まで及び⑨の基準を準

用する。 

③ ガス運送装置のガスと接触する部分については、8-24-1-1（1）⑧の基準を準用

する。 

④ ガス運送容器及び配管の取付については、8-24-1-1（1）④の基準を準用する。 

⑤ ガス充填弁をガス充填口の近くに、ガス供給弁をガス供給口の近くに備えるこ

と。 

⑥ 一般高圧ガス保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 53 号）第 2条第 2号の毒性ガ

ス（液化ガスを除く。）に係るガス運送容器には、容器内の圧力を指示する圧力計

をガス止弁で仕切られたガス運送容器又はガス運送容器の一群ごとに運転者の見

やすい場所に設けること。 

⑦ ⑥の圧力計は零からガス充填圧力の1.5倍以上 2倍以下までの目盛をしたもので

あること。 

⑧ ⑥の圧力計は、照明装置を備え、又は文字板及び指示針に自発光塗料を塗ったも

のであること。 

 

8-51 窓ガラス 

8-51-1 性能要件（視認等による審査） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（1）（略） 

（2）次に掲げる範囲は、（1）の「運転者席より後方の部分」とする。（細目告示第 195 条

第 4項関係） 

①～②（略） 

（3）窓ガラスの機能を損なうおそれのある改造、損傷等のないものは、（1）の基準に適

8-51 窓ガラス 

8-51-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 25km/h 以下の自動車を除く。）

の窓ガラスは、視認等その他適切な方法により審査したときに、合わせガラス、強化

ガラス、部分強化ガラス、有機ガラス又はガラス－プラスチックでなければならない。 

ただし、衝突等により窓ガラスが損傷した場合において、当該ガラスの破片により

乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所に備えられたものにあっては、この限り

でない。（保安基準第 29 条第 1項関係、細目告示第 195 条第 1項関係） 

（2）損傷したガラスの破片を容易に通さない隔壁によって運転者席及び客室と仕切られ

た場所は、（1）の「乗車人員が傷害を受けるおそれの少ない場所」とされるものとす

る。（細目告示第 195 条第 1 項関係） 

（3）自動車（最高速度 40km/h 未満の自動車を除く。）の前面ガラスは、強度等に関し次

の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 29 条第 2項関係、細目告示

第 195 条第 2 項関係） 

① 損傷した場合においても運転者の視野を確保できるものであること。 

② 容易に貫通されないものであること。 

（4）（略） 

（5）次に掲げる範囲は、（4）の「運転者席より後方の部分」とする。（細目告示第 195 条

第 4項関係） 

①～②（略） 

（6）次に掲げる窓ガラスであって、その機能を損なうおそれのある改造、損傷等のない
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合するものとする。（細目告示第 195 条第 8項関係） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ものは、（1）、（3）及び（4）の基準に適合するものとする。（細目告示第 195 条第 8

項関係） 

① 指定自動車等に備えられている窓ガラスと同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられている窓ガラス 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている窓ガラスと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている窓ガラ

ス又はこれに準ずる性能を有する窓ガラス 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき窓ガラスについて型式指定を受けた自動

車に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられてい

る窓ガラス又はこれに準ずる性能を有する窓ガラス 

④ 新規検査、予備検査又は構造等変更検査の際に提示のあった窓ガラスと同一の

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた窓ガラス 

（7）次の表の左欄に掲げる窓ガラスの部位のうち同表右欄に掲げる記号又はこれらと同

程度以上の規格に基づく記号が付されたものであって、その性能を損なう損傷のない

ものは、（1）、（3）及び（4）の基準に適合するものとする。（細目告示第 195 条第 9

項関係） 

窓ガラスの

部位 

付される記号 

JIS R 3211

「自動車用

安全ガラス」

に基づくも

の 

UN R43-01-S2 に基づくもの FMVSS No.205 及び

これに基づく 

ANSZ 26.1 の規定

によるもの 

（1）（2）以

外の前面ガ

ラス 

L,GP Ⅱ
Ⓔ43R-01  , 
Ⅲ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅳ 
Ⓔ43R-01   

AS1,AS10（※3） 

,AS14 

（2）最高速

度 25km/h を

超え 40km/h

未満の自動

車の前面ガ

ラス 

L,Z,T,GP Ⅰ
Ⓔ43R-01  , 
Ⅵ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅲ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅳ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅶ 
Ⓔ43R-01   

AS1,AS2, 

AS10（※1）, 

AS14 

（3）側面ガ

ラス（運転者

席より後方

の部分を除

く。）のうち

L,Ḷ,T,GP,RP
Ⓔ43R-01  , 
Ⅵ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅷ 
Ⓔ43R-01  （※2）, 
Ⅸ 

AS1,AS2,AS4, 

AS10（※3）, 

AS13,AS14, 

AS15 
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8-51-2～8-51-4（略） 

 

運転者が交

通状況を確

認するため

に必要な視

野の範囲に

係る部分 

Ⓔ43R-01  ,
Ⅹ 
Ⓔ43R-01  （※2）, 
Ⅺ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅻ 
Ⓔ43R-01   

（4）（1）、（2）

及び（3）以

外の窓ガラ

ス 

L,Ḷ,T,GP,RP
Ⓔ43R-01  , 
Ⅴ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅵ 
Ⓔ43R-01  （※1）, 
Ⅷ 
Ⓔ43R-01  （※1,※2）,
Ⅸ 
Ⓔ43R-01  （※1）, 
Ⅹ 
Ⓔ43R-01  （※1,※2）,
Ⅺ 
Ⓔ43R-01  , 
Ⅻ 
Ⓔ43R-01  （※1） 

AS1,AS2,AS3, 

AS4,AS5,AS8,AS9, 

AS10,AS11,AS12, 

AS13,AS14,AS15, 

AS16 

注 1：UN R43-01-S2 に基づくものには、表中に記載のあるガラスの種類を示すⅠ

からⅫまでの追加記号のほか、用途により/A、/B、/C、/L、/M、/P の追加記

号が付される。 

注 2：※1のガラスを最高速度が 40km/h を超える自動車に備える場合は、前向き

ガラス以外のガラスに限る。 

注 3：※2のガラスのうち認可マーク附近の追加記号に「C」が付されているもの

は、頭部衝撃のおそれのない場所に備えられていること。 

また、後面ガラスにあっては、認可マーク附近の追加記号に「L」（コンバ

ーチブル車の折りたたみルーフの後部ガラスは「M」でもよい。）が付された

ものであること。 

注 4：※3は、可視光線の透過率が 70％以上のものに限る。 

8-51-2～8-51-4（略） 

 

8-52 窓ガラス貼付物等 

8-52-1 性能要件 

8-52-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（8-51-1（2）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、

8-52 窓ガラス貼付物等 

8-52-1 性能要件 

8-52-1-1 視認等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）の前面ガラス及び側面ガラス（8-51-1（5）に掲げ

る範囲を除く。）には、次に掲げるもの以外のものが装着（窓ガラスに一部又は全部

が接触又は密着している状態を含む。）され、はり付けられ、塗装され、又は刻印さ

れていてはならない。 

ただし、窓ふき器及び自動車製作者が付したことが明らかである刻印については、
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この限りでない。（保安基準第 29 条第 4項関係、細目告示第 195 条第 5項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備える貼り付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、道路及び交通状況に係る

情報の入手のためのカメラ、運行中の運転者の状況に係る情報の入手のためのカ

メラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える車内を撮影するための防犯

カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨滴等を検知して窓ふき器を自動

的に作動させるための感知器、車室内の温度若しくは湿度を検知して空調装置等

を自動的に制御するための感知器又は受光量を感知して前照灯、車幅灯等を自動

的に作動させるための感知器であって、次に掲げる要件に該当するもの 

 

 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車にあっては、（ｱ）、

（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる

範囲に貼り付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスに貼り付けられ、又は埋め込まれたアン

テナであって次に掲げる要件を満足するもの。 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員9人以下の自動車の前面ガラスに貼り付け

られ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合するもので

あること。 

（ｱ）試験領域 A に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）に貼り付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車の前面ガラスに貼

り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合する

ものであること。 

（ｱ）試験領域 A に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）に貼り付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。

（ｳ）試験領域 I に貼り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車の前面ガラスのうち、試験領域 Iに貼り付

この限りでない。（保安基準第 29 条第 4項関係、細目告示第 195 条第 5項関係） 

①～⑥（略） 

⑦ 車室内に備えるはり付け式の後写鏡及び後方等確認装置 

⑧ 道路等に設置された通信設備との通信のための機器、ドライブレコーダーの前

方用カメラ若しくは運転者用カメラ、一般乗用旅客自動車運送事業用自動車に備

える車内を撮影するための防犯カメラ、車両間の距離を測定するための機器、雨

滴等を検知して窓ふき器を自動的に作動させるための感知器、車室内の温度若し

くは湿度を検知して空調装置等を自動的に制御するための感知器又は受光量を

感知して前照灯、車幅灯等を自動的に作動させるための感知器であって、次に掲

げる要件に該当するもの 

 

 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）

又は（ｳ）に掲げる範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車にあっては、（ｱ）、

（ｲ）又は（ｳ）に掲げる範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車にあっては、（ｱ）、（ｲ）又は（ｳ）に掲げる

範囲にはり付けられたものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

⑨ 公共の電波の受信のために前面ガラスにはり付けられ、又は埋め込まれたアン

テナであって次に掲げる要件を満足するもの。 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員9人以下の自動車の前面ガラスにはり付け

られ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合するもので

あること。 

（ｱ）試験領域 A にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）にはり付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車の前面ガラスには

り付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、次に掲げる要件に適合する

ものであること。 

（ｱ）試験領域 A にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 0.5mm 以下であり、かつ、3本以下であること。 

（ｲ）試験領域 B（試験領域 A と重複する領域を除く。）にはり付けられ、

又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が1.0mm以下であること。 

（ｳ）試験領域 I にはり付けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機

器の幅が 1.0mm 以下であること。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車の前面ガラスのうち、試験領域 Iにはり付
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けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ガラスの曇り及び窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件

に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車に備える場合にあって

は、次の（ｱ）及び（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲に

貼り付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車に備える場合にあ

っては、次の（ｱ）から（ｴ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

（ｴ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲又

は試験領域I及び試験領域Iを前面ガラスの水平方向に拡大した領域

の下端より下方の範囲に貼り付けられ、又は埋め込まれたものである

こと。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車に備える場合にあっては、次の（ｱ）及び

（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領

域Ⅰを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲

に貼り付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

⑪（略） 

⑫ 装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

貼り付けられ、又は塗装された状態において、透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬（略） 

⑭ 大型特殊自動車の窓ガラスに取付けるワイパーモータ、扉の開閉取手（ガラス

削り込みを含む。）及びガラス取付用金具等であって、次に掲げる要件に該当す

るもの。 

ア 前面ガラスにあっては、当該ガラスの上縁であって、車両中心面と平行な

面上のガラス開口部の実長の 20％以内の範囲又はガラス開口部周囲から各

100mm 以内の範囲に貼り付けられたものであること。 

イ 側面ガラスにあっては、ガラス開口部周囲から各 150mm 以内の範囲に貼り

付けられたものであること。 

（参考図）（略） 

けられ、又は埋め込まれた場合にあっては、機器の幅が 1.0mm 以下であるこ

と。 

⑩ 窓ガラスの曇り及び窓ふき器の凍結を防止する機器であって、次に掲げる要件

に該当するもの 

ア 専ら乗用の用に供する乗車定員 9 人以下の自動車に備える場合にあって

は、次の（ｱ）及び（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲に

はり付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

イ 貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5t 以下の自動車に備える場合にあ

っては、次の（ｱ）から（ｴ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）～（ｳ）（略） 

（ｴ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域 B 及び試験領

域Bを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲又

は試験領域I及び試験領域Iを前面ガラスの水平方向に拡大した領域

の下端より下方の範囲にはり付けられ、又は埋め込まれたものである

こと。 

ウ ア及びイの自動車以外の自動車に備える場合にあっては、次の（ｱ）及び

（ｲ）に掲げる要件に適合するものであること。 

（ｱ）（略） 

（ｲ）窓ふき器の凍結を防止する機器にあっては、試験領域Ⅰ及び試験領

域Ⅰを前面ガラスの水平方向に拡大した領域の下端より下方の範囲

にはり付けられ、又は埋め込まれたものであること。 

⑪（略） 

⑫ 装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

はり付けられ、又は塗装された状態において、透明であるもの。 

この場合において、運転者が交通状況を確認するために必要な視野の範囲に係

る部分にあっては可視光線透過率が 70％以上であることが確保できるものであ

ること。 

⑬（略） 

⑭ 大型特殊自動車及び小型特殊自動車の窓ガラスに取付けるワイパーモータ、扉

の開閉取手（ガラス削り込みを含む。）及びガラス取付用金具等であって、次に

掲げる要件に該当するもの。 

ア 前面ガラスにあっては、当該ガラスの上縁であって、車両中心面と平行な

面上のガラス開口部の実長の 20％以内の範囲又はガラス開口部周囲から各

100mm 以内の範囲にはり付けられたものであること。 

イ 側面ガラスにあっては、ガラス開口部周囲から各 150mm 以内の範囲にはり

付けられたものであること。 

（参考図）（略） 
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⑮ 法第 75 条の 4 第 1 項の特別な表示、再資源化の適正かつ円滑な実施のために

必要となる窓ガラスの分類についての表示及びその他の窓ガラスにかかる情報

の表示であって、運転者の視野の確保に支障がない位置に装着（窓ガラスに一部

又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、貼り付けられ、塗装され、

又は刻印されているもの。 

⑯ 指定自動車等に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を

含む。）され、貼り付けられ又は塗装されているものと同一の構造を有し、かつ

同一の位置に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含

む。）され、貼り付けられ又は塗装されているもの。 

⑰ ①から⑯までに掲げるもののほか、国土交通大臣又は地方運輸局長が指定した

もの 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、貼り付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。（細目告示第 195 条第 7

項関係） 

①～③（略） 

8-52-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

貼り付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは

ない。 

8-52-2～8-52-4（略） 

 

⑮ 法第 75 条の 4 第 1 項の特別な表示、再資源化の適正かつ円滑な実施のために

必要となる窓ガラスの分類についての表示及びその他の窓ガラスにかかる情報

の表示であって、運転者の視野の確保に支障がない位置に装着（窓ガラスに一部

又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、はり付けられ、塗装され、

又は刻印されているもの。 

⑯ 指定自動車等に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を

含む。）され、はり付けられ又は塗装されているものと同一の構造を有し、かつ

同一の位置に装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含

む。）され、はり付けられ又は塗装されているもの。 

⑰ ①から⑯までに掲げるもののほか、国土交通大臣又は地方運輸局長が指定した

もの 

（2）（略） 

（3）窓ガラスに装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）さ

れ、はり付けられ、又は塗装された状態において、運転者が次に掲げるものを確認で

きるものは、（1）⑫の「透明である」とされるものとする。（細目告示第 195 条第 7

項関係） 

①～③（略） 

8-52-1-2 テスタ等による審査 

前面ガラス及び側面ガラス（運転者席より後方の部分を除く。）のうち運転者が交通

状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線透過率が、着色フ

ィルム等が装着（窓ガラスに一部又は全部が接触又は密着している状態を含む。）され、

はり付けられ、又は塗装されたことにより、70％を下回るおそれがあると認められたと

きは、可視光線透過率測定器を用いて可視光線透過率を計測するものとする。 

ただし、可視光線透過率が 70％を下回ることが明らかである場合には、この限りでは

ない。 

8-52-2～8-52-4（略） 

 

8-53 騒音防止装置 

8-53-1（略） 

8-53-2 性能要件 

8-53-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 196 条第 1

項関係） 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、使用の過程にある二輪

自動車を改造した側車付二輪自動車、排気管を有しない自動車及び排気管を有す

る自動車であって停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）

は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により

測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲

8-53 騒音防止装置 

8-53-1（略） 

8-53-2 性能要件 

8-53-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。（保安基準第 30 条第 1 項関係、細目告示第 196 条第 1

項関係） 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、使用の過程にある二輪

自動車を改造した側車付二輪自動車、排気管を有しない自動車及び排気管を有す

る自動車であって停止状態において原動機が作動することがないものを除く。）

は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」に定める方法により

測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲
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げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ

大型特殊自動車 （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以下の自動車を除く。） 

 

（略） （略） 

三輪自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以下の自動車に限る。） 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

② 次に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動しないものを除く。）は、それぞれに定める構

造であること。 

ア（略） 

イ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。） 

 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）～（3）（略） 

（4）騒音防止装置（側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）の機能

を損なう損傷等のないものは、（1）②の基準に適合するものとする。 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-53-2-2 視認等による審査 

（1）内燃機関を原動機とする自動車が備える消音器が騒音の発生を有効に抑止するもの

として構造、騒音防止性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 40 条第 2 項関係、細目告

示第 196 条第 2項関係） 

げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

大型特殊自動車及び小型特殊自動車 （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以下の自動車を除く。） 

（略） （略） 

三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員

10 人以下の自動車に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） 

② 次に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動しないものを除く。）は、それぞれに定める構

造であること。 

ア（略） 

イ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自

動車並びに小型特殊自動車を除く。） 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）～（3）（略） 

（4）次に掲げる騒音防止装置（側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有

する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車除く。）であって、その機能を

損なう損傷等のないものは、（1）②の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた騒音防止装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている騒音防止装置又はこれに準ずる性能を有する騒音防止装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置又はこ

れに準ずる性能を有する騒音防止装置 

8-53-2-2 視認等による審査 

（1）内燃機関を原動機とする自動車が備える消音器が騒音の発生を有効に抑止するもの

として構造、騒音防止性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示第 40 条第 2 項関係、細目告

示第 196 条第 2項関係） 
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①～④（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①～④（略） 

⑤ 消音器の騒音低減機構を容易に除去できる構造（一酸化炭素等発散防止装置と

構造上一体となっている消音器であって、当該一酸化炭素等発散防止装置の点検

又は整備のために分解しなければならない構造のものを除く。）でないこと。 

（2）次に掲げるものを除き、消音器本体の外部構造及び内部部品が恒久的方法（溶接、

リベット等）により結合されていないもの（例：ボルト止め、ナット止め、接着）は、

（1）⑤の規定に適合しないものとする。 

① 消音器本体に装着されている外部構造部品であって、それらを取外しても騒音

防止性能に影響のないもの 

② 消音器本体に取付けられた排気バルブを作動させるための制御機構装置 

【参考図】消音器の騒音低減機構を容易に除去できる構造に該当しない例【（1）⑤、

（2）関係】 

●は恒久的結合が必要な部位を表す。 

【例 1】（略） 

【例 2】（略） 

8-53-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自

動車は、細目告示別添 39「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定

常走行騒音を dB で表した値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならな

い。（保安基準第 30 条第 1項関係、細目告示第 196 条第 1項関係） 

（2）8-53-2-1（1）①の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を有

する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）の

基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）内燃機関を原動機とする自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）に備

える消音器は、騒音の発生を有効に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、

書面等その他適切な方法により審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するもの

として、（4）又は（5）に掲げる自動車に応じ、それぞれに掲げる消音器に該当する

ものでなければならない。（細目告示第 196 条第 2項及び第 3項関係） 

（4）（5）の自動車以外の自動車であって、当該自動車に備える消音器について改造又は

交換を行っていないもの 

① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと

する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 



新旧対照表 

339 / 521 

新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備え

られている騒音防止装置の消音器に表示される同法第 75 条の 4 第 1 項の特

別な表示 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置の

消音器に表示される同法第 75 条の 4 第 1項の特別な表示 

エ 細目告示別添 112「後付消音器の技術基準」における性能等を確認した機

関として次に掲げる機関による後付消音器に係る性能等確認済表示 

（ｱ）一般財団法人日本自動車研究所 

（ｲ）株式会社 JQR 

（ｳ）公益財団法人日本自動車輸送技術協会 

（ｴ）一般社団法人 JMCA 登録性能確認機関 

オ 次に掲げるいずれかの規定に適合する自動車が備える消音器に表示され

る特別な表示 

（ｱ）UN R9（側車付二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｲ）UN R41（二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｳ）UN R51（四輪以上の自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｴ）欧州連合指令 78/1015/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｵ）欧州連合指令 97/24/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定（二

輪自動車の交換用消音器に関する規定を含む。）） 

（ｶ）欧州連合指令 70/157/EEC（四輪以上の自動車が発生する騒音及び交

換用消音器に関する規定） 

カ 次に掲げるいずれかの規定に適合する消音器に表示される特別な表示 

（ｱ）UN R59（乗車定員 9人以下の乗用車及び車両総重量 3.5t 以下の貨物

車の交換用消音器に関する規定） 

（ｲ）UN R92（二輪自動車及び側車付二輪自動車の交換用消音器に関する

規定） 

（ｳ）欧州連合指令 70/157/EEC（四輪以上の自動車が発生する騒音及び交

換用消音器に関する規定） 

（ｴ）欧州連合指令 97/24/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定（二

輪自動車の交換用消音器に関する規定を含む。）） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（写しをもって代えることができる。）を運

行の際に携行することにより、細目告示別添 40「加速走行騒音の測定方法」

に定める方法により測定した加速走行騒音をdBで表した値が82dB以下であ

ることが明らかである自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確

認するものとする。 

（ｱ）車名及び型式（原動機の改造により「改」を付した型式以外の型式

にあっては、「改」を除く型式） 
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（ｲ）原動機の型式 

（ｳ）消音器の個数 

（ｴ）添付資料中の消音器外観写真 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車 

ウ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（写しをもって代えること

ができる。）又は表示を運行の際に携行することにより、（4）①オに掲げる

規定に適合することが明らかである自動車。 

ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）COC ペーパー 

（ｲ）WVTA ラベル又はプレート 

（ｳ）UN R9、UN R41、UN R51、78/1015/EEC、97/24/EEC 又は 70/157/EEC

に基づく認定証 

・当該認定証に記載された車両型式の自動車と受検車両は同一と認

められるものであること。この場合において、当該認定証の車両

型式と同型の自動車であって、受検車両に備える消音器が、当該

認定証に係る消音器と同一の構造であり、かつ、同一の位置に備

えられていることが明らかであるものは、当該認定証に記載され

た車両型式の自動車と同一と認められるものとする。 

（ｴ）車両データプレート内又はその近くに表示されている UN R41 又は UN 

R51 に基づくⒺマーク 

（ｵ）EU 加盟国の自動車検査証等 

・受検車両は、EU 加盟国において生産されたものであること。 

（5）二輪自動車又は使用の過程にある二輪自動車を改造した側車付二輪自動車であって、

当該自動車に備える消音器について改造又は交換を行っていないもの 

① 次のいずれかに該当する消音器であって、その機能を損なう損傷等のないもの 

ア 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられた消音器 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備え

られている騒音防止装置の消音器又はこれに準ずる性能を有する消音器 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置の

消音器又はこれに準ずる性能を有する消音器 

エ 別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行騒音有効防

止後付消音器の基準に適合する消音器 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（写しをもって代えることができる。）を運
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8-53-3 欠番 

8-53-4 適用関係の整理 

（1）次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、8-53-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第

9項、第 11 項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車 昭和 46 年 3 月 31 日（同日以前

の型式指定自動車にあっては、

同年 12 月 31 日） 

 

行の際に携行することにより、UN R41-04-S5 の 6.1.及び 6.2.に適合するこ

とが明らかである自動車。 

イ 次に掲げるいずれかの外国の法令に基づく書面（写しをもって代えること

ができる。）又は表示を運行の際に携行することにより、UN R41-04-S5 の 6.1.

及び 6.2.に適合することが明らかである自動車。 

ただし、欧州連合指令に基づく少数生産車にあっては、（ｳ）又は（ｴ）の

いずれかに限る。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（ｱ）COC ペーパー 

・騒音情報欄において、UN R41-04 以降の記載があるものに限る。 

（ｲ）WVTA ラベル又はプレート 

・車両型式認可番号の中に「168/2013」が含まれているものに限る。 

例：e1*168/2013*12345 

（ｳ）UN R41 に基づく認定証（写しをもって代えることができる。） 

・UN R41-04 以降のものに限る。 

（ｴ）車両データプレート内又はその近くに表示されている UN R41 に基づ

くⒺマーク 

・UN R41-04 以降のものに限る。 

（6）次に掲げるものは、（3）の基準に影響しない消音器の改造とする。 

① 指定自動車等に備えられている消音器本体と同一であって、消音器本体と消音

器出口側の排気管との接合部の内径が拡大されていないもの 

② 消音器出口側の排気管に装着する意匠部品（騒音を増大等させるためのものを

除く。）の取付け又は取外し 

③ 予めその基準適合性が確認されている消音器（指定自動車等に備えられている

消音器を含む。）であって、排気管部分への DPF 又は触媒の取付け 

（7）異型式の原動機への換装、消音器（消音器と排気管が分割できる構造のものにあっ

ては排気管を含む。）の改造、取付け又は取外しその他これらに類する行為により構

造、装置又は性能に係る変更を行ったものは、7-53 の規定を適用する。 

8-53-3 欠番 

8-53-4 適用関係の整理 

（1）次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に掲げる日以前に製作された自動車に

ついては、8-53-5（従前規定の適用①）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第

9項、第 11 項及び第 12 項関係） 

ア 型式指定自動車及び型式認定自動車 昭和 46 年 3 月 31 日（同日以前

の型式指定自動車及び型式認定

自動車にあっては、同年 12 月

31 日） 
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（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の二輪

自動車及び側車付二輪自動車 

 

（略） 

（略） （略） 

（2）次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 12 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成

10 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び騒音防止装置認

定自動車を除く。）については、8-53-6（従前規定の適用②）の規定を適用する。（適

用関係告示第 27 条第 13 項関係） 

（略） 

（削除） 

（3）普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並び

に軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）であって運

転者室の前方に原動機を有するもののうち、平成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっ

ては、平成 13 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であっ

て、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）

については、8-53-7（従前規定の適用③）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条

第 15 項関係） 

（4）（略） 

（5）次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防

止装置指定自動車を除く。）については、8-53-9（従前規定の適用⑤）の規定を適用

する。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）で

あって、運転者室の前方に原動機を有するもの以外のもの 

 

（6）車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に

供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であ

って、平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）に

ついては、8-53-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条

第 19 項関係） 

（7）車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、

乗車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備

えたもの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14

（略） （略） 

エ アからウまでに掲げる自動車以外の小型

自動車及び軽自動車（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に限る。） 

（略） 

（略） （略） 

（2）次の表に掲げる自動車であって、平成 11 年 8 月 31 日（輸入自動車にあっては、平

成 12 年 3月 31 日）以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成

10 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車、型式認定自動車及

び騒音防止装置認定自動車を除く。）については、8-53-6（従前規定の適用②）の規

定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 13 項関係） 

（略） 

ウ 軽自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

（3）普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二

輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量が 1.7t 以下のもの並び

に軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側

車付二輪自動車を除く。）であって運転者室の前方に原動機を有するもののうち、平

成 12 年 8月 31 日（輸入自動車にあっては、平成 13 年 3 月 31 日）以前に製作された

もの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 11 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、

騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、8-53-7（従前規

定の適用③）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 15 項関係） 

（4）（略） 

（5）次の表に掲げる自動車であって、平成 13 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止

装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、8-53-9（従前規定の適用

⑤）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（略） 

イ 軽自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車

及び側車付二輪自動車を除く。）であって、運転者室の前方に原動機を有する

もの以外のもの 

（6）車両総重量が 1.7t を超え 3.5t 以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に

供する乗車定員 10 人以下の自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であ

って、平成 14 年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、

平成 12 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自

動車を除く。）については、8-53-10（従前規定の適用⑥）の規定を適用する。（適用

関係告示第 27 条第 19 項関係） 

（7）車両総重量が 3.5t を超え、原動機の最高出力が 150kW 以下の普通自動車、小型自動

車及び軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの、

乗車定員 11 人以上であって全ての車輪に動力を伝達できる構造の動力伝達装置を備

えたもの以外のもの、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）であって、平成 14
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年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）については、

8-53-11（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係）

 

（8）次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び騒音防

止装置指定自動車を除く。）については、8-53-12（従前規定の適用⑧）の規定を適用

する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車 

（9）（略） 

（10）次に掲げる二輪自動車にあっては、8-53-14（従前規定の適用⑩）の規定を適用す

る。（適用関係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の

型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。） 

②（略） 

（11）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動

車を除く。）にあっては、8-53-15（従前規定の適用⑪）の規定を適用する。（適用関

係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

（12）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動

車を除く。）にあっては、8-53-16（従前規定の適用⑫）の規定を適用する。（適用関

係告示第 27 条第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車

のうち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成

35 年 8 月 31 日）までに製作された自動車であって次に掲げるもの 

ア～イ（略） 

③（略） 

（13）（略） 

8-53-5～8-53-13（略） 

8-53-14 従前規定の適用⑩ 

次に掲げる二輪自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の型

式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。） 

②（略） 

8-53-14-1（略） 

8-53-14-2 性能要件 

8-53-14-2-1～8-53-14-2-2（略） 

年 8月 31 日以前に製作されたもの（輸入自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10

月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）

については、8-53-11（従前規定の適用⑦）の規定を適用する。（適用関係告示第 27

条第 21 項関係） 

（8）次の表に掲げる自動車であって、平成 15 年 8 月 31 日以前に製作されたもの（輸入

自動車以外の自動車であって、平成 13 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車、騒音防止

装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。）については、8-53-12（従前規定の適用

⑧）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 21 項関係） 

（略） 

イ 小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車に限る。） 

（9）（略） 

（10）次に掲げる二輪自動車にあっては、8-53-14（従前規定の適用⑩）の規定を適用す

る。（適用関係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の

型式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

②（略） 

（11）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、

8-53-15（従前規定の適用⑪）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

（12）次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、

8-53-16（従前規定の適用⑫）の規定を適用する。（適用関係告示第 27 条第 29 項関係） 

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車

のうち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成

35 年 8 月 31 日）までに製作された自動車 

ア～イ（略） 

③（略） 

（13）（略） 

8-53-5～8-53-13（略） 

8-53-14 従前規定の適用⑩ 

次に掲げる二輪自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関

係告示第 27 条第 25 項及び第 26 項関係） 

① 平成 28 年 12 月 31 日以前に製作された二輪自動車（平成 26 年 1月 1日以降の型

式指定自動車、騒音防止装置指定自動車及び型式認定自動車を除く。） 

②（略） 

8-53-14-1（略） 

8-53-14-2 性能要件 

8-53-14-2-1～8-53-14-2-2（略） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-53-15 従前規定の適用⑪ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車

を除く。）にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条

第 28 項関係） 

①～③（略） 

8-53-15-1（略） 

8-53-15-2 性能要件 

8-53-15-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）8-53-17-2-1（2）に同じ。 

（3）8-53-17-2-1（3）に同じ。 

8-53-15-2-2（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-53-16 従前規定の適用⑫ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び大型特殊自動車

を除く。）にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条

第 29 項関係） 

8-53-14-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 39

「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を dB で表し

た値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならない。 

（2）8-53-14-2-1（1）の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を

有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）

の基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）8-53-17-2-3（3）に同じ。 

（4）8-53-17-2-3（4）に同じ。 

（5）8-53-17-2-3（5）に同じ。 

（6）8-53-17-2-3（6）に同じ。 

8-53-15 従前規定の適用⑪ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 28 項関係） 

①～③（略） 

8-53-15-1（略） 

8-53-15-2 性能要件 

8-53-15-2-1 テスタ等による審査 

（1）（略） 

（2）8-53-17-2-1（3）に同じ。 

（新設） 

8-53-15-2-2（略） 

8-53-15-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 39

「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を dB で表し

た値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならない。 

（2）8-53-15-2-1（1）の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を

有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）

の基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）8-53-17-2-3（3）に同じ。 

（4）8-53-17-2-3（4）に同じ。 

（5）8-53-17-2-3（5）に同じ。 

（6）8-53-17-2-3（6）に同じ。 

8-53-16 従前規定の適用⑫ 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）にあっては、次の

基準に適合するものであればよい。（適用関係告示第 27 条第 29 項関係） 
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①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車の

うち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成 35 年

8月 31 日）までに製作された自動車であって次に掲げるもの 

ア～イ（略） 

③（略） 

8-53-16-1（略） 

8-53-16-2 性能要件 

8-53-16-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 次に掲げる自動車（排気管を有しない自動車及び排気管を有する自動車であっ

て停止状態において原動機が作動しないものを除く。）は、それぞれに定める構

造であること。 

ア 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車のうち、当該自動車の消音器につ

いて改造又は交換を行ったもの 

別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」により測定した

近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次表の騒音の大きさの欄に掲げ

る値を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器の基準に適合する消音器に交換した自動車にあ

ってはイに定める基準を適用するものとする。 

自動車の種別 騒音の大きさ

乗車定員 11 人以上の専

ら乗用の用に供する自

動車及び貨物の運送の

用に供する自動車（三輪

自動車を除く。） 

車両総重量が 3.5t を超

え、原動機の最高出力が

150kW を超えるもの 

99 

車両総重量が 3.5t を超

え、原動機の最高出力が

150kW 以下のもの 

98 

車両総重量が3.5t以下の

もの 
97 

専ら乗用の用に供する

乗車定員 10 人以下の自

動車（三輪自動車を除

く。） 

車両の後部に原動機を有

するもの 
100 

車両の後部に原動機を有

するもの以外のもの 
96 

イ 消音器について改造又は交換を行っていない自動車 

別添 10「近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）」により測定し

た近接排気騒音を dB で表した値が、自動車検査証の備考欄に記載された

①（略） 

② 平成 28 年 10 月 1 日から平成 34 年 8月 31 日（貨物の運送の用に供する自動車の

うち、技術的最大許容質量が 3.5t を超え、12t 以下の自動車にあっては平成 35 年

8月 31 日）までに製作された自動車 

ア～イ（略） 

③（略） 

8-53-16-1（略） 

8-53-16-2 性能要件 

8-53-16-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 8-53-17-2-1（1）①に同じ。 
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近接排気騒音値から 5dB を超える騒音を発しない構造であること。 

ただし、別添 112「後付消音器の技術基準」に規定する市街地加速走行

騒音有効防止後付消音器に係る性能等確認済表示を有する消音器を備え

る場合にあっては、当該表示に記載された近接排気騒音値から 5dB を超え

る騒音を発しない構造であればよい。 

（2）8-53-17-2-1（2）に同じ。 

（3）8-53-17-2-1（3）に同じ。 

8-53-16-2-2（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-53-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 27 条第 30 項及び第 31 項関係） 

①～②（略） 

8-53-17-1（略） 

8-53-17-2 性能要件 

8-53-17-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、排気管を有しない自動

車及び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動すること

がないものを除く。）は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」

に定める方法により測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次の表の

騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ

大型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

側車付二輪自動車 （略） 

（2）8-53-17-2-1（3）に同じ。 

（新設） 

8-53-16-2-2（略） 

8-53-16-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 39

「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒音を dB で表し

た値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならない。 

（2）8-53-14-2-1（1）の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管を

有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）

の基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）8-53-17-2-3（3）に同じ。 

（4）8-53-17-2-3（4）に同じ。 

（5）8-53-17-2-3（5）に同じ。 

（6）8-53-17-2-3（6）に同じ。 

8-53-17 従前規定の適用⑬ 

次に掲げる自動車にあっては、次の基準に適合するものであればよい。（適用関係告

示第 27 条第 30 項及び第 31 項関係） 

①～②（略） 

8-53-17-1（略） 

8-53-17-2 性能要件 

8-53-17-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合

するものでなければならない。 

① 次表の自動車の種別の欄に掲げる自動車（二輪自動車、排気管を有しない自動

車及び排気管を有する自動車であって停止状態において原動機が作動すること

がないものを除く。）は、別添 9「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」

に定める方法により測定した近接排気騒音を dB で表した値がそれぞれ次の表の

騒音の大きさの欄に掲げる値を超える騒音を発しない構造であること。 

自動車の種別 騒音の大きさ 

大型特殊自動車及び小型特殊自動車 （略） 

（略） （略） 

小型自動車及び軽自動車（側車付二輪自動車に限る。） （略） 
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②（略） ②（略） 

（2）～（3）（略） 

8-53-17-2-2 視認等による審査 

（1）内燃機関を原動機とする自動車が備える消音器が騒音の発生を有効に抑止するもの

として構造、騒音防止性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。 

①～④（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（2）～（3）（略） 

8-53-17-2-2 視認等による審査 

（1）内燃機関を原動機とする自動車が備える消音器が騒音の発生を有効に抑止するもの

として構造、騒音防止性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。 

①～④（略） 

⑤ 消音器の騒音低減機構を容易に除去できる構造（一酸化炭素等発散防止装置と

構造上一体となっている消音器であって、当該一酸化炭素等発散防止装置の点検

又は整備のために分解しなければならない構造のものを除く。）でないこと。 

（2）次に掲げるものを除き、消音器本体の外部構造及び内部部品が恒久的方法（溶接、

リベット等）により結合されていないもの（例：ボルト止め、ナット止め、接着）は、

（1）⑤の規定に適合しないものとする。 

① 消音器本体に装着されている外部構造部品であって、それらを取外しても騒音

防止性能に影響のないもの 

② 消音器本体に取付けられた排気バルブを作動させるための制御機構装置 

【参考図】消音器の騒音低減機構を容易に除去できる構造に該当しない例【（1）⑤、

（2）関係】 

●は恒久的結合が必要な部位を表す。 

【例 1】（略） 

【例 2】（略） 

8-53-17-2-3 書面等による審査 

（1）自動車（被牽引自動車を除く。）は、騒音を多量に発しないものとして構造、騒音の

大きさ等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、二輪自動車を除き、

細目告示別添 39「定常走行騒音の測定方法」に定める方法により測定した定常走行騒

音を dB で表した値が 85dB を超える騒音を発しない構造でなければならない。 

（2）8-53-17-2-1（1）①の基準に適合する自動車、排気管を有しない自動車又は排気管

を有する自動車であって停止状態において原動機が作動しないものは、当分の間、（1）

の基準に適合するものとして取扱うことができる。 

（3）内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11 人以上の自動車、車両総重量が 3.5t

を超える自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）に備える消音器は、

騒音の発生を有効に抑止するものとして構造、騒音防止性能等に関し、書面等その他

適切な方法により審査したときに、加速走行騒音を有効に防止するものでなければな

らない。 

（4）次に掲げる消音器は、（3）の基準に適合するものとする。 

① 次のいずれかの表示がある消音器 

ア 指定自動車等の製作者が、当該指定自動車等に備える消音器毎に表示し

た、当該指定自動車等の製作者の商号又は商標。 

この場合において、部品番号等の表示であっても、当該指定自動車等の製

作者の管理下にあることが別途証されたものであれば同様に取扱うものと
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する。 

なお、複数の消音器が一つの部品として一体となっている場合には、当該

部品として構成されているいずれかの消音器に表示されていればよい。 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備え

られている騒音防止装置の消音器に表示される同法第 75 条の 4 第 1 項の特

別な表示 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた騒音防止装置の

消音器に表示される同法第 75 条の 4 第 1項の特別な表示 

エ 細目告示別添 112「後付消音器の技術基準」における性能等を確認した機

関として次に掲げる機関による後付消音器に係る性能等確認済表示 

（ｱ）一般財団法人日本自動車研究所 

（ｲ）株式会社 JQR 

（ｳ）公益財団法人日本自動車輸送技術協会 

（ｴ）一般社団法人 JMCA 登録性能確認機関 

オ 次に掲げるいずれかの規定に適合する自動車が備える消音器に表示され

る特別な表示 

（ｱ）UN R9（側車付二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｲ）UN R41（二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｳ）UN R51（四輪以上の自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｴ）欧州連合指令 78/1015/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定） 

（ｵ）欧州連合指令 97/24/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定（二

輪自動車の交換用消音器に関する規定を含む。）） 

（ｶ）欧州連合指令 70/157/EEC（四輪以上の自動車が発生する騒音及び交

換用消音器に関する規定） 

カ 次に掲げるいずれかの規定に適合する消音器に表示される特別な表示 

（ｱ）UN R59（乗車定員 9人以下の乗用車及び車両総重量 3.5t 以下の貨物

車の交換用消音器に関する規定） 

（ｲ）UN R92（二輪自動車及び側車付二輪自動車の交換用消音器に関する

規定） 

（ｳ）欧州連合指令 70/157/EEC（四輪以上の自動車が発生する騒音及び交

換用消音器に関する規定） 

（ｴ）欧州連合指令 97/24/EEC（二輪自動車が発生する騒音に関する規定（二

輪自動車の交換用消音器に関する規定を含む。）） 

② 次のいずれかに該当する自動車が現に備えている消音器 

ア 加速走行騒音試験結果成績表（写しをもって代えることができる。）の提

示により、細目告示別添 40「加速走行騒音の測定方法」に定める方法により

測定した加速走行騒音をdBで表した値が82dB以下であることが明らかであ

る自動車。 

この場合において、当該加速走行騒音試験結果成績表に記載及び添付され

た次に掲げる構造・装置等と受検車両の構造・装置等が同一であることを確
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認するものとする。 

（ｱ）車名及び型式（原動機の改造により「改」を付した型式以外の型式

にあっては、「改」を除く型式） 

（ｲ）原動機の型式 

（ｳ）消音器の個数 

（ｴ）添付資料中の消音器外観写真 

イ 騒音防止性能確認標章が貼付された消音器を備える自動車 

ウ 自動車検査証の備考欄に、「初回検査時確認書面等」との記載がある自動

車（「騒音試験成績表」との記載があるものを除く。）。 

この場合において、受検車両の消音器には、当該自動車の製作者の商号又

は商標が表示されていることを確認するものとする。 

なお、部品番号等の表示であっても、当該自動車の製作者の管理下にある

ことが別途証されたものであれば同様に取扱うものとする。 

（5）次に掲げるものは、（3）の基準に影響しない消音器の改造とする。 

① 指定自動車等に備えられている消音器本体と同一であって、消音器本体と消音

器出口側の排気管との接合部の内径が拡大されていないもの 

② 消音器出口側の排気管に装着する意匠部品（騒音を増大等させるためのものを

除く。）の取付け又は取外し 

③ 予めその基準適合性が確認されている消音器（指定自動車等に備えられている

消音器を含む。）であって、排気管部分への DPF 又は触媒の取付け 

（6）異型式の原動機への換装、消音器（消音器と排気管が分割できる構造のものにあっ

ては排気管を含む。）の改造、取付け又は取外しその他これらに類する行為により構

造、装置又は性能に係る変更を行ったものは、7-53 の規定を適用する。 

 

8-54 排出ガス等発散防止装置 

8-54-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（削除） 

 

 

（2）（略） 

 

8-54 排出ガス等発散防止装置 

8-54-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）法第 75 条の 3第 1項の規定によりその型式について指定を受ける一酸化炭素等発散

防止装置は、当該装置を備える自動車を 8-55 から 8-57 までの基準に適合させるもの

でなければならない。（保安基準第 31 条第 8項関係） 

（3）（略） 

 

8-55 排気管からの排出ガス発散防止性能 

8-55-1 性能要件（テスタ等による審査） 

自動車は、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素、炭化水素及

び黒煙の発散防止性能に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②及び③の基準は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には適用しない。（保

安基準第 31 条第 2項関係、細目告示第 197 条第 1項関係） 

[ガソリン・液化石油ガス、アイドリング規制] 

8-55 排気管からの排出ガス発散防止性能 

8-55-1 性能要件（テスタ等による審査） 

自動車は、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素、炭化水素及

び黒煙の発散防止性能に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、②及び③の基準は、二輪自動車及び側車付二輪自動車には適用しない。（保

安基準第 31 条第 2項関係、細目告示第 197 条第 1項関係） 

[ガソリン・液化石油ガス、アイドリング規制] 
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① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車は、原動機を無負荷運転している状

態で発生し、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素の容量比で

表した測定値〔暖機状態の自動車の排気管内にプローブ（一酸化炭素又は炭化水素の

測定器の排出ガス採取部）を 60cm 程度挿入して測定したものとする。 

ただし、プローブを 60cm 程度挿入して測定することが困難な自動車については、

外気の混入を防止する措置を講じて測定するものとする。〕及び同排出物に含まれる

炭化水素のノルマルヘキサン当量による容量比で表した測定値が、次表の左欄に掲げ

る自動車の種別に応じ、それぞれ同表の一酸化炭素及び炭化水素の欄に掲げる値を超

えないものであること。 

なお、一酸化炭素又は炭化水素の測定器は、使用開始前に十分暖機し、1 日 1 回校

正を行ったうえで使用すること。 

また、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が付されている場合は、当該識別記号

に係る規制値に基づき判定するものとする。 

自動車の種別 （略） 

（略） （略） 

ウ 4 サイクルの原動機を備える軽自動車 

 
（略） 

エ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備え

た大型特殊自動車 
（略） 

（略） （略） 

②～③（略） 

8-55-2～8-55-4（略） 

 

① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車は、原動機を無負荷運転している状

態で発生し、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる一酸化炭素の容量比で

表した測定値〔暖機状態の自動車の排気管内にプローブ（一酸化炭素又は炭化水素の

測定器の排出ガス採取部）を 60cm 程度挿入して測定したものとする。 

ただし、プローブを 60cm 程度挿入して測定することが困難な自動車については、

外気の混入を防止する措置を講じて測定するものとする。〕及び同排出物に含まれる

炭化水素のノルマルヘキサン当量による容量比で表した測定値が、次表の左欄に掲げ

る自動車の種別に応じ、それぞれ同表の一酸化炭素及び炭化水素の欄に掲げる値を超

えないものであること。 

なお、一酸化炭素又は炭化水素の測定器は、使用開始前に十分暖機し、1 日 1 回校

正を行ったうえで使用すること。 

また、当該自動車の排出ガス規制の識別記号が付されている場合は、当該識別記号

に係る規制値に基づき判定するものとする。 

自動車の種別 （略） 

（略） （略） 

ウ 4 サイクルの原動機を備える軽自動車（二輪自動車及

び側車付二輪自動車を除く。） 
（略） 

エ 定格出力が 19kW 以上 560kW 未満である原動機を備え

た大型特殊自動車又は小型特殊自動車 
（略） 

（略） （略） 

②～③（略） 

8-55-2～8-55-4（略） 

 

8-56 排気管からの排出ガス発散防止装置の機能維持 

8-56-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車については②及び③の規定は適用せず、

大型特殊自動車についてはこの項の規定は適用しない。（保安基準第31条第 3項関係、

細目告示第 197 条第 2項関係） 

 

 

 

① 原動機の作動中、確実に機能するものであること。 

なお、次に掲げるもののいずれかに該当するものは、この基準に適合しないも

のとする。 

（削除） 

8-56 排気管からの排出ガス発散防止装置の機能維持 

8-56-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）7-55 の規定に適合させるために自動車に備えるばい煙、悪臭のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置は、当該装置及び他の装置の機能を損なわないものとして構造、

機能、性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。 

ただし、軽油を燃料とする車両総重量が 3.5t 以下の自動車のうち普通自動車及び

小型自動車並びに軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通

自動車及び小型自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）については⑤の

規定は適用せず、二輪自動車及び側車付二輪自動車については②、③及び⑤の規定は

適用せず、大型特殊自動車及び小型特殊自動車についてはこの項の規定は適用しな

い。（保安基準第 31 条第 3項関係、細目告示第 197 条第 2項関係） 

① 原動機の作動中、確実に機能するものであること。 

なお、次に掲げるもののいずれかに該当するものは、この基準に適合しないも

のとする。 

ただし、ウからオまでに該当する自動車について、排出ガス試験結果成績表（平
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ア～イ（略） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

 

②～④（略） 

（削除） 

 

 

 

（2）（略） 

8-56-2～8-56-4（略） 

 

成 19 年 4 月 1 日以降に発行されたものにあっては、当該自動車の原動機等の変

更部位の写真等を含む。）の原本又はその写しの提示があった場合であって、そ

の構造・装置等が、当該排出ガス試験結果成績表に係る試験自動車の構造・装置

等と同一であり、かつ、自動車の種別に応じて適用される 7-55 の基準に適合す

るときは、当該排出ガス発散防止装置は、この基準に適合するものとする。 

この場合において、「構造・装置等」とは、試験自動車の車名、型式（原動機

等の変更により「改」を付した型式以外の型式にあっては、「改」を付さない型

式。）、構造・装置及び原動機の変更部位等（6モード法、13 モード法、JE05 モー

ド法又は WHTC モード法による試験に係る自動車にあっては、構造・装置及び原

動機等の変更部位等）をいい、「構造・装置等が同一であり」とは、当該排出ガ

ス試験結果成績表中の自動車諸元欄に記載される項目のうち、「試験時の総走行

キロ数」、「試験自動車重量」、「車台番号」、「車両総重量」、「等価慣性重量」（6モ

ード法、13 モード法、JE05 モード法又は WHTC モード法による試験に係る自動車

に限る。）及び「駆動車輪タイヤ空気圧」以外の構造・装置等が同一であること

をいう。 

ア～イ（略） 

ウ 触媒等が取外されているもの 

エ 電子制御式燃料供給装置が機械式燃料供給装置に変更されているもの 

オ 電子式速度抑制装置を装着する際に燃料噴射装置のコントロールユニッ

トを改変したもの（自動車検査証又は登録識別情報等通知書の備考欄に「速

度抑制装置付」の記載のあるもの及び装着証明書の提示があるものを除く。） 

②～④（略） 

⑤ 一酸化炭素、非メタン炭化水素、窒素酸化物及び粒子状物質の排出量を著しく

増加させる原動機制御を行なわないものであること。 

なお、④の規定に適合する装置を備えた場合は、この基準に適合するものとす

る。 

（2）（略） 

8-56-2～8-56-4（略） 

 

8-57～8-58（略） 

 

8-57～8-58（略） 

 

8-59 冷房装置の導管等 

［審査事項なし］ 

 

8-59 冷房装置の導管等 

8-59-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の客室内の冷房を行うための装置の導管及び安全装置は、乗車人員に傷害を与

えるおそれの少ないものとして取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 31

条第 6項関係、細目告示第 197 条第 5項関係） 

① 導管（損傷を受けないように覆いで保護されている部分を除く。）は、客室内に

配管されていないこと。 

② 安全装置は、車室内にガスを噴出しないように取付けられたものであること。 
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8-60 排気管 

8-60-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の排気管は、発散する排気ガス等により、乗車人員等に傷害を与えるおそれが

少なく、かつ、制動装置等の機能を阻害しないものとして取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければな

らない。（保安基準第 31 条第 7項関係、細目告示第 197 条第 6項関係） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

（削除） 

 

 

 

①（略） 

8-60-2～8-60-4（略） 

 

8-60 排気管 

8-60-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車の排気管は、発散する排気ガス等により、乗車人員等に傷害を与えるおそれが

少なく、かつ、制動装置等の機能を阻害しないものとして取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければな

らない。（保安基準第 31 条第 7項関係、細目告示第 197 条第 6項関係） 

① 排気管は、発散する排気ガス等により法第 11 条第 1 項の自動車登録番号標又は

法第 73 条第 1 項（法第 97 条の 3 第 2 項において準用する場合を含む。）の車両番

号標の数字等の表示を妨げる位置に開口していないこと。（細目告示第 197 条第 6

項第 1号） 

② 排気管は、車室内に配管されていないこと。（細目告示第 197 条第 6項第 2号） 

③ 排気管は、接触、発散する排気ガス等により自動車（当該自動車が牽引する被牽

引自動車を含む。）若しくはその積載物品が発火し又は制動装置、電気装置等の装

置の機能を阻害するおそれのないものであること。（細目告示第 197 条第 6 項第 3

号関係） 

④（略） 

8-60-2～8-60-4（略） 

 

8-61 窒素酸化物排出自動車等の特例 

［審査事項なし］ 

 

8-61 窒素酸化物排出自動車等の特例 

8-61-1 性能要件（書面による審査） 

自動車 NOx･PM 総量削減法第 12条第 1項に規定する窒素酸化物排出自動車及び粒子状

物質排出自動車は、次に掲げる窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合する

ものでなければならない。 

（1）窒素酸化物等排出自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx･

PM 法の対策地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物排出自動車及び粒子

状物質排出自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車、小

型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）であり、貨物の運送の用に供する自動車

及び専ら乗用の用に供する自動車又はこれらを基本とするもので自動車 NOx･PM 総量

削減法施行令第 4条第 6号に規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩

車、医療防疫車、タンク車、警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、

クレーン車、身体障害者輸送車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コン

クリートミキサ車、移動販売車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車を

いう。）のうち、ガソリン、液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別

表 7「排出ガス規制区分別排出基準の適否」に適合しているものを除いたもの〕は、

次のアからエまでに掲げる検査であって初めて受けるものの際、別表 8「窒素酸化物

等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の車両重量・車両総重量の区

分の欄に掲げる自動車に応じ、排気管から大気中に排出される排出物に含まれる窒素

酸化物（NOx）及び粒子状物質（PM）の排出量について、排出ガス測定モード欄に掲

げる方法により測定した値が、NOx･PM 法の欄に掲げる数値を超えないものでなければ
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ならない。 

ア 新規検査、予備検査、継続検査、又は構造等変更検査（8-61 の規定が当該自動

車に適用される日の前日までに交付された有効な限定自動車検査証の提出があ

る場合にあっては、一酸化炭素等発散防止装置その他明らかに排出ガス量に影響

がある部分を整備（整備内容が調整、締付、清掃又は給油を除く。）した場合に

限る。）であって、特定期日以降の日が初めて有効期間の満了日として記入され

た自動車検査証の交付又は返付を受けた日以降に受けるもの 

イ 初度登録日が平成 14 年 9月 30 日以前の窒素酸化物等排出自動車であって、特

定期日において有効な自動車検査証の交付を受けてないもの（特定期日以降の日

が有効期間の満了日として記入された自動車検査証の交付又は返付を受けたこ

とがあるもの並びに特定期日以降の日が初めて有効期間の満了日として記載さ

れた自動車検査証の交付を受けた後、特定期日以前の日に法第 16 条の規定によ

る一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証

が返納された自動車を除く。）については、特定期日の翌日以降に初めて受ける

新規検査、予備検査、継続検査、又は構造等変更検査（8-61 の規定が当該自動車

に適用される日の前日までに交付された有効な限定自動車検査証の提出がある

場合にあっては、一酸化炭素等発散防止装置その他明らかに排出ガス量に影響が

ある部分を整備（整備内容が調整、締付、清掃又は給油を除く。）した場合に限

る。）の際、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出

基準」の車両重量・車両総重量の区分の欄に掲げる自動車に応じ、排気管から大

気中に排出される排出物に含まれる窒素酸化物及び粒子状物質の排出量につい

て、それぞれ排出ガス測定モード欄に掲げる方法により測定した値が、それに対

応する NOx･PM 法の欄に掲げる値を超えないものでなければならない。 

ウ 窒素酸化物等排出自動車であって、平成 14 年 10 月 1 日以降に初度登録を行う

ものについては、平成 14 年 10 月 1 日以降に初めて受ける新規検査若しくは予備

検査（型式指定自動車にあっては法第 75 条第 4 項の検査、一酸化炭素等発散防

止装置指定自動車にあっては規則第 63 条の検査を含む。）、継続検査又は構造等

変更検査の際、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の

排出基準」の車両重量・車両総重量の区分の欄に掲げる自動車に応じ、排気管か

ら大気中に排出される排出物に含まれる窒素酸化物及び粒子状物質の排出量に

ついて、それぞれ排出ガス測定モード欄に掲げる方法により測定した値が、それ

に対応する NOx･PM 法の欄に掲げる値を超えないものでなければならない。 

エ アからウまでの規定の適用にあたって、1 の自動車について測定方法が 2 種以

上あるものについては、いずれかの方法及びそれに対応する窒素酸化物排出基準

及び粒子状物質排出基準を選択することができる。 

（2）窒素酸化物特定自動車〔別表 6「NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域」中の NOx

法の特定地域に掲げる地域に使用の本拠を有する窒素酸化物特定自動車（二輪自動

車、側車付二輪自動車、軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自

動車を除く。）であり、貨物の運送の用に供する自動車、専ら乗用の用に供する乗車

定員11人以上の自動車及びこれらを基本とするもので自動車NOx･PM総量削減法施行
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令第 4条第 6 号に規定する特種自動車（散水車、広告宣伝用自動車、霊柩車、医療防

疫車、タンク車、警察車、救急車、消防車、高所作業車等作業用自動車、クレーン車、

身体障害者輸送車、ふん尿車、塵芥車、清掃車、キャンピング車、コンクリートミキ

サ車、移動販売車、冷蔵冷凍車、教習車並びにこれらに類する自動車をいう。）のう

ち、ガソリン、液化石油ガス又は軽油を燃料とする自動車であって、別表 7「排出ガ

ス規制区分別排出基準の適否」に適合しているものを除く。〕（イに掲げるものを除

く。）は、次のアからウに掲げる検査であって初めて受けるものの際、排気管から大

気中に排出される排出物に含まれる窒素酸化物の排出量について、別表 8「窒素酸化

物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の排出ガス測定モード欄に

掲げる方法により測定した値が、NOx 法の欄に掲げる値を超えないものでなければな

らない。 

ア 新規検査、予備検査、継続検査、又は構造等変更検査（8-61 の規定が当該自動

車に適用される日の前日までに交付された有効な限定自動車検査証の提出があ

る場合にあっては、一酸化炭素等発散防止装置その他明らかに排出ガス量に影響

がある部分を整備（整備内容が調整、締付、清掃又は給油を除く。）した場合に

限る。）であって、特定期日以降の日が初めて有効期間の満了日として記入され

た自動車検査証の交付又は返付を受けた日以降に受けるもの 

イ 初度登録日が平成 5年 11 月 30 日（車両総重量が 3.5t を超え 5t 以下の自動車

にあっては平成 8 年 3 月 31 日）以前の窒素酸化物特定自動車であって、特定期

日において有効な自動車検査証の交付を受けてないもの（特定期日以降の日が有

効期間の満了日として記入された自動車検査証の交付又は返付を受けたことが

あるもの並びに特定期日以降の日が初めて有効期間の満了日として記載された

自動車検査証の交付を受けた後、特定期日以前の日に法第 16 条の規定による一

時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返

納された自動車を除く。）については、特定期日の翌日以降に初めて受ける新規

検査、予備検査、継続検査、又は構造等変更検査（8-61 の規定が当該自動車に適

用される日の前日までに交付された有効な限定自動車検査証の提出がある場合

にあっては、一酸化炭素等発散防止装置その他明らかに排出ガス量に影響がある

部分を整備（整備内容が調整、締付、清掃又は給油を除く。）した場合に限る。）

の際、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」

の車両重量・車両総重量の区分の欄に掲げる自動車に応じ、排気管から大気中に

排出される排出物に含まれる窒素酸化物の排出量について、それぞれ排出ガス測

定モード欄に掲げる方法により測定した値が、それに対応する NOx 法の欄に掲げ

る値を超えないものでなければならない。 

ウ ア及びイの適用にあたって、1 の自動車について測定方法が 2 種以上あるもの

については、いずれかの方法及びそれに対応する窒素酸化物排出基準を選択する

ことができる。 

（3）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る

ものを除く。）における（1）又は（2）への適合性については、以下の諸元値又は排

出ガス値により判定する。 
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① 型式指定自動車であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改

造若しくは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、完成

検査終了証（法第 59 条第 4 項又は施行規則第 42 条第 2 項の規定により、完成検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、完成検査

終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された完成検査終了証に記載

すべき事項が記載された書面）に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸

元値又は諸元表等に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造若し

くは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものについては、排出ガス検

査終了証（施行規則第 36 条第 9項又は第 42 条第 2項の規定により、排出ガス検

査終了証に記載すべき事項が電磁的方法により登録情報処理機関に提供され、新

規検査申請書又は予備検査申請書にその旨の記載をすることをもって、排出ガス

検査終了証の提出に替えるときは、運輸支局等から提示された排出ガス検査終了

証に記載すべき事項が記載された書面）等に記載された窒素酸化物及び粒子状物

質に係る諸元値又は諸元表等に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸

元値 

③ 輸入自動車特別取扱自動車であって、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の

交換及び改造若しくは等価慣性重量の標準値の変更が行われていないものにつ

いては、輸入自動車特別取扱届出済書に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に

係る諸元値又は車両諸元要目表に記載された諸元値 

④ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）及び輸入自動車特別取扱自動車以外の自動車につい

ては、施行規則第 36 条第 5 項及び第 6 項の規定により提出された書面に記載さ

れた窒素酸化物及び粒子状物質に係る排出ガス値 

⑤ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車であって、原動機又

は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造又は等価慣性重量の標準値の変更

が行われたものについては、公的試験機関において実施された試験結果を表す書

面若しくは排出ガス試験結果成績表（当該変更前の自動車が（1）の基準に適合

していない場合は、当該変更後の自動車が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒

素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の数値を超えないものであることを証する

書面として提出された書面）又は自動車の排出ガス低減性能を向上させる改造の

認定実施要領（平成 19 年国土交通省告示第 131 号）に基づく低減性能向上改造

証明書に記載された窒素酸化物及び粒子状物質に係る排出ガス値。 

ただし、原動機及び一酸化炭素等発散防止装置をガソリン・液化石油ガス 6モ

ード、ガソリン・液化石油ガス 13 モード、ディーゼル 6 モード又はディーゼル

13 モードによる諸元値を持つ原動機及び一酸化炭素等発散防止装置に載せ換え

た自動車については、当該原動機及び一酸化炭素等発散防止装置が搭載されてい
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た自動車の窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値で判定することができる。 

（4）新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係る

ものに限る。）及び継続検査又は構造等変更検査における（1）の基準への適合性の判

定については以下による。 

なお、記載文中「○年○月○日」は窒素酸化物等排出自動車の特定期日、「△年△

月△日」は窒素酸化物特定自動車の特定期日を示す。 

① 自動車検査証等の備考欄に次の記載がある自動車（原動機又は一酸化炭素等発

散防止装置の交換及び改造又は車両総重量の変更（当該変更により別表 8「窒素

酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」に規定する車両総

重量の区分が変更となるものに限る。）が行われた自動車であって当該検査が変

更後初めての検査である自動車を除く。）については、その記載により判定する。 

ア 「使用車種規制（NOx･PM）適合」 

イ 「この自動車はNOx･PM対策地域内に使用の本拠を置くことができません。」 

ウ 「この自動車は平成○年○月○日以降の有効期間満了日を超えて NOx･PM

対策地域内に使用の本拠を置くことができません。」 

エ 「この自動車は NOx 特定地域内に使用の本拠を置くことができません。ま

た、平成○年○月○日以降の有効期間満了日を超えて NOx･PM 対策地域内に

使用の本拠を置くことができません。」 

オ 「この自動車は平成△年△月△日以降の有効期間満了日を超えて NOx 特定

地域内に使用の本拠を置くことができません。また、平成○年○月○日以降

の有効期間満了日を超えて NOx･PM 対策地域内に使用の本拠を置くことがで

きません。」 

② 原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われた自動車であ

って当該検査が変更後初めての検査であるものについては、検査を行う自動車が

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の数

値を超えないものであることを証する書面を求め、これに記載された排出ガス値

により判定する。（（5）⑥から⑧までの自動車を除く。） 

ただし、諸元値を持つ原動機及び一酸化炭素等発散防止装置に載せ換えた自動

車については、当該原動機及び一酸化炭素等発散防止装置が搭載されていた自動

車の窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値で判定することができる。 

なお、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われた自動車

であって平成 14年 9月 30日以前に変更に係る検査を受けているものについての

別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」にお

ける窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物

質）の基準への適合性は、同基準に適合することを証する書面の提出があったも

のにあっては当該書面に記載された排出ガス値、別途送付する排出ガス試験結果

一覧により排出ガス値が特定できるものにあっては当該一覧に記載された排出

ガス値、原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造後の排出ガス値が

特定できるものにあっては、その排出ガス値、その他のものにあっては原動機又

は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われる前の当該自動車の諸元
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値（（3）①から③までに規定する諸元値をいう。）により判定するものとする。 

③ 車両総重量の変更（当該変更により別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸

化物及び粒子状物質の排出基準」に規定する車両総重量の区分が変更となるもの

に限る。）が行われた自動車であって当該検査が変更後初めての検査であるもの

及び自動車検査証等の備考欄に指定自動車であって保安基準第 31 条の 2 に係る

適合性等について記載のないもの並びに次の記載があるものについては、諸元表

等に記載された当該自動車の窒素酸化物及び粒子状物質に係る諸元値により判

定する。 

ア 「この自動車は NOx･PM 対策地域内に使用の本拠を置くことができないお

それがあります。」 

イ 「この自動車は平成○年○月○日以降の有効期間満了日を超えて NOx･PM

対策地域内に使用の本拠を置くことができないおそれがあります。」 

ウ 「この自動車は NOx 特定地域内に使用の本拠を置くことがでないおそれが

あります。また、平成○年○月○日以降の有効期間満了日を超えて NOx･PM

対策地域内に使用の本拠を置くことができないおそれがあります。」 

エ 「この自動車は平成△年△月△日以降の有効期間満了日を超えて NOx 特定

地域内に使用の本拠を置くことができないおそれがあります。また、平成○

年○月○日以降の有効期間満了日を超えて NOx･PM 対策地域内に使用の本拠

を置くことができないおそれがあります。」 

（5）別表 7「排出ガス規制区分別排出基準の適否」に掲げる自動車であって適合しないも

のとなっているもののうち次に掲げる自動車は（1）の基準に適合しているものとす

る。 

① 型式指定自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表等に記載さ

れた窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物

質）に係る諸元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状

物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

② 一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防止装置認定自動車

を含む。）（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表等に記載された窒素

酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）に係る

諸元値が、別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出

基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車（⑤に規定する自動車を除く。）であって、諸元表

等に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び

粒子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び

粒子状物質の排出基準」の第 31 条の 2 告示の基準の欄に掲げる値以下であるも

の。 

④ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）及び輸入自動車特別取扱自動車以外の自動車であっ

て、（3）④の規定により提出された書面に記載された窒素酸化物（軽油を燃料と

する自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）に係る排出ガス値が別表 8「窒
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素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の第 31 条の 2

告示の基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

⑤ 原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われた自動車又は

等価慣性重量の標準値の変更が行われた自動車（新規検査又は予備検査（法第 16

条の規定による一時抹消登録を受けた自動車に係るものを除く。）において判定

する場合に限る。）であって、当該自動車の窒素酸化物（軽油を燃料とする自動

車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）に係る排出ガス値が別表 8「窒素酸化

物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の第 31 条の 2 告示の

基準の欄に掲げる値以下であるもの。 

⑥ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。）であって、諸元表

等に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は

粒子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び

粒子状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取

扱自動車にあっては第 31 条の 2 告示の基準の欄に掲げる値）を超えているもの

（諸元値を持たないものを含む。）に低減装置評価実施要領の規定に基づき窒素

酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減

する優良低減装置として評価・公表された装置を、当該実施要領に基づき装着し

たもの。 

⑦ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と

する自動車に限る。）であって、諸元表等に記載された窒素酸化物に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、粒子状物質に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるもの（諸元値を持たないものを含む。）

に低減装置評価実施要領の規定に基づき粒子状物質を低減する優良低減装置と

して評価・公表された装置（第 2 種粒子状物質低減装置を除く。）を、当該実施

要領に基づき装着したもの。 

⑧ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車（原動機又は一酸化

炭素等発散防止装置の交換及び改造が行われたものを除く。また、軽油を燃料と

する自動車に限る。）であって、諸元表等に記載された粒子状物質に係る諸元値

が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）以下であり、かつ、窒素酸化物に係る諸元値
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が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準」の

平均排出ガス基準の欄に掲げる値（輸入自動車特別取扱自動車にあっては第 31

条の 2告示の基準の欄に掲げる値）を超えるものに低減装置評価実施要領の規定

に基づき窒素酸化物を低減する優良低減装置として評価・公表された装置を、当

該実施要領に基づき装着したもの。 

⑨ 型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装置指定自動車（一酸化炭素等発散防

止装置認定自動車を含む。）又は輸入自動車特別取扱自動車であって、諸元表等

に記載された窒素酸化物（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物又は粒

子状物質）に係る諸元値が別表 8「窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒

子状物質の排出基準」の平均排出ガス基準の欄に掲げる値を超えるもの（諸元値

がないものを含む。）に低減改造認定実施要領の規定に基づき窒素酸化物（軽油

を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）を低減する優良低減

改造として認定・公表がされた改造を当該実施要領に基づき行い、第 4号様式の

「優良低減改造証明書」の提示のあるもの。 

⑩ 新規検査又は予備検査（法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車

に係るものを除く。）及び特定期日において、車両総重量が 2.5t を超える自動車

のうち、指定自動車等以外のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の

自動車を除く。） 

（6）次に掲げる自動車は（2）の基準に適合していないものとする。 

① ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって昭和 48 年 11 月 30 日

以前に製作された自動車（昭和 48 年 4月 1日以降の型式指定自動車を除く。） 

② ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする普通自動車又は小型自動車（二輪自動

車及び側車付二輪自動車を除く。）であって車両総重量 2.5t 以下のもの及び専ら

乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の自動車並びに軽自動車（二輪自動車及び

側車付二輪自動車を除く。）のうち、昭和 50 年 11 月 30 日〔2 サイクルの原動機

を有する軽自動車（専ら乗用の用に供する自動車に限る。）及び輸入自動車にあ

っては昭和 51 年 3月 31 日〕以前に製作されたもの。 

ただし、昭和 50 年 4 月 1 日以降指定を受けた型式指定自動車及び一酸化炭素

等発散防止装置認定車を除く。 

③ 軽油を燃料とする自動車であって昭和50年3月31日以前に製作された自動車。 

ただし、昭和 49 年 9 月 1 日以降の型式指定自動車、一酸化炭素等発散防止装

置指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車を除く。 

（7）軽油を燃料とする自動車であって、次に掲げるものは（1）に掲げる粒子状物質の排

出基準に適合しないものとする。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10人以下の自動車であって平成 7年 8月 31日

（輸入自動車にあっては平成 8 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（平成 6 年

10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車を除

く。） 

② 車両総重量 2.5t 以下の自動車であって（①に係るものを除く。）平成 6年 8月

31 日（輸入自動車にあっては平成 7 年 3 月 31 日）以前に製作されたもの（平成
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5年10月1日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動車を

除く。） 

③ 車両総重量 2.5t を超える自動車であって（①に係るものを除く。）平成 7 年 8

月 31 日（輸入自動車にあっては平成 8年 3月 31 日）以前に製作されたもの（平

成 6 年 10 月 1 日以降の型式指定自動車及び一酸化炭素等発散防止装置認定自動

車を除く。） 

（8）新規検査、予備検査又は構造等変更検査において（1）の基準に適合するものである

ことを証する書面の提出があった自動車についての（1）の基準への適合性の判定は、

（3）、（4）、（6）及び（7）の規定にかかわらず、当該書面により判定する。 

（9）（3）、（4）及び（8）の規定により提出された書面により判定する場合は、保安基準

第 31 条第 1 項の規定に基づき、一酸化炭素及び炭化水素に係る排出ガス値が、7-54

の規定若しくは 7-55 の表に該当する規定に適合するものであること。 

（10）法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車であって、一時抹消登録後 5

年が経過した自動車の（1）における初度登録の取扱いは、次のとおりとする。 

① 初度登録年月日が不明のものは、当該自動車の新規検査の申請があった日から

5年前の日とする。 

ただし、5年前の日が平成 5 年 12 月 1日（車両総重量が 3.5t を超え 5t 以下の

自動車にあっては平成 8年 4月 1日）以降のものにあっては平成 5年 11 月 30 日

（車両総重量が 3.5t を超え 5t 以下の自動車にあっては平成 8 年 3 月 31 日）と

する。 

② 初度登録年が判明する自動車にあっては、当該自動車の初度登録年の末日とす

る。 

③ 初度登録年月が判明する自動車にあっては、当該自動車の初度登録年月の末日

とする。 

（11）平成 14 年 10 月 15 日以降に構造等変更検査を受け、自動車検査証の記載事項の変

更を行う場合における特定期日については、当該変更が平成 14 年 10 月 1 日以降に行

われたものとみなし、当該変更が行われる前の自動車の種別、用途、定員及び車両総

重量によるものとする。 

ただし、法第 67 条第 1項ただし書の事由により、平成 14 年 10 月 15 日以降に構造

等変更検査を受け自動車検査証の記載事項の変更を行う場合であって、当該変更が平

成 14年 9月 30日以前に行われたことを証する書面の提出があった場合における特定

期日については、この規定にかかわらず、当該変更が平成 14 年 9月 30 日以前に行わ

れたものとして、当該変更が行われた後の自動車の種別、用途、定員及び車両総重量

によるものとする。 

（12）自動車 NOx･PM 総量削減法第 13 条第 1 項の指定自動車を出張登録検査用端末設備が

設置されていない出張検査場で検査を実施する場合には、事前に再出力された当該自

動車の自動車検査証の備考欄の記載により検査を行う。 

また、この方法によらない場合には、当該自動車の諸元値等により（1）の基準へ

の適合性について判定を行う。 

（13）（1）の基準に適合していない自動車を同基準に適合させるため原動機又は一酸化炭
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素等発散防止装置の交換及び改造を行った自動車等については、（4）②等によるほか、

以下により取扱う。 

① （4）②及び（8）に規定する「基準に適合するものであることを証する書面」

とは次の書面をいう。 

ア 検査を受ける自動車については、公的試験機関において発行された自動車

排出ガス試験結果証明書 

イ 原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造にかかる概要説明

書及びその図面（（1）の基準に適合していない自動車を同基準に適合させる

ため原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造を行った自動車

に限る。） 

② ①アの「自動車排出ガス試験結果証明書」とは、様式 13 による証明書並びに

当該証明書に係る自動車の原動機及び原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の

交換及び改造にかかる部位の写真（（1）の基準に適合していない自動車を同基準

に適合させるため原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造を行っ

た自動車に限る。）をいう。 

③ ①の書面により、検査等を受ける自動車については、次により取扱う。 

ア 原動機及び原動機又は一酸化炭素等発散防止装置の交換及び改造にかか

る部位が、排出ガス試験時と同一であることを確認する。 

イ （1）（軽油を燃料とする自動車にあっては窒素酸化物及び粒子状物質）の

基準に適合しているものと認められるものにあっては「NOx･PM 適合」、（2）

に適合し、（1）に適合していないものにあっては「NOx･PM 不適合」と 5-3-15

（4）の規定に基づき検査表 2の備考欄に記載する。 

④ 次表の車種欄に掲げる（ディーゼル 6モード規制車）であって、同表の排出ガ

ス規制年欄に掲げる排出ガス規制が適用されるものについて、測定モード欄に掲

げる測定法により排出ガス試験を実施した場合における（9）の規定中の一酸化

炭素及び炭化水素の基準値の適用にあたっては、同表の排出ガス規制年欄に応

じ、それぞれ基準値欄に示す値以下であること。 

車種 
排出ガス規制

年 

測定モー

ド 

基準値 

一酸化炭

素 

（CO） 

炭化水素 

（HC） 

軽油を燃料とする普通

自動車及び小型自動車

であって専ら乗用の用

に供する乗車定員10人

以下のもの及び車両総

重量が1.7t以下のもの

昭和 49 年度

規制 

～昭和 58 年

規制 

10 モード

又は 

10 ･ 15 モ

ード 

3.70g/km 1.08g/km 

軽油を燃料とする普通

自動車及び小型自動車

昭和 49 年度

規制 
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であって車両総重量が

1.7t を超え 2.5t 以下

のもの（専ら乗用の用

に供する乗車定員10人

以下のものを除く。） 

～昭和 63 年

規制 

軽油を燃料とする普通

自動車及び小型自動車

であって車両総重量が

2.5t を超えるもの（専

ら乗用の用に供する乗

車定員10人以下のもの

を除く。） 

昭和 49 年度

規制 

～平成 2 年規

制 

ディーゼ

ル 13 モー

ド 

9.20g/kWh 3.80g/kWh 

⑤ 次表の車種の欄に掲げる自動車であって、同表の排出ガス規制年欄に掲げる排

出ガス規制が適用されるものについて、車両構造特性等の理由により 6モード法

又は 13 モード法による排出ガス試験が行えず、やむを得ず 10 モード法又は 10･

15 モード法による排出ガス試験を実施した場合における（9）の規定中の一酸化

炭素及び炭化水素の基準値の適用にあたっては、同表の排出ガス規制年欄に応

じ、それぞれ同表の基準値欄に示す値以下であること。 

車種 
排出ガス規制

年 

基準値 

一酸化炭素

（CO） 
炭化水素（HC） 

軽油を燃料とする普通自動

車及び小型自動車であって

車両総重量が 2.5t を超える

もの（専ら乗用の用に供する

乗車定員 10 人以下のものを

除く。） 

昭和 49 年度

規制 

～平成 10 年

規制 

3.70g/km 1.08g/km 

ガソリン又は液化石油ガス

を燃料とする普通自動車及

び小型自動車であって車両

総重量が 2.5t を超えるもの

（専ら乗用の用に供する乗

車定員 10 人以下のものを除

く。） 

昭和 48 年度

規制 

～平成 4 年規

制 

43.9g/km 

（液化石油ガ

スを燃料とす

る自動車にあ

っては、

27.6g/km） 

3.05g/km 

（液化石油ガ

スを燃料とす

る自動車にあ

っては、

2.20g/km） 

8-61-2 窒素酸化物等減少装置の機能の維持 

（1）8-61-1 の基準に適合させるために自動車に備える窒素酸化物又は粒子状物質を減少

させる装置は、原動機の作動中、確実に機能するものでなければならない。（NOx･PM

特例告示第 7 条関係） 

（2）8-61-1（5）⑥から⑨までによる措置を講じたことにより自動車検査証等の備考欄に
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8-61-1（4）①アの記載がある自動車は、当該装置及び他の装置の機能を損なわない

ものとして構造、機能、性能等に関し、当該対策がそれぞれの要領に基づくものでな

ければならない。 

 

8-62 走行用前照灯 

8-62-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、走行用前照灯を備えなければならない。

ただし、配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S8 の 6.3.

及び 7.に適合するものを備える自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32

条第 1項関係、細目告示第 198 条第 1項関係） 

8-62-2 性能要件等 

8-62-2-1 テスタ等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2項関係） 

① 走行用前照灯（最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯を除く。）は、

その全てを照射したときに、夜間にその前方 100m（除雪、土木作業その他特別な用

途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未満の

大型特殊自動車にあっては、50m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能

を有するものであること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未

満の大型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行用）を用いてアの計測の条件

により計測（前照灯試験機を用いて検査することが困難である場合にあっては、そ

の他適切な方法により計測）し、イの計測値の判定に掲げる基準に適合するものは、

この基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 2項第 1号） 

 

ア（略） 

イ 計測値の判定 

（ｱ）（略） 

（ｲ）除雪、土木作業、その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び昭和 35

年 9月 30 日以前に製作された自動車（最高速度 25km/h 未満のものを除

く。）に備える走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）は、

その最高光度点が、前方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の

中心を含む水平面より100mm上方の平面及び当該水平面より当該照明部

中心高さの 10 分の 3 下方の平面に挟まれた範囲内にあり、かつ、走行

用前照灯の最高光度点における光度が、1灯につき 10,000cd 以上である

こと。 

②（略） 

8-62 走行用前照灯 

8-62-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、走行用前照灯を備えなければならない。 

ただし、配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S6 の 6.3.

及び 7.に適合するものを備える自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条

第 1項関係、細目告示第 198 条第 1項関係） 

8-62-2 性能要件等 

8-62-2-1 テスタ等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2項関係） 

① 走行用前照灯（最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯を除く。）は、

その全てを照射したときに、夜間にその前方 100m（除雪、土木作業その他特別な用

途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大

型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、50m）の距離にある交通

上の障害物を確認できる性能を有するものであること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満

の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行

用）を用いてアの計測の条件により計測（前照灯試験機を用いて検査することが困

難である場合にあっては、その他適切な方法により計測）し、イの計測値の判定に

掲げる基準に適合するものは、この基準に適合するものとする。（細目告示第 198

条第 2項第 1 号） 

ア（略） 

イ 計測値の判定 

（ｱ）（略） 

（ｲ）除雪、土木作業、その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局

長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業

用小型特殊自動車及び昭和 35 年 9 月 30 日以前に製作された自動車（最

高速度 25km/h 未満のものを除く。）に備える走行用前照灯（四灯式にあ

っては、主走行用ビーム）は、その最高光度点が、前方 10m の位置にお

いて、走行用前照灯の照明部の中心を含む水平面より 100mm 上方の平面

及び当該水平面より当該照明部中心高さの 10 分の 3 下方の平面に挟ま

れた範囲内にあり、かつ、走行用前照灯の最高光度点における光度が、

1灯につき 10,000cd 以上であること。 

②（略） 
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③ 走行用前照灯の照射光線は、自動車の進行方向を正射するものであること。 

ただし、曲線道路用配光可変型走行用前照灯にあっては、その照射光線は、直進

姿勢において自動車の進行方向を正射するものであればよい。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定するもの及び最高速度

35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、前照灯試験機（走行用）を用いて①アの

各号により自動車を計測したとき（前照灯試験機を用いて検査することが困難であ

る場合にあっては、その他適切な方法により計測したとき）に、走行用前照灯（四

灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点が、前方 10m の位置において、走

行用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と平行な鉛直面より左右にそ

れぞれ 270mm の鉛直面の範囲内にあるものは、この基準に適合するものとする。（細

目告示第 198 条第 3項第 4 号関係） 

（参考図）（略） 

8-62-2-2 視認等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の色等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2 項関係） 

①～④（略） 

⑤ 走行用前照灯の機能を損なう損傷等のないものに限り、曲線道路用配光可変型走

行用前照灯として使用してもよい。（細目告示第 198 条第 2項第 6号） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-62-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）走行用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準（最高速度 20km/h 未

満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が 10,000cd 未満のものにあって

は①、最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が

10,000cd 以上のものにあっては①、④から⑩まで及び 8-62-2-1③）に適合するよう

に取付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 3 項関係、細目告示第 198 条第

3項関係） 

この場合において、走行用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 198 条第 3 項関係） 

③ 走行用前照灯の照射光線は、自動車の進行方向を正射するものであること。 

ただし、曲線道路用配光可変型走行用前照灯にあっては、その照射光線は、直進

姿勢において自動車の進行方向を正射するものであればよい。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h

未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車にあっては、前照灯試験機

（走行用）を用いて①アの各号により自動車を計測したとき（前照灯試験機を用い

て検査することが困難である場合にあっては、その他適切な方法により計測したと

き）に、走行用前照灯（四灯式にあっては、主走行用ビーム）の最高光度点が、前

方 10m の位置において、走行用前照灯の照明部の中心を含み、かつ、車両中心線と

平行な鉛直面より左右にそれぞれ 270mm の鉛直面の範囲内にあるものは、この基準

に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 3項第 4 号関係） 

（参考図）（略） 

8-62-2-2 視認等による審査 

走行用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認できるものとし

て、灯光の色等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 32 条第 2 項関係） 

①～④（略） 

⑤ 次に掲げる走行用前照灯であってその機能を損なう損傷等のないものに限り、曲

線道路用配光可変型走行用前照灯として使用してもよい。（細目告示第 198 条第 2

項第 6号） 

ア 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備

えられた曲線道路用配光可変型走行用前照灯 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えら

れている曲線道路用配光可変型走行用前照灯又はこれに準ずる性能を有する

曲線道路用配光可変型走行用前照灯 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた曲線道路用配光可

変型走行用前照灯又はこれに準ずる性能を有する曲線道路用配光可変型走行

用前照灯 

8-62-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）走行用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準（最高速度 20km/h 未

満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が 10,000cd 未満のものにあって

は①、最高速度 20km/h 未満の自動車に備える走行用前照灯であってその光度が

10,000cd 以上のものにあっては①、④から⑩まで及び 8-62-2-1③）に適合するよう

に取付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 3 項関係、細目告示第 198 条第

3項関係） 

この場合において、走行用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 198 条第 3 項関係） 
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① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては 1 個又は 2 個、幅 0.8m

以下の自動車（二輪自動車を除く。）及び最高速度 20km/h 未満の自動車（二輪自

動車及び側車付二輪自動車を除く。）にあっては 1個、2 個又は 4個であること。

 

この場合において、被牽引自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車、除雪、土

木作業その他特別な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定する

もの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動

車以外の自動車にあっては、車両の左右各側において 1個を曲線道路用配光可変

型走行用前照灯として使用してもよい。 

 

②（略） 

③ 走行用前照灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えるこ

と。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、二輪自動車及び側車付二輪

自動車にあっては、この限りでない。 

 

④～⑩（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）走行用前照灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとす

る。（細目告示第 198 条第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-62-4（略） 

 

① 走行用前照灯の数は、2個又は 4個であること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、1 個又は 2 個、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）並び

に最高速度 20km/h 未満の自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に

あっては、1個、2個又は 4個であること。 

この場合において、ⓐ被牽引自動車、ⓑ最高速度 20km/h 未満の自動車、ⓒ除

雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車であって地方運輸局長の指定

するもの、ⓓ最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、ⓔ二輪自動車、ⓕ側車付

二輪自動車、ⓖ農耕作業用小型特殊自動車並びにⓗカタピラ及びそりを有する軽

自動車以外の自動車にあっては、車両の左右各側において 1個を曲線道路用配光

可変型走行用前照灯として使用してもよい。 

②（略） 

③ 走行用前照灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えるこ

と。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車、

二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっ

ては、この限りでない。 

④～⑩（略） 

⑪ 走行用前照灯は、その作動状態及び不作動状態に係る制御を自動で行う場合に

は、次に掲げる要件に適合しなければならない。 

ア 周囲の光の状態及び対向車又は先行車から発せられる灯光又は反射光に

反応すること。 

この場合において、対向車とは対向する自動車、原動機付自転車及び自転

車を、先行車とは先行する自動車及び原動機付自転車とする。 

イ 当該制御を手動により行うことができ、かつ、手動により解除できること。 

ウ 当該制御を自動で行う状態であることを運転者席の運転者に表示する装

置を備えること。 

（2）次に掲げる走行用前照灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた走行用前照灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている走行用前照灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている走

行用前照灯又はこれに準ずる性能を有する走行用前照灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の型式の指定を受けた自動車に備える走行用前照灯と同一の

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた走行用前照灯又はこれに準ずる性能

を有する走行用前照灯 

8-62-4（略） 
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8-63 すれ違い用前照灯 

8-63-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、すれ違い用前照灯を備えなければなら

ない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条第 4項関

係、細目告示第 198 条第 5 項関係） 

① 配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S8 に適合するも

のを備える自動車 

②（略） 

8-63-2 性能要件 

8-63-2-1 テスタ等による審査 

すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①アにより計測することが困難な自動車であって、8-62-2-1①後段及び③後

段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車にあっては、視認等

その他適切な方法により審査することができる。（保安基準第 32 条第 5項関係、細目告

示第 198 条第 6項関係） 

① すれ違い用前照灯（その光度が 10,000cd 以上である走行用前照灯を備える最高

速度 20km/h 未満の自動車に備えるものを除く。）は、その照射光線が他の交通を妨

げないものであり、かつ、その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m

（除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定する

もの及び最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車に備えるものにあっては、15m）の

距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有すること。 

 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの及び最高速度 35km/h 未

満の大型特殊自動車以外の自動車にあっては、前照灯試験機（すれ違い用）を用い

てア（ｱ）により計測し、イ（ｱ）に掲げる基準に適合するものは、この基準に適合

するものとする。 

また、前照灯試験機（すれ違い用）による計測を行うことができない場合にあっ

ては、前照灯試験機（走行用）、スクリーン、壁等を用いてア（ｲ）により計測し、

イ（ｲ）に掲げる基準に適合するものは、当分の間、この基準に適合するものとす

る。（細目告示第 198 条第 6 項第 1号関係） 

ア～イ（略） 

8-63-2-2 視認等による審査 

すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基

準第 32 条第 5 項、細目告示第 198 条第 6 項関係） 

8-63 すれ違い用前照灯 

8-63-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）の前面には、すれ違い用前照灯を備えなければなら

ない。 

ただし、次に掲げる自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 32 条第 4項関

係、細目告示第 198 条第 5 項関係） 

① 配光可変型前照灯であって、灯光の色、明るさ等が UN R123-01-S6 に適合するも

のを備える自動車 

②（略） 

8-63-2 性能要件 

8-63-2-1 テスタ等による審査 

すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の明るさ等に関し、テスタ等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、①アにより計測することが困難な自動車であって、8-62-2-1①後段及び③後

段の計測の条件で計測し、それぞれの判定の基準に適合した自動車にあっては、視認等

その他適切な方法により審査することができる。（保安基準第 32 条第 5項関係、細目告

示第 198 条第 6項関係） 

① すれ違い用前照灯（その光度が 10,000cd 以上である走行用前照灯を備える最高

速度 20km/h 未満の自動車に備えるものを除く。）は、その照射光線が他の交通を妨

げないものであり、かつ、その全てを同時に照射したときに、夜間にその前方 40m

（除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定する

もの、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に備

えるものにあっては、15m）の距離にある交通上の障害物を確認できる性能を有す

ること。 

この場合において、二輪自動車、側車付二輪自動車、除雪、土木作業その他特別

な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高速度 35km/h 未満

の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車以外の自動車にあっては、前照灯

試験機（すれ違い用）を用いてア（ｱ）により計測し、イ（ｱ）に掲げる基準に適合

するものは、この基準に適合するものとする。 

また、前照灯試験機（すれ違い用）による計測を行うことができない場合にあっ

ては、前照灯試験機（走行用）、スクリーン、壁等を用いてア（ｲ）により計測し、

イ（ｲ）に掲げる基準に適合するものは、当分の間、この基準に適合するものとす

る。（細目告示第 198 条第 6 項第 1号関係） 

ア～イ（略） 

8-63-2-2 視認等による審査 

すれ違い用前照灯は、夜間に自動車の前方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基

準第 32 条第 5 項、細目告示第 198 条第 6 項関係） 
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①～⑤（略） 

⑥ すれ違い用前照灯の機能を損なう損傷等のないものに限り、曲線道路用配光可変

型すれ違い用前照灯として使用してもよい。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-63-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）すれ違い用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 6項関係） 

この場合において、すれ違い用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目

告示第 198 条第 7項関係） 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び

幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1個又は 2個であること。 

 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、

その照明部の下縁の高さが地上 500mm 以上（大型特殊自動車及び除雪、土木作業

その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備える

すれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上500mm以上に取付けることができな

いものにあっては、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられ

ていること。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

①～⑤（略） 

⑥ 次に掲げるすれ違い用前照灯であってその機能を損なう損傷等のないものに限

り、曲線道路用配光可変型すれ違い用前照灯として使用してもよい。 

ア 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備

えられた曲線道路用配光可変型すれ違い用前照灯 

イ 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えら

れている曲線道路用配光可変型すれ違い用前照灯又はこれに準ずる性能を有

する曲線道路用配光可変型すれ違い用前照灯 

ウ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた曲線道路用配光可

変型すれ違い用前照灯又はこれに準ずる性能を有する曲線道路用配光可変型

すれ違い用前照灯 

8-63-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）すれ違い用前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 6項関係） 

この場合において、すれ違い用前照灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目

告示第 198 条第 7項関係） 

① すれ違い用前照灯の数は、2個であること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

最高速度 20km/h 未満の自動車並びに幅 0.8m 以下の自動車にあっては、1 個又は

2個であること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備えるすれ違い用前照灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm

以下（大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車（最高速度 20km/h 未満の自

動車にあっては、小型特殊自動車）及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用

される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその

自動車の構造上地上 1,200mm 以下に取付けることができないものにあっては、取

付けることができる最低の高さ）、下縁の高さが地上 500mm 以上（大型特殊自動

車、農耕作業用小型特殊自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車にあっては、小

型特殊自動車）及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方

運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯でその自動車の構造上地上

500mm 以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最

高の高さ）となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

えるすれ違い用前照灯は、その照明部の中心が地上 1,200mm 以下となるように取

付けられていること。 

④ すれ違い用前照灯は、その照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内（大

型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途

に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものに備えるすれ違い用前照灯
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③～⑥（略） 

⑦ すれ違い用前照灯は、点滅するものでないこと。 

ただし、⑥ただし書の場合にあっては、この限りでない。 

⑧～⑪（略） 

（2）すれ違い用前照灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するもの

とする。（細目告示第 198 条第 8項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-63-4（略） 

 

でその自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最外側の位置）となるように取付けられ

ていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

最高速度20km/h未満の自動車並びに幅0.8m以下の自動車に備えるすれ違い用前

照灯にあっては、この限りでない。 

⑤～⑧（略） 

⑨ すれ違い用前照灯は、点滅するものでないこと。 

ただし、⑧ただし書の場合にあっては、この限りでない。 

⑩～⑬（略） 

（2）次に掲げるすれ違い用前照灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 8 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られたすれ違い用前照灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ているすれ違い用前照灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられてい

るすれ違い用前照灯又はこれに準ずる性能を有するすれ違い用前照灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備えるすれ違い用前照灯と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられたすれ違い用前照灯又はこれに準ずる性

能を有するすれ違い用前照灯 

8-63-4（略） 

 

8-64 配光可変型前照灯 

8-64-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の前面には、配光可変型前照灯を備えることができる。（保安基準第 32

条第 7項関係） 

8-64-2（略） 

8-64-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）配光可変型前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 9 項関係、細目告示第 198 条第 10

項関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 自動車の車両中心線を含む鉛直面を挟んで左右対称に配置された2つのすれ違

い用ビームを発する灯火ユニットは、すれ違い状態の配光形態において、少なく

とも1組がその見かけの表面の下縁の位置が地上から500mm以上となるように取

付けられていること。 

（削除） 

8-64 配光可変型前照灯 

8-64-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の前面には、

配光可変型前照灯を備えることができる。（保安基準第 32 条第 7項関係） 

8-64-2（略） 

8-64-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）配光可変型前照灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等

に関し、視認その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 32 条第 9 項関係、細目告示第 198 条第 10

項関係） 

①～⑤（略） 

⑥ 自動車の車両中心線を含む鉛直面を挟んで左右対称に配置された2つのすれ違

い用ビームを発する灯火ユニットは、すれ違い状態の配光形態において、少なく

とも1組がその見かけの表面の上縁の位置が地上から1,200mm以下であり、かつ、

下縁の位置が地上から 500mm 以上となるように取付けられていること。 

⑦ 配光可変型前照灯に補助灯火ユニットを備える場合には、補助灯火ユニット
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⑦ 補助灯火ユニットは、いずれも、地上から 250mm 以上（図中の F による。）の

位置に配置されていること。 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

⑧（略） 

⑨ 配光可変型前照灯の全ての灯火ユニットは点滅するものでないこと。 

ただし、⑧ただし書に該当する場合は、この限りでない。 

⑩～⑭（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（2）配光可変型前照灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するもの

とする。（細目告示第 198 条第 11 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

は、その位置に最も近い位置にある灯火ユニットから水平方向に 140mm 以下（図

中の Eによる。）及び鉛直方向に 400mm 以下（図中の D による。）の位置に配置さ

れていること。 

この場合において、2 つの補助灯火ユニットを自動車の車両中心線を含む鉛直

面を挟んで対称に配置したときは、当該灯火ユニットから水平方向に 200mm 以下

（図中の Cによる。）の位置にあればよいものとする。 

⑧ ⑦に規定する補助灯火ユニットは、いずれも、地上から 250mm 以上（図中の F

による。）、1,200mm 以下（図中の Gによる。）の位置に配置されていること。 

⑨ すれ違い状態の配光形態において、すれ違い用ビームを発する灯火ユニットの

見かけの表面の外縁は、車両の最外側から車両中心線側に 400mm 以下（図中の A

による。）の位置にあること。 

⑩ 灯火ユニットの基準軸の方向の見かけの表面の内端の距離は、600mm 以上（図

中の Bによる。）であること。 

また、全幅が 1.3m 未満である場合にあっては、400mm 以上であること。 

ただし、専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員が 10 人未満であるも

の及び貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量が 3.5t 未満であるも

の並びにこれらの形状に類するものにあってはこの限りではない。 

⑪（略） 

⑫ 配光可変型前照灯の全ての灯火ユニットは点滅するものでないこと。 

ただし、⑪ただし書に該当する場合は、この限りでない。 

⑬～⑰（略） 

⑱ 配光可変型前照灯は、その作動状態及び不作動状態に係る制御を自動で行う場

合には、次に掲げる要件に適合しなければならない。 

ア 周囲の光の状態及び対向車又は先行車から発せられる灯光又は反射光に

反応すること。 

この場合において、対向車とは対向する自動車、原動機付自転車及び自転

車を、先行車とは先行する自動車及び原動機付自転車とする。 

イ 当該制御を手動により行うことができ、かつ、手動により解除できること。 

ウ 当該制御を自動で行う状態であることを運転者席の運転者に表示する装

置を備えること。 

（図）配光可変型前照灯の取付要件 

（略） 

（2）次に掲げる配光可変型前照灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 11 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた配光可変型前照灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている配光可変型前照灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられてい

る配光可変型前照灯又はこれに準ずる性能を有する配光可変型前照灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付
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8-64-4（略） 

 

装置について型式の指定を受けた自動車に備える配光可変型前照灯と同一の構

造を有し、かつ、同一の位置に備えられた配光可変型前照灯又はこれに準ずる性

能を有する配光可変型前照灯 

8-64-4（略） 

 

8-65 前照灯照射方向調節装置 

［審査事項なし］ 

 

8-65 前照灯照射方向調節装置 

8-65-1 装備要件 

自動車には、8-65-2 の基準に適合する前照灯照射方向調節装置を備えることができ

る。（保安基準第 32 条第 10 項関係） 

8-65-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前照灯照射方向調節装置は、前照灯の照射方向の調節に係る性能等に関し、視認等

その他適切な方法により審査した場合に、次の基準に適合するものでなければならな

い。（細目告示第 198 条第 12 項関係） 

① 前照灯照射方向調節装置は、前照灯の照射方向を左右に調節することができな

いものであること。 

② 手動式の前照灯照射方向調節装置は、運転者が運転者席において容易に、かつ、

適切に操作できるものであること。 

この場合において、手動式の前照灯照射方向調節装置であって、運転者が運転

者席に着席した状態で著しく無理な姿勢をとらずに見える位置に、文字、数字又

は記号からなる直進姿勢であり、かつ、審査時車両状態及び乗車又は積載に係る

主な状態に対応する操作装置の調節位置を容易に判別できるように表示してい

ないものは、この基準に適合しないものとする。 

（2）次に掲げる前照灯照射方向調節装置であって、その機能を損なう損傷等のないもの

は、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 13 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前照灯照射方向調節装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前照灯照射方向調節装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えら

れている前照灯照射方向調節装置又はこれに準ずる性能を有する前照灯照射方

向調節装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える前照灯照射方向調節装置と同

一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた前照灯照射方向調節装置又はこ

れに準ずる性能を有する前照灯照射方向調節装置 

8-65-3 欠番 

8-65-4 適用関係の整理 

7-65-4 の規定を適用する。 

 

8-66 前照灯洗浄器 

8-66-1（略） 

8-66 前照灯洗浄器 

8-66-1（略） 
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8-66-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）前照灯洗浄器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適するものとする。

（細目告示第 198 条第 16 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-66-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前照灯洗浄器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けなければならない。（保安基準第 32 条第 13 項関係、細目告示第 198 条第 17 項関係）

（削除） 

 

①（略） 

（2）前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置の機能を損なう損傷等のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 18 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-66-4（略） 

 

8-66-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる前照灯洗浄器であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適するものとする。（細目告示第 198 条第 16 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前照灯洗浄器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前照灯洗浄器又はこれに準ずる性能を有する前照灯洗浄器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた前照灯洗浄器又はこ

れに準ずる性能を有する前照灯洗浄器 

8-66-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前照灯洗浄器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けなければならない。（保安基準第 32 条第 13 項関係、細目告示第 198 条第 17 項関係） 

① 前照灯洗浄器は、運転者が運転者席において容易に操作できるものであるこ

と。 

②（略） 

（2）次に掲げる前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置であってその機能を損なう損傷

等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 198 条第 18 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置又はこれに準ずる性能を有する

前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた前照灯洗浄器及び前

照灯洗浄器取付装置又はこれに準ずる性能を有する前照灯洗浄器及び前照灯洗

浄器取付装置 

8-66-4（略） 

 

8-67 前部霧灯 

8-67-1（略） 

8-67-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）前部霧灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 199 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

8-67 前部霧灯 

8-67-1（略） 

8-67-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる前部霧灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 199 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた前部霧灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部霧灯又はこれに準ずる性能を有する前部霧灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた前部霧灯又はこれに
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8-67-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 33 条第 3項） 

この場合において、前部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

199 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える前部霧灯は、その照明

部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

準ずる性能を有する前部霧灯 

8-67-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 33 条第 3項） 

この場合において、前部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

199 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前部霧灯は、その照明部の上縁の高さが地上 800mm 以下であっ

て、すれ違い用前照灯の照明部の上縁を含む水平面以下（大型特殊自動車、小型

特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸

局長の指定するものに備える前部霧灯でその自動車の構造上地上1,200mm以下に

取付けることができないものにあっては、その照明部の上縁がすれ違い用前照灯

の照明部の上縁を含む水平面以下となるように取付けることができる最低の高

さ）、下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

この場合において、次に掲げる自動車にあっては、照明部の上縁の高さを地上

1,200mm 以下と読み替えて適用する。 

ア 専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以上のもの（三輪自

動車及び被牽引自動車を除く。） 

イ 貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量 3.5t 超のもの（三輪

自動車及び被牽引自動車を除く。） 

ウ 三輪自動車及び被牽引自動車 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える前部霧灯は、その照明部の中心がすれ違い用前照灯の照明部の中心を含む水

平面以下となるように取付けられていること。 

④ 前部霧灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内（大型特殊自動

車、小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で

地方運輸局長の指定するものに備える前部霧灯でその自動車の構造上自動車の

最外側から 400mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けること

ができる最外側の位置）となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

幅 0.8m 以下の自動車（二輪自動車を除く。）並びに最高速度 20km/h 未満の自動

車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える前部霧灯にあっては、

この限りでない。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える前部霧灯の照明部は、前部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに前部霧

灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より前部霧灯の内側方向 10°
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③～⑦（略） 

⑧ 前部霧灯は、点滅するものでないこと。 

ただし、⑦ただし書の場合にあっては、この限りでない。 

⑨～⑩（略） 

（2）前部霧灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 199 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-67-4（略） 

 

の平面及び前部霧灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての

位置から見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 8-67-2（1）に規定する性能を損なわない

部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑩（略） 

⑪ 前部霧灯は、点滅するものでないこと。 

ただし、⑩ただし書の場合にあっては、この限りでない。 

⑫～⑬（略） 

（2）次の各号に掲げる前部霧灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の

基準に適合するものとする。（細目告示第 199 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前部霧灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部霧灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている前部霧

灯又はこれに準ずる性能を有する前部霧灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える前部霧灯と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた前部霧灯又はこれに準ずる性能を有する前部霧灯 

8-67-4（略） 

 

8-68 前部霧灯照射方向調節装置 

［審査事項なし］ 

 

8-68 前部霧灯照射方向調節装置 

8-68-1 装備要件 

自動車には、8-68-2 の基準に適合する前部霧灯照射方向調節装置を備えることができ

る。（保安基準第 33 条第 4項関係） 

8-68-2 性能要件（視認等による審査） 

前部霧灯照射方向調節装置は、前部霧灯の照射方向の調節に係る性能等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。（細目告示第 199 条第 5 項） 

① 前部霧灯照射方向調節装置は、前部霧灯の照射方向を左右に調節することができ

ないものであること。 

② 手動式の前部霧灯照射方向調節装置は、運転者が運転者席において容易に、かつ、

適切に操作できるものであること。 

この場合において、運転者が運転者席に着席した状態で著しく無理な姿勢をとら

ずに操作できる位置に操作装置が備えられておらず、かつ、審査時車両状態及び乗
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車状態又は積載状態に対応する操作装置の調節位置を容易に判別できるように表

示していないものは、この基準に適合しないものとする。 

8-68-3 欠番 

8-68-4 適用関係の整理 

7-68-4 の規定を適用する。 

 

8-69 側方照射灯 

8-69-1（略） 

8-69-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）側方照射灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 122 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-69-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方照射灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。 

この場合において、側方照射灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第

33 条の 2 第 3 項関係、細目告示第 200 条第 3項関係） 

①～③（略） 

④ 側方照射灯は、その照明部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付け

られていること。 

 

⑤（略） 

（削除） 

 

⑥～⑨（略） 

（2）側方照射灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 200 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

8-69 側方照射灯 

8-69-1（略） 

8-69-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる側方照射灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 122 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた側方照射灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方照射灯又はこれに準ずる性能を有する側方照射灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた側方照射灯又はこれ

に準ずる性能を有する側方照射灯 

8-69-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方照射灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。 

この場合において、側方照射灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第

33 条の 2 第 3 項関係、細目告示第 200 条第 3項関係） 

①～③（略） 

④ 側方照射灯は、その照明部の下縁の高さが地上 250mm 以上、上縁の高さが地上

900mm 以下であってすれ違い用前照灯の照明部の上縁を含む水平面以下となるよ

うに取付けられていること。 

⑤（略） 

⑥ 側方照射灯の照明部の最後縁は、自動車の前端から 1,000mm までの間にあるこ

と。 

⑦～⑩（略） 

（2）次に掲げる側方照射灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 200 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた側方照射灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方照射灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている側方

照射灯又はこれに準ずる性能を有する側方照射灯 
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（削除） 

 

 

8-69-4（略） 

 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置としての指定を受けた自動車に備える側方照射灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた側方照射灯 

8-69-4（略） 

 

8-70 低速走行時側方照射灯 

8-70-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の側面には、低速走行時側方照射灯を備えることができる。（保安基準第

33 条の 3 第 1 項関係） 

8-70-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）低速走行時側方照射灯は、自動車が規定で定める速度以下の速度で走行している場

合において、当該自動車の側方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、その照射光

線が他の交通を妨げないものとして、速度、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その

他適切な方法により審査した場合に、次の基準に適合するものでなければならない。

（保安基準第 33 条の 3 第 2 項関係、細目告示第 200 条の 2 第 1 項、細目告示第 200

条の 2第 2項） 

（削除） 

 

（削除） 

①～③（略） 

（2）低速走行時側方照射灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 200 条の 2 第 2項） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

8-70-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）低速走行時側方照射灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方

法等に関し、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、低速走行時側方照射灯の照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の

照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第 33 条の 3 第

3項関係、細目告示第 200 条の 2第 4項、細目告示第 200 条の 2 第 5項） 

①（略） 

（削除） 

 

②（略） 

8-70 低速走行時側方照射灯 

8-70-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の側面には、

低速走行時側方照射灯を備えることができる。（保安基準第 33 条の 3 第 1項関係） 

8-70-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）低速走行時側方照射灯は、自動車が規定で定める速度以下の速度で走行している場

合において、当該自動車の側方にある交通上の障害物を確認でき、かつ、その照射光

線が他の交通を妨げないものとして、速度、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その

他適切な方法により審査した場合に、次の基準に適合するものでなければならない。

（保安基準第 33 条の 3 第 2 項関係、細目告示第 200 条の 2 第 1 項、細目告示第 200

条の 2第 2項） 

① 変速装置を前進の位置に操作している状態にあっては、速度 10km/h 以下の速

度で作動するものであること。 

② 低速走行時側方照射灯の光度は、500cd 以下であること。 

③～⑤（略） 

（2）次に掲げる低速走行時側方照射灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）②から⑤の基準に適合するものとする。（細目告示第 200 条の 2 第 2項） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた低速走行時側方照射灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている低速走行時側方照射灯又はこれに準ずる性能を有する低速走行時側方照

射灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた低速走行時側方照射

灯又はこれに準ずる性能を有する低速走行時側方照射灯 

8-70-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）低速走行時側方照射灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方

法等に関し、次の基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、低速走行時側方照射灯の照明部の取扱いは、別添 13「灯火等の

照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第 33 条の 3 第

3項関係、細目告示第 200 条の 2第 4項、細目告示第 200 条の 2 第 5項） 

①（略） 

② 低速走行時側方照射灯は、自動車の側面に下方に向けて取付けられているこ

と。 

③（略） 
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（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

③（略） 

④ 低速走行時側方照射灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない

等 8-70-2（1）に掲げる性能を損なわないように取付けなければならない。 

 

（2）低速走行時側方照射灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合する

ものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

④ 低速走行時側方照射灯は、前照灯が点灯していない場合、点灯できない構造で

あること。 

⑤ 低速走行時側方照射灯は、次のアからウまでの要件を一つ以上満たす場合に限

り自動的に点灯するものとすること。 

ア 変速装置を前進の位置に操作しており、かつ、原動機の始動装置を始動の

位置に操作した状態（アイドリングストップ対応自動車等にあっては、原動

機自動停止に続いて原動機が始動した状態を除く。）において、自動車の速

度が 10km/h 以下の場合 

イ 変速装置を後退の位置に操作している場合 

ウ 自動車の周辺状況について必要な視界を運転者に与えるため、必要な画像

情報を撮影する装置が作動しており、かつ、変速装置を前進の位置に操作し

た状態において、自動車の速度が 10km/h 以下の場合 

⑥ 低速走行時側方照射灯は、変速装置を前進の位置に操作した状態において、自

動車の速度が 10km/h を超えた場合には、消灯する構造であること。 

⑦ 低速走行時側方照射灯は、点滅するものでないこと。 

⑧（略） 

⑨ 低速走行時側方照射灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない

等 8-70-2（1）②から⑤に掲げる性能を損なわないように取付けなければならな

い。 

（2）次に掲げる低速走行時側方照射灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた低速走行時側方照射灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている低速走行時側方照射灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられ

ている低速走行時側方照射灯又はこれに準ずる性能を有する低速走行時側方照

射灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える低速走行時側方照射灯と同一

の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた低速走行時側方照射灯又はこれに

準ずる性能を有する低速走行時側方照射灯 

 

8-71 車幅灯 

8-71-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の前面の両側には、

車幅灯を備えなければならない。 

 

 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に

8-71 車幅灯 

8-71-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の

軽自動車並びに小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、

最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）の前面の両側には、車幅灯

を備えなければならない。 

ただし、幅 0.8m 以下の自動車にあっては、当該自動車に備えるすれ違い用前照灯の

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるように取付けられている場合に
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は、その側の車幅灯を備えないことができる。（保安基準第 34 条第 1 項関係） 

8-71-2 性能要件 

8-71-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 34 条第 2項関係、細目告示第 201 条第 1項関係） 

① 車幅灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯若しくは側方灯と構造上一体となってい

るもの又は兼用のもの並びに二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるものに

あっては、橙色であってもよい。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（略） 

（2）車幅灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 201 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-71-2-2（略） 

8-71-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 34 条第 3 項関係） 

は、その側の車幅灯を備えないことができる。（保安基準第 34 条第 1 項関係） 

8-71-2 性能要件 

8-71-2-1 視認等による審査 

（1）車幅灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 34 条第 2項関係、細目告示第 201 条第 1項関係） 

① 車幅灯は、夜間にその前方 300m の距離から点灯を確認できるものであり、か

つ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 5W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 15cm2以上

であり、かつ、その機能が正常である車幅灯は、この基準に適合するものとする。 

② 車幅灯の灯光の色は、白色であること。 

ただし、方向指示器、非常点滅表示灯又は側方灯と構造上一体となっているも

の又は兼用のもの及び二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを

有する軽自動車に備えるものにあっては、橙色であってもよい。 

③ 車幅灯の照明部は、車幅灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を

含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに車幅灯の中心を含

む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より車幅灯の内側方向 45°の平面（二輪自

動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車の左右それぞ

れに備えるものについては、内側方向 20°の平面）及び車幅灯の外側方向 80°

の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるもので

あること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④（略） 

（2）次に掲げる車幅灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 201 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた車幅灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている車幅灯又はこれに準ずる性能を有する車幅灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた車幅灯又はこれに準

ずる性能を有する車幅灯 

8-71-2-2（略） 

8-71-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）車幅灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 34 条第 3 項関係） 



新旧対照表 

378 / 521 

新 旧 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 201

条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える車幅灯は、その照明部

の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

③（略） 

④ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車並びに車幅灯と連動して点灯

する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類を備える自動車

にあっては、この限りでない。 

⑤ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内にすれ違い用前照灯を取付けることができないもの 

 

イ 大型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車

で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構造上自動車の最外

側から 400mm 以内に前部霧灯を取付けることができないもの 

 

⑥～⑧（略） 

⑨ 方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の前面の両側に備える車幅灯（白色のも

のに限る。）は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場合において

は、⑤から⑦までの基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又は両側

のものが消灯する構造であってもよい。 

⑩ 方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の前面の両側に備える車幅灯（橙色のも

のに限る。）は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場合において

は、⑤から⑦までの基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又は両側

のものが消灯する構造であること。 

⑪ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-71-2-1（1）

に掲げる性能を損なわないように取付けられていること。 

 

 

この場合において、車幅灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 201

条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える車幅灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える車幅灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④ 車幅灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内（被牽引自動車に

あっては、150mm 以内）となるように取付けられていること。 

⑤（略） 

⑥ 車幅灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに車幅

灯と連動して点灯する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器

類を備える自動車にあっては、この限りでない。 

⑦ 次の自動車に備える車幅灯は、前照灯又は前部霧灯が点灯している場合に消灯

できない構造でなければならない。 

ア 大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特

別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その

自動車の構造上自動車の最外側から400mm以内にすれ違い用前照灯を取付け

ることができないもの 

イ 大型特殊自動車、小型特殊自動車及び除雪、土木作業その他特別な用途に

使用される自動車で地方運輸局長の指定するものであって、その自動車の構

造上自動車の最外側から400mm以内に前部霧灯を取付けることができないも

の 

⑧～⑩（略） 

⑪ 方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の前面の両側に備える車幅灯（白色のも

のに限る。）は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場合において

は、⑦から⑨までの基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又は両側

のものが消灯する構造であってもよい。 

⑫ 方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の前面の両側に備える車幅灯（橙色のも

のに限る。）は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場合において

は、⑦から⑨までの基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又は両側

のものが消灯する構造であること。 

⑬ 車幅灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-71-2-1（1）

〔大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

8-71-2-1（1）③に係る部分を除く。〕に掲げる性能〔車幅灯の H面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては 8-71-2-1（1）③の基
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（2）車幅灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 201 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-71-4（略） 

 

準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」、被牽引自動車に取付けられている場

合にあっては 8-71-2-1（1）③の基準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向

5°」、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動

車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって

乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車及

び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部に取付けら

れた側方灯が 8-71-2-1（1）③に規定する性能を補完する性能を有する場合にあ

っては 8-71-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」

とし、車幅灯の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられている場合

にあっては当該車幅灯の基準軸（当該車幅灯の基準軸が明確でない場合は、照明

部中心とすることができる。）を含む水平面より下方に限り 8-71-2-1（1）③の基

準中「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。〕を損なわないよう

に取付けられていること。 

ただし、自動車の構造上、8-71-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次に掲げる車幅灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 201 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた車幅灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている車幅灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている車幅灯又

はこれに準ずる性能を有する車幅灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える車幅灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた車幅灯又はこれに準ずる性能を有する車幅灯 

8-71-4（略） 

 

8-72 前部上側端灯 

8-72-1（略） 

8-72-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部上側端灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の高さ及び幅を

示すことができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、

明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 34 条の 2 第 2項関係、細目告示第 202 条第

1項関係） 

① 前部上側端灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

8-72 前部上側端灯 

8-72-1（略） 

8-72-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部上側端灯は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の高さ及び幅を

示すことができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、

明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 34 条の 2 第 2項関係、細目告示第 202 条第

1項関係） 

① 前部上側端灯は、夜間にその前方 300m の距離から点灯を確認できるものであ

り、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 5W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 15cm2以上
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②～③（略） 

（2）前部上側端灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとす

る。（細目告示第 202 条第 2 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-72-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部上側端灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 34 条の 2第 3項関係） 

この場合において、前部上側端灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 202 条第 3 項関係） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

①（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

であり、かつ、その機能が正常である前部上側端灯は、この基準に適合するもの

とする。 

②～③（略） 

（2）次に掲げる前部上側端灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の

基準に適合するものとする。（細目告示第 202 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた前部上側端灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部上側端灯又はこれに準ずる性能を有する前部上側端灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた前部上側端灯又はこ

れに準ずる性能を有する前部上側端灯 

8-72-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部上側端灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 34 条の 2第 3項関係） 

この場合において、前部上側端灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 202 条第 3 項関係） 

① 被牽引自動車以外の自動車に備える前部上側端灯は、その照明部の上縁の高さ

が前面ガラスの最上端を含む水平面以上となるように取付けられていること。 

ただし、前部上側端灯を 4 個備える場合には、上側 2 個の照明部上縁高さが前

面ガラスの最上端を含む水平面以上となる位置に取付けられ、かつ、上側 2個の

照明部上縁と下側2個の照明部下縁の垂直方向の距離が自動車の構造上可能な限

り離れた位置に取付けられていること。 

また、下側の照明部の最前縁と自動車の後端からの距離が 400mm 以内であり、

かつ、可能な限り自動車の後端に近付けて取付けられていること。 

② 被牽引自動車に備える前部上側端灯は、取付けることができる最高の高さに取

付けられていること。 

ただし、前部上側端灯を 4 個備える場合には、上側 2 個が取付けられる最高の

高さに取付けられ、かつ、上側 2個の照明部上縁と下側 2個の照明部下縁の垂直

方向の距離が自動車の構造上可能な限り離れた位置に取付けられていること。 

また、下側の照明部の最前縁と自動車の後端からの距離は 400mm 以内であり、

かつ、可能な限り自動車の後端に近付けて取付けられていること。 

③ 前部上側端灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるよう

に取付けられていること。 

④（略） 

⑤ 前部上側端灯は、その照明部と車幅灯の照明部を車両中心面に直交する鉛直面

に投影したときに 200mm 以上離れるような位置に取付けられていること。 

⑥ 前部上側端灯の照明部は、前部上側端灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面（前部上側端灯の H面の高さが地
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②～⑤（略） 

（2）前部上側端灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとす

る。（細目告示第 202 条第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-72-4（略） 

 

上 2,100mm を超えるように取付けられている場合にあっては、上方 5°の平面）

及び下方 15°の平面並びに前部上側端灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行

な鉛直面及び当該鉛直面より前部上側端灯の外側方向 80°の平面により囲まれ

る範囲において全ての位置から見通すことができるものであること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 8-72-2（1）①に規定する照明部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑦～⑩（略） 

（2）次に掲げる前部上側端灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 202 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前部上側端灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部上側端灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている前

部上側端灯又はこれに準ずる性能を有する前部上側端灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える前部上側端灯と同一の構造を

有し、かつ、同一の位置に備えられた前部上側端灯又はこれに準ずる性能を有す

る前部上側端灯 

8-72-4（略） 

 

8-72 の 2 昼間走行灯 

8-72 の 2-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）の前面には、昼間走行灯を備えることができる。（保安基準第 34 条の 3

第 1項） 

8-72 の 2-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）昼間走行灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 202 条の 2 第 2 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

8-72 の 2 昼間走行灯 

8-72 の 2-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）の前面には、

昼間走行灯を備えることができる。（保安基準第 34 条の 3第 1項） 

8-72 の 2-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる昼間走行灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 202 条の 2 第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた昼間走行灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている昼間走行灯又はこれに準ずる性能を有する昼間走行灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた昼間走行灯又はこれ
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8-72 の 2-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）昼間走行灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。 

この場合において、昼間走行灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第

34 条の 3 第 3 項関係、細目告示第 202 条の 2第 3項関係） 

①（略） 

② 昼間走行灯は、その照明部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付け

られていること。 

③～④（略） 

⑤ 昼間走行灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-72 の

2-2（1）に掲げる性能を損なわないように取付けられていること。 

（2）昼間走行灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 202 条の 2 第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

に準ずる性能を有する昼間走行灯 

8-72 の 2-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）昼間走行灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。 

この場合において、昼間走行灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第

34 条の 3 第 3 項関係、細目告示第 202 条の 2第 3項関係） 

①（略） 

（新設） 

 

②～③（略） 

④ 昼間走行灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-72 の

2-2 に掲げる性能を損なわないように取付けられていること。 

（2）次に掲げる昼間走行灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 202 条の 2 第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた昼間走行灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている昼間走行灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている昼間

走行灯又はこれに準ずる性能を有する昼間走行灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える昼間走行灯と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた昼間走行灯又はこれに準ずる性能を有する昼

間走行灯 

 

8-73 前部反射器 

8-73-1（略） 

8-73-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 35 条第 2項関係、細目告示第 203 条第 1項関係） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

8-73 前部反射器 

8-73-1（略） 

8-73-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、夜間に自動車の前方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 35 条第 2項関係、細目告示第 203 条第 1項関係） 

① 前部反射器は、夜間にその前方 150m の距離から走行用前照灯（その全てを照

射したときに、夜間にその前方 100m の距離にある交通上の障害物を確認できる

性能を有する走行用前照灯に限る。）で照射した場合にその反射光を照射位置か

ら確認できるものであること。 

この場合において、その反射部の大きさが 10cm2以上である前部反射器は、こ

の基準に適合するものとする。 

② 前部反射器の反射部は、三角形以外の形状であること。 
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①～②（略） 

（2）前部反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 203 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-73-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条第 3項関係） 

この場合において、前部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

203 条第 3項関係） 

① 前部反射器は、その反射部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付け

られていること。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

③（略） 

③～④（略） 

（2）次に掲げる前部反射器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 203 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた前部反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部反射器又はこれに準ずる性能を有する前部反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた前部反射器又はこれ

に準ずる性能を有する前部反射器 

8-73-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）前部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条第 3項関係） 

この場合において、前部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

203 条第 3項関係） 

① 前部反射器は、その反射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、下縁の高さが地

上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 前部反射器の反射部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように

取付けられていること。 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える前部反射器の反射部は、前部反射器の中心を通り自動車の進行方向に

直交する水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の平面（前部

反射器のH面の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあっ

ては、下方 5°の平面）並びに前部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に平

行な鉛直面より前部反射器の内側方向 30°の平面（被牽引自動車に備える前部反

射器にあっては、内側方向 10°の平面）及び外側方向 30°の平面により囲まれ

る範囲において全ての位置から見通すことができるように取付けられているこ

と。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 8-73-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④（略） 

⑤ 前部反射器は、自動車の後方に表示しないように取付けられていること。 

⑥（略） 
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（2）前部反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 203 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-73-4（略） 

 

（2）次に掲げる前部反射器であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 203 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた前部反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている前部反射器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている前部

反射器又はこれに準ずる性能を有する前部反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える前部反射器と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた前部反射器又はこれに準ずる性能を有する前

部反射器 

8-73-4（略） 

 

8-74 側方灯 

8-74-1（略） 

8-74-2 性能要件 

8-74-2-1 視認等による審査 

（1）側方灯は、夜間に自動車の側方にある他の交通に当該自動車の長さを示すことがで

き、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなけ

ればならない。（保安基準第 35 条の 2 第 2項関係、細目告示第 204 条第 1項関係） 

① 側方灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

8-74 側方灯 

8-74-1（略） 

8-74-2 性能要件 

8-74-2-1 視認等による審査 

（1）側方灯は、夜間に自動車の側方にある他の交通に当該自動車の長さを示すことがで

き、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなけ

ればならない。（保安基準第 35 条の 2 第 2項関係、細目告示第 204 条第 1項関係） 

① 側方灯は、夜間側方 150m の距離から点灯を確認できるものであり、かつ、そ

の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 3W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 10cm2以上

であり、かつ、その機能が正常である側方灯は、この基準に適合するものとする。 

②（略） 

③ 長さ 6m を超える自動車に備える側方灯の照明部は、側方灯の中心を通り自動

車の進行方向に平行な水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°

の平面並びに側方灯の中心を含む、自動車の進行方向に直交する鉛直面より側方

灯の前方向 45°の平面及び後方向 45°の平面により囲まれる範囲において全て

の位置から見通すことができるものであること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④ 長さ 6m 以下の自動車に備える側方灯の照明部は、側方灯の中心を通り自動車

の進行方向に平行な水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°の

平面並びに側方灯の中心を含む、自動車の進行方向に直交する鉛直面より前方向

30°の平面及び後方向 30°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から

見通すことができるものであること。 
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③（略） 

（2）側方灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 204 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-74-2-2（略） 

8-74-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 35 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、側方灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 204

条第 3項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方灯は、その照明部

の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

⑤（略） 

（2）次に掲げる側方灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 204 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた側方灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方灯又はこれに準ずる性能を有する側方灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた側方灯又はこれに準

ずる性能を有する側方灯 

8-74-2-2（略） 

8-74-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 35 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、側方灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 204

条第 3項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

③ 長さ 6m を超える自動車（⑧に規定する自動車を除く。）に備える側方灯は、そ

の照明部の間隔が 3,000mm 以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車に備える側方灯でその自動車の形状、構造、デザイン及び操作性により

側方灯の照明部の間隔が 3,000mm 以内に取付けることができないものにあって

は、取付けることができる 4,000mm 以内の位置）となるよう取付けられているこ

と。 

④ 長さ 6m を超える自動車（⑧に規定する自動車を除く。）に備える側方灯は、少

なくとも左右それぞれ 1個の側方灯が、その照明部の最前縁が自動車の前端から

当該自動車の長さの 3分の 1以上となり、かつ、その照明部の最後縁が自動車の

後端から当該自動車の長さの 3分の 1以上となるように取付けられていること。 

⑤ 長さ 6m を超える自動車（⑧に規定する自動車を除く。）に備える側方灯のうち

最前部に取付けられたものの照明部の最前縁は、自動車の前端から 3,000mm 以内

（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方灯でそ
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

② 側方灯は、運転者席において消灯できない構造又は前照灯、前部霧灯若しくは

車幅灯のいずれかが点灯している場合に消灯できない構造であること。 

ただし、道路交通法第 52 条第 1 項の規定により前照灯を点灯しなければなら

ない場合以外の場合において、前照灯又は前部霧灯を点灯させる場合に側方灯が

点灯しない装置を備えることができる。 

また、方向指示器又は補助方向指示器と兼用の側方灯にあっては方向指示器又

は補助方向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方

向指示器と兼用の側方灯が消灯する構造であり、前面又は後面に備える方向指示

器の性能を補完する側方灯（二輪自動車及び側車付二輪自動車に備えるものを除

く。）にあっては方向指示器又は補助方向指示器を作動させている場合に当該作

動中の方向指示器又は補助方向指示器と同時に点滅する構造でなければならな

の自動車の構造上自動車の前端から3,000mm以内に取付けることができないもの

にあっては、取付けることができる自動車の前端に近い位置）となるように取付

けられていること。 

⑥ 長さ 6m を超える自動車（⑧に規定する自動車を除く。）に備える側方灯のうち

最後部に取付けられたものの照明部の最後縁は、自動車の後端から 1,000mm 以内

（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方灯でそ

の構造上自動車の後端から1,000mm以内に取付けることができないものにあって

は、取付けることができる自動車の後端に近い位置）となるように取付けられて

いること。 

長さが 6m を超える自動車 

（参考図）（略） 

⑦ 長さが 6m 以下の自動車の両側面に備える側方灯は、前部に備える場合にあっ

てはその照明部の最前縁と自動車の前端までの距離が自動車の長さの3分の 1以

内（除雪及び土木作業その他特別の用途に使用される自動車に備える側方灯であ

って、その自動車の構造上自動車の前端から 3分の 1 以内に取付けることができ

ないものは、取付けることができる自動車の前端に近い位置）となるように、ま

た、後部に備える場合にあってはその照明部の最後縁と自動車の後端までの距離

が自動車の長さの 3分の 1 以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用され

る自動車に備える側方灯でその構造上自動車の後端から3分の 1以内に取付ける

ことができないものにあっては、取付けることができる自動車の後端に近い位

置）となるように前部又は後部に取付けられていること。 

長さが 6m 以下の自動車 

（参考図）（略） 

⑧ 長さが 6m を超え 7m 以下の自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車

定員 10 人未満の自動車に限る。）の両側面に備える側方灯は、前部に備える側方

灯のその照明部の最前縁と自動車の前端までの距離が 3,000mm 以内となるよう

に、かつ、後部に備える側方灯のその照明部の最後縁と自動車の後端までの距離

が自動車の長さの3分の 1以内となるように前部及び後部に取付けられなければ

ならない。 

⑨ 側方灯は、運転者席において消灯できない構造又は前照灯、前部霧灯若しくは

車幅灯のいずれかが点灯している場合に消灯できない構造であること。 

ただし、道路交通法第 52 条第 1 項の規定により前照灯を点灯しなければなら

ない場合以外の場合において、前照灯又は前部霧灯を点灯させる場合に側方灯が

点灯しない装置を備えることができる。 

また、方向指示器又は補助方向指示器と兼用の側方灯にあっては方向指示器又

は補助方向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方

向指示器と兼用の側方灯が消灯する構造であり、前面又は後面に備える方向指示

器の性能を補完する側方灯（二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及び

そりを有する軽自動車に備えるものを除く。）にあっては方向指示器又は補助方

向指示器を作動させている場合に当該作動中の方向指示器又は補助方向指示器
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い。 

③～④（略） 

（削除） 

 

⑤ 側方灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-74-2-1（1）

に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）側方灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 204 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-74-4（略） 

 

と同時に点滅する構造でなければならない。 

⑩～⑪（略） 

⑫ その灯光の色が赤色である側方灯は、前方を照射しないように取付けられてい

ること。 

⑬ 側方灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-74-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

8-74-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（側方灯の H面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、8-74-2-1（1）

③及び④の基準中「下方 10°」とあるのは「下方 5°」とし、専ら乗用の用に供

する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未満のも

の若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除

く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又は後部に取付けられる側方灯

（灯光の色が橙色であるものに限る。）が前面又は後面に備える方向指示器の性

能を補完する性能を有する場合にあっては 8-87-2-1（1）③表アの基準中「外側

方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とする。）を損なわないように取付けら

れなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-74-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次に掲げる側方灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 204 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた側方灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている側方灯又

はこれに準ずる性能を有する側方灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える側方灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた側方灯又はこれに準ずる性能を有する側方灯 

8-74-4（略） 

 

8-75 側方反射器 

8-75-1（略） 

8-75-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、夜間に自動車の側方にある他の交通に当該自動車の長さを示すこと

ができるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 35 条の 2第 4項関係、細目告示第 204 条第 5 項関係） 

8-75 側方反射器 

8-75-1（略） 

8-75-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、夜間に自動車の側方にある他の交通に当該自動車の長さを示すこと

ができるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 35 条の 2第 4項関係、細目告示第 204 条第 5 項関係） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

①～②（略） 

（2）側方反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 204 条第 6項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-75-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条の 2第 5項関係） 

この場合において、側方反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

204 条第 7項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える側方反射器は、その反

射部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 側方反射器は、夜間にその側方 150m の距離から走行用前照灯（その全てを照

射したときに、夜間にその前方 100m の距離にある交通上の障害物を確認できる

性能を有する走行用前照灯に限る。）で照射した場合にその反射光を照射位置か

ら確認できるものであること。 

この場合において、その反射部の大きさが 10cm2以上である側方反射器は、こ

の基準に適合するものとする。 

② 側方反射器の反射部は、三角形以外の形状であること。 

③～④（略） 

（2）次に掲げる側方反射器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 204 条第 6項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた側方反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方反射器又はこれに準ずる性能を有する側方反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた側方反射器又はこれ

に準ずる性能を有する側方反射器 

8-75-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）側方反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 35 条の 2第 5項関係） 

この場合において、側方反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

204 条第 7項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える側方反射器は、その反射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、

下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する

軽自動車以外の自動車に備える側方反射器の反射部は、側方反射器の中心を通り

自動車の進行方向に平行な水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方

10°の平面（側方反射器の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられ

ている場合にあっては、下方 5°の平面）並びに側方反射器の中心を含む、自動

車の進行方向に直交する鉛直面より側方反射器の前方向 45°の平面及び後方向

45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるよ

うに取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 8-75-2（1）①に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の
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（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える側方反射器は、その反射部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けら

れていること。 

④ 長さ 6m を超える自動車〔⑨に規定する自動車、専ら乗用の用に供する自動車

（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満のもの及び貨物の

運送の用に供する自動車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両

総重量が 3.5t 以下のもの並びにその形状がこれらの自動車の形状に類する自動

車を除く。〕に備える側方反射器は、その反射部の間隔が 3,000mm 以内（除雪及

び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方反射器でその自

動車の形状、構造、デザイン及び操作性により側方反射器の反射部の間隔が

3,000mm 以内に取付けることができないものにあっては、取付けることができる

4,000mm 以内の位置）となるよう取付けられていること。 

⑤ 長さ 6m を超える自動車（⑨に規定する自動車を除く。）に備える側方反射器は、

少なくとも左右それぞれ 1 個の側方反射器が、その反射部の最前縁が自動車の前

端から当該自動車の長さの 3分の 1以上となり、かつ、その反射部の最後縁が自

動車の後端から当該自動車の長さの3分の 1以上となるように取付けられている

こと。 

⑥ 長さ 6m を超える自動車（⑨に規定する自動車を除く。）に備える側方反射器の

うち最前部に取付けられたものの反射部の最前縁は、自動車の前端から 3,000mm

以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方反射

器でその自動車の構造上自動車の前端から3,000mm以内に取付けることができな

いものにあっては、取付けることができる自動車の前端に近い位置）となるよう

に取付けられていること。 

⑦ 長さ 6m を超える自動車（⑨に規定する自動車を除く。）に備える側方反射器の

うち最後部に取付けられたものの反射部の最後縁は、自動車の後端から 1,000mm

以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車に備える側方反射

器でその構造上自動車の後端から1,000mm以内に取付けることができないものに

あっては、取付けることができる自動車の後端に近い位置）となるように取付け

られていること。 

長さが 6m を超える自動車 

（参考図）（略） 

⑧ 長さが 6m 以下の自動車の両側面に備える側方反射器は、前部に備える場合に

あってはその反射部の最前縁と自動車の前端までの距離が自動車の長さの3分の

1 以内（除雪及び土木作業その他特別の用途に使用される自動車に備える側方反

射器であって、その自動車の構造上自動車の前端から 3分の 1以内に取付けるこ

とができないものは、取付けることができる自動車の前端に近い位置）となるよ

うに、また、後部に備える場合にあってはその反射部の最後縁と自動車の後端ま
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（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

②（略） 

（2）側方反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 204 条第 8項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-75-4（略） 

 

での距離が自動車の長さの 3分の 1以内（除雪及び土木作業その他特別な用途に

使用される自動車に備える側方反射器でその構造上自動車の後端から3分の 1以

内に取付けることができないものにあっては、取付けることができる自動車の後

端に近い位置）となるように前部又は後部に取付けられていること。 

長さが 6m 以下の自動車 

（参考図）（略） 

⑨ 長さが 6m を超え 7m 以下の自動車（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車

定員 10 人未満の自動車に限る。）の両側面に備える側方反射器は、前部に備える

側方反射器のその反射部の最前縁と自動車の前端までの距離が3,000mm以内とな

るように、かつ、後部に備える側方反射器のその反射部の最後縁と自動車の後端

までの距離が自動車の長さの3分の 1以内となるように前部及び後部に取付けら

れなければならない。 

⑩ その反射光の色が赤色である側方反射器の反射光は、自動車の後方に照射しな

いように取付けられていること。 

⑪（略） 

（2）次に掲げる側方反射器であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 204 条第 8項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた側方反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている側方反射器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている側方

反射器又はこれに準ずる性能を有する側方反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える側方反射器と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた側方反射器又はこれに準ずる性能を有する側

方反射器 

8-75-4（略） 

 

8-76 番号灯 

8-76-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面には、番号灯を備えなけれ

ばならない。（保安基準第 36 条第 1項関係） 

 

8-76-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）番号灯は、夜間に自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又

は車両番号標の番号等を確認できるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなればならな

い。（保安基準第 36 条第 2項関係、細目告示第 205 条第 1項関係） 

（削除） 

 

8-76 番号灯 

8-76-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面には、番号灯を備えなければならない。（保安基準第 36 条第 1 項関係） 

8-76-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）番号灯は、夜間に自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、回送運行許可番号標又

は車両番号標の番号等を確認できるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなればならな

い。（保安基準第 36 条第 2項関係、細目告示第 205 条第 1項関係） 

① 番号灯は、夜間後方 20m の距離から自動車登録番号標、臨時運行許可番号標、

回送運行許可番号標又は車両番号標の数字等の表示を確認できるものであるこ
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①～②（略） 

（2）番号灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 205 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-76-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）番号灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 205 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-76-4（略） 

 

と。 

この場合において、次のいずれかに該当する番号灯は、この基準に適合するも

のとする。 

ア 自動車（イ及びウに掲げるものを除く。）に備える番号灯にあっては、番

号灯試験器を用いて計測した番号標板面の照度が 8ルクス（lx）以上のもの

又は UN R4-00-S17 の 9.（種別 2に係るものに限る。）に基づく番号標板面の

輝度が 2cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える番号灯にあっては、番号灯試験

器を用いて計測した番号標板面の照度が 15 ルクス（lx）以上のもの又は UN 

R50-00-S18 の附則 5（種別 2 に係るものに限る。）に基づく番号標板面の輝

度が 1.6cd/m2以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

ウ カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車である軽自動車

（二輪の軽自動車又は小型特殊自動車により牽引されるものに限る。）に備

える番号灯にあっては、番号灯試験器を用いて計測した番号標板面の照度が

15 ルクス（lx）以上のものであり、その機能が正常であるもの。 

②～③（略） 

（2）次に掲げる番号灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 205 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられている番号灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた番号灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている番号灯又はこれに準ずる性能を有する番号灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた番号灯又はこれに準

ずる性能を有する番号灯 

④ 施行規則第 11 条第 3 項に適合すると認められた後面に備えられた字光式自動

車登録番号標 

8-76-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）次に掲げる番号灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 205 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた番号灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている番号灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている番号灯又

はこれに準ずる性能を有する番号灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える番号灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた番号灯又はこれに準ずる性能を有する番号灯 

8-76-4（略） 
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8-77 尾灯 

8-77-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く。）の後面の両側には、尾灯を備えな

ければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。

（保安基準第 37 条第 1項） 

8-77-2 性能要件 

8-77-2-1 視認等による審査 

（1）尾灯は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 37 条第 2項関係、細目告示第 206 条第 1項関係） 

① 尾灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（略） 

（2）尾灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目

告示第 206 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

8-77 尾灯 

8-77-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く。）

の後面の両側には、尾灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、尾灯を後面に 1個備えればよい。（保安基準第 37 条第 1項） 

8-77-2 性能要件 

8-77-2-1 視認等による審査 

（1）尾灯は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことができ、

かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければ

ならない。（保安基準第 37 条第 2項関係、細目告示第 206 条第 1項関係） 

① 尾灯は、夜間にその後方 300m の距離から点灯を確認できるものであり、かつ、

その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 5W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 15cm2以上

であり、かつ、その機能が正常である尾灯は、この基準に適合するものとする。 

②（略） 

③ 尾灯の照明部は、尾灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含

む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに尾灯の中心を含む、

自動車の進行方向に平行な鉛直面より尾灯の内側方向 45°の平面及び尾灯の外

側方向 80°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことがで

きるものであること。 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の側車付二輪自動車の後面の中心に備え

るものにあっては、尾灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含

む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに尾灯の中心を含む、

自動車の進行方向に平行な鉛直面から左右にそれぞれ 80°の平面より囲まれる

範囲において全ての位置から見通すことができるものであればよい。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④（略） 

（2）次に掲げる尾灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 206 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた尾灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている尾灯又はこれに準ずる性能を有する尾灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた尾灯又はこれに準ず
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8-77-2-2（略） 

8-77-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）尾灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられな

ければならない。（保安基準第 37 条第 3項関係） 

この場合において、尾灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯火

等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 206 条

第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える尾灯は、その照明部の

下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以

上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高

さ）となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

③（略） 

④ 尾灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車並びに尾灯と連動して点灯す

る運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類を備える自動車に

あっては、この限りでない。 

⑤～⑥（略） 

（削除） 

⑦ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える方向指示器又は非常

点滅表示灯と兼用の尾灯は、方向指示器又は非常点滅表示灯を作動させている場

合においては、①及び⑤の基準にかかわらず、方向の指示をしている側のもの又

は両側のものが消灯する構造であってもよい。 

 

⑧ 尾灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-77-2-1（1）

に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

 

 

る性能を有する尾灯 

8-77-2-2（略） 

8-77-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）尾灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視認

等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられな

ければならない。（保安基準第 37 条第 3項関係） 

この場合において、尾灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯火

等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 206 条

第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える尾灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁の

高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に取

付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）とな

るように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える尾灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられてい

ること。 

④ 後面の両側に備える尾灯にあっては、最外側にあるものの照明部の最外縁は、

自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられていること。 

⑤（略） 

⑥ 尾灯の点灯操作状態を運転者席の運転者に表示する装置を備えること。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに尾灯

と連動して点灯する運転者席及びこれと並列の座席の前方に設けられる計器類

を備える自動車にあっては、この限りでない。 

⑦～⑧（略） 

⑨ 尾灯は、自動車の前方を照射しないように取付けられていること。 

⑩ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える方向指示器又は非常点滅表示灯と兼用の尾灯は、方向指示器又

は非常点滅表示灯を作動させている場合においては、①及び⑦の基準にかかわら

ず、方向の指示をしている側のもの又は両側のものが消灯する構造であってもよ

い。 

⑪ 尾灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-77-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

8-77-2-1（1）③に係る部分を除く。）に掲げる性能（尾灯の H面の高さが地上 750mm

未満となるように取付けられている場合にあっては、8-77-2-1（1）③の基準中

「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とし、「内側方向 45°」とあるのは「内側

方向 20°」とし、専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、

三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）

であって乗車定員が 10 人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車（三輪
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）尾灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目

告示第 206 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-77-4（略） 

 

自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部に

取付けられている側方灯が 8-77-2-1（1）③に規定する性能を補完する性能を有

する場合にあっては 8-77-2-1（1）③の基準中「外側方向 80°」とあるのは「外

側方向 45°」とする。）を損なわないように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-77-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える尾灯には、（1）の規定のうち②

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車に備える尾灯を除く。 

この場合において、尾灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けられ

た尾灯に係る 8-77-2-1（1）③の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」と

あるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア 自動車の後面に後部上側端灯又は旅客自動車運送事業用自動車の地上 2,500mm

を超える高さの位置に後方に表示するための灯火が備えられていないこと。 

イ 自動車の後面の両側に備える尾灯が左右 2個ずつであること。 

ウ 後面の両側下部に尾灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地上

1,500mm 以下（大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに除雪及び土木作業その他

特別な用途に使用される自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるようにそれぞれ取付けら

れていること。 

エ 後面の両側上部に尾灯を備える自動車にあっては、自動車の構造上、可能な限

り最も高い位置に取付けられており、かつ、その照明部の下縁と下側に備える尾

灯の照明部の上縁との垂直方向の距離が 600mm 以上離れていること。 

（3）次に掲げる尾灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合

するものとする。（細目告示第 206 条第 4 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた尾灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている尾灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている尾灯又はこ

れに準ずる性能を有する尾灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える尾灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた尾灯又はこれに準ずる性能を有する尾灯 

8-77-4（略） 
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8-78 後部霧灯 

8-78-1（略） 

8-78-2 性能要件 

8-78-2-1 視認等による審査 

（1）後部霧灯は、霧等により視界が制限されている場合において、自動車の後方にある

他の交通からの視認性を向上させ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものと

して、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 37 条の 2 第 2項関係、細

目告示第 207 条第 1項関係） 

① 後部霧灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

②～③（略） 

（2）後部霧灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 207 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-78-2-2（略） 

8-78-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 37 条の 2第 3項関係） 

この場合において、後部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

207 条第 3項関係） 

①～③（略） 

④ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部霧灯は、その照明

部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

（削除） 

 

 

8-78 後部霧灯 

8-78-1（略） 

8-78-2 性能要件 

8-78-2-1 視認等による審査 

（1）後部霧灯は、霧等により視界が制限されている場合において、自動車の後方にある

他の交通からの視認性を向上させ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものと

して、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 37 条の 2 第 2項関係、細

目告示第 207 条第 1項関係） 

① 後部霧灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が35W以下で照明部の大きさが140cm2以下であり、

かつ、その機能が正常である後部霧灯は、この基準に適合するものとする。 

②～③（略） 

（2）次に掲げる後部霧灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 207 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた後部霧灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部霧灯又はこれに準ずる性能を有する後部霧灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた後部霧灯又はこれに

準ずる性能を有する後部霧灯 

8-78-2-2（略） 

8-78-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部霧灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 37 条の 2第 3項関係） 

この場合において、後部霧灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

207 条第 3項関係） 

①～③（略） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部霧灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,000mm 以下、下

縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

⑤ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部霧灯は、その照明部の中心が地上 1,000mm 以下となるように取付けられ

ていること。 

⑥ 後部霧灯の照明部は、制動灯の照明部から 100mm 以上離れていること。 

⑦ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車に備える後部霧灯の照明部は、後部霧灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 5°の平面及び下方 5°の平面並びに後部霧
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（削除） 

 

⑤～⑧（略） 

（削除） 

⑨（略） 

（2）後部霧灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 207 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-78-4（略） 

 

灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より後部霧灯の内側方向 25°

平面及び後部霧灯の外側方向 25°の平面により囲まれる範囲において全ての位

置から見通すことができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 8-78-2-1（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑧ 後部霧灯を 1個備える場合にあっては、当該後部霧灯の中心が車両中心面上又

はこれより右側の位置となるように取付けられていること。 

⑨～⑫（略） 

⑬ 後部霧灯は、前方を照射しないように取付けられていること。 

⑭（略） 

（2）次に掲げる後部霧灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 207 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後部霧灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部霧灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている後部霧

灯又はこれに準ずる性能を有する後部霧灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える後部霧灯と同一の構造を有し、

かつ、同一の位置に備えられた後部霧灯又はこれに準ずる性能を有する後部霧灯 

8-78-4（略） 

 

8-79 駐車灯 

8-79-1 装備要件 

自動車の前面及び後面の両側（幅 0.8m 以下の自動車にあっては、前面及び後面又は

後面）又はその両側面には、駐車灯を備えることができる。（保安基準第 37 条の 3 第 1

項） 

8-79-2 性能要件 

8-79-2-1 視認等による審査 

（1）駐車灯は、夜間に駐車している自動車の存在を他の交通に示すことができ、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。（保安基準第 37 条の 3第 2項関係、細目告示第 208 条第 1項関係） 

① 駐車灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

8-79 駐車灯 

8-79-1 装備要件 

自動車の前面及び後面の両側（カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以

下の自動車にあっては、前面及び後面又は後面）又はその両側面には、駐車灯を備える

ことができる。（保安基準第 37 条の 3 第 1項） 

8-79-2 性能要件 

8-79-2-1 視認等による審査 

（1）駐車灯は、夜間に駐車している自動車の存在を他の交通に示すことができ、かつ、

その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。（保安基準第 37 条の 3第 2項関係、細目告示第 208 条第 1項関係） 

① 駐車灯は、前面に備える駐車灯にあっては夜間前方 150m の距離から、後面に
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②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（略） 

（2）駐車灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 208 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-79-2-2（略） 

8-79-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）駐車灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

備える駐車灯にあっては夜間後方 150m の距離から、両側面に備えるものにあっ

ては夜間前方150mの距離及び夜間後方150mの距離から点灯を確認できるもので

あり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 3W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 10cm2以上

であり、かつ、その機能が正常である駐車灯は、この基準に適合するものとする。 

②（略） 

③ 前面又は後面に備える駐車灯の照明部は、駐車灯の中心を通り自動車の進行方

向に直交する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並

びに駐車灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面及び当該鉛直面より

駐車灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通

すことができるものであること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

④ 両側面に備える駐車灯の照明部は、駐車灯の中心を通り自動車の進行方向に直

交する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに駐

車灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面及び当該鉛直面より駐車灯

の外側前方向 45°の鉛直面により囲まれる範囲並びに駐車灯の中心を通り自動

車の進行方向に直行する水平線を含む、水平面より上方15°の平面及び下方15°

の平面並びに駐車灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面及び当該鉛

直面より駐車灯の外側後方向 45°の鉛直面により囲まれる範囲において全ての

位置から見通すことができるものであること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

⑤（略） 

（2）次に掲げる駐車灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 208 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた駐車灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている駐車灯又はこれに準ずる性能を有する駐車灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた駐車灯又はこれに準

ずる性能を有する駐車灯 

8-79-2-2（略） 

8-79-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）駐車灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ
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なければならない。（保安基準第 37 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、駐車灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 208

条第 3項関係） 

（削除） 

 

 

①～⑥（略） 

（削除） 

 

⑦ 駐車灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-79-2-1（1）

に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（2）駐車灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 208 条第 4項） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-79-4（略） 

 

なければならない。（保安基準第 37 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、駐車灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 208

条第 3項関係） 

① 前面又は後面の両側に備える駐車灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から

400mm 以内（被牽引自動車にあっては、150mm 以内）となるように取付けられて

いること。 

②～⑦（略） 

⑧ その灯光の色が赤色である駐車灯は、前方を照射しないように取付けられてい

ること。 

⑨ 駐車灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-79-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

8-79-2-1（1）③及び④に係る部分を除く。）に掲げる性能（駐車灯の H面の高さ

が地上 750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、8-79-2-1（1）

③及び④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」とする。）を損なわない

ように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-79-2-1（1）③及び④に規定する範囲において、

全ての位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっ

ては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定によ

り審査したときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられているこ

と。 

⑩ 駐車灯は、時間の経過により自動的に消灯しない構造であること。 

この場合において、時間の経過により自動的に消灯する構造であることが明ら

かな駐車灯は、この基準に適合しないものとする。 

（2）次に掲げる駐車灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 208 条第 4項） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた駐車灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている駐車灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている駐車灯又

はこれに準ずる性能を有する駐車灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える駐車灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた駐車灯又はこれに準ずる性能を有する駐車灯 

8-79-4（略） 

 

8-80 後部上側端灯 

8-80-1（略） 

8-80-2 性能要件 

8-80-2-1 視認等による審査 

8-80 後部上側端灯 

8-80-1（略） 

8-80-2 性能要件 

8-80-2-1 視認等による審査 
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（1）後部上側端灯は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の高さ及び幅を

示すことができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、

明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 37 条の 4 第 2項関係、細目告示第 209 条第

1項関係） 

① 後部上側端灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

 

②～③（略） 

（2）後部上側端灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとす

る。（細目告示第 209 条第 2 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-80-2-2（略） 

8-80-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部上側端灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 37 条の 4第 3項関係） 

この場合において、後部上側端灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 209 条第 3 項関係） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

①（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（1）後部上側端灯は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の高さ及び幅を

示すことができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、

明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。（保安基準第 37 条の 4 第 2項関係、細目告示第 209 条第

1項関係） 

① 後部上側端灯は、夜間にその後方 300m の距離から点灯を確認できるものであ

り、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 5W 以上 30W 以下で照明部の大きさが 15cm2以上

であり、かつ、その機能が正常である後部上側端灯は、この基準に適合するもの

とする。 

②～③（略） 

（2）次に掲げる後部上側端灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の

基準に適合するものとする。（細目告示第 209 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた後部上側端灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部上側端灯又はこれに準ずる性能を有する後部上側端灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた後部上側端灯又はこ

れに準ずる性能を有する後部上側端灯 

8-80-2-2（略） 

8-80-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部上側端灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付

けられなければならない。（保安基準第 37 条の 4第 3項関係） 

この場合において、後部上側端灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添

13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示

第 209 条第 3 項関係） 

① 後部上側端灯は、取付けることができる最高の高さに取付けられていること。 

ただし、後部上側端灯を 4 個備える場合には、上側 2 個が取付けられる最高の

高さに取付けられ、かつ、上側 2個の照明部上縁と下側 2個の照明部下縁の垂直

方向の距離が自動車の構造上可能な限り離れた位置に取付けられていること。 

② 後部上側端灯の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm 以内となるよう

に取付けられていること。 

③（略） 

④ 後部上側端灯は、その照明部と尾灯の照明部を車両中心面に直交する鉛直面に

投影したときに 200mm 以上離れるような位置に取付けられていること。 

⑤ 後部上側端灯の照明部は、後部上側端灯の中心を通り自動車の進行方向に直交

する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面（後部上側端灯の H面の高さが地

上 2,100mm を超えるように取付けられている場合にあっては、上方 5°の平面）

及び下方 15°の平面並びに後部上側端灯の中心を含む、自動車の進行方向に平行
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②～④（略） 

（削除） 

 

⑤（略） 

（2）後部上側端灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとす

る。（細目告示第 209 条第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-80-4（略） 

 

な鉛直面及び当該鉛直面より後部上側端灯の外側方向 80°の平面により囲まれ

る範囲において全ての位置から見通すことができるものであること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 8-80-2-1（1）①に規定する照明部の大き

さを有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥～⑧（略） 

⑨ 後部上側端灯は、その照射光が自動車の前方を照射しないように取付けられて

いること。 

⑩（略） 

（2）次に掲げる後部上側端灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 209 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後部上側端灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部上側端灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている後

部上側端灯又はこれに準ずる性能を有する後部上側端灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える後部上側端灯と同一の構造を

有し、かつ、同一の位置に備えられた後部上側端灯又はこれに準ずる性能を有す

る後部上側端灯 

8-80-4（略） 

 

8-81 後部反射器 

8-81-1（略） 

8-81-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 38 条第 2項関係、細目告示第 210 条第 1項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

8-81 後部反射器 

8-81-1（略） 

8-81-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、夜間に自動車の後方にある他の交通に当該自動車の幅を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 38 条第 2項関係、細目告示第 210 条第 1項関係） 

① 後部反射器（被牽引自動車に備えるものを除く。）の反射部は、三角形以外の

形状であること。 

② 被牽引自動車に備える後部反射器の反射部は、正立正三角形又は帯状部の幅が

一辺の 5分の 1以上の中空の正立正三角形であって、一辺が 150mm 以上 200mm 以

下のものであること。 

③ 後部反射器は、夜間にその後方 150m の距離から走行用前照灯（その全てを照
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①～②（略） 

（2）後部反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 210 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-81-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条第 3項関係） 

この場合において、後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

210 条第 3項関係） 

① 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える後部反射器は、その反

射部の下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

射したときに、夜間にその前方 100m の距離にある交通上の障害物を確認できる

性能を有する走行用前照灯に限る。）で照射した場合にその反射光を照射位置か

ら確認できるものであること。 

この場合において、その反射部の大きさが 10cm2以上である後部反射器は、こ

の基準に適合するものとする。 

④～⑤（略） 

（2）次に掲げる後部反射器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 210 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた後部反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部反射器又はこれに準ずる性能を有する後部反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた後部反射器又はこれ

に準ずる性能を有する後部反射器 

8-81-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条第 3項関係） 

この場合において、後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

210 条第 3項関係） 

① 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える後部反射器は、その反射部の上縁の高さが地上 1,500mm 以下、

下縁の高さが地上 250mm 以上となるように取付けられていること。 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える後部反射器は、その反射部の中心が地上 1,500mm 以下となるように取付けら

れていること。 

③ 最外側にある後部反射器の反射部は、その最外縁が自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 

ただし、二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備えるものに

あってはその中心が車両中心面上、側車付二輪自動車の二輪自動車部分に備える

ものにあってはその中心が二輪自動車部分の中心面上となるように取付けられ

ていればよい。 

④ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車及び被牽引自動

車以外の自動車に備える後部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車

の進行方向に直交する水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 10°

の平面（後部反射器の H面の高さが地上 750mm 未満となるように取付けられてい

る場合にあっては、下方 5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の

進行方向に平行な鉛直面より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器

の外側方向 30°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すこと
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②（略） 

（削除） 

③（略） 

（2）後部反射器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 210 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-81-4（略） 

ができるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 8-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車以外の被牽引自

動車に備える後部反射器の反射部は、後部反射器の中心を通り自動車の進行方向

に直交する水平線を含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面（後

部反射器のH面の高さが地上750mm未満となるように取付けられている場合にあ

っては、下方 5°の平面）並びに後部反射器の中心を含む、自動車の進行方向に

平行な鉛直面より後部反射器の内側方向 30°の平面及び後部反射器の外側方向

30°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるよ

うに取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部のうち、少なくとも 8-81-2（1）③に規定する反射部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

⑥（略） 

⑦ 後部反射器は、自動車の前方に表示しないように取付けられていること。 

⑧（略） 

（2）次に掲げる後部反射器であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 210 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後部反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後部反射器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている後部

反射器又はこれに準ずる性能を有する後部反射器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える後部反射器と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた後部反射器又はこれに準ずる性能を有する後

部反射器 

8-81-4（略） 
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8-82 大型後部反射器 

8-82-1（略） 

8-82-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車の存在を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 38 条の 2第 2項関係、細目告示第 211 条第 1項関係） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

①（略） 

（2）大型後部反射器の性能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 211 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

8-82-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 38 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、大型後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 211 条第 3項関係） 

①（略） 

② 大型後部反射器は、その下縁の高さが地上 250mm 以上（セミトレーラであって、

自動車の構造上、大型後部反射器を地上 250mm 以上の位置に取付けることができ

ない場合には、地上 250mm より下のできるだけ高い位置）となるように取付けら

れていること。 

 

8-82 大型後部反射器 

8-82-1（略） 

8-82-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車の存在を示すことが

できるものとして、反射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 38 条の 2第 2項関係、細目告示第 211 条第 1項関係） 

① 大型後部反射器は、反射部又は反射部及び蛍光部からなる一片の長さが 130mm

以上、幅が 130mm 以上 150mm 以下（被牽引自動車に備えるものにあっては、195mm

以上 230mm 以下）の長方形であり、かつ、長さの合計が 1,130mm 以上 2,300mm 以

下であること。 

② 被牽引自動車に備える大型後部反射器は、黄色の反射部が赤色の反射部又は蛍

光部によって囲まれており、かつ、黄色の反射部を囲む赤色の反射部又は蛍光部

の幅が 40±1mm であること。 

③ 被牽引自動車以外の自動車に備える大型後部反射器は、黄色の反射部及び赤色

の反射部又は蛍光部からなる水平面と 45±5°の角度をなす縞模様であり、かつ、

黄色の反射部及び赤色の反射部又は蛍光部の幅が 100±2.5mm であること。 

④（略） 

（2）次に掲げる大型後部反射器であって、その性能を損なう損傷等のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 211 条第 2 項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた大型後部反射器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている大型後部反射器 

③ 法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の指定を受けた大型後部反射器 

④ ③に準ずる性能を有する大型後部反射器 

8-82-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）大型後部反射器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 38 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、大型後部反射器の反射部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 211 条第 3項関係） 

①（略） 

② 大型後部反射器は、その下縁の高さが地上 250mm 以上（セミトレーラであって、

自動車の構造上、大型後部反射器を地上 250mm 以上の位置に取付けることができ

ない場合には、地上 250mm より下のできるだけ高い位置）であり、かつ、大型後

部反射器の上縁の高さが地上 1,500mm 以下（自動車の構造上、大型後部反射器を

地上 1,500mm 以下に取付けることができない場合には、地上 2,100mm より下であ
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（略） 

（削除） 

 

④（略） 

（2）大型後部反射器の性能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 211 条第 4項関係） 

 

8-82-4（略） 

 

り、かつ、地上 1,500mm を超えるできるだけ低い位置）となるように取付けられ

ていること。 

③ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）、小型特殊自動車及びセミトレー

ラを牽引する牽引自動車以外の自動車に備える大型後部反射器の反射部及び蛍

光部は、当該大型後部反射器の中心を含む自動車の進行方向に直交する水平面よ

り上方 15°の平面及び下方 15°の平面（当該大型後部反射器の上縁の高さが地

上 750mm 未満の位置に取付けられている場合には、下方 5°の平面）並びに当該

大型後部反射器の中心を含む自動車の進行方向に平行な鉛直面より左方 30°及

び右方 30°の平面により囲まれる範囲において、全ての位置から見通すことがで

きるように取付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる反射部及び蛍光部のうち、少なくとも 8-82-2（1）に規定する性能を

損なわない部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

④（略） 

⑤ 大型後部反射器は、自動車の後面に当該大型後部反射器の反射面を後方に向け

て、かつ、当該大型後部反射器の下端が水平になるように取付けられていること。 

⑥（略） 

（2）指定自動車等に備えられた大型後部反射器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた大型後部反射器であってその性能を損なう損傷等のないものは、（1）の

基準に適合するものとする。（細目告示第 211 条第 4項関係） 

8-82-4（略） 

 

8-83 再帰反射材 

8-83-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

（削除） 

8-83-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）再帰反射材は、光を光源方向に効果的に反射することにより夜間に自動車の側方又

は後方にある他の交通に当該自動車の長さ又は幅を示すことができるものとして、反

射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切な方法により審査した

ときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 38 条の 3 第 2項

関係、細目告示第 211 条の 2第 1項関係） 

（削除） 

8-83 再帰反射材 

8-83-1 装備要件 

自動車（次に掲げるものを除く。）の両側面及び後面には再帰反射材を備えることが

できる。（保安基準第 38 条の 3第 1項関係） 

①～④（略） 

⑤ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

8-83-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）再帰反射材は、光を光源方向に効果的に反射することにより夜間に自動車の側方又

は後方にある他の交通に当該自動車の長さ又は幅を示すことができるものとして、反

射光の色、明るさ、反射部の形状等に関し、視認等その他適切な方法により審査した

ときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 38 条の 3 第 2項

関係、細目告示第 211 条の 2第 1項関係） 

① 再帰反射材は、テープ状又はシート状で、テープ状の場合の幅は、50mm 以上
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①（略） 

（削除） 

 

②（略） 

（削除） 

 

（2）再帰反射材の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 211 条の 2 第 2 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-83-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）再帰反射材は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条の 3 第 3 項関係、細目告示第 211 条の 2 第 3

項関係） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60mm 以下であること。 

②（略） 

③ 再帰反射材は、線状再帰反射材、輪郭表示再帰反射材（完全輪郭表示再帰反射

材又は部分輪郭表示再帰反射材）又は特徴等表示再帰反射材のいずれかとする。 

④（略） 

⑤ 特徴等表示再帰反射材は、輪郭表示再帰反射材よりも明らかに低い反射係数を

持つものであること。 

（2）次に掲げる再帰反射材であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 211 条の 2 第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた再帰反射材 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている再帰反射材又はこれに準ずる性能を有する再帰反射材 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた再帰反射材又はこれ

に準ずる性能を有する再帰反射材 

8-83-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）再帰反射材は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 38 条の 3 第 3 項関係、細目告示第 211 条の 2 第 3

項関係） 

① 線状再帰反射材は、地面にできるだけ平行に取付けられていること。 

② 輪郭表示再帰反射材は、地面にできるだけ平行又は垂直に取付けられているこ

と。 

③ 自動車の側面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、車両中心線

上の鉛直面にできるだけ平行に取付けられていること。 

また、自動車の後面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、車両

中心線に直交する鉛直面にできるだけ平行に取付けられていること。これにより

がたい場合は、車両の外形の輪郭に可能な限り近くなるように取付けること。 

④ 自動車の側面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、自動車〔セ

ミトレーラを牽引する牽引自動車にあっては運転台（バンパその他の附属品を含

む。）をいい、被牽引自動車にあっては連結装置を除く部分をそれぞれいう。〕の

前端及び後端からそれぞれ最も近い位置に取付けられている再帰反射材までの

距離が 600mm 以内のできるだけ前端（自動車の前端からの距離が 2,400mm 以内の

位置に、600mm 以内の間隔で 25cm2 以上の大きさの反射器が取付けられている場

合にあっては、2,400mm 以内のできる限り前端）及び後端に近い位置に取付けら

れており、かつ、連続した再帰反射材の長さの合計が当該自動車〔セミトレーラ

を牽引する牽引自動車にあっては運転台（バンパその他の附属品を含む。）をい

い、被牽引自動車にあっては連結装置を除く部分をそれぞれいう。〕の長さの 70％

以上であること。 

この場合において、水平方向の再帰反射材の不連続部分であって、鉛直方向か
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（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

① 線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材のうち車両の下部にあるものは、下縁

の高さが地上 250mm 以上に取付けられていること。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

ら重なって見える部分は連続しているものとみなす。 

⑤ 自動車の後面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、自動車の最

外側からできるだけ近い位置に取付けられており、かつ、連続した再帰反射材の

長さの合計が当該自動車の幅の 70％以上であること。 

この場合において、水平方向の再帰反射材の不連続部分であって、鉛直方向か

ら重なって見える部分は連続しているものとみなす。 

⑥ 不連続の線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、④及び⑤の規定におい

て、隣り合う再帰反射材の間隔が隣り合う再帰反射材のうち短い方の再帰反射材

の長さの 50％以下（自動車の構造上短い方の 50％以下に取付けることができな

い自動車にあっては、1,000mm 以下のできるだけ短い間隔）である場合には、連

続しているものとみなす。 

⑦ 線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材のうち車両の下部にあるものは、下縁

の高さが地上 250mm 以上 2,500mm 以下（自動車の形状、構造、デザイン及び操作

性により、再帰反射材を地上 2,500mm 以下に取付けることができない場合におい

ては、地上 2,500mm 以上のできるだけ低い位置）に取付けられていること。 

また、輪郭表示再帰反射材のうち車両の上部にあるものは、輪郭表示再帰反射

材の上縁と当該自動車の上端を車両中心線と平行な鉛直面にそれぞれ投影した

際の鉛直方向の長さが 400mm 以内のできるだけ高い位置に取付けられているこ

と。 

⑧ 部分輪郭表示再帰反射材のうちそれぞれの上部の端部及び隅角部にあるもの

（コーナーマーク）は、一辺の長さが 250mm 以上のテープ状の再帰反射材であり、

かつ、互いに直角に取付けられていること。これらによりがたい場合は、車両の

外形の輪郭に可能な限り近くなるように取付けること。 

⑨ 特徴等表示再帰反射材は、他の灯火等の効果を阻害しないように、自動車側面

の輪郭表示再帰反射材の内側に限って取付けられていること。 

⑩ 自動車の後面に備える再帰反射材は、当該反射部と当該自動車の制動灯（後面

の両側上部に備えるものを除く。）の照明部をそれぞれ車両中心面に直交する鉛

直面に投影した場合において、当該投影部が互いに 200mm 以上離れるように取付

けられていること。 

⑪ 自動車の後面に備える大型後部反射器は、⑤の規定により再帰反射材の長さを

合計する場合において、再帰反射材の一部とみなすことができる。 

⑫ 自動車の後面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、自動車の後

端から 25m 後方にある車両中心線に直交する鉛直面における地上 1,000mm から

1,500mm までの範囲並びに自動車の後端における車両中心線に直交する鉛直面と

自動車の最外側における車両中心線に平行な鉛直面が交わる部分から、自動車の

外側方向に左右それぞれ 4°傾斜させた平面により囲まれる範囲において、全て

の位置から当該反射部の 70％以上の部分を見通すことができるものであること。 

⑬ 自動車の側面に備える線状再帰反射材及び輪郭表示再帰反射材は、自動車の最

外側から 25m後方にある車両中心線と平行な鉛直面における地上 1mから 1.5mま

での範囲並び自動車の最外側における車両中心線と平行な鉛直面と自動車の前
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（2）再帰反射材の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 211 条の 2 第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

8-83-4（略） 

 

端及び後端における車両中心線に直交する鉛直面が交わる部分から、自動車の前

端にあっては前方向に4°傾斜させた平面、自動車の後端にあっては後方向に4°

傾斜させた平面によりそれぞれ囲まれる範囲において、全ての位置から反射部の

70％以上の部分を見通すことができるものであること。 

（2）次に掲げる再帰反射材であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 211 条の 2 第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた再帰反射材 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている再帰反射材と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている再帰

反射材又はこれに準ずる性能を有する再帰反射材 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の指定を受けた自動車に備える再帰反射材と同一の構造を有し、かつ、同一

の位置に備えられた再帰反射材又はこれに準ずる性能を有する再帰反射材 

（取付例）（略） 

（参考図）（略） 

8-83-4（略） 

 

8-84 制動灯 

8-84-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車を除く｡）の後面の両側には、制動灯を備え

なければならない。 

 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車には、制動灯を後面に 1 個備えればよ

い。（保安基準第 39 条第 1項） 

8-84-2 性能要件 

8-84-2-1 視認等による審査 

（1）制動灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が主制動装置（牽引自動車と

被牽引自動車を連結した場合においては、当該牽引自動車又は当該被牽引自動車の主

制動装置）又は補助制動装置を操作していることを示すことができ、かつ、その照射

光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 39 条第 2項関係、細目告示第 212 条第 1項関係） 

① 制動灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

 

②～③（略） 

（削除） 

8-84 制動灯 

8-84-1 装備要件 

自動車（最高速度 20km/h 未満の軽自動車及び小型特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m

以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以下の小型特殊自動車に限る。）を除く｡）

の後面の両側には、制動灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに幅 0.8m 以下の自動

車には、制動灯を後面に 1 個備えればよい。（保安基準第 39 条第 1項） 

8-84-2 性能要件 

8-84-2-1 視認等による審査 

（1）制動灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が主制動装置（牽引自動車と

被牽引自動車を連結した場合においては、当該牽引自動車又は当該被牽引自動車の主

制動装置）又は補助制動装置を操作していることを示すことができ、かつ、その照射

光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保

安基準第 39 条第 2項関係、細目告示第 212 条第 1項関係） 

① 制動灯は、昼間にその後方 100m の距離から点灯を確認できるものであり、か

つ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 15W 以上 60W 以下で照明部の大きさが 20cm2以

上であり、かつ、その機能が正常である制動灯は、この基準に適合するものとす

る。 

②～③（略） 

④ 制動灯の照明部は、制動灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を
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④（略） 

（2）制動灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 212 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-84-2-2（略） 

8-84-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 39 条第 3 項関係） 

この場合において、制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 212

条第 3項関係、適用関係告示第 42 条第 15 号） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える制動灯は、その照明部

の下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm

以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高

さ）となるように取付けられていること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

含む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに制動灯の中心を含

む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より制動灯の内側方向 45°の平面及び制動

灯の外側方向 45°の平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すこ

とができるものであること。 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の側車付二輪自動車の後面の中心に備え

るものにあっては、制動灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平面を含

む、水平面より上方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに制動灯の中心を含む、

自動車の進行方向に平行な鉛直面から左右にそれぞれ 45°の平面より囲まれる

範囲において全ての位置から見通すことができるものであればよい。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の大きさを有する部分

を見通せることをいう。 

⑤（略） 

（2）次に掲げる制動灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 212 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた制動灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動灯又はこれに準ずる性能を有する制動灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた制動灯又はこれに準

ずる性能を有する制動灯 

8-84-2-2（略） 

8-84-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 39 条第 3 項関係） 

この場合において、制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第 212

条第 3項関係、適用関係告示第 42 条第 15 号） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える制動灯は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm 以下、下縁

の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm 以上に

取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高さ）と

なるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える制動灯は、その照明部の中心が地上 2,000mm 以下となるように取付けられて

いること。 

④ 後面の両側に備える制動灯にあっては、最外側にあるものの照明部の最外縁



新旧対照表 

409 / 521 

新 旧 

 

③～⑤（略） 

（削除） 

⑥ 制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-84-2-1（1）

に掲げた性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）制動灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 212 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

は、自動車の最外側から 400mm 以内となるように取付けられていること。 

⑤～⑦（略） 

⑧ 制動灯は、自動車の前方を照射しないように取付けられていること。 

⑨ 制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-84-2-1（1）

（大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては、

8-84-2-1（1）④に係る部分を除く。）に掲げた性能（制動灯の H面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている場合にあっては、8-84-2-1（1）に掲げ

た性能のうち 8-84-2-1（1）④の基準中「下方 15°」とあるのは「下方 5°」と

し、「内側方向 45°」とあるのは「内側方向 20°」とする。）を損なわないよう

に取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-84-2-1（1）④に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次のアからエまでの規定に適合する自動車に備える制動灯には、（1）の規定のうち

②の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車に備える制動灯を除く。 

この場合において、制動灯の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付けら

れた制動灯に係る 8-84-2-1（1）④の規定の適用に当たっては、同規定中「上方 15°」

とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア 自動車の後面に補助制動灯が備えられていないこと。 

イ 自動車の後面の両側に制動灯が左右 2個ずつであること。 

ウ 後面の両側下部に制動灯を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さが地

上 1,500mm 以下（大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに除雪及び土木作業その

他特別な用途に使用される自動車にあっては、地上 2,100mm 以下）であり、かつ、

照明部の最外縁が自動車の最外側から400mm以内となるようにそれぞれ取付けら

れていること。 

エ 後面の両側上部に制動灯を備える自動車にあっては、自動車の構造上、可能な

限り最も高い位置に取付けられており、かつ、その照明部の下縁と下側に備える

制動灯の照明部の上縁との垂直方向の距離が 600mm 以上離れていること。 

（3）次に掲げる制動灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 212 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた制動灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている制動灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている制動灯又

はこれに準ずる性能を有する制動灯 
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（削除） 

 

 

8-84-4（略） 

 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える制動灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた制動灯又はこれに準ずる性能を有する制動灯 

8-84-4（略） 

 

8-85 補助制動灯 

8-85-1 装備要件 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を

除く。）の後面には、補助制動灯を備えなければならない。（保安基準第 39 条の 2 第 1

項） 

（1）～（2）（略） 

8-85-2 性能要件 

8-85-2-1 視認等による審査 

（1）補助制動灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が主制動装置（牽引自動

車と被牽引自動車を連結した場合においては、当該牽引自動車又は当該被牽引自動車

の主制動装置）又は補助制動装置を操作していることを示すことができ、かつ、その

照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。

（保安基準第 39 条の 2 第 2項関係、細目告示第 213 条第 1項関係） 

①～②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（略） 

（2）補助制動灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 213 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

8-85 補助制動灯 

8-85-1 装備要件 

次に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそり

を有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）の後面には、補助制動灯を備えなけれ

ばならない。（保安基準第 39 条の 2第 1項） 

（1）～（2）（略） 

8-85-2 性能要件 

8-85-2-1 視認等による審査 

（1）補助制動灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が主制動装置（牽引自動

車と被牽引自動車を連結した場合においては、当該牽引自動車又は当該被牽引自動車

の主制動装置）又は補助制動装置を操作していることを示すことができ、かつ、その

照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その

他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。

（保安基準第 39 条の 2 第 2項関係、細目告示第 213 条第 1項関係） 

①～②（略） 

③ 補助制動灯の照明部は、補助制動灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する

水平線を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 5°の平面並びに補助制動灯

の中心を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面より補助制動灯の内側方向 10°

の平面及び補助制動灯の外側方向 10°の平面により囲まれる範囲において全て

の位置から見通すことができるものであること。 

ただし、二輪自動車及び幅 0.8m 以下の側車付二輪自動車の後面の中心に備え

るものにあっては、補助制動灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平面

を含む、水平面より上方 10°の平面及び下方 5°の平面並びに補助制動灯の中心

を含む、自動車の進行方向に平行な鉛直面から左右にそれぞれ 10°の平面より囲

まれる範囲において全ての位置から見通すことができるものであればよい。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①及び②に規定する性能を損なわない部分

を見通せることをいう。 

④（略） 

（2）次に掲げる補助制動灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 213 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた補助制動灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ
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（削除） 

 

8-85-2-2（略） 

8-85-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 39 条の 2第 3項関係） 

この場合において、補助制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

213 条第 3項関係） 

① 補助制動灯の数は、1個であること。 

ただし、自動車の構造上その照明部の中心を車両中心面上に取付けることがで

きないものにあっては、補助制動灯を車両中心面の両側に 1個ずつ取付けること

ができる。 

②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

③～⑥（略） 

（削除） 

⑦ 補助制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-85-2-1

（1）に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

（2）補助制動灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 213 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

ている補助制動灯又はこれに準ずる性能を有する補助制動灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた補助制動灯又はこれ

に準ずる性能を有する補助制動灯 

8-85-2-2（略） 

8-85-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助制動灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。（保安基準第 39 条の 2第 3項関係） 

この場合において、補助制動灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

213 条第 3項関係） 

① 補助制動灯の数は、1個であること。 

ただし、③ただし書の規定により車両中心面の両側に 1個ずつ取付ける場合に

あっては、この限りでない。 

 

②（略） 

③ 補助制動灯の照明部の中心は、車両中心面上にあること。 

ただし、自動車の構造上その照明部の中心を車両中心面上に取付けることがで

きないものにあっては、照明部の中心を車両中心面から 150mm までの間に取付け

るか、又は補助制動灯を車両中心面の両側に 1個ずつ取付けることができる。 

この場合において、両側に備える補助制動灯の取付位置は、取付けることので

きる車両中心面に最も近い位置であること。 

④～⑦（略） 

⑧ 補助制動灯は、自動車の前方を照射しないように取付けられていること。 

⑨ 補助制動灯は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-85-2-1

（1）に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-85-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（2）次に掲げる補助制動灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 213 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた補助制動灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている補助制動灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている補助

制動灯又はこれに準ずる性能を有する補助制動灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える補助制動灯と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた補助制動灯又はこれに準ずる性能を有する補
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8-85-4（略） 

 

助制動灯 

8-85-4（略） 

 

8-86 後退灯 

8-86-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらによ

り牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 40 条第 1項） 

 

 

8-86-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が後退していることを示すこ

とができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 40 条第 2項関係、細目告示第 214 条第 1項関係）

① 後退灯の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

 

 

②～③（略） 

（2）後退灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 214 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-86-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 40 条第 3 項関係、細目告示第 214 条第 3項関係） 

 

 

 

 

 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の下縁の高さが 250mm 以上となるように取付けられなけ

8-86 後退灯 

8-86-1 装備要件 

自動車には、後退灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、小型

特殊自動車（長さ 4.7m 以下、幅 1.7m 以下、高さ 2.0m 以下、かつ、最高速度 15km/h 以

下の小型特殊自動車に限る。）並びに幅 0.8m 以下の自動車並びにこれらにより牽引され

る被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 40 条第 1 項） 

8-86-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、自動車の後方にある他の交通に当該自動車が後退していることを示すこ

とができ、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 40 条第 2項関係、細目告示第 214 条第 1項関係） 

① 後退灯は、昼間にその後方 100m の距離から点灯を確認できるものであり、か

つ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、その光源が 15W 以上 75W 以下で照明部の大きさが 20cm2以

上であり、かつ、その機能が正常である後退灯は、この基準に適合するものとす

る。 

②～③（略） 

（2）次に掲げる後退灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 214 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた後退灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後退灯又はこれに準ずる性能を有する後退灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた後退灯又はこれに準

ずる性能を有する後退灯 

8-86-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）後退灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、視

認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。 

ただし、②ただし書の後退灯であって⑤の規定に適合するものは、②前段の規定に

適合するものとする。 

また、④ただし書の後退灯であって、独立した操作装置により消灯させることがで

きるものは、当該基準に適合するものとする。（保安基準第 40 条第 3 項関係、細目告

示第 214 条第 3項関係） 

①～②（略） 

③ 後退灯は、その照明部の上縁の高さが地上 1,200mm 以下（大型特殊自動車及び
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ればならない。 

 

 

長さが 6m を超えるバス・トラック 

（参考図）（略） 

④ 後退灯は、変速装置（被牽引自動車にあっては、その牽引自動車の変速装置）

を後退の位置に操作しており、かつ、原動機の操作装置が始動の位置にあるとき

にのみ点灯する構造であること。 

また、①アに掲げる自動車に備える後退灯であって、2 個を超えて備えるもの

については、尾灯及び車幅灯が点灯し、変速装置（被牽引自動車にあっては、そ

の牽引自動車の変速装置）を後退の位置に操作しており、かつ、原動機の操作装

置が始動の位置にあるときにのみ点灯する構造でなければならない。 

ただし、②ただし書の規定により自動車の側面に備える後退灯にあっては、変

速装置を後退の位置から前進の位置等に操作した状態において、自動車の速度が

10km/h に達するまでの間点灯し続けるものとすることができる。 

この場合において、後退灯は、独立した操作装置によって点灯した後退灯を消

灯させることができる構造でなければならない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型特殊自動車に備える後退灯であって、その自動車の構造上地上 1,200mm 以下

に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最低の高さ）、

下縁の高さが 250mm 以上となるように取付けられなければならない。 

長さが 6m を超えるバス・トラック 

（参考図）（略） 

④ 後退灯は、変速装置（被牽引自動車にあっては、その牽引自動車の変速装置）

を後退の位置に操作しており、かつ、原動機の操作装置が始動の位置にあるとき

にのみ点灯する構造であること。 

また、①アに掲げる自動車に備える後退灯であって、2 個を超えて備えるもの

については、尾灯及び車幅灯が点灯し、変速装置（被牽引自動車にあっては、そ

の牽引自動車の変速装置）を後退の位置に操作しており、かつ、原動機の操作装

置が始動の位置にあるときにのみ点灯する構造でなければならない。 

ただし、（1）②ただし書の規定により自動車の側面に備える後退灯にあっては、

変速装置を後退の位置から前進の位置等に操作した状態において、自動車の速度

が 10km/h に達するまでの間点灯し続けるものとすることができる。 

この場合において、後退灯は、独立した操作装置によって点灯した後退灯を消

灯させることができる構造でなければならない。 

⑤ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車以外の自動

車の後面に備える後退灯の照明部は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

平面により囲まれる範囲において全ての位置から見通すことができるように取

付けられていること。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも 8-86-2（1）①に規定する照明部の大きさ

を有する部分を見通せることをいう。 

ただし、自動車の構造上、全ての位置から見通すことができるように取付ける

ことができない場合にあっては、別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の

測定方法」3.4.の規定により審査したときに、可能な限り見通すことができる位

置に取付けられていること。 

また、後退灯を自動車の側面に取付ける場合にあっては、その基準軸が車両中

心線を含む鉛直面と平行な当該灯火の取付部を含む鉛直面に対して 15°以内の

傾斜で側方に水平又は下方に向いているものは前段の基準に適合するものとす

る。 

ア 後退灯を 1個備える場合 

後退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、水平面

より上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中心を含む、自動

車の進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 45°の平面及び後退

灯の外側方向 45°の平面 

イ 後退灯を 2個以上備える場合 

車両中心面に対して対称な位置に取付けられているものについては、後
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⑤～⑧（略） 

（2）後退灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細

目告示第 214 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-86-4（略） 

 

退灯の中心を通り自動車の進行方向に直交する水平線を含む、水平面より

上方 15°の平面及び下方 5°の平面並びに後退灯の中心を含む、自動車の

進行方向に平行な鉛直面より後退灯の内側方向 30°の平面及び後退灯の

外側方向 45°の平面 

⑥～⑨（略） 

（2）次に掲げる後退灯であってその機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 214 条第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後退灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後退灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている後退灯又

はこれに準ずる性能を有する後退灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える後退灯と同一の構造を有し、か

つ、同一の位置に備えられた後退灯又はこれに準ずる性能を有する後退灯 

8-86-4（略） 

 

8-87 方向指示器 

8-87-1（略） 

8-87-2 性能要件 

8-87-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 41 条第 2項関係、細目告示第 215 条第 1項関係） 

① 方向指示器の照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

 

 

8-87 方向指示器 

8-87-1（略） 

8-87-2 性能要件 

8-87-2-1 視認等による審査 

（1）方向指示器は、自動車が右左折又は進路の変更をすることを他の交通に示すことが

でき、かつ、その照射光線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 41 条第 2項関係、細目告示第 215 条第 1項関係） 

① 方向指示器は、方向の指示を表示する方向 100m〔8-87-3（1）③、④（自動車

の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）、⑤又は⑥（④の規定により自動

車の両側面の中央部に備える方向指示器を除く。）の規定により自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、30m〕の位置から昼間において点灯を確認でき

るものであり、かつ、その照射光線は、他の交通を妨げないものであること。 

この場合において、次の第 1表に掲げる性能を有するものであって、かつ、そ

の機能が正常である方向指示器は、この基準に適合するものとする。 

第 1表 

方向指示器の種類 自動車の種類 

要件 

光源の W数
照明部の面

積 

ア 方向の指示を

前方又は後方に

対して表示する

長さ 6m 以上の自動車 15W 以上 

60W 以下 
40cm2以上 

二輪自動車、側車付二輪自動 10W 以上 7cm2以上 
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ための方向指示

器 

車及び三輪自動車並びにカ

タピラ及びそりを有する軽

自動車 

60W 以下 

その他 15W 以上 

60W 以下 
20cm2以上 

イ 8-87-3（1）③、

④、⑤又は⑥の

規定により自動

車の両側面に備

える方向指示器

（8-87-3（2）⑨

に規定するもの

を除く。） 

平成 22 年 4 月 1 日以後に製

作された長さが 6m を超える

自動車 

6W 以上 

60W 以下 

20cm2以上 

（※1） 

平成 18 年 1 月 1 日から平成

22年 3月 31日以前に製作さ

れた長さ 6m 以上の自動車及

び平成 22 年 4 月 1 日以後に

製作された長さ 6m の自動車

3W 以上 

60W 以下 

20cm2以上 

（※1） 

その他 3W 以上 

30W 以下 

10cm2以上 

（※1） 

ウ 8-87-3（2）⑨

の規定により自

動車の両側面に

備える方向指示

器 

 

15W 以上 

60W 以下 

40cm2以上 

（※1） 

エ 8-87-3（2）⑩

の規定により自

動車の両側面に

3 個ずつ備える

方向指示器 

 

3W 以上 

30W 以下 

10cm2以上 

（※1） 

※1：各照明部の車両中心線上の鉛直面への投影面積及び車両中心線上の鉛直面

と 45°に交わる鉛直面への投影面積をいう。 

 

②（略） 

（削除） 

 

 

②（略） 

③ 方向指示器の照明部は、次の表の左欄に掲げる方向指示器の種別に応じ、同表

の右欄に掲げる範囲において全ての位置から見通すことができるものであるこ

と。 

この場合において、「全ての位置から見通すことができる」とは、別添 13「灯

火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査したときに、

対象となる照明部のうち、少なくとも①に規定する照明部の面積を有する部分を

見通せることをいう。 

方向指示器の種別 範囲 

ア 二輪自動車及び側車付二輪自

動車以外の自動車の前面又は後

方向指示器の中心を通り自動車の進行方

向に直交する水平線を含む、水平面より上
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面に備える方向指示器 方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに

方向指示器の中心を含む、自動車の進行方

向に平行な鉛直面より方向指示器の内側

方向 45°の平面及び方向指示器の外側方

向 80°の平面により囲まれる範囲。 

ただし、方向指示器の H 面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている

場合にあっては、下方は 5°まで、H 面よ

り下方の内側については 20°までの範囲

としてもよい。 

イ 二輪自動車及び側車付二輪自

動車の前面又は後面に備える方

向指示器 

方向指示器の中心を通り自動車の進行方

向に直交する水平線を含む、水平面より上

方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに

方向指示器の中心を含む、自動車の進行方

向に平行な鉛直面より方向指示器の内側

方向 20°の平面及び方向指示器の外側方

向 80°の平面により囲まれる範囲。 

ただし、方向指示器の H 面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている

場合にあっては、下方は 5°までの範囲と

してもよい。 

ウ エに掲げる自動車以外の自動

車の両側面に備える方向指示器

（8-87-3（2）⑨に規定するもの

を除く。）及び 8-87-3（2）⑩に

規定により両側面に 3 個ずつ備

える方向指示器 

方向指示器の中心を通り自動車の進行方

向に直交する水平線を含む、水平面より上

方 15°の平面及び下方 15°の平面並びに

方向指示器の中心を含む、自動車の進行方

向に平行な鉛直面であって方向指示器の

中心より後方にあるものより方向指示器

の外側方向 5°の平面及び方向指示器の外

側方向 60°の平面により囲まれる範囲。 

ただし、方向指示器の H 面の高さが地上

750mm 未満となるように取付けられている

場合にあっては、下方は 5°までの範囲と

してもよい。 

エ 次の（1）から（4）までに掲

げる自動車（長さ 6m 以下のもの

を除く。）並びに（5）及び（6）

に掲げる自動車の両側面に備え

る方向指示器（8-87-3（2）⑨及

び⑩に規定するものを除く。） 

方向指示器の中心を通り自動車の進行方

向に直交する水平線を含む、水平面より上

方30°の平面及び下方5°の平面並びに方

向指示器の中心を含む、自動車の進行方向

に平行な鉛直面であって方向指示器の中

心より後方にあるものより方向指示器の
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（1）専ら乗用の用に供する自動車

であって乗車定員10人以上の

もの 

（2）その形状が専ら乗用の用に供

する自動車であって乗車定員

10 人以上のものの形状に類す

る自動車 

（3）貨物の運送の用に供する自動

車であって車両総重量3.5t以

下のもの 

（4）その形状が貨物の運送の用に

供する自動車であって車両総

重量3.5t以下のものの形状に

類する自動車 

（5）貨物の運送の用に供する自動

車であって車両総重量3.5tを

超えるもの 

（6）その形状が貨物の運送の用に

供する自動車であって車両総

重量3.5tを超えるものの形状

に類する自動車 

外側方向 5°の平面及び方向指示器の外側

方向 60°の平面により囲まれる範囲 

  

③（略） 

（2）方向指示器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 215 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-87-2-2（略） 

8-87-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けら

れなければならない。 

 

（削除） 

 

 

④（略） 

（2）次に掲げる方向指示器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基

準に適合するものとする。（細目告示第 215 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた方向指示器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている方向指示器又はこれに準ずる性能を有する方向指示器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の指定を受けた方向指示器又はこれ

に準ずる性能を有する方向指示器 

8-87-2-2（略） 

8-87-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準及び（2）の基準に適合す

るように取付けられなければならない。（保安基準第 41 条第 3項関係、細目告示第 215

条第 3項関係） 

① 自動車には、方向指示器を自動車の車両中心線上の前方及び後方 30m の距離か

ら照明部が見通すことのできる位置に少なくとも左右 1個ずつ備えること。 

ただし、最高速度 20km/h 未満の自動車で、かじ取ハンドルの中心から自動車



新旧対照表 

418 / 521 

新 旧 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（保安基準第

41 条第 3項関係、細目告示第 215 条第 3 項及び第 4項関係） 

①～②（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

の最外側までの距離が 650mm 未満であり、かつ、運転者席が車室内にないもの及

び被牽引自動車にあっては、この限りでない。 

② 自動車の後面の両側には、方向指示器を備えること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

大型特殊自動車、小型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自

動車にあっては、この限りでない。 

③ 自動車（大型貨物自動車等、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに①ただし書の自動車を除く。）

の両側面には、方向指示器を備えること。 

④ 大型貨物自動車等には、両側面の前部（被牽引自動車に係るものを除く。）に 1

個ずつ方向指示器を備えるほか、両側面の中央部に 1 個ずつ又は両側面に 3個ず

つ方向指示器を備えること。 

⑤ 牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合を除く。）においては、その状態において①本文、

②本文及び③の規定に適合するように方向指示器を備えること。 

⑥ 大型貨物自動車等である牽引自動車及び被牽引自動車には、④の規定に適合す

るように両側面の中央部に1個ずつ又は両側面に3個ずつ方向指示器を備えるほ

か、牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除

く。）を除く。）と被牽引自動車を連結した場合（牽引自動車又は被牽引自動車が

大型貨物自動車等である場合に限る。）においては、その状態において牽引自動

車又は被牽引自動車に①本文及び②本文の規定に適合するように、かつ、両側面

に方向指示器を備えること。 

⑦ ①ただし書の自動車（被牽引自動車を除く。）で長さ 6m 以上のもの及び牽引自

動車と被牽引自動車を連結した状態における長さが 6m 以上となる場合における

牽引自動車（②ただし書の自動車（大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）

に限る。）又は被牽引自動車には、①本文の規定に準じて方向指示器を備えるこ

と。 

（2）方向指示器は、次に掲げる基準に適合するように取付けられなければならない。 

この場合において、方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別添 13

「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告示第

215 条第 4項関係） 

①～②（略） 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える前方又は後方に対して方向の指示を表示するための方向指示

器の照明部のうちそれぞれ最内側にあるものの最内縁の間隔は、600mm（幅が 1.3m

未満の自動車にあっては、400mm）以上であり、かつ、それぞれ最外側にあるも

の（セミトレーラを牽引する牽引自動車に備える後方に対して方向の指示を表示

するための方向指示器を除く。）の照明部の最外縁は、自動車の最外側から 400mm

以内となるように取付けられていること。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

③ 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える方向指示器は、その照

明部の下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上

350mm 以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最

高の高さ）となるように取付けられていること。 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

④ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、前方に対して方向の指示を表示するためのものにあっては、

その照明部の最内縁において 240mm 以上、後方に対して方向の指示を表示するた

めのものにあっては、その照明部の中心において 150mm 以上の間隔を有するもの

であり、かつ、前照灯が 2 個以上備えられている場合の前方に対して方向の指示

を表示するためのものの位置は、方向指示器の照明部の最外縁が最外側の前照灯

の照明部の最外縁より外側にあること。 

⑤ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える方向指示器は、その照明部の上縁の高さが地上 2,100mm（除雪、

土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、

大型特殊自動車及び小型特殊自動車に備える方向指示器並びに自動車の両側面

に備える方向指示器にあっては、2,300mm）以下、下縁の高さが地上 350mm 以上

（セミトレーラでその自動車の構造上地上350mm以上に取付けることができない

ものにあっては、取付けることができる最高の高さ）となるように取付けられて

いること。 

⑥ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える方向指示器は、その照明部の中心の高さが地上 2,300mm 以下となるように取

付けられていること。 

⑦ （1）③及び⑤の自動車の両側面に備える方向指示器の照明部の最前縁は、自

動車の前端から 2,500mm 以内（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては

2,500mm 以内又は自動車の長さ（牽引自動車と被牽引自動車を連結した場合にあ

っては、連結した状態における長さ）の 60％以内、長さ 6m 以上の自動車（専ら

乗用の用に供する自動車であって乗車定員が 10 人未満のもの、貨物の運送の用

に供する自動車であって車両総重量 3.5t 以下のもの及びその形状がこれらの自

動車の形状に類する自動車を除く。）にあっては、自動車の長さ（牽引自動車と

被牽引自動車を連結した場合にあっては、連結した状態における長さ）の 60％以

内）となるように取付けられていること。 

（参考図）（略） 

⑧ （1）④の自動車の両側面の前部に備える方向指示器は、自動車の前端から運

転者室又は客室の外側後端までの間に取付けられていること。 

⑨ （1）④及び⑥の自動車の両側面の中央部に備える方向指示器の照明部の最前

縁は、運転者室又は客室の外側後端から 2,500mm 以内（被牽引自動車にあっては、

自動車の前端から 4,500mm 以内）となるように取付けられ、かつ、自動車の最外

側から外側方 1m の車両中心面に平行な鉛直面上で当該方向指示器の取付位置の

前方 1m から自動車の後端までに相当する点における地上 1m から 1.6m までの全

ての位置から照明部を見通すことができるように取付けられていること。 

（参考図）（略） 

⑩ （1）④及び⑥の自動車の両側面に 3 個ずつ備える方向指示器は、可能な限り

等間隔となるように取付けられていること。 

⑪ （1）⑥の自動車の両側面に備える方向指示器（⑨及び⑩に規定する方向指示
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④（略） 

⑤ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車に備える方向指示器にあっては、こ

の限りでない。 

⑥～⑦（略） 

⑧ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-87-2-1

（1）に掲げる性能を損なわないように取付けられなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器を除く。）の照明部の最前縁は、牽引自動車の前端から牽引自動車と被牽引自

動車を連結した状態における長さの 60％以内となるように取付けられているこ

と。 

⑫（略） 

⑬ 方向指示器は、他の灯火の点灯状態にかかわらず点灯操作及び消灯操作が行え

るものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車に備える方向指示器にあっては、この限りでない。 

⑭～⑮（略） 

⑯ 方向指示器は、灯器の取付部及びレンズ取付部に緩み、がたがない等 8-87-2-1

（1）〔二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有

する軽自動車にあっては 8-87-2-1（1）③の表ア及びイに係る部分を除き、大型

特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及び小型特殊自動車にあっては同表ア

及びウに係る部分を除く。〕に掲げる性能〔専ら乗用の用に供する自動車（二輪

自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、

被牽引自動車並びに長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって乗車定員が 10 人未

満のもの若しくは貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、被牽引自動車及

び長さ 6m 以上の自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t 以下のものの前部又

は後部に取付けられる側方灯（灯光の色が橙色であるものに限る。）が同表アに

規定する前面又は後面に備える方向指示器の性能を補完する性能を有する場合

にあっては同表アの基準中「外側方向 80°」とあるのは「外側方向 45°」とす

る。〕を損なわないように取付けられなければならない。 

ただし、自動車の構造上、8-87-2-1（1）③に規定する範囲において、全ての

位置から見通すことができるように取付けることができない場合にあっては、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」3.4.の規定により審査し

たときに、可能な限り見通すことができる位置に取付けられていること。 

（3）次のアからウまでの規定に適合する自動車の後面に備える方向指示器には、（2）の

規定のうち⑤及び⑫（被牽引自動車の後面の両側の上側に備える方向指示器に限る。）

の基準は適用しない。 

ただし、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に

供する車両総重量 3.5t 以下の自動車並びにその形状がこれらの自動車の形状に類す

る自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に車両総重量 750kg 以下の被牽引自動車の後面に備える方向指示器を除く。 

この場合において、方向指示器の H面の高さが地上 2,100mm 以上となるように取付

けられた後面に備える方向指示器に係る 8-87-2-1（1）③の適用に当たっては、同規

定中「上方 15°」とあるのは「上方 5°」と読み替えるものとする。 

ア 自動車の後面の両側に備える方向指示器が左右 2 個ずつであること。 

イ 後面の両側下部に方向指示器を備える自動車にあっては、照明部の上縁の高さ

が地上1,500mm以下（大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては地上2,300mm

以下、除雪及び土木作業その他特別な用途に使用される自動車にあっては地上
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（2）方向指示器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものとする。

（細目告示第 215 条第 5項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-87-4（略） 

 

2,100mm 以下）であり、かつ、照明部の最外縁が自動車の最外側から 400mm 以内

となるようにそれぞれ取付けられていること。 

ウ 後面の両側上部に方向指示器を備える自動車にあっては、自動車の構造上、可

能な限り最も高い位置に取付けられており、かつ、その照明部の下縁と下側に備

える方向指示器の照明部の上縁との垂直方向の距離が 600mm 以上離れているこ

と。 

（4）次に掲げる方向指示器であってその機能を損なう損傷等のないものは、（2）の基準

に適合するものとする。（細目告示第 215 条第 5項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた方向指示器 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている方向指示器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている方向

指示器又はこれに準ずる性能を有する方向指示器 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える方向指示器と同一の構造を有

し、かつ、同一の位置に備えられた方向指示器又はこれに準ずる性能を有する方

向指示器 

8-87-4（略） 

 

8-88 補助方向指示器 

8-88-1（略） 

8-88-2 性能要件 

8-88-2-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）補助方向指示器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 216 条第 2項関係） 

 

8-88-2-2（略） 

8-88-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、補助方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 216 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車及び側車付二輪自動車以外の自動車に備える補助方向指示器は、そ

の照明部の下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地

上 350mm 以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる

最高の高さ）となるように取付けられていること。 

8-88 補助方向指示器 

8-88-1（略） 

8-88-2 性能要件 

8-88-2-1 視認等による審査 

（1）（略） 

（2）指定自動車等に備えられている補助方向指示器と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた補助方向指示器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 216 条第 2項関係） 

8-88-2-2（略） 

8-88-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）補助方向指示器は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 2 第 3項関係） 

この場合において、補助方向指示器の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 216 条第 3項関係） 

①（略） 

② 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車以外

の自動車に備える補助方向指示器は、その照明部の上縁の高さが地上 2,300mm 以

下、下縁の高さが地上 350mm 以上（セミトレーラでその自動車の構造上地上 350mm

以上に取付けることができないものにあっては、取付けることができる最高の高
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（削除） 

 

 

③～⑤（略） 

（2）補助方向指示器の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 216 条第 4項関係） 

 

8-88-4（略） 

 

さ）となるように取付けられていること。 

③ 二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車に備

える補助方向指示器は、その照明部の中心の高さが地上 2,300mm 以下となるよう

に取付けられていること。 

④～⑥（略） 

（2）指定自動車等に備えられている補助方向指示器と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた補助方向指示器であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 216 条第 4項関係） 

8-88-4（略） 

 

8-89 非常点滅表示灯 

8-89-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車及

び最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらにより牽引される被牽引自動車にあって

は、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3第 1項） 

 

8-89-2 性能要件 

8-89-2-1 視認等による審査 

（1）非常点滅表示灯は、非常時等に他の交通に警告することができ、かつ、その照射光

線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、8-87-2-1（1）の規定（自動車の両側面に備える方向

指示器に係るものを除く。）に定める基準に適合するものでなければならない。（保安

基準第 41 条の 3第 2項関係、細目告示第 217 条第 1項関係） 

 

（2）非常点滅表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 217 条第 2項関係） 

 

8-89-2-2（略） 

8-89-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）非常点滅表示灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査した場合に、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、非常点滅表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 217 条第 3項関係） 

① 非常点滅表示灯については、8-87-3（1）（⑥を除く。）の規定（自動車の両側

面に備える方向指示器に係るものを除く。）を準用する。 

 

ただし、非常灯又は運転者異常時対応システムが当該自動車を制御しているこ

8-89 非常点滅表示灯 

8-89-1 装備要件 

自動車には、非常点滅表示灯を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型

特殊自動車、幅 0.8m 以下の自動車並びに最高速度 40km/h 未満の自動車並びにこれらに

より牽引される被牽引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 41 条の 3 第 1

項） 

8-89-2 性能要件 

8-89-2-1 視認等による審査 

（1）非常点滅表示灯は、非常時等に他の交通に警告することができ、かつ、その照射光

線が他の交通を妨げないものとして、灯光の色、明るさ等に関し、視認等その他適切

な方法により審査したときに、8-87-2-1（1）（③の表ウ及びエを除く。）の規定（自

動車の両側面に備える方向指示器に係るものを除く。）に定める基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 41 条の 3第 2項関係、細目告示第 217 条第 1項関

係） 

（2）指定自動車等に備えられている非常点滅表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた非常点滅表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条第 2項関係） 

8-89-2-2（略） 

8-89-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）非常点滅表示灯は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に

関し、視認等その他適切な方法により審査した場合に、次の基準に適合するように取

付けられなければならない。（保安基準第 41 条の 3 第 3項関係） 

この場合において、非常点滅表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。（細目告

示第 217 条第 3項関係） 

① 非常点滅表示灯については、8-87-3（1）①、②及び⑤から⑦まで並びに 8-87-3

（2）（⑦から⑪まで及び⑭を除く。）並びに 8-87-3（3）の規定（自動車の両側面

に備える方向指示器に係るものを除く。）を準用する。 

ただし、非常灯又は運転者異常時対応システムが当該自動車を制御しているこ
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とを他の交通に対して表示するための灯火として作動する場合には 8-87-3（1）

①に掲げる基準に適合しない構造とすることができる。 

この場合において、盗難防止装置の設定又は設定解除の状態を外部に表示する

ため、3 秒を超えない範囲内において非常点滅表示灯を使用する構造のものは、

ただし書の規定に適合するものとする。 

②～④（略） 

（2）非常点滅表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）の基準に適合するものと

する。（細目告示第 217 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

8-89-4（略） 

 

とを他の交通に対して表示するための灯火として作動する場合には 8-87-3（2）

①に掲げる基準に適合しない構造とすることができる。 

この場合において、盗難防止装置の設定又は設定解除の状態を外部に表示する

ため、3 秒を超えない範囲内において非常点滅表示灯を使用する構造のものは、

ただし書の規定に適合するものとする。 

②～④（略） 

（2）次に掲げる非常点滅表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条第 4 項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた非常点滅表示灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている非常点滅表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている

非常点滅表示灯又はこれに準ずる性能を有する非常点滅表示灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の指定を受けた自動車に備える非常点滅表示灯と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた非常点滅表示灯又はこれに準ずる性能を

有する非常点滅表示灯 

8-89-4（略） 

 

8-90 緊急制動表示灯 

8-90-1 装備要件 

自動車（大型特殊自動車を除く。）には、緊急制動表示灯を備えることができる。（保

安基準第 41 条の 4第 1項関係） 

 

8-90-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）緊急制動表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）及び（2）の基準に適合す

るものとする。（細目告示第 217 条の 2 第 2 項関係） 

 

8-90-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）緊急制動表示灯であって、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査した場合に、次の基準に適合するものは、（1）の基準に適合するものとす

る。 

この場合において、緊急制動表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

なお、視認等により緊急制動表示灯の作動状況の確認ができない場合には、審査を

省略することができる。（保安基準第 41 条の 4第 4項関係、細目告示第 217 条の 2 第

3項関係） 

① 制動灯及び補助制動灯を緊急制動表示灯として使用するときは、8-84-3（1）

8-90 緊急制動表示灯 

8-90-1 装備要件 

自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車

を除く。）には、緊急制動表示灯を備えることができる。（保安基準第 41 条の 4 第 1 項

関係） 

8-90-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）指定自動車等に備えられている緊急制動表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた緊急制動表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、

（1）及び（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条の 2第 2項関係） 

8-90-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）緊急制動表示灯であって、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法

により審査した場合に、次の基準に適合するものは、（1）の基準に適合するものとす

る。 

この場合において、緊急制動表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、別

添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

なお、視認等により緊急制動表示灯の作動状況の確認ができない場合には、審査を

省略することができる。（保安基準第 41 条の 4第 4項関係、細目告示第 217 条の 2 第

3項関係） 

① 制動灯及び補助制動灯を緊急制動表示灯として使用するときは、8-84-3（1）
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②、③、⑤及び⑥並びに 8-85-3（1）①、②、③、⑥及び⑦の規定を準用する。

 

② 方向指示器及び補助方向指示器を緊急制動表示灯として使用するときは、

8-87-3（1）②、③、⑦及び⑧並びに 8-88-3（1）③の規定を準用する。 

 

（3）緊急制動表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）及び（2）の基準に適合す

るものとする。（細目告示第 217 条の 2 第 4 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

②から⑤まで及び⑦から⑨まで並びに 8-85-3（1）①から④まで及び⑦から⑨ま

での規定を準用する。 

② 方向指示器及び補助方向指示器を緊急制動表示灯として使用するときは、

8-87-3（1）①から④まで、⑥及び⑦並びに 8-87-3（2）②から⑩まで、⑮及び⑯

並びに 8-88-3（1）④の規定を準用する。 

（3）次に掲げる緊急制動表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）

及び（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条の 2 第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられた緊急制動表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた緊急制動表示灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている緊急制動表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている

緊急制動表示灯又はこれに準ずる性能を有する緊急制動表示灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について、装置の型式の指定を受けた自動車に備える緊急制動表示灯と同一

の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた緊急制動表示灯又はこれに準ずる

性能を有する緊急制動表示灯 

 

8-91 後面衝突警告表示灯 

8-91-1 装備要件 

自動車（二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）には、後面衝突警告表示灯を備

えることができる。（保安基準第 41 条の 5 第 1項関係） 

8-91-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）後面衝突警告表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（1）及び（2）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 217 条の 3第 2項関係） 

 

8-91-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）後面衝突警告表示灯であって、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な

方法により審査した場合に、8-87-3（1）②及び③並びに 8-88-3（1）③に定める基準

に適合するものは、（1）の基準に適合するものとする。 

 

この場合において、後面衝突警告表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

なお、視認等により後面衝突警告表示灯の作動状況の確認ができない場合には、審

査を省略することができる。（保安基準第 41 条の 5 第 4項関係、細目告示第 217 条の

3第 3項関係） 

（3）後面衝突警告表示灯の機能を損なう損傷等のないものは、（2）の基準に適合するも

のとする。（細目告示第 217 条の 3第 4項関係） 

（削除） 

8-91 後面衝突警告表示灯 

8-91-1 装備要件 

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車を除く。）

には、後面衝突警告表示灯を備えることができる。（保安基準第 41 条の 5第 1項関係） 

8-91-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）指定自動車等に備えられているものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後面衝突警告表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（1）及

び（2）の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条の 3第 2項関係） 

8-91-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）後面衝突警告表示灯であって、取付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な

方法により審査した場合に、8-87-3（1）①から④まで、⑥及び⑦まで、8-87-3（2）

②、③、⑤及び⑦から⑩まで並びに 8-88-3（1）④に定める基準に適合するものは、

（1）の基準に適合するものとする。 

この場合において、後面衝突警告表示灯の照明部、個数及び取付位置の測定方法は、

別添 13「灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法」によるものとする。 

なお、視認等により後面衝突警告表示灯の作動状況の確認ができない場合には、審

査を省略することができる。（保安基準第 41 条の 5 第 4項関係、細目告示第 217 条の

3第 3項関係） 

（3）次に掲げる後面衝突警告表示灯であって、その機能を損なう損傷等のないものは、（2）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 217 条の 3 第 4項関係） 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え
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（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

られた後面衝突警告表示灯 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後面衝突警告表示灯と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられて

いる後面衝突警告表示灯又はこれに準ずる性能を有する後面衝突警告表示灯 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置について装置の型式の指定を受けた自動車に備える後面衝突警告表示灯と

同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後面衝突警告表示灯又はこれ

に準ずる性能を有する後面衝突警告表示灯 

 

8-92 その他の灯火等の制限 

8-92-1 装備要件 

自動車には、8-62 から 8-91 までの灯火装置若しくは反射器又は指示装置と類似する

等により他の交通の妨げとなるおそれのある次の灯火又は反射器を備えてはならない。

（細目告示第 218 条第 1項関係） 

（1）～（4）（略） 

（5）自動車には、次に掲げる灯火を除き、点滅する灯火又は光度が増減する灯火を備え

てはならない。（細目告示第 218 条第 6項） 

①～⑲（略） 

⑳ 路線を定めて定期に運行する一般乗合旅客自動車運送事業用自動車及び一般

乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える旅客が乗降中であることを後方に表

示する電光表示器 

㉑～㉓（略） 

（6）～（12）（略） 

8-92-2～8-92-4（略） 

 

8-92 その他の灯火等の制限 

8-92-1 装備要件 

自動車には、8-62 から 8-91 までの灯火装置若しくは反射器又は指示装置と類似する

等により他の交通の妨げとなるおそれのある次の灯火又は反射器を備えてはならない。

（細目告示第 218 条第 1項関係） 

（1）～（4）（略） 

（5）自動車には、次に掲げる灯火を除き、点滅する灯火又は光度が増減する灯火を備え

てはならない。（細目告示第 218 条第 6項） 

①～⑲（略） 

⑳ 路線を定めて定期に運行する一般乗合旅客自動車運送事業用自動車及び一般

乗用旅客自動車運送事業用自動車に備える乗客が乗降中であることを後方に表

示する電光表示器 

㉑～㉓（略） 

（6）～（12）（略） 

8-92-2～8-92-4（略） 

 

8-93 警音器 

8-93-1（略） 

8-93-2 性能要件 

8-93-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車の警音器は、警報音を発生することにより他の交通に警告することができ、

かつ、その警報音が他の交通を妨げないものとして音色、音量等に関し、テスタ等そ

の他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。（保安基準第 43 条第 3項関係、細目告示第 219 条第 2項関係） 

①（略） 

（削除） 

（2）（略） 

8-93-2-2 視認等による審査 

警音器の警報音発生装置は、警音器の性能を確保できるものとして音色、音量等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、警音器の警報音発生装置の音は、

連続するものであり、かつ、音の大きさ及び音色が一定なものでなければならない。 

8-93 警音器 

8-93-1（略） 

8-93-2 性能要件 

8-93-2-1 テスタ等による審査 

（1）自動車の警音器は、警報音を発生することにより他の交通に警告することができ、

かつ、その警報音が他の交通を妨げないものとして音色、音量等に関し、テスタ等そ

の他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならな

い。（保安基準第 43 条第 3項関係、細目告示第 219 条第 2項関係） 

①（略） 

② 警音器は、サイレン又は鐘でないこと。 

（2）（略） 

8-93-2-2 視認等による審査 

警音器の警報音発生装置は、警音器の性能を確保できるものとして音色、音量等に関

し、視認等その他適切な方法により審査したときに、警音器の警報音発生装置の音は、

連続するものであり、かつ、音の大きさ及び音色が一定なものでなければならない。 
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8-93-3～8-93-4（略） 

 

この場合において、次に掲げる警音器の警報音発生装置は、この基準に適合しないも

のとする。（保安基準第 43 条第 2項関係、細目告示第 219 条第 1項関係） 

① 音が自動的に断続するもの 

② 音の大きさ又は音色が自動的に変化するもの 

③ 運転者が運転者席において、音の大きさ又は音色を容易に変化させることがで

きるもの 

8-93-3～8-93-4（略） 

 

8-94 非常信号用具 

8-94-1 装備要件 

自動車には、非常時に灯光を発することにより他の交通に警告することができ、かつ、

安全な運行を妨げないものとして、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、8-94-2

の基準に適合する非常信号用具を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自動車にあって

は、この限りでない。（保安基準第 43 条の 2関係） 

8-94-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）非常信号用具は、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示

第 220 条第 1 項関係） 

（削除） 

①（略） 

（削除） 

②（略） 

（2）次に掲げるものは、（1）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 220 条第 2項

関係） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

①（略） 

（削除） 

 

②（略） 

 

8-94 非常信号用具 

8-94-1 装備要件 

自動車には、非常時に灯光を発することにより他の交通に警告することができ、かつ、

安全な運行を妨げないものとして、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、8-94-2 の

基準に適合する非常信号用具を備えなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車及び被牽

引自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 43 条の 2関係） 

8-94-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）非常信号用具は、灯光の色、明るさ、備付け場所等に関し、視認等その他適切な方

法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細目告示

第 220 条第 1 項関係） 

① 夜間 200m の距離から確認できる赤色の灯光を発するものであること。 

②（略） 

③ 使用に便利な場所に備えられたものであること。 

④（略） 

（2）次に掲げるものは、（1）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 220 条第 2 項

関係） 

① 赤色灯火の発光部のレンズの直径が 35mm 未満の赤色合図灯 

② 豆電球 2.5V・0.3A の規格又はこれと同程度以上の規格の性能を有しない電球

を使用した赤色合図灯 

③ JIS C 8501「マンガン電池」の R14P（いわゆるマンガン単二形乾電池）の規格

若しくは JIS C 8511「アルカリ一次電池」の LR6（いわゆるアルカリ・マンガン

単三電池）の規格又はこれらと同程度以上の規格の性能を有しない電池を使用し

た赤色合図灯 

④（略） 

⑤ JIS D 5711「自動車用緊急保安炎筒」の規格又はこれと同程度以上の規格の性

能を有しない発炎筒 

⑥（略） 

 

8-95 警告反射板 

［審査事項なし］ 

 

8-95 警告反射板 

8-95-1 性能要件（視認等による審査） 

自動車に備える警告反射板は、その反射光により他の交通に警告することができるも
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のとして、形状、反射光の色、明るさ等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 43 条の 3関係、

細目告示第 221 条関係） 

① 警告反射板の反射部は、一辺が 400mm 以上の中空の正立正三角形で帯状部の幅が

50mm 以上のものであること。 

② 警告反射板は、夜間 150m の距離から走行用前照灯で照射した場合にその反射光

を照射位置から確認できるものであること。 

③ 警告反射板による反射光の色は、赤色であること。 

④ 警告反射板は、路面上に垂直に設置できるものであること。 

 

8-96 停止表示器材 

［審査事項なし］ 

 

8-96 停止表示器材 

8-96-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車に備える停止表示器材は、蛍光及び反射光により他の交通に当該自動車が停

止していることを表示することができるものとして形状、蛍光及び反射光の明るさ、

色等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するも

のでなければならない。（保安基準第 43 条の 4第 1項関係、細目告示第 222 条第 1 項

関係） 

① 停止表示器材は、次図に定める様式の中空の正立正三角形の反射部及び蛍光部

又は蛍光反射部を有するものであること。（細目告示第 222 条第 1項第 1号） 

（図）（略） 

② 停止表示器材は、夜間 200m の距離から走行用前照灯で照射した場合にその反

射光を照射位置から確認できるものであること。（細目告示第 222 条第 1 項第 2

号） 

③ 停止表示器材は、昼間 200m の距離からその蛍光を確認できるものであること。

（細目告示第 222 条第 1項第 3号） 

④ 停止表示器材による反射光及び蛍光の色は、赤色であること。（細目告示第 222

条第 1項第 4 号） 

⑤ 停止表示器材は、路面上に垂直に設置できるものであること。（細目告示第 222

条第 1項第 5 号） 

⑥ 停止表示器材は、容易に組み立てられる構造であること。（細目告示第 222 条

第 1項第 6号） 

（2）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づく装置の指定を受けた停止表示器材と同一の構造

を有し、その機能を損なうおそれのある損傷のない停止表示器材又は同項の規定に基

づく装置型式指定を受けた停止表示器材に準ずる性能を有する停止表示器材は、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 222 条第 2 項関係） 

（3）停止表示器材は、使用に便利な場所に備えられたものでなければならない。（保安基

準第 43 条の 4 第 2項、細目告示第 222 条第 1項第 7号） 

8-96-2 欠番 

8-96-3 欠番 

8-96-4 適用関係の整理 
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7-96-4 の規定を適用する。 

 

8-97 盗難発生警報装置 

8-97-1（略） 

8-97-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）及び貨物の運送の用に供する自動

車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）に備え

る盗難発生警報装置は、安全な運行を妨げないものとして、盗難の検知及び警報に係

る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合す

るものでなければならない。 

この場合において、視認等により盗難発生警報装置が備えられていないと認められ

るときは、審査を省略することができる。（保安基準第 43 条の 5 第 2項関係、細目告

示第 223 条第 1項関係） 

（削除） 

 

 

①（略） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）盗難発生警報装置の機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、（1）の基準に

適合するものとする。（細目告示第 223 条第 3項関係） 

 

8-97-3～8-97-4（略） 

 

8-97 盗難発生警報装置 

8-97-1（略） 

8-97-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）専ら乗用の用に供する自動車（乗車定員 10 人以上の自動車、二輪自動車、側車付二

輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除

く。）及び貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量が 2t を超える自動車、三輪自

動車及び被牽引自動車を除く。）に備える盗難発生警報装置は、安全な運行を妨げな

いものとして、盗難の検知及び警報に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法に

より審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

この場合において、視認等により盗難発生警報装置が備えられていないと認められ

るときは、審査を省略することができる。（保安基準第 43 条の 5 第 2項関係、細目告

示第 223 条第 1項関係） 

① 盗難発生警報装置を備える自動車の盗難が発生しようとしている、又は発生し

ているときに、その旨を音により、又は音に加え灯光又は無線により警報を発す

るものであること。 

②（略） 

③ 走行中の振動、衝撃等により作動するおそれがないものであること。 

④ 原動機が作動しているときに、運転者により盗難発生警報装置が作動するよう

に操作することができないものであること。 

⑤ 音、灯光等を警報するための装置の電気結線の一部が損傷した場合において

も、損傷した電気結線に係る装置以外の装置の機能を損なうおそれがないもので

あること。 

⑥ 盗難発生警報装置が損傷した場合において、自動車の他の装置等の性能を損な

うおそれがないものであること。 

（2）盗難発生警報装置を備える自動車の盗難が発生しようとしている、若しくは発生し

ている、又は盗難発生警報装置の設定状態を変更するための操作を行った場合以外の

場合に、音又は灯光を発する盗難発生警報装置は、（1）①の基準に適合しないものと

する。 

ただし、盗難発生警報装置の設定状態を通知するための装置（音により通知するも

のにあっては警音器の音と紛らわしくないものに限るものとし、灯光により通知する

ものにあっては緊急自動車の警光灯と紛らわしくなく、かつ車室外に備える灯光にあ

ってはその灯光の明るさが 0.5cd を超えないものに限る。）にあっては、この限りで

ない。（細目告示第 223 条第 2項関係） 

（3）指定自動車等に備えられた盗難発生警報装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位

置に備えられた盗難発生警報装置であってその機能を損なうおそれのある損傷等の

ないものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 223 条第 3項関係） 

8-97-3～8-97-4（略） 
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8-98 車線逸脱警報装置 

8-98-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車及び被牽

引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人以上のもの及び貨物の運送の用に供する自動

車（三輪自動車及び被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t を超えるものには、

車線逸脱警報装置を備えなければならない。 

 

ただし、高速道路等において運行しないもの及び道路維持作業用自動車又は緊急自動

車であって車両前部に特殊な構造を有するものにあっては、この限りでない。（保安基

準第 43 条の 6 関係） 

8-98-2～8-98-4（略） 

 

8-98 車線逸脱警報装置 

8-98-1 装備要件 

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピ

ラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人以上

のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5t を超えるものには、車線

逸脱警報装置を備えなければならない。 

ただし、高速道路等において運行しないもの及び道路維持作業用自動車又は緊急自動

車であって車両前部に特殊な構造を有するものにあっては、この限りでない。（保安基

準第 43 条の 6 関係） 

8-98-2～8-98-4（略） 

 

8-99 後写鏡 

8-99-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）には、後写鏡を備えなければならない。 

ただし、運転者の視野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し UN R46-04-S4 に適合

する後方等確認装置を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、大

型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）にあっては、この限りではない。（保安基準第

44 条第 1項関係） 

8-99-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-99-1 のただし書きの自動車に備える後方等確認装置は、運転者の視野、乗車人員

等の保護に係る性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、UN R46-04-S4（15.2.4.5.及び 15.2.4.6.に限る。）の規定が適用される後

方等確認装置にあっては①から④までの基準に適合するものであればよい。（保安基

準第 44 条第 1 項、細目告示第 224 条第 1 項関係） 

①～④（略） 

（削除） 

 

⑤（略） 

（2）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者が

運転者席において自動車の外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗車人

員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者の視

野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査した

ときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未

満の自動車に備えるものについては②及び③、普通自動車（専ら乗用の用に供するも

のを除く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるものについては③の規定は、適

8-99 後写鏡 

8-99-1 装備要件 

自動車（被牽引自動車を除く。）には、後写鏡を備えなければならない。 

ただし、運転者の視野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し UN R46-04-S4 に適合

する後方等確認装置を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カ

タピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動

車を除く。）にあってはこの限りではない。（保安基準第 44 条第 1項関係） 

8-99-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-99-1 のただし書きの自動車に備える後方等確認装置は、運転者の視野、乗車人員

等の保護に係る性能等に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、次の

基準に適合するものでなければならない。 

ただし、UN R46-04-S4（15.2.4.5.及び 15.2.4.6.に限る。）の規定が適用される後

方等確認装置にあっては①から⑤までの基準に適合するものであればよい。（保安基

準第 44 条第 1 項、細目告示第 224 条第 1 項関係） 

①～④（略） 

⑤ 画像表示装置の輝度は手動又は自動で調整可能なものであり、夜間において運

転者の視界の妨げとならないこと。 

⑥（略） 

（2）自動車（ハンドルバー方式のかじ取装置を備える二輪自動車、側車付二輪自動車及

び三輪自動車であって車室（運転者が運転者席において自動車の外側線附近の交通状

況を確認できるものを除く。）を有しないものを除く。）に備える後写鏡は、運転者が

運転者席において自動車の外側線附近及び後方の交通状況を確認でき、かつ、乗車人

員、歩行者等に傷害を与えるおそれの少ないものとして当該後写鏡による運転者の視

野、乗車人員等の保護に係る性能等に関し、視認等その他適切な方法により審査した

ときに、次の基準に適合するものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自

動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備えるものについては②及び③、普通自動

車（専ら乗用の用に供するものを除く。）及び乗車定員 11 人以上の自動車に備えるも



新旧対照表 

430 / 521 

新 旧 

用しない。（保安基準第 44 条第 2項関係、細目告示第 224 条第 1項関係） 

 

①～④（略） 

（3）～（4）（略） 

（5）後方等確認装置の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）の基準に適合

するものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（6）後写鏡の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（2）及び（3）の基準に適合

するものとする。（細目告示第 224 条第 6 項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-99-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）8-99-2（1）の後方等確認装置は、8-99-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、取付位置、取付方法に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。（保安基準第 44 条第 4項関

係、細目告示第 224 条第 5 項第 1号関係） 

①（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（2）8-99-2（2）の後写鏡は、8-99-2（2）に掲げる性能を損なわないように、かつ、取

付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するように取付けられなければならない。（細目告示第 224 条第 5 項第 2 号

関係） 

のについては③の規定は、適用しない。（保安基準第 44 条第 2項関係、細目告示第 224

条第 1項関係） 

①～④（略） 

（3）～（4）（略） 

（5）次に掲げる後方等確認装置であってその機能を損なうおそれのある損傷のないもの

は、（1）の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後方等確認装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後方等確認装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている

後方等確認装置又はこれに準ずる性能を有する後方等確認装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた後方等確認装置と同

一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後方等確認装置又はこれに準ず

る性能を有する後方等確認装置 

（6）次に掲げる後写鏡であってその機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（2）

及び（3）の基準に適合するものとする。（細目告示第 224 条第 6項関係） 

① 指定自動車等に備えられている後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた後写鏡 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後写鏡及び後写鏡取付装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られている後写鏡及び後写鏡取付装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた後写鏡及び後写鏡取

付装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写鏡及び後写鏡取

付装置 

8-99-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）8-99-2（1）の後方等確認装置は、8-99-2（1）に掲げる性能を損なわないように、

かつ、取付位置、取付方法に関し、書面等その他適切な方法により審査したときに、

次の基準に適合するように取付けられなければならない。（保安基準第 44 条第 4項関

係、細目告示第 224 条第 5 項第 1号関係） 

①（略） 

② 車室内に備える画像表示装置は、運転者席において運転する状態の運転者の直

接視界範囲内にあり、当該自動車の左側の視界範囲を表示する画像表示装置にあ

ってはアイポイントより左側に、当該自動車の右側の視界範囲を表示する画像表

示装置にあってはアイポイントより右側に、それぞれ配置すること。 

ただし、UN R46-04-S4（15.2.4.5.及び 15.2.4.6.に限る。）の規定が適用され

る後方等確認装置にあってはこの限りではない。 

（2）8-99-2（2）の後写鏡は、8-99-2（2）に掲げる性能を損なわないように、かつ、取

付位置、取付方法等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基

準に適合するように取付けられなければならない。（細目告示第 224 条第 5 項第 2 号

関係） 
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①（略） 

② 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車及び側車付二輪自動車を除く。）に備える

車体外後写鏡は、アイポイントの中心及び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心

面とのなす角度が、それぞれ、車両の右側に備える後写鏡にあっては前方 55°以

下（左ハンドルにあっては 75°以下）、車両の左側に備える後写鏡にあっては前

方 75°以下（左ハンドルにあっては 55°以下）であること。 

 

この場合において、後写鏡の鏡面は通常使用される位置に調節し、固定した状

態とする。 

（3）（略） 

（4）後方等確認装置の機能を損なうおそれのある損傷のないものは（1）の基準に適合す

るものとする。 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（5）（6）に掲げる自動車以外の自動車に備えられた後写鏡の機能を損なう損傷等のない

ものは、（2）及び（3）の基準に適合するものとする。（細目告示第 224 条第 7 項第 1

号関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

①（略） 

② 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車にあっては自

動車の右外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況を確認できるものであ

ればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

③ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以下の普通自動車、貨物の運送の用に供

する普通自動車（車両総重量が 2.8t を超える自動車を除く。）、小型自動車及び

軽自動車（被牽引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそ

りを有する軽自動車を除く。）に備える車体外後写鏡は、アイポイントの中心及

び後写鏡の中心を通る鉛直面と車両中心面とのなす角度が、それぞれ、車両の右

側に備える後写鏡にあっては前方 55°以下（左ハンドルにあっては 75°以下）、

車両の左側に備える後写鏡にあっては前方75°以下（左ハンドルにあっては55°

以下）であること。 

この場合において、後写鏡の鏡面は通常使用される位置に調節し、固定した状

態とする。 

（3）（略） 

（4）次に掲げる後方等確認装置であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないも

のは（1）の基準に適合するものとする。 

① 指定自動車等に備えられたものと同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え

られた後方等確認装置 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後方等確認装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている

後方等確認装置又はこれに準ずる性能を有する後方等確認装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた後方等確認装置と同

一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後方等確認装置又はこれに準ず

る性能を有する後方等確認装置 

（5）（6）に掲げる自動車以外の自動車に備えられた次に掲げる後写鏡であって、その機

能を損なう損傷等のないものは、（2）及び（3）の基準に適合するものとする。（細目

告示第 224 条第 7項第 1号関係） 

① 指定自動車等に備えられている後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた後写鏡 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている後写鏡及び後写鏡取付装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備え
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（削除） 

 

 

（6）大型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備える後写鏡であって、指定自

動車等に備えられた後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写

鏡であり、その機能を損なう損傷等のないものは、次に掲げるの基準に適合するもの

とする。（細目告示第 224 条第 7項第 2号関係） 

 

 

①（略） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

②～③（略） 

④ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車及び側車付二輪自動車にあっては、自動車の左右の外側線

上後方 50m までの間にある車両の交通状況を確認できるものであればよい。 

 

 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

8-99-4（略） 

 

られている後写鏡及び後写鏡取付装置又はこれに準ずる性能を有する後写鏡及

び後写鏡取付装置 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた後写鏡及び後写鏡取

付装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写鏡及び後写鏡取

付装置又はこれに準ずる性能を有する後写鏡及び後写鏡取付装置 

（6）カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自動車、農耕作業用小型特殊自動車

及び最高速度 20km/h 未満の自動車に備える後写鏡であって、指定自動車等に備えら

れた後写鏡と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた後写鏡であり、その

機能を損なう損傷等のないものは、（カタピラ及びそりを有する軽自動車以外の自動

車にあっては②、③を除く。）次に掲げるの基準に適合するものとする。（細目告示第

224 条第 7項第 2号関係） 

①（略） 

② 取付部附近の自動車の最外側より突出している部分の最下部が地上 1.8m 以下

のものは、当該部分が歩行者等に接触した場合に衝撃を緩衝できる構造であるこ

と。（細目告示第 146 条第 2 項第 2号） 

③ 車室内に備えるものは、細目告示別添 80「車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準」

に定める基準。（細目告示第 146 条第 2項第 3号） 

④～⑤（略） 

⑥ 運転者が運転者席において、自動車（被牽引自動車を牽引する場合は、被牽引

自動車）の左右の外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況及び自動車（牽

引自動車より幅の広い被牽引自動車を牽引する場合は、牽引自動車及び被牽引自

動車）の左外側線付近（運転者が運転者席において確認できる部分を除く。）の

交通状況を確認できるものであること。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自

動車にあっては自動車の左右の外側線上後方 50m、小型特殊自動車にあっては自

動車の右外側線上後方50mまでの間にある車両の交通状況を確認できるものであ

ればよい。 

この場合において、取付けが不確実な後写鏡は、この基準に適合しないものと

する。 

8-99-4（略） 

 

8-100 直前及び側方の視界 

8-100-1 装備要件 

次表に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、大型特殊自動車及び被牽引自

動車を除く。）には、運転者が運転者席において高さ 1m 直径 30cm の円柱であって次表

に掲げる障害物を確認できる鏡その他の装置を備えなければならない。 

 

ただし、運転者が運転者席において当該障害物を直接又は後写鏡により確認できる構

造の自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 44 条第 5項関係、細目告示第 224

条第 8項関係） 

8-100 直前及び側方の視界 

8-100-1 装備要件 

次表に掲げる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、運転者

が運転者席において高さ1m直径 30cmの円柱であって次表に掲げる障害物を確認できる

鏡その他の装置を備えなければならない。 

ただし、運転者が運転者席において当該障害物を直接又は後写鏡により確認できる構

造の自動車にあっては、この限りでない。（保安基準第 44 条第 5項関係、細目告示第 224

条第 8項関係） 



新旧対照表 

433 / 521 

新 旧 

表（略） 

8-100-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）鏡その他の装置の機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 224 条第 12 項関係） 

 

8-100-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）鏡その他の装置の機能を損なうおそれのある損傷等のないものは、（1）の基準に適

合するものとする。（細目告示第 224 条第 12 項関係） 

 

8-100-4～8-100-7（略） 

 

表（略） 

8-100-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）指定自動車等に備えられた鏡その他の装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた鏡その他の装置であってその機能を損なうおそれのある損傷等のない

ものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 224 条第 12 項関係） 

8-100-3 取付要件（視認等による審査） 

（1）～（2）（略） 

（3）指定自動車等に備えられた鏡その他の装置と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた鏡その他の装置であってその機能を損なうおそれのある損傷等のない

ものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 224 条第 12 項関係） 

8-100-4～8-100-7（略） 

 

8-101 窓ふき器等 

8-101-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び被牽引自動車を除く。）の前面ガラスに

は、前面ガラスの直前の視野を確保できるものとして、視野の確保に係る性能等に関

し、8-101-2（1）の基準に適合する自動式の窓ふき器を備えなければならない。（保

安基準第 45 条第 1項関係） 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車及び最

高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、前面ガラスの外側が汚染された場合又は

前面ガラスに水滴等により著しい曇りが生じた場合において、前面ガラスの直前の視

野を確保でき、かつ、安全な運行を妨げないものとして、視野の確保に係る性能等に

関し、8-101-2（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置及びデフロスタを備えなければ

ならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。（保安基準第 45 条第 2項関係）

8-101-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）窓ふき器の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）の基準に適合するも

のとする。（細目告示第 225 条第 2項関係） 

 

（3）（略） 

（4）デフロスタの機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（3）②の基準に適合す

るものとする。（細目告示第 225 条第 4項関係） 

 

8-101-3～8-101-4（略） 

 

8-101 窓ふき器等 

8-101-1 装備要件 

（1）自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並び

に被牽引自動車を除く。）の前面ガラスには、前面ガラスの直前の視野を確保できる

ものとして、視野の確保に係る性能等に関し、8-101-2（1）の基準に適合する自動式

の窓ふき器を備えなければならない。（保安基準第 45 条第 1項関係） 

（2）（1）の規定により窓ふき器を備えなければならない自動車（大型特殊自動車、農耕

作業用小型特殊自動車及び最高速度 20km/h 未満の自動車を除く。）には、前面ガラス

の外側が汚染された場合又は前面ガラスに水滴等により著しい曇りが生じた場合に

おいて、前面ガラスの直前の視野を確保でき、かつ、安全な運行を妨げないものとし

て、視野の確保に係る性能等に関し、8-101-2（3）の基準に適合する洗浄液噴射装置

及びデフロスタを備えなければならない。 

ただし、車室と車体外とを屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切ることのできない自

動車にあっては、デフロスタは備えることを要しない。（保安基準第 45 条第 2項関係） 

8-101-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）（略） 

（2）指定自動車等に備えられている窓ふき器と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に

備えられた窓ふき器であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）

の基準に適合するものとする。（細目告示第 225 条第 2 項関係） 

（3）（略） 

（4）指定自動車等に備えられているデフロスタと同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられたデフロスタであって、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの

は、（3）②の基準に適合するものとする。（細目告示第 225 条第 4項関係） 

8-101-3～8-101-4（略） 

 

8-102 速度計等 

8-102-1 装備要件 

8-102 速度計等 

8-102-1 装備要件 
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（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

容易に走行時における速度を確認でき、かつ、平坦な舗装路面での走行時において、

著しい誤差がないものとして取付位置、精度等に関し、8-102-2 の基準に適合する速

度計を運転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機回転計をもっ

て速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 1 項関係） 

 

（2）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

運転者席において容易に走行距離計を確認できるものとして、表示、取付位置等に関

し、8-102-2 の基準に適合する走行距離計を運転者の見やすい箇所に備えなければな

らない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車にあっては、原動機運転時間計を

もって走行距離計に代えることができる。（保安基準第 46 条第 2項関係） 

 

8-102-2 性能要件 

8-102-2-1 テスタ等による審査 

8-102-1（1）の速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差の

ないものでなければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速度

計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示した

時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基準に適

合しないものは、この基準に適合しないものとする。（細目告示第 226 条第 1 項第 2 号

関係） 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、計

測した速度が 31.0km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲にあるもの 

 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、測定した速度が

29.1km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲にあるもの 

 

② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車以外の自動車にあっては、計

測した速度が次式に適合するものであること。 

 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車及び三輪自動車にあっては、計測した速度が

次式に適合するものであること。 

（略） 

（1）自動車（最高速度 20km/h 未満の自動車及び被牽引自動車を除く。）には、運転者が

容易に走行時における速度を確認でき、かつ、平坦な舗装路面での走行時において、

著しい誤差がないものとして取付位置、精度等に関し、8-102-2 の基準に適合する速

度計を運転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機回転計をもって速度計に代えることができる。（保安基準第 46 条第

1項関係） 

（2）自動車（カタピラ及びそりを有する軽自動車、最高速度 20km/h 未満の自動車及び被

牽引自動車を除く。）には、運転者が運転者席において容易に走行距離計を確認でき

るものとして、表示、取付位置等に関し、8-102-2 の基準に適合する走行距離計を運

転者の見やすい箇所に備えなければならない。 

ただし、最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車に

あっては、原動機運転時間計をもって走行距離計に代えることができる。（保安基準

第 46 条第 2項関係） 

8-102-2 性能要件 

8-102-2-1 テスタ等による審査 

8-102-1（1）の速度計の指度は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差の

ないものでなければならない。 

この場合において、テスタ等その他適切な方法により審査したときに、自動車の速度

計が 40km/h（最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、その最高速度）を指示した

時の運転者の合図によって速度計試験機を用いて計測した速度が次に掲げる基準に適

合しないものは、この基準に適合しないものとする。（細目告示第 226 条第 1 項第 2 号

関係） 

① 最高速度が 40km/h 以上の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が 31.0km/h 以上 42.5km/h

以下の範囲にあるもの 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車にあっては、測定した速度が 29.1km/h 以上 42.5km/h 以下の範囲に

あるもの 

② 最高速度が 40km/h 未満の自動車にあっては、次の基準に適合するものであるこ

と。 

ア 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車以外の自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するものであ

ること。 

（略） 

イ 二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車並びにカタピラ及びそりを有す

る軽自動車にあっては、計測した速度が次式に適合するものであること。 

（略） 
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8-102-2-2 視認等による審査 

（1）8-102-1（1）の速度計は、取付位置、精度等に関し、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、運転者が容易に走行時における速度を確認できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 226 条第 1項第 1号関係） 

①～③（略） 

（削除） 

 

（2）速度計の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（1）の基準に適合するもの

とする。（細目告示第 226 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（3）8-102-1（2）の走行距離計は、表示、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、運転者が運転者席において容易に走行距離計を確認できるも

のでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合するものとする。（細目告

示第 226 条第 3項第 3号関係） 

（削除） 

ア（略） 

（4）走行距離計の機能を損なうおそれのある損傷のないものは、（3）の基準に適合する

ものとする。（細目告示第 226 条第 4項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

8-102-3～8-102-4（略） 

 

8-102-2-2 視認等による審査 

（1）8-102-1（1）の速度計は、取付位置、精度等に関し、視認等その他適切な方法によ

り審査したときに、運転者が容易に走行時における速度を確認できるものでなければ

ならない。 

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合しないものとする。（細目

告示第 226 条第 1項第 1号関係） 

①～③（略） 

④ 速度計が、運転者席において運転する状態の運転者の直接視界範囲内にないも

の 

（2）次の各号に掲げる速度計であって、その機能を損なうおそれのある損傷のないもの

は、（1）の基準に適合するものとする。（細目告示第 226 条第 2項関係） 

① 指定自動車等に備えられている速度計と同一の構造を有し、かつ、同一の位置

に備えられた速度計 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている速度計と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている速度計又

はこれに準じる性能を有する速度計 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた速度計と同一の構造

を有し、かつ、同一の位置に備えられた速度計又はこれに準ずる性能を有する速

度計 

（3）8-102-1（2）の走行距離計は、表示、取付位置等に関し、視認等その他適切な方法

により審査したときに、運転者が運転者席において容易に走行距離計を確認できるも

のでなければならない。 

この場合において、次に掲げるものは、この基準に適合するものとする。（細目告

示第 226 条第 3項第 3号関係） 

ア 走行距離計は運転者席から容易に確認できる位置に備えること。 

イ（略） 

（4）次の各号に掲げる走行距離計であって、その機能を損なうおそれのある損傷のない

ものは、（3）の基準に適合するものとする。（細目告示第 226 条第 4 項関係） 

① 指定自動車等に備えられている走行距離計と同一の構造を有し、かつ、同一の

位置に備えられた走行距離計 

② 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている走行距離計と同一の構造を有し、かつ、同一の位置に備えられている走行

距離計又はこれに準ずる性能を有する走行距離計 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた走行距離計と同一の

構造を有し、かつ、同一の位置に備えられた走行距離計又はこれに準ずる性能を

有する走行距離 

8-102-3～8-102-4（略） 

 

8-103 消火器 

8-103-1（略） 

8-103 消火器 

8-103-1（略） 
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8-103-2 性能要件（視認等による審査） 

8-103-1 に掲げる自動車に備える消火器は、運送物品等の消火に適応することができ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして、消火剤の種類及び充填量、構造、取付位置等

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 47 条第 2項関係） 

① 8-103-1①から⑤までに掲げる自動車に備える消火器は、次表において対象運送

物品の消火に適応するものとされるものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車及び軽自動車にあっては、当該適応消火

器の充填量を②アからオまでに掲げる量とすることができる。 

表（略） 

②～④（略） 

8-103-3～8-103-4（略） 

 

8-103-2 性能要件（視認等による審査） 

8-103-1 に掲げる自動車に備える消火器は、運送物品等の消火に適応することができ、

かつ、安全な運行を妨げないものとして、消火剤の種類及び充填量、構造、取付位置等

に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでな

ければならない。（保安基準第 47 条第 2項関係） 

① 8-103-1①から⑤までに掲げる自動車に備える消火器は、次表において対象運送

物品の消火に適応するものとされるものでなければならない。 

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、軽自動車又は小型特殊自動車にあって

は、当該適応消火器の充填量を②アからオまでに掲げる量とすることができる。 

表（略） 

②～④（略） 

8-103-3～8-103-4（略） 

 

8-104 内圧容器及びその附属装置 

8-104-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の内圧容器及びその附属装置は、内圧に耐えることができ、かつ、安全な運

行を妨げないものとして、規格、表示、取付け等に関し、視認等その他適切な方法に

より審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 48

条関係、細目告示第 228 条第 1項関係） 

（削除） 

 

 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

①（略） 

（削除） 

 

②（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

8-104 内圧容器及びその附属装置 

8-104-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の内圧容器及びその附属装置は、内圧に耐えることができ、かつ、安全な運

行を妨げないものとして、規格、表示、取付け等に関し、視認等その他適切な方法に

より審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（保安基準第 48

条関係、細目告示第 228 条第 1項関係） 

① 内圧容器は、労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）第 1 条第 7 号

に規定する第二種圧力容器に関し労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 42

条の規定に基づき厚生労働大臣が定める規格を具備するものであること。 

② 圧縮空気に係る内圧容器は、ドレンコックを備えたものであること。 

③ 内圧容器は、自動車に取付けた状態で見やすい位置に、最高使用圧力を表示し

たものであること。 

④ 内圧容器は、点検しやすい場所に備えられていること。 

⑤（略） 

⑥ 内圧容器には、容器内の圧力を指示する圧力計を運転者の見やすい場所に設け

ること。 

⑦（略） 

⑧ ⑥の圧力計は、照明装置を備え、又は文字板及び指示針に自発光塗料を塗った

ものであること。 

（2）機械等検定規則（昭和 47 年労働省令第 45 号）第 4 条の規定による合格印が押印さ

れた明細書の提出があるときは、（1）①の基準に適合するものとする。（細目告示第

228 条第 2項関係） 

 

8-105 運行記録計 

8-105-1（略） 

8-105-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-105-1 の自動車に備える運行記録計は、24 時間以上の継続した時間内における当

8-105 運行記録計 

8-105-1（略） 

8-105-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）8-105-1 の自動車に備える運行記録計は、24 時間以上の継続した時間内における当



新旧対照表 

437 / 521 

新 旧 

該自動車の瞬間速度及び 2 時刻間の走行距離を自動的に記録することができ、かつ、

平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差がないものとして、記録性能、精度

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 48 条の 2第 2項関係、細目告示第 229 条第 1項関

係） 

（削除） 

 

 

 

①（略） 

（2）運行記録計の機能が正常であるものは、（1）の基準に適合するものとする。（細目告

示第 229 条第 2項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

 

8-105-3～8-105-4（略） 

 

該自動車の瞬間速度及び 2 時刻間の走行距離を自動的に記録することができ、かつ、

平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差がないものとして、記録性能、精度

等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するもの

でなければならない。（保安基準第 48 条の 2第 2項関係、細目告示第 229 条第 1項関

係） 

① 24 時間以上の継続した時間内における当該自動車についての次の事項を自動

的に記録できる構造であること。 

ア 全ての時刻における瞬間速度 

イ 全ての 2 時刻間における走行距離 

②（略） 

（2）次に掲げる運行記録計であって、その機能が正常であるものは、（1）の基準に適合

するものとする。（細目告示第 229 条第 2 項関係） 

① 法第 75 条の 2 第 1 項の規定に基づき指定を受けた特定共通構造部に備えられ

ている運行記録計又はこれに準ずる性能を有する運行記録計 

② 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づく装置の指定を受けた運行記録計又はこれ

に準ずる性能を有する運行記録計 

8-105-3～8-105-4（略） 

 

8-106 速度表示装置 

8-106-1（略） 

8-106-2 性能要件（視認等による審査） 

速度表示装置は、当該自動車の速度を他の交通に容易に示すことができ、かつ、平坦

な舗装路面での走行時において、著しい誤差がないものとして、表示方法、灯光の色、

明るさ、精度等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 48 条の 3 第 2項関係、細目告示第 230 条

第 1項関係） 

（削除） 

 

8-106 速度表示装置 

8-106-1（略） 

8-106-2 性能要件（視認等による審査） 

速度表示装置は、当該自動車の速度を他の交通に容易に示すことができ、かつ、平坦

な舗装路面での走行時において、著しい誤差がないものとして、表示方法、灯光の色、

明るさ、精度等に関し、視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適

合するものでなければならない。（保安基準第 48 条の 3 第 2項関係、細目告示第 230 条

第 1項関係） 

① 速度表示装置は、次表左欄に掲げる速度で走行する場合に同表右欄に掲げる個数

の速度表示灯を自動的に点灯する構造であること。 

この場合において、左側の速度表示灯の点灯開始速度は、技術的に可能な限り低

い速度とし、いかなる場合にあっても 20km/h を超えてはならない。 

60km/h を超える速度 3 個

40km/h を超えて 60km/h 以下の速度 2個

40km/h 以下の速度 1 個

（削除） 

 

（削除） 

 

①（略） 

（削除） 

② 速度表示灯には、自動車の電源スイッチを除き、速度表示灯を容易に消灯できる

手動スイッチ等を設けるものでないこと。 

③ 速度表示灯は、前方 100m の距離から点灯している灯火の数を確認できるもので

あること。 

④（略） 

⑤ 速度表示灯の表示は、平坦な舗装路面での走行時において、著しい誤差のないも
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（削除） 

 

8-106-3 欠番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-106-4（略） 

 

のであること。 

⑥ 速度表示装置は、運転者が運転者席においてその作動状態を確認できる灯火その

他の装置を備えたものであること。 

8-106-3 取付要件（視認等による審査） 

速度表示装置は、その性能を損なわないように、かつ、取付位置、取付方法等に関し、

視認等その他適切な方法により審査したときに、次の基準に適合するように取付けられ

なければならない。（保安基準第 48 条の 3 第 3項関係、細目告示第 230 条第 2項関係） 

① 速度表示灯の取付位置は、前面ガラスの上方であり、かつ、地上 1.8m 以上であ

ること。 

この場合において、取付位置は、照明部中心の位置によるものとする。 

② 速度表示灯は、横に配列するものとし、その点灯の順序は、左側の灯火、右側の

灯火、中間の灯火の順であること。 

この場合において、速度表示装置の速度表示灯は、3 個をほぼ水平に、かつ、等

間隔に配列し、その間隔は 300mm±50mm とし、その中間灯火は、車両中心線附近に

配置するものとする。 

③ 速度表示灯の表示部の車両中心面に直交する鉛直面への投影面積は、40cm2 以上

であること。 

8-106-4（略） 

 

8-107（略） 

 

8-107（略） 

 

8-108 道路維持作業用自動車 

8-108-1 装備要件 

道路維持作業用自動車には、当該自動車が道路維持作業用自動車であることを他の交

通に示すことができるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、次の基準に適合する灯

火を車体の上部の見やすい箇所に備えなければならない。（保安基準第 49 条の 2関係、

細目告示第 232 条関係） 

①（略） 

（削除） 

 

8-108 道路維持作業用自動車 

8-108-1 装備要件 

道路維持作業用自動車には、当該自動車が道路維持作業用自動車であることを他の交

通に示すことができるものとして、灯光の色、明るさ等に関し、次の基準に適合する灯

火を車体の上部の見やすい箇所に備えなければならない。（保安基準第 49 条の 2関係、

細目告示第 232 条関係） 

①（略） 

② 150m の距離から点灯を確認できるものであること。 

 

8-109（略） 

 

8-109（略） 

 

8-110 旅客自動車運送事業用自動車 

［審査事項なし］ 

 

8-110 旅客自動車運送事業用自動車 

8-110-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）乗車定員 11 人以上の旅客自動車運送事業用自動車は、8-2 から 8-104 までの規定に

よるほか、旅客自動車運送事業の用に供するため必要な性能及び構造に関し、視認等

その他適切な方法により審査したときに、細目告示別添 91「連節バスの構造要件」及

び細目告示別添 92「2階建バスの構造要件」に定める基準並びに次の基準に適合しな

ければならない。（保安基準第 50 条関係、細目告示第 233 条第 1項関係） 

① 緩衝装置及び旅客の座席は、旅客に不快な振動、衝撃を与えないものであるこ
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と。 

② 客室は、適当な採光が得られるものであること。 

③ 客室には、適当な室内照明灯を備えること。 

④ 運転者席の側面の窓は、簡易な操作により、有効幅及び有効高さがそれぞれ

270mm 以上開放できる構造のものであること。 

（2）乗車定員 11 人以上 23 人以下の旅客自動車運送事業用自動車であって車両総重量 5t

を超えるもの及び乗車定員 24 人以上の旅客自動車運送事業用自動車にあっては、（1）

の規定によるほか、次に掲げる基準に適合しなければならない。（細目告示第 233 条

第 2項関係） 

① 室内照明灯は、客室内を均等に照明し、その光源は、客室床面積（客室の長さ

（客室の長さが左右で異なる場合は、その平均の長さ）に客室の幅を乗じて得た

値をいう。）1m2 あたり 5W（蛍光灯の場合にあっては 2W）以上又はこれと同等以

上の明るさであること。 

（算式） 

客室床面積＝ ൬
ιଵ ൅ ιଶ
2 ൰ ൈ w 

（参考図）（略） 

② 乗降口の踏段（幼児専用車の乗降口に備える踏段を除く。）は、その有効奥行

が 300mm 以上であること。 

ただし、最下段以外の踏段で乗降口のとびら等のためやむをえないものにあっ

ては、乗降口の有効幅のうち 350mm 以上の部分についてその有効奥行が 300mm（次

の上段までの高さが 250mm 以下のものにあっては、290mm）以上であればよい。 

③ （3）の自動車以外の自動車には、旅客の乗降の妨げとならず、かつ、車掌の

業務に支障のないように車掌席を乗降口の附近に設けること。 

この場合において、車掌席は、立席又は座席とすることができるものとする。 

④ （3）の自動車以外の自動車には、運転者席と車掌席との距離（それぞれ中心

間の最短距離を床面に平行に計測した長さとする。 

この場合において、車掌席の位置が明らかでないものにあっては、車体の側面

における乗降口開口部の後縁を車掌の位置とする。）が 3m 以上であるものにあっ

ては、その間にブザその他の連絡装置（車掌から運転者に対して連絡できるもの

をいう。）を備えること。 

この場合において、ブザその他の連絡装置は、2 箇所に乗降口があって 2 名の

車掌が乗車するような場合にあっては一方の車掌からの連絡は他の車掌の中継

によるものであってもよい。 

⑤ とびらを開閉する装置が動力式である乗降口には、その附近に、故障時などに

手動でとびらを開放できる装置を備え、かつ、その位置及びとびらの開放方法を

表示すること。 

（3）乗車定員 11 人以上 23 人以下の旅客自動車運送事業用自動車であって車両総重量 5t

を超えるもの及び乗車定員 24 人以上の旅客自動車運送事業用自動車であり、かつ、

車掌を乗務させないで運行することを目的とするもの（被牽引自動車を除く。）は、（1）
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及び（2）の規定によるほか、別添 14「ワンマンバスの構造要件」に定める基準に適

合しなければならない。（細目告示第 233 条第 3項関係） 

（4）乗車定員 11 人以上 23 人以下の旅客自動車運送事業用自動車であって車両総重量 5t

以下のものは、（1）の規定によるほか、次に掲げる基準に適合しなければならない。

（細目告示第 233 条第 4項関係） 

① 乗降口の踏段（幼児専用車に備えるものを除く。）の有効幅、有効奥行及び有

効蹴込みは、次の表に掲げる踏段の種類に応じ、それぞれ同表の有効幅、有効奥

行及び有効蹴込みの欄に掲げる範囲であること。 

ただし、乗降口から直接着席できる座席のためのみの乗降口の踏段にあって

は、この限りでない。 

踏段の種類 有効幅 有効奥行（注 1） 有効蹴込み（注 3） 

最下段の踏段（注

2） 

400mm 以上 230mm 以上（a） 100mm 以下（c） 

その他の踏段（注

2） 

400mm 以上 200mm 以上（b） 100mm 以下（c） 

注 1 最下段の踏段にあっては、踏段のうち乗降に有効に利用できる部分の奥行

であって当該踏段の大部分を占める平面部分の前縁から後縁までの水平距

離（次の図の a）をいう。 

注 2 有効奥行及び有効蹴込みの欄における a、b及び c は、次の図に示すところ

によるものとする。 

注 3 有効蹴込みとは、一般的な使用において足を入れることができ、かつ、安

全に蹴込める部位をいう。 

図（乗降口の踏段断面図）（略） 

② とびらを開閉する装置が動力式である乗降口には、その附近に故障時などに手

動でとびらを解放できる装置を備え、かつ、その位置及びとびらの開放方法を表

示すること。 

8-110-2 欠番 

8-110-3 欠番 

8-110-4 適用関係の整理 

7-110-4 の規定を適用する。 

 

8-111 ガス運送容器を備える自動車等 

8-111-1（略） 

8-111-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）ガス運送容器を備える自動車その他のガス容器を運送するための構造及び装置を有

する自動車のバンパその他の緩衝装置は、強度、取付位置等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細

目告示第 234 条第 1項関係） 

①（略） 

8-111 ガス運送容器を備える自動車等 

8-111-1（略） 

8-111-2 性能要件（視認等による審査） 

（1）ガス運送容器を備える自動車その他のガス容器を運送するための構造及び装置を有

する自動車のバンパその他の緩衝装置は、強度、取付位置等に関し、視認等その他適

切な方法により審査したときに、次の基準に適合するものでなければならない。（細

目告示第 234 条第 1項関係） 

①（略） 
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② ①の「バンパ」は、本体及び本体を車台に連結する取付部から構成される次図

に示すとおりの構造の装置であって、次の基準に適合しなければならない。 

ア～イ（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

図（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-111-3～8-111-4（略） 

 

② ①の「バンパ」は、本体及び本体を車台に連結する取付部から構成される次図

に示すとおりの構造の装置であって、次の基準に適合しなければならない。 

ア～イ（略） 

ウ 本体は、車両中心線に対して対称に取付けられ、かつ、その長さは当該自

動車の幅の 80％以上であること。 

エ 自動車登録番号標及び灯火類の表示を妨げるおそれのないものであるこ

と。 

図（略） 

③ 専らガス容器を収納するコンテナを積載する自動車であって、コンテナの積み

卸しを容易にする機械装置及び自動車とコンテナを緊締する緊締装置を有する

ものに備える次図に示す装置（保護板）は「その他の緩衝装置」とする。 

この場合において、保護板のほかに、②の基準に適合するバンパを取付けるも

のとする。 

図（略） 

（2）ガス運送容器を備える自動車は、（1）の規定によるほか、ガス運送容器の後面及び

附属装置と（1）の緩衝装置との間に十分な間隔がおかれているものでなければなら

ない。 

この場合において、「十分な間隔がおかれているもの」とは、次の基準に適合する

ことをいう。（保安基準第 50 条の 2第 2項関係、細目告示第 234 条第 2項関係） 

① 後部取出し式容器（容器元弁をその後面に設けた容器をいう。）にあっては、

次図のとおり容器元弁及び緊急遮断装置に係るバルブからバンパの後面までの

距離が 40cm 以上であること。 

図 後部取出し式（略） 

② ①以外の容器にあっては、次図のとおり容器の後面からバンパの後面までの距

離が 30cm 以上であること。 

図 後部取出し式以外のもの（略） 

③ 容器元弁、緊急遮断装置に係るバルブその他の主要な附属品が操作箱に収納さ

れる場合にあっては、①及び②の基準に適合するほか、①の図のとおり操作箱か

らバンパの後面までの距離が 20cm 以上であること。 

8-111-3～8-111-4（略） 

 

8-112 火薬類を運送する自動車 

8-112-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）火薬類を運送する自動車は、8-2 から 8-106 までの規定によるほか、火薬類を安全に

運送できるものとして、構造、装置等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合しなければならない。（保安基準第 51 条関係、細目告示第

235 条第 1項関係） 

（削除） 

 

（削除） 

8-112 火薬類を運送する自動車 

8-112-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）火薬類を運送する自動車は、8-2 から 8-106 までの規定によるほか、火薬類を安全に

運送できるものとして、構造、装置等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに、次の基準に適合しなければならない。（保安基準第 51 条関係、細目告示第

235 条第 1項関係） 

① 燃料装置は、アセチレン・ガス発生装置又はガス発生炉を使用するものでない

こと。 

② 荷台その他火薬類を積載する場所と原動機との間は、不燃性の隔壁で仕切られ
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①～②（略） 

（2）（略） 

（3）次に掲げるものは、（1）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 235 条第 2項

関係） 

①～③（略） 

8-112-2（略） 

 

ていること。 

③～④（略） 

（2）（略） 

（3）次に掲げるものは、（1）③又は④の基準に適合しないものとする。（細目告示第 235

条第 2項関係） 

①～③（略） 

8-112-2（略） 

 

8-113 危険物を運送する自動車 

8-113-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）危険物を運送する自動車は、8-2 から 8-106 までの規定によるほか、危険物を安全に

運送できるものとして、構造、装置等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに次の基準に適合しなければならない。（保安基準第 52 条関係、細目告示第 236

条第 1項関係） 

（削除） 

 

①～②（略） 

（2）次に掲げるものは、（1）の基準に適合しないものとする。（細目告示第 236 条第 2項

関係） 

①～③（略） 

（削除） 

 

 

（3）爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車は、（1）の規定によるほ

か次に掲げる基準に適合しなければならない。（細目告示第 236 条第 4項関係） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

①～②（略） 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

8-113 危険物を運送する自動車 

8-113-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）危険物を運送する自動車は、8-2 から 8-106 までの規定によるほか、危険物を安全に

運送できるものとして、構造、装置等に関し、視認等その他適切な方法により審査し

たときに次の基準に適合しなければならない。（保安基準第 52 条関係、細目告示第 236

条第 1項関係） 

① 燃料装置は、アセチレン・ガス発生装置又はガス発生炉を使用するものでない

こと。 

②～③（略） 

（2）次に掲げるものは、（1）②又は③の基準に適合しないものとする。（細目告示第 236

条第 2項関係） 

①～③（略） 

（3）危険物の規制に関する政令別表第 3 に掲げる指定数量以上の危険物を運送する自動

車は、（1）の規定によるほか、荷台その他危険物を積載する場所と原動機との間が不

燃性の隔壁で仕切られていなければならない。（細目告示第 236 条第 3項関係） 

（4）爆発性液体を運送するため車台にタンクを固定した自動車は、（1）及び（3）の規定

によるほか次に掲げる基準に適合しなければならない。（細目告示第 236 条第 4 項関

係） 

① 空気入ゴムタイヤを使用し、かつ、車台の後部に衝突によるタンク及びその附

属装置の損傷を防止できるバンパその他の緩衝装置を備えること。 

② タンク及びその附属装置は、危険物の規制に関する政令第 15 条（第 1 項第 1

号を除く。）の基準に適合するもの又は同令第 23 条の規定により同令第 15 条（第

1項第 1号を除く。）の基準による場合と同等以上の効力があると認められた特殊

な構造若しくは設備を用いたものであること。 

③～④（略） 

⑤ 消防法別表第4類の項に掲げる爆発性液体を運送する自動車の排気管及び消音

器は、タンク又はその附属装置の弁又は管継手の直下に設けられていないこと。 

（5）車両中心線に対して対称に取付けられ、かつ、その長さが当該自動車の幅の 80％以

上のタンクの損傷を防止するための装置であって、適切な強度及び剛性を有し、かつ、

車台に確実に取付けられているものは、（4）①の基準に適合するものとする。（細目

告示第 236 条第 5項関係） 

（参考図）（略） 
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（削除） 

 

8-113-2～8-113-4（略） 

 

単位：mm 

対象車種

諸元 

大型車用 

（Gvw8 トン以上）

中型車用 

（Gvw5トン以上8トン未

満） 

小型車用 

（Gvw5 トン未満） 

H 200 以上 150 以上 100 以上 

b 75 以上 65 以上 55 以上 

t 6 以上 3.2 以上 3.2 以上 

（6）タンクについて、タンク証明書の提示があったときは、当該タンク及びその附属装

置については、（4）②の基準に適合するものとする。（細目告示第 236 条第 6項関係） 

8-113-2～8-113-4（略） 

 

8-114 乗車定員 

［審査事項なし］ 

 

8-114 乗車定員 

8-114-1 性能要件（視認等による審査） 

（1）自動車の乗車定員は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防止

できる範囲内において乗車することができるものとして、次の基準に基づき算出され

る人員のうち最大のものとする。 

ただし、二輪の軽自動車（側車付二輪自動車を除く。）にあっては乗車定員 2 人以

下、車両総重量 2t 未満の被牽引自動車にあっては乗車定員なしとする。（保安基準第

53 条第 1項関係、細目告示第 237 条第 1 項関係） 

① 乗車定員は、運転者席、座席、座席に準ずる装置及び立席の定員の総和とする。 

この場合において、次に掲げるものは、座席に準ずる装置として取扱うものと

する。 

ア 患者輸送車、身体障害者輸送車又は救急車に備えられた寝台 

イ 専ら車いすを設置するために設けられた場所に備えた車いすを固定する

ための空間と装置 

② 連続した座席の座席定員は、次によるものとする。 

ア 幼児専用車以外の自動車にあっては、当該座席の幅を 40cm で除して得た

整数値とする。 

ただし、当該座席の幅から 76cm を引いた値を 40cm で除して得た整数値に

2を加えた値を用いることができる。 

イ 幼児専用車にあっては、当該座席の幅を 27cm で除して得た整数値とする。 

③ 立席定員は、立席面積の合計を 0.14m2で除して得た整数値とする。 

④ 立席を有する専ら乗用の用に供する乗車定員 11 人以上の自動車について、高

速道路等において旅客を運送する場合以外の場合における乗車定員を算出する

ときは、補助座席を備える場合にはこれを折りたたんだ状態とし、車いすの用に

供する床面を有する場合には車いすを使用していない状態とする。 

ただし、次に掲げる自動車であって、座席定員を超えて旅客を運送しないもの

については、補助座席を使用した状態とすることができる。 

ア 一般貸切旅客自動車運送事業用自動車 
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イ 一般乗合旅客自動車運送事業用自動車のうち長距離高速及び定期観光に

使用するもの 

ウ 特定旅客自動車運送事業用自動車 

⑤ 立席を有する専ら乗用の用に供する乗車定員 11 人以上の自動車について、高

速道路等において旅客を運送する場合における乗車定員を算出するときは、当該

立席を除くものとする。 

この場合において、補助座席を備える自動車にあっては、補助座席を使用した

状態とする。 

⑥ 次に掲げる座席及び乗車装置を備える自動車の乗車定員は当該装置に乗車す

る小人数を1.5で除した整数値とその他の乗車装置に乗車する大人定員の和とす

る。 

ア 幼児用座席を備える幼児専用車 

イ 専ら座席の用に供する床面の UN R14 に適合する取付具に年少者用補助乗

車装置を備える自動車 

ウ UN R44-04-S12 の 4.、6.から 8.まで及び 15.に適合する UN R44-04-S12 の

2.1.2.4.2.に規定する装置（専ら年少者が着席するためのものに限る。）を

備える自動車 

（2）（1）の乗車定員は、12 歳以上の者の数をもって表わすものとする。 

この場合において、12 歳以上の者 1 人は、12 歳未満の小児又は幼児 1.5 人に相当

するものとする。（保安基準第 53 条第 2項） 

8-114-2 欠番 

8-114-3 欠番 

8-114-4 適用関係の整理 

7-114-4 の規定を適用する。 

 

8-115 最大積載量 

［審査事項なし］ 

 

8-115 最大積載量 

（1）自動車の最大積載量は、本章の規定に適合して安全な運行を確保し、及び公害を防

止できる範囲内において積載することができるものとして、（2）から（11）までの基

準に基づき算出される物品の積載量のうち最大のものとする。 

ただし、被牽引自動車の最大積載量については、（2）から（11）までの基準を満た

す限りにおいて、当該被牽引自動車を牽引する牽引自動車の牽引能力に応じた最大の

ものとすることができる。（保安基準第 53 条第 1項、細目告示第 237 条第 2項関係） 

（2）最大積載量の算定については、次により行うものとする。（細目告示第 237 条第 2項

第 1号関係） 

① 貨物自動車の最大積載量の算定（②に掲げる場合を除く。）については、次に

よって行うものとする。 

この場合において、指定自動車等であって、車体構造等を変更したもの（「道

路運送車両の保安基準の一部改正に伴う車両総重量が 20 トンを超える改造等の

取扱いについて」（平成 5 年 11 月 25 日付け自技第 165 号）、「車両総重量が 8 ト

ンクラスの自動車の最大積載量の指定について（依命通達）」（平成 7 年 1 月 27
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日付け自技第 12 号）、「最大限に積載した ISO 規格の国際海上コンテナを輸送す

るために必要な被牽引自動車等の改造等の取扱いについて（依命通達）」（平成 10

年 3月 31 日付け自技第 61 号）及び「道路運送車両の保安基準等の一部改正に伴

い最大積載量等の変更を行う場合の取扱いについて」（平成 27 年 3 月 31 日付け

国自技第 201 号国自整第 350 号）が適用される自動車を除く。）については、当

該自動車の車台を使用する標準車の最大積載量を超えない範囲内で指定するも

のとする。 

ア 別添 7「自動車の走行性能の技術基準」 

イ 別添 8「連結車両の走行性能の技術基準」 

② 乗用自動車又は乗合自動車から貨物自動車に用途の変更を行う場合の最大積

載量の算定（特種用途自動車に最大積載量を指定する場合を含む。）については、

①アによるほか、次により行うものとする。 

ア 指定自動車等のうち、諸元表等により車両総重量及び軸重の許容限度が明

確な自動車にあっては、当該許容限度を超えない範囲内で指定する。 

イ FMVSS ラベル又は CMVSS ラベルにより車両総重量及び軸重の許容限度が表

示されている自動車にあっては、当該許容限度（最大積載量の許容限度も表

示されている場合には、最大積載量の許容限度を含む。）を超えない範囲で

指定する。 

ウ 欧州経済共同体指令に基づき自動車製作者が発行する完成車の適合証明

書により車両総重量及び軸重の許容限度が明確な自動車にあっては、当該許

容限度を超えない範囲で指定する。 

エ 指定自動車等のうち、車両総重量及び軸重の許容限度が明確でないものに

あっては、同一型式の類別区分中の最大の車両総重量を超えない範囲内で指

定する。 

オ アからエに規定する自動車以外の自動車にあっては、取外した乗車設備分

の定員数に 55kg を乗じた重量を超えない範囲内で指定する。 

③ 次に掲げる牽引自動車については、8-5-1（1）（7-5-5-1（1））の括弧書きを適

用せずに、最大積載量を指定することができる。 

ア 平成 27 年 4月 30 日以前に初めての検査を受けた牽引自動車 

イ 平成 27年 4月 30日以前に新型届出を受けた牽引自動車又は輸入自動車特

別取扱を受けた牽引自動車 

④ 次に掲げるセミトレーラについては、8-4-1（1）の表中②又は③のいずれかを

適用し、最大積載量を指定することができる。 

ア 平成 27 年 4月 30 日以前に初めての検査を受けたセミトレーラ 

イ 平成 27年 4月 30日以前に新型届出を受けたセミトレーラ又は輸入自動車

特別取扱を受けたセミトレーラ 

（3）牽引自動車の第五輪荷重の算出については、（2）の規定に準じて行うものとする。（細

目告示第 237 条第 2項第 2 号関係） 

（4）保安基準第 55 条の規定に基づき分割不可能な貨物に限って輸送することを条件とし

て、規制値を超えることとなる保安基準の項目について適用を緩和するための認定を
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受けたセミトレーラであって、分割可能な貨物を保安基準の範囲内で輸送する場合の

基準緩和セミトレーラの最大積載量（基準最大積載量）の算定については、（2）の規

定に準じて行うものとする。（細目告示第 237 条第 2項第 3号関係） 

（5）物品積載装置としてタンク類を使用する自動車（危険物を運搬するタンク自動車、

高圧ガスを運搬するタンク自動車及び粉粒体物品輸送専用のタンク自動車を除く。）

にあっては、タンクの容積〔タンクの容積が 1000ℓ 以下にあっては 10ℓ、タンクの容

積が 1000ℓ を超え 5000ℓ 以下にあっては 50ℓ（末尾が 50ℓ 以上 100ℓ 未満の場合は 50ℓ

とする。）及びタンクの容積が 5000ℓ を超えるものは 100ℓ 未満は切り捨てるものとす

る。〕に次表の積載物品名に対応する比重を乗じて得た数値〔0.9（真空ポンプ及び過

流防止弁を用いて液状の積載物品をタンクに吸引する構造の物品積載装置にあって

は、0.75）から 1.0 までの数値を乗ずることができる。〕を積載物品の重量（10kg 未

満は切り捨てるものとする。）として用いるものとする。 

なお、容易にその容積を計算し難いタンクにあっては、次により当該タンクの容積

の近似計算により算出するものとする。（細目告示第 237 条第 2項第 4 号関係） 

① 楕円形のタンク 

ア 胴部分の計算式 

（略） 

イ 鏡板部分の計算式 

（略） 

② 円筒形のタンク 

ア 胴部分の計算式 

（略） 

イ 鏡板部分の計算式 

（略） 

（比重表（例）） 

積載物品名 比重 

アスファルト溶液 

フォルマリン 

水、海水、牛乳、糞尿 

0.90 

1.05 

1.00 

（6）危険物を運搬するタンク自動車にあっては、タンクの容積〔タンクの容積が 1000ℓ

以下にあっては 10ℓ、タンクの容積が 1000ℓ を超え 5000ℓ 以下にあっては 50ℓ（末尾

が 50ℓ 以上 100ℓ 未満の場合は 50ℓ とする。）及びタンクの容積が 5000ℓ を超えるもの

は 100ℓ 未満は切り捨てるものとする。また、0.90 から 0.95 までの数値を乗ずるもの

とする。〕に次表の積載物品名に対応する比重を乗じて得た数値を積載物品の重量

（10kg 未満は切り捨てるものとする。）として用いるものとする。 

この場合において、危険物の類別が、消防法の規定に基づく同一類別の範囲内にお

いて、複数の品目の危険物を運搬するタンク自動車として消防法の規定に基づき設置

の許可を受けたタンク自動車にあっては、タンクの容積に当該設置許可書に記載され

ている設置許可の品目のいずれかの品目で算出した数値を積載物品の重量（10kg 未満

は切り捨てるものとする。）として用いることができるものとする。 
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なお、容易にその容積を計算し難いタンクにあっては、（5）①又は②により当該タ

ンクの容積の近似計算により算出するものとする。（細目告示第 237 条第 2項第 5 号） 

（比重表（例）） 

積載物品名 比重 

第四類 

第一石油類 

ガソリン 

アルコール類 

アルコール 

酢酸エステル類 

酢酸エステル 

第二石油類 

灯油 

軽油 

酢酸 

第三石油類 

重油 

第四石油類 

潤滑油 

 

 

0.75 

 

0.80 

 

0.90 

 

0.80 

0.85 

1.06 

 

0.93 

 

0.95 

（7）高圧ガスを運搬するタンク自動車にあっては、容器保安規則第 22 条の液化ガスの質

量の計算の方法により得た数値を積載物品の重量（10kg 未満は切り捨てるものとす

る。）として用いるものとする。 

この場合において、タンクの内容積は、高圧ガス保安法第 45 条又は第 49 条の規定

により刻印された数値又は標章に打刻された数値を用いるものとする。 

なお、容易にその容積を計算し難いタンクにあっては、（5）①又は②により当該タ

ンクの容積の近似計算により算出するものとする。（細目告示第 237 条第 2項第 6 号） 

（8）コンクリート・ミキサー及びアジデータ・トラックにあっては、ドラムの最大混合

容量に次の比重を乗じて得た数値に0.9から 1.0までの数値を乗じて得た数値と水タ

ンクを満量とした状態の重量とを加算したものを積載物品の重量（10kg 未満は切り捨

てるものとする。）として用いるものとする。 

ただし、ドライ方式にあってはセメントと骨材のみをドラムに積載する状態と生コ

ンクリートをドラム内で製造する状態のそれぞれについて検討するものとする。この

場合において、セメントと骨材のみをドラムに積載する状態において水タンクの水の

重量は水タンクを満量とした状態とし、生コンクリートをドラム内で製造した状態に

おける水タンクの水の重量は、水タンクを満量とした状態の重量からドラムの最大混

合容量に 200kg/m3を乗じて得た重量を減じたものとする。（細目告示第 237 条第 2 項

第 7号） 

① ドライ方式であってセメントと骨材のみをドラムに積載する場合にあっては

2.2t/m3 

② ①以外であって、輸送する物品の見かけの比重が確実な資料により明らかな場
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合にあってはその値 

③ ①及び②以外の場合にあっては 2.4t/m3 

（9）粉粒体物品輸送専用のタンク自動車にあっては、タンクの容積〔タンクの容積が 1000ℓ

以下にあっては 10ℓ、タンクの容積が 1000ℓ を超え 5000ℓ 以下にあっては 50ℓ（末尾

が 50ℓ 以上 100ℓ 未満の場合は 50ℓ とする。）及びタンクの容積が 5000ℓ を超えるもの

は 100ℓ 未満は切り捨てるものとする。〕に次表の見かけの比重（輸送する物品の見か

けの比重が確実な資料により明らかな場合にあってはその値）を乗じて得た数値に

0.9 から 1.0 までの数値を乗じて得た数値を積載物品の重量（10kg 未満は切り捨てる

ものとする。）として用いるものとする。 

なお、容易にその容積を計算し難いタンクにあっては、（5）①又は②により当該タ

ンクの容積の近似計算により算出するものとする。（細目告示第 237 条第 2項第 8 号） 

（見掛けの比重表） 

積載物品名 見掛け比重 

バラセメント 

フライアッシ 

飼料 

ビニールパウダ 

小麦粉 

カーボンブラック 

1.0 

0.8 

0.5 

0.45 

0.5 

0.32 

（10）特種用途自動車であって積載量（当該特種用途自動車の本来の用途に使用するため

に最小限必要な工具等を積載するための 500kg 以下の積載量を除く。）を有する場合

には、（2）から（9）までの規定に準じて最大積載量を算定するものとする。（細目告

示第 237 条第 2項第 9号関係） 

（11）5-3-9（6）及び（7）の牽引重量は、次の算式により算出するものとする。 

（算式） 

TC ൌ GCWെ（Wെ P） 

この場合において 

TC	 ：牽引自動車の牽引重量 kg 
GCW ：連結車両総重量（別添 8「連結車両の走行性能の技術基準」の各

項のうち適用される項の計算式中不等号を除いた式により算出さ

れた値のうち、いずれか小さい方の 10kg 未満を切り捨てた値とす

る。）kg 
W	 ：牽引自動車の車両総重量 kg 

P	 ：牽引自動車の第五輪荷重 kg 

  

8-116 臨時乗車定員 

［審査事項なし］ 

 

8-116 臨時乗車定員 

（1）地方運輸局長は、路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自動車（保安

基準第 53 条の乗車定員が 30 人以上のものに限る。）について、同条の乗車定員のほ

か、その運行のため必要な保安上又は公害防止上の制限を附して、臨時乗車定員を定
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めることができる。（保安基準第 54 条第 1 項関係） 

（2）（1）の臨時乗車定員は、座席定員と 7-46（1）後段の規定を適用しないで計算した場

合の立席定員との合計を超えないものでなければならない。 

この場合において、立席定員は、立席面積の合計を 0.14m2で除した整数値とする。

（保安基準第 54 条第 2項関係、細目告示第 238 条関係） 

（3）保安基準第 53 条第 2 項の規定は、（1）の臨時乗車定員について準用する。（保安基

準第 54 条第 3 項） 

 

第 9 章 立入検査又は街頭検査 

9-1 適用 

この章の規定は、法第 100 条第 2項の規定による立入検査又は街頭検査に係る審査を

行う場合に適用する。 

9-2 審査項目等 

（1）立入検査又は街頭検査の実施趣旨に照らした必要な審査項目は、地方事務所の長、

地方検査部の長又は本部検査部の長が定める。 

この場合において、当該審査項目については、自動車又はその部品の改造、装置の

取付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又は性能に係る変更が

行われていると認められる場合には第 7 章の規定、その他の場合には第 8章の規定を

適用するほか、別添 6「街頭検査等実施要領」により実施するものとする。 

（2）次に掲げる自動車を審査する場合には、保安基準、細目告示及び適用関係告示にお

ける当該自動車に適用される基準を確認した後に審査すること。 

① 小型特殊自動車 

② 二輪の軽自動車 

③ カタピラ及びそりを有する軽自動車 

④ 被牽引自動車である軽自動車（①又は②の自動車により牽引されるものに限

る。） 

 

第 9 章 立入検査及び街頭検査 

9-1 適用 

この章の規定は、法第 100 条第 2項の規定に基づく立入検査及び街頭検査に係る審査

を行う場合に適用する。 

9-2 審査項目等 

立入検査又は街頭検査の実施趣旨に照らし、必要な審査項目は地方事務所の長、地方

検査部の長又は本部検査部の長が定める。 

この場合において、当該審査項目については、自動車又はその部品の改造、装置の取

付け又は取外しその他これらに類する行為により構造、装置又は性能に係る変更が行わ

れていると認められた場合には第 7章の規定、その他の場合には第 8章の規定を適用す

る。 

（新設） 

 

第 10 章～第 11 章（略） 

 

別表 1～別表 2（略） 

 

第 10 章～第 11 章（略） 

 

別表 1～別表 2（略） 

 

別表 3（4-7 関係） 

審査の実施の方法 

検査の種別 審査の実施方法 

新規検査又

は予備検査 

1（略） 

2 装置に関する審査（その 1） 

次の表の左欄に掲げる事項について、同表の右欄に掲げる器具を用

いて審査するものとする。 

この場合において、（1）、（2）及び（10）に掲げる事項については、

当該器具を用いて審査することが困難であるときに限り走行その他

別表 3（4-7 関係） 

審査の実施の方法 

検査の種別 審査の実施方法 

新規検査又

は予備検査 

1（略） 

2 装置に関する審査（その 1） 

次の表の左欄に掲げる事項について、同表の右欄に掲げる器具を用

いて審査するものとする。 

この場合において、（1）、（2）、（10）及び（11）に掲げる事項につ

いては、当該器具を用いて審査することが困難であるときに限り走行
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の適切な方法により、（3）、（6）、（8）及び（9）に掲げる事項につい

ては、道路運送車両の保安基準に適合するかどうかを視認等により容

易に判定することができるときに限り視認等により、それぞれ審査す

ることができる。 

（略） （略） 

（削除） （削除） 

3～5（略） 

（削除） 

 

 

 

 

6 完成検査終了証又は出荷検査証がある自動車の審査 

型式指定自動車及び共通構造部型式指定自動車は、次に掲げる全て

の要件を満足するものについては、2、3（共通構造部型式指定自動車

は（9）を除く。）、4（5）及び 4（6）の審査を提出書面の審査に代え

るものとする。 

ただし、提出のあった書面又は当該自動車の構造・装置の内容に疑

義が生じ、審査を代えることが妥当ではないと判断する場合はこの限

りでない。 

（1）型式指定自動車 

① 完成検査終了証（発行後 9 月を経過しないものに限る。）

があること 

② 改造自動車以外の自動車であること 

③ 事前届出対象自動車以外の自動車であって、新規検査等届

出書の「事前審査管理番号」欄が空欄であること 

④ 当該自動車に係る構造・装置について変更がないこと（諸

元表に記載される事項に変更のない軽微な装置の変更を除

く。） 

⑤ 新規検査等届出書の「前照灯の明るさ及び主光軸の向き測

定」欄に○印が付されていること（被牽引自動車を除く。）

 

 

 

 

（2）共通構造部型式指定自動車 

① 次のいずれかの出荷検査証（発行後 11 月を経過しないも

のに限る。）があること 

ア 共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3

その他の適切な方法により、（3）、（6）、（8）及び（9）までに掲げる

事項については、道路運送車両の保安基準に適合するかどうかを視認

等により容易に判定することができるときに限り視認等により、それ

ぞれ審査することができる。 

（略） （略） 

（11）速度表示灯の表示の誤差 速度計試験機 

3～5（略） 

6 限定自動車検査証の提出がある自動車の審査 

有効な限定自動車検査証の提出のある自動車については、当該限定

自動車検査証に記載された保安基準に適合しない部分を整備した場

合における当該整備に係る部分について、1から 4までに掲げる方法

により審査するものとする。 

7 完成検査終了証又は出荷検査証がある自動車の審査 

型式指定自動車及び共通構造部型式指定自動車は、次に掲げる全て

の要件を満足するものについては、2、3（共通構造部型式指定自動車

は（9）を除く。）及び 4（（5）及び（6）に限る。）の審査を提出書面

の審査に代えるものとする。 

ただし、提出のあった書面又は当該自動車の構造・装置の内容に疑

義が生じ、審査を代えることが妥当ではないと判断する場合はこの限

りでない。 

（1）型式指定自動車 

① 完成検査終了証（発行後 9 月を経過しないものに限る。）

があるもの 

② 改造自動車に該当しないもの 

③ 別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.に掲げる事前届

出対象自動車に該当しないもの 

④ 当該自動車に係る構造・装置について変更がないもの（諸

元表等に記載される事項に変更のない軽微な装置の変更を

除く。） 

⑤ 届出者又は諸元確認者が保有する前照灯試験機により前

照灯の明るさ及び主光軸の向きに関する基準適合性の確認

がなされた自動車であり、かつ、別添 2「新規検査等提出書

面審査要領」4.1.新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））

により適合している旨が確認できるもの（被牽引自動車を除

く。） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

① 出荷検査証（発行後 11 月を経過しないものに限る。）があ

り、かつ、共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第

3号様式の出荷検査証であって、備考欄に「当該型式で認証
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号様式の出荷検査証であって、備考欄に「当該型式で認

証を受けていない仕様に変更有」と記載されていないも

の 

イ 「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査

証であって、当該備考欄に「型式指定番号※2」と記載

されていないもの 

② 当該自動車に係る構造・装置について変更がないこと。 

ただし、次に掲げるものを除く。 

ア（略） 

イ 次に掲げる構造・装置の変更 

（a）（略） 

（b）燃料タンク（UN R34 を適用しない自動車に限る。）

 

 

（c）～（g）（略） 

ウ（略） 

③ 新規検査等届出書の「前照灯の明るさ及び主光軸の向き測

定」欄に○印が付されていること（被牽引自動車を除く。）

 

 

 

 

継続検査 1～3（略） 

（削除） 

 

 

 

 

（略） （略） 

  

を受けていない仕様に変更有」と記載されていないもの又は

「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であ

って、当該備考欄に「型式指定番号※2」と記載されていな

いもの 

 

 

② 当該自動車に係る構造・装置について変更がないもの。 

ただし、次に掲げるものを除く。 

ア（略） 

イ 次に掲げる構造・装置の変更 

（a）（略） 

（b）燃料タンク（別添 2「新規検査等提出書面審査

要領」3.に掲げる事前届出対象自動車に該当しな

いものに限る。） 

（c）～（g）（略） 

ウ（略） 

③ 届出者又は諸元確認者が保有する前照灯試験機により前

照灯の明るさ及び主光軸の向きに関する基準適合性の確認

がなされた自動車であり、かつ、別添 2「新規検査等提出書

面審査要領」4.1.新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））

により適合している旨が確認できるもの（被牽引自動車を除

く。） 

継続検査 1～3（略） 

4 限定自動車検査証の提出がある自動車の審査 

有効な限定自動車検査証の提出のある自動車については、当該限定

自動車検査証に記載された保安基準に適合しない部分を整備した場

合における当該整備に係る部分について、1、2 及び 3 までに掲げる

方法により審査するものとする。 

（略） （略） 

  

別表 4（7-11 関係） 

ロードインデックスに対応する負荷能力 

（略） 

 

別表 5（7-11 関係） 

異なる速度における負荷能力 

（略） 

 

別表 6（7-61 関係） 

別表 4（7-11、8-11 関係） 

ロードインデックスに対応する負荷能力 

（略） 

 

別表 5（7-11、8-11 関係） 

異なる速度における負荷能力 

（略） 

 

別表 6（7-61、8-61 関係） 
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NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域 

（略） 

 

別表 7（7-61 関係） 

排出ガス規制区分別排出基準の適否 

（略） 

 

別表 8（7-61 関係） 

窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準 

（略） 

 

別表 9（7-61 関係） 

NOx･PM 法の特定期日 

（略） 

 

様式 1～様式 11（略） 

 

様式 12（4-12 関係） 

使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の試験成績書 

（略） 

 

様式 13（7-61 関係） 

自動車排出ガス試験結果証明書 

（略） 

 

別添 1（略） 

 

NOx･PM 法対策地域及び NOx 法特定地域 

（略） 

 

別表 7（7-61、8-61 関係） 

排出ガス規制区分別排出基準の適否 

（略） 

 

別表 8（7-61、8-61 関係） 

窒素酸化物等排出自動車の窒素酸化物及び粒子状物質の排出基準 

（略） 

 

別表 9（7-61、8-61 関係） 

NOx･PM 法の特定期日 

（略） 

 

様式 1～様式 11（略） 

 

様式 12（4-12、8-10 関係） 

使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の試験成績書 

（略） 

 

様式 13（7-61、8-61 関係） 

自動車排出ガス試験結果証明書 

（略） 

 

別添 1（略） 

 

別添 2（4-13 関係） 

新規検査等提出書面審査要領 

1. 目的 

この要領は、新規検査、予備検査又は構造等変更検査の申請を行おうとする者から、

当該自動車の構造・装置の内容について届出を得ることにより、保安基準への適合性の

確認を適正かつ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この要領における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）「変更」とは、自動車又はその部品の改造、装置の取付け又は取外しその他これらに

類する行為をいう。 

（2）「個別届出自動車」とは、4.（1）の自動車をいう。 

（3）「代表届出自動車」とは、4.（2）の自動車をいう。 

別添 2（4-13 関係） 

新規検査等提出書面審査要領 

（新設） 

 

 

 

（新設） 
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なお、附則 2 の 3.2.（2）後段の規定を適用している自動車がある場合には、その

自動車を含む。 

（4）「届出者」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を提出する

者をいう。 

（5）「届出書等」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料をいう。

3. 附則の適用 

自動車の種類に応じて、それぞれの附則を適用するものとする。 

① 指定自動車等のうち、事前届出対象自動車以外の自動車 

附則 1 当日提出書面の審査（事前届出対象自動車以外の自動車） 

② 事前届出対象自動車のうち、4.（1）又は（2）の自動車 

附則 2 事前提出書面の審査（技術基準等の審査を要する自動車） 

③ 事前届出対象自動車のうち、4.（3）の自動車 

附則 3 事前提出書面の審査（使用の過程にある牽引自動車） 

④ 事前届出対象自動車のうち、4.（4）の自動車 

附則 4 事前提出書面の審査（特定の被牽引自動車） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

4. 事前届出対象自動車 

本則 1-3 で規定する事前届出対象自動車は、次に掲げるものをいう。 

 

（新設）※別添 2の 3.から移動 

3. 事前届出対象自動車 

本則 1-3 で規定する事前届出対象自動車は、次に掲げるものをいう。 

  

 

（1）技術基準等の審査を要する自動車（個別届出自動車） 

 

（新設）※別添 2の 3.（1）から移動 

（1）技術基準等の審査を要する自動車 

附則 1の 3.に掲げる技術基準等の審査を要する自動車 

  

 

 

指定自動車等であって、当該自動車の構造・装置を変更することにより、変更部分

及び変更により影響を及ぼす部分が技術基準等（次表に掲げるものに限る。）に適合

しているかどうかを、書面等により改めて審査する必要があると認める自動車をい

う。 

ただし、事前審査管理番号を有する代表届出自動車と自動車の型式が同一であり、

かつ、構造・装置が技術基準等の審査済みの範囲内で同一の自動車（技術基準等に影

響のない範囲で構造・装置の一部を変更したものを含む。）を除く。 

また、次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれの変更に係る技術基準等

の審査を要しない。 

 

（新設）※別添 2附則 1の 3.から移動 

3. 事前届出対象自動車 

本附則を適用する事前届出対象自動車は、指定自動車等であって、当該自動車の構

造・装置が変更されたことにより次の表に掲げる技術基準等に影響を及ぼすなど、改

めて技術基準等への適合性について審査する必要があると認めるものをいう。 

 

ただし、次のいずれかに該当するものを除く。 

 

 

 

 

  

 

① 新型届出自動車及び共通構造部型式指定自動車（附則 2 の 7.1.（3）②に該当

するものに限る。）以外の自動車であって、同一型式内の他の類別（類別区分番

号）に設定されている構造・装置の仕様に変更した旨を新規検査等届出書（第 1

（新設）※別添 2附則 1の 3.②から移動 

② 同一型式内の他の類別（類別区分番号）に設定されている構造・装置の仕様へ

の変更であって、新型届出自動車及び共通構造部型式指定自動車（8.1.（3）③

に該当するものに限る。）以外の自動車についてはその旨が新規検査等届出書（第
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号様式（その 1））の「その他」欄に記載する場合 

 
1 号様式（その 1））の「その他」欄に記載されたもの 

  

② 新型届出自動車又は共通構造部型式指定自動車（附則 2 の 7.1.（3）②に該当

するものに限る。）であって、同一型式内に設定されている構造・装置の仕様に

変更した場合 

（新設） 

 

 

③ 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又は

これに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又はⒺマークの表

示が容易に確認できるものに変更した自動車であって、当該型式指定番号を新規

検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載する場合 

 

（新設）※別添 2附則 1の 3.①から移動 

① 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又は

これに準ずる性能を有するものについて、当該構造・装置に付されている○自マー

ク又はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更した自動車であって、新規

検査等届出書（第 1 号様式（その 1））の「その他」欄に型式指定番号を記載す

るもの 

  

 

④ 技術基準等への適合性について審査済みであることが改造自動車審査結果通

知書等により確認できる改造自動車の場合 

 

（新設）※別添 2附則 1の 3.④から移動 

④ 改造自動車として、次の表に掲げる技術基準等の適合性について審査済みのも

の 

  

 

⑤ 本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部位に付される記号が容易に確認

できる窓ガラスに変更した自動車であって、当該記号を新規検査等届出書（第 1

号様式（その 1））の「その他」欄に記載する場合 

 

（新設）※別添 2附則 1の 3.③から移動 

③ 自動車に備える窓ガラスについて、本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラス

の部位に付される記号が容易に確認できるものに変更した自動車であって、新規

検査等届出書（第 1 号様式（その 1））の「その他」欄に当該記号を記載するも

の 

  

 

保安基準 審査事務規程 
技術基準等（細目告示別添

及び協定規則） 

第 4条の 2 

軸重等 

6-5、7-5 

軸重等 

細 目 告

示 別 添

114 

牽引自動車の軸

重に関する技術

基準 

第 8条 

原動機及び動力

伝達装置 

6-9、7-9 

原動機及び動力伝達装置 
（略） 

6-10、7-10 

速度抑制装置 
（略） 

第 11 条 

かじ取装置 

6-13、7-13 

かじ取装置 
（略） 

第 11 条の 2 

施錠装置等 

6-14、7-14 

施錠装置等 
（略） 

第 12 条 

制動装置 

6-15、7-15 

トラック・バスの制動装置
（略） 

6-16、7-16 （略） 

（新設）※別添 2附則 1の 3.から移動 

保安基準 審査事務規程 
技術基準等（細目告示別添

及び協定規則） 

（新設） 

 

 

（新設） （新設） 

第 8条 

原動機及び動力

伝達装置 

7-9 

原動機及び動力伝達装置 
（略） 

7-10 

速度抑制装置 
（略） 

第 11 条 

かじ取装置 

6-2（4）、7-13 

かじ取装置 
（略） 

第 11 条の 2 

施錠装置等 

6-2（5）、7-14 

施錠装置等 
（略） 

第 12 条 

制動装置 

7-15 

トラック・バスの制動装置
（略） 

7-16 （略） 
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乗用車の制動装置 

6-17、7-17 

二輪車の制動装置 
（略） 

6-18、7-18 

大型特殊自動車等の制動装

置 

（略） 

6-19、7-19 

被牽引自動車の制動装置 
（略） 

第 13 条 

連結車両の制動

装置 

6-20、7-20 

牽引自動車及び被牽引自動

車の制動装置 

（略） 

第 15 条 

燃料装置 

6-22、7-22 

燃料装置 
（略） 

第 17 条 

高圧ガス燃料装

置 

6-24、7-24 

高圧ガスの燃料装置 （略） 

第 17 条の 2 

電気装置 

6-25、7-25 

電気装置 
（略） 

第 18 条 

車枠及び車体 

6-27、6-28、6-29、6-30、

7-27、7-28、7-29、7-30 

衝突時の車枠及び車体の乗

員保護性能 

（略） 

6-31、7-31 

車枠及び車体の歩行者保護

性能 

（略） 

第 18 条の 2 

巻込防止装置等 

6-34、7-34 

 

突入防止装置 

UN R58 突入防止装置に

係る協定規則 

（本則 7-34-2-2

（3）を適用する

自動車若しくは

UN R58 の 2.3.

（a）又は（b）

を適用する自動

車を除く。） 

6-35、7-35 

前部潜り込み防止装置 
（略） 

第 20 条 

乗車装置 

6-37、7-37 

乗車装置 
（略） 

第 21 条 6-38、7-38 （略） 

乗用車の制動装置 

7-17 

二輪車の制動装置 
（略） 

7-18 

大型特殊自動車等の制動装

置 

（略） 

7-19 

被牽引自動車の制動装置 
（略） 

第 13 条 

連結車両の制動

装置 

7-20 

牽引自動車及び被牽引自動

車の制動装置 

（略） 

第 15 条 

燃料装置 

6-2（6）、7-22 

燃料装置 
（略） 

第 17 条 

高圧ガス燃料装

置 

6-2（7）、7-24 

高圧ガスの燃料装置 （略） 

第 17 条の 2 

電気装置 

6-2（8）、7-25 

電気装置 
（略） 

第 18 条 

車枠及び車体 

 

7-27、7-28、7-29、7-30 

衝突時の車枠及び車体の乗

員保護性能 

（略） 

7-31 

車枠及び車体の歩行者保護

性能 

（略） 

第 18 条の 2 

巻込防止装置等 

6-2（11）、6-2（12）、6-2

（13）、7-34 

突入防止装置 

UN R58 突入防止装置に

係る協定規則 

（本則 7-34-2-2

（3）に係る審査

及び 7-34-3（2）

①の自動車は除

く。） 

 

 

6-2（14）、7-35 

前部潜り込み防止装置 
（略） 

第 20 条 

乗車装置 

7-37 

乗車装置 
（略） 

第 21 条 6-2（15）、7-38 （略） 
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運転者席 運転者席 

第 22 条 

座席 

6-39、7-39 

座席 
（略） 

第 22 条の 3 

座席ベルト等 

6-41、7-41 

座席ベルト等 
（略） 

第 22 条の 4 

頭部後傾抑止装

置等 

6-43、7-43 

頭部後傾抑止装置 （略） 

第 22 条の 5 

年少者用補助乗

車装置等 

6-44、7-44 

年少者用補助乗車装置等 （略） 

第 25 条 

乗降口 

6-47、7-47 

乗降口 
（略） 

第 29 条 

窓ガラス 

6-51、7-51 

窓ガラス 
（略） 

第 32 条 

前照灯等 

6-62、7-62 

走行用前照灯 
（略） 

6-63、7-63 

すれ違い用前照灯 
（略） 

6-64、7-64 

配光可変型前照灯 
（略） 

6-66、7-66 

前照灯洗浄器 
（略） 

第 43 条 

警音器 

6-93、7-93 

警音器 

UN R28 警音器に係る協

定規則 

（略） （略） 

第 43 条の 5 

盗難発生警報装

置 

6-97、7-97 

盗難発生警報装置 （略） 

第 43 条の 6 

車線逸脱警報装

置 

6-98、7-98 

車線逸脱警報装置 （略） 

第 44 条 

後写鏡等 

6-99、7-99 

 

後写鏡 

（略） 

第 45 条 

窓ふき器等 

6-101、7-101 

 

窓ふき器等 

（略） 

第 46 条 6-102、7-102 （略） 

運転者席 運転者席 

第 22 条 

座席 

7-39 

座席 
（略） 

第 22 条の 3 

座席ベルト等 

6-2（16）、6-2（17）、7-41

座席ベルト等 
（略） 

第 22 条の 4 

頭部後傾抑止装

置等 

7-43 

頭部後傾抑止装置 （略） 

第 22 条の 5 

年少者用補助乗

車装置等 

7-44 

年少者用補助乗車装置等 （略） 

第 25 条 

乗降口 

7-47 

乗降口 
（略） 

第 29 条 

窓ガラス 

7-51 

窓ガラス 
（略） 

第 32 条 

前照灯等 

6-2（26）、7-62 

走行用前照灯 
（略） 

7-63 

すれ違い用前照灯 
（略） 

7-64 

配光可変型前照灯 
（略） 

6-2（27）、7-66 

前照灯洗浄器 
（略） 

第 43 条 

警音器 

6-2（50）、6-2（51）、7-93

警音器 

（新設） 

 

（略） （略） 

第 43 条の 5 

盗難発生警報装

置 

7-97 

盗難発生警報装置 （略） 

第 43 条の 6 

車線逸脱警報装

置 

7-98 

車線逸脱警報装置 （略） 

第 44 条 

後写鏡等 

6-2（54）、6-2（55）、6-2

（56）、7-99 

後写鏡 

（略） 

第 45 条 

窓ふき器等 

6-2（58）、6-2（59）、6-2

（60）、7-101 

窓ふき器等 

（略） 

第 46 条 6-2（61）、6-2（62）、7-102 （略） 
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速度計等 速度計等 

第 48 条の 2 

運行記録計 

6-105、7-105 

運行記録計 
（略） 

第 48 条の 3 

速度表示装置 

6-106、7-106 

速度表示装置 
（略） 

注：「技術基準等」欄の協定規則のうち、改正前の細目告示別添の技術基準が適

される場合には、上表の細目告示別添の技術基準に代えて適合性の審査を行う

ものとする。 

 

速度計等 速度計等 

第 48 条の 2 

運行記録計 

6-2（63）、7-105 

運行記録計 
（略） 

第 48 条の 3 

速度表示装置 

6-2（64）、7-106 

速度表示装置 
（略） 

注）「技術基準等」欄の協定規則のうち、改正前の細目告示別添の技術基準が

適される場合には、上表の細目告示別添の技術基準に代えて適合性の審査を

行うものとする。 

  

 

（2）技術基準等の審査を要する自動車（代表届出自動車） 

（1）の自動車であって、自動車の型式及び構造・装置が同一の自動車が複数台数

あることから代表届出する自動車をいう。 

 

（新設）※別添 2の 3.（2）から移動 

（2）技術基準等の審査を要する自動車（代表届出自動車） 

附則 1 の 3.に掲げる技術基準等の審査を要する自動車であって、自動車の型

式及び構造・装置が同一の自動車が複数台数あることから代表届出する自動車 

  

（3）使用の過程にある牽引自動車 

使用の過程にある牽引自動車であって、当該自動車の構造・装置を変更することに

より、変更部分及び変更により影響を及ぼす部分が次表に掲げる技術基準等に適合し

ているかどうかを、書面等により改めて審査する必要があると認める自動車をいう。

保安基準 審査事務規程 
技術基準等（細目告示別添

及び協定規則） 

第 4条の 2 

軸重等 

7-5 

軸重等 

細目告示

別添 114 

牽引自動車の

軸重に関する

技術基準 

  

（新設） 

 

 

 

（4）特定の被牽引自動車 

 

（新設）※別添 2の 3.（3）からから移動 

（3）特定の牽引自動車及び被牽引自動車 

附則 2の 3.に掲げる牽引自動車及び被牽引自動車 

  

 

 

次の①又は②に掲げる被牽引自動車（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の

交付を受けた自動車又は法第 16 条の規定による一時抹消登録を受けた自動車であっ

て、当該自動車に係る構造・装置について変更がないものを除く。）をいう。 

ただし、本則 4-14（2）に基づき別添 3「並行輸入自動車審査要領」に定める並行

輸入自動車届出書及び添付資料を提出する並行輸入自動車を除く。 

 

（新設）※別添 2附則 2の 3.から移動 

3. 事前届出対象自動車 

本附則を適用する事前届出対象自動車は、次に掲げるものをいう。 

 

 

ただし、本則 4-14（2）に基づき別添 3「並行輸入自動車審査要領」に定める並行

輸入自動車届出書及び添付資料を提出する並行輸入自動車を除く。 

  

 

① 物品を積載する装置が次のいずれかに該当する構造を有するセミトレーラで

あって、自動車の長さが 12m 超 13m 以下のもの 

（新設）※別添 2附則 2の 3.（1）から移動 

（1）物品を積載する装置が次のいずれかに該当する構造を有するセミトレーラであっ

て、自動車の長さが 12m 超 13m 以下のもの 
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ア バン又はこれに類するもの（荷台の上方が開放されたものを除く。） 
※車体の形状：バンセミトレーラ、冷蔵冷凍セミトレーラ等 

 
イ タンク又はこれに類するもの 

※車体の形状：タンクセミトレーラ、粉粒体運搬セミトレーラ、コンクリートミ

キサーセミトレーラ等 

 
ウ 両側端が固定された幌骨で支持された幌によって荷台の前端から後端ま

での上方の全てが覆われるもの（可動式のものを除く。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

 
エ コンテナを専用に積載するための緊締装置を有するもの 

※車体の形状：コンテナセミトレーラ等 

 
オ 専ら車両を運搬する構造のもの 

※車体の形状：セミトレーラ等 

 
カ 荷台に後煽、側煽及び固縛金具を備えるもの又はこれに類するもの（積載

する物品の落下を防止するために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ、ダンプセミトレーラ等 

 
キ 荷台に固定式のスタンション（荷台の両側端に沿って備えられるスタンシ

ョン（荷台の前端に沿って備えられるものを除く。）にあっては、脱着式の

ものであってもよい。）及び固縛金具を備えるもの（積載する物品の落下を

防止するために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

 
ク 船底状にくぼんだ荷台及び固縛金具を備え、かつ、荷台の船底状のくぼみ

① バン又はこれに類するもの（荷台の上方が開放されたものを除く。） 
※車体の形状：バンセミトレーラ、冷蔵冷凍セミトレーラ等 

 
② タンク又はこれに類するもの 

※車体の形状：タンクセミトレーラ、粉粒体運搬セミトレーラ、コンクリー

トミキサーセミトレーラ等 

 
③ 両側端が固定された幌骨で支持された幌によって荷台の前端から後端ま

での上方の全てが覆われるもの（可動式のものを除く。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

 
④ コンテナを専用に積載するための緊締装置を有するもの 

※車体の形状：コンテナセミトレーラ等 

 
⑤ 専ら車両を運搬する構造のもの 

※車体の形状：セミトレーラ等 

 
⑥ 荷台に後煽、側煽及び固縛金具を備えるもの又はこれに類するもの（積載

する物品の落下を防止するために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ、ダンプセミトレーラ等 

 
⑦ 荷台に固定式のスタンション（荷台の両側端に沿って備えられるスタンシ

ョン（荷台の前端に沿って備えられるものを除く。）にあっては、脱着式の

ものであってもよい。）及び固縛金具を備えるもの（積載する物品の落下を

防止するために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

 
⑧ 船底状にくぼんだ荷台及び固縛金具を備え、かつ、荷台の船底状のくぼみ
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の傾斜角が 27°以上であるもの（積載する物品の落下を防止するために十分

な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

 
 

の傾斜角が 27°以上であるもの（積載する物品の落下を防止するために十

分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

  

 

② 物品を積載する装置が①のアからクまでのいずれかに該当する構造を有する

セミトレーラであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 最遠軸距が 5m 未満であって、車両総重量が 20t 超 36t 以下のもの 

イ 最遠軸距が 5m 以上 7m 未満であって、車両総重量が 22t 超 36t 以下のもの

ウ 最遠軸距が 7m 以上 8m 未満であって、車両総重量が 24t 超 36t 以下のもの

エ 最遠軸距が 8m 以上 9.5m 未満であって、車両総重量が 26t 超 36t 以下のも

の 

オ 最遠軸距が 9.5m 以上であって、車両総重量が 28t 超 36t 以下のもの 

 

（新設）※別添 2附則 2の 3.（2）から移動 

（2）物品を積載する装置が（1）の①から⑧のいずれかに該当する構造を有するセミト

レーラであって、次のいずれかに該当するもの 

① 最遠軸距が 5m 未満であって、車両総重量が 20t 超 36t 以下のもの 

② 最遠軸距が 5m 以上 7m 未満であって、車両総重量が 22t 超 36t 以下のもの 

③ 最遠軸距が 7m 以上 8m 未満であって、車両総重量が 24t 超 36t 以下のもの 

④ 最遠軸距が 8m 以上 9.5m 未満であって、車両総重量が 26t 超 36t 以下のもの 

 

⑤ 最遠軸距が 9.5m 以上であって、車両総重量が 28t 超 36t 以下のもの 

  

5. 様式等の適用 

適用する附則に応じて、次表に定める様式等を用いるものとする。 

 附則 1 附則 2 附則 3 附則 4

第 1号様式（その 1及びその 2） 

新規検査等届出書 
○ ○ ○ ○ 

第 2号様式 

連結車両総重量及び牽引重量計算書 
○ ○ ○ － 

第 3号様式 

連結検討書 
○ ○ ○ ○ 

第 4号様式 

技術基準等適合証明書 
○ ○ ○ ○ 

第 5号様式 

完成検査終了証又は排出ガス検査終了証

が発行された自動車の重量増加に伴う排

出ガス性能確認書 

○ ○ － － 

第 6号様式 

新規検査等事前審査管理台帳 
－ ○ ○ ○ 

第 7号様式 

新規検査等届出書及び添付資料の取下願

出書 

－ ○ ○ ○ 

第 8号様式 

新規検査等届出書、自動車を特定する書

面及び添付資料の審査結果について 

－ ○ ○ ○ 

（新設） 
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第 9号様式（その 1及びその 2） 

新規検査等届出書、自動車を特定する書

面及び添付資料の審査結果について［代

表届出自動車］ 

－ ○ － － 

第 10-1 号様式 

自動車検査証の備考欄入力事項（トラク

タ） 

－ ○ ○ － 

第 10-2 号様式 

自動車検査証の備考欄入力事項（トレー

ラ） 

－ ○ － ○ 

第 10-3 号様式 

自動車検査証の備考欄入力事項（牽引自

動車又は被牽引自動車） 

－ ○ ○ ○ 

別表第 1 

細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関

する技術基準」適合型式一覧表 

－ ○ ○ － 

別紙 1 

検査証明書 
○ ○ － ○ 

注：欄中の○印は関係する書面を示し、－印は該当しないことを示す。 

 

附則 1 

当日提出書面の審査 

（事前届出対象自動車以外の自動車） 

1. 目的 

この附則は、指定自動車等（事前届出対象自動車を除く。）の新規検査又は予備検査

（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定に

よる一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返

納された自動車の新規検査又は予備検査を除く。）の申請を行おうとする者から、当該

自動車の構造・装置の内容について当該検査に係る審査を行う際に届出を得ることによ

り、保安基準への適合性の確認を適正かつ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この附則における用語の定義は、本要領 2.に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）（略） 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

（新設） 

 

 

1. 目的 

この要領は、指定自動車等（3.に掲げる事前届出対象自動車を除く。）の新規検査又

は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16

条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車

検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査を除く。）の申請を行おうとする者

から、当該自動車の構造・装置の内容について当該検査を実施する際に届出を得ること

により、保安基準への適合性の確認を適正かつ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この要領における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）（略） 

（2）「届出者」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を提出する

者をいう。 

（3）「届出書等」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料をいう。 

3. 事前届出対象自動車 

本則 1-3 で規定する事前届出対象自動車は、次に掲げるものをいう。 
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（1）技術基準等の審査を要する自動車 

附則 1の 3.に掲げる技術基準等の審査を要する自動車 

（2）技術基準等の審査を要する自動車（代表届出自動車） 

附則 1の 3.に掲げる技術基準等の審査を要する自動車であって、自動車の型式及

び構造・装置が同一の自動車が複数台数あることから代表届出する自動車 

（3）特定の牽引自動車及び被牽引自動車 

附則 2の 3.に掲げる牽引自動車及び被牽引自動車 

3. 届出書等 

3.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-1（2）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及

び添付資料は、次に掲げるものをいう。 

（略） （略） 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表 （略） 

（略） （略） 

最大安定傾斜角度に関する書面 （略） 

最小回転半径に関する書面 （略） 

（略） （略） 

技術基準等への適合性を証する書面 （略） 

（略） （略） 

備考 （1）～（3）（略） 

（4）※2 は、共通構造部型式指定自動車（4.1.（3）②に該当するものを除

く。）は○印、それ以外の自動車は△印とする。 

（5）～（6）（略） 

（7）添付資料の詳細は、4.に規定する。 

（8）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又

はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更したものにあっては、

技術基準等への適合性を証する書面を省略することができる。 

 

（9）（略） 

（10）本則 4-15（2）に基づき別添 4「改造自動車審査要領」に定める改造自

動車届出書、改造概要等説明書及び添付資料が既に提出されていること

が確認できる場合にあっては、本表における添付資料のうち、重複する

ものを省略することができる。 

（11）次に掲げる自動車にあっては、本表における添付資料のうち、施行規

則第 36 条第 5 項に規定する書面及び施行規則第 36 条第 6 項に規定する

書面以外のものを省略することができる。 

① 事前審査管理番号を有する代表届出自動車 

② 事前審査管理番号を有する代表届出自動車と自動車の型式及び

4. 届出書等 

4.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-1（2）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及

び添付資料は、次に掲げるものをいう。 

（略） （略） 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表等 （略） 

（略） （略） 

最大安定傾斜角度の適合性を証する書面 （略） 

最小回転半径の適合性を証する書面 （略） 

（略） （略） 

技術基準等への適合性を証する書面（附則 1の 3.表以外） （略） 

（略） （略） 

備考 （1）～（3）（略） 

（4）※2 は、共通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものを除

く。）は○印、それ以外の自動車は△印とする。 

（5）～（6）（略） 

（7）添付資料の詳細は、5.に規定する。 

（8）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有するものについて、当該構造・装置に付さ

れている○自マーク又はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更

したものにあっては、技術基準等への適合性を証する書面を省略するこ

とができる。 

（9）（略） 

（10）本則 4-15（2）に基づき別添 4「改造自動車審査要領」に定める改造自

動車届出書、改造概要等説明書及び添付資料が既に提出された場合にあ

っては、本表における添付資料のうち、重複するものを省略することが

できる。 

（11）次に掲げる自動車にあっては、添付資料のうち、施行規則第 36 条第 5

項に規定する書面（騒音規制）及び施行規則第 36 条第 6項に規定する書

面（排出ガス規制）以外のものを省略することができる。 

① 附則 1の 9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する自動車 

② 附則 1 の 9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する自動車と
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構造・装置が同一の自動車 

（12）事前審査管理番号を有する代表届出自動車と自動車の型式が同一であ

り、かつ、構造・装置が技術基準等の審査済みの範囲内で同一の自動車

（技術基準等に影響のない範囲で構造・装置の一部を変更したものを含

む。）であって、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・

類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄にその旨を記載したものにあっては、本表における添付資

料のうち、技術基準等への適合性を証する書面を省略することができる。

 

自動車の型式及び構造・装置が同一の自動車 

（12）次に掲げる自動車にあっては、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））

の「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更して

いる自動車の構造・装置」欄又は「架装により指定自動車等から追加等

を行った構造・装置」欄にその旨を記載した場合には、添付資料のうち、

附則 1 の 3.表に掲げる「技術基準等への適合性を証する書面」を省略す

ることができる。 

① 附則 1 の 9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する自動車と

自動車の型式が同一であり、かつ、附則 1 の 3.表に掲げる技術基準

等に影響のない範囲で自動車の構造・装置の一部を変更した自動車 

3.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に新規検査等の際に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車であ

って同日中に受検するものについては、当該自動車の車台番号を新規検査等届出書

（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に列記することにより、複数台数届出とする

ことができる。 

なお、この場合の届出書等の内訳は次のとおりとする。 

① 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））･･･1 部 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2））･･･車台番号毎 

③ 自動車を特定する書面･･･車台番号毎 

④ 添付資料･･･重複するものは省略可能 

（2）届出書等は、3.1.の表に記載されている順に編綴するものとする。 

4. 届出書等の記載要領等 

4.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）～（2）（略） 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

（削除） 

 

① 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの 

② 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄又は排出ガス検査終了証備考

欄に次に掲げる記載があるものであって、自動車製作者が出荷した時点の類別

（類別区分番号）に代えて基本となる類別（類別区分番号）を記載するもの 

ア～イ（略） 

③ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの 

4.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いて届出書等を同時に提出する場合にあっては、4.1.における添付資料のうち重複す

るものについて、いずれかで代表して添付している旨を新規検査等届出書（第 1 号様

式（その 1））の「その他」欄に付記することで省略することができる。 

 

 

 

 

 

（2）届出書等は、新規検査等の際に提出するものとする。 

5. 届出書等の記載要領等 

5.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）～（2）（略） 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあってはこの限りでない。 

① 型式指定自動車、共通構造部型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車

特別取扱自動車以外の自動車。 

② 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの。 

③ 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄又は排出ガス検査終了証備考

欄に次に掲げる記載があるものであって、自動車製作者が出荷した時点の類別

（類別区分番号）に代えて基本となる類別（類別区分番号）を記載するもの。 

ア～イ（略） 

④ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの。 
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（4）「事前審査管理番号」欄は、事前審査管理番号を有する代表届出自動車と自動車の型

式が同一であり、かつ、構造・装置が技術基準等の審査済みの範囲内で同一の自動車

（技術基準等に影響のない範囲で構造・装置の一部を変更したものを含む。）であっ

て、代表届出自動車で事前書面審査を実施した内容を活用する場合に記載されている

こと。 

なお、活用できる事前審査管理番号は、年度番号の属する年度の翌年度の 4月 1 日

を起算日として 5年以内のものに限ることとし、複数の事前審査管理番号を同時に活

用する場合には、審査済みの技術基準等の適合性に影響を及ぼさない場合に限り、最

大二つまで活用してもよい。 

また、事前審査管理番号を有する代表届出自動車との相違箇所がある場合には、「当

該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構造・

装置」欄にその内容が記載されていること。 

（活用期限の例） 

・「関東技審 28-0001」を活用できる期限は、平成 34 年 3月 31 日 

・「関東技審 29-0301」を活用できる期限は、平成 35 年 3月 31 日 

（5）～（6）（略） 

（7）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（4.1.（3）②に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印が付されていること。 

 

 

（8）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置及び保安基準の適合性審査に影響のある構造・

装置の変更有無について、いずれかに○印が付されているとともに、変更した自動車

の構造・装置が明確に記載されていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（4.1.（3）②に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要

しないものとする。 

① 型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置。 

ただし、4.1.（3）②に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。

（4）「事前審査管理番号」欄は、附則 1 の 9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する

自動車と自動車の型式及び構造・装置が同一の自動車の場合に記載されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）～（6）（略） 

（7）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（5.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印、該当する項目がない自動車及び共

通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車

以外の自動車は－印が付されていること。 

（8）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置の範囲から変更した自動車の構造・装置が明

確に記載されているとともに、騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無に○印が付

されていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要

しないものとする。 

① 型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置の範囲 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置の範囲。 

ただし、5.1.（3）③に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。 
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③ 輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置 

（記載例） 燃料タンク増設、カプラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、

タイヤインチアップ、キャブルーフ架装、リヤコンビランプ交換（尾灯・

制動灯・後部反射器・方向指示器）、ルーフキャリア取付、リヤスポイラ

取付、車いす用昇降リフト追加、簡易クレーン追加、パワーゲート追加、

荷台板張り追加、ロープフックの増設、3 列目座席取外し、前部霧灯取外

し、コイルスプリング変更 

（9）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無について、いずれかに○

印が付されていること。 

 

（10）次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれに定める内容が「その他」欄に

記載されていること。 

① 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又は

これに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又はⒺマークの表

示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番号が記

載されていること。 

② 本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部位に付される記号が容易に確認

できる窓ガラスに変更した自動車にあっては、当該記号が記載されていること。

 

③ 改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車にあっては、当該通知書等の番号

が記載されていること。 

④ 車掌を乗務させて運行する自動車として保安基準への適合性を判断する自動

車にあっては、その旨が記載されていること。 

⑤ 高速道路等を運行しない自動車として保安基準への適合性を判断する自動車

にあっては、その旨が記載されていること。 

⑥ 専ら特別支援学校に通う生徒若しくは児童の運送又は専ら障害者福祉施設利

用者の運送を目的とする自動車（乗車定員 10 人以上のものに限る。）として保安

基準への適合性を判断する自動車にあっては、その旨が記載されていること。 

⑦ 土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプ車として保安基準への適合性を判

断する自動車にあっては、その旨が記載されていること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

③ 輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置の範囲 

（記載例） 燃料タンク変更、カプラオフセット変更、ハイリフトカプラ架装、カプ

ラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、タイヤサイズ変更、

キャブルーフ架装、尾灯変更、制動灯変更 

 

 

 

（9）「架装により指定自動車等から追加等を行った構造・装置」欄は、保安基準の適合性

の審査に影響のある構造・装置が記載されていること。 

（記載例） ルーフ・キャリア取付け、エア・スポイラ取付け、車いす用昇降リフト

取付け、簡易クレーン取付け、リヤリフトゲート取付け、前部霧灯取付け 

（10）法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又はこれ

に準ずる性能を有するものであって、当該構造・装置に付されている○自マーク又はⒺ

マークの表示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番

号が新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

 

 

（11）自動車に備える窓ガラスであって、本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部

位に付される記号が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該記号が

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（12）改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車にあっては、当該通知書等の番号が新

規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（13）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考欄

に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1号様式（そ

の 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」

の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別紙 1）」と付し、

別紙 1として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した検査証明書が添付さ
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（11）（略） 

（12）（4）から（10）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

4.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち、保安基準の適合性審査に影響しない

項目については記載を要しないものとする。 

例えば、 

① 乗用自動車及び二輪自動車の場合には、「荷台内法長さ」、「荷台内法幅」、「荷

台内法高さ」、「リヤ・オーバーハング」、「オフセット」、「前 2 軸車の補正値」、「乗

車定員の重量分布」、「最大積載量」、「許容軸重限度」、「前輪荷重割合」 

② 乗合自動車の場合には、「荷台内法長さ」、「荷台内法幅」、「荷台内法高さ」、「オ

フセット」、「最大積載量」 

③ トレーラ（ポール・トレーラを含む。）の場合には、「原動機の型式」、「総排気

量又は定格出力」、「燃料の種類」、「乗車定員」、「前輪荷重割合」 

④ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）の場合には、「荷台内法長さ」、「荷

台内法幅」、「荷台内法高さ」、「オフセット」、「前 2軸車の補正値」、「最大積載量」、

「許容軸重限度」 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」、「有効期限」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任

意とする。 

（4）「燃料タンクの個数及び容量」欄の記載は、普通自動車であって貨物の運送の用に供

する車両総重量 7t 以上の自動車以外の自動車の場合は任意とする。 

（5）自動車機構が構築した新規検査等に係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元

コードが付されたものであること。 

（6）備考欄については別紙を用いて記載することができる。 

（7）必要事項が網羅されているのであれば別様式であってもよい。 

 

 

4.3.（略） 

4.4. 諸元表又は車両諸元要目表 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表が添付され、自動車諸元が確認できるもので

あること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、4.1.（3）②に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

4.5.（略） 

れていること。 

（14）（略） 

（15）（4）から（13）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

5.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち車種により不要なものがあるときは当

該項目への記載を要しないものとする。 

例えば、 

① 二輪自動車の場合には、「最大積載量」、「許容軸重限度」 

 

 

② 乗用自動車の場合には、「荷台内法幅」、「オフセット」、「許容軸重限度」 

 

③ トレーラの場合には、「原動機」、「乗車定員」 

 

（新設） 

 

 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任意とする。 

 

（4）「備考」欄の燃料タンクの個数及び容量は、普通自動車であって貨物の運送の用に供

する車両総重量 7t 以上の自動車以外の自動車の記載は任意とする。 

（5）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、自動車機構が構築した新規検査等に

係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元コードが付されたものであること。 

（新設） 

（6）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、必要事項が網羅されているのであれ

ば別様式であってもよい。また、備考欄については、必要に応じて別紙により記載す

ることができる。 

5.3.（略） 

5.4. 諸元表又は車両諸元要目表等 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表等が添付され、自動車諸元が確認できるもの

であること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、5.1.（3）③に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

5.5.（略） 
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4.6. 重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する内容が記載されており、

基準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、4.1.

（3）②に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最

小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（1）～（2）（略） 

4.7.（略） 

4.8. 施行規則第 36 条第 5 項に規定する書面（騒音規制） 

騒音試験の結果を表す書面等が提示されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては当該書面の提出を省略することができる。 

①（略） 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）

の指定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄の騒音防止装置に係

る構造・装置の変更有無において、無に○印が付されているもの 

4.9. 施行規則第 36 条第 6 項に規定する書面（排出ガス規制） 

（1）次に掲げるいずれかの書面が提示されていること。 

① 完成検査終了証 

② 排出ガス検査終了証 

③ 排出ガス試験の結果を表す書面 

（2）一酸化炭素等発散防止装置に変更がない自動車であって、架装等により車両重量が

増加し、受検車両の車両重量が当該自動車の諸元表に記載された類別区分番号（類別）

に対応する等価慣性重量の範囲を超える場合にあっては、（1）①又は②の書面に加え、

次に掲げるいずれかの書面が提示されていること。 

この場合において、WLTC モードを実施した自動車にあっては、「等価慣性重量の範

囲」を「車両重量に 7-55-1-2（2）の表に定める値を加えた重量」に読み替えること

とする。 

① 受検車両の型式内若しくは一酸化炭素等発散防止装置を取付けることができ

る範囲内に同一の等価慣性重量が確認できる書面 

② 排出ガス試験の結果を表す書面の写しであって、受検車両と構造・装置が同一

であり、かつ、性能及び等価慣性重量が同一である旨が記載されているもの 

③ 完成検査終了証又は排出ガス検査終了証が発行された自動車の重量増加に伴

う排出ガス性能確認書（第 5号様式） 

4.10. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄に記載された変更部分及び変

更により影響を及ぼす部分について、技術基準等に適合していることが確認できるもの

であること。 

なお、書面等による審査は、次の書面により行うものとする。 

（1）自動車製作者が発行した技術基準等適合証明書（第 4号様式） 

5.6. 重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度、最小回転半径に関する内容が記載されており、基

準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、別

添 2の 5.1.（3）③に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、最大安定傾斜

角度、最小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（1）～（2）（略） 

5.7.（略） 

5.8. 施行規則第 36 条第 5 項に規定する書面（騒音規制） 

適切な書面（騒音試験の結果を表す書面等）が提示されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては当該書面の提出を省略することができる。 

①（略） 

② 新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））「当該型式・類別（類別区分番号）の

指定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄の騒音防止装置に係る

構造・装置の変更有無において、無に○印が付されているもの 

5.9. 施行規則第 36 条第 6 項に規定する書面（排出ガス規制） 

適切な書面（排出ガス検査終了証又は排出ガス試験の結果を表す書面等）が提示され

ていること。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.10. 技術基準等への適合性を証する書面（附則 1の 3.表以外） 

附則 1又は附則 2による事前提出書面の審査を行ったもの以外であって、新規検査等

届出書（第 1 号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に

対して変更している自動車の構造・装置」欄に記載された部分及びそれにより影響を及

ぼす部分について、技術基準等に適合していることが確認できるものであること。 

なお、技術基準等に適合していることが確認できるものには次に掲げる例がある。 

（1）自動車製作者の「技術基準等適合証明書」（第 4号様式） 
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（2）自動車製作者が発行した検査証明書（別紙 1） 

（3）本則 4-12-1（1）に規定する書面 

4.11.～4.14.（略） 

4.15. その他書面 

（2）自動車製作者の「検査証明書」（別紙 1） 

（3）当該自動車の試験成績書の写し 

5.11.～5.14.（略） 

5.15. その他書面 

 

（1）次のいずれかに該当する場合には、自動車製作者が必要事項を記載し署名・捺印し

た検査証明書（別紙 1）が添付されているとともに、それぞれに定める内容が新規検

査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

① 共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証の備考

欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がある場合 

【その他欄に記載する内容】 

当該型式で認証を受けていない仕様に変更有の出荷検査証のため検査証

明書を添付 

② 「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証（排出ガス検査終了証

の備考欄）に「型式指定番号※2」の記載がある場合 

【その他欄に記載する内容】 

※2の出荷検査証のため検査証明書を添付 

 

（新設）※5.1.（13）から移動 

（13）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考

欄に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1 号様

式（その 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕

様に変更有」の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別

紙 1）」と付し、別紙 1 として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した

検査証明書が添付されていること。 

 

 

 

 

  

（2）～（3）（略） 

5. 現車審査 

（1）（略） 

（2）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））の「事前審査管理番号」欄に記載がある

自動車の場合には、記載された事前審査管理番号から自動車機構検査部長が別途定め

る共有ネットワークサーバに登録されている届出書等の書面（PDF ファイル）の内容

との同一性を確認するものとする。 

 

6. 届出書等の保存期間 

新規検査等が終了した自動車の届出書等は、新規検査等の日から 3 年間、事務所等の

長が定めた場所に保存するものとする。 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

（1）～（2）（略） 

6. 現車審査 

（1）（略） 

（2）附則 1 の 9.3.（2）に基づく事前審査管理番号を有する自動車と自動車の型式及び構

造・装置が同一の自動車の場合には、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））に記

載された事前審査管理番号から自動車機構検査部長が別途定める共有ネットワーク

サーバに登録されている届出書等の書面（PDF ファイル）の情報内容との同一性を確

認するものとする。 

7. 届出書等の保存期間 

新規検査等が終了した自動車の届出書等は、新規検査等の日から 5 年間、事務所等の

長が定めた場所に保存するものとする。 

 

第 1号様式（その 1）（略） 

第 1号様式（その 2）（略） 

第 2号様式（略） 

第 3号様式（略） 

第 4号様式（略） 

別紙 1（略） 

 

附則 2 

事前提出書面の審査 

（技術基準等の審査を要する自動車） 

附則 1 

事前提出書面審査要領 

（技術基準等の審査を要する自動車） 
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1. 目的 

この附則は、事前届出対象自動車（本要領 4.（1）又は（2）の自動車に限る。）の新

規検査又は予備検査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、

法第 16条の規定による一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69条第 4項の規定により

自動車検査証が返納された自動車の新規検査又は予備検査を除く。）の申請を行おうと

する者から、当該自動車の構造・装置の内容について事前に届出を得ることにより、保

安基準への適合性の確認を適正かつ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この附則における用語の定義は、本要領 2.に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）（略） 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

1. 目的 

この要領は、3.に掲げる事前届出対象自動車の新規検査又は予備検査（法第 71 条の

規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車、法第 16 条の規定による一時抹消

登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定により自動車検査証が返納された自動

車の新規検査又は予備検査を除く。）の申請を行おうとする者から、当該自動車の構造・

装置の内容について事前に届出を得ることにより、保安基準への適合性の確認を適正か

つ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この要領における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）（略） 

（2）「届出者」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を提出する

者をいう。 

（3）「届出書等」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料をいう。 

3. 事前届出対象自動車 

本附則を適用する事前届出対象自動車は、指定自動車等であって、当該自動車の構

造・装置が変更されたことにより次の表に掲げる技術基準等に影響を及ぼすなど、改め

て技術基準等への適合性について審査する必要があると認めるものをいう。 

ただし、次のいずれかに該当するものを除く。 

① 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又はこ

れに準ずる性能を有するものについて、当該構造・装置に付されている○自マーク又

はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更した自動車であって、新規検査等

届出書（第 1 号様式（その 1））の「その他」欄に型式指定番号を記載するもの 

② 同一型式内の他の類別（類別区分番号）に設定されている構造・装置の仕様への

変更であって、新型届出自動車及び共通構造部型式指定自動車（8.1.（3）③に該

当するものに限る。）以外の自動車についてはその旨が新規検査等届出書（第 1 号

様式（その 1））の「その他」欄に記載されたもの 

③ 自動車に備える窓ガラスについて、本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの

部位に付される記号が容易に確認できるものに変更した自動車であって、新規検査

等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に当該記号を記載するもの 

④ 改造自動車として、次の表に掲げる技術基準等の適合性について審査済みのもの 

 

表（略） 

注）「技術基準等」欄の協定規則のうち、改正前の細目告示別添の技術基準が適用

される場合には、上表の細目告示別添の技術基準に代えて適合性の審査を行うも

のとする。 

3. 届出書等 

3.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-2（4）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び

4. 届出書等 

4.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-2（3）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び
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添付資料は、次に掲げるものをいう。 

（略） （略） 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表 （略） 

（略） （略） 

最大安定傾斜角度に関する書面 （略） 

最小回転半径に関する書面 （略） 

（略） （略） 

技術基準等への適合性を証する書面 （削除） （略） 

（削除） （削除） 

（略） （略） 

備考 （1）～（3）（略） 

（4）※2 は、共通構造部型式指定自動車（7.1.（3）②に該当するものを除

く。）は○印、それ以外の自動車は△印とする。 

（5）～（6）（略） 

（7）添付資料の詳細は、7.に規定する。 

（8）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又

はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更したものにあっては、

技術基準等への適合性を証する書面を省略することができる。 

 

（9）（略） 

添付資料は、次に掲げるものをいう。 

（略） （略） 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表等 （略） 

（略） （略） 

最大安定傾斜角度の適合性を証する書面 （略） 

最小回転半径の適合性を証する書面 （略） 

（略） （略） 

技術基準等への適合性を証する書面 3.表の技術基準等 （略） 

上記以外 （略） 

（略） （略） 

備考 （1）～（3）（略） 

（4）※2 は、共通構造部型式指定自動車（8.1.（3）③に該当するものを除

く。）は○印、それ以外の自動車は△印とする。 

（5）～（6）（略） 

（7）添付資料の詳細は、8.に規定する。 

（8）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有するものについて、当該構造・装置に付さ

れている○自マーク又はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更

したものにあっては、技術基準等への適合性を証する書面を省略するこ

とができる。 

（9）（略） 

3.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いては、当該自動車の車台番号を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その

他」欄に列記することにより、複数台数届出とすることができる。 

なお、この場合の届出書等の内訳は次のとおりとする。 

① 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））･･･1 部 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2））･･･車台番号毎 

③ 自動車を特定する書面･･･車台番号毎 

④ 添付資料･･･重複するものは省略可能 

（2）代表届出自動車にあっては、代表車 1 台の届出書等を地方検査部に提出するものと

する。 

この場合において、次の①から⑤までの全てに該当する自動車が存在する場合に

は、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄にその自動車の型式を

記載することができる。 

「その他」欄に型式を記載する場合には、型式の相違理由が明確に確認できる資料

並びに諸元表又は車両諸元要目表を追加添付すること。 

4.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いて届出書等を同時に提出する場合にあっては、別添 2「新規検査等提出書面審査要

領」4.1.における添付資料のうち重複するものについて、いずれかで代表して添付し

ている旨を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に付記すること

で省略することができる。 

 

 

 

（2）別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車に係る届出につい

ては、代表車 1台の届出書等を地方検査部の長に提出するものとする。 

この場合において、次の①から⑤までの全てに該当する自動車が存在する場合に

は、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄にその自動車の型式を

記載することができる。 

「その他」欄に型式を記載する場合には、型式の相違理由が明確に確認できる資料

並びに諸元表又は車両諸元要目表等を追加添付すること。 
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①～④（略） 

⑤ 添付書面において、代表車の諸元表又は車両諸元要目表以外の添付書面に相違

がないもの 

（3）届出書等は、3.1.の表に記載されている順に編綴するものとする。 

（4）（略） 

（5）（4）の規定にかかわらず、届出書等の提出は郵送等によることができる。 

なお、普通郵便等、事務所等への到達の事実が確認できない方法にて届出書等を提

出する場合であって、到達した事実を確認する必要があるときは、届出者が挙証責任

を負うものとする。 

4. 届出書等の受理等 

4.1. 受理 

（1）（略） 

（2）受理した届出書等については、新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））に受付印

を押印するとともに事前審査管理番号を付し、新規検査等事前審査管理台帳（第 6号

様式）に登録するものとする。 

①～④（略） 

⑤ 添付書面において、代表車の諸元表又は車両諸元要目表等以外の添付書面に相

違がないもの 

（新設） 

（3）（略） 

（4）（3）の規定にかかわらず、届出書等の提出は郵送等によることができる。 

なお、普通郵便等、事務所等への到達の事実が確認できない方法にて届出書等を提

出する場合であって、到達した事実を確認する必要があるときは、届出者が挙証責任

を負うものとする。 

5. 届出書等の受理等 

5.1. 受理 

（1）（略） 

（2）受理した届出書等については、新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））に受付印

を押印するとともに事前審査管理番号を付し、新規検査等事前審査管理台帳（第 5号

様式）に登録するものとする。 

 

 

 

 

 

なお、事前審査管理番号の構成は次のとおりとする。 

① 個別届出自動車 

事務所等で定める一連番号とする。 

② 代表届出自動車 

検査部記号、年度番号、ハイフン及び一連番号（4 桁）を組み合わせたも

のとする。 

（例）関東検査部の場合 

関東技審 28-0001 

検査部記号（関東検査部にて事前書面審査を

実施したことを示す） 

年度番号（平成 28 年度を示す） 

一連番号（4桁） 

地方検査部名 検査部記号 地方検査部名 検査部記号 

北海道検査部 北海道技審 近畿検査部 近畿技審 

東北検査部 東北技審 中国検査部 中国技審 

関東検査部 関東技審 四国検査部 四国技審 

北陸信越検査部 北信技審 九州検査部 九州技審 

中部検査部 中部技審 沖縄事務所 沖縄技審 

  

（新設）※8.1.（4）から移動 

（4）事務所等は「受付印」欄に受付印を押印し、受付印の上段の「事前審査管理番号」

欄に事前審査管理番号（管理番号の一連番号のみ）を記載すること。 

なお、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車のに係

る届出事前審査管理番号は下表のとおり各地方検査部別とする。 

 

 

 

 

 

 

地方検査部名 管理記号 地方検査部名 管理記号 

北海道検査部 北海道技審 近畿検査部 近畿技審 

東北検査部 東北技審 中国検査部 中国技審 

関東検査部 関東技審 四国検査部 四国技審 

北陸信越検査部 北信技審 九州検査部 九州技審 

中部検査部 中部技審 沖縄事務所 沖縄技審 

（例）関東検査部の場合 

関東技審 28-0001 

管理記号（関東検査部にて事前書面審査を

実施）を示す 

年度番号（平成 28 年度）を示す 

管理番号（地方検査部毎）を示す（4桁） 
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4.2. 不受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等が不足しているなど形式的要件を欠い

ていると判断した場合には、当該届出書等を不受理とし、その旨を届出者に口頭にて

通知するとともに、不足している書面等の提出を求めるものとする。 

なお、3.2.（4）により提出された場合にあっては、次に掲げるいずれかの方法に

よるものとする。 

①～②（略） 

（2）（略） 

4.3. 届出書等の取下げ 

（1）本則 4-13-2（5）で規定する取下願出書は、第 7号様式とする。 

（2）～（3）（略） 

5.～6.（略） 

7. 届出書等の記載要領等 

7.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）「新規検査・予備検査・構造等変更検査」欄は、検査の種別に応じて、新規検査又は

予備検査に○印が付されていること。 

ただし、代表届出自動車にあっては、この限りでない。 

 

（2）新規検査等を申請する運輸支局等と同一敷地内にある事務所等の長（代表届出自動

車にあっては地方検査部の長）の宛名、届出年月日、並びに届出者の氏名又は名称、

住所、連絡先（届出責任者の氏名）及び電話番号が記載されていること。 

また、届出者の印（署名の場合を除く。）が押印されていること。 

 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

（削除） 

 

① 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの 

② 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄又は排出ガス検査終了証備考

欄に次に掲げる記載があるものであって、自動車製作者が出荷した時点の類別

（類別区分番号）に代えて基本となる類別（類別区分番号）を記載するもの 

ア～イ（略） 

③ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの 

（削除） 

 

5.2. 不受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等が不足しているなど形式的要件を欠い

ていると判断した場合には、当該届出書等を不受理とし、その旨を届出者に口頭にて

通知するとともに、不足している書面等の提出を求めるものとする。 

なお、4.2.（4）により提出された場合にあっては、次に掲げるいずれかの方法に

よるものとする。 

①～②（略） 

（2）（略） 

5.3. 届出書等の取下げ 

（1）本則 4-13-2（4）で規定する取下願出書は、第 6号様式とする。 

（2）～（3）（略） 

6.～7.（略） 

8. 届出書等の記載要領等 

8.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）「新規検査・予備検査・構造等変更検査」欄は、検査の種別に応じて、新規検査又は

予備検査に○印が付されていること。 

ただし、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車の事前提

出書面審査の届出を行う場合はこの限りではない。 

（2）新規検査等を申請する運輸支局等と同一敷地内にある事務所等の長又は別添 2「新規

検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車の届出を行う地方検査部の長の

宛名、届出年月日、並びに届出者の氏名又は名称、住所、連絡先（届出責任者の氏名）

及び電話番号が記載されていること。 

また、届出者の印（署名の場合を除く。）が押印されていること。 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあってはこの限りでない。 

① 型式指定自動車、共通構造部型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車

特別取扱自動車以外の自動車。 

② 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの。 

③ 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄又は排出ガス検査終了証備考

欄に次に掲げる記載があるものであって、自動車製作者が出荷した時点の類別

（類別区分番号）に代えて基本となる類別（類別区分番号）を記載するもの。 

ア～イ（略） 

④ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの。 

（4）事務所等は「受付印」欄に受付印を押印し、受付印の上段の「事前審査管理番号」

欄に事前審査管理番号（管理番号の一連番号のみ）を記載すること。 

なお、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車のに係る届
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出事前審査管理番号は下表のとおり各地方検査部別とする。 

地方検査部名 管理記号 地方検査部名 管理記号 

北海道検査部 北海道技審 近畿検査部 近畿技審 

東北検査部 東北技審 中国検査部 中国技審 

関東検査部 関東技審 四国検査部 四国技審 

北陸信越検査部 北信技審 九州検査部 九州技審 

中部検査部 中部技審 沖縄事務所 沖縄技審 

（例）関東検査部の場合 

関東技審 28-0001 

管理記号（関東検査部にて事前書面審査を実

施）を示す 

年度番号（平成 28 年度）を示す 

管理番号（地方検査部毎）を示す（4桁） 

（4）～（5）（略） 

（6）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（7.1.（3）②に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印が付されていること。 

 

 

（7）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置及び保安基準の適合性審査に影響のある構造・

装置の変更有無について、いずれかに○印が付されているとともに、変更した自動車

の構造・装置が明確に記載されていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（7.1.（3）②に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要

しないものとする。 

① 型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置。 

ただし、7.1.（3）②に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。

③ 輸入自動車特別取扱自動車 

（5）～（6）（略） 

（7）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（8.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印、該当する項目がない自動車及び共

通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車

以外の自動車は－印が付されていること。 

（8）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置の範囲から変更した自動車の構造・装置が明

確に記載されているとともに、騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無に○印が付

されていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要

しないものとする。 

① 型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置の範囲 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置の範囲。 

ただし、8.1.（3）③に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車 
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輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置 

（記載例） 燃料タンク増設、カプラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、

タイヤインチアップ、キャブルーフ架装、リヤコンビランプ交換（尾灯・

制動灯・後部反射器・方向指示器）、ルーフキャリア取付、リヤスポイラ

取付、車いす用昇降リフト追加、簡易クレーン追加、パワーゲート追加、

荷台板張り追加、ロープフックの増設、3 列目座席取外し、前部霧灯取外

し、コイルスプリング変更 

（8）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無について、いずれかに○

印が付されていること。 

 

（9）次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれに定める内容が「その他」欄に

記載されていること。 

① 事前審査管理番号を有する代表届出自動車と自動車の型式が同一であり、か

つ、構造・装置が技術基準等の審査済みの範囲内で同一の自動車（技術基準等に

影響のない範囲で構造・装置の一部を変更したものを含む。）であって、代表届

出自動車で事前書面審査を実施した内容を活用する場合には、当該事前審査管理

番号が記載されていること。 

なお、活用できる事前審査管理番号は、年度番号の属する年度の翌年度の 4月

1 日を起算日として 5 年以内のものに限ることとし、複数の事前審査管理番号を

同時に活用する場合には、審査済みの技術基準等の適合性に影響を及ぼさない場

合に限り、最大二つまで活用してもよい。 

また、事前審査管理番号を有する代表届出自動車との相違箇所がある場合に

は、その内容についても記載されていること。 

（活用期限の例） 

・「関東技審 28-0001」を活用できる期限は、平成 34 年 3月 31 日 

・「関東技審 29-0301」を活用できる期限は、平成 35 年 3月 31 日 

② 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又は

これに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又はⒺマークの表

示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番号が記

載されていること。 

③ 本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部位に付される記号が容易に確認

できる窓ガラスに変更した自動車にあっては、当該記号が記載されていること。

 

④ 改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車にあっては、当該通知書等の番号

が記載されていること。 

⑤ 車掌を乗務させて運行する自動車として保安基準への適合性を判断する自動

車にあっては、その旨が記載されていること。 

⑥ 高速道路等を運行しない自動車として保安基準への適合性を判断する自動車

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置の範囲 

（記載例） 燃料タンク変更、カプラオフセット変更、ハイリフトカプラ架装、カプ

ラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、タイヤサイズ変更、

キャブルーフ架装、尾灯変更、制動灯変更 

 

 

 

（9）「架装により指定自動車等から追加等を行った構造・装置」欄は、保安基準の適合性

の審査に影響のある構造・装置が記載されていること。 

（記載例） ルーフ・キャリア取付け、エア・スポイラ取付け、車いす用昇降リフト

取付け、簡易クレーン取付け、リヤリフトゲート取付け、前部霧灯取付け 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又はこれ

に準ずる性能を有するものであって、当該構造・装置に付されている○自マーク又はⒺ

マークの表示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番

号が新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（11）自動車に備える窓ガラスであって、本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部

位に付される記号が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該記号が

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（12）改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車にあっては、当該通知書等の番号が新

規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（新設） 

 

（新設） 
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にあっては、その旨が記載されていること。 

⑦ 専ら特別支援学校に通う生徒若しくは児童の運送又は専ら障害者福祉施設利

用者の運送を目的とする自動車（乗車定員 10 人以上のものに限る。）として保安

基準への適合性を判断する自動車にあっては、その旨が記載されていること。 

⑧ 土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプ車として保安基準への適合性を判

断する自動車にあっては、その旨が記載されていること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（10）（略） 

（11）（4）から（9）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

7.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち、保安基準の適合性審査に影響しない

項目については記載を要しないものとする。 

例えば、 

① 乗用自動車及び二輪自動車の場合には、「荷台内法長さ」、「荷台内法幅」、「荷

台内法高さ」、「リヤ・オーバーハング」、「オフセット」、「前 2 軸車の補正値」、「乗

車定員の重量分布」、「最大積載量」、「許容軸重限度」、「前輪荷重割合」 

② 乗合自動車の場合には、「荷台内法長さ」、「荷台内法幅」、「荷台内法高さ」、「オ

フセット」、「最大積載量」 

③ トレーラ（ポール・トレーラを含む。）の場合には、「原動機の型式」、「総排気

量又は定格出力」、「燃料の種類」、「乗車定員」、「前輪荷重割合」 

④ 大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）の場合には、「荷台内法長さ」、「荷

台内法幅」、「荷台内法高さ」、「オフセット」、「前 2軸車の補正値」、「最大積載量」、

「許容軸重限度」 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」、「有効期限」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任

意とする。 

（4）「燃料タンクの個数及び容量」欄の記載は、普通自動車であって貨物の運送の用に供

する車両総重量 7t 以上の自動車以外の自動車の場合は任意とする。 

（5）自動車機構が構築した新規検査等に係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元

コードが付されたものであること。 

（6）備考欄については別紙を用いて記載することができる。 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（13）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考欄

に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1号様式（そ

の 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」

の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別紙 1）」と付し、

別紙 1として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した検査証明書が添付さ

れていること。 

（14）（略） 

（15）（4）から（13）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

8.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち車種により不要なものがあるときは当

該項目への記載を要しないものとする。 

例えば、 

① 二輪自動車の場合には、「最大積載量」、「許容軸重限度」 

 

 

② 乗用自動車の場合には、「荷台内法幅」、「オフセット」、「許容軸重限度」 

 

③ トレーラの場合には、「原動機」、「乗車定員」 

 

（新設） 

 

 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任意とする。 

 

（4）「備考」欄の燃料タンクの個数及び容量は、普通自動車であって貨物の運送の用に供

する車両総重量 7t 以上の自動車以外の自動車の記載は任意とする。 

（5）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、自動車機構が構築した新規検査等に

係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元コードが付されたものであること。 

（新設） 
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（7）必要事項が網羅されているのであれば別様式であってもよい。 

 

 

7.3.（略） 

7.4. 諸元表又は車両諸元要目表 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表が添付され、自動車諸元が確認できるもので

あること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、7.1.（3）②に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

7.5.（略） 

7.6. 重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する内容が記載されており、

基準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、7.1.

（3）②に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最

小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（1）～（2）（略） 

7.7.（略） 

7.8. 施行規則第 36 条第 5 項に規定する書面（騒音規制） 

騒音試験の結果を表す書面の写し等が添付されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては当該書面の提出を省略することができる。 

①（略） 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）

の指定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄の騒音防止装置に係

る構造・装置の変更有無において、無に○印が付されているもの 

③ 代表届出自動車であって、事前提出書面審査の届出を行う時点において当該書面

を提出することができないため、新規検査等の際に提示する旨を新規検査等届出書

（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載したもの 

 

7.9. 施行規則第 36 条第 6 項に規定する書面（排出ガス規制） 

（1）次に掲げるいずれかの書面が提示されていること。 

① 完成検査終了証の写し 

② 排出ガス検査終了証の写し 

③ 排出ガス試験の結果を表す書面 

④ 一酸化炭素等発散防止装置の型式がわかる資料 

（2）一酸化炭素等発散防止装置に変更がない自動車であって、架装等により車両重量が

増加し、受検車両の車両重量が当該自動車の諸元表に記載された類別区分番号（類別）

（6）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、必要事項が網羅されているのであれ

ば別様式であってもよい。また、備考欄については、必要に応じて別紙により記載す

ることができる。 

8.3.（略） 

8.4. 諸元表又は車両諸元要目表等 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表等が添付され、自動車諸元が確認できるもの

であること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、8.1.（3）③に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

8.5.（略） 

8.6. 重量分布計算等に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度、最小回転半径に関する内容が記載されており、基

準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、別

添 2の 5.1.（3）③に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、最大安定傾斜

角度、最小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（1）～（2）（略） 

8.7.（略） 

8.8. 施行規則第 36 条第 5 項に規定する書面（騒音規制） 

適切な書面（騒音試験の結果を表す書面の写し等）が添付されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては当該書面の提出を省略することができる。 

①（略） 

② 新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））「当該型式・類別（類別区分番号）の

指定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄の騒音防止装置に係る

構造・装置の変更有無において、無に○印が付されているもの 

③ 別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車であって、事前

提出書面審査の届出を行う時点において、当該書面を提出することができない場合

にあっては、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に、新規検

査等の際に提示する旨を記載したもの 

8.9. 施行規則第 36 条第 6 項に規定する書面（排出ガス規制） 

適切な書面（排出ガス検査終了証又は排出ガス試験の結果を表す書面の写し等）が添

付されていること。 

 

 

 

（新設） 
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に対応する等価慣性重量の範囲を超える場合にあっては、（1）①又は②の書面に加え、

次に掲げるいずれかの書面が提示されていること。 

この場合において、WLTC モードを実施した自動車にあっては、「等価慣性重量の範

囲」を「車両重量に 7-55-1-2（2）の表に定める値を加えた重量」に読み替えること

とする。 

① 受検車両の型式内若しくは一酸化炭素等発散防止装置を取付けることができ

る範囲内に同一の等価慣性重量が確認できる書面 

② 排出ガス試験の結果を表す書面の写しであって、受検車両と構造・装置が同一

であり、かつ、性能及び等価慣性重量が同一である旨が記載されているもの 

③ 完成検査終了証又は排出ガス検査終了証が発行された自動車の重量増加に伴

う排出ガス性能確認書（第 5号様式） 

（3）代表届出自動車であって、事前提出書面審査の届出を行う時点において当該書面を

提出することができないため、新規検査等の際に提示する旨を新規検査等届出書（第

1 号様式（その 1））の「その他」欄に記載した場合には、（1）及び（2）にかかわら

ず、当該書面の提出を省略することができる。 

7.10. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄に記載された変更部分及び変

更により影響を及ぼす部分について、技術基準等に適合していることが確認できるもの

であること。 

なお、書面等による審査は、次の書面により行うものとする。 

（1）自動車製作者が発行した技術基準等適合証明書（第 4号様式） 

（2）自動車製作者が発行した検査証明書（別紙 1） 

（3）本則 4-12-1（1）に規定する書面 

（4）別表第 1 に掲げる指定自動車等と同一型式の牽引自動車又は別表第 1 に掲げる並行

輸入自動車と軸距及び後軸緩衝装置の構造諸元が同一構造であることが資料等によ

り確認できる牽引自動車については、その旨を新規検査等届出書（第 1号様式（その

1））の「その他」欄に記載することにより、細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に

関する技術基準」への適合性を証する書面に代えることができる。 

（記載例） ・別表第 1適用トラクタ 

7.11. 特種用途自動車の構造要件に関する書面 

用途区分細部取扱い通達に基づき、車体の形状毎の構造要件及び使用者の事業等が明

確に確認できるものであること。 

ただし、次に掲げる場合にあっては、当該書面の提出を省略することができる。 

（1）（略） 

（2）使用者の事業等に関する書面 

代表届出自動車であって、事前提出書面審査の届出を行う時点において当該書面を

提出することができないため、新規検査等の際に提示する旨を新規検査等届出書（第

1号様式（その 1））の「その他」欄に記載した場合 

7.12.～7.14.（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車の事前提出

書面審査の届出を行う時点において、当該書面を提出することができない場合にあって

は、新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に、新規検査等の際に提

示する旨を記載することにより、当該書面の提出を省略することができる。 

8.10. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄に記載された部分及びそれに

より影響を及ぼす部分について、3.の表の技術基準等及びそれ以外の技術基準等に適合

していることが確認できるものであること。 

なお、技術基準等に適合していることが確認できるものには次に掲げる例がある。 

（1）自動車製作者の「技術基準等適合証明書」（第 4号様式） 

（2）自動車製作者の「検査証明書」（別紙 1） 

（3）当該自動車の試験成績書の写し 

（新設） 

 

 

 

 

 

8.11. 特種用途自動車の構造要件に関する書面 

用途区分細部取扱い通達に基づき、車体の形状毎の構造要件及び使用者の事業等が明

確に確認できるものであること。 

ただし、次に掲げる場合にあっては、当該書面の提出を省略することができる。 

（1）（略） 

（2）使用者の事業等に関する書面 

別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車の事前提出書面審

査の届出を行う時点において当該書面が提示できないため、新規検査等の際に提示す

る旨を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載した場合 

8.12.～8.14.（略） 
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7.15. その他書面 8.15. その他書面 

 

（1）次のいずれかに該当する場合には、自動車製作者が必要事項を記載し署名・捺印し

た検査証明書（別紙 1）が添付されているとともに、それぞれに定める内容が新規検

査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

① 共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証の備考

欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がある場合 

【その他欄に記載する内容】 

当該型式で認証を受けていない仕様に変更有の出荷検査証のため検査証

明書を添付 

② 「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証（排出ガス検査終了証

の備考欄）に「型式指定番号※2」の記載がある場合 

【その他欄に記載する内容】 

※2の出荷検査証のため検査証明書を添付 

 

（新設）※8.1.（13）から移動 

（13）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考

欄に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1 号様

式（その 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕

様に変更有」の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別

紙 1）」と付し、別紙 1 として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した

検査証明書が添付されていること。 

 

 

 

 

  

（2）～（3）（略） 

8. 書面審査の決裁等 

8.1. 書面審査結果の起案 

書面審査の結果、保安基準に適合していると認められる場合には、次の区分に応じた

様式を用いて、現車審査を実施する旨の起案を行うものとする。 

なお、当該様式については必要に応じ項目を追加することができる。 

① 個別届出自動車 

第 8号様式、第 10-1 号様式、第 10-2 号様式及び第 10-3 号様式 

② 代表届出自動車 

第 9 号様式（その 1 及びその 2）、第 10-1 号様式、第 10-2 号様式及び第 10-3

号様式 

8.2. 書面審査結果の決裁等 

8.1.により事務所等の長の決裁を得たものは、書面審査が終了したものとする。 

なお、併せて新規検査等事前審査管理台帳に決裁年月日の登録を行うものとする。 

8.3. 書面審査終了の連絡 

（1）（略） 

（2）代表届出自動車にあっては、受付印及び事前審査管理番号を付した新規検査等届出

書（第 1号様式（その 1））の写しを届出者に交付するものとする。 

 

8.4. 書面審査が終了した届出書等の保管 

（1）書面審査が終了した届出書等については、新規検査等の申請があるまでの間、事務

所等の長が定めた場所に保管するものとする。 

（2）（略） 

9. 現車審査 

現車審査は、書面審査が終了した届出書等を用いて、本則 4-7 の規定に基づき実施す

（1）～（2）（略） 

9. 書面審査の決裁等 

9.1. 書面審査結果の起案 

書面審査の結果、保安基準に適合していると認められる場合には、第 7号様式を用い

て、現車審査を実施する旨の起案を行うものとする。 

なお、当該様式については必要に応じ項目を追加することができる。 

 

 

 

 

 

9.2. 書面審査結果の決裁等 

9.1.により事務所等の長の決裁を得たものは、書面審査が終了したものとする。 

なお、併せて新規検査等事前審査管理台帳に決裁年月日の登録を行うものとする。 

9.3. 書面審査終了の連絡 

（1）（略） 

（2）別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車に係る届出にあっ

ては、受付印及び事前審査管理番号を付した新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））

の写しを届出者に交付するものとする。 

9.4. 書面審査が終了した届出書等の保管 

（1）書面審査が終了した届出書等については、当該新規検査等の申請があるまでの間、

事務所等の長が定めた場所に保管するものとする。 

（2）（略） 

10. 現車審査 

現車審査は、次に掲げる方法により実施するものとする。 
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るものとする。 

 

 

 

10. 届出書等の保存期間 

10.1. 新規検査等が終了した自動車の届出書等 

新規検査等終了後、新規検査等事前審査管理台帳に検査終了年月日の登録を行うとと

もに、新規検査等の日から 3年間（代表届出自動車にあっては書面審査が終了した日か

ら 5年間）、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

 

10.2. 取下願出書（第 7号様式） 

受理日から 1 年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

10.3. 新規検査等の申請がない自動車の届出書等 

（1）個別届出自動車にあっては、書面審査が終了した日から 1 年を経過した後も新規検

査等の申請がない場合には、届出者に対して取下願出書の提出を求めるものとする。

（2）（略） 

10.4. 不受理の届出書等 

4.2.（1）なお書き②又は 4.2.（2）なお書きの返送があて先不明等により不可能な場

合には、当該届出書等の到達日から 1年を経過した後において当該届出書等を廃棄処分

することができる。 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

（1）別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（1）の自動車は、書面審査が終了した届

出書等を用いて、本則 4-7 の規定に基づき実施するものとする。 

（2）別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出自動車は、別添 2 の 4.か

ら6.までに規定する届出書等を用いて、本則4-7の規定に基づき実施するものとする。 

11. 届出書等の保存期間 

11.1. 新規検査等が終了した自動車の届出書等 

新規検査等終了後、新規検査等事前書面審査管理台帳に検査終了年月日の登録を行う

とともに、新規検査等の日（別添 2「新規検査等提出書面審査要領」3.（2）の代表届出

自動車にあっては書面審査が終了した日とする。）から 5 年間、事務所等の長が定めた

場所に保存するものとする。 

11.2. 取下願出書（第 6号様式） 

受理日から 1 年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

11.3. 新規検査等の申請がない自動車の届出書等 

（1）書面審査が終了した日から 1 年を経過した後も新規検査等の申請がない場合には、

届出者に対して取下願出書の提出を求めるものとする。 

（2）（略） 

11.4. 不受理の届出書等 

5.2.（1）なお書き②又は 5.2.（2）なお書きの返送があて先不明等により不可能な場

合には、当該届出書等の到達日から 1年を経過した後において当該届出書等を廃棄処分

することができる。 

 

第 1号様式（その 1）（略） 

第 1号様式（その 2）（略） 

第 2号様式（略） 

第 3号様式（略） 

第 4号様式（略） 

第 5号様式（略） 

第 6号様式（略） 

第 7号様式（略） 

別紙 1（略） 

 

附則 3 

事前提出書面の審査 

（使用の過程にある牽引自動車） 

1. 目的 

この附則は、事前届出対象自動車（本要領 4.（3）の自動車に限る。）の新規検査、予

備検査又は構造等変更検査の申請を行おうとする者から、当該自動車の構造・装置の内

容について事前に届出を得ることにより、保安基準への適合性の確認を適正かつ効率的

に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

（新設） 
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この附則における用語の定義は、本要領 2.に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）「新規検査等」とは、新規検査、予備検査又は構造等変更検査をいう。 

3. 届出書等 

3.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-2（4）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び

添付資料は、次に掲げるものをいう。 

区分
牽引自動車

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1 及びその 2）） ○ 

自動車を特定する書面 ○ 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表 ○ 

外観図 △ 

重量分布計算に関する書面 △ 

最大安定傾斜角度に関する書面 △ 

最小回転半径に関する書面 △ 

連結車両総重量及び牽引重量計算書（第 2号様式） △ 

技術基準等への適合性を証する書面 ○ 

「道路運送車両の保安基準等の一部改正に伴い最大積載量

等の変更を行う場合の取扱いについて」（平成 27 年 3 月 31

日付け国自技第 201 号国自整第 350 号）に基づく、自動車製

作者が証明する最大積載量及び許容限度に関する書面 

△ 

連結検討書（第 3号様式）又は諸元表中の「トレーラ及びト

ラクタの連結可否検討結果一覧表」 
△ 

試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通

知書等 
△ 

その他書面 △ 

備考 （1）○印は提出が必要な書面を示し、△印は基準の適用が除外されている

など特段の必要がない場合には省略することができる書面を示す。 

（2）添付資料の詳細は、7.に規定する。 

（3）本則 4-15（2）に基づき別添 4「改造自動車審査要領」に定める改造自

動車届出書、改造概要等説明書及び添付資料を同時に提出する場合にあ

っては、本表における添付資料のうち、重複するものを省略することが

できる。 

3.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いては、当該自動車の車台番号を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その
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他」欄に列記することにより、複数台数届出とすることができる。 

なお、この場合の届出書等の内訳は次のとおりとする。 

① 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））･･･1 部 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2））･･･車台番号毎 

③ 自動車を特定する書面･･･車台番号毎 

④ 添付資料･･･重複するものは省略可能 

（2）届出書等は、3.1.の表に記載されている順に編綴するものとする。 

（3）届出書等の提出は、原則として事務所等の長が定めた時間帯及び場所に行うものと

する。 

（4）（3）の規定にかかわらず、届出書等の提出は郵送等によることができる。 

なお、普通郵便等、事務所等への到達の事実が確認できない方法にて届出書等を提

出する場合であって、到達した事実を確認する必要があるときは、届出者が挙証責任

を負うものとする。 

4. 届出書等の受理等 

4.1. 受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等の形式的要件を満たしていると判断し

た場合には、当該届出書等を受理するとともに、書面審査の終了の連絡について必要

か否かを確認するものとする。 

（2）受理した届出書等については、新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））に受付印

を押印するとともに事前審査管理番号を付し、新規検査等事前審査管理台帳（第 6号

様式）に登録するものとする。 

なお、事前審査管理番号の構成は事務所等で定める一連番号とする。 

4.2. 不受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等が不足しているなど形式的要件を欠い

ていると判断した場合には、当該届出書等を不受理とし、その旨を届出者に口頭にて

通知するとともに、不足している書面等の提出を求めるものとする。 

なお、3.2.（3）により提出された場合にあっては、次に掲げるいずれかの方法に

よるものとする。 

① 届出書等に記載された届出者の連絡先に電話等により通知する。 

② 届出書等に記載された届出者の住所又は郵送等の場合の差出人の住所あてに、

不受理となる旨及び不足書面等を記載した通知文を添えて、届出書等を返送する

ことにより通知する。 

なお、この場合において、①の対応も併せて行うものとする。 

（2）不受理通知をした届出書等については、不足書面等の提出があり、届出書等の形式

的要件を満たすまでは、受理しないものとする。 

なお、（1）①の方法により通知した場合であって、最初の通知日から 1か月を経過

した後も受理できない場合には、届出者に届出書等を返送するものとする。 

4.3. 届出書等の取下げ 

（1）本則 4-13-2（5）で規定する取下願出書は、第 7号様式とする。 

（2）提出された取下願出書について、その記載事項を確認し、適当であると判断した場
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合には、当該取下願出書を受理するとともに、届出書等を届出者に返却するものとす

る。 

（3）受理した取下願出書については、受付印を押印するとともに、新規検査等事前審査

管理台帳中の当該取下願出書にかかる箇所の備考欄に取下処理を行った旨（例：○年

○月○日取下げ）を登録するものとする。 

5. 書面審査の審査期間 

書面審査の審査期間は、原則として届出書等の受理日から 15 日以内とする。 

ただし、届出書等の内容では十分な審査を行うことができず、別途必要となる資料等

の提出を求めている期間は除く。 

6. 書面審査 

事前届出対象自動車について、保安基準に適合しているかどうかを、本則に基づき審

査するものとする。 

7. 届出書等の記載要領等 

7.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）「新規検査・予備検査・構造等変更検査」欄は、検査の種別に応じて、○印が付され

ていること。 

（2）新規検査等を申請する運輸支局等と同一敷地内にある事務所等の長の宛名、届出年

月日、並びに届出者の氏名又は名称、住所、連絡先（届出責任者の氏名）及び電話番

号が記載されていること。 

また、届出者の印（署名の場合を除く。）が押印されていること。 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

① 型式指定自動車、共通構造部型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車

特別取扱自動車以外の自動車 

② 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの 

③ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの 

（4）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置及び保安基準の適合性審査に影響のある構造・

装置の変更有無について、いずれかに○印が付されているとともに、自動車検査証又

は登録識別情報等通知書が交付された自動車に対して変更した自動車の構造・装置が

明確に記載されていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（附則 2 の 7.1.（3）②に該当する

ものに限る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」

を「当該型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要
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しないものとする。 

① 型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置。 

ただし、附則 2 の 7.1.（3）②に該当するものの場合には、①に準ずるもの

とする。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置 

（記載例） 燃料タンク増設、カプラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、

タイヤインチアップ、キャブルーフ架装、リヤコンビランプ交換（尾灯・

制動灯・後部反射器・方向指示器）、前部霧灯取外し 

（5）試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車

にあっては、当該通知書等の番号が「その他」欄に記載されていること。 

（6）訂正した箇所には、届出者又は届出責任者の訂正の印又は署名がなされていること。

（7）（4）から（5）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別紙

を用いて記載することができる。 

7.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち、保安基準の適合性審査に影響しない

項目については記載を要しないものとする。 

（2）諸元確認者の「印」欄の押印は任意とする。 

（3）「車体の塗色」、「有効期限」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任

意とする。 

（4）自動車機構が構築した新規検査等に係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元

コードが付されたものであること。 

（5）備考欄については別紙を用いて記載することができる。 

（6）必要事項が網羅されているのであれば別様式であってもよい。 

7.3. 自動車を特定する書面 

自動車検査証又は登録識別情報等通知書の写しが添付されていること。 

7.4. 諸元表又は車両諸元要目表 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表が添付され、自動車諸元が確認できるもので

あること。 

（1）型式指定自動車及び新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1 又は第 2 号様式の 2

の諸元表 

（2）共通構造部型式指定自動車 
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共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、附則 2 の 7.1.（3）②に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとす

る。 

（3）輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2号様式、第 2号様式の 1又は第 2号様式の 2の車両

諸元要目表 

7.5. 外観図 

外観の形状及び寸法（長さ、幅及び高さ）が明確に確認できる外観図又は写真である

こと。 

ただし、作業用附属装置、除雪装置、道路清掃装置等を随時取外し又は取替えて使用

できる自動車並びにクレーンを装備する自動車以外の自動車については、外観図又は写

真の提出を省略することができる。 

7.6. 重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する内容が記載されており、

基準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、附

則 2の 7.1.（3）②に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、最大安定傾斜

角度及び最小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（1）指定自動車等と同一の構造を有すると認められるもの 

（2）2軸の自動車であって、指定自動車等を基本として、燃料タンクの増設、その他の改

造（軸距又は輪距の変更、重心高が著しく高くなるものを除く。）等を行ったもの 

7.7. 連結車両総重量及び牽引重量計算書（第 2号様式） 

内容が適切であり、基準に適合していることが確認できるものであること。 

7.8. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄に記載された変更部分及び変

更により影響を及ぼす部分について、技術基準等に適合していることが確認できるもの

であること。 

なお、書面等による審査は、次の書面により行うものとする。 

（1）自動車製作者が発行した技術基準等適合証明書（第 4号様式） 

（2）本則 4-12-1（1）に規定する書面 

（3）別表第 1 に掲げる指定自動車等と同一型式の牽引自動車又は別表第 1 に掲げる並行

輸入自動車と軸距及び後軸緩衝装置の構造諸元が同一構造であることが資料等によ

り確認できる牽引自動車については、その旨を新規検査等届出書（第 1号様式（その

1））の「その他」欄に記載することにより、細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に

関する技術基準」への適合性を証する書面に代えることができる。 

（記載例） ・別表第 1適用トラクタ 

7.9. 「道路運送車両の保安基準等の一部改正に伴い最大積載量等の変更を行う場合の取

扱いについて」（平成 27 年 3 月 31 日付け国自技第 201 号国自整第 350 号）に基づく、

自動車製作者が証明する最大積載量及び許容限度に関する書面 
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（1）適切な書面が添付されていること。 

（2）本則 7-115 の最大積載量の算定にあたっては、当該書面に記載された最大積載量及

び許容限度にて行うことができる。 

7.10. 連結検討書（第 3 号様式）又は諸元表中の「トレーラ及びトラクタの連結可否検

討結果一覧表」 

内容が適切であり、基準に適合していることが確認できるものであること。 

7.11. 試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等 

試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車に

あっては、当該通知書等の写しが添付されていること。 

ただし、事前提出書面審査の届出を行う時点において、改造自動車届出の書面審査中

等の理由により当該通知書等の写しを提出することができない場合にあっては、新規検

査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に、新規検査等の際に提示する旨を

記載することにより、当該通知書等の写しの提出を省略することができる。 

7.12. その他書面 

（1）保安基準への適合性審査に必要な内容が確認できるものであり、必要に応じ、資料

の提出を求めるものとする。 

（2）特段の必要がない場合には省略することができる。 

8. 書面審査の決裁等 

8.1. 書面審査結果の起案 

書面審査の結果、保安基準に適合していると認められる場合には、第 8 号様式、第 10-1

号様式及び第 10-3 号様式を用いて、現車審査を実施する旨の起案を行うものとする。

なお、当該様式については必要に応じ項目を追加することができる。 

8.2. 書面審査結果の決裁等 

8.1.により事務所等の長の決裁を得たものは、書面審査が終了したものとする。 

なお、併せて新規検査等事前審査管理台帳に決裁年月日の登録を行うものとする。 

8.3. 書面審査終了の連絡 

届出書等の受理の際に、書面審査の終了の連絡が必要と申告のあったものについて

は、終了したことを届出者に速やかに連絡するものとする。 

8.4. 書面審査が終了した届出書等の保管 

（1）書面審査が終了した届出書等については、新規検査等の申請があるまでの間、事務

所等の長が定めた場所に保管するものとする。 

（2）書面審査に要した届出書等の書面一式を PDF ファイルに変換し、自動車機構検査部

長が別途定める共有ネットワークサーバに登録するものとする。 

9. 現車審査 

現車審査は、書面審査が終了した届出書等を用いて、本則 4-7 の規定に基づき実施す

るものとする。 

10. 届出書等の保存期間 

10.1. 新規検査等が終了した自動車の届出書等 

新規検査等終了後、新規検査等事前審査管理台帳に検査終了年月日の登録を行うとと

もに、新規検査等の日から 3年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。



新旧対照表 

485 / 521 

新 旧 

10.2. 取下願出書（第 7号様式） 

受理日から 1 年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

10.3. 新規検査等の申請がない自動車の届出書等 

（1）書面審査が終了した日から 1 年を経過した後も新規検査等の申請がない場合には、

届出者に対して取下願出書の提出を求めるものとする。 

（2）次に掲げるいずれかに該当する場合には、各々に定める日以降において当該届出書

等を廃棄処分することができる。 

① 届出者に対し取下願出書の提出を求めたが応じないときは、取下願出書の提出

を求めた最初の日から 4年を経過した日 

② 届出者の所在不明等により、届出者に対し取下願出書の提出を求めることがで

きないときは、所在不明等の事実が判明した日から 1 年を経過した日 

10.4. 不受理の届出書等 

4.2.（1）なお書き②又は 4.2.（2）なお書きの返送があて先不明等により不可能な場

合には、当該届出書等の到達日から 1年を経過した後において当該届出書等を廃棄処分

することができる。 

 

附則 4 

事前提出書面の審査 

（特定の被牽引自動車） 

1. 目的 

この附則は、事前届出対象自動車（本要領 4.（4）の自動車に限る。）の新規検査、予

備検査又は構造等変更検査の申請を行おうとする者から、当該自動車の構造・装置の内

容について事前に届出を得ることにより、保安基準への適合性の確認を適正かつ効率的

に行うことを目的とする。 

 

 

2. 用語の定義 

この附則における用語の定義は、本要領 2.に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）「新規検査等」とは、新規検査、予備検査又は構造等変更検査をいう。 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

附則 2 

事前提出書面審査要領 

（特定の牽引自動車及び被牽引自動車） 

1. 目的 

この要領は、3.に掲げる事前届出対象自動車の新規検査、予備検査又は構造等変更検

査（法第 71 条の規定による自動車予備検査証の交付を受けた自動車又は法第 16 条の規

定による一時抹消登録を受けた自動車の新規検査又は予備検査であって、当該自動車に

係る構造・装置について変更がないものを除く。）の申請を行おうとする者から、当該

自動車の構造・装置の内容について事前に届出を得ることにより、保安基準への適合性

の確認を適正かつ効率的に行うことを目的とする。 

2. 用語の定義 

この要領における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるところに

よる。 

（1）「新規検査等」とは、新規検査、予備検査又は構造等変更検査（法第 71 条の規定に

よる自動車予備検査証の交付を受けた自動車又は法第 16 条の規定による一時抹消登

録を受けた自動車の新規検査又は予備検査であって、当該自動車に係る構造・装置に

ついて変更がないものを除く。）をいう。 

（2）「届出者」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料を提出する

者をいう。 

（3）「届出書等」とは、新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料をいう。 

3. 事前届出対象自動車 

本附則を適用する事前届出対象自動車は、次に掲げるものをいう。 

ただし、本則 4-14（2）に基づき別添 3「並行輸入自動車審査要領」に定める並行輸

入自動車届出書及び添付資料を提出する並行輸入自動車を除く。 
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（1）物品を積載する装置が次のいずれかに該当する構造を有するセミトレーラであっ

て、自動車の長さが 12m 超 13m 以下のもの 

① バン又はこれに類するもの（荷台の上方が開放されたものを除く。） 
※車体の形状：バンセミトレーラ、冷蔵冷凍セミトレーラ等 

（略） 

② タンク又はこれに類するもの 
※車体の形状：タンクセミトレーラ、粉粒体運搬セミトレーラ、コンクリートミ

キサーセミトレーラ等 

（略） 

③ 両側端が固定された幌骨で支持された幌によって荷台の前端から後端まで

の上方の全てが覆われるもの（可動式のものを除く。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

（略） 

④ コンテナを専用に積載するための緊締装置を有するもの 
※車体の形状：コンテナセミトレーラ等 

（略） 

⑤ 専ら車両を運搬する構造のもの 
※車体の形状：セミトレーラ等 

（略） 

⑥ 荷台に後煽、側煽及び固縛金具を備えるもの又はこれに類するもの（積載す

る物品の落下を防止するために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ、ダンプセミトレーラ等 

（略） 

⑦ 荷台に固定式のスタンション（荷台の両側端に沿って備えられるスタンショ

ン（荷台の前端に沿って備えられるものを除く。）にあっては、脱着式のもの

であってもよい。）及び固縛金具を備えるもの（積載する物品の落下を防止す

るために十分な強度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

（略） 

⑧ 船底状にくぼんだ荷台及び固縛金具を備え、かつ、荷台の船底状のくぼみの

傾斜角が 27°以上であるもの（積載する物品の落下を防止するために十分な強

度を有するものに限る。） 
※車体の形状：セミトレーラ等 

（略） 

（2）物品を積載する装置が（1）の①から⑧のいずれかに該当する構造を有するセミト

レーラであって、次のいずれかに該当するもの 

① 最遠軸距が 5m 未満であって、車両総重量が 20t 超 36t 以下のもの 

② 最遠軸距が 5m 以上 7m 未満であって、車両総重量が 22t 超 36t 以下のもの 

③ 最遠軸距が 7m 以上 8m 未満であって、車両総重量が 24t 超 36t 以下のもの 

④ 最遠軸距が 8m 以上 9.5m 未満であって、車両総重量が 26t 超 36t 以下のもの 

⑤ 最遠軸距が 9.5m 以上であって、車両総重量が 28t 超 36t 以下のもの 
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（3）次に掲げる全ての要件を満たす牽引自動車 

① 2 軸又は 3 軸（駆動軸の数が 1であるものに限る。）であること 

② 前軸重が 10t 以下であること 

③ 後軸重が 10t 超 11.5t 以下のものであること 

④ 第五輪荷重を有すること 

⑤ 細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関する技術基準」に定める基準に適

合すること（3軸の牽引自動車を除く。） 

3. 届出書等 

3.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-2（4）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び

添付資料は、次に掲げるものをいう。 

区分

特定の被牽引自動車 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1 及びそ

の 2）） 
○ 

自動車を特定する書面 ○ 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表 ○ 

外観図 ○ 

重量分布計算に関する書面 △ 

最大安定傾斜角度に関する書面 △ 

最小回転半径に関する書面 △ 

（削除） 

 
（削除） 

（削除） 

 
（削除） 

（削除） 

 
（削除） 

技術基準等への適合性を証する書面 △ 

（削除） 

 
（削除） 

特種用途自動車の構造要件に関する書面 △ 

物品を積載する装置の構造に関する書面 ○ 

「道路運送車両の保安基準等の一部改正

に伴い最大積載量等の変更を行う場合の

取扱いについて」（平成 27 年 3 月 31 日付

け国自技第 201 号国自整第 350 号）に基づ

く、自動車製作者が証明する最大積載量及

び許容限度に関する書面 

△ 

4. 届出書等 

4.1. 新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料 

本則 4-13-2（3）で規定する自動車の新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び

添付資料は、次に掲げるものをいう。 

区分 3.（1）

の自動

車 

3.（2）

の自動

車 

3.（3） 

の自動

車 

新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1 及びそ

の 2）） 
○ ○ ○ 

自動車を特定する書面 ○ ○ ○ 

添

付

資

料 

諸元表又は車両諸元要目表等 ○ ○ ○ 

外観図 ○ ○ ○ 

重量分布計算等に関する書面 ○ ○ ○ 

（新設） （新設）   

（新設） （新設）   

連結車両総重量及び牽引重量計算書（第 2

号様式） 
－ － ○ 

施行規則第 36 条第 5項に規定する書面（騒

音規制） 
－ － ○ 

施行規則第 36 条第 6項に規定する書面（排

出ガス規制） 
－ － ○ 

技術基準等への適合性を証する書面 △ △ △ 

細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関

する技術基準」への適合性を証する書面 
－ － △ 

（新設） （新設）   

物品を積載する装置の構造に関する書面 ○ ○ － 

「道路運送車両の保安基準等の一部改正

に伴い最大積載量等の変更を行う場合の

取扱いについて」（平成 27 年 3 月 31 日付

け国自技第 201 号国自整第 350 号）に基づ

く、自動車製作者が証明する最大積載量及

び許容限度に関する書面 

△ △ △ 
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連結検討書（第 3号様式）又は諸元表中の

「トレーラ及びトラクタの連結可否検討

結果一覧表」 

○ 

試作車・組立車審査結果通知書等又は改造

自動車審査結果通知書等 
△ 

その他書面 △ 

備考 （1）○印は提出が必要な書面を示し、△印は基準の適用が除外されている

など特段の必要がない場合には省略することができる書面を示す。 

 

（2）添付資料の詳細は、7.に規定する。 

（3）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又

はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更したものにあっては、

技術基準等への適合性を証する書面を省略することができる。 

 

（4）（略） 

連結検討書（第 3号様式）又は諸元表中の

「トレーラ及びトラクタの連結可否検討

結果一覧表」 

○ ○ △ 

（新設） 

 
（新設）   

その他書面 △ △ △ 

備考 （1）○印は提出が必要な書面を示し、△印は基準の適用が除外されている

など特段の必要がない場合には省略することができる書面を示し、－印

は該当しないことを示す。 

（2）添付資料の詳細は、8.に規定する。 

（3）法第 75 条の 3第 1項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装

置又はこれに準ずる性能を有するものについて、当該構造・装置に付さ

れている○自マーク又はⒺマークの表示が容易に確認できるものに変更

したものにあっては、技術基準等への適合性を証する書面を省略するこ

とができる。 

（4）（略） 

3.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いては、当該自動車の車台番号を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その

他」欄に列記することにより、複数台数届出とすることができる。 

なお、この場合の届出書等の内訳は次のとおりとする。 

① 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））･･･1 部 

② 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2））･･･車台番号毎 

③ 自動車を特定する書面･･･車台番号毎 

④ 添付資料･･･重複するものは省略可能 

（2）届出書等は、3.1.の表に記載されている順に編綴するものとする。 

（3）（略） 

（4）（3）の規定にかかわらず、届出書等の提出は郵送等によることができる。 

なお、普通郵便等、事務所等への到達の事実が確認できない方法にて届出書等を提

出する場合であって、到達した事実を確認する必要があるときは、届出者が挙証責任

を負うものとする。 

4. 届出書等の受理等 

4.1. 受理 

（1）（略） 

（2）受理した届出書等については、新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））に受付印

を押印するとともに事前審査管理番号を付し、新規検査等事前審査管理台帳（第 6号

様式）に登録するものとする。 

4.2. 届出書等の提出方法 

（1）届出書等は新規検査等を行う自動車 1 台毎に 1 部を新規検査等を申請する運輸支局

等と同一敷地内にある事務所等に提出するものとする。 

ただし、自動車の型式、類別（類別区分番号）及び構造・装置が同一の自動車につ

いては、当該自動車の車台番号を新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その

他」欄に列記することにより、複数台数届出とすることができる。 

この場合において、4.1.における添付資料のうち、重複するものを省略することが

できる。 

 

 

 

（新設） 

（2）（略） 

（3）（2）の規定にかかわらず、届出書等の提出は郵送等によることができる。 

なお、普通郵便等、事務所等への到達の事実が確認できない方法にて届出書等を提

出する場合であって、到達した事実を確認する必要があるときは、届出者が挙証責任

を負うものとする。 

5. 届出書等の受理等 

5.1. 受理 

（1）（略） 

（2）受理した届出書等については、新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））に受付印

を押印するとともに事前審査管理番号を付し、新規検査等事前審査管理台帳（第 5号

様式）に登録するものとする。 
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なお、事前審査管理番号の構成は事務所等で定める一連番号とする。 

4.2. 不受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等が不足しているなど形式的要件を欠い

ていると判断した場合には、当該届出書等を不受理とし、その旨を届出者に口頭にて

通知するとともに、不足している書面等の提出を求めるものとする。 

なお、3.2.（3）により提出された場合にあっては、次に掲げるいずれかの方法に

よるものとする。 

①～②（略） 

（2）（略） 

4.3. 届出書等の取下げ 

（1）本則 4-13-2（5）で規定する取下願出書は、第 7号様式とする。 

（2）（略） 

（3）受理した取下願出書については、受付印を押印するとともに、新規検査等事前審査

管理台帳中の当該取下願出書にかかる箇所の備考欄に取下処理を行った旨（例：○年

○月○日取下げ）を登録するものとする。 

5.～6.（略） 

7. 届出書等の記載要領等 

7.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）～（2）（略） 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

① 型式指定自動車、共通構造部型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車

特別取扱自動車以外の自動車 

② 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの 

③ 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄に次に掲げる記載があるもの

であって、自動車製作者が出荷した時点の類別（類別区分番号）に代えて基本と

なる類別(類別区分番号）を記載するもの 

ア（略） 

（削除） 

 

 

 

④ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの 

（4）（略） 

（削除） 

 

 

5.2. 不受理 

（1）提出された届出書等について、必要な書面等が不足しているなど形式的要件を欠い

ていると判断した場合には、当該届出書等を不受理とし、その旨を届出者に口頭にて

通知するとともに、不足している書面等の提出を求めるものとする。 

なお、4.2.（3）により提出された場合にあっては、次に掲げるいずれかの方法に

よるものとする。 

①～②（略） 

（2）（略） 

5.3. 届出書等の取下げ 

（1）本則 4-13-2（4）で規定する取下願出書は、第 6号様式とする。 

（2）（略） 

（3）受理した取下願出書については、受付印を押印するとともに、管理台帳中の当該取

下願出書にかかる箇所の備考欄に取下処理を行った旨（例：○年○月○日取下げ）を

登録するものとする。 

6.～7.（略） 

8. 届出書等の記載要領等 

8.1. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 1）） 

（1）～（2）（略） 

（3）「型式・類別（類別区分番号）」欄の類別（類別区分番号）は、自動車製作者が出荷

した時点の類別（類別区分番号）が記載されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

① 型式指定自動車、共通構造部型式指定自動車、新型届出自動車及び輸入自動車

特別取扱自動車以外の自動車。 

② 指定自動車等であって、型式内の車両仕様記号により当該自動車の仕様が特定

できる資料を添付のうえ、識別表示ラベル等により明確に確認できるものは、類

別（類別区分番号）に代えてその車両仕様記号を記載するもの。 

③ 共通構造部型式指定自動車の出荷検査証備考欄又は排出ガス検査終了証備考

欄に次に掲げる記載があるものであって、自動車製作者が出荷した時点の類別

（類別区分番号）に代えて基本となる類別(類別区分番号）を記載するもの。 

ア（略） 

イ 「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証（排出ガス検査終

了証の備考欄） 

類別設定がないものとして「型式指定番号※1」又は当該型式で認証

を受けていない仕様に変更があるものとして「型式指定番号※2」 

④ 新型届出自動車であって、自動車製作者が出荷した時点の類別に代えて基本と

なる諸元表の類別を記載するもの。 

（4）（略） 

（5）「前照灯の明るさ及び主光軸の向き測定」欄は、完成検査終了証又は出荷検査証が発

行されている自動車であって、届出者又は諸元確認者が保有する前照灯試験機によ



新旧対照表 

490 / 521 

新 旧 

 

 

 

（5）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（7.1.（3）②に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印が付されていること。 

 

 

（6）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置及び保安基準の適合性審査に影響のある構造・

装置の変更有無について、いずれかに○印が付されているとともに、変更した自動車

の構造・装置（使用の過程にある自動車にあっては、自動車検査証又は登録識別情報

等通知書が交付された自動車に対して変更した自動車の構造・装置）が明確に記載さ

れていること。 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（7.1.（3）②に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更並びに改造自動車審査結果通

知書等に記載されている改造内容については、記載を要しないものとする。 

 

① 新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置。 

ただし、7.1.（3）②に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。

③ 輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置 

（記載例） アルミホイール化、タイヤインチアップ、リヤコンビランプ交換（尾灯・

制動灯・後部反射器・方向指示器）、スタンション（○本）取付け、荷台

板張り追加、ロープフックの増設 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

り、当該自動車が備える前照灯の明るさ及び主光軸の向きに関する基準適合性の確認

を実施したものは、その結果（適合の確認）に○印、未実施の場合は×印が付されて

いること。 

（6）「共通構造部型式指定自動車又は新型届出自動車の構造・装置改変状況」の「諸元表

の型式・類別（類別区分番号）から相違している項目」欄は、共通構造部型式指定自

動車（8.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車であって、当該自動

車の構造・装置について自動車製作者が出荷した時点で諸元表の類別（類別区分番号）

から相違している項目について相違の有無に○印、該当する項目がない自動車及び共

通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限る。）又は新型届出自動車

以外の自動車は－印が付されていること。 

（7）「当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置」欄は、次に掲げる構造・装置の範囲から変更した自動車の構造・装置（使

用の過程にある自動車にあっては、自動車検査証又は登録識別情報等通知書が交付さ

れた自動車に対して変更した自動車の構造・装置）が明確に記載されているとともに、

騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無に○印が付されていること。 

 

この場合において、共通構造部型式指定自動車（5.1.（3）③に該当するものに限

る。）又は新型届出自動車については、「当該型式・類別（類別区分番号）」を「当該

型式」に読み替えるものとする。 

なお、燃料タンクの取付位置変更、灯火器の取付位置変更、タイヤのパターン変更

並びに改造自動車審査結果通知書等に記載されている改造内容については、記載を要

しないものとする。 

① 新型届出自動車 

自動車型式認証実施要領別添 1 の第 1 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式

の 2及び第 3 号様式の諸元表に記載する構造・装置の範囲 

② 共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式及び第 2号様式

の諸元表に記載する構造・装置の範囲。 

ただし、8.1.（3）③に該当するものの場合には、①に準ずるものとする。 

③ 輸入自動車特別取扱自動車 

輸入自動車特別取扱要領の第 2 号様式、第 2 号様式の 1、第 2 号様式の 2 及

び第 3号様式の車両諸元要目表に記載する構造・装置の範囲 

（記載例） 燃料タンク変更、カプラオフセット変更、ハイリフトカプラ架装、カプ

ラ変更（固定式→スライド式）、アルミホイール化、タイヤサイズ変更、

キャブルーフ架装、踊場変更、荷台架装、尾灯変更、制動灯変更 

（8）「架装により指定自動車等から追加等を行った構造・装置」欄は、保安基準の適合性

の審査に影響のある構造・装置が記載されていること。 

（記載例） スタンション（○本）取付け、荷台板張り追加、ロープフックの増設 

（9）試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車

にあっては、当該通知書等の番号がその他欄に記載されていること。 
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（7）物品を積載する装置の具体的な構造が「その他」欄に記載されていること。 

 

（記載例） 物品を積載する装置の構造（バン型、タンク型、幌枠型、コンテ

ナ型、自動車運搬型、煽型、スタンション（○本）型、船底型） 

（削除） 

 

 

（8）次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれに定める内容が「その他」欄に

記載されていること。 

① 法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又は

これに準ずる性能を有する構造・装置に付されている○自マーク又はⒺマークの表

示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番号が記

載されていること。 

（削除） 

 

 

なお、運輸局等に届出中の場合には、その旨を付記することでよい。 

（記載例） ・フレーム短縮改造については「自○○第○○○号」による。 

・試作車として○○運輸局に届出中。（○月○日届出） 

・フレーム延長改造については同時届出。 

（10）3.（1）又は（2）のセミトレーラにあっては、その具体的形状について新規検査等

届出書（第 1 号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（記載例） 物品を積載する装置の構造（バン型、タンク型、幌枠型、コンテナ型、

自動車運搬型、煽型、スタンション（○本）型、船底型） 

（11）3.（3）の牽引自動車であって、8.11.なお書きを適用する場合には、その旨につい

て新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（記載例） ・別表第 1適用トラクタ 

 

 

（12）法第 75 条の 3 第 1 項の規定に基づき装置の型式指定を受けた構造・装置又はこれ

に準ずる性能を有するものであって、当該構造・装置に付されている○自マーク又はⒺ

マークの表示が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該型式指定番

号が新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

（13）自動車に備える窓ガラスであって、本則 7-51-1（8）の表に掲げる各窓ガラスの部

位に付される記号が容易に確認できるものに変更した自動車にあっては、当該記号が

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

 

② 試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自

動車にあっては、当該通知書等の番号が記載されていること。 

なお、運輸局等に届出中の場合には、その旨を付記することでよい。 

（記載例） ・フレーム短縮改造については「自○○第○○○号」による。 

・試作車として○○運輸局に届出中。（○月○日届出） 

・フレーム延長改造については同時届出。 

 

（新設）※（9）から移動 

（9）試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動

車にあっては、当該通知書等の番号がその他欄に記載されていること。 

なお、運輸局等に届出中の場合には、その旨を付記することでよい。 

（記載例） ・フレーム短縮改造については「自○○第○○○号」による。 

・試作車として○○運輸局に届出中。（○月○日届出） 

・フレーム延長改造については同時届出。 

  

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（9）（略） 

（10）（4）から（8）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

7.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 

（14）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考欄

に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1号様式（そ

の 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」

の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別紙 1）」と付し、

別紙 1として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した検査証明書が添付さ

れていること。 

（15）（略） 

（16）（4）から（14）までの記入項目欄に「別紙に記載した旨」を付記した場合には、別

紙を用いて記載することができる。 

8.2. 新規検査等届出書（第 1号様式（その 2）） 
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（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち、保安基準の適合性審査に影響しない

項目については記載を要しないものとする。 

例えば、「原動機の型式」、「総排気量又は定格出力」、「燃料の種類」、「乗車定員」、

「前輪荷重割合」 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」及び「有効期限」欄の記載は任意とする。 

（4）「消音器・原動機等の改造 有・無」及び「燃料タンクの個数及び容量」欄の記載は

不要とする。 

（5）自動車機構が構築した新規検査等に係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元

コードが付されたものであること。 

（6）備考欄については別紙を用いて記載することができる。 

（7）必要事項が網羅されているのであれば別様式であってもよい。 

 

 

7.3. 自動車を特定する書面 

完成検査終了証、譲渡証明書、出荷検査証、輸入自動車特別取扱届出済書、試作車・

組立車審査結果通知書等、自動車製作者による証明書、自動車検査証又は登録識別情報

等通知書の写しが添付されていること。 

なお、試作車・組立車審査結果通知書等を用いる自動車であって運輸局に届出中の場

合には、届出した時点の写しを添付するものとし、当該通知書等の写しについては交付

された後に追加添付することでよい。 

7.4. 諸元表又は車両諸元要目表 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表が添付され、自動車諸元が確認できるもので

あること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、7.1.（3）②に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

7.5.（略） 

7.6. 重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する内容が記載されており、

基準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、指定自動車等と同一の構造を有すると認められる自動車（共通構造部型式指

定自動車にあっては、7.1.（3）②に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算、

最大安定傾斜角度及び最小回転半径に関する書面の提出を省略することができる。 

（削除） 

（削除） 

 

（1）記載項目に漏れがないこと。 

ただし、「基本情報」以外の記載項目のうち車種により不要なものがあるときは当

該項目への記載を要しないものとする。 

例えば、トレーラの場合には、「原動機」、「乗車定員」。 

 

（2）（略） 

（3）「車体の塗色」及び「消音器・原動機等の改造 有・無」欄の記載は任意とする。 

（4）「備考」欄の燃料タンクの個数及び容量は、普通自動車であって貨物の運送の用に供

する車両総重量 7t 以上の自動車以外の自動車の記載は任意とする。 

（5）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、自動車機構が構築した新規検査等に

係る事前入力ソフトを用いて作成された二次元コードが付されたものであること。 

（新設） 

（6）新規検査等届出書（第 1 号様式（その 2））は、必要事項が網羅されているのであれ

ば別様式であってもよい。また、備考欄については、必要に応じて別紙により記載す

ることができる。 

8.3. 自動車を特定する書面 

完成検査終了証、排出ガス検査終了証、譲渡証明書、出荷検査証、輸入自動車特別取

扱届出済書、試作車・組立車審査結果通知書等、自動車製作者による証明書、自動車検

査証又は登録識別情報等通知書の写しが添付されていること。 

なお、試作車・組立車審査結果通知書等を用いる自動車であって運輸局に届出中の場

合には、届出した時点の写しを添付するものとし、当該通知書等の写しについては交付

された後に追加添付することでよい。 

8.4. 諸元表又は車両諸元要目表等 

当該自動車の諸元表又は車両諸元要目表等が添付され、自動車諸元が確認できるもの

であること。 

（1）（略） 

（2）共通構造部型式指定自動車 

共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領の第 1 号様式の諸元表。 

ただし、8.1.（3）③に該当するものの場合には、（1）に準ずるものとする。 

（3）（略） 

8.5.（略） 

8.6. 重量分布計算等に関する書面 

重量分布計算、最大安定傾斜角度、最小回転半径、走行性能に関する内容が記載され

ており、基準に適合していることが確認できるものであること。 

ただし、次のいずれかに該当する自動車（共通構造部型式指定自動車にあっては、別

添 2の 5.1.（3）③に該当するものに限る。）にあっては、重量分布計算等に関する書面

の提出を省略することができる。 

（1）指定自動車等と同一の構造を有すると認められるもの 

（2）2軸の自動車であって、指定自動車等を基本として、燃料タンクの増設、荷台床面の

鉄板の装備、バケットの変更、その他の改造（軸距又は輪距の変更、重心高が著しく



新旧対照表 

493 / 521 

新 旧 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

7.7. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置（使用の過程にある自動車にあっ

ては、自動車検査証又は登録識別情報等通知書が交付された自動車に対して変更してい

る自動車の構造・装置）」欄に記載された変更部分及び変更により影響を及ぼす部分に

ついて、技術基準等に適合していることが確認できるものであること。 

なお、書面等による審査は、次の書面により行うものとする。 

（1）自動車製作者が発行した技術基準等適合証明書（第 4号様式） 

（2）自動車製作者が発行した検査証明書（別紙 1） 

（3）本則 4-12-1（1）に規定する書面 

（削除） 

 

 

 

 

7.8. 特種用途自動車の構造要件に関する書面 

用途区分細部取扱い通達に基づき、車体の形状毎の構造要件及び使用者の事業等が明

確に確認できるものであること。 

ただし、次に掲げる場合にあっては、当該書面の提出を省略することができる。 

（1）車体の形状毎の構造要件に関する書面 

① 冷蔵冷凍車及び保温車の場合（冷蔵冷凍室又は保温室の他に貨物室を備えたも

のを除く。） 

② 外観図により車体の形状毎の構造要件が明確に確認ができる自動車の場合 

7.9.～7.11.（略） 

7.12. 試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等 

高くなるものを除く。）等を行ったもの 

8.7. 連結車両総重量及び牽引重量計算書（第 2号様式） 

内容が適切であり、基準に適合していることが確認できるものであること。 

8.8. 施行規則第 36 条第 5 項に規定する書面（騒音規制） 

適切な書面（騒音試験の結果を表す書面の写し等）が添付されていること。 

ただし、次に掲げるものにあっては当該書面の提出を省略することができる。 

① 騒音防止装置の装置型式指定を受けた自動車であって、騒音型式指定番号標の表

示が確認できるもの 

② 新規検査等届出書（第 1 号様式（その 1））「当該型式・類別（類別区分番号）の

指定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置」欄の騒音防止装置に係る

構造・装置の変更有無において、無に○印が付されているもの 

8.9. 施行規則第 36 条第 6 項に規定する書面（排出ガス規制） 

適切な書面（排出ガス検査終了証又は排出ガス試験の結果を表す書面の写し等）が添

付されていること。 

8.10. 技術基準等への適合性を証する書面 

新規検査等届出書（第 1号様式（その 1））の「当該型式・類別（類別区分番号）の指

定自動車等に対して変更している自動車の構造・装置（使用の過程にある自動車にあっ

ては、自動車検査証又は登録識別情報等通知書が交付された自動車に対して変更してい

る自動車の構造・装置）」欄に記載された部分及びそれにより影響を及ぼす部分につい

て、技術基準等に適合していることが確認できるものであること。 

なお、技術基準等に適合していることが確認できるものには次に掲げる例がある。 

（1）自動車製作者の「技術基準等適合証明書」（第 4号様式） 

（2）自動車製作者の「検査証明書」（別紙 1） 

（3）当該自動車の試験成績書の写し 

8.11. 細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関する技術基準」への適合性を証する書面 

当該技術基準に適合していることが確認できるものであること。 

なお、別表第 1に掲げる指定自動車等と同一型式の牽引自動車又は別表第 1に掲げる

並行輸入自動車と軸距及び後軸緩衝装置の構造諸元が同一構造であることが資料等に

より確認できる牽引自動車については、当該技術基準に適合するものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

8.12.～8.14.（略） 

（新設） 

 （新設）※8.15.（1）から移動 
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試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車に

あっては、当該通知書等の写しが添付されていること。 

なお、運輸局等に届出中の場合には、届出した時点の写しを添付するものとし、当該

通知書等の写しについては交付された後に追加添付することでよい。 

 

（1）試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動

車にあっては、当該通知書等の写しが添付されていること。 

なお、運輸局等に届出中の場合には、届出した時点の写しを添付するものとし、

当該通知書等の写しについては交付された後に追加添付することでよい。 

  

7.13. その他書面 

（削除） 

 

8.15. その他書面 

（1）試作車・組立車審査結果通知書等又は改造自動車審査結果通知書等を用いる自動車

にあっては、当該通知書等の写しが添付されていること。 

なお、運輸局等に届出中の場合には、届出した時点の写しを添付するものとし、当

該通知書等の写しについては交付された後に追加添付することでよい。 

 

（1）次のいずれかに該当する場合には、自動車製作者が必要事項を記載し署名・捺印し

た検査証明書（別紙 1）が添付されているとともに、それぞれに定める内容が新規検

査等届出書（第 1号様式（その 1））の「その他」欄に記載されていること。 

① 共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証の備考

欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がある場合 

【その他欄に記載する内容】 

当該型式で認証を受けていない仕様に変更有の出荷検査証のため検査証

明書を添付 

 

（新設）※8.1.（14）から移動 

（14）共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領第 3号様式の出荷検査証であって、

備考欄に「当該型式で認証を受けていない仕様に変更有」の記載がされている場合、

又は、「排出ガス検査終了証」の備考欄を利用した出荷検査証であって、当該備考

欄に「型式指定番号※2」と記載されている場合は、新規検査等届出書（第 1 号様

式（その 1））の「その他」欄に「出荷検査証「当該型式で認証を受けていない仕

様に変更有」の検査証明書（別紙 1）」又は「出荷検査証「※2」の検査証明書（別

紙 1）」と付し、別紙 1 として自動車製作者が必要事項を記載し、署名・捺印した

検査証明書が添付されていること。 

  

（2）～（3）（略） 

8. 書面審査の決裁等 

8.1. 書面審査結果の起案 

書面審査の結果、保安基準に適合していると認められる場合には、第 8 号様式、第 10-2

号様式及び第 10-3 号様式を用いて、現車審査を実施する旨の起案を行うものとする。

 

なお、当該様式については必要に応じ項目を追加することができる。 

8.2.～8.3.（略） 

8.4. 書面審査が終了した届出書等の保管 

（1）書面審査が終了した届出書等については、新規検査等の申請があるまでの間、事務

所等の長が定めた場所に保管するものとする。 

（2）書面審査に要した届出書等の書面一式を PDF ファイルに変換し、自動車機構検査部

長が別途定める共有ネットワークサーバに登録するものとする。 

9.（略） 

10. 届出書等の保存期間 

10.1. 新規検査等が終了した自動車の届出書等 

新規検査等終了後、新規検査等事前審査管理台帳に検査終了年月日の登録を行うとと

もに、新規検査等の日から 3年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。

10.2. 取下願出書（第 7号様式） 

（2）～（3）（略） 

9. 書面審査の決裁等 

9.1. 書面審査結果の起案 

書面審査の結果、保安基準に適合していると認められる場合には、第 7 号様式、第 7-1

号様式、第 7-2 号様式及び第 7-3 号様式を用いて、現車審査を実施する旨の起案を行う

ものとする。 

なお、当該様式については必要に応じ項目を追加することができる。 

9.2.～9.3.（略） 

9.4. 書面審査が終了した届出書等の保管 

書面審査が終了した届出書等については、新規検査等の申請があるまでの間、事務所

等の長が定めた場所に保管するものとする。 

（新設） 

 

10.（略） 

11. 届出書等の保存期間 

11.1. 新規検査等が終了した自動車の届出書等 

新規検査等終了後、新規検査等事前審査管理台帳に検査終了年月日の登録を行うとと

もに、新規検査等の日から 5年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

11.2. 取下願出書（第 6号様式） 
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受理日から 1 年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

10.3.（略） 

10.4. 不受理の届出書等 

4.2.（1）なお書き②又は 4.2.（2）なお書きの返送があて先不明等により不可能な場

合には、当該届出書等の到達日から 1年を経過した後において当該届出書等を廃棄処分

することができる。 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

受理日から 1 年間、事務所等の長が定めた場所に保存するものとする。 

11.3.（略） 

11.4. 不受理の届出書等 

5.2.（1）なお書き②又は 5.2.（2）なお書きの返送があて先不明等により不可能な場

合には、当該届出書等の到達日から 1年を経過した後において当該届出書等を廃棄処分

することができる。 

 

第 1号様式（その 1）（略） 

第 1号様式（その 2）（略） 

第 2号様式（略） 

第 3号様式（略） 

第 4号様式（略） 

第 5号様式（略） 

第 6号様式（略） 

第 7号様式（略） 

第 7-1 号様式（略） 

第 7-2 号様式（略） 

第 7-3 号様式（略） 

別表第 1（略） 

別紙 1（略） 

 

 

第 1 号様式（その 1）（別添 2の 5.関係） 

（略） 

当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の構

造・装置 

・構造・装置の変更有無 ： 有（以下のとおり（ ）・別紙のとおり（ ））・無

（ ） 

 

 

 

 

・騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無 ： 有（ ）・無（ ） 

（略） 

  

（新設）※別添 2から移動 

第 1号様式（その 1）（別添 2の 4.1.関係） 

（略） 

当該型式・類別（類別区分番号）の指定自動車等に対して変更している自動車の

構造・装置 

 

 

 

・騒音防止装置に係る構造・装置の変更有無 ： 有（ ）・無（ ） 

架装により指定自動車等から追加等を行った構造・装置 

 

 

（略） 

  

 

第 1 号様式（その 2）（別添 2の 5.関係） 

新規検査等届出書 

（略） 

（新設）※別添 2から移動 

第 1号様式（その 2）（別添 2の 4.1.関係） 

新規検査等届出書 

（略） 
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第 2 号様式（別添 2の 5.関係） 

連結車両総重量及び牽引重量計算書 

（略） 

 

（新設）※別添 2から移動 

第 2号様式（別添 2の 4.1.関係） 

連結車両総重量及び牽引重量計算書 

（略） 

  

 

第 3 号様式（別添 2の 5.関係） 

連結検討書 

（略） 

 

（新設）※別添 2から移動 

第 3号様式（別添 2の 4.1.関係） 

連結検討書 

（略） 

  

 

第 4 号様式（別添 2の 5.関係） 

技術基準等適合証明書 

（略） 

 

（新設）※別添 2から移動 

第 4号様式（別添 2の 5.10.関係） 

技術基準等適合証明書 

（略） 

  

第 5 号様式（別添 2の 5.関係） 

平成（西暦）   年  月  日

 

完成検査終了証又は排出ガス検査終了証が発行された自動車の 

重量増加に伴う排出ガス性能確認書 

 

次の自動車の一酸化炭素等発散防止装置は、1.又は 2.に掲げる自動車の一酸化炭素等発

散防止装置と 3.に掲げる関係であるため、要求される排出ガス性能を満足していることを

確認しています。 

 

車名：      型式：          車台番号：            

 

 

1. 比較した指定自動車等又は一酸化炭素発散防止装置指定自動車 

車名：      型式：          最大の車両重量：      kg

一酸化炭素等発散防止装置の型式：         型式指定番号：     

 

2. 比較した試験自動車 

○試験自動車 

試験実施日：平成  年  月  日  試験実施場所：         

車名：     型式：        車台番号：           

原動機の型式：        変速機：      使用燃料：     

試験モード：            試験時の車両重量：       kg

（新設） 
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○試験成績（平成     年規制） 

排出ガス成

分 
排出量 規制値（平均値） 

ＣＯ  g/km  g/km 

ＮＭＨＣ  g/km  g/km 

ＮＯｘ  g/km  g/km 

ＰＭ  g/km  g/km 

 

3. 1.又は 2.の自動車との関係性 

 

 

上記内容に相違ありません。 

確認者の名称及び所在地  ：              

確認者の氏名       ：              

 

 

第 6 号様式（別添 2の 5.関係） 

新規検査等事前審査管理台帳 

（略） 

 

（新設）※別添 2附則 1から移動 

第 5号様式（別添 2附則 1 の 5.1.（2）関係） 

新規検査等事前審査管理台帳 

（略） 

  

 

第 7 号様式（別添 2の 5.関係） 

新規検査等届出書及び添付資料の取下願出書 

（略） 

 

（新設）※別添 2附則 1から移動 

第 6号様式（別添 2附則 1 の 5.3.（1）関係） 

新規検査等届出書及び添付資料の取下願出書 

（略） 

  

 

第 8 号様式（別添 2の 5.関係） 

（略） 

新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料の審査結果について 

（略） 

  

事前書面審査を実施した自動車の構造・装置 該当技術基準等 

 

 

 

  

現車審査における指示事項 

（略） 

（新設）※別添 2附則 1から移動 

第 7号様式（別添 2附則 1 の 9.1.関係） 

（略） 

新規検査等届出書等及び添付資料の審査結果について 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

現車審査における注意事項 

（略） 
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（略） 

 
（略） 

  

第 9 号様式（その 1）（別添 2の 5.関係） 

事前審査管理番号 起 案  平成   年   月   日 
書面審査

担当者 
 

 決 裁  平成   年   月   日 

 

新規検査等届出書、自動車を特定する書面及び添付資料の審査結果について 

［代表届出自動車］ 

 

所長（課長）      次長      上席検査官      主席検査官      検査官 

 

伺 

 

標記について、審査事務規程本則並びに別添 2「新規検査等提出書面審査要領」に基づき、下記の者から提

出された届出書等の内容を審査したところ、保安基準に適合していると認められるので、書面審査が終了した

本届出書等の一式を共有ネットワークサーバに登録することとしてよろしいか伺う。 

 

記 

 

届 出 者  

車  名  

型式・類別 

（又は車両識別記号） 
 

附則 2の 3.2.（2）後段の規定

を適用している自動車の型式
 

車 台 番 号  

審査結果概要等 第 9号様式（その 2）による 

備  考  

  

（新設） 

 

第 9号様式（その 2）（別添 2の 5.関係） 

事前審査管理番号  決 裁  平成  年  月  日 

（新設） 
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届 出 者  

車  名 型式・類別（又は車両識別記号） 
附則 2の 3.2.（2）後段の規定を 

適用している自動車の型式 

   

 

事前書面審査を実施した自動車の構造・装置 該当技術基準等 

 

 

 
(注：特種用途自動車の構造要件等も記載すること) 

 

 

 
(注：協定規則の場合は「UN-**/**」と記載)

 

現車審査における指示事項 確認を要する添付資料 

 

 

 

 
（例：添付資料 3ページ） 

自動車検査証の備考欄入力事項 

 

 

 
（注：網羅的に記載するよう留意すること） 

 

その他 

 

 

 
（注：改造自動車審査結果通知書番号等を記載すること） 

  

 

第 10-1 号様式（別添 2の 5.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（トラクタ） 

（略） 

 

（新設）※別添 2附則 2から移動 

第 7-1 号様式（別添 2附則 2の 9.1.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（トラクタ） 

（略） 

  

 

第 10-2 号様式（別添 2の 5.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（トレーラ） 

（略） 

（略） 改造内容 

【0497】車枠 【1000】緩衝装置 

（略）
【0498】車体 【1100】走行装置 

（削除） 【1598】連結装置 

（削除） （削除） 

（新設）※別添 2附則 2から移動 

第 7-2 号様式（別添 2附則 2の 9.1.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（トレーラ） 

（略） 

（略） 改造内容 

【0497】車枠 【1000】緩衝装置 

（略） 
【0498】車体 【1100】走行装置 

【0397】原動機 【1598】連結装置 

【0398】動力伝達装置 【1200】燃料装置 
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【0800】制動装置 （削除） 

【0900】操縦装置  

（略） 

  

【0800】制動装置 電気装置 

【0900】操縦装置  

（略） 

  

  

 

第 10-3 号様式（別添 2の 5.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（牽引自動車又は被牽引自動車） 

（略） 

 

（新設）※別添 2附則 2から移動 

第 7-3 号様式（別添 2附則 2の 9.1.関係） 

自動車検査証の備考欄入力事項（牽引自動車又は被牽引自動車） 

（略） 

  

 

別表第 1（別添 2の 5.関係） 

細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関する技術基準」適合型式一覧表 

（略） 

 

（新設）※別添 2附則 2から移動 

別表第 1（別添 2附則 2の 8.11.関係） 

細目告示別添 114「牽引自動車の軸重に関する技術基準」適合型式一覧表 

（略） 

  

 

別紙 1（別添 2 の 5.関係） 

検査証明書 

（略） 

 

（新設）※別添 2から移動 

別紙 1（別添 2 の 5.1.関係） 

検査証明書 

（略） 

  

別添 3（4-14 関係） 

並行輸入自動車審査要領 

1.～2.（略） 

3. 届出書等 

3.1. 並行輸入自動車届出書及び添付資料 

本則 4-14（2）で規定する並行輸入自動車届出書及び添付資料は、次に掲げるものを

いう。 

 

 

並行輸入自動車の区分 

指定自動車等と

関連 
不明 

並行輸入自動車届出書（第 1 号様式と

する。） 
○ ○ 

添

付

資

料 

自動車通関証明書等（写） ○ ○ 

指定自動車等との相違点に関す

る資料 
○ － 

製作年月日の判定資料 ○ ○ 

車両諸元概要表（第 2号様式から

第 6号様式とする。） 
△ ○ 

車台番号又はシリアル番号の様 △ △ 

別添 3（4-14 関係） 

並行輸入自動車審査要領 

1.～2.（略） 

3. 届出書等 

3.1. 並行輸入自動車届出書及び添付資料 

本則 4-14（2）で規定する並行輸入自動車届出書及び添付資料は、次に掲げるものを

いう。 

区分

 

指定自動

車等と同

一 

指定自動

車等と類

似 

その他 

並行輸入自動車届出書（第 1 号様式と

する。） 
○ ○ ○ 

添

付

資

料 

自動車通関証明書等（写） ○ ○ ○ 

指定自動車等との相違点に関す

る資料 
－ ○ － 

製作年月日の判定資料 ○ ○ ○ 

車両諸元概要表（第 2号様式から

第 7号様式とする。） 
－ △ ○ 

車台番号又はシリアル番号の様 － △ △ 



新旧対照表 

501 / 521 

新 旧 

式の解説資料 

外観図 ○ ○ 

原動機等に関する資料 △ ○ 

騒音規制への適合性に関する書

面等 
△ △ 

排出ガス試験結果成績表 △ △ 

技術基準等への適合性を証する

書面 
△ △ 

消音器の加速走行騒音性能規制

への適合性に関する書面等 
△ △ 

熱害試験結果成績表 △ △ 

最大安定傾斜角度計算書又は最

大安定傾斜角度実測書 
△ △ 

その他書面 △ △ 

備考（1）（略） 

（2）並行輸入自動車の区分は、6.1.に規定する。 

 

（3）車両諸元概要表の様式は、次の区分毎に定める様式とする。 

①～⑤（略） 

（削除） 

 

（4）～（5）（略） 

3.2.（略） 

4.～5.（略） 

6. 書面審査 

並行輸入自動車について、保安基準に適合しているかどうかを、本則及び次に掲げる

規定に基づき審査するものとする。 

6.1. 並行輸入自動車の区分 

並行輸入自動車の区分は、次に掲げるいずれかとする。 

なお、改造により装置が変更されている並行輸入自動車にあっては、変更後の状態で

判断するものとする。 

（削除） 

 

式の解説資料 

外観四面図 － ○ ○ 

原動機等に関する資料 △ △ ○ 

騒音規制への適合性に関する書

面等 
△ △ △ 

排出ガス試験結果成績表 △ △ △ 

技術基準等への適合性を証する

書面 
△ △ △ 

消音器の加速走行騒音性能規制

への適合性に関する書面等 
△ △ △ 

熱害試験結果成績表 △ △ △ 

最大安定傾斜角度計算書又は最

大安定傾斜角度実測書 
△ △ △ 

その他書面 △ △ △ 

備考（1）（略） 

（2）「指定自動車等と同一」、「指定自動車等と類似」又は「その他」の区分は、

6.1.に規定する。 

（3）車両諸元概要表の様式は、次の区分毎に定める様式とする。 

①～⑤（略） 

⑥ 電力により作動する原動機を有する自動車 ①から④のいずれか 

＋第 7号様式 

（4）～（5）（略） 

3.2.（略） 

4.～5.（略） 

6. 書面審査 

並行輸入自動車について、保安基準に適合しているかどうかを、本則及び次に掲げる

規定に基づき審査するものとする。 

6.1. 並行輸入自動車の区分 

並行輸入自動車の区分は、次に掲げるいずれかとする。 

なお、改造により装置が変更されている並行輸入自動車にあっては、変更後の状態で

判断するものとする。 

（1）指定自動車等と同一 

次のいずれかに該当する並行輸入自動車は、「指定自動車等と同一」として区分する

ことができる。 

① 二輪自動車等以外のものにあっては、当該並行輸入自動車と指定自動車等の構

造・装置の相違が次表の相違項目欄のいずれかに該当するもの 

② 二輪自動車等にあっては、車台番号の打刻様式、打刻字体及び一連番号以外の型

式等を表す打刻が指定自動車等と同一であり、かつ、当該並行輸入自動車と指定自

動車等の構造・装置の相違が次表の相違項目欄のいずれかに該当するもの 
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【例】車台番号のうち型式等を表す打刻部分の例 

打刻様式 △△△－○○○○○（型式等を表す打刻：△△△） 

「指定自動車等と同一」として区分できる相違 

表（略） 

  

（1）指定自動車等と関連 

次のいずれかに該当する並行輸入自動車は、「指定自動車等と関連」として区分する

ことができる。 

 

① 二輪自動車等以外のものにあっては、当該並行輸入自動車と指定自動車等の相違

点が次表の相違項目欄のいずれにも該当しないもの 

② 二輪自動車等にあっては、車台番号の打刻様式、打刻字体及び一連番号以外の型

式等を表す打刻が指定自動車等と同一であり、かつ、当該並行輸入自動車と指定自

動車等の相違点が次表の相違項目欄のいずれにも該当しないもの 

【例】車台番号のうち型式等を表す打刻部分の例 

打刻様式 △△△－○○○○○（型式等を表す打刻：△△△） 

 

 

 
相違項目 

1 自動車の種別（施行規則第

2条の規定による。） 
（略） 

2～5（略） （略） 

（2）不明 

「指定自動車等と関連」以外の並行輸入自動車は、「不明」と区分する。 

 

6.2. 並行輸入自動車届出書（第 1号様式） 

全ての箇所に記載漏れがなく、かつ、明確に記載されていること。 

6.2.1.（略） 

6.2.2. 「車名及び型式」欄 

（1）「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車にあっては、該当する指定自動

車等の車名及び該当する指定自動車等の型式から排出ガス識別記号を除いて前後に

「－」を付した型式（－○○－）が記載されていること。 

（2）「不明」に区分される並行輸入自動車にあっては、現に存する車名が記載されており、

型式は「不明」と記載されていること。 

この場合において、「現に存する車名」とは、車台の製作者が付与した車名とし、

次の規定を順次適用することにより判定するものとする。 

なお、技術基準等適合証明書に記載された車名と同一であることを要しない。 

①～⑧（略） 

（2）指定自動車等と類似 

次のいずれかに該当する並行輸入自動車は、「指定自動車等と同一」と区分されるも

のを除き、指定自動車等と類似した構造・装置を有する「指定自動車等と類似」として

区分することができる。 

① 二輪自動車等以外のものにあっては、当該並行輸入自動車と指定自動車等の構

造・装置の相違が次表の相違項目欄のいずれにも該当しないもの 

② 二輪自動車等にあっては、車台番号の打刻様式、打刻字体及び一連番号以外の型

式等を表す打刻が指定自動車等と同一であり、かつ、当該並行輸入自動車と指定自

動車等の構造・装置の相違が次表の相違項目欄のいずれにも該当しないもの 

 

 

「指定自動車等と類似」として区分できない相違 

「指定自動車等と類似」とし

て区分できない事項 
相違項目 

1 種別（施行規則第 2条の規

定による。） 
（略） 

2～5（略） （略） 

（3）その他 

「指定自動車等と同一」及び「指定自動車等と類似」以外の並行輸入自動車は、「そ

の他」と区分する。 

6.2. 並行輸入自動車届出書（第 1号様式） 

全ての箇所に記載漏れがなく、かつ、明確に記載されていること。 

6.2.1.（略） 

6.2.2. 「車名及び型式」欄 

（1）「指定自動車等と同一」又は「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車に

あっては、該当する指定自動車等の車名及び該当する指定自動車等の型式から排出ガ

ス識別記号を除いて前後に「－」を付した型式（－○○－）が記載されていること。 

（2）「その他」に区分される並行輸入自動車にあっては、現に存する車名が記載されてお

り、型式は「不明」と記載されていること。 

この場合において、「現に存する車名」とは、車台の製作者が付与した車名とし、

次の規定を順次適用することにより判定するものとする。 

なお、技術基準等適合証明書に記載された車名と同一であることを要しない。 

①～⑧（略） 
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（3）（2）にかかわらず、「不明」に区分される並行輸入自動車であって打刻届出書が提出

された二輪自動車等にあっては、打刻届出書に記載されている車名及び型式が記載さ

れていること。 

6.2.3.（略） 

6.2.4. 「車体の形状」欄 

（削除） 

 

本則 5-3-9 の規定に基づき記載されていること。 

 

なお、用途区分通達における乗用自動車等に分類される四輪以上の並行輸入自動車

については、車体の形状を次により判断するものとする。 

①～②（略） 

6.2.5. 「指定自動車等の型式」欄 

「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車にあっては、該当する指定自動

車等の型式が記載されていること。 

6.2.6. 「指定自動車等との相違点」欄 

「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車にあっては、該当する指定自動

車等の構造・装置と相違している項目が記載されていること。 

 

6.2.7.～6.2.10.（略） 

6.2.11. 「騒音防止装置」欄 

平成 22 年 4 月 1 日以降に製作された内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11

人以上の自動車、車両総重量が 3.5t を超える自動車及び大型特殊自動車を除く。）にあ

っては、備えている消音器の情報が記載されていること。 

6.3.～6.5.（略） 

6.6. 車両諸元概要表（第 2号様式から第 6号様式） 

（1）（略） 

（2）「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車であって、6.4.の資料として車

両諸元概要表に準じたものが添付されている場合には、省略することができる。 

 

6.7. 車台番号又はシリアル番号の様式の解説資料 

（1）（略） 

（2）次に掲げるいずれかに該当する場合には、省略することができる。 

① 「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車であって、車台番号又は

シリアル番号の様式が、一連番号等を除き該当する指定自動車等と同一の場合 

②（略） 

6.8. 外観図 

外観の形状が明確に確認できるものであること。 

この場合において、外観を確認することができる写真又はカタログをもって当該資料

とすることができる。 

（3）（2）にかかわらず、「その他」に区分される並行輸入自動車であって打刻届出書が提

出された二輪自動車等にあっては、打刻届出書に記載されている車名及び型式が記載

されていること。 

6.2.3.（略） 

6.2.4. 「車体の形状」欄 

（1）「指定自動車等と同一」又は「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車に

あっては、該当する指定自動車等の車体の形状が記載されていること。 

（2）「その他」に区分される並行輸入自動車にあっては、本則 5-3-8 の規定に基づき記載

されていること。 

なお、用途区分通達における乗用自動車等に分類される四輪以上の自動車について

は、車体の形状を次により判断するものとする。 

①～②（略） 

6.2.5. 「指定自動車等の型式」欄 

「指定自動車等と同一」又は「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車に

あっては、該当する指定自動車等の型式が記載されていること。 

6.2.6. 「指定自動車等との相違点」欄 

「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車にあっては、該当する指定自動

車等の構造・装置と相違している項目（6.1.（1）の表に該当する相違を除く。）が記載

されていること。 

6.2.7.～6.2.10.（略） 

6.2.11. 「騒音防止装置」欄 

平成 22 年 4 月 1 日以降に製作された内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11

人以上の自動車、車両総重量が 3.5t を超える自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自

動車を除く。）にあっては、備えている消音器の情報が記載されていること。 

6.3.～6.5.（略） 

6.6. 車両諸元概要表（第 2号様式から第 7号様式） 

（1）（略） 

（2）「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車であって、6.4.の資料として車

両諸元概要表に準じたものが添付されている場合には、第 7号様式を除き省略するこ

とができる。 

6.7. 車台番号又はシリアル番号の様式の解説資料 

（1）（略） 

（2）次に掲げるいずれかに該当する場合には、省略することができる。 

① 「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車であって、車台番号又は

シリアル番号の様式が、一連番号等を除き該当する指定自動車等と同一の場合 

②（略） 

6.8. 外観四面図 

外観四面図は、外観の形状を明確に確認できるものであること。 

この場合において、外観を確認することができる写真又はカタログをもって当該資料

とすることができる。 
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6.9. 原動機等に関する資料 

（1）～（3）（略） 

（4）次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれに定める資料を省略することが

できる。 

① 「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車であって、搭載されてい

る原動機等の（1）から（3）に掲げる項目が、該当する指定自動車等と同一であ

る場合には、同一である項目に関する資料 

②～③（略） 

④ 当該二輪自動車等の排出ガス試験結果成績表に記載された車両クラスが「サブ

クラス 3-2」となっている場合には、最高速度の資料 

6.10.（略） 

6.11. 排出ガス試験結果成績表 

排出ガス規制が適用される自動車について適用する。 

（1）（略） 

（2）排出ガス試験結果成績表は、次によるものであること。 

①（略） 

② 普通自動車及び小型自動車（二輪自動車等を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のもの又は専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの

並びに軽自動車の排出ガス試験結果成績表は、同一型式及び同一構造の自動車に

ついて、10 台に 1台の割合で試験を行ったものであること。 

 

なお、次に掲げる全ての要件を満たす自動車の場合には、「10 台に 1台」を「20

台に 1台」に読み替えることができる。 

ア～ウ（略） 

③（略） 

（3）～（8）（略） 

6.12. 技術基準等への適合性を証する書面 

6.12.1. 技術基準等への適合性を証する書面の種類 

（1）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（2）～（3）（略） 

6.12.2.（略） 

6.12.3. 試験成績書 

（1）～（3）（略） 

6.9. 原動機等に関する資料 

（1）～（3）（略） 

（4）次に掲げるいずれかに該当する場合には、それぞれに定める資料を省略することが

できる。 

① 「指定自動車等と同一」又は「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自

動車であって、搭載されている原動機等の（1）から（3）に掲げる項目が、該当

する指定自動車等と同一である場合には、同一である項目に関する資料 

②～③（略） 

（新設） 

 

6.10.（略） 

6.11. 排出ガス試験結果成績表 

排出ガス規制が適用される自動車について適用する。 

（1）（略） 

（2）排出ガス試験結果成績表は、次によるものであること。 

①（略） 

② 普通自動車及び小型自動車（二輪自動車等を除く。）であって車両総重量 3.5t

以下のもの又は専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以下のもの

並びに軽自動車（二輪自動車等を除く。）の排出ガス試験結果成績表は、同一型

式及び同一構造の自動車について、10 台に 1台の割合で試験を行ったものである

こと。 

なお、次に掲げる全ての要件を満たす自動車の場合には、「10 台に 1台」を「20

台に 1台」に読み替えることができる。 

ア～ウ（略） 

③（略） 

（3）～（8）（略） 

6.12. 技術基準等への適合性を証する書面 

6.12.1. 技術基準等への適合性を証する書面の種類 

（1）（略） 

（2）特種用途自動車にあっては、自動車製作者が製作工場から出荷した状態の自動車に

適用される技術基準等を適用するものとする。 

ただし、次のいずれかに該当する場合には、貨物自動車に適用される技術基準等を

適用するものとする。 

① 用途区分通達 4-1-3（1）に規定する特種用途自動車 

② 最大積載量が 500kg を超える特種用途自動車（乗車定員が 10 人以下の消防車

及び職務遂行に必要な放水装置を備えた警察車を除く。） 

（3）～（4）（略） 

6.12.2.（略） 

6.12.3. 試験成績書 

（1）～（3）（略） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（4）別表第 1 の（1）の試験成績書を試験自動車以外の並行輸入自動車の試験成績書とす

る場合にあっては、試験自動車と当該並行輸入自動車の同一性について、次のいずれ

にも該当するものであること。 

① 試験自動車と当該並行輸入自動車の構造・装置の相違であって、次のア又はイ

に該当する相違以外のものが、6.1.（1）の表の相違項目欄のいずれかに該当す

ること。 

ア 軸距の相違 

イ 車体の外形の相違であって、ボンネットとバン又はキャブオーバとバンの

相違 

② 試験自動車と当該並行輸入自動車の軸距又は車体の外形が相違している場合

には、軸距又は車体の外形の相違部分以外の車枠の構造が同一であることが添付

資料により確認できること。 

③ 試験成績書に記載されている試験自動車の車台番号又はシリアル番号は、当該

並行輸入自動車のものと様式・記号（一連番号を除く。）が一致していること。 

ただし、車台番号又はシリアル番号の様式・記号の相違の内容が①の構造・装

置の相違に係るものにあっては、この限りでない。 

（5）別表第 1 の（4）から（7）及び（9）の試験成績書を試験自動車以外の並行輸入自動

車の試験成績書とする場合にあっては、試験自動車と当該並行輸入自動車の同一性に

ついて、次のいずれにも該当するものであること。 

① 試験自動車と当該並行輸入自動車の構造・装置の相違であって、次のア、イ又

はウに該当する相違以外のものが、6.1.（1）の表の相違項目欄のいずれかに該

当すること。 

ア 原動機の相違（総排気量、燃料の種類等の相違を含む。） 

イ 軸距の相違（モノコック型又はセミモノコック型自動車の軸距を含む。） 

ウ 車体の外形の相違であって、次に該当するもの 

a 乗用自動車にあっては、車体の形状が箱型とステーションワゴンと幌

型 

b 貨物自動車にあっては、バンとピックアップ、バンとボンネット又は

バンとキャブオーバ 

② 試験自動車と当該並行輸入自動車の軸距又は車体の外形が相違している場合

には、軸距又は車体の外形の相違部分以外の車枠の構造が同一であることが添付

資料により確認できること。 

③ 試験成績書に記載されている試験自動車の車台番号又はシリアル番号は、当該

並行輸入自動車のものと様式・記号（一連番号を除く。）が一致していること。 

ただし、車台番号又はシリアル番号の様式・記号の相違の内容が①の構造・装

置の相違に係るものにあっては、この限りでない。 

（6）別表第 1 の（11）から（13）、（30）、（33）及び（37）の試験成績書を試験自動車以

外の並行輸入自動車の試験成績書とする場合にあっては、試験自動車と当該並行輸入

自動車の同一性について、次のいずれにも該当するものであること。 

① 試験自動車と当該並行輸入自動車の構造・装置の相違であって、次のア、イ又
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（4）試験成績書に記載されている試験成績により、技術基準等に適合していることが確

認できる場合には、当該並行輸入自動車が当該技術基準等に適合していると判断する

ものとする。 

（5）別表 2「外国の試験機関」に定める外国の試験機関が発行した試験成績書に記載され

ている試験成績により、技術基準等又は別表第 1に掲げる技術基準等に準ずる性能を

有すると判断できる外国基準に適合していることが確認できる場合には、（2）の規定

にかかわらず、当該並行輸入自動車が当該技術基準等に適合していると判断するもの

とする。 

 

 

6.13. 消音器の加速走行騒音性能規制への適合性に関する書面等 

平成 22 年 4 月 1 日以降に製作された内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11

人以上の自動車、車両総重量が 3.5t を超える自動車及び大型特殊自動車並び 6.10.の書

面を提出する自動車を除く。）について適用する。 

（1）当該並行輸入自動車に備える消音器が本則 7-53-2-3（4）（本則 7-53-17-2-3（5））

の規定に該当するものであることが確認できるものであること。 

この場合において、加速走行騒音試験結果成績表以外の場合にあっては、6.12.1.

（2）に準じた書面等であること。 

（2）～（6）（略） 

6.14. 熱害試験結果成績表 

昭和 50 年 4 月 1 日以降に製作されたガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車

の一酸化炭素等発散防止装置の温度が上昇した場合において他の装置の機能を損なわ

ないように施される遮熱板等の取付け並びに当該装置の温度がその装置又は他の装置

の機能を損なうおそれのある温度以上に上昇した場合又は上昇するおそれのある場合

はウ（別表第 1の（13）の試験成績書にあっては、ア）に該当する相違以外のも

のが、6.1.（1）の表の相違項目欄のいずれかに該当すること。 

ア 原動機の相違（総排気量、燃料の種類等の相違を含む。） 

イ 軸距の相違（モノコック型又はセミモノコック型自動車の軸距を含む。） 

ウ 車体の外形の相違であって、次に該当するもの 

a 乗用自動車にあっては、車体の形状が箱型とステーションワゴンと幌

型（運転者席より前方の部分の車枠及び車体の構造の相違がないものに

限る。） 

b 貨物自動車にあっては、バンとピックアップ又はバンとボンネット 

② 試験自動車と当該並行輸入自動車の軸距又は車体の外形が相違している場合

には、軸距又は車体の外形の相違部分以外の車枠の構造が同一であることが添付

資料により確認できること。 

③ 試験成績書に記載されている試験自動車の車台番号又はシリアル番号は、当該

並行輸入自動車のものと様式・記号（一連番号を除く。）が一致していること。 

ただし、車台番号又はシリアル番号の様式・記号相違の内容が①の構造・装置

の相違に係るものにあっては、この限りでない。 

（7）試験成績書に記載されている試験成績により、技術基準等に適合していることが確

認でき、かつ、（3）から（6）の規定に適合する場合には、当該並行輸入自動車が当

該技術基準等に適合していると判断するものとする。 

（8）別表 2「外国の試験機関」に定める外国の試験機関が発行した試験成績書に記載され

ている試験成績により、技術基準等又は別表第 1に掲げる技術基準等に準ずる性能を

有すると判断できる外国基準に適合していることが確認できる場合には、（2）の規定

にかかわらず、当該並行輸入自動車が当該技術基準等に適合していると判断するもの

とする。 

なお、当該試験成績書を試験自動車以外の並行輸入自動車の試験成績書とする場合

には、（3）から（6）の規定を準用する。 

6.13. 消音器の加速走行騒音性能規制への適合性に関する書面等 

平成 22 年 4 月 1 日以降に製作された内燃機関を原動機とする自動車（乗車定員が 11

人以上の自動車、車両総重量が 3.5t を超える自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自

動車並び 6.10.の書面を提出する自動車を除く。）について適用する。 

（1）当該並行輸入自動車に備える消音器が本則 7-53-2-3（4）（本則 7-53-17-2-3（5））

の規定に該当するものであることが確認できるものであること。 

この場合において、加速走行騒音試験結果成績表以外の場合にあっては、6.12.1.

（3）に準じた書面等であること。 

（2）～（6）（略） 

6.14. 熱害試験結果成績表 

昭和 50 年 4 月 1 日以降に製作されたガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車

の一酸化炭素等発散防止装置の温度が上昇した場合において他の装置の機能を損なわ

ないように施される遮熱板等の取付け並びに当該装置の温度がその装置又は他の装置

の機能を損なうおそれのある温度以上に上昇した場合又は上昇するおそれのある場合
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に作動するように備えられる警報装置について適用する。 

ただし、次の自動車を除く。 

① 二輪自動車及び大型特殊自動車 

②～③（略） 

（1）～（5）（略） 

6.15.（略） 

6.16. その他書面 

（1）～（2）（略） 

（3）当該並行輸入自動車が別添 2「新規検査等提出書面審査要領」4.（4）に掲げる構造

に該当する場合には、同別添附則 4の 3.1.に掲げる添付資料のうち、必要な資料の提

出を求めるものとする。 

なお、当該部分の審査にあっては同附則に準じて行うものとする。 

（4）（略） 

7.（略） 

8. 現車審査 

現車審査は、書面審査が終了した届出書等を用いて、本則 4-7 及び次に掲げる規定に

基づき実施するものとする。 

8.1.～8.4.（略） 

8.5. 技術基準等への適合性 

（1）技術基準等への適合性を証する書面に代えている場合であって、次に掲げるものは、

当該技術基準等に適合しないものとする。 

①（略） 

② 6.12.1.（2）の書面等との一致が確認できない又は相違している場合 

（2）（略） 

8.6.～8.8.（略） 

8.9. 最大積載量 

（1）「指定自動車等と関連」に区分される並行輸入自動車の最大積載量は、本則 7-115 の

規定によるほか、該当する指定自動車等の同一型式内の類別区分中の最も大きい軸重

の許容限度、車両総重量及び最大積載量を超えない範囲で指定する。 

 

（2）（略） 

9.（略） 

 

別表第 1～別表第 3（略） 

 

に作動するように備えられる警報装置について適用する。 

ただし、次の自動車を除く。 

① 二輪自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車 

②～③（略） 

（1）～（5）（略） 

6.15.（略） 

6.16. その他書面 

（1）～（2）（略） 

（3）当該並行輸入自動車が別添 2の附則 2「事前提出書面審査要領（特定の牽引自動車及

び被牽引自動車）」3.に掲げる構造に該当する場合には、同附則の 4.1.に掲げる添付

資料のうち、必要な資料の提出を求めるものとする。 

なお、当該部分の審査にあっては同附則に準じて行うものとする。 

（4）（略） 

7.（略） 

8. 現車審査 

現車審査は、書面審査が終了した届出書等を用いて、本則 4-7 及び次に掲げる規定に

基づき実施するものとする。 

8.1.～8.4.（略） 

8.5. 技術基準等への適合性 

（1）技術基準等への適合性を証する書面に代えている場合であって、次に掲げるものは、

当該技術基準等に適合しないものとする。 

①（略） 

② 6.12.1.（3）の書面等との一致が確認できない又は相違している場合 

（2）（略） 

8.6.～8.8.（略） 

8.9. 最大積載量 

（1）「指定自動車等と同一」又は「指定自動車等と類似」に区分される並行輸入自動車の

最大積載量は、本則 7-115 の規定によるほか、該当する指定自動車等の同一型式内の

類別区分中の最も大きい軸重の許容限度、車両総重量及び最大積載量を超えない範囲

で指定する。 

（2）（略） 

9.（略） 

 

別表第 1～別表第 3（略） 

 

第 1号様式（その 1）（別添 3の 3.1.関係） 

（略） 

並行輸入

自動車の
指定自動車等と関連 不明 

第 1号様式（その 1）（別添 3の 3.1.関係） 

（略） 

指定自動

車等との

関連の有無

等 

無・有（型式指定自動車・新型届出自動車・輸入車特別取扱

自動車） 



新旧対照表 

508 / 521 

新 旧 

区分 
型式  通称名  

指定自動車等との相違点（指定自動車等と関連の場合に、指定自動車等と相違している

構造・装置を記入する。） 

 

 

 

（略） 

 

関連 指定自動車等と同一 指定自動車等と類似 その他 

指定自動車

等の型式 

型式  通称名  

届出番号 国自審第   号    年  月  日 

指定自動車等との相違点（指定自動車等と類似の場合に、指定自動車等と相違している

構造・装置を記入する。） 

 

 

 

（略） 

 

第 1号様式（その 2）（略） 

 

第 1号様式（その 2）（略） 

 

第 2号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［乗用自動車（特種用途自動車を含む）］ 

（削除） 
   

   

車両重量 kg 

前軸重  kg 

後軸重  kg 

計  kg 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm  mm×  mm 

最大トルク N･m（kg･m）/min-1（rpm）  N･m（kg･m）/min-1（rpm）

（削除）  

（削除）  

 

燃料装置（略） 

 

電気装置 

点火装置 
（削除）  

断続器形式 無接点式       接点式 

 

（削除） 

  

  

  

第 2 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［乗用自動車（特種用途自動車を含む）］ 

輪距 cm 
前輪  cm 

後輪  cm 

車両重量 kg 

前軸重  kg 

後軸重  kg 

計  kg 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm×mm  mm×  mm 

最大トルク N･m（kg･m）/min-1（rpm）  N･m（kg･m）/min-1（rpm） 

無負荷回転速度 min-1（rpm）  min-1（rpm） 

過給機：形式 ターボ式   ルーツ式   その他（      ） 

 

燃料装置（略） 

 

電気装置 

点火装置 
形式 フルトランジスタ  イグニション  その他（   ） 

断続器形式 無接点式       接点式 

 

動力伝達装置 

変速機：操作方式 フロアシフト  コラムシフト  その他（     ） 

副変速機：操作方式 フロアシフト  コラムシフト  その他（     ） 

  
走行装置 

ホイールの材質 前輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

走行装置 

タイヤのリム 前輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 
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後輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

軽合金製ディスクホ

イールの表示 

前輪 
JWLマーク JWL-Tマーク 自動車製作者マーク SAEマーク

その他（    ） 

後輪 
JWLマーク JWL-Tマーク 自動車製作者マーク SAEマーク

その他（    ） 

 

かじ取装置（略） 

 

盗難防止装置 

施錠装置 ステアリングロック ミッションロック その他（  ）

イモビライザ：有・無 有        無 

盗難発生警報装置：有・無 有        無 

 

 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動警報装置：形式 液面レベル   差圧   その他（     ） 

（削除）   

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
懸架方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ）

ばね形式 コイル 板バネ 空気バネ その他（    ） 

後輪 
懸架方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ）

ばね形式 コイル 板バネ 空気バネ その他（    ） 

（削除） 
  

  

 

車わく（略） 

 

乗車装置 

座席 
形式 前   中  後  

個数 前  個 中 個 後 個 

座席ベルト 
形式 前   中  後  

個数 前  個 中 個 後 個 

頭部後傾抑止装置 
形式 一体式   差し込み式   その他（     ） 

個数 前  個 中 個 後 個 

年少者用補助乗車装置取付具 有（     名分）        無 

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

材質及び呼び 後輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

（新設） 

 
    

（新設） 

 
    

 

かじ取装置（略） 

 

施錠装置 

施錠装置 ステアリングロック ミッションロック その他（  ） 

イモビライザ装置：有・無 有        無 

 

盗難防止装置 

盗難発生警報装置：有・無 有        無 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動警報装置：形式 液面レベル   差圧   その他（     ） 

制動停止距離 m（初速 km/h）  m（初速 km/h） 

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
緩衝方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ トーションバー その他（    ） 

後輪 
緩衝方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ トーションバー その他（    ） 

ショック・アブソーバ

形式 

前輪 筒型    レバー型    その他（      ） 

後輪 筒型    レバー型    その他（      ） 

 

車わく（略） 

 

乗車装置 

座席 
形式 前  中  後   

個数 前 個 中 個 後  個 

座席ベルト 
形式 前  中  後   

個数 前 個 中 個 後  個 

頭部後傾抑止装置 
形式 一体式   差し込み式   その他（     ） 

個数 前 個 中 個 後  個 

（新設）      

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 
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前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

窓ガラスに付された記号 前面:     側面：     後面：      

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

表（略） 

※光源が LED の場合には W数は記載不要

（削除） 

   

 

その他 

（削除）  

  

  

  

前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 

（新設）  

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

表（略） 

 

計器 

速度計：性能 0 ～  km/h 

 

その他 

年少者用補助乗車装置：有・無 有        無 

  

  

  

第 3 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［貨物自動車及び乗合自動車（特種用途自動車を含む）］ 

（削除） 
   

   

荷台の内側の寸法 cm

長さ  cm 

幅  cm 

高さ  cm 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列  Ｖ  水平対向  気筒 

内径×行程 mm  mm×  mm 

最大トルク N･m（kg･m）/min-1（rpm）  N･m（kg･m）/min-1（rpm）

（削除）  

（削除）  

 

燃料装置（略） 

 

電気装置 

点火装置 
（削除）  

断続器形式 無接点式       接点式 

 

（削除） 

  

  

第 3 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［貨物自動車及び乗合自動車（特種用途自動車を含む）］ 

輪距 cm 
前輪  cm 

後輪  cm 

室内又は荷台 

の内側の寸法 cm 

長さ  cm 

幅  cm 

高さ  cm 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列  Ｖ  水平対向  気筒 

内径×行程 mm×mm  mm×  mm 

最大トルク N･m（kg･m）/min-1（rpm）  N･m（kg･m）/min-1（rpm） 

無負荷回転速度 min-1（rpm）  min-1（rpm） 

過給機：形式 ターボ式   ルーツ式   その他（      ） 

 

燃料装置（略） 

 

電気装置 

点火装置 
形式 フルトランジスタ  イグニション  その他（   ） 

断続器形式 無接点式       接点式 

 

動力伝達装置 

変速機：操作方式 フロアシフト  コラムシフト  その他（     ） 

副変速機：操作方式 フロアシフト  コラムシフト  その他（     ） 
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走行装置 

ホイールの材質 
前輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

後輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

軽合金製ディスクホ

イールの表示 

前輪 
JWLマーク JWL-Tマーク 自動車製作者マーク SAEマーク

その他（    ） 

後輪 
JWLマーク JWL-Tマーク 自動車製作者マーク SAEマーク

その他（    ） 

 

かじ取装置 

ハンドル：位置 右側        左側        中央 

 

盗難防止装置 

施錠装置 ステアリングロック ミッションロック その他（  ）

イモビライザ：有・無 有        無 

盗難発生警報装置：有・無 有        無 

 

 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動警報装置：形式 液面レベル   差圧   その他（     ） 

（削除）   

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
懸架方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ 空気バネ その他（    ） 

後輪 
懸架方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ 空気バネ その他（    ） 

（削除） 
  

  

 

車わく（略） 

乗車装置（略） 

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

窓ガラスに付された記号 前面:     側面：     後面：      

 

騒音防止装置（略） 

走行装置 

タイヤのリム 

材質及び呼び 

前輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

後輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

（新設） 

 
    

（新設） 

 
    

 

かじ取装置 

ハンドル：位置 右側        左側        中央 

 

施錠装置 

施錠装置 ステアリングロック ミッションロック その他（  ） 

イモビライザ装置：有・無 有        無 

 

盗難防止装置 

盗難発生警報装置：有・無 有        無 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動警報装置：形式 液面レベル   差圧   その他（     ） 

制動停止距離 m（初速 km/h）  m（初速 km/h） 

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
緩衝方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ トーションバー その他（    ） 

後輪 
緩衝方式 車軸 ウィッシュボーン ストラット その他（  ） 

ばね形式 コイル 板バネ トーションバー その他（    ） 

ショック・アブソーバ

形式 

前輪 筒型    レバー型    その他（      ） 

後輪 筒型    レバー型    その他（      ） 

 

車わく（略） 

乗車装置（略） 

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 

前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 

（新設）  

 

騒音防止装置（略） 
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排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

表（略） 

※光源が LED の場合には W数の記載は不要

（削除） 

   

   

 

その他 

内圧容器：容量 ㍑  ㍑ 

（削除）  

  

  

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

表（略） 

 

計器 

速度計：性能 0 ～  km/h 

運行記録計：性能 0 ～  km/h 

 

その他 

内圧容器：容量 ㍑  ㍑ 

年少者用補助乗車装置：有・無 有        無 

  

  

第 4 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［二輪自動車等］ 
表（略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm  mm×  mm 

（削除）  

（削除）  

 

燃料装置（略） 

 

動力伝達装置 

駆動方式 チェーン式 ベルト式 シャフト式 その他（   ） 

（削除）  

  

第 4 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［二輪自動車等］ 

表（略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm×mm  mm×  mm 

無負荷回転速度 min-1（rpm）  min-1（rpm） 

過給機：形式 ターボ式     その他（          ） 

 

燃料装置（略） 

 

動力伝達装置 

駆動方式 チェーン式 ベルト式 シャフト式 その他（   ） 

変速機：操作方式 足動式    その他（            ） 

  
走行装置 

ホイールの材質 
前輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

後輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

軽合金製ディスクホ

イールの表示 

前輪 JWL マーク  自動車製作者マーク その他（    ） 

後輪 JWL マーク  自動車製作者マーク その他（    ） 

 

盗難防止装置 

施錠装置 ハンドルロック   その他（          ） 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS   デュアル   その他（        ） 

走行装置 

タイヤのリム 

材質及び呼び 

前輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

後輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

（新設）     

（新設）     

 

施錠装置 

型式 ハンドルロック   その他（          ） 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS   デュアル   その他（        ） 
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（削除）   

 

制動装置：駐車ブレーキ（側車付二輪車）（略） 

 

緩衝装置 

前輪：懸架方式 テレスコピック  ボトムリンク  その他（    ）

後輪：懸架方式 スイングアーム     その他（         ）

 

（削除） 

  

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

前照灯：個数及び性能  個 色  W 

車幅灯：個数及び性能（側車付二

輪車） 
 個 色 cm2 W 

番号灯：個数及び性能  個 色  W 

（略） （略） 

※光源が LED の場合には W数の記載は不要

（削除） 

   

 

その他（略） 

  

制動停止距離 m（初速 km/h）  m（初速 km/h） 

 

制動装置：駐車ブレーキ（側車付二輪車）（略） 

 

緩衝装置 

前輪：緩衝方式 テレスコピック  ボトムリンク  その他（    ） 

後輪：緩衝方式 スイングアーム     その他（         ） 

 

乗車装置 

座席：形式 またがり式       その他（         ） 

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

前照灯：個数及び性能 個 色   W 

（新設） 

 
     

番号灯：個数及び性能 個 色   W 

（略） （略） 

 

計器 

速度計：性能 0 ～  km/h 

 

その他（略） 

  

第 5 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［大型特殊自動車］ 
特殊用途の目的   

特殊用途の特殊構造   

（削除） 
   

   

（削除） 

   

   

   

荷台オフセット cm  cm 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm  mm×  mm 

（削除）  

第 5 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［大型特殊自動車］ 
特殊用途の目的   

特殊用途の特殊構造   

輪距 cm 
前輪  cm 

後輪  cm 

室内又は荷台 

の内側の寸法 cm 

長さ  cm 

幅  cm 

高さ  cm 

荷台オフセット cm  cm 

（略） （略） 

 

原動機 

気筒配列及び気筒数 直列   Ｖ   水平対向  気筒 

内径×行程 mm×mm  mm×  mm 

無負荷回転速度 min-1（rpm）  min-1（rpm） 
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（削除）  

 

燃料装置（略） 

 

（削除） 

  

  

  

過給機：形式 ターボ式     その他（          ） 

 

燃料装置（略） 

 

動力伝達装置 

変速機：操作方式 フロアシフト     その他（         ） 

副変速機：操作方式 フロアシフト     その他（         ） 

  
走行装置 

ホイールの材質 
前輪 鋼    その他（       ） （削除）

後輪 鋼    その他（       ） （削除）

 

かじ取装置（略） 

 

（削除） 

  

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS  プロポーショニング  その他（     ） 

（削除）   

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
懸架方式 車軸         その他（         ） 

ばね形式 板バネ  トーションバー  その他（      ） 

後輪 
懸架方式 車軸         その他（         ） 

ばね形式 板バネ  トーションバー  その他（      ） 

（削除） 
  

  

 

車わく（略） 

乗車装置（略） 

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ）

窓ガラスに付された記号 前面:     側面：     後面：      

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 

 

灯火装置等 

走行装置 

タイヤのリム 

材質及び呼び 

前輪 鋼    その他（       ）  JJ 

後輪 鋼    その他（       ）  JJ 

 

かじ取装置（略） 

 

施錠装置 

施錠装置 ステアリングロック   その他（       ） 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS  プロポーショニング  その他（     ） 

制動停止距離 m（初速 km/h）  m（初速 km/h） 

 

制動装置：駐車ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

前輪 
緩衝方式 車軸         その他（         ） 

ばね形式 板バネ  トーションバー  その他（      ） 

後輪 
緩衝方式 車軸         その他（         ） 

ばね形式 板バネ  トーションバー  その他（      ） 

ショック・アブソーバ

形式 

前輪 筒型   レバー型   その他（        ） 

後輪 筒型   レバー型   その他（        ） 

 

車わく（略） 

乗車装置（略） 

 

ガラス 

前面ガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 

前面ガラス以外のガラスの種類 合わせガラス  強化ガラス  その他（      ） 

（新設）  

 

騒音防止装置（略） 

排出ガス発散防止装置（略） 
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表（略） 

※光源が LED の場合には W数の記載は不要

（削除） 

   

 

その他（略） 

  

灯火装置等 

表（略） 

 

計器 

速度計：性能 0 ～  km/h 

 

その他（略） 

  

第 6 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［被牽引自動車］ 

（削除） 
   

   

荷台の内側の寸法 

 cm 

長さ  cm 

幅  cm 

高さ  cm 

（略） （略） 

 

走行装置 

ホイールの材質 
後前輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

後後輪 鋼  アルミ  その他（    ） （削除）

軽合金製ディスクホ

イールの表示 

前輪 
JWL マーク JWL-T マーク 自動車製作者マーク SAE マーク

その他（    ） 

後輪 
JWL マーク JWL-T マーク 自動車製作者マーク SAE マーク

その他（    ） 

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS  プロポーショニング  その他（     ） 

（削除）   

（削除）   

（削除）   

 

制動装置：駐車ブレーキ 

形式 ディスク   ドラム   その他（       ） 

制動車輪 全前輪        後前輪制動 

（削除）   

 

制動装置：非常ブレーキ（略） 

制動装置：分離ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

後前輪 懸架方式 車軸         その他（       ） 

第 6 号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［被牽引自動車］ 

輪距 cm 
前輪  cm 

後輪  cm 

室内又は荷台 

の内側の寸法 cm 

長さ  cm 

幅  cm 

高さ  cm 

（略） （略） 

 

走行装置 

タイヤのリム 

材質及び呼び 

後前輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

後後輪 鋼  アルミ  その他（    ）  JJ 

（新設） 

 
    

（新設） 

 
    

 

制動装置：主ブレーキ 

（略） （略） 

制動力制御装置：形式 ABS  プロポーショニング  その他（     ） 

制動停止距離 m（初速 km/h）  m（初速 km/h） 

主制動力 kg（操作力 kg）  kg（操作力 kg） 

効きおくれ時間（秒）  （秒） 

 

制動装置：駐車ブレーキ 

形式 ディスク   ドラム   その他（       ） 

制動車輪 全前輪        後前輪制動 

駐車制動力 kg（操作力 kg）  kg（操作力 kg） 

 

制動装置：非常ブレーキ（略） 

制動装置：分離ブレーキ（略） 

 

緩衝装置 

後前輪 緩衝方式 車軸         その他（       ） 
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ばね形式 コイル   板バネ   その他（        ） 

後後輪 
懸架方式 車軸         その他（       ） 

ばね形式 コイル   板バネ   その他（        ） 

（削除） 
  

  

 

車わく（略） 

 

連結装置 

連結器形式 第 5 輪   ヒッチボール   その他（      ）

（削除）  

前まわり半径 m  m 

後まわり半径 m  m 

 

灯火装置等 

表（略） 

※光源が LED の場合には W数の記載は不要

その他（略） 

  

ばね形式 コイル   板バネ   その他（        ） 

後後輪 
緩衝方式 車軸         その他（       ） 

ばね形式 コイル   板バネ   その他（        ） 

ショック・アブソーバ

形式 

後前輪 筒型   レバー型   その他（        ） 

後後輪 筒型   レバー型   その他（        ） 

 

車わく（略） 

 

連結装置 

連結器形式 第 5 輪   ヒッチボール   その他（      ） 

電気配線連結器形式 7 極端子     その他（            ） 

前まわり半径 m  m 

後まわり半径 m  m 

 

灯火装置等 

表（略） 

 

その他（略） 

  

（削除）欠番 

 

第 7号様式（別添 3の 3.1.関係） 

車両諸元概要表 

［電動機関係］ 

電動機 
取付位置及び個数  

種類  

  

第 8 号様式～第 12 号様式（略） 

 

第 13 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と関連・不明 

（略） 

 

第 14 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と関連・不明 

（略） 

 

第 15 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と関連・不明 

（略） 

第 8号様式～第 12 号様式（略） 

 

第 13 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と同一・指定自動車等と類似・その他 

（略） 

 

第 14 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と同一・指定自動車等と類似・その他 

（略） 

 

第 15 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と同一・指定自動車等と類似・その他 

（略） 
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第 16 号様式（略） 

（略） 

区分 指定自動車等と関連・不明 

（略） 

 

第 17 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と関連・不明 

（略） 

 

第 18 号様式（略） 

 

 

第 16 号様式（略） 

（略） 

区分 指定自動車等と同一・指定自動車等と類似・その他 

（略） 

 

第 17 号様式（別添 3の 7.1.関係） 

（略） 

区分 指定自動車等と同一・指定自動車等と類似・その他 

（略） 

 

第 18 号様式（略） 

 

別添 4（4-15 関係） 

改造自動車審査要領 

1.～11.（略） 

別表第 1～別表第 3（略） 

 

別表第 4（別添 4の 9.（3）関係） 

製作誤差の範囲 

（略） 

乗用車 

（略） （略） （略） 

軽自動車 
（削除） （略） 

（削除） （削除） 

（略） 

 

第 1号様式～第 6号様式（略） 

 

別添 4（4-15 関係） 

改造自動車審査要領 

1.～11.（略） 

別表第 1～別表第 3（略） 

 

別表第 4（別添 4の 9.（3）関係） 

製作誤差の範囲 

（略） 

乗用車 

（略） （略） （略） 

軽自動車 二輪車以外の自動車 （略） 

二輪車 （略） 

（略） 

 

第 1号様式～第 6号様式（略） 

 

別添 5（4-25 関係） 

出張検査実施要領 

（略） 

 

別添 5（4-24 関係） 

出張検査実施要領 

（略） 

 

別添 6（9-2 関係） 

街頭検査等実施要領 

（略） 

 

別添 6（4-25 関係） 

街頭検査等実施要領 

（略） 

 

別添 7（7-9、7-115 関係） 

自動車の走行性能の技術基準 

1. 適用範囲 

別添 7（7-9、7-115、8-9、8-115 関係） 

自動車の走行性能の技術基準 

1. 適用範囲 
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この技術基準は、内燃機関を原動機とする自動車（大型特殊自動車及び軽自動車並び

にセミ・トレーラ、フル・トレーラ等の連結車両及び専ら乗用の用に供する乗車定員 10

人以下の自動車を除く。）に適用する。 

2.（略） 

 

この技術基準は、内燃機関を原動機とする自動車（大型特殊自動車、小型特殊自動車

及び軽自動車並びにセミ・トレーラ、フル・トレーラ等の連結車両及び専ら乗用の用に

供する乗車定員 10 人以下の自動車を除く。）に適用する。 

2.（略） 

 

別添 8（7-9、7-115 関係） 

連結車両の走行性能の技術基準 

（略） 

 

別添 8（7-9、7-115、8-9、8-115 関係） 

連結車両の走行性能の技術基準 

（略） 

 

別添 9（7-53、8-53 関係） 

近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時） 

1. 適用範囲 

この測定方法は、近接排気騒音の絶対値規制を適用する自動車の近接排気騒音の測定

について適用する。 

 

2.～4.（略） 

5. 測定方法等 

近接排気騒音の測定は次に掲げる方法により行う。 

5.1.（略） 

5.2. 測定方法 

原動機を最高出力時の回転数の 75％（二輪自動車及び側車付二輪自動車のうち原動機

の最高出力時の回転数が毎分 5000 回転を超えるものにあっては、50％）の回転数±3％

の回転数に数秒間保持した後、急速に減速し、アイドリングが安定するまでの間の自動

車騒音の大きさの最大値を測定することにより行う。 

 

なお、原動機の回転数は、回転計（車載の回転計を除く。）により測定する。 

5.3.（略） 

6.（略） 

 

別添 9（7-53、8-53 関係） 

近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時） 

1. 適用範囲 

この測定方法は、近接排気騒音の絶対値規制を適用する自動車及び原動機付自転車

（以下別添 9 において、特別に指示した場合を除き「自動車」という。）の近接排気騒

音の測定について適用する。 

2.～4.（略） 

5. 測定方法等 

近接排気騒音の測定は次に掲げる方法により行う。 

5.1.（略） 

5.2. 測定方法 

原動機を最高出力時の回転数の 75％（小型自動車及び軽自動車（二輪自動車及び側車

付二輪自動車に限る。）並びに原動機付自転車のうち原動機の最高出力時の回転数が毎

分 5000 回転を超えるものにあっては、50％）の回転数±3％の回転数に数秒間保持した

後、急速に減速し、アイドリングが安定するまでの間の自動車騒音の大きさの最大値を

測定することにより行う。 

なお、原動機の回転数は、回転計（車載の回転計を除く。）により測定する。 

5.3.（略） 

6.（略） 

 

別添 10（7-53、8-53 関係） 

近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時） 

1. 適用範囲 

この測定方法は、近接排気騒音の相対値規制を適用する自動車の近接排気騒音の測定

について適用する。 

 

2.～4.（略） 

5. 測定方法等 

近接排気騒音の測定は次に掲げる方法により行う。 

5.1.（略） 

5.2. 測定方法 

別添 10（7-53、8-53 関係） 

近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時） 

1. 適用範囲 

この測定方法は、近接排気騒音の相対値規制を適用する自動車及び原動機付自転車

（以下別添 10 において、特別に指示した場合を除き「自動車」という。）の近接排気騒

音の測定について適用する。 

2.～4.（略） 

5. 測定方法等 

近接排気騒音の測定は次に掲げる方法により行う。 

5.1.（略） 

5.2. 測定方法 
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原動機を次表の区分に応じた回転数±5％の回転数に 1 秒間以上一定に保持した後、

急速に減速し、アイドリングが安定するまでの間の自動車騒音の大きさの最大値を測定

することにより行う。 

なお、原動機の回転数は、回転計（車載の回転計を除く。）により測定する。 

区分 原動機回転数 

（略） 

（略） 
② 二輪自動車及び側車付二輪自動車であって、原動機の

最高出力時の回転数が毎分 5000 回転を超えるもの 

 

（略） （略） 

5.3.（略） 

6.（略） 

 

別添 11～別添 12（略） 

 

原動機を次表の区分に応じた回転数±5％の回転数に 1 秒間以上一定に保持した後、

急速に減速し、アイドリングが安定するまでの間の自動車騒音の大きさの最大値を測定

することにより行う。 

なお、原動機の回転数は、回転計（車載の回転計を除く。）により測定する。 

区分 原動機回転数 

（略） 

（略） 
② 二輪自動車及び側車付二輪自動車並びに原動機付自転

車であって、原動機の最高出力時の回転数が毎分 5000 回

転を超えるもの 

（略） （略） 

5.3.（略） 

6.（略） 

 

別添 11～別添 12（略） 

 

別添 13（7-62 他関係） 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

1.（略） 

2. 用語の定義 

この測定方法における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるとこ

ろによる。 

（1）～（2）（略） 

（3）「見通し要件」とは、7-62 から 7-91 で規定する所定の角度で囲まれた範囲における

見通しの要件をいう。 

（4）（略） 

3. 照明部、個数、取付位置等の測定方法 

3.1. 照明部及び反射部の測定方法 

灯火等の照明部等の上縁、下縁、最外縁等に係る取付位置の基準を実測により判定す

る必要がある場合には、灯火等の照明部等について、次により取扱うものとする。 

この場合において、実測する自動車は、平坦かつ水平な路面に設置し、二輪自動車及

び側車付二輪自動車にあっては空車状態の自動車の運転者 1名（55kg）のみ乗車した状

態とし、それ以外の自動車にあっては乗車人員又は積載物品を乗車又は積載せず、かつ、

燃料、冷却水及び潤滑油の全量を搭載し、自動車製作者が定める工具及び附属品（スペ

アタイヤを含む。）を全て装備した状態とする。 

 

3.1.1.～3.1.5.（略） 

3.2. 灯火等の個数の取扱方法 

灯火等の個数の取扱いは、次のとおりとする。 

3.2.1. 前照灯等の個数 

別添 13（7-62、8-62 他関係） 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

1.（略） 

2. 用語の定義 

この測定方法における用語の定義は、本則 1-3 に定めるもののほか、次に定めるとこ

ろによる。 

（1）～（2）（略） 

（3）「見通し要件」とは、7-62 から 7-91 及び 8-62 から 8-91 で規定する所定の角度で囲

まれた範囲における見通しの要件をいう。 

（4）（略） 

3. 照明部、個数、取付位置等の測定方法 

3.1. 照明部及び反射部の測定方法 

灯火等の照明部等の上縁、下縁、最外縁等に係る取付位置の基準を実測により判定す

る必要がある場合には、灯火等の照明部等について、次により取扱うものとする。 

この場合において、実測する自動車は、平坦かつ水平な路面に設置し、二輪自動車、

側車付二輪自動車並びにカタピラ及びそりを有する軽自動車にあっては空車状態の自

動車の運転者 1名（55kg）のみ乗車した状態とし、それ以外の自動車にあっては乗車人

員又は積載物品を乗車又は積載せず、かつ、燃料、冷却水及び潤滑油の全量を搭載し、

自動車製作者が定める工具及び附属品（スペアタイヤを含む。）を全て装備した状態と

する。 

3.1.1.～3.1.5.（略） 

3.2. 灯火等の個数の取扱方法 

灯火等の個数の取扱いは、次のとおりとする。 

3.2.1. 前照灯等の個数 
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灯火器の個数は、走行用前照灯、すれ違い用前照灯、前部霧灯及び側方照射灯の場合

には、照明部の数とする。 

ただし、同一の灯火器内に複数の照明部を有する灯火器であって、当該灯火に係る性

能基準（走行用前照灯及びすれ違い用前照灯にあっては 6-62（2）及び 6-63（2）、前部

霧灯にあっては 6-67（2）、側方照射灯にあっては 6-69（2）をいう。）を満たすもので

あり、かつ、次のいずれかの要件を満たすものは、これを 1個とみなすことができる。

（1）～（2）（略） 

3.2.2.～3.2.4.（略） 

3.3.（略） 

3.4. 灯火等の見通し要件の審査方法 

灯火等の照明部等の見通し要件に係る審査は、次により行うものとする。 

3.4.1.（略） 

3.4.2. 見通しに係る要件の審査 

（1）～（2）（略） 

（参考）第 7 章における灯火等の見通し要件の角度 

表（略） 

注 1.～3.（略） 

4. 灯火等欄の○印は、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）へ

の適用が除外されていることを示す。 

3.5.（略） 

 

灯火器の個数は、走行用前照灯、すれ違い用前照灯、前部霧灯及び側方照射灯の場合

には、照明部の数とする。 

ただし、同一の灯火器内に複数の照明部を有する灯火器であって、当該灯火に係る性

能基準（走行用前照灯及びすれ違い用前照灯にあっては 6-2（26）、前部霧灯にあっては

6-2（29）、側方照射灯にあっては 6-2（30）をいう。）を満たすものであり、かつ、次の

いずれかの要件を満たすものは、これを 1個とみなすことができる。 

（1）～（2）（略） 

3.2.2.～3.2.4.（略） 

3.3.（略） 

3.4. 灯火等の見通し要件の審査方法 

灯火等の照明部等の見通し要件に係る審査は、次により行うものとする。 

3.4.1.（略） 

3.4.2. 見通しに係る要件の審査 

（1）～（2）（略） 

（参考）第 7 章及び第 8章における灯火等の見通し要件の角度 

表（略） 

注 1.～3.（略） 

4. 灯火等欄の○印は、大型特殊自動車（ポール・トレーラを除く。）及

び小型特殊自動車への適用が除外されていることを示す。 

3.5.（略） 

 

別添 14（7-110 関係） 

ワンマンバスの構造要件 

（略） 

 

別添 15（7-110 関係） 

ワンマンバスの構造要件 

（平成 24 年 6 月 30 以前に製作された自動車に適用） 

（略） 

 

別添 14（7-110、8-110 関係） 

ワンマンバスの構造要件 

（略） 

 

別添 15（7-110、8-110 関係） 

ワンマンバスの構造要件 

（平成 24 年 6 月 30 以前に製作された自動車に適用） 

（略） 

 

別添 16（11-1 関係） 

業務量統計システム報告要領 
1.～2.（略） 

3. 報告方法 

（1）2.の報告事項の報告者、報告先、報告頻度、報告期限についてはそれぞれ次のとお

りとする。 

報告事項 報告者 報告先 （略） 

（略） （略） （略） （略） 

不当要求・トラ 地方検査部検査課又は 本部企画部企画課 （略） 

別添 16（11-1 関係） 

業務量統計システム報告要領 
1.～2.（略） 

3. 報告方法 

（1）2.の報告事項の報告者、報告先、報告頻度、報告期限についてはそれぞれ次のとお

りとする。 

報告事項 報告者 報告先 （略） 

（略） （略） （略） （略） 

不当要求・トラ 地方検査部検査課又は 本部内部監査室 （略） 
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ブル事例 地方事務所 

（略） （略） （略） （略） 

（2）（略） 

4.（略） 

 

ブル事例 地方事務所 

（略） （略） （略） （略） 

（2）（略） 

4.（略） 

 

附則（平成 28 年 4月 1日規程第 2号） 

1.～3.（略） 

4. 別添 2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1 号様式及び第 7 号様式は、この規程

の施行の日以後、当分の間、旧規程別添 2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1 号

様式及び第 5 号様式とすることができる。 

5. 別添 3「並行輸入自動車審査要領」の第 8 号様式は、この規程の施行の日以後、当

分の間、旧規程別添 3「並行輸入自動車審査要領」の第 8号様式とすることができる。

6. 別添 4「改造自動車審査要領」の第 1 号様式、第 5 号様式及び第 6 号様式は、この

規程の施行の日以後、当分の間、旧規程別添 4「改造自動車審査要領」の第 1号様式、

第 5号様式及び第 6号様式とすることができる。 

7.～12.（略） 

（略） 

附則（平成 29 年 4月 28 日規程第 3号） 

1.（略） 

2. 平成 30 年 3月 31 日以前に新規検査等届出書が提出された自動車については、別添

2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1 号様式にかかわらず、平成 29 年 4 月 28 日

付け規程第 3 号による改正前の別添 2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1 号様式

とすることができる。 

（略） 

附則（平成 28 年 4月 1日規程第 2号） 

1.～3.（略） 

4. 別添 2の第 1号様式及び第 5号様式は、この規程の施行の日以後、当分の間、旧規

程別添 2の第 1号様式及び第 5号様式とすることができる。 

 

5. 別添 3 の第 8 号様式は、この規程の施行の日以後、当分の間、旧規程別添 3 の第 8

号様式とすることができる。 

6. 別添 4の第 1号様式、第 5号様式及び第 6号様式は、この規程の施行の日以後、当

分の間、旧規程別添 4の第 1 号様式、第 5号様式及び第 6 号様式とすることができる。 

 

7.～12.（略） 

（略） 

附則（平成 29 年 4月 28 日規程第 3号） 

1.（略） 

2. 別添 2の第 1号様式については、この規程の施行の日以後、当分の間、改正前の別

添 2の第 1号様式とすることができる。 

 

 

（略） 

  

附則（平成 29 年 10 月 10 日規程第 18 号） 

1. この規程は、平成 29 年 10 月 10 日から施行する。 

2. 平成 29 年 12 月 31 日以前に審査する自動車については、7-6-1（3）の規定にかかわらず、平成 29 年 10 月 10 日付け規程第 18 号による改正前の 7-6-1（3）の規定によること

ができる。 

3. 平成 30 年 3月 31 日以前に新規検査等届出書が提出された自動車については、別添 2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1号様式にかかわらず、平成 29 年 10 月 10 日付け規

程第 18 号による改正前の別添 2「新規検査等提出書面審査要領」の第 1号様式とすることができる。 

4. 平成 29 年 12 月 31 日以前に並行輸入自動車届出書が提出された自動車については、別添 3「並行輸入自動車審査要領」の規定にかかわらず、平成 29 年 10 月 10 日付け規程第

18 号による改正前の別添 3「並行輸入自動車審査要領」の規定によることができる。 

 


